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平 成 1 9 年 ６ 月 ８ 日 ( 金 曜 日 )

午前 10時０分開会
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総 合 政 策 本 部 長 村 社 秀 継

総 務 部 長 渡 辺 義 人

地 域 生 活 部 長 丸 山 文 民

福 祉 保 健 部 長 宮 本 尊

環 境 森 林 部 長 髙 柳 憲 一

商工観光労働部長 高 山 幹 男

農 政 水 産 部 長 後 藤 仁 俊

県 土 整 備 部 長 野 口 宏 一

会 計 管 理 者 甲 斐 景早文

企 業 局 長 日 髙 幸 平

病 院 局 長 植 木 英 範

財 政 課 長 和 田 雅 晴

教 育 委 員 長 江 藤 利 彦

教 育 長 高 山 耕 吉

公 安 委 員 長 佐々木 文 雄

警 察 本 部 長 吉 田 尚 正

代 表 監 査 委 員 城 倉 恒 雄

人 事 委 員 長 黒 木 奉 武

事務局職員出席者

事 務 局 長 石野田 幸 蔵

事 務 局 次 長 弓 削 孝 幸

総 務 課 長 馬 原 日出人

議 事 課 長 四 本 孝

政 策 調 査 課 長 富 永 博 章

議 事 課 長 補 佐 孫 田 英 美

議 事 担 当 主 幹 亀 澤 保 彦

議 事 課 主 査 山 中 康 二

議 事 課 主 査 隈 元 淳 二



開 会◎

これより平成19年６月定例県○坂口博美議長

議会を開会いたします。

ただいまの出席議員45名。定足数に達してお

りますので、これより本日の会議を開きます。

会議録署名議員指名◎

会議録署名議員に、８番山下○坂口博美議長

博三議員、41番長友安弘議員を指名いたしま

す。

議会運営委員長審査結果報告◎

まず、今期定例会の会期日程○坂口博美議長

に係る議会運営委員長の審査結果報告を求めま

す。議会運営委員会、32番濵砂守委員長。

〔登壇〕 御報告いたします。○濵砂 守議員

去る６月１日に、閉会中の議会運営委員会を

開き、本日招集されました平成19年６月定例県

議会の会期日程等について協議をいたしまし

た。

今期定例会に提案されます知事提出議案は合

計20件、その内訳は、補正予算４件、条例11

件、予算・条例以外３件、報告２件でありま

す。このほか６件の報告が提出されておりま

す。また、人事案件の２件が追加提案される予

定であります。

これら提出議案の内容等を踏まえ、当委員会

において慎重に審査いたしました結果、会期に

ついては、本日から６月27日までの20日間とす

ることに決定いたしました。日程は、お手元に

配付されております日程表のとおりでありま

す。

今期定例会は、６月13日から５日間の日程で

一般質問を行います。質問人数は合計22名以内

とし、質問順序は11日の通告締め切り後に行う

抽選により決定いたします。質問時間は１人30

分以内とするところを確認決定いたしたところ

であります。

なお、今定例会から、質問の方法は、一問一

答方式、分割方式、一括方式のいずれの方法と

するかは、質問者の任意とすることも申し合わ

されましたので、御理解の上、議員並びに説明

者において的確な対応をよろしくお願いいたし

ます。

一般質問終了の後、議案、請願の所管常任委

員会への付託を行います。今回は、肉付け予算

の審査となりますことから、６月20日から22日

の３日間にわたり、各常任委員会を開催してい

ただき、６月27日の最終日に、付託された議

案、請願の審査結果報告を願います。

なお、議員から提案されている議案の取り扱

い及び特別委員会につきましては、日程表に記

載のとおりであります。

以上で当委員会の報告を終わります。議員各

位におかれましては、議会運営に特段の御協力

をいただきますようお願いいたします。以上で

ございます。〔降壇〕

議会運営委員長の報告は終わ○坂口博美議長

りました。

質疑の通告はありません。

会期決定◎

会期についてお諮りをいたし○坂口博美議長

ます。

今期定例会の会期は、ただいまの議会運営委

員長の報告のとおり、本日より６月27日まで

の20日間とすることに御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○坂口博美議長

平成19年６月８日(金)
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ように決定いたしました。

本日からの日程は、お手元に配付の日程表の

とおりであります。〔巻末参照〕

議案第１号から第18号まで並びに◎

報告第１号及び第２号上程

次に、お手元に配付のとお○坂口博美議長

り、知事より議案第１号から第18号まで並びに

報告第１号及び第２号の各号議案の送付を受け

ましたので、これらを一括上程いたします。

〔巻末参照〕

知事提案理由説明◎

ここで、知事に提案理由の説○坂口博美議長

明を求めます。

〔登壇〕 おはようご○知事（東国原英夫君）

ざいます。平成19年６月定例県議会の開会に当

たりまして、まず冒頭に、県議会を初め県民の

皆様に、県の機関における不適正な事務処理に

関しての御報告とおわびを申し上げたいと思い

ます。

去る５月17日に、県立みやざき学園におい

て、いわゆる「預け」と呼ばれる物品購入に係

る不適正な事務処理が発覚したことを公表いた

しましたが、これを受けて全部局に対し、同様

の事例がないかを自主申告するよう求めており

ましたところ、５月末現在で新たに17の所属で

約413万円の「預け」が存在するとの報告があり

ました。また、これに過去に行っていた所属を

加えますと、46の所属で「預け」が行われてい

たことが判明したところであります。

このように県庁内の多数の所属で不適正な事

務処理が行われていたことは、まことに遺憾で

あり、県民の皆様に大変申しわけなく思ってお

ります。心からおわび申し上げます。

今後は、弁護士、公認会計士で構成する外部

調査委員会の検証、提言等をいただきながら、

徹底した全庁調査を行い、実態の把握に努めま

すとともに、県議会の皆様の御意見等も踏ま

え、コンプライアンスの徹底など職員の意識改

革や再発防止のためのシステムづくりに全力を

挙げて取り組んでいきたいと思っております。

そして、一刻も早い県政に対する信頼の回復に

努めてまいりたいと存じます。皆様の御理解と

御協力をよろしくお願い申し上げる次第でござ

います。

それでは、ただいま提案いたしました議案の

御説明に先立ちまして、２点ほど御報告をさせ

ていただきます。

第１点は、「新みやざき創造計画」について

であります。

これは、私自身のマニフェストや県政が抱え

る課題等を踏まえ、私の任期中における県政運

営の基本的な考え方や施策の内容等を盛り込ん

だ新しい総合計画であります。この計画は、

国、地方ともに厳しさを増す財政状況や社会経

済情勢の激しい変化を踏まえた上で、本県の目

指す姿を明らかにするとともに、新たな宮崎の

創造に向けた具体的な戦略を示すことにより、

県政運営の指針とするものであります。

計画では、県民総力戦で進める新しい県づく

りの基本目標を「日本の原点 時代の起点 創

造みやざき」といたしました。この目標には、

「豊かな自然や日本発祥神話にまつわる伝統文

化などを有し、日本の原点とも言える、この宮

崎から日本を変えるという気概のもと、宮崎

が、大きな変革が求められている時代の起点と

なって、新しいライフスタイルや経済社会シス

テムの創造を目指す」という決意を込めており

ます。
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また、私のマニフェストの具体化に向け、

「郷土の宝『宮崎人』づくり」「成熟社会にお

ける豊かな暮らし」「『経済・交流』拡大」と

いう３つのテーマに沿った戦略を、今後４年間

に優先的に取り組む「新みやざき創造戦略」と

して計画の中心に位置づけたところでございま

す。今後は、この戦略に掲げた施策・事業の具

体的な進め方や数値目標を示した工程表に基づ

き、県民総力戦による新しい宮崎県づくりを着

実に進めてまいりたいと考えておる次第でござ

います。

第２点は、新しい行財政改革大綱についてで

あります。

本県財政は、近年の三位一体の改革の影響等

による地方交付税の大幅な削減や社会保障関係

費の自然増、台風災害に伴う予想外の財政支出

等により、さらに厳しさを増しております。こ

のため、私のマニフェストも踏まえ、新たな財

政改革推進計画を策定し、引き続き第２期の財

政改革に取り組んでいるところであります。ま

た、一日も早い県政に対する信頼回復が喫緊の

課題となっており、何よりもまず、県庁みずか

らがしっかりと襟を正すことが求められており

ます。限られた人材や財源を最大限活用し、よ

り効率的で質の高いサービスを実現する行政へ

の転換はもとより、職員の意識改革や法令遵守

を徹底し、県民の皆様の期待を裏切らない、目

に見える行財政改革を進め、県民総力戦の体制

づくりを急がなければなりません。

このような考えのもと、現在策定中の新しい

行財政改革大綱におきましては、財政の健全

化、県政の信頼回復、県民総力戦の環境づくり

の３つの視点から、「新しい宮崎づくりを支え

る持続可能な行財政システムの確立」を基本理

念に、５つの改革プログラムに取り組むことと

いたしております。具体的には、法令遵守の徹

底とお役所仕事からの脱却を目指す意識改革、

スリムで効率的な経営体への転換を図る経営改

革、県の役割の見直しと県民との協働を推進す

る協働改革、そして入札改革と財政改革であり

ます。特に意識改革では、県発注工事に係る入

札談合事件や公金等の不適正な事務処理という

相次ぐ不祥事を重く受けとめ、いま一度、公務

員は全体の奉仕者であるという原点に立ち返

り、公務員倫理や適正な行政執行体制の確立に

積極的に取り組んでまいります。今後、県議会

を初め広く県民の皆様からも御意見をいただい

た上で、できるだけ早く決定したいと考えてお

ります。

以上、「新みやざき創造計画」と新しい行財

政改革大綱は、表裏一体となって私のマニフェ

ストの実現を図るものであり、任期４年を展望

したロードマップと言うべきものであります。

知事就任後４カ月を経て具体的にお示しするこ

とになりましたが、今後とも、スピード感を

持って諸施策に取り組んでまいりたいと考えて

おります。

それでは、議案の概要について御説明申し上

げます。

初めに、補正予算案であります。

本年度の当初予算は、編成時期の日程的な制

約により、人件費、公債費等の義務的経費や施

設管理費等の経常的経費を中心とした、いわゆ

る骨格予算として編成したところであります。

今回の補正予算は、平成19年度が新たな財政

改革推進計画の初年度であることから、本県の

厳しい財政状況も十分に踏まえつつ、私のマニ

フェストの具体化のために実施する政策的事業

や新規事業を中心とした、いわゆる肉付け予算

として編成したところであります。
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また、実質的に、私にとりまして初めての予

算編成でもありましたので、県政を刷新し、新

たな宮崎の創造に向けて、県民総力戦による県

づくりを推進するとの観点から、肉付け後の平

成19年度予算を「宮崎を変える！みんなで変え

る！新みやざき創造予算」と位置づけたところ

であります。

補正額は、一般会計984億9,000万円、特別会

計20億7,699万7,000円、公営企業会計14億3,064

万2,000円であります。このうち、一般会計の歳

入財源は、繰入金278億7,896万8,000円、国庫支

出金289億1,076万4,000円、県債224億3,730万

円、その他192億6,296万8,000円であります。こ

の結果、補正後の一般会計歳入歳出予算規模

は5,648億900万円となり、前年度の当初予算と

比較いたしますと、2.6％の減となったところで

あります。

以下、その主なものについて、「新みやざき

創造計画」に掲げる３つの戦略に従って御説明

申し上げます。

１つ目が、「郷土の宝『宮崎人』づくり」戦

略であります。

新しい宮崎を創造していくのは、時代の変化

に対応できる柔軟な発想と行動力を持った人で

あり、人づくりがこれからの県づくりの基本と

なります。郷土を愛し、郷土に誇りを持ち、郷

土を支える知・徳・体の調和のとれた「宮崎

人」を郷土の宝として、家庭、学校、地域が一

体となって社会全体ではぐくみ、県内外へ輩出

してまいります。

まず、小中高を見通した教育課程のあり方に

ついて、構造改革特区も活用しながら実践研究

を行うとともに、新たな中高一貫教育校につい

ての調査研究を行ってまいります。

また、特別支援教育につきましては、宮崎県

立盲・聾・養護学校再編整備計画を見直し、時

代の変化に対応した新たな特別支援学校の整備

計画を策定することといたしました。

子育て支援対策では、引き続き、乳幼児の医

療費助成等により、子育て家庭の負担軽減を図

りますとともに、中小企業融資制度に「みやざ

き子育て応援企業貸付」を創設し、子育て支援

に積極的に取り組む中小企業を支援してまいり

ます。

２つ目が、「成熟社会における豊かな暮ら

し」戦略であります。

人々が日々の暮らしに求める「豊かさ」が、

量から質へ、物から心へと移行する中におい

て、豊かな自然環境に恵まれた本県は、いやし

や安らぎを享受できる環境にあります。県民の

皆様が、住みなれた地域で生きがいを実感しな

がら、安全で安心な暮らしを送ることができる

新たなライフスタイルを、全国に向けて提案し

てまいります。

まず、医師確保対策につきましては、県と市

町村が新たに協議会を設置し、県内公立病院等

の求人情報の全国への発信やドクターバンクへ

の登録促進などを通じて、一体となって医師確

保に取り組んでまいります。

また、県立病院事業では、老朽化の著しい県

立富養園にかわり、全県レベルの中核精神医療

施設として県立宮崎病院に整備いたします「こ

ころの医療センター」につきまして、建設工事

に着手することといたしました。

障がい者の就労支援や地域生活支援につきま

しては、県北・県西地域に発達障害者支援セン

ターのサテライトを設置するとともに、発達障

がい者への支援のあり方を検討してまいりま

す。

防災対策では、自然災害時に、被災者の生活
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を支援するため、市町村と共同で６億円規模の

災害時安心基金を設置することといたしまし

た。

地域安全対策につきましては、学校周辺にお

ける子供の安全確保及び少年の非行防止を図る

ため、新たにスクールサポーターを配置するこ

とといたしました。

森林環境税を活用した森林保全への新たな取

り組みとしましては、県民や企業等の自主的な

森林づくり活動を支援するとともに、公益上重

要な森林を対象に、間伐の実施や人工林の整備

等に取り組んでまいります。

３つ目は、「『経済・交流』拡大」戦略であ

ります。

ますます厳しさを増す地域間競争に勝ち抜い

ていくためには、本県が持つ個性や魅力を磨き

上げ、国内外に発信していくことが必要です。

本県の豊富な農林水産資源を生かした「みやざ

きブランド」向上のためのプロモーション活動

の強化や「おもてなし日本一の宮崎」づくりに

よって、経済・交流の拡大を図ってまいりま

す。

まず、本県のＰＲ活動の強化についてであり

ます。宮崎が全国的に注目を集める中、この勢

いを持続していくため、私が先頭に立って、物

産や観光を初めとする宮崎の魅力をＰＲすると

ともに、県外の人的ネットワークを再構築し、

より効果的・効率的な本県のＰＲを行ってまい

ります。

「みやざきブランド」の確立・向上対策につ

きましては、多様なメディアを活用した全国へ

の情報発信対策の強化、農水産物総合ブランド

戦略の構築、農水産物の海外輸出の促進など、

積極的に取り組んでまいります。

「おもてなし日本一の宮崎」を目指す取り組

みとしましては、地域が主体となった観光振興

を担う人材を育成し、地域との協働による観光

地づくりに取り組むとともに、長期滞在型の観

光ニーズに対応できる受け入れ体制を整備し、

県外からの観光客の増加や滞在日数の長期化を

図ってまいります。

また、団塊の世代を初め、あらゆる世代の本

県での二地域居住や移住を促進するため、情報

発信の充実やモデル市町村が行う交流居住促進

の取り組みを支援してまいります。

企業誘致につきましては、補助金の最高限度

額を九州で最高額となる50億円まで増額するな

ど、制度の見直しを行うことといたしました。

経済・交流を支える基盤整備につきまして

は、特に高速道路は産業の振興や地域の活性化

に大きく寄与することから、東九州自動車道を

初めとする高速道路網の整備促進に全力で取り

組んでまいります。

最後に、これら３つの戦略に掲げるもののほ

かに、今回の補正で取り組むこととした主な新

規事業を御説明申し上げます。

まず、ことし１月に発生した高病原性鳥イン

フルエンザにより影響を受けた養鶏農家に対す

る経営支援を行うとともに、再発に備えた基金

造成や防疫体制の強化を総合的に行うなど、国

の制度を補完する本県独自の制度を創設するこ

とといたしました。

公共工事関係では、一般競争入札への移行に

伴い、落札率の低下が予想される中、手抜き工

事や下請業者への過度なしわ寄せなどを防止

し、公共工事の品質を確保するため、監視チー

ムを設置することといたしました。

環境関係では、産業廃棄物税を活用した取り

組みとして、産業廃棄物の排出抑制や再生利用

を促進するため、事業者が行うリサイクル施設
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の整備等を支援することといたしました。

次に、予算関係以外の議案について御説明い

たします。

議案第９号「職員の給与に関する条例等の一

部を改正する条例」は、県政に対する県民の信

頼確保に資するため、不祥事が発覚した職員に

対して、期末・勤勉手当の一時差しとめができ

るようにするための条例の改正であります。

議案第10号「公の施設に関する条例の一部を

改正する条例」は、新たに「宮崎県川南遊学の

森」を設置するための条例の改正であります。

議案第16号は、ふるさと林道緊急整備事業吐

合線（６工区）の工事請負契約の変更につい

て、議会の議決に付すべき契約に関する条例の

規定に基づき、議会の議決に付するものであり

ます。

このほか、議案第５号「宮崎県警察本部の内

部組織に関する条例の一部を改正する条例」

外10件でありますが、説明は省略させていただ

きます。

次に、報告第１号は、高病原性鳥インフルエ

ンザの県内３カ所の発生地域のうち、日向市と

新富町分の必要経費がほぼ確定したことに伴

う、平成18年度宮崎県一般会計補正予算（第６

号）の専決報告であります。補正額は１億4,410

万1,000円であります。

報告第２号は、県税の増収及び地方交付税の

確定並びに退職手当の確定等に伴う、平成18年

度宮崎県一般会計補正予算（第７号）の専決報

告であります。補正額は10億7,120万8,000円

で、歳出予算の主な内容は、退職手当の減額２

億6,800万円余、財政調整積立金への積立金13

億2,500万円余であります。

この結果、平成18年度一般会計歳入歳出予算

の規模は、5,622億2,490万9,000円となります。

これらの専決につきましては、いずれも時間

的制約から専決を余儀なくされたものでありま

す。

以上、今回提案いたしました議案の概要につ

いて御説明いたしました。よろしく御審議のほ

どお願い申し上げます。〔降壇〕

知事の説明は終わりました。○坂口博美議長

あすからの日程についてお知らせをいたしま

す。

あす９日から12日までは、議案調査等のため

に本会議を休会いたします。

次の本会議は、13日午前10時開会でありま

す。一般質問であります。

本日はこれにて散会いたします。

午前10時23分散会
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平 成 1 9 年 ６ 月 1 3 日 ( 水 曜 日 )

午前 10時０分開議

出 席 議 員（44名）
3番 川 添 博 （無所属の会）

5番 武 井 俊 輔 （愛みやざき）

6番 西 村 賢 （ 同 ）

7番 河 野 安 幸 （自由民主党）

8番 山 下 博 三 （ 同 ）

9番 黒 木 正 一 （ 同 ）

10番 松 村 悟 郎 （ 同 ）

12番 坂 口 博 美 （ 同 ）

13 番 前屋敷 恵 美 (日本共産党宮崎県議会議員団）

14番 髙 橋 透 （社会民主党宮崎県議団）

15番 太 田 清 海 （ 同 ）

16番 外 山 良 治 （ 同 ）

17番 図 師 博 規 （愛みやざき）

18番 松 田 勝 則 （ 同 ）

19番 中 野 明 （自由民主党）

20番 横 田 照 夫 （ 同 ）

21番 十 屋 幸 平 （ 同 ）

22番 押 川 修一郎 （ 同 ）

23番 外 山 衛 （ 同 ）

24番 宮 原 義 久 （ 同 ）

26番 田 口 雄 二 （民 主 党 宮 崎 県 議 団）

27番 河 野 哲 也 （公 明 党 宮 崎 県 議 団）

28番 新 見 昌 安 （ 同 ）

29番 満 行 潤 一 （社会民主党宮崎県議団）

30番 徳 重 忠 夫 （自由民主党）

31番 原 正 三 （ 同 ）

32番 濵 砂 守 （ 同 ）

33番 水 間 篤 典 （ 同 ）

34番 丸 山 裕次郎 （ 同 ）

35番 萩 原 耕 三 （ 同 ）

36番 黒 木 覚 市 （ 同 ）

39番 井 上 紀代子 （民 主 党 宮 崎 県 議 団）

40番 権 藤 梅 義 （ 同 ）

41番 長 友 安 弘 （公 明 党 宮 崎 県 議 団）

43番 鳥 飼 謙 二 （社会民主党宮崎県議団）

45番 緒 嶋 雅 晃 （自由民主党）

46番 井 本 英 雄 （ 同 ）

47番 星 原 透 （ 同 ）

48番 野 辺 修 光 （ 同 ）

49番 米 良 政 美 （ 同 ）

50番 坂 元 裕 一 （自由民主党）

51番 外 山 三 博 （ 同 ）

52番 福 田 作 弥 （ 同 ）

53番 中 村 幸 一 （ 同 ）

欠 席 議 員（１名）

37番 中 野 一 則 （自由民主党）
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議案第19号及び第20号追加上程◎

ただいまの出席議員44名。定○坂口博美議長

足数に達しておりますので、これより本日の会

議を開きます。

本日の日程は一般質問でありますが、お手元

に配付のとおり、知事より議案第19号及び第20

号の送付を受けましたので、両案を日程に追加

し、議題とすることに御異議ありませんか。

〔巻末参照〕

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○坂口博美議長

ように決定をいたしました。

知事提案理由説明◎

ここで、知事に提案理由の説○坂口博美議長

明を求めます。

〔登壇〕 おはようご○知事（東国原英夫君）

ざいます。ただいま提案いたしました議案第19

号及び議案第20号について御説明申し上げま

す。

まず、議案第19号は、公安委員会委員長佐々

木文雄氏が平成19年７月31日をもって任期満了

となりますので、その後任委員として大浦克博

氏を任命いたしたく、警察法第39条第１項の規

定により、県議会の同意を求めるというもので

あります。

次に、議案第20号は、人事委員会委員佐藤安

正氏が平成19年７月18日をもって任期満了とな

りますので、その後任委員として郷俊介氏を選

任いたしたく、地方公務員法第９条の２第２項

の規定により、県議会の同意を求めるというも

のであります。

よろしく御審議のほどお願い申し上げます。

以上です。〔降壇〕

知事の説明は終わりました。○坂口博美議長

一般質問◎

それでは、ただいまから一般○坂口博美議長

質問に入ります。

質問についての取り扱いは、お手元に配付の

一般質問時間割のとおり取り運びます。〔巻末

参照〕

質問の通告がありますので、順次発言を許し

ます。まず、43番鳥飼謙二議員。

〔登壇〕（拍手） おはようご○鳥飼謙二議員

ざいます。本日から一般質問でございます。い

ろいろ議会改革の意見等も出まして、知事のお

話等もありながら、初めての一問一答方式の導

入ということも含めて、きょうから始まること

になりましたけれども、私がトップバッターで

ございますが、精いっぱい頑張っていきたいと

思っておりますので、どうぞよろしくお願いい

たします。

まず、知事の政治姿勢についてであります。

昨年11月、災害復旧工事設計入札に係る官製

談合事件で、安藤忠恕前県知事や県幹部６名を

含む16名が競売入札妨害容疑で逮捕されるとい

う事件に、県民は大変な衝撃を受けました。県

議会での知事不信任案が可決をされない中に、

私は社民党県連合の代表といたしまして、県議

団の皆さんと一緒に安藤前知事に直接会って辞

職の申し入れを行うなど、県政刷新の流れをつ

くってまいりました。次々と明らかになる知事

という県庁トップの犯罪は、県民の県政への信

頼を根底から覆し、県民福祉の向上を目指して

きた県職員の誇りを失墜させるものであったと

言えます。このようなことを二度と繰り返さな

いために、贈収賄である今回の官製談合事件が

なぜ起きたのかを真剣に考える必要があるので

平成19年６月13日(水)
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はないでしょうか。選挙時の資金の出入りや利

益集団とのつながりを第三者機関が監視するシ

ステムや、支援者との利害関係を禁じる制度の

創設なども検討されなくてはならないと思うの

であります。絶大な権力を持つ知事と業者との

癒着、土木行政における官と民との間では周知

の事実とさえ言われてきた談合という不正のル

ール、知事も選挙前の一時期、「必要悪」とさ

え発言した報道がございましたけれども、最後

の日本的システムと言われる談合、なぜ不正を

承知で前出納長を初め県幹部が県トップの指示

に従ったのかなど、議論をしておくべきことは

数多くあると思うのであります。

例えば人事であります。また後ほど触れます

けれども、選挙後直ちに、元知事を支持した幹

部職員36人を西臼杵支庁や図書館などの外局に

配転した人事異動は、県職員に激震をもたらし

ました。私も当時の幹部から、自分の配転人事

を朝のテレビ報道で知ったときの驚きと怒りの

声を聞いた覚えがございます。４年前の選挙は

何だったのだろうか、県政トップに座るべきで

ない人物を27万3,879人の県民が選択した草の根

選挙の結果を苦く思い出すのであります。根元

から腐っていた前知事やその側近体質を一掃す

るときだと思うのであります。そこで、東国原

新知事に、県政刷新への決意をお伺いいたした

いと思います。後は質問者席から質問をいたし

ます。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 県政刷新へ○知事（東国原英夫君）

の決意についてであります。

県発注工事に関する入札談合事件は、県民の

皆様の県政に対する信頼を失墜させたばかりで

なく、県の名誉と県民の皆様の誇りを大きく傷

つけたと考えております。このため、一刻も早

い宮崎県政の再生、そして県民の信頼を回復す

ることが私に課せられた使命であると考え、知

事就任後直ちに入札・契約制度改革に取り組ん

だところでございます。このような中、物品購

入に係る不適正な事務処理が行われていたこと

はまことに遺憾であり、相次ぐ不祥事を重く受

けとめ、法令遵守の一層の徹底や再発防止のた

めのシステムづくりに全力を挙げて取り組む必

要があると考えております。

このようなことから、現在策定中の新しい

「行財政改革大綱」におきましては、特に意識

改革を大きな柱とし、いま一度、「公務員は全

体の奉仕者である」という原点に立ち返り、公

務員倫理の確立や組織風土の改革、適正な行政

執行体制の確立に積極的に取り組むこととして

おります。行政運営の指針である「新みやざき

創造計画」と新しい「行財政改革大綱」は、一

体となって私のマニフェストの実現を図るもの

であり、今後これらに基づき、全力で職務に励

み、県民総力戦による新しい宮崎県づくりを着

実に進めていく決意であります。以上です。

〔降壇〕

初めての質問者席ということ○鳥飼謙二議員

で、私もいささか緊張しておりますけれども、

順に通告に従って質問してまいりますが、その

前に、知事にお尋ねをしておきたいと思いま

す。これまででしたら、いわゆるすり合わせと

いうことでやってまいりました。それはそれ

で、その段階で私どもは真剣に議論してきたわ

けでございますが、今回、質問書、答弁書のや

りとりというのはするなということで言明をい

ただいたと思いますけれども、その辺の知事の

意見をお伺いしておきたいと思います。

私もそのように聞い○知事（東国原英夫君）

ておりますが、すり合わせないというのと質問

どりと、どの辺のラインで区切るのかわかりま
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せんが、余りにも広範囲で、どういうような質

問をするとか、そういったジャンル分けぐらい

はしておかないと、何をどうというのは、やっ

ぱり議会が空転したり非効率化になるような気

がしますので、ある程度の質問どり等は必要

じゃないかと考えております。

私も知事のおっしゃるとおり○鳥飼謙二議員

だと思っていますが、私が申し上げたのは、質

問書、答弁書のやりとりはしていないでしょう

ね、そういう言明をしたでしょうねということ

ですから、もう後は申しませんけれども、今後

しっかりそういうことで議論をしてまいりたい

というふうに思っております。

そこで、今、前知事の事件について、いろい

ろ決意なり、お聞きをいたしました。今回の捜

査といいますか、事件の中でまだまだ未解明な

部分がたくさんあるわけでございます。それは

例えば5,000万円、宙に浮いたといいますか、そ

ういう事件もございまして、前知事が持って

いった金が本当は本人がもらっていたけれど

も、出どころがわからないというようなこと

で、これは未解明の点だなということでござい

ました。４月３日の宮日新聞によりましても、

県警捜査二課の幹部の発言ということで、「捜

査はほぼ尽くしたと考えている。5,000万円の原

資は今後も継続して捜査する」というようなこ

とでコメントが載っているわけでございますけ

れども、警察本部長は、県民のこれらの声をど

のように受けとめて、今後どう反映させていこ

うとされるのか、お尋ねをしたいと思います。

県警察におきま○警察本部長（吉田尚正君）

しては、本年４月、御指摘のありましたよう

に、前知事らを、5,000万円の借り入れにつきま

して収支報告書に虚偽の記載をしたとして、政

治資金規正法違反の事実で宮崎地方検察庁に送

付、送致いたしております。御質問の件でござ

いますが、個別の事案につきましてのお答えは

差し控えさせていただきます。あくまでも一般

論として申し上げれば、警察におきましては、

いかなる場合におきましても、刑罰法令に触れ

る行為があれば、法と証拠に基づいて適正に対

処をいたしておるところであります。以上であ

ります。

個別のということですから、○鳥飼謙二議員

それ以上は申し上げませんけれども、県民はそ

ういう目で見ているということは、しっかりと

受けとめておいていただきたいというふうに

思っております。

次に、新たな行財政改革と総合計画について

お尋ねをいたします。

こういうのが今回、案でございますけれど

も、「行財政改革大綱」素案ということで、そ

れから「新みやざき創造計画」ということです

ね。こういう説明なり発表を受けたわけでござ

います。県が今回発表した新たな行財政改革大

綱には、３月に制定した新たな財政改革推進計

画がそのまま挿入されているようでございま

す。それによりますと、知事の選挙戦でのマニ

フェスト、単年度で350億円の削減計画が入って

おりますけれども、根拠がいささか不十分では

ないかというふうに思うのでございます。人件

費カットとかそういうことは書いてございます

けれども、福祉・医療・教育予算に切り込むこ

とになるのではないか、県民生活に大きな影響

を与えるのではないかと懸念をしているわけで

ございます。知事はこの県民生活への影響をど

のように考えておられるのか、ほかの点を含め

て今回の「行財政改革大綱」、これについてお

尋ねをしたいと思います。

本年３月に策定した○知事（東国原英夫君）
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新たな財政改革推進計画では、人件費の削減と

か、投資的経費の縮減あるいは重点化、事務事

業の見直し等により、平成18年度当初予算よ

り350億円の歳出の見直しという目標を掲げてお

ります。この350億円の歳出の見直しに当たって

は、単に歳出を削減するだけではなくて、見直

しによって捻出された財源の一部を「新みやざ

き創造計画」、私のマニフェストを盛り込んだ

「新みやざき創造計画」に掲げた３つの政策

に、すなわち３つの戦略と申しますのは、「郷

土の宝『宮崎人』づくり」戦略、そして「成熟

社会における豊かな暮らし」戦略、そして

「『経済・交流』拡大」戦略、この３つの戦略

の中の重要施策に振り向けて、県民生活への影

響にも配慮しながら、新しい宮崎県づくりを模

索していきたいと考えておりますので、御理解

いただきたいと思っております。

知事は知事の方針なり考え方○鳥飼謙二議員

と思うんですけれども、その際に、県民生活に

支障が出るとかいうようなことでは困りますよ

ということですから、マニフェストで掲げたか

らこれをやりますよということだけじゃなく

て、そういう声も聞きながら、反すうしなが

ら、必要であるならばいろいろと変えたりと

か、そういう検討も加えながらやっていってい

ただきたいということでございますので、御理

解いただきたいと思いますが、何かございます

か。ないですね。知事、ありますか。具体的に

県民生活にどのような影響があるのかとかを、

ちょっとお答えいただきましょうか。

先ほども申し上げま○知事（東国原英夫君）

したとおり、350億円は事業費ベースで見直しま

す。その財源を捻出したものは、重複いたしま

すけれども、県民の生活に真に必要な事業に振

り分けていきたいと考えております。ですの

で、県民の生活、できるだけ県民福祉の向上に

資するものに使い分けていきたい、振り分けて

いきたいと考えております。以上です。

次の質問なんですけれども、○鳥飼謙二議員

非常に財政が厳しいということで、いろんな苦

労を皆さん方含めてやっておられますし、県内

の市町村もございます。夕張市の事例等も出て

くるわけでございます。いわゆるふるさと納税

とかいろいろ出ておりますけれども、今日の地

方財政の危機というのは、国の政策によっても

たらされたものが大きいと私は思っておりま

す。三位一体改革と言いながら、３兆円こちら

に渡して10兆円カットをするというようなこと

では、当然地方が苦しくなるというのは目に見

えているわけでございまして、地方交付税の総

額の確保というのが、やはり地方自治体、我々

県にとりましても市町村にとっても大きな課題

でございます。今、知事は全国から注目をされ

ておりますし、この間、全国知事会にも出られ

たということですが、そこで、知事に代表して

地方交付税をしっかりと確保してもらいたい、

そういうことを全国に呼びかけていく、そうい

うことが必要ではないかというふうに思います

ので、知事のお考えをお聞きしたいと思いま

す。

近年、大都市圏を中○知事（東国原英夫君）

心とした景気回復を背景に、地域間の税収の差

が広がって、財政力の格差が拡大傾向にあるこ

とは御案内のとおりでございますが、こうした

中で本県におきましても、税源移譲後の自主財

源比率が４割にも満たず、財政基盤は依然とし

て脆弱であります。財源調整機能と財源保障機

能を一体として果たす地方交付税制度の役割

は、極めて重要であると考えますが、地方交付

税の現行の法定率を堅持するということは、こ
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れからも訴えていかなきゃいけない。また、地

方交付税を地方共有税に変える、あるいは、そ

れよりも偏在性の少ない安定的な収入が得られ

る地方消費税の配分を維持する、配分を変える

といったことも考えていかなきゃいけない。あ

るいは税源移譲といったことも多面的に考えて

いかなきゃいけない。そういった意味で、地方

の財源を確保するということは、地方交付税だ

けではなく、自主財源の確保に資するような税

体系を多面的に考えていかなきゃいけないん

じゃないかと考えています。

また、ふるさと納税についてですが、ふるさ

と納税というのは、税制として制度化するとい

うのには越えなきゃいけないハードルがたくさ

んあると考えております。しかし、ふるさと納

税というのが、その考え方、自分の生まれて

育ったふるさと、あるいは親兄弟がいるふるさ

とに何か貢献できないかというような考え方と

して、私は総論としては賛成だという立場でご

ざいます。以上です。

確かに地方消費税の増とか、○鳥飼謙二議員

そういうこともあると思うんですが、やっぱり

根幹は地方交付税ですから、地方交付税の算定

率を変えるなり、そういうふうに書いてあるわ

けですから、大事なところは交付税だと思って

いるんです。そこを知事が、今、注目を受けて

いるときですから、いろいろ言わなくて、交付

税をやっぱり確保しなさいよと。後で借金の財

源は地方交付税で見ますよということを、今ま

で20年も国は言ってきたわけですから、そうい

う意味では交付税は非常に大事、根幹だと思っ

ているんです。特に宮崎のような財源が厳しい

ところではですね。ですから、それを発信して

くださいと、発信すべきだと言っているわけで

す。明確な数字ではございませんけれども、国

税は宮崎は恐らく、1,700億円ぐらいだと思うん

です、県内、収入されるのは。しかし、交付税

は、県と市町村合わせて3,200～3,300億はある

んではないかと思っていますから、すべて上げ

ますよと言ってもどうにもならんわけで、やは

り平衡交付金からの流れを受けた地方交付税を

充実すべきだという主張をしっかりやっていか

ないと、いろいろつけると口調が弱まりますの

で、そういうことを申し上げて、もう一回答弁

をお願いします。

御指摘の点は、全国○知事（東国原英夫君）

知事会初め、地方六団体との連携を深めなが

ら、今後とも国に要望していく所存でございま

す。

一番注目を受けている知事で○鳥飼謙二議員

すから、自信を持ってひとつ頑張っていただき

たいというふうに思っています。

もう一つ、総合計画なんですが、工程表とい

うのもこの間いただきましたけれども、この総

合計画は４年間の計画というふうになっており

まして、長期的な目標、展望が明確になってい

ないんではないかなというような感じがするわ

けでございます。ここに持ってまいりました

「第五次宮崎県総合長期計画」、これは松形知

事の時代につくられた計画ですね。審議会をつ

くって県内の識者の皆さん方に集まっていただ

いて、何百万かかけてつくった資料、計画、こ

れを前知事が変えてしまった。継続していくべ

き県の計画が寸断をされたところに、大きな問

題点があると思っておるんですけれども、また

これを、10年の長期と短期の計画とがあるわけ

ですが、今回、これはまだ冊子になっておりま

せんけれども、こういうふうに変えていく。ど

うも私どもとしましたら、どうなっているのか

なという思いもありまして、そして確かにスピ
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ード感のある時代ですから、知事がマニフェス

トで書かれたことが工程表の中にもたくさん出

ておりますけれども、もっと長期の視点もまた

出していくべきではないかなというふうに思う

わけであります。ですから、これまでの計画と

の整合性とか、そういう長期的な展望、そうい

うことも必要ではないかというふうに思います

ので、お尋ねをします。

私のマニフェスト○知事（東国原英夫君）

は、今後４年間に特に重点的に実施すべき施策

・事業を整理し、新たに体系化したものであり

ます。前計画とその構成や重点部分には大きく

異なる面があると考えております。また、さき

の官製談合事件により、県政に対する県民の信

頼は大きく失墜いたしました。その県政の刷新

の姿を明らかにする必要がございます。このた

め、今般、新しい総合計画「新みやざき創造計

画」を策定したところでございます。この計画

では、今後10年程度の中長期展望として、「日

本の原点 時代の起点 創造みやざき」を基本

目標に掲げ、その目指す姿を「人づくり」「く

らし」「経済・交流」の３つの側面から明確に

描くとともに、マニフェスト等を踏まえた「新

みやざき創造戦略」を計画の中心に位置づけた

ところでございます。

なお、前計画がスタートして３年目の計画期

間半ばであったことから、策定に当たっては、

前計画との継続性に十分留意したところであり

ます。また、私の任期に合わせ、計画期間を４

年間としたところであります。知事は１期１期

県民の負託を受けて県政を担当することを踏ま

えると、今後の総合計画は４年ごとに策定、改

定していくことが望ましいかと考えておりま

す。

確かに知事の任期は４年であ○鳥飼謙二議員

ります。しかし、県の行政なり県民の生活は永

遠であります。ですから、当然、長期的なもの

を持ちながら短期的にやっていくというのが出

てくると思うんですけれども、そこを長期的な

ものがないと、やはり不十分ではないかなと私

は思うわけなんです。知事は県民の絶大な支持

がありますので、また２期目、３期目というふ

うに当選をされていかれるかもしれませんけれ

ども、それはこちらに置きまして、やはり長期

的な展望も踏まえる必要があるんではないかな

というふうに思うんです。せんだって新聞にも

出ておりましたけれども、合計特殊出生率、こ

れを２位にしましょうという計画、つくってお

られましたね。この間発表になった数字では、

もう２位になっていましたね。それはそういう

こともあるのかなとは思って、とやかくは申し

上げませんけれども、やはり長期的なものが抜

けているんではないかなというふうに思ってお

りまして、やはりそこを補充していく必要があ

るのではないかというふうに思いますので、再

度お尋ねをいたします。

これまでの中長期計○知事（東国原英夫君）

画では５年とか10年というスパンだったと思い

ますが、これは私はふだんから疑問でありまし

た。５年というのは、なぜ任期４年でその後の

１年 ４年で首長がかわった場合に政策を変―

えるたびにまた策定をし直さなければいけない

のか。これは二度手間、三度手間になるんじゃ

ないか、無駄になるんじゃないかという感じは

しておりました。ですから、４年ごと４年ごと

の８年、12年という中長期計画であれば、まだ

納得もいくものでありましたが、これを５

年、10年という、任期とは相反した策定の仕方

というのに、私は疑問を持っていました。決し

て、中長期で長い展望、持続性のない県政とい
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うものをイメージしているわけではございませ

ん。まずは４年間で足場を固める、その次の４

年間、次の４年間、10年じゃなく８年、12年と

いったような中長期展望を見据えた策定が必要

かなと考えております。

今いろいろお話がございまし○鳥飼謙二議員

たけれども、そうであるとするならば８年の、

もしくは12年というと私、ちょっと長過ぎるか

なという感じがするんです。８年の長期的な計

画というものを盛り込んでいくべきではないか

というふうに思っておりますけれども、これは

決定されたんですよね。やはりそういう長期的

な展望を持たないと、知事の考えで４年、８年

ということであっても、知事の考えを入れて８

年ということでつくるべきではなかったのかと

いうふうに思っておりますので、これは指摘を

しておきたいと思います。

次に、入札制度の改善についてでございま

す。

県政への信頼を大きく失墜させた県庁トップ

の一連の入札談合事件によりまして、県民から

公共工事発注のあり方が厳しく問われている中

で、県は一日も早い県民の信頼回復を図るとし

まして、入札・契約制度改革に関する実施方針

を３月に発表されました。内容は、職員の意識

改革と法令遵守の徹底、公正、透明で競争性の

高い入札・契約制度への改革、入札・契約制度

の適正な運用、建設業界への対応、その他とい

うふうになっております。予定価格250万円以上

の公共工事については、平成19年度は原則とし

て条件付一般競争入札に移行するとし、具体的

には、4,000万円以上の土木工事一式等について

は４月から実施をし、来年１月から本格的実施

というふうに聞いております。今回の方針で予

定価格は事前公表し、最低制限価格も設定する

というふうにしておられますが、公共工事が激

減する中、入札・契約は生き残りをかけた熾烈

なものになるのではないかというふうに思って

おります。結果として、最低制限価格に限りな

く張りつく結果となって、営業利益がなくて良

質な企業が倒産をしたりとか、手抜き工事が出

てくることが予想されるわけでございます。そ

こで、検査体制の強化が求められるわけでござ

いますけれども、具体的にどのように対応をさ

れるのか、お尋ねをいたします。

公共工事の縮減や条○知事（東国原英夫君）

件付一般競争入札への移行に伴い、落札率が低

下し、手抜き工事や下請業者への不当なしわ寄

せなどによる公共工事の品質低下が懸念されて

おることは、御案内のとおりでございます。こ

のため、落札率が一定以下の工事については、

監督業務の重点実施、中間検査の追加実施を行

うなど、工事監督・検査体制を充実強化するこ

ととしております。また、施工体制監視チーム

を緊急に立ち上げまして、施工体制の重点点検

等を抜き打ちで実施し、不適切な施工を防止す

るとともに、適正な品質の確保を図ることとし

ております。以上です。

お聞きをするところ、非常勤○鳥飼謙二議員

の職員４名程度配置をするというようなことで

すが、大丈夫かなと私、思っているんです。

しっかりとした検査体制をつくっていっていた

だきたいと思いますので、もう再答弁は結構で

すけれども、そのことを申し上げておきたいと

いうふうに思います。

それから、公共工事以外、庁舎の清掃とか警

備というのがございます。業務委託、物品調達

について、これらは、物品は160万円、庁舎管理

業務は100万円を超えるものは原則として一般競

争入札にするとしております。平成19年度の県
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有施設の清掃業務、警備業務の落札率はどのよ

うになっているのか、お尋ねをしたいというふ

うに思います。新聞報道でかなりの削減効果が

あったというふうに聞いておりますが、その点

について総務部長にお尋ねします。

お答えをいたしま○総務部長（渡辺義人君）

す。

平成19年度につきましては、条件つきの一般

競争入札により、ただいま御指摘がありました

清掃・警備関係については入札を執行いたしま

したけれども、その結果につきましては、清掃

業務が73.4％の落札率、警備業務が70.9％の落

札率となっております。

かなりの低下があったという○鳥飼謙二議員

ことで、新聞報道で見ると、「よかったです

ね」ということで知事のコメントが載っており

ましたけれども、これらの委託事業というのは

労働集約型ですね。競争が過熱をいたしますと

どんどん下がっていく。そうしますと、そこに

働いている人たち、労働者の人たちにしわ寄せ

が行くんではないかなと、非常に心配をするわ

けでございます。例えば社会保険、労働保険の

適用、労働基準法、最低賃金 宮崎県は611円―

だそうですけれども、低いほうから５番目に

なっております が担保されているのかとい―

うことも出てくるわけでございまして、これら

の要件を県は発注者としてチェックをしていく

必要があるというふうに思いますので、総務部

長にお尋ねしたいと思います。

県から発注いたし○総務部長（渡辺義人君）

ました清掃・警備関係の委託業務でありますけ

れども、これにつきましては、適正な履行の確

認という意味では、毎日、警備日誌ですとか作

業日誌等の提出をしていただいておりますの

で、それによって確認をしているところであり

ます。それから、今、議員から御懸念のあった

点につきましても、我々も当然留意をしていか

なければいけないと思っておりますので、従業

員の賃金等については、毎月でありますけれど

も、賃金台帳を提出していただきまして、支払

いの有無とか、あるいは遅延がないかとか、そ

ういった点について確認をいたしているところ

であります。労働関係の法令の遵守というのは

当然のことでありますから、これについては労

働基準局のほうから係官を招きまして講習等も

実施するなどして、その点については特に留意

して対応いたしているというところでありま

す。

違法行為を防止するために、○鳥飼謙二議員

県は、工事請負契約以外の委託契約についても

最低制限価格制度を入れるべきではないかなと

いうふうに思っております。これは、知事も御

案内のように、地方自治法の施行令で、それが

できるように改正をされました。平成14年です

けれども、施行令167条の10、この中にうたわれ

ておるわけで、今までやってこなかったのがど

うかなというような気がするんですけれども、

最低制限価格制度を入れるべきではないかと、

そういうふうに思うわけですが、知事の御意見

をお尋ねしたいと思います。

委託業務にかかわる○知事（東国原英夫君）

最低制限価格の設定につきましては、適正な履

行を図る観点から、この設定の適否について

は、国や他府県の事例も参考にしながら、今後

検討してまいりたいと思っております。

知事の発言としては若干残念○鳥飼謙二議員

な感じがいたしますけれども、ひとつしっかり

と受けとめていただいて、検討をお願い申し上

げたいというふうに思います。

最後に、公共工事、業務委託契約を進めるに
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当たりまして、これは価格だけではなくて、県

が進めております公正労働基準、８時間労働と

か、環境や障がい者雇用などの福祉、男女平等

参画などにかかわる政策を推進していくために

も、公契約入札を希望する企業に、このような

社会的な価値の実現に向けた取り組みを求める

ことが必要ではないかというふうに思うわけで

ございます。従来の価格入札を社会的価値の実

現を図るための政策入札に転換していくため

に、総合評価入札制度、今もやられております

が、これをなお一層促進する。そして、自治体

公契約条例の制定を図って、公正性、透明性、

公平性を担保することが必要ではないかという

ふうに思いますので、知事にお尋ねいたしま

す。

今後拡充することと○知事（東国原英夫君）

しております総合評価落札方式は、価格と技術

力など価格以外の要素を総合的に評価し、落札

者を決定する方式であります。価格以外の要素

につきましては、企業の地域社会貢献度を評価

するため、障がい者の雇用状況も評価項目に設

定しているところでございます。また、入札参

加資格審査においても、企業の社会貢献を促進

する観点から、現在、障がい者の雇用実績を評

価の対象としておりますが、介護・育児休業制

度の確立や、環境保全への取り組みである「エ

コアクション21」の認証、労働安全を促進する

建設労働災害防止協会への加入などについて

も、評価の対象とすることを検討しておりま

す。

公契約条例をつくって担保していくべきでは

ないかという御質問でございますが、公契約条

例につきましては、我が国では、国際労働機関

（ＩＬＯ）の「公契約における労働条項に関す

る条約」の批准をしておらず、国の公契約法も

未制定の状況でありますので、その動向を踏ま

えてまいりたいと考えております。

極めて後ろ向きの発言と思い○鳥飼謙二議員

ます。公契約条例、積極的にやってください。

検討してください。それは要請をしておきたい

と思います。

それから、いわゆる預け金問題についてでご

ざいますけれども、県立みやざき学園や、その

後の調査でいろいろと明らかになってまいりま

した。職員の飲食等の不正流用はなかったわけ

ですけれども、決して許されるものではないと

いうふうに思いますし、早急な是正を求めるべ

きだというふうに思っております。しかし、予

算査定時における問答無用の一律カット、予算

残額が出た場合の私ども議会からの厳しい指摘

など、我々議員も含めて、予算査定から執行に

至るまで、反省すべき点も多々あるのではない

かというふうに思っております。今回の預け金

問題について、預け金が生じた背景やシステム

をどのように受けとめておられるのか、また、

今後どのように改善をしていこうとしておられ

るのか、知事にお尋ねをいたします。

予算編成に当たりま○知事（東国原英夫君）

しては、厳しい財政状況の中で、各部局と協議

しながら必要な予算を措置しており、予算の執

行に当たっては、公費であることを常に意識

し、必要最小限で効率的なものとするよう指導

してきたところでございます。しかしながら、

こうした指導にもかかわらず、今回の不適正な

事務処理では、与えられた予算は年度内に使い

切ってしまおうという誤った認識、あるいは予

算は貴重な税金であるという認識の乏しさな

ど、職員の意識の問題が背景にあったものと認

識しております。また、現在の財務会計制度の

運用や物品購入に係るチェックシステム、さら
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には事務費に係る予算措置のあり方等について

も、効率的な予算執行や内部牽制機能の向上の

点から見直すべき課題がないか、検討する必要

があると思っております。再発防止策について

は、こうした視点を踏まえて、今後の全庁調査

において実態の把握や原因の究明を行った上

で、外部調査委員会の提言等もいただきながら

検討してまいりたいと考えております。

今度の事件で遺書を書いた職○鳥飼謙二議員

員もおるんです。７キロやせた職員もいるとい

うことなんですが、組織としてのけじめは大事

だと思います。長としてのけじめももちろんご

ざいますけれども、問題は再発防止ですから、

ぜひそこに重点を置いて進められていくように

お願いをしておきたいというふうに思います。

続いて、県職員の意識改革と処遇についてお

尋ねをいたします。

厳しい財政状況の中でいろんな改革が進めら

れておりまして、さらには地域給の導入とか、

そういうことで今後の昇級は期待できない、い

わば給料は上がらない、仕事はふえる、人は減

る、そんな状況に今なっているわけでして、こ

のような状況の中で、職員の意識改革とあわせ

てモチベーションをどう引き上げていくのかと

いうのが非常に大きな課題ですし、知事に考え

ていただくことだというふうに思っておりま

す。

そこで、まず最初に、鳥インフルエンザ、知

事も先頭に立って頑張っていただいたわけなん

ですけれども、特に長友前農政水産部長、そし

て畜産課を中心に、県職員が先頭に立って市町

村や県民の皆さん方と対処してこられまして、

大変な重労働だったというふうに聞いておりま

す。特に、がんに耐えて命を削りながら陣頭指

揮に立って、４月１日に亡くなられた畜産課の

浜口定男防疫対策監に、知事は４月20日の日に

感謝状を贈られているようでございますけれど

も、対策監とその御家族に対する知事の思いを

聞かせていただければというふうに思います。

浜口対策監について○知事（東国原英夫君）

の思いでありますが、県内３件の鳥インフルエ

ンザ発生という未曾有の災害に向けて、本当に

不眠不休で防疫対策、蔓延防止、風評被害に対

して職務を遂行されたことに対して、心から敬

意を表するものでございます。また、御自分が

御病気だということを認識されておりながら、

それよりも自分の身を挺して、文字どおり自分

の身を挺して任務に当たられたことを、心から

感謝申し上げる次第でございます。

私も先日、おくればせながら○鳥飼謙二議員

墓前に参ってまいりまして、奥様の思いやらを

聞かせていただきましたけれども、続けて質問

いたします。人材の養成ということでございま

す。今、ＮＨＫで「風林火山」というのが放映

をされておりますが、人事というのは、企業も

「人」ですけれども、行政も「人」でございま

すし、「人は石垣、人は城」というふうに言わ

れております。４月の人事異動、これはどのよ

うな方針のもとに行われたのか、お尋ねしたい

と思います。

人事異動に当たりま○知事（東国原英夫君）

しては、直面する県政の課題解決に取り組むた

め、能力主義と少数精鋭主義による適材適所の

職員配置や人材育成などを念頭に行ったところ

でございます。特に人材育成の観点は、定期人

事異動の大きな意義の一つであると認識してお

ります。このため、職員が新たな業務に従事し

たり、国、民間等への研修に派遣されることを

通じて、意欲と能力の向上が図られるよう努め

ております。今後とも、県民ニーズの多様化や
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急速な社会変化に対応し、効率的かつ効果的な

行政サービスを提供するために、職員一人一人

が意欲を持って業務に取り組み、個々の能力を

最大限に発揮できるような職員配置と人材育成

に努めてまいりたいと考えております。

モチベーションを引き出すと○鳥飼謙二議員

いうのは非常に大事なことだと思うんですが、

永年勤続表彰という制度がございます。職員に

やる気を起こさせる極めて重要な制度だという

ふうに思っております。警察本部では実施をさ

れておられるということでございますので、制

度の概要と取り組み状況について警察本部長に

お尋ねします。

永年勤続表彰で○警察本部長（吉田尚正君）

ございますが、警察職員として多年にわたり職

務に精励した職員の労に報いまして、警察職員

全体の士気を高めようとするものであります。

受賞した職員には大きな励みになっているもの

であります。平成18年は勤続20年表彰が48名、

勤続30年表彰が53名、計101名が受賞いたしてお

ります。なお、副賞として5,000円以内の記念品

を授与することといたしております。

知事部局と教育委員会におい○鳥飼謙二議員

て、04年度から廃止をしておるんです。それま

であったんですけれども、その理由はどうで

あったのか、経費はどれぐらい削減をされたの

かなというふうに疑問に思うわけでございます

けれども、導入時の総務部長である副知事にお

尋ねします。

永年勤続表彰の関係○副知事（河野俊嗣君）

でございますが、これは経費節減という観点、

それから、もう一つの観点としましては、勤務

時間中に多数の幹部職員が、ある会議室といい

ますか、そこに集まって表彰を行っていた、そ

のようなことが県民の理解を得られるだろうか

という問題意識から、平成17年度に廃止された

ものでございます。御指摘のとおり、職員の士

気の高揚を図っていくことは大変重要な観点だ

と考えておりますので、今後、士気高揚のため

の方策を検討していく中で、これにつきまして

も検討していきたいと考えております。

検討されるということですけ○鳥飼謙二議員

れども、それは前向きに検討していただくと。

経費の削減と言われましたけれども、どの程度

削減になったのか、ちょっとお尋ねします。

ただいま手元に数字○副知事（河野俊嗣君）

がございませんので、早急に調べて御説明する

ようにいたします。

資料はないかもしれませんけ○鳥飼謙二議員

れども、しかし、おおむねこのぐらいだろうな

というのはわかりますね。1,000万もかかると

か、2,000万もかかるとか、そういうことではご

ざいませんね。 というふうに思っているん―

です。ですから、知事、これは先ほど警察本部

長がおっしゃられましたけれども、本当に職員

は、そのことでやる気を出していってもらえる

だろうと、私は思っているんです。大した紙切

れというか、紙切れだけにしても、それを持っ

て帰って、奥さんに「30年表彰をもらったよ」

と、「御苦労さんでした」と、「よし、あした

から頑張ろう」ということになるんではないか

と、私は思うわけでございまして、費用対効果

を考えると、これは復元をすべきではないかと

いうふうに思うわけなんですが、知事の御意見

をお伺いします。

おっしゃるとおりで○知事（東国原英夫君）

ございますね。長年お勤めになって、そして褒

められるということは、人間、勤めていればそ

んな悪い気持ちはないと思いますね。それより

モチベーションを高めるというのは、公僕でご
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ざいますから、全体の奉仕者、県民福祉の向上

という結果が一番のモチベーションになるん

じゃないか、自分が直面している問題を解決し

たり、自分の職務を全うしたときに初めてモチ

ベーションとかいうものが上がるんではないか

と。その満足度による、モラルといいましょう

か、純粋な気持ちが公務員になければならない

一番の気持ちではないかと考えております。

精神論大いに結構であります○鳥飼謙二議員

けれども、私が指摘をした理由はわかりますよ

ね、知事。やるのかやらないのかということな

んです。復元するのかしないのか。そんなにか

かる経費ではございません。再度、答弁をお願

いします。

研究してみたいと思○知事（東国原英夫君）

います。

知事も２回目の議会を迎えら○鳥飼謙二議員

れると、かなり答弁も工夫をされておられるよ

うでございますので、ぜひ真剣に検討していた

だきたいと思います。私は本当に頻繁に声を聞

くんですね。ぜひそこはお願いを申し上げたい

というふうに思います。

それから、マイクをもうちょっと上げてもら

うようにしなくてはいけませんね。ちょっと遠

いということですから。暫定的にここでやって

いるわけですから、やはり質問者席を設けてや

らないと勝手が悪いのかなというふうに思いま

すが、できるだけ大きな声でやりたいと思いま

すので、お許しをいただきたいというふうに思

います。

人事異動発令書のことについて、ちょっと細

かい点ではありますけれども、これについても

見本を持ってきて提示をしようかと思っていた

んですけれども、手違いでここにありません

が、モチベーションを高める意味で、副知事、

あなたが当時の責任者なんだから、しっかりと

受けとめて、そういう方向で検討を、しっかり

と次の職場で頑張れよという意味の人事発令書

をつくっていただくようにお願いをいたしたい

と思います。県議会議長で出している人事発令

書は立派なものが 普通なんですけれども―

出ておりますので、そこはお願いを申し上―

げておきたいと思います。

それから、余り時間がありませんので、は

しょりまして、現業職員の任用がえについて若

干お尋ねをしたいと思います。農政水産部含め

まして、07年４月からと08年４月から、それぞ

れ事務職に転換をさせるというふうになってお

るわけでございます。55歳以下の調理師の皆さ

んについては、あしたから事務をやってくださ

いよと、47歳以下の試験研究機関の研究補助員

の皆さん方については、事務にかわってくださ

いよということで今、研修も進められておりま

すけれども、果たしてフォローがしっかりされ

ているのかと、私は思っているんです。やめら

れた方、そんなことを含めて、現状とフォロー

の体制について、これも当時の責任者でありま

す副知事にお尋ねをします。資料がないからと

言わないようにしていただきたいと思います。

現業業務の見直しに○副知事（河野俊嗣君）

伴います現業職員の一般職員への任命がえにつ

きましては、労使交渉の結果を踏まえまして、

１年間の実務研修及び能力実証を経まして、こ

の４月の定期異動から実施しているところであ

ります。任命がえ後の職員につきましては、担

当業務になれ、スムーズな職務遂行ができるよ

う、基本的には配置がえを行わなかったという

ことであります。また、対象となった職員は、

それぞれ意欲的に業務に取り組んでいるところ

でありますが、業務に習熟するには、なお一定
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の期間が必要と考えておりますので、今後と

も、それぞれの職場におけるほかの職員の支援

が大変重要であると考えております。このた

め、それぞれの所属長に対しまして、引き続き

個々の職員の状況を把握するとともに、職場環

境や業務への適応の面につきまして、きめ細や

かな支援や指導を行うよう指示しているところ

であります。

先ほどの経費節減額につきまして、申しわけ

ございません、この場をおかりして御説明いた

しますと、永年勤続表彰の関係、会場費であり

ますとか、写真撮影とか、表彰状につきまして

約50万円程度ということでございますが、そこ

に集まる職員の旅費、約300人程度だったという

ことでありますが、これは別途かかっておると

いうわけであります。そうしたことのコストの

削減という観点から見直しを行ったというもの

でございます。

費用対効果を考えると、何と○鳥飼謙二議員

愚かなことをしたのかなと私は思っておりまし

て、しっかり再検討をお願いしておきたいとい

うふうに思います。

それから、現業職員の問題で、まあまあスム

ーズにいっていますよというような御答弁がご

ざいましたけれども、年度途中で退職をされた

り、職場に適応できないといって退職された方

がおられるんです。それを把握しておられます

か。

任命がえをされた職○副知事（河野俊嗣君）

員の中には年度途中で退職された職員もあると

いうことにつきましては、把握しておるところ

であります。

現状についてお聞かせいただ○鳥飼謙二議員

きたいと思います。把握をしておられれば、ど

の程度そういう対象があったのか、どの程度適

応できない職員が出てきたのか、御答弁をお願

いします。

ただいま手元に具体○副知事（河野俊嗣君）

的な数字は持っておりませんが、それぞれの職

員、さまざまな判断によりまして別の道を歩ま

れた方もいらっしゃるというふうに把握してお

ります。後ほど御説明をいたします。

私は任用がえについてお聞き○鳥飼謙二議員

をしますよと言いましたよね。通告をしており

ます。当然把握をして、こういう質問も出るだ

ろうと予想するのが当然だと私は思っているん

ですけれども、答弁に納得できないんですけれ

ども。

どなたか答弁できますか。行○坂口博美議長

き違いがあるようですので。

いずれにいたしまし○副知事（河野俊嗣君）

ても、現在、手元に資料がございませんので、

早急に調べてお答えするようにいたします。

議長、どうしますか。○鳥飼謙二議員

今後、質問続けられますか、○坂口博美議長

答弁なしで。

ちょっと休憩してもらいたい○鳥飼謙二議員

んですけれども。

執行部は今すぐ準備できない○坂口博美議長

ですか、今の答弁。

できるだけ議会を混乱させた○鳥飼謙二議員

くないと思っています。私は通告をしておるん

ですから、これをお聞きしますよと。当然その

数値を把握しておるべきだ、準備をしておくべ

きだというふうに思っているんです。そのこと

について答弁お願いします。

通告をしていただい○副知事（河野俊嗣君）

ておるというお話でございますが、通告につき

ましても、いろんな通告の仕方があるかと思い

ます。そのような具体的な数字まで求められて
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いるというふうな形では、私は伺っていないと

ころであります。以上であります。

議長、質問続けられません、○鳥飼謙二議員

今のでは。

暫時休憩をいたします。○坂口博美議長

午前10時56分休憩

午前11時５分開議

休憩前に引き続いて会議を再○坂口博美議長

開いたします。

〔「まだそろっていないよ」と呼ぶ者あ

り〕

暫時休憩いたします。○坂口博美議長

午前11時５分休憩

午前11時６分開議

会議を再開いたします。○坂口博美議長

先ほどの現業の任命○副知事（河野俊嗣君）

がえにつきまして、具体的なデータについての

お尋ねがあったわけでございます。結果的に手

元に資料がなくて貴重な時間を消費することに

なって、まことに申しわけなく思っております

が、18年度に年度途中の希望退職者は４名でご

ざいます。

議会をとめることが私の本意○鳥飼謙二議員

ではありません。副知事の発言に、通告制度に

対する大変な挑戦があるというふうに思ったか

らです。私は、口頭ですけれども、これをやり

ますよと言ったんですよ。それなのに、そのよ

うな通告は受けておりませんと。じゃ、具体的

にこれを聞きますよ、これを聞きますよという

ことでしたら、質問書をやるのと一緒じゃない

ですか。すり合わせをやるのと一緒じゃないで

すか。私は、その制度、その対応に疑問があっ

て言ったわけですから、知事、今後のことを

ちょっとお聞かせいただきたいと思います。

御指摘のとおりでご○知事（東国原英夫君）

ざいますが、こういう質問をするということを

されまして、執行部のほうも、それに対する細

かな数字のデータを、あらゆるデータを個々に

網羅するということは、非常に非現実的ではな

いかなと思います。できるだけデータは用意し

ますが、それ以外であるものに関しては、順次

このように後でデータを取り調べて御報告ある

いは答弁いたしますというようなことをしてい

かないと、今後、細かいデータ、データと重箱

の隅をつつくような議論になってしまうと、執

行部のほうでも、それを網羅して準備するとい

うのは非常に非現実的ではないかな、厳しいか

なというような考えを今持っております。以上

です。

私は、先ほど例えば経費削減○鳥飼謙二議員

の額を聞きました。今、資料がありませんが

と。了としましたよ。しかし、答弁のやり方

が、具体的にこういうことを聞くと言われてい

ないから準備をしていないんですよというよう

なことでは、質問できないということなんで

す。

それは御指摘のとお○知事（東国原英夫君）

りです。ですから、その数字を全部細かいこと

まで網羅するということは……（発言する者あ

り）、いや、今のところは細かいことじゃない

かもしれませんが、今後、細かいところまで網

羅することは、ちょっと非現実的で非常に厳し

いかなというふうな感想は抱いております。

私が申し上げたのは、こうい○鳥飼謙二議員

う質問をしますよと言ったわけですから、該当

人数はこれぐらいあるわなと、現業職員は何人

いるなと、転換する人はどうだなというのは、

関連ですから、当然調べておくべきことなんで
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す。今、手元にございませんから後ほど御報告

しますということであればよろしいですけれど

も、その通告がなかったということを問題にし

ているわけですから。よろしいですか、わかり

ますか、知事。

ですから、今、手元○知事（東国原英夫君）

に具体的な数字がないので、後ほど御報告ある

いは御答弁いたしますということではだめなん

ですか。（発言する者あり）いや、そういった

意味で発言したんではないでしょうか、副知事

は。

〔「私、とめることが目的じゃないんで

すよ。数字までも聞かれていないので

ということなんですからね」と呼ぶ者

あり〕

質問者は挙手をして発言して○坂口博美議長

ください。

〔「納得できません」と呼ぶ者あり〕

とめることが本意ではありま○鳥飼謙二議員

せん。しかし、知事、このことについて聞きま

すよと言った場合は、必要最低限のことは調べ

ておかなくちゃならないんですよ。それは重箱

の隅じゃないんです。少ない４つか５つ、10ぐ

らいの数字なんです。資料１枚あれば足りるん

です。それを、そういう通告をしていない、受

けていないのでお答えできませんという答弁が

問題であると、私は言っているわけです。もう

一回すり合わせをやりなさいと彼は言っている

ように聞こえるんですよ。そこを問題にしてい

るんです。

そういった意味では○知事（東国原英夫君）

なかったんじゃないですかね。具体的な数字

が、今ここに資料がないので後ほど答弁いたし

ます、報告いたしますという意味ではなかった

んでしょうか。私はそう理解しました。

〔「いや違う、違う。知事の発言で、な

おさら納得できない。休憩してくださ

い。私のと全然違う答えを知事はやっ

ています」と呼ぶ者あり〕

暫時休憩をいたします。○坂口博美議長

午前11時11分休憩

午前11時15分開議

休憩前に引き続き会議を開き○坂口博美議長

ます。

副知事に再度答弁を求めます。

御質問に対する先ほ○副知事（河野俊嗣君）

どの答弁の中で、質問通告とそれに対する答弁

のあり方で、大変誤解を招くような言いぶりを

私がしたことにつきまして、まことに申しわけ

なく思っております。本会議における答弁につ

きましては、質問通告を受けて、私ども誠意を

持ってできる限りの資料を手元に持ってお答え

するように、今後とも努めてまいりたいと考え

ております。

私の方からも、重ね○知事（東国原英夫君）

ておわびを申し上げます。今後は、副知事の話

にもあったように、できるだけ質問に係るデー

タは用意して、それ以外の専門的なあるいは細

かい数字になりますと、わからない点があった

場合は、後日改めて答弁させていただくという

ような、誠実な対応をさせていただきますの

で、御了解いただきたいと思います。

時間も参りました。今の答弁○鳥飼謙二議員

を了としまして、残りの質問につきましては、

もうできませんので、また後日やらせていただ

きたいと思いますので、終わりたいと思いま

す。ありがとうございました。（拍手）

次は、53番中村幸一議員。○坂口博美議長

〔登壇〕（拍手） 質問項目を○中村幸一議員
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すべて忘れてしまったような気がいたすわけで

ありますが、早いもので県議会の選挙が終わっ

てから２カ月が経過いたしました。本当にいい

ところで当選させていただきました。人から恨

まれもせず、疎まれもせず、３番目ということ

でありますから、一番いいところで当選させて

いただいたんじゃないかということで、感謝を

いたしております。まず、都城の皆さんに、本

当にありがとうございました。そして、私を支

持する、宮崎県に住んでいらっしゃるいろんな

方々が支援していただいたと思います。この４

年間、じっくり腰を据えて県勢発展のために努

力をしていきたいというふうに思っておりま

す。

知事は就任以来、本当に東奔西走の活躍でご

ざいます。知事の行ったいろんなことにつきま

しては、本当に一生懸命頑張っているというこ

とで、エールを送らせていただきたいと思いま

す。そしてまた、人気というのが非常に持続性

が長いような気がいたしております。せんだっ

て私と議長と、春秋会がありまして、平和台公

園に参りました。議長の車に乗せていただいた

わけでありますが、そのとき、駐車場に車を入

れますと、私も知りませんでしたが、知事の

追っかけがおりまして、30人ぐらいの人たちが

待ち構えておりました。おりたのが私と議長で

ありますから、びっくりしまして、３メートル

ぐらい飛び下がりましたね。知事を待っている

んだということでございましたが、そのような

人気ぶりでございます。人気を持続させて宮崎

県の発展のためにつなげていただきたい、この

ように思っているところでございます。

さて、知事のマニフェストの一つに、４年間

で100社の企業を誘致して１万人の雇用を創出す

るということがございました。今までも100社に

近い数は企業誘致がなされておったわけで

す。3,000人ぐらいの雇用だったと記憶しており

ますが、これが１万人となると、このぐらいの

規模の企業を誘致するのには300社ぐらい企業誘

致しなければならない、１万人の雇用はできな

い、こういう勘定になりますが、よっぽど大き

な企業を誘致しないといけないのかなと思いま

す。そこで、議員の皆さん方に提案ですが、こ

の件は知事が提案されたマニフェストであるか

もしれませんが、これは我々も、議員もやはり

１人１社企業誘致をするぐらいの気概を持って

頑張らなくちゃいけないと思います。いや、本

当です。笑っている場合じゃない。私も紹介を

しようと思っているんです。だから、常任委員

会あるいは特別委員会が県外視察に行くときに

は、必ず行く先の県にどのような企業があるか

調べていただいて、御苦労でありますが、その

企業に、委員長、副委員長、行って、宮崎県に

来ていただけませんかと、このぐらいのことは

皆さんやっていただきたい。提案を申し上げま

す。

さて、知事、この前の４月10日だったと記憶

いたしておりますが、ＵＭＫの討論会がござい

ました。私も出席したわけでありますが、知事

は非常にテレビに出るときの姿勢がうまい。コ

マーシャルの10秒前には本当に気をつけておる

のは間違いない。コマーシャルの10秒前にこう

言いました。「官製談合を見抜けなかったのは

県議会の責任だ」と。それでぴしゃっとコマー

シャルが入るんです。後、我々は反論ができな

い。コマーシャルが終わってがやがやしてから

私は手を挙げました。そして、「官製談合を議

会が、県議会が見抜けるはずがないじゃないで

すか」。そしてまた、談合すら私たちは蚊帳の

外でありますから、そういうようなことにはか
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かわり合っていない。そして、知事は自分では

選挙のときに「談合も必要悪だ」とおっしゃっ

ているんです。明くる日ころっと変えているん

ですから、そのことも忘れたらいけないと思い

ます。そして、官製談合というのは、知事が知

事室なりどこなりで密室の中でやっているんで

す。密室の中でやっているものを我々も県警本

部も見抜けるはずがない。知事はああいうこと

をおっしゃったけど、あれはおかしいんじゃな

いか、そのことも、談合も含めてちょっと答弁

いただきたいと思います。

そして、病院局長にお伺いいたします。平

成18年の８月だったと記憶しておりますが、病

院局の中期提言の中で １年近くなるわけで―

すが １年30億ぐらいの赤字を出していて220―

～230億の赤字があります。これを５年間で黒字

にするということで、もろもろおっしゃってお

ります。今、各病院がどのような状況にあるの

か、また、おのおの病院と全体像をお知らせい

ただきたいと思います。

そして、県土整備部長、いろいろと県土整備

部長が出していらっしゃるものも、この前見せ

ていただきました。入札・契約制度改革に関す

る実施方針、さして目新しいものもございませ

んでした。この程度かなということで、いわゆ

る疑惑を払拭するほどの大きな改革ではなかっ

たと記憶しています。ただ１カ所だけ目にと

まったのが、入札ボンドについて検討する、こ

のように書いてありました。ボンドには３つあ

りまして、入札ボンドと履行ボンドと支払いボ

ンドがあります。やはりこれも含めて検討すべ

きではないかというふうに私は思うところでご

ざいます。

教育長に質問させていただきますが、私もも

う14年 五ヶ瀬中高一貫教育校ができてか―

ら14年になります ずっと、都城の地に中高―

一貫教育校をつくるべきだということを訴えて

まいりました。それ以来、何ら進展がないわけ

でありますが、私もここに来て、もうこのこと

について14年もやってきて、都城に帰るに帰れ

ない。本当に都城の皆さんたちが「いつ中高一

貫教育校がでくっとけ」と、このようなことを

言われているんです。宮崎になんかつくる必要

なかったんです。私がおらんかったからつくっ

ていましたけれども……。そういうことを含め

て、今度はだらだら要りません。するかしない

か、はっきりと答弁いただきたい。

これで壇上からの質問を終わります。（拍

手）〔降壇〕

〔登壇〕 お褒めをい○知事（東国原英夫君）

ただきましてありがとうございます。中村議員

の御質問でございますが、人気があるというこ

とで、ブームとか人気というのはいつしか去る

もので、その去った後にこの宮崎県がどういう

位置にとどまっていられるか、高次安定できる

かが、今後の県民総力戦の真価が問われるとこ

ろであると考えております。

２月議会の途中に私は皆様方に、「１人１社

企業誘致をしてくれませんか」と申し上げまし

た。そのとき、皆さんからは「ええっ」という

ような、知事からそういうことをお願いされる

筋合いはないみたいな空気があったんですが、

本日、中村副議長から皆さんに呼びかけがあっ

たというのは、非常にあれからまたこの議会の

空気、議員の皆様の意識も変えていただいたん

じゃないかなと、私は非常にありがたく理解し

ているわけでございます。

御指摘の「必要悪」という発言ですが、あれ

は就任前とおっしゃいますが、選挙前のことで

ございまして、「必要悪」と言った言葉の足り
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なさを翌日に訂正させていただきました。それ

は、新聞あるいは報道等にもあったと思いま

す。あれは、談合を必要悪とするような風潮、

見方も過去の歴史の中ではあったというような

ことを言いたかったんですが、私の言葉足らず

でああいうような表現になった。あるいは、報

道のワンセンテンス報道というのは皆さんも御

存じだと思いますが、全体の流れの中で一部分

を切って、それをワンセンテンスで流すという

ような報道の仕方が、昨今の報道でございま

す。そういった色合いもあったんではないかな

ということでございます。御理解いただければ

と思います。

あと、官製談合を見抜けなかったんじゃない

かというようなことでございますが、官製談合

を議会のチェック機能として見抜く見抜けな

い。見抜くということは大変厳しいことだと私

も理解しております。ただ、本県は入札率にお

きまして96％です。日本で最悪だったという現

状を踏まえて、何かそこに摩訶不思議な部分が

ないか、何か疑義がないかなということを、当

然、専門家である皆様方は察知していたんじゃ

ないかなということ、私があのＣＭの前に申し

上げたかったことです。ＣＭの前に数秒しかな

かったので、ワンセンテンスでああいうふうに

問いかけをさせていただいた次第でございま

す。ここで、言葉足らずを謝罪するとともに、

改めてここで、こういうような意味だったとい

うことを御理解いただければと思っておりま

す。私のほうから以上です。〔降壇〕

〔登壇〕 お答○県土整備部長（野口宏一君）

えいたします。

入札ボンド制度についてであります。入札ボ

ンド制度は、不良不適格業者の参入を防止し、

公共工事の適正な施工の確保を図るため、金融

機関等が入札参加業者の実施能力を担保する制

度であります。現在、国土交通省及び幾つかの

県で試行されておりますので、それらの状況も

踏まえながら、その実効性等について検討して

まいりたいと考えております。なお、制度の検

討に当たっては、工事の完成を保証する履行ボ

ンドや、元請業者が支払う賃金、下請代金等を

保証する支払いボンドもあわせて研究してまい

りたいと考えております。以上でございます。

〔降壇〕

〔登壇〕 お答えい○病院局長（植木英範君）

たします。

県立病院事業の中期経営計画の目標達成状況

についてのお尋ねでございます。県立病院が、

県民の皆様に信頼される医療を持続的に提供し

ていくためには、経営の健全化を図ることが極

めて重要でございます。このため、中期経営計

画では、繰入金の削減を含め、最終年度である

平成22年度には、すべての県立病院で単年度黒

字化を目指して目標として掲げているところで

ございます。この目標達成に向け、平成18年度

におきましては、７対１看護体制の導入などさ

まざまな取り組みを行ってきたところでござい

ます。これまでのところ、おおむね順調に推進

しているものと考えております。

病院ごとにはどうかというお尋ねもございま

したが、主なものだけを簡単に申しますと、ま

ず全体的には、調理・給食等の全面委託、それ

から看護補助業務の非常勤対応といったような

ことで、現業的な業務の委託を推進いたしまし

て、人件費の削減を行いました。それからま

た、医薬品、小型の医療機器の共同購入を実施

することによりまして、費用の節減に努めまし

た。さらに、入院患者の減少が進んでおりま

す。そういったような周囲の状況を踏まえまし
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て、経営効率化の観点から、日南病院と富養園

におきまして、病棟の削減を実施したところで

ございます。また、収益の確保と一層の高い看

護を提供するために、宮崎、延岡、日南の各病

院におきまして、先ほど申しましたように７対

１看護を導入したところでございます。

このほか特徴的なことをちょっと申します

と、宮崎病院につきましては、質の高い医療を

提供するために、本年１月にがん治療センター

を設置いたしました。それから、延岡病院につ

きましては、県北地域の医療水準の維持向上を

図り、医療連携のかなめとしてその役割を果た

していくために、昨年11月に地域医療支援病院

の承認を受けたところでございます。また、日

南病院につきましては、循環器系の診療機能の

強化を図るといった観点から、医師の確保に努

め、本年４月に循環器科を設置したところでご

ざいます。

今後、国の医療制度の動向など病院事業を取

り巻きます環境はさらに厳しさが予想されます

が、引き続き収益の確保に向けましては、医師

の増員・確保や、診療報酬制度への的確な対応

に努めてまいります。一方、費用の面では、さ

らなる業務委託や医薬品等の共同購入の推進を

図ってまいりたいと考えております。このよう

に、収益と費用の両面からきめ細かな取り組み

を実施することにより、各病院とも目標が達成

できますよう、病院局職員一丸となりまして全

力を挙げて取り組んでまいりたいと考えており

ます。以上でございます。〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいた○教育長（高山耕吉君）

します。

中高一貫教育校の設置についてであります。

このことにつきましては、昨年度、今後の本県

学校教育の方向性につきまして学識経験者等に

御意見をいただく「宮崎県学校教育改革推進協

議会」におきまして、６年間を見通した特色あ

る教育課程の編成など教育効果が期待できます

ことから、県全体から見た地域的なバランスや

周辺中学校への影響、さらには各地域の実態や

ニーズ等を踏まえまして、設置を検討してほし

いという御提言をいただいたところでございま

す。

そこで、今議会で予算の御審議をお願いいた

しております。新規事業におきまして、学識経

験者や行政経験者、保護者代表等で構成をいた

します「中高一貫教育校調査・研究委員会（仮

称）」を設置いたしまして、新たな中高一貫教

育校につきまして、設置地域や時期、その形態

等を調査研究する予定でございます。以上でご

ざいます。〔降壇〕

教育長から答弁いただきまし○中村幸一議員

たけれども、調査研究が長いですよね。知事が

言っていらっしゃるスピード感を持って事に当

たらないと。14年間このことで訴えるんであれ

ば、私には考えがあった。実現しないんであれ

ば……。鹿児島県のラサール高校を分校として

誘致するか、あるいは東京の開成高校とか、あ

あいうのを持ってきたほうがましだった、14年

待つんであれば。そのように私は今、思ってい

ます。なぜ教育が大事なのかといったら、先ほ

ど演壇から、いわゆる企業誘致の話をしまし

た。企業誘致をするのに、大きな会社の幹部職

員が来るのに、子弟を教育するのに立派なとこ

ろがなければ来たくないというんです。だか

ら、教育現場の整備を早くしてほしいと言うん

です。知事、予算を持たないところだから、予

算が来るのかどうか迷っていらっしゃると思う

んですけど、予算はちゃんと教育には出してほ

しいと思います。教育長には２回聞いても、ま
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た立ち上げていろいろとおっしゃるでしょうか

ら、聞きません。とにかく早く、だれも疑わな

いんだから、都城につくると言えばいいわけで

すから、そのように早くやっていただきたいな

というふうに思っております。

それから、特別支援学校の高等部設置につい

てお尋ねをいたしたい。教育長ですよ。せん

だって南養護学校のお母さん方が陳情に来られ

ました。南養護学校だけじゃなく、高等部がな

いところはたくさんある。まだ３カ所ぐらいあ

るんですが、高等部を設置していただきたいと

いう熱い気持ちを受けましたときに、私も息子

が宮崎養護学校に12年間通いました。寮生活で

した。そのころ都城養護学校はなかったんで

す。ですから、小学１年生から預けて高等部ま

で行かせてもらいました。大変でした。風邪を

引くと、すぐ迎えに来てくださいと。何十回と

なく行ったんです。家内と車で子供を乗せて帰

りながら、おれたちはあと何百回ここを通らな

いかんのだろうなという思いをしましたから、

本当にお母さん方の熱い気持ちはよくわかりま

す。教育長、どうか早く高等部の設置をしてく

ださい。そして、もし高等部の設置がまたまた

時間がかかるようであれば、県教委はしなくて

いいんです。県教委がするんじゃなくて 私―

立高校が今７対３の割合で非常に少なくなって

いる。だから、あいているんです、私立高校

が。空き教室がある。３年ぐらい私立学校の先

生たちを研修させて、そして転勤もないわけで

すから、小学校１年生から12年間、見れるんで

す。そして、県教委で今、県立学校でやってい

るよりか費用は物すごく安くて済むと思うんで

すね。県教委の先生たちは給料が高いから、そ

ういったメリットもあります。これはひとつ考

えてみる必要もあるんじゃないかと思います

が、教育長と、私立学校は地域生活部長、お二

人に答弁をいただきたいと思います。

特別支援学校○地域生活部長（丸山文民君）

の私立学校法人による経営ということだろうと

思うんですけれども、私立学校法人は、もちろ

んそれぞれの建学の精神に基づいて特色のあ

る、そして将来的に有為な人材を育てようとし

て、いろいろ教育に励んでおられます。県にお

ける学校教育の大きな地位を占めていると考え

ております。特別支援学校の設立なんですが、

それは学校法人のほうで申請をされて、それに

対して県の私立学校審議会に諮って、最終的に

は知事の認可を得るということが必要になって

きます。ですから、最終的に特別支援学校を私

立学校法人がつくるか否か、これについては、

ひとえにその私立学校法人の主体的な判断にか

かっているものと、そういうふうに考えており

ます。

特別支援学校の高等○教育長（高山耕吉君）

部設置についてでありますが、今回、予算審議

をお願いしております新規事業におきまして、

学校教育法の改正によりまして、盲・聾・養護

学校から転換をいたしました特別支援学校の今

後のあり方につきまして検討するため、外部の

有識者等から成ります策定委員会を設置し、新

たに特別支援学校の総合的な整備計画を平成20

年度までに策定をいたすことにしております。

今後、高等部を含めた整備計画の策定に当たり

ましては、これまで培ってきました専門的な指

導方法や経験豊かな人材をさらに活用すること

を含めまして、広く県民の御意見等をいただき

ながら、全県的な視野に立ちまして検討を行っ

てまいりたいと考えております。以上でござい

ます。

まず、教育長に申し上げます○中村幸一議員
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が、いろんな有識経験者がやっておるとなる

と、平成20年とおっしゃったでしょう、できる

までにまだ時間がかかるんですよ。卒業してし

まいますよ。親は亡くなってしまいます。

地域生活部長、当たり前のことですがね。何

も目新しいことを言っていませんがね。建学の

精神に基づいてちゃんと私学がやってくれるの

は当たり前のこと。こっちから働きかけて、あ

なたのところはどうですか、こういう県立学校

は長引くので、空き部屋があったり、いい先生

を育てたりしてやってみませんかと。向こうか

ら申請してきたものを待っているようじゃ、申

請するところはないでしょう。こちらからも働

きかけんとだめですよ。そうでしょう。教育長

はもういいですから、地域生活部長。

私立学校も、○地域生活部長（丸山文民君）

特別支援教育をやるということになりますと、

いろいろ設備の関係とか、あるいは教員の関

係、ここらの問題を解決してからでないと、な

かなかできないんじゃないかと考えておりま

す。そこらあたりの意向とかそういうのを聞い

ていく必要があると考えております。

それは地域生活部長が心配す○中村幸一議員

る必要はない。向こうが心配すること。だか

ら、投げかけてみて、やれるかということも

ちゃんとやってみてください。

それから、病院局長にお伺いをいたします。

５カ年で全病院を全部黒字にするということで

ございましたが、最初は、１年ぐらいは、今

おっしゃったようにいろんなことがわかるか

ら、取り組みをして、ぐっと伸びるんです。正

念場は２年、３年、４年だと思うんです。所期

の目的を達成していただきたいと思いますが、

どうですか。１年が過ぎた今からが正念場と思

うが、どう考えていらっしゃいますか。

おっしゃるとおり○病院局長（植木英範君）

だと思います。ことしが病院局発足２年目でご

ざいます。私も目標達成に向けまして、今年度

が正念場であるというふうに考えております。

そして、中期計画の中で医師○中村幸一議員

確保の問題にも触れていらっしゃいましたね。

全部読みました。医師確保の問題は今、全県

下、全国的なことですよね。福祉保健部がやら

なくちゃいけないんですが、医師確保の問題で

も一番よくわかっているのは病院局だと思うん

ですが、県病院も医師が足りませんよね。足り

ていないでしょう。どうやって確保されるおつ

もりか、お聞かせをいただきたい。

今現在、６月１日○病院局長（植木英範君）

現在の充足率を申し上げますと、県立病院の医

師数が87.6％、定数と比較しますと24名の不足

となっております。そういう意味で、医師確保

は喫緊かつ最重要の課題であるというふうに、

私は思っております。このようなことから、各

病院長はもとより、私みずからも、病院長とと

もに直接、九州管内の大学に伺いまして、医師

の派遣をお願いしているところでございます。

また、医局の派遣とは別に、県出身者や臨床研

修医への個別の働きかけなど、さまざまな手だ

てを講じているところでございます。抜本的な

対策がない中で大変厳しい状況でありますが、

今後とも医師確保に向けまして、鋭意努力して

まいりたいと思っております。

次に、一般会計からの繰り入○中村幸一議員

れについてお伺いいたしますが、中期計画の中

で平成17年度繰入金の額は約58億円、計画の最

終年度には50億円となっていますね。圧縮して

８億円の削減を図ると書いてありますが、一般

会計も非常に厳しい中にあります。こういった

中で50億円程度が適当とされた根拠は何なの
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か、これを説明お願いします。

ただいまお話のあ○病院局長（植木英範君）

りましたように、一般会計からの繰入金を最終

年度の平成22年度には、17年度と比較をいたし

まして約８億円を圧縮いたしまして、50億円程

度とすることといたしております。この状況で

すが、現在、県の財政状況も大変厳しい状況に

ございますので、そういった状況も踏まえまし

て、私ども病院局も徹底した病院改革を行った

上で、県立病院として県民の皆様に安全・安心

な医療を提供するための最低限必要な額が、平

成22年度においては50億円程度と見込んだもの

でございます。

知事にお伺いいたします。一○中村幸一議員

般会計が６年連続して緊縮予算になっている。

このような一般会計から多額な繰り入れをして

いるわけですが、このことに対してどのように

考えていらっしゃるか、見解を賜りたいと思い

ます。

御案内のとおり、６○知事（東国原英夫君）

年連続で緊縮財政になっております。前年度

の2.6％減で、今年度は5,468億900万円という緊
※

縮財政の中でございますが、県病院の役割等々

は、効率性とかそういったものでは一概にはは

かれない部分がございますので、この繰入金は

妥当な数字かなと考えております。

理由は、まあいいでしょう。○中村幸一議員

病院会計で平成17年度の収入未済額、いわゆる

金を取っていない未収金の分が１億4,000万ぐら

いありましたね。その後、改善されています

か、この１億4,000万は。

ただいまお話あり○病院局長（植木英範君）

ましたとおり、現在、17年度の状況ですけれど

も、県立病院の未収金につきましては１億4,000

万ほどございます。それで、私どもとしまして

は、定められました要領に基づきまして、督促

状の発送や臨戸訪問を行い、催促等を粘り強く

行い、その回収に努めているところでございま

す。特に16年度からは、非常勤職員として専任

の未収金徴収員を宮崎、延岡、日南の３県立病

院に各１名配置いたしまして、一定の成果を上

げていることから、18年度以降、増員措置を講

じております。また、ことし３月からは支払い

督促の申し立てなど、法的措置による取り組み

も進めているところでございます。今後とも、

経営改善はもちろん、患者負担の公平性の観点

からも、未収金の回収により一層努めてまいり

たいと思います。

これは総合政策本部長なのか○中村幸一議員

総務部長なのかわかりませんが、平成17年度で

１億4,000万の未収金分があったと。去年、監査

委員をさせていただいて、ずっと調べていた

ら、その他県税がありますね。母子寡婦の貸付

金がある。児童相談所等も未収金がある。たく

さん未収金があるんですね。私は計算しなかっ

たが、３億円ぐらいあるんじゃないかと思うん

です。これを回収するに当たって、専門家チー

ムをつくったらどうかと思うんです。というの

は、県立の病院で、患者さん同士で窓口でこん

な話をしていた。「県病院な診療報酬は払わん

でよかげなよ。請求をせんとやげな」、こうい

う話があったらしい。不届ききわまりない。こ

ういう人が母子寡婦なり、あるいは県税なりも

一緒に払っていないおそれがある。そうであれ

ば、警察官ＯＢとか、あるいは自衛隊のＯＢの

皆さんでプロジェクトチームをつくって、病院

会計だけじゃなくて全部の未収金を１カ所に

持ってきて集金業務をすると。絶対そういう不

届きな者は許さない、こういう態度が必要じゃ

ないかと思いますが、どちらが答えられます

※ 38ページに訂正発言あり

平成19年６月13日（水）

- 35 -



平成19年６月13日(水)

か。

大変ユニークな提○総務部長（渡辺義人君）

案だと思いますけれども、県税の未収金が、未

収としては一番大きいわけでありまして、この

部分については、私ども県税事務所の職員がそ

れこそ日夜兼行といいましょうか、そういう形

で徴収に一生懸命頑張っておりますし、その点

についての体制はできていると思います。それ

から、母子寡婦福祉資金の未収金とかこういう

ものについては非常勤職員を活用して 特に―

こういう方々につきましては、やはり地元の事

情に精通しておられるというのが一番大事なこ

とだと思います。そういうことで地元の方を採

用して、特に徴収に努力をいただいております

し、それらの成果も上がっておると思います。

その他の県立病院の未収問題につきましては、

これは企業会計の原理が働くところであります

ので、私ども一般会計側からどうこうというこ

とは適当ではないんではないかと思いますけれ

ども、いずれにしても効果的な徴収方法のあり

方については、今後絶えず研究してまいりたい

というふうに考えております。以上でありま

す。

今から、知事を中心に聞いて○中村幸一議員

いきたいと思うんですが、入札制度についてで

すね。知事は２月定例議会で、ある議員の質問

で水産関係のことを言われたら、「水産関係業

者と何かあるんですか」というような発言をさ

れたんです。覚えていらっしゃらないかもしれ

ませんが、その本人も気づかずにずっと過ごし

たんです。私が今から入札制度をやると、建設

業者とつるんでいるんじゃないかと言われるお

それがあるので申し上げておきますが、４年前

の選挙のときには、確かに業者の方も加勢して

いただきました。落選したらだれもいなくなっ

た。だから、私は業者とのつながりはだれもな

い。このことを申し上げておかないと、何かつ

るんでいるんじゃないかとあなたから言われる

と、またカチンとなるから、はっきり言ってお

きます。

知事、テレビがずっと並んでいた。これがす

ばらしいテレビで30％オフと書いてある。10万

円のテレビが７万円で買えますよということ

だったとします。このテレビを買ったというこ

とは、完成品を買ったんだから非常に得した。

ところが、入札で予定価格、最低限度価格、30

％切って70％で落とした。1,000万のが700万

だった。300万損している。これから物をつくら

なくちゃならない。今まではテレビの場合は物

をつくったものを買ったんだけど、物をつくら

なくちゃならないというときに、先ほど鳥飼議

員もちょっとおっしゃいましたけど、やはりど

うして手を抜こうか、考えますよ、もうけない

んだったら。だから、私は、国土交通省もダン

ピングを心配して監視員制度をつくるように指

導しているんだと思う。６月補正でも1,900万円

余の予算を組んでいますよ。理由として、「入

札・契約制度の改革により競争性が高まる一

方、手抜き工事や下請業者へのしわ寄せなどに

よる公共工事の品質低下が懸念されるため、施

工体制監視チームによる施工体制の重点点検等

を実施し、適正な品質の確保を図る」、こう書

かれている。本当に今まで、業界との信頼関係

の中でちゃんとやってきた。それが、ダンピン

グをすることによって、発注側も疑心暗鬼だ。

結局、悪いことをしやへんどかいと、監視チー

ムをまずつくりましょうと言っているんでしょ

う。こんな悲しい話はないですよね。ダンピン

グが行われたりして入札価格が下がるというこ

とによって、こういう弊害がある。これについ
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て知事はどのようにお考えか、お伺いしたい。

まず、前提として○知事（東国原英夫君）

は、さきの官製談合という悲しい事件がありま

して、この県政に対する不信感、信頼の失墜を

全力で回復しなければならない。そこに官製談

合が行われていたということで、これを防止す

るための入札・契約制度改革、これは大前提で

ございます。改革をしていく上で、そのように

品質管理の部分、従業員に対する影響、あるい

は手抜き工事等の問題が出てくるというのは、

また次の議論でありまして、まずは官製談合を

なくす。なくすために入札・契約をやる。まず

これが前提ですね。そして、その結果、一般競

争入札を段階をもって250万円までにする。それ

によって、自由で公平で平等な競争原理をここ

に確保するというのが、まず第一の目的だと思

います。それによって、おっしゃるように入札

率が下がる。予定価格、最低限が下がる。下

がっていくと、そのような弊害が起きるんでは

ないかということは、当然、懸念されます。

この前、九州知事会でもそういう話がありま

して、他府県でもそういう懸念が起きつつある

ようなときには最低価格をどう調整するか、と

いうようなことも議論してまいりました。ま

ず、入札率、あるいは最低価格を下げればいい

というものじゃありません。御存じのようにで

すね。その辺は他府県の先輩方、例えば佐賀県

とか大分県とか長崎県、やっております。佐賀

県は去年、一般競争入札250万まで下げました。

その弊害等あるいは影響等をかんがみながら、

今後とも、この宮崎県に即した、この宮崎県に

なじんだ対応の仕方をしていかなきゃいけな

い。それは総合評価方式であったり、地域要件

であったり、ランダム方式といったような方

法、最低価格で張りつきが起きますから、それ

を防止するためにもランダム方式というものを

積極的に取り入れていく方法もあるかなと考え

ています。

いずれにしろ、土木建築業の方々というの

は、災害が多い宮崎県では、そういった意味で

は非常に国土保全のために役割を担ってきてい

らっしゃいます。あるいは農家からの就労者と

いうか従業員の方たちも、農業以外で収入を得

るというのは、この建築土木業関係企業で収入

を得ているということも把握しております。つ

まり、地域の建築土木業の方たちに悪影響が起

きるということは、農家にも、農業従事者にも

悪影響が起きて、ひいては国土保全等々の悪影

響も、広域で考えていかなければならない。そ

ういったものを多面的に考えて対応していかな

きゃいけないと、私は考えています。

知事、大分よくなりました。○中村幸一議員

わかっていますがね、こういう入札制度につい

ても。大分わかってきていますがね、最近。最

初はそうでなかったと思うんですよ。最近非常

によくなってきたと私も思いますよ。今回、入

札改革で落札価格が低ければ、手抜きをやった

りして、技術者が育たないんじゃないかと思う

んです。そういう手抜きをしたりいろんなこと

ばかり考えておって、予算もないし、勉強にも

行けない、技術力が非常に低下するんじゃない

かと思うんですが、これは県土整備部長に聞き

ましょうか。

現在、県のほ○県土整備部長（野口宏一君）

うでは財団法人宮崎県建設技術推進機構という

ものがございますけれども、そこを活用いたし

まして、民間の建設関係業者の皆さんの技術力

の向上、あるいは健全な育成というものを図る

ようにするために、施工管理研修とか、あるい

は測量研修等を実施しているところでございま
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す。平成19年度も、今までやっていた研修に、

先ほどからお話しになっていますけれども、総

合評価落札方式、これについての研修を追加す

るなど、現在、研修の一層の充実を図っている

ところでございます。入札参加資格の審査、こ

のときも一級土木施工管理技士など国家資格保

有者の雇用数や技術研修の受講実績に対して加

点したりいたしておりまして、技術と経営にす

ぐれた企業を評価する環境づくりというものを

通しまして、建設業者の技術力向上というもの

を促進していきたいと考えております。

今回の入札改革で建設業者が○中村幸一議員

倒産したり、あるいは逃げたりする会社が、廃

業も含めてふえているという話も聞いておりま

すが、どのような実態をつかんでいらっしゃる

か、お伺いいたします。

倒産と廃業に○県土整備部長（野口宏一君）

ついてのお尋ねですけれども、初めに倒産の件

数です。ここ10年ぐらいのところなんですけれ

ども、平成12年度に一つ倒産のピークがござい

まして、１年間で89件倒産がございました。最

近、減少傾向にございまして、昨年度、平成18

年度は１年間に33件まで倒産の件数は減少して

おります。そして、今年度、平成19年度に入り

まして、これは４月、５月の２カ月間の数字で

ございますけれども、８件の倒産が発生したと

いうことで、昨年の同時期と比較すると、少し

増加しているという形になっております。倒産

の原因につきましては、売上不振というのが大

体半数ぐらいを占めておりまして、ほかに放漫

経営でございますとか、運転資金の不足という

ものがございます。

それと、廃業のほうでございます。数値的に

は建設業法に基づく廃業届、これによるもので

ございますけれども、昨年度、平成18年度が１

年間で127件の廃業がございました。今年度５月

末までの数字でございますけれども、24件とい

う形になっておりまして、こちらのほうも若干

増加の傾向にあるということでございます。

先ほど知事がちょっと触れら○中村幸一議員

れましたけど、宮崎県に建設業の従事者、約10

万人ぐらいいると言われていますが、これが例

えば３分の１失業するようなことがあると３万

人。知事がマニフェストの中で、100社誘致して

４年間に１万人を雇用創出するとおっしゃって

いる。我々も努力したいと思っている。しか

し、このような建設業の中で失業者が出てくれ

ば、１万人雇用がふえたとしても何もならな

い。そのようなことが起こってきますね。その

ことについて知事はどう思われますか。

その前に、先ほどの○知事（東国原英夫君）

私の答弁で、一般会計予算が5,468億900万と

言ったみたいですが、正しくは5,648億900万で

ございました。訂正しておわび申し上げます。

今の御質問なんですが、まず10万人程度とい

う従事者、それは家族を含めてですね。そうい

う生活を守っていかなきゃいけないというのも

行政側の使命かなと思っておりますが、建設土

木業者の数におきましては、人口当たりの数と

いうのは、我が県は5,000を超えています。これ

は他府県に比べて非常に多うございます。とい

うのは、今まで自然淘汰というものがされてい

なかった。自由競争の中で自然淘汰がされてい

なかった。それは事情はわかるんです。例え

ば、ここは公共依存型の県なので、公共投資、

投資的経費というのが非常に大きかったという

のはわかります。それに災害が多かったという

ことで、建築土木業者の数が他府県より人口当

たり多いというのがある。でも、その中でも、

やはり時代の流れ、社会の流れとして、ある程
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度の自然淘汰はなされるべきじゃないかなと考

えております。例えば３分の１が倒産するとい

う話がありますが、その数字的根拠がちょっと

わかりませんけれども、例えば仮の話で申し上

げますと、その３万人というのは、家族も含め

てですね。仮にそれが３分の１だとしますと、

そういった方には異業種への転換や、中小企業

等の保護・支援、そういったものにも行政側は

力を入れていかなければいけない。雇用創出の

カウントの仕方でありますが、100社を誘致し

て、その誘致した中での単純な雇用創出の数だ

とは私は考えておりません。県内でも企業を起

こした人たち、あるいは異業種に転換した人た

ちというのも、広義にカウントの対象にしてい

かなければならないかなと、こう考えておりま

す。以上でございます。

今ちょっと触れられたことに○中村幸一議員

も触れようと思ったんですが、県土整備部長、

あなた方は、建設業の人たちを集めて異業種に

いろいろと仕事を移すように講習会等を開いて

いらっしゃいますね。現在、先ほど触れられま

したが、5,500社ぐらいあると聞いていますが、

宮崎県で建設業は何社生き残れば妥当と 今―

さっき自然淘汰が行われていないとおっしゃっ

た。何社ぐらい残ったのが妥当な線になると考

えていらっしゃるか、お伺いしたい。

業者数につい○県土整備部長（野口宏一君）

てのお尋ねですけれども、基本的には、公共投

資や民間投資の増減などによりまして、需要と

供給の関係でおのずと決定されていくものでご

ざいますから、適正な建設業者数について想定

することは困難だと思っております。ただし、

建設業者は地域の公共施設をつくっていただい

ている。これも品質をしっかり確保した形でつ

くってもらわなくてはいけないと思っていま

す。あるいは、災害があったときにはしっかり

災害復旧に御協力をいただく、あるいは先ほど

からお話しいただいているように、雇用の場に

もなっているわけでございますので、その辺が

各地域地域でしっかりと根づいていくような形

になっていかなくてはいけないと思っておりま

す。そういう面では、技術力、経営力にすぐれ

た会社がしっかりと県の仕事をできるというよ

うな体制を確保していきたいと思っておりま

す。

やっぱり、異業種へ転換する○中村幸一議員

ことを進めているんであれば、どのぐらいが妥

当な数なのかというシミュレーションぐらいは

ちゃんとすべきだと思うんです。呼びつけてお

いて、他業種にどんどんかわりなさいよという

んじゃなくて、私たちは大体3,000社なら3,000

社ぐらい残ったほうがいいんだと。景気の動向

とかいうのがあるかもしれませんが、そういう

めどがなければ、業者は迷いますよ。うちはや

めたほうがよかっちゃろかいねとか、続けたほ

うがよかっちゃろかいねと思いますがね。どう

なんですか。

各建設業者の○県土整備部長（野口宏一君）

皆様ですが、いろいろ御事情があると思いま

す。そこで、やはり自助努力、自己責任という

ことが大事になってきていると思っておりま

す。県土整備部では、そのようなお話につきま

しても、親身になって相談を受けさせていただ

きたいと思っております。

宮崎県は災害がよく発生しま○中村幸一議員

すね。低価格で落札がどんどん進んでくる。70

％を切ってくるようになると、今度、災害が起

こったときに建設業がかかり合わない。だれが

今までサービスしよったのか、おれたちはしな

いよと、こうなるんです。県土整備部長、「ク
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ローズアップ現代」見ましたか。あそこでも不

落がどんどん起こっているじゃないですか。も

ううまい仕事しかしないんです。おいしくない

仕事にはかかり合わない、こういう不落が起こ

ると思うんです。「クローズアップ現代」でも

やっていましたが、そのことについてどう思わ

れますか。

２つお尋ねが○県土整備部長（野口宏一君）

あったと思うんですけれども、１点目につきま

して、大規模な災害時における応急対策の形で

ございますけれども、これにつきましては、建

設関連団体と協定を締結しておりまして、いろ

いろ今まで協力をお願いしているところでござ

います。そういう面で、災害応急対策で大変重

要な役割を果たしていただいておるわけですか

ら、引き続き県民の安全・安心を確保するとい

う観点に立ちましては、先ほど申し上げました

けれども、地域に優秀な建設業者が継続的に存

在していただけるということが必要不可欠な話

であると思っております。そのため、条件付一

般競争入札の導入等に当たりましては、地域の

建設業者の育成というものに配慮して地域要件

を設定するなどしておるところでございます

し、あるいは総合評価落札方式の導入に当たり

ましても、災害時の地域貢献というものを評価

項目に設定しているところでございます。今後

とも引き続き、災害時の建設業者の皆さんとの

協力体制というのは維持していきたいと、我々

考えております。

もし仮に別の工事で手を挙げる業者さんがい

なくなったらということでございますけれど

も、現在、私どもでも、工事におきます予定価

格、これにつきましては、施工歩掛かり等を適

切に運用しておるところでございまして、適切

に算出しているということでございます。仮に

入札が不調になったというときでございますけ

れども、この場合には改めまして入札参加の条

件等を見直して、再度入札するという形になっ

てまいります。

これ以上言ったって仕方ない○中村幸一議員

でしょうが、建設業法26条３項の中に 御存―

じですよね １件2,500万円、建築一式工事で―

は5,000万円以上の建築工事には主任技術者、監

理技術者に専任義務が課せられておりますね。

これだけどんどん価格が下がっていくとなると

優秀な技術者が離れていく。そうなると、本当

に、優秀な技術者が離れていくことによって、

ここに専任義務が遵守されるかどうか、その辺

はどうですか。

県におきまし○県土整備部長（野口宏一君）

ては、県内８地区で建設業者研修会というもの

を開催しておりますけれども、その中で、主任

技術者の配置についても、具体的な例をもちま

して周知徹底をさせていただいているところで

す。また、契約締結時にも主任技術者の配置と

いうものをしっかり確認させていただいており

ます。さらには、工事を実際やっている間のこ

とでございますけれども、現場点検を実施して

おるところでございます。また、特に落札率が

一定以下の工事、こういうものにつきまして

は、監視体制を強化するということにしており

ます。主任技術者の配置というものは、工事の

品質を確保する上で不可欠のものでございま

す。もし仮に、規定を満たさないことが見つ

かった場合には、建設業法に基づきまして適正

に対処させていただくということにしておりま

す。

知事会あたりでも、いわゆる○中村幸一議員

一般競争入札の最低は1,000万円ぐらいと言われ

ている。本県は250万円、この250万円の根拠は
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何ですか。

今までの指名○県土整備部長（野口宏一君）

競争入札におきましては、業者選定に恣意性の

余地が残るというようなこと、あるいは入札参

加業者数が限定されるということで競争性が不

足する場合もあるというような問題点が、一般

的に指摘されております。そのため、入札の透

明性・競争性を確保して、県民の県政への信頼

を早急に回復するために、全国知事会の打ち出

した1,000万円以上という一般競争入札の限度を

さらに上回るような形で、250万円以上の工事に

ついて一般競争入札とさせていただいたという

ことでございます。250万円を超えないような小

規模な工事、これにつきましては随意契約がで

きることになっておりますので、そちらについ

ては、応急的な工事等もございますし、発注事

務の軽減ということもあわせまして、250万円以

上を一般競争入札の対象とさせていただいてい

るところです。

僕は、250万円は知っていたん○中村幸一議員

です、随意契約があるというのはね。監査委員

をしていましたから、わかっているんです。だ

けど、本県だけいい格好をして1,000万円を250

万円にして、この差があれば、県土整備部長の

管轄のところで250万円以上を一般競争入札にす

ることになると、相当の事務量がふえやしませ

んか。いかがですか。

今の250万円以○県土整備部長（野口宏一君）

上の工事について一般競争入札をすると事務量

がふえるんではないかということでございます

けれども、入札事務に当たりましては、電子入

札というものをあわせて導入するような形にし

ております。ことしの７月から全面導入を図る

こととしておりますけれども、入札参加資格の

審査もあわせまして、最低価格の入札者に限り

実施するというような形、いわゆる事後審査制

を導入することから、発注機関の事務量の増大

をもって業務に支障を来すことはないと考えて

おります。

知事、一番問題なのは最低価○中村幸一議員

格をどこに置くかということなんです。これは

もう長年の懸案だったんですね。本を読んだら

こんなことが書いてあった。大正９年内務省令

第36号「入札人中予定価格ノ三分ノ二ヲ下ラザ

ル最低価格ノ入札ヲ為シタル者ヲ以落札人ト

ス」。大正９年、今から87年前ですね。66％

だ、これは。この結果、物すごく反発が起こっ

て、業者から突き上げられたらしい。結局は、

その業者の人たちが言ってきたのが、最低価格

を８割に上げてくださいということだったんで

す。こういうことになった。「十分ノ八ヨリ三

分ノ二ノ範囲内ニ於テ道路管理者ノ定ムル最低

価格」とした、こう書いてある。これが昭和27

年の道路法改正により失効したと書かれてある

んですね。これ、やっぱり、知事、最低価格と

いうのは87年前の人たちも、このことについて

悩んでおったんですね。これは先人の知恵を

ちゃんと受け継いで、本当にそういう業者の人

たちの利益分岐点がどの辺なのか、これをちゃ

んとしないと、お互いが生き残るようなことを

していかないといけないと思うんですが、それ

はどうお考えですか。

おっしゃるとおり、○知事（東国原英夫君）

先達あるいは歴史に学んで、今後、十分検討し

ていきたいと思います。

そのような答えしかないかと○中村幸一議員

思います。簡単に答えられましたので、ちょっ

と拍子抜けしましたけれども、次にいきます。

知事は、落札率が75％であれば、いわゆる350

億円の削減の問題で、100億円はこの中から捻出
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たね。これは私はおかしいと思う。県単事業が

全部であれば、それは100億円捻出できると思う

んですけど、これは国庫予算２分の１補助ある

いは起債でつくる、そういったのがあるわけで

すから、この100億円捻出できるというのはおか

しいと思う。昔、１億円原資があれば10億円の

仕事ができると言われた。それからかんがみて

も、知事がおっしゃるように、350億円削減する

ために75％の落札率であれば100億円捻出でき

る、これはちょっとおかしいと思いますが、い

かがでしょうか。

長崎の例では５％下○知事（東国原英夫君）

がったら87億ですか、何か下がったようなこと

を、具体的な数字はちょっと定かではないです

が、そういうことをお伺いしたことがありま

す。本年３月に策定した「新たな財政改革推進

計画」では、人件費の削減や投資的経費の縮減

・重点化、事務事業の見直し等により、平成18

年度と比較して350億円の歳出見直しという目標

を掲げていますが、これは事業費ベースでの見

直し額です。御案内のとおりです。したがっ

て、この見直し額には国庫補助金等も含まれて

おりますが、たとえそれを差し引いた一般財源

及び県債の合計額でも、平成22年度には投資的

経費の縮減・重点化で87億円程度、総額で338億

円程度の見直しを達成する見込みでございま

す。この歳出見直しは、スクラップ・アンド・

ビルドによる事業の再構築や、県債発行の圧縮

による将来の公債費の負担の軽減、そして財政

構造の健全化等につながるものであり、着実に

推進してまいりたいと考えております。

できるということですから、○中村幸一議員

一生懸命頑張っていただきたい。

今回、裏金というのが正しいのか、不適正処

理というのがいいのかわかりませんが、知事が

就任のときに開口一番、「裏金はありません

か」と。私も去年１年間、監査委員をしながら

回って、「裏金はないでしょうね」と言ったん

です。47件ぐらい出てきましたね。知事が就任

されて「裏金はないですか」と言われてから、

この「預け」が発生したのはありませんか。

反問権がないので、○知事（東国原英夫君）

今の質問の内容がちょっとわからないんです

が、就任からと……。

〔「知事が就任された以降に……。」と

呼ぶ者あり〕

質問の趣旨をはっきりさせる○坂口博美議長

ために、質問者はもう一度挙手をして質問をお

願いします。

知事が就任されてから、その○中村幸一議員

ように「裏金はないですか」と言われた後か

ら、47件のうちにそういった「預け」が発生し

た件がありますか。

就任してからの「預○知事（東国原英夫君）
※

け」が発覚したということはありません。今の

ところ報告はありません。

知事、立ち入った話で恐縮で○中村幸一議員

すが、知事は私的秘書の人たちと４人ぐらいで

暮らしている。何人か知りません。４人です

か、暮らしていらっしゃるとおっしゃっていま

した。私は、知事公舎に住むべきが妥当だと思

うんですが、それは見解の分かれるところだか

ら、それは言いません。しかし、知事がいろん

なところに行かれる場合に秘書がつきますね。

これは県庁職員だ。公務員だから守秘義務があ

る。しかし、知事のところに一緒に住んでいる

人たち、これは一般の方ですから守秘義務はな

いですね。県関係の情報の管理、これはどのよ

うになさっているんでしょうか。

※ 44ページに訂正発言あり

平成19年６月13日（水）
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私は、私的な 公○知事（東国原英夫君） ―

邸というんですか 私が住んでいるところに―

は重要書類等の公に関する書類等は一切持ち込

んでおりません。それと、私的な政務的な秘書

にも守秘義務というものは、私的にお願い、指

導をしております。それは普通の政治家の方た

ちが私的に秘書を、私設秘書というのを設けら

れていらっしゃいますが、そういった位置と同

じ位置だと思っております。

わかりました。これ以上言い○中村幸一議員

ません。というのは、これは押さえておかない

と、もし知事の周りからいろんなことで事件が

発生したときに困るから、県議会ではそういう

指摘があったんだということで押さえておきた

かったから言ったんです。

副知事にお伺いしますが、副知事、知事が就

任されてから さっき言ったように知事とい―

うのは、例えれば軍事と外交をやればいいんで

す。内政は副知事がやればいいんです。知事が

マニフェストを示された。それにのっとって、

副知事や総合政策本部長やら総務部長が一丸と

なってやっていけばいい。副知事は就任のとき

に、「知事の補佐役として頑張ります」と、こ

のように言った。こんな人気のある、日本じゅ

うに人気のある知事の補佐役として責任を感じ

る、このような趣旨の発言をされた。副知事、

平成18年の地方自治法の改正がありましたね。

地方自治法167条、御存じですか。当然、東大出

だから知っていらっしゃるんです。早大出です

から。私は「モンダイ」です。そのことで、法

解釈すると以前と違って、167条の中に、長の権

限に属する事務の一部について、第153条第１項

の規定により、長の委任を受けて事務を執行す

ることが加えられて規定された。非常に権限が

重くなったんです。副市長もそうですね。今ま

で補佐役だったのが、委任されれば全部自分で

実行できる。そこまで来ているんです。これは

副知事のためにつくられたような地方自治法の

改正なんです。知事に一生懸命頑張ってもらう

ためには、内政はおれたちがやるぞという気持

ちがないといけないんですが、私は、命がけで

内政を総合政策本部長やら総務部長がやって、

今までどおりテレビにも出て、そして物を売っ

てもらう、そういうことをどんどん知事にやっ

てもらったらいいんじゃないかと思う。そのこ

とについて副知事の気概、やる気、どのような

考えでおられるか、聞かせてください。

副知事に就任しまし○副知事（河野俊嗣君）

たときに、知事からも、知事マニフェストを実

現するための事業本部長的な役割として現場の

陣頭指揮をとってほしいという御指示をいただ

いておるところでございます。今回、「新みや

ざき創造計画」、知事のマニフェストを実現す

るための計画が策定されたところでありまし

て、これの的確な実現に向けて全力で取り組ん

でまいりたいと考えております。

今、知事部局、それから県職○中村幸一議員

員と言われるのを含めて２万人ぐらいおるのか

な。僕は先ほど冒頭に、県議会の皆さんにも１

社企業誘致する努力をしてほしいと。僕は知事

に２回ぐらいそういう話をしましたよね。です

から、みんながやれば45社できるわけだ。この

２万人ぐらいいる県庁職員にも、どこかに親戚

があるんじゃなかろうか、いい会社のトップの

ところに。そのことを考えると、県庁職員にも

企業誘致をしてください、そしてもしビッグな

企業が誘致できたら報奨金として50万やります

よと、そのようなことをしてもいいんじゃない

かと思うんですが、それについてどうお考えで

しょうか。
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その前に、先ほどの○知事（東国原英夫君）

私の発言で「預け」の件なんですが、１月21日

から３月31日の間にはないと、就任以降ないと

言いましたが、何件かあるということでござい

ます。訂正いたします。

企業誘致に対する報奨金制度というのは、他

府県でも数県やっているところがございます。

私のマニフェストの中でも、その件については

ちょっと触れさせてもらっています、検討とい

う課題で。でも、今のところは、企業誘致とい

うことを私も全力でやっていく、あるいは行政

側も企業説明会を行ったり、つて等を伝いなが

らやっております。今後、企業誘致に関して

は、また今度、補助金も50億、九州一にふやし

ましたけれども、その報奨金については、私も

検討の余地はあるんじゃないかなと考えておる

次第でございます。

先ほど「預け」があったとい○中村幸一議員

うことで、ゆゆしき問題ですけど、ちゃんと皆

さんでまた頑張ってください。

これで私の質問を終わります。ありがとうご

ざいました。（拍手）

以上で午前の質問は終わりま○坂口博美議長

す。

午後は１時10分再開といたします。

休憩をいたします。

午後０時25分休憩

午後１時10分開議

休憩前に引き続き会議を開き○坂口博美議長

ます。

次は、52番福田作弥議員。

〔登壇〕（拍手） ４年ぶりに○福田作弥議員

県議会にカムバックをしてまいりましたら、知

事初め執行部の皆さん全員おかわりでございま

す。私も真っ白な気持ちで、県民の皆さんに納

得いただけるような議会活動をいたす決意であ

ります。34歳で初当選したんですが、これまで

通算20年間議会に在籍しましたが、途中で２回

も中休みを命じられましたから、改選後の県議

会では、当選回数、年齢とも年長組になってし

まいました。しかし、こうして再び県政壇上で

質問ができることを、御支援賜った皆さんに感

謝を申し上げる次第であります。

それでは、質問に入ってまいります。

まず、知事の政治姿勢についてでございま

す。

マニフェストを携えて選挙戦に臨み、見事当

選され、連日、全国注視の中で精力的に知事職

をこなしておられる東国原知事には、まず御同

慶の至りであります。

知事が、数値目標の入った県民との約束、マ

ニフェストを果たすため、強力なリーダーシッ

プで県政運営を進められていくのに対し、地方

自治の二元代表制の一方の県議会は、どうも影

が薄いようでございます。地方自治の基本は二

元代表制であり、知事も議員も直接選挙で選ば

れ、対等の立場であり、県議会も県民の声をも

とにみずから政策立案をすることが求められて

いるのであります。しかしながら現状は、知事

の政策の追認に終始することが多く、議会の存

在感を問われているのであります。知事に強力

な権限が集中する中で、議会が厳しく監視の目

を光らせることや、県民の声を集めて、議会み

ずからが政策をつくり上げていく議会力を持っ

た県議会が待ち望まれているのであります。そ

こで知事にお尋ねいたしますが、今の県議会の

現状や二元代表制をどのように認識されておら

れるのか、まずお尋ねをしたいのであります。

以下、一問一答方式のため、質問席へ移らせ
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ていただきます。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 御質問にお○知事（東国原英夫君）

答えいたします。

議会のあり方についてでございますが、私

は、２月議会でも、一応私の希望といたしまし

て議会改革をやっていただきたいと、個人的な

希望でございます。執行部からは議会に対する

そういうふうな権限はございませんので、あく

までも議会マターでありますが、今まで議会の

透明度に関する数値は、皆さん御存じのように

日本で最悪でございました。そういう透明度を

高めると同時に、政務調査費、議員定数並びに

議会の政策立案、チェック機能等も含めて闊達

な議会になってほしいという要望はさせていた

だきました。その一つのツール、テクニックで

ございますが、「一問一答方式などはいかがで

しょうか」という御提案をさせていただきまし

たところ、議会の方が本当に柔軟に対応してい

ただきまして、本日、議会が始まって以来なん

でしょうか、一問一答方式で皆さんの前にマイ

クがついたということで、午前中の議会の議

論、あるいは答弁を見ていても、今までにはな

い闊達とした意見の交換ができたのではないか

と考えております。まだ一問一答方式等につい

ては始まったばかりですので、今後、この答弁

の仕方も含めて改良の余地があるのではないか

と思っております。

二元代表制についてでございますが、二元代

表制というものは、執行部の代表、いわゆる行

政の長と議会の代表を同じ直接選挙で選ぶとい

う、御案内のとおりのシステムでございます

が、私はこの二元代表制については、現在ある

民主主義制度あるいは選挙制度についての範囲

内で申し上げると、極めて優秀な制度ではない

かと思います。これが機能するためには、議会

と執行部の代表が二輪、まさしく二輪の役割を

して両輪でやっていかなければならないと考え

ています。そういった意味でも、単なる追認機

関にならないように、厳正で、かつ中立公平な

チェック機能を果たし、そして同時に政策立案

等に尽力いただけるとありがたいなと思ってお

ります。

残念ながら、この10年ぐらいで議会発案の条

例は１本だと聞いております。他府県と比べる

とまた文句を言われるかもしれませんけれど

も、宮城県は10数本。ただ条例を決めればいい

ということではございませんが、そういった姿

勢も、議会としては県民の皆様から求められて

いる態度ではないかなと考えております。今後

とも、議会、執行部、そしてマスコミの皆さ

ん、県民の皆さん、私は県民総力戦だと考えて

おります。民主主義の基本は地方自治にある。

地域民主主義というものがこの県で実行されれ

ば、あるいは実践されれば、全国に冠たる宮崎

モデルを配信できるのではないかなと考えてお

ります。私は、基本的には地方自治は全員参

加、全員決定だと思っておりますので、その政

治理念を今後とも貫いてまいりたいと考えてお

ります。以上です。〔降壇〕

知事は議会の現状や二元代表○福田作弥議員

制の役割をよく御認識をいただいていると思う

んですが、実は、知事が初当選された段階で私

は浪人をいたしておりましたから、新聞紙上や

マスコミ等で、知事のいわゆるマニフェストを

丹念に読ませていただきました。私自身無所属

での立候補でありましたから、それに沿った一

部同感である点につきましては、私のマニフェ

ストにも入れました。そこで、今、知事が御期

待される県議会になるためには、もう20数年間

言われてきたことでありますが、どうも私ども
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議会事務局の体制、これが守衛さん入れまし

て30数人ですから、力不足だと、こういうふう

に私は実感をいたしております。幸い、改選後

の議会で県議会の検討委員会等もできました。

知事のおっしゃる議員定数や政務調査費の問題

も特別に委員会ができていますし、進んでいく

と思いますが、それにはやはり知事部局の御協

力がないと進まないと思うのであります。例え

ば事務局体制の強化等にしましても、長年言わ

れてきたことであるが、今までに解決していな

い。少なくとも私が20年在籍した中 中２回―

休んでいますから、もう28年です 解決して―

いないんです。その辺をぜひお願いをしたいと

思います。いかがでしょうか。

たしか福田議員のマ○知事（東国原英夫君）

ニフェストには、定数是正は45から38に減らす

というような数値目標があったように記憶をし

ております。定数是正の問題、政務調査費の問

題等に関しましては、これはあくまでも議会の

方たちの決定事項でございますので、存分に、

県民の目線に立った、県民に資するような改革

の仕方を望むわけでございます。それに対して

の部局等のかかわり方、部局等の態度と申しま

すか協力の仕方は、今後検討していかなければ

いけないと。それが県全体の浮揚、県益、ある

いは県民の皆様の福祉向上の目的であれば、我

々行政側、執行部も協力をするよう検討してい

きたいと考えております。以上です。

ありがとうございました。○福田作弥議員

次に移ります。知事の「新みやざき創造計

画」の素案が出ていますが、この文面から、私

は、透明で公正公平な県政の実現への知事の意

気込みを感じるのでありますが、知事に就任さ

れまして４カ月余でございます。県庁組織をど

のように認識されておりますか、まずお聞かせ

ください。県庁の組織をどのように御認識な

さっているか、ちょっとお聞きしたいんです。

私は左耳が非常に難○知事（東国原英夫君）

聴でございまして、済みません。午前中も聞こ

えない部分が多々ありまして、申しわけござい

ませんでした。

県庁の組織をどういうふうに認識しているか

という、非常に抽象的で、かつ非常に難しい問

題かなと思っています。県庁の組織について、

組織力なのでしょうか、それとも組織の形態な

のでしょうか。それとも組織の巨大化というこ

となのでしょうか、スリム化という観点なので

しょうか。県庁が行っている宮崎県のあり方な

んでしょうか、県民に対するあり方、接し方な

のでしょうか。よくわかりませんが、総括して

申し上げますと、県庁という行政組織は非常に

巨大な組織で、県政全体を運営していかなけれ

ば、あるいは経営していかなければいけない組

織体でございます。そういった意味において、

県庁の内部で官製談合、あるいは「預け」の問

題があったということは、県庁の職員としては

あってはいけない。県民の皆さんの県税、公費

を扱う人間としましては、コンプライアンスの

徹底、意識等に甘さがあったのではないかと考

えております。県庁のあり方としては、今後こ

ういう不祥事、あるいは認識を改めて意識改革

に努めさせていただきますとともに、県民目線

で県民の皆様と密に接し、そして協働し、県民

総力戦でこの県を発展・推進、あるいは県政の

運営・経営をしていくことといたしておりま

す。

抽象的な質問でしたので、抽象的な答えに

なってしまいました。以上でございます。

設問が、知事のおっしゃるよ○福田作弥議員

うで、後の方を言えばよかったんですが……。
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実は、午前中も問題になりました裏金の問題

ですね。これからもわかりますように、ある県

の知事経験者が、「「はい、はい」と言うほ

ど、組織は従順でも甘くもない。職員は知事を

上目遣いでずっと見て本気度を試している」と

言っておられたのであります。これは恐らく自

分自身のことを体験として語っておられると思

いますが、知事、本県の場合はこんなことはな

いですね。どうでしょうか。

私の主観でございま○知事（東国原英夫君）

すが、就任した当初から２カ月ぐらいは 私―

のあくまでも体感なんですが そういう傾向―

があったかもしれません。というのは、この行

政経験も政治経験もない人間が、どのように県

政を運営、経営していくのだろう、どのような

執行体制にしていくのか、どのような人事体制

にしていくのだろうというような、不安と申し

ましょうか、疑問と申しましょうか、あるいは

人見知りと申しましょうか、そういったような

目線を感じ取っていたことは事実でございま

す。そして、御指摘のあったように、本気度

は、本当に宮崎を変えていく、改革していく気

概があるのか、本気なのかと、そういったこと

を探っているような雰囲気はありました。それ

はどの組織体にもあると思います。どの会社で

も、新しい社長が来たときに、やり方を見せて

いただきましょうかぐらいの雰囲気はあると思

うんです。

ただ、４月以降、年度がわりぐらいから、人

事もかわり、役職もかわり、そういったところ

から、私が掲げたマニフェストは、一つの県民

の皆様が負託されたルールでございますから、

これを着実に、かつ迅速に遂行していこうとい

う気概、それこそ本気度が職員の側に見受けら

れるようになりました。これは全員が全員では

ございません。僕が見たところ、一部の人間が

冷ややかに見ているという実態は非常に見てと

れる事実もありますが、この６月議会の準備段

階に入ったあたり、１カ月前ぐらいから、県職

の方たちの意識も変わってきたなと考えており

ます。県庁挙げて県政運営に、県政経営に邁進

していくという覚悟が見受けられます。

時々私が、玄関の中で観光客等々に囲まれて

写真をせがまれたり握手をせがまれたりしてい

る姿を、遠くの方からさめざめとした目で見て

いる県庁職員は中にはいらっしゃいます。あれ

は、県庁の中で県政運営をやるとかいうんじゃ

なくて、多分驚かれているんだと思います。県

庁でこういう風景がなかったのでですね。そう

いったものも当たり前のような風景にしていか

なきゃいけないなと。つまり、県庁はそんなに

敷居の高いものではないんだ、県民の皆様に密

着した存在なんだということを印象づける、あ

るいはイメージづけるということも、観光地の

コースに選んだ理由の一つではあります。以上

でございます。

ありがとうございました。正○福田作弥議員

直に吐露していただきました。

実は午前中、質問のやりとりを聞いておりま

して、裏金の問題で、知事が就任された後も預

けの問題があったと聞いたんですが、そこは場

所はどこですか。

先ほどちょっと私の○知事（東国原英夫君）

認識不足があって申しわけなかったんですが、

質問の内容が聞き取れなくて、私、「ない」と

言ったんですが、私が就任した以降に、私が

「裏金はないですか」と言ったにもかかわら

ず、新たに預けが生じたという御質問だったと

思うんです。それが数カ所ございました。全部

申し上げます。延岡児童相談所、北諸県の農改

- 47 -



平成19年６月13日(水)

センター、畜産試験場、農業大学校、都城家畜

保健衛生所、以上の５つの場所で、この具体的

な金額等については、今データがございませ

ん。以上でございます。

ありがとうございました。○福田作弥議員

次に移ります。同じく不適正な処理の問題で

ありますが、預け、裏金、県庁の内部の資料で

は「預け」ですね。マスコミになりますと裏

金、これはいろんな使い方があると思います

が、この預け、裏金の表現の仕方によって県庁

内部の意識の違いが歴然としてくると思いま

す。預け、これは余り後ろめたさはございませ

んね。裏金になりますとそうではございませ

ん。ちょっと後ろめたさを伴いますね。表現の

違いだと思うんですが、知事は行財政改革の５

大改革を出しておられます。その中に県庁の意

識改革が出ておるんです。これを今から遂行す

る上で、これは極めて重大な問題ですね。知事

の所見をちょっとお伺いしたいんですが、預

け、裏金の問題。

おっしゃるとおり、○知事（東国原英夫君）

執行部、行政側は「預け」という表現を使いま

す。あるいは「不適切な、不適正な事務処理」

というような表現を使います。メディアは往々

にして「裏金」と言う。この定義づけをメディ

アに聞きましたところ、「帳簿に表面化しない

お金は全部裏金なんだ」ということでありまし

た。そういう定義づけの差はあれこそすれ、帳

簿に載らないお金は、私的流用はなかったかも

しれませんが、裏金は裏金と呼ばれても仕方が

ないと私は考えております。

県庁職員の意識の問題ですが、預けに関して

は、単年度主義という構造的なこともあったん

でしょうが、やはり公金を預かっているという

意識がどうも希薄ではないかなと。その預けと

いうものが常態化していた、日常化していたと

いうところで、非常に罪の意識がまたそこで薄

れていたんではないかなという感じでございま

す。この数年来、他府県でもそういう指摘がご

ざいます。ございましたにもかかわらず、自分

のところが足元を見なかったということに対し

て、私は非常に残念かなと思っております。就

任当日に「この県に裏金はありませんか」と申

し上げたのは、そういう意図があってのことで

ございます。「官製談合、もし裏金があるん

だったら、この際、うみを全部出して改革をし

ていこうじゃありませんか」という私の呼びか

―けでございました。それに呼応して今回の

３カ月、４カ月後に出てきたということが時期

的に早いか遅いかは別にして、私の呼びかけが

あって、県職員の方々が自責の念に駆られて自

発的に通告していただいた。これはある意味、

県職員の意識の改革の芽生えではないかなと、

そういうふうにとらえております。今後は、県

庁職員、全庁挙げて意識改革、コンプライアン

スの徹底に取り組んで、すべてをオープンにし

てクリーンにして、県政を立て直していかなけ

ればいけないと考えておる次第でございます。

知事のお話を聞きまして、や○福田作弥議員

はり改革の一つでありますから、今回いい機会

でありますから、ぜひその意識の統一化を、ス

タートしてほしいと考えております。

次に移ります。２番目に、首都圏への本県の

物流対策についてであります。

私はかつて農業団体の長をしておりましたか

ら、40年にわたりまして農畜産物の物流対策、

特に大消費地に関するものでございますが、か

かわってまいりました。最近、今さらながら、

本県の貨物輸送の貧困な現状を思い知らされて

おります。40年間県が何もやってこなかったと
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いうことじゃないんですよ。過去を振り返って

みますと、トラック輸送では高速道路の建設促

進を一生懸命やりました。海上輸送ではカー

フェリーの就航もやりましたし、一時はテクノ

スーパーライナーの誘致運動も一生懸命でし

た。それからフライト輸送、空港の拡張、鉄道

輸送では、細々ではございましたがＪＲの貨物

コンテナ基地等があります。

ところで、さきのテクノスーパーライナーに

関連する問題でありますが、この議場で、以前

の松形知事が「関東平野の農業を宮崎で」とい

うことを盛んに使われました。知事は当時は東

京におられましたから恐らく御存じないと思い

ますが、いかがでしょうか。

「いかがでしょう○知事（東国原英夫君）

か」と言われても、非常に答えに窮するわけで

ございまして、「関東平野の農業を宮崎で」、

つまり物流を盛んにして、体感的に近距離にし

ようという意味だと思います。

御案内のように、本県は社会資本整備が他府

県よりかなり劣っております。そういった意味

では、物流に関して非常に立地条件が不利なと

ころでございます。海上輸送の充実としまして

は、物流の効率化やモーダルシフトの推進を図

る上で重要な課題であると認識しております。

このため県では、京浜航路の休止直後から、関

東向け航路の再開に向けて、関係事業者への働

きかけを行ってまいりました。その結果、定期

貨物船「南王丸」の細島寄港が開始され、県北

地域から関東方面に、県産品を直接輸送できる

ことになったものであります。しかしながら、

現在のところ、南王丸は運航便数が週２便しか

なく、また、東京港までの所要時間がカーフェ

リーに比較して長いといった課題があります。

聞くところによりますと、大分や鹿児島から物

流は航路便として出ている、海上輸送として出

ているというようなことも聞いております。こ

のため県では、今年度の新規事業で、南王丸を

利用する運送事業者に対する助成や農産物輸送

の実証試験を実施することにより、南王丸の利

用を促進するとともに、運航会社に対する増便

やダイヤ改正などの働きかけを行い、本格的な

関東向け航路の開拓に邁進していきたいと考え

ております。以上です。

私がまだお尋ねしていないこ○福田作弥議員

とを答弁されましたが、実は、関東平野の農業

ということで これはすり合わせはしてない―

んですよ 松形元知事がおっしゃったのは、―

テクノスーパーライナーです。１日で宮崎の産

地と東京の大消費地を結ぶテクノスーパーライ

ナーが就航すれば、いわゆる関東平野の農業が

宮崎に来るようなものだということを元の知事

がおっしゃって、それはそれは官民挙げて、今

の知事の言葉で申しますと「県民総力戦」でテ

クノスーパーライナーの誘致運動をやったんで

す。ところが、結果は、バブルの崩壊、あるい

は燃料の高騰で誘致の断念に追い込まれた。そ

の間、黒木さんという知事がおられました。非

常に農畜産物の輸送問題には熱を入れられた方

です。この方が40年近く一生懸命になってやっ

てきた大事な農畜産物の海上輸送方式が消えて

なくなった。京浜のカーフェリーがなくなりま

したからね。あるいはＪＲの貨物も、民営化と

ともに会社が分離しまして縮小されました。そ

ういうぐあいに非常に宮崎県の物流は今細って

おるんです。細っておるんですね。もう一回そ

れに再チャレンジしようという知事の意気込み

は今回の補正で見たんですが、○の項目はほと新

んど、私に言わせますと20年ぐらい前の予算項

目の焼き直しぐらいに思えるんです。当時もう
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既に実験が終わっている。終わっておって、も

う実用化していなくちゃいけないんです。特に

農畜産物の専用の輸送船等は、日通総研という

立派な調査会社に依頼をしてつくったんです

よ。調査し倒れです。ぜひ、今回はこれを機

に、もう一回、宮崎県の物流の再構築をお願い

したいと思います。

同じく、関連しまして、黒木知事の時代にカ

ーフェリーが就航しましたから、川崎に5,000平

米を超す県有地を持っているんです。これは現

地を見てみますと、今は宮崎県が首都圏に持っ

ている財産では最高の 市ヶ谷にもあります―

けど 宝物かなというふうに感じるんです。―

残念ながら今、トラックの積みかえ程度にしか

使われていない。私はかつて、これを首都圏に

おける本県の物流の拠点に使おうじゃないかと

いうことで、何回も提唱したんです。以前は低

温倉庫等あったんですが、経済情勢が変わりま

したから、なくなっているんです。この有効活

用方策等について、もう７年前に私、質問した

んですが、恐らくそのまま放置されていると思

うんです。通告をしましたから、何かレクチャ

ーを受けられましたか。

レクチャー受けまし○知事（東国原英夫君）

た。昭和48年に野菜のストックポイント施設と

して整備された川崎港の県有地につきまして

は、冷蔵施設の老朽化が進み、平成９年度に冷

凍・冷蔵部門の利用を中止したと聞いておりま

す。これを受けて平成10年度には、施設の有効

活用を図るため、複合型食品加工施設の可能性

について調査し、農業団体と協議しましたが、

当時の厳しい経済環境の中、新たな投資は大き

なリスクを負うこと等の理由により、新施設の

整備は実現に至らなかったと聞いております。

京浜航路休止に伴い、平成17年９月からは、京

浜地区への農産物輸送に利用される冷蔵コンテ

ナやトラック等の重要な中継基地として利用す

るために、「株式会社ＪＡ物流みやざき」に貸

し付けております。なお、平成18年度には老朽

化の進んだ倉庫の解体・撤去及び整地を行った

ところでございます。県といたしましては、関

係機関・団体と連携し、今後とも京浜地区の重

要な輸送拠点として活用されるよう努めてまい

ります。以上です。

以前の答弁に何ら変わらない○福田作弥議員

わけでありますが、これだけの宝物が首都圏に

あるわけですから、ぜひ知事、新たな活用方法

を考えていただくようにお願いをしたいと思い

ます。

次に、同じ物流対策でＪＲ貨物のコンテナ基

地でありますが、これは現在、直行のフェリー

がなくなり、あるいは大都会へのトラック輸送

等が、ディーゼル車排気ガス規制等で厳しく

なっておりますから、もう一回、鉄路、モーダ

ルシフトの面からも考えなくてはいけないと思

います。今までは行政はＪＲ貨物については余

り熱が入らなかったんです。私もずっとやって

きましたけど、もう一回見直しをいただいて、

長距離はどうしてもＪＲ貨物が使い勝手がいい

ですから、お願いしたいと思いますが、どのよ

うにお考えでしょうか。

鉄道輸送は、御案内○知事（東国原英夫君）

のように低コストで定時・大量輸送が可能であ

り、二酸化炭素の排出量が最も少ない輸送機関

でもあることから、県におきましては、ＪＲ貨

物に対して、輸送力の維持・充実の働きかけを

行ってきたところであります。しかしながら、

ＪＲ貨物によりますと、コンテナ基地につきま

しては、用地の確保や機材の整備、施設の維持

などに多大な費用を要し、現在の県内の利用状
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況では、新たな投資をすることは困難だと思い

ます。このため県といたしましては、荷主等に

対して利用促進を働きかけるとともに、引き続

き、ＪＲ貨物に対して輸送力拡充を要望してま

いりたいと考えております。

今までの答弁の域を超えてい○福田作弥議員

ないわけでありますが、ＪＲ貨物自体は今も

新幹線等でもそうでありますが 受益者― ―

負担を要求してまいりますから、当然その対応

等を県行政当局がコーディネートして荷主あた

りとやれば、ＪＲの貨物コンテナ基地は、用地

の確保ができれば あるわけですよね。私の―

地元では妻線の分岐点等を提唱したんですが、

その当時は採用されませんでした。既存の駅等

や施設を一部設置すれば済むことでありますか

ら、ぜひその旗振り役をお願いしておきたいと

思います。

次であります。次は、観光目玉、地産地消促

進施設としての大規模ファーマーズマーケット

についてであります。

私がファーマーズマーケットの最初の質問を

したのが16年前。今では県内市町村各地に直販

施設ができておりまして、地産地消の大きな役

割を果たしております。今回、三たび質問しま

すのは、東国原知事の誕生で最も有効利用でき

る施設ではないかな、環境条件が整ったと考え

たからであります。知事、大規模ファーマーズ

マーケットを国内外いずれかでもごらんになら

れたことはございますか。大規模ファーマーズ

マーケット。

あります。○知事（東国原英夫君）

よかったです。ごらんになっ○福田作弥議員

ていれば話が早いですから。

生産者への経済効果、あるいは地産地消促進

はもとより、観光目玉施設としての必要性を私

は痛切に感じておるんです。知事が心血を注い

で、あれほどトップセールスをいただいている

わけでありますから、県内産の農林水産物を一

堂に集め、本県を訪れた人々に買い求めていた

だくファーマーズマーケットを開設すること

は、まさに時宜を得たものと考えますから、ぜ

ひ知事のバックアップをお願いしたいと思いま

す。机上のペーパープランで自給率向上だ、あ

るいは言葉だけの安全・安心キャンペーンより

も、私は、まず実践が何より大事だと思いま

す。知事、所見のほどをお願いしたいと思いま

す。

恐らく福田議員が○知事（東国原英夫君）

おっしゃるファーマーズマーケットというの

は、欧米型の、特にアメリカ型の巨大マーケッ

トのことをイメージされているのではないかと

思っております。日本にも巨大ファーマーズマ

ーケットというのは大都市圏に数カ所あるかな

と思っておりますが、本県に関しましては、農

産物直売所といった位置づけだと認識をしてお

ります。平成16年度には県単独の農産物直売所

開設支援事業を実施して、独自の支援策を講じ

てきました。その結果、県内の農産物直売所の

設置数は、平成18年４月現在では173カ所になる

など大幅な伸びを示しております。このほか、

道の駅や観光施設等と併設された大規模な農産

物直売所設置の動きも広がっているところでご

ざいます。

県としましては、県民はもとより、本県を訪

れる観光客等に対し、安全・安心で新鮮な農産

物を提供するとともに、おもてなしの心を備え

た交流の場として農産物直売所を位置づけ、今

後とも、地域のニーズや観光客等の動向を踏ま

えて、関係市町村あるいはＪＡ等と連携を図り

ながら支援をしてまいりたいと考えておるわけ
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です。こういう直売所、ファーマーズマーケッ

トの巨大化というものは、郊外型の小売企業で

あります大型店舗がございますが、その店舗等

々の事業とのバッティング等、あるいは需要と

供給のバランス等も考えて、人口、面積等々も

考えて実施しなければいけないかなと、慎重に

対応しなければいけないなと考えております。

以上です。

知事にされましては非常に安○福田作弥議員

全弁を設けた答弁でございまして、いささか

がっくりしているわけでありますが、これから

さらに検討を加えていただきたいと思います。

次に、宮崎港の石油基地等についてでありま

す。

私は、宮崎港の改修計画が策定される段階か

ら、県央部に石油関連の備蓄基地を要望してま

いりました。３年前完成して、今稼働している

わけです。ちょうど私の浪人中の時期でありま

したが、正直ほっといたしております。それ

は、本県の燃料の備蓄や安定供給に大きく貢献

できる施設だからです。この質問に当たりまし

て、現地を調査してまいりました。非常に立派

な施設で、備蓄機能等には問題ないのでありま

すが、肝心な石油タンカーからの陸揚げの油送

ホース等のジョイントが毎回手作業で行われて

いるんです。最近の石油の荷役、あるいは陸揚

げの関連施設では、安全面の重視からローディ

ングアームという遠隔操作で行われています。

なぜだろうなと思いましてお聞きをしますと、

バースの占用許可の問題とのことであります。

年間、石油タンカー接岸回数が120回と聞いてお

りますが、雨天時の作業、あるいは火災発生を

考えた場合、地震等の緊急時の対応を考えます

と、やはりローディングアームの設置は許可を

すべきではないのかなと考えますが、これは専

門的な問題でありますから、県土整備部長にお

尋ねをしてみたいと思います。

宮崎港の石油○県土整備部長（野口宏一君）

基地のローディングアーム設置の可能性につい

てでございます。宮崎港の石油基地が石油燃料

荷役のため利用している岸壁は、公共岸壁とい

う位置づけになっておりまして、公共岸壁とし

て整備したものでございます。この公共岸壁の

エプロン上に固定式のローディングアームを設

置するということは、特定の事業者がエプロン

上を長期間にわたって占用することとなり、困

難な状況でございます。

それを知っておって聞いたん○福田作弥議員

でありますが、そういう事情から許可にならな

い。しかし、固定式ではなくて移動式のロー

ディングアームも開発されていますから、答え

は要りませんが、ぜひ検討してください。ロー

ディング式、ついているんです、九州のほかの

港で。公共埠頭で。ローディングアームの移動

式です。検討をお願いしておきたいと思いま

す。

次に、平成20年度の国に対する要望の中で、

バイオ燃料製造における揮発油税の課税方式の

見直しが要望されております。私は恐らくＥ３

やＥ10の混合工場の誘致、あるいは企業化が見

込まれているかなと考えたんでありますが、い

かがでしょうか。

今お話の○商工観光労働部長（高山幹男君）

ございました件を誘致しようとかいう考えはご

ざいませんで、今回の要望に関しましては、西

都の方にバイオエタノール関係の協同組合がで

きていますので、そういう関係を想定して要望

しているものでございます。

私は、バイオ関連が将来日の○福田作弥議員

目を見ることは明らかだと考えておりまして、
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こういう要請等もされておりますから、石油基

地関連として、バイオエタノールの混合工場、

あるいはバイオディーゼルの代替エネルギーの

製造施設等も検討されるべき時期に来ておると

考えます。バイオの原料は農作物でありますか

ら、遊休農地の利用、あるいは環境保全対策か

らも非常に有効であると考えておりますが、こ

れは農政水産部長でしょうか、お願いしたいと

思います。

バイオエタノ○農政水産部長（後藤仁俊君）

ールにつきましては、その原料が、飼料その他

農産物に係る一つの大きな展開方法かというふ

うに考えております。したがいまして、御指摘

のとおり進めていく方向で、いろいろと取り組

んでいくことが重要であるというふうに考えて

おります。

これからの問題でありますか○福田作弥議員

ら、ぜひ積極的な取り組みをお願い申し上げま

す。

次に、これは知事のマニフェストにありまし

た、都市住民の居住推進の件でありますが、私

は以前に、この議会で、コテージつきの市民農

園、質問したことがあるんです。たまたま浪人

中に知事のマニフェストを見ておりましたら、

「移住促進」の項目がありまして、「都市部の

退職者が宮崎での生活を実感できる移住促進モ

デルタウンの整備」をするとあります。これは

新聞報道でありますから、間違っておったら訂

正をお願いしたいと思います。そして、今回の

６月補正の「宮崎に来んね、住まんね、お試し

事業」の予算が上程されていますが、この延長

線上かなと。お試しでありますからテストケー

スでありますが。私は知事のマニフェストを見

たときに、ああ、これはいいなと思ったんで

す。

私の構想ですよ。別荘気分で団塊世代の退職

者が宮崎に来られまして、野菜つくりを楽しめ

るコテージがついた市民農園、これは今からは

やると思います。ヨーロッパ、あるいは日本よ

りか所得の低いロシア等でもかなり流行してお

りますから。そこで、私は知事のマニフェスト

に非常に共感を覚えたんです。今回はお試しの

事業でありますから、そう期待はしていないん

でありますが、これから知事が、本格的な二地

域居住促進の受け皿としてモデルタウンを設置

される考えにお変わりはないんですか、それを

お聞きしたいんです。

確かにマニフェスト○知事（東国原英夫君）

にお示しさせていただいたように、モデルタウ

ンの創設の検討ということでございますが、私

がイメージしているのは、移住というものはい

ろんな側面で考えなきゃいけないな、例えばス

ポーツ移住ということはないだろうか、サー

フィンでこちらに移住してサーフィンの町をつ

くる、青島あるいは延岡あたりに。そういった

ものもモデルタウンとして位置づけられるかな

と。福岡のほうで、あるゴルフ場がゴルフコー

スの会員権とそこのコテージを売り出したとこ

ろ、これはほぼ満杯になっている状況で、そう

いったゴルフでの移住。あるいは、先ほどあり

ましたコテージつきの市民農園、農業に従事す

る移住等も当然考えられるべきだと思います。

市民農園の整備につきましては、平成17年９

月に施行された改正特定農地貸付法により、市

町村やＪＡ、農家に加え、ＮＰＯ法人等でも市

民農園を開設することができることとなってお

り、国庫事業による支援も受けられることと

なっております。御提案のあったコテージつき

の市民農園につきましては、農地法や他の法律

等の関係もありますので、先進事例の研究を行
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い、市町村等の相談に適切に対応してまいりた

いと思うんです。どういうふうな形でモデル地

区、移住モデルとしていくかということは、

今、試行錯誤している状況ですが、その夢を捨

てたわけではございません。

知事の構想の中の一つにぜひ○福田作弥議員

はめ込んでもらいたい。なぜかと申しますと、

経済効果ということを考えますと、まずコテー

ジでは宮崎県の木材をたくさん使います。今、

建築不況です。大工さんの仕事もふえますね。

また、遊休農地、たくさん遊んでいるんです。

この有効活用。こういう面が考えられまして、

経済の波及効果が非常に大きいですから、私は

あえて知事に、マニフェストを見ましたからお

尋ねしたところであります。知事の熱意があれ

ば可能だと思いますから、ぜひ積極的な推進方

をお願いしておきたいと思います。

続きまして、施設園芸にかかわる代替エネル

ギーの活用技術開発について。

国に対する提案、要望がされておりますが、

太陽熱・光の代替エネルギーの活用技術等であ

ります。本県では過去いろんな実験をやってき

ております。それを蒸し返しておるのが現況の

ように思えてならないんです。ですから、宮崎

県の場合は施設園芸の先進地でありますし、ノ

ウハウも持っているわけでありますから、もう

少し国に対しては実用的な提案や要望をすべき

だと思います。例えば天然ガスのハウス暖房シ

ステムも、20数年前に実験が終わって、その実

証結果も出ている。夏場の不需要期対策が大変

だ。あるいは配管にお金がかかる。圧縮充てん

にも機材が要る。太陽熱は曇天対策、木質系で

は自動投入システム等の開発、いろいろな問題

がありました。こういう問題を踏まえて、ぜひ

現場からの実用的な提案をすべきだと思います

が、これは関係部長でよろしいかと思います。

お願い申し上げます。

石油代替エネ○農政水産部長（後藤仁俊君）

ルギーについての御質問というふうに考えま

す。原油価格の高騰が続きます中で、農業分野

における石油代替エネルギーの検討につきまし

ては、農家の経営安定を図る上で大変重要なこ

とであると考えております。このため県では、

平成18年８月に「宮崎県農業用新エネルギー検

討に関する連絡会議」を設置いたしまして、関

係団体や関連事業者等と連携いたしまして、地

域の特徴を生かした石油代替エネルギーの農業

分野における利用可能性について研究を進めて

いるところであります。具体的には、園芸用ハ

ウス暖房機の代替エネルギーといたしまして、

木質ペレットや天然ガスなどにつきまして現地

実証試験に取り組みまして、Ａ重油と同等の暖

房効果が実証できたところでございます。県と

いたしましても、引き続き連絡会議を中心に、

ランニングコストの優位性につきまして、木質

ペレットなどの未利用資源の利活用の可能性に

つきまして研究を進めてまいりたいというふう

に考えております。

20年前に一回終わった実用化○福田作弥議員

試験をもう一回やられたわけでありますから、

念には念を入れておられると思いますが、もう

実用化の段階であると思います。積極的な取り

組みをお願い申し上げます。

続きまして、行財政改革大綱の素案の概要に

出先機関の整理統合について書いてございま

す。久々に本格的な組織の見直しに着手されよ

うとしておりますから、私も、これはかなり組

織機構の合理化になると期待をいたしておるん

であります。しかし、文面から見ますと、従来

の縦割りのままの組織体制の見直しや統合再編
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のようであり、いささか気になり質問をしたん

です。どうでしょうかね、これは。久々に本格

的な機構改革に、出先機関含めて着手されよう

としておりまして、大変その意気込みを評価い

たしております。しかし、素案の文面から見ま

すと、従来の縦割りの機構の中での見直しのよ

うに見えまして、いささか気落ちをしたんで

す。しかし、今からでありますから、知事と

ちょっとお話をすれば、方向転換ができて、さ

らに合理的な機構改革ができるのかなと考え

て、お尋ねをするものであります。

県の行政組織につき○知事（東国原英夫君）

ましては、財政状況が厳しさを増す中、一層の

簡素効率化に努め、少数精鋭の経営体への転換

を図っていく必要がございます。このような中

で、出先機関につきましては、最近では、市町

村合併に伴う福祉事務所の組織体制の見直しを

初め、建築基準法の改正に対応した土木事務所

等の建築部門の集約化、畜産試験場と優良家畜

受精卵総合センターの統合、県民ニーズに柔軟

かつ迅速に対応するための担当制の出先機関へ

の拡大等を行ってきたところであります。

御提言のありました、各部門の出先機関を統

合した、いわゆる総合事務所については、現時

点では、組織が大規模になることや、複数の庁

舎に分かれてしまうことに伴う組織管理上の問

題や、円滑な事務執行が確保できるか等といっ

た課題が想定されるところであります。このた

め県といたしましても、まずは各出先機関に共

通する総務事務の集約化を進めるとともに、現

地・現場機能の確保等にも留意しながら、各部

門ごとに組織体制の見直しについて検討してま

いりたいと考えております。

出先機関の整理統合は、県民○福田作弥議員

サイドの簡素な行政組織を目指すべきであると

いうことを申し添えておきたいと思います。県

民サイドの簡素な行政組織。今、スーパーに

行ってワンストップショッピングができます

ね、あの方式なんですよ。ぜひ頭に御記憶をお

願いしたいと思います。

もう一つ、宮崎市は中核市になりました。宮

崎県の人口の３分の１を擁しているんですが、

県と宮崎市との重複、二重行政を避けることに

よって、かなり合理化もできると思うんです

が、その二重行政の面は今のところないんで

しょうね、どうでしょうか。

二重行政について○知事（東国原英夫君）

は、今、把握しておりません。他県で、県と県

庁所在地との間で、国と地方にあるような二重

行政があるとは聞いておりますが、本県につい

ては、まだ私は把握しておりません。

今後の調査をお願いしたいと○福田作弥議員

思います。

次に、今話題の、いわゆる県債等の利率であ

ります。資料をいただきましたが、努力をされ

ている経過は見られますが、やはり17年度末の

資料でありますし、当時の金利ボトムでござい

ますから、その利率から見ますといかがかなと

思っているんですが、大丈夫でしょうかね、金

利水準。これはもらった資料は２年前だったで

すよ。

「大丈夫ですかね」○知事（東国原英夫君）

と言われても……。

内容は、県債基金の借り入れ○福田作弥議員

の利率が、民間の借入利率等と比較をして大丈

夫かということをお聞きしているんです。安い

か高いかということですね。

直近であります平○知事（東国原英夫君）

成19年５月の借入利率は、財政融資資金98億円

が1.5～1.9％、公営企業金融公庫資金４億円
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が1.9％、銀行等資金600億円が1.787～1.79％と

なっております。ここ10年間は2.5％以下の低金

利で借り入れを行っておりますので、決して高

いとは言えません。ちなみに九州各県の状況を

見ますと、宮崎県は６番目です。一番高いの

が1.815％の大分県、うちは1.787％なので、６

番目、あるいは７番目ぐらいに位置しておりま

す。

各県の横並びよりも、知事は○福田作弥議員

民間ということを言われますから、民間の借入

利率等も参考にしてほしいと思います。

最後に、「改革をすべき宿命を知事も県議会

も負わされているので、同じ方向を向かざるを

得ない。県議会との対立は考えにくい」と言っ

た政治学者がおられました。私の県議会カム

バック以前の報道ですが、復帰後、まさにその

とおりだなと、今回の質問を通して実感をいた

しております。知事が言われるとおり、宮崎を

変える。みんなで変える 真の宮崎改革が実―

現できるよう、お互いに努力してまいりたいも

のであります。

以上で、私の一般質問を終わります。ありが

とうございました。（拍手）

次は、34番丸山裕次郎議員。○坂口博美議長

〔登壇〕（拍手） 西諸県郡○丸山裕次郎議員

選挙区高原町の丸山裕次郎です。高原町、野尻

町の皆さんのおかげで、このたび再びこの壇上

に立つことができました。改めて、これまでの

御支援、御鞭撻をいただきました多くの方々に

厚くお礼申し上げます。

東国原知事には初めての質問になりますの

で、知事に私のことを理解していただくため

に、今回、選挙で訴えてきたこと、また、私の

政治信条、基本理念を先に述べさせていただこ

うと思います。今回の県会議員選挙は、私にと

りまして３期目の挑戦でしたが、昨年末の前知

事の官製談合事件により、行政不信、政治不

信、さらには知事選挙によりまして自民党不信

といった、これまでと違った選挙戦でありまし

た。その中で私が訴えてきましたのは さき―

に述べました官製談合等により大きく宮崎県が

揺らいでしまいました。今後は、宮崎県政が揺

るぎなく前へ発展するために、地域振興、産業

振興、医療福祉、教育など、宮崎が抱えている

さまざまな課題に対し、熱意と誠意と創意を

持って取り組んでいくことを訴えてきました。

私の政治信条は、「郷土（ふるさと）と家族

（ひと）を愛する政治」であります。また、

「地域の声が反映される政治」「清潔で信頼さ

れる政治」であります。また、基本理念では、

何事でも成就するために必要なものは、熱意、

誠意、創意であると考えております。また、先

人のたゆまぬ努力で今があり、この今が未来を

切り開くのだと思っております。これまでの先

人の熱意、誠意、創意が私たちの社会を支え、

今があります。その貴重な今を未来の人たちに

つなげていくことが、今生きている私に課せら

れた使命だと思っております。

以上、私の政治信念、基本理念等を述べさせ

ていただきましたが、任期中、県内のさまざま

な課題に対し議論を深めていきたいと思ってお

りますので、知事を初め執行部の方々の明確な

答弁をお願いし、また、宮崎県が揺るぎなく前

へ発展しますよう祈念し、通告に従い一般質問

を行います。

まず初めに、私は自分の足で歩き、また肌身

で感じてきました空き家対策についてお伺いい

たします。

私はこれまで、２期８年間の現地調査などの

活動や、また、今回の選挙に当たり後援会活動
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を通じて感じましたのは、空き家の増加にびっ

くりしております。この前まで人が住んでいた

家なのに、なぜまた空き家になっているのかと

か、まだ十分に住める家なのになぜ空き家に

なっているんだろうかと、正直言ってもったい

ないなという気持ちと、このままの状況を放置

しておくと、地域の活力がなくなるだけでな

く、治安にも悪影響が出るのではないかと心配

しております。空き家といっても個人の所有物

でありますので、多くの制約があるのは十分わ

かっておりますが、田舎に行けば行くほど今後

さらに空き家がふえ、少子高齢化という問題で

はなく、集落の存続といった人口減少問題であ

るととらえ、何らかの人口政策が必要になって

きていると強く感じております。そこで、県と

して空き家状況をどのように把握しているのか

お伺いいたします。

また、少子高齢化が進んでいる中山間地域で

の空き家の増加に対し、二地域居住等を推進し

てほしいと考えておりますが、どのように考え

ているのか。それぞれ担当部長にお伺いいたし

ます。

私の集落では、農業の担い手として注目され

ております集落営農に取り組んでおります。こ

の集落営農の基本理念として、自分たちの集落

は自分たちで守っていくという気概で取り組ん

でおり、農業だけでなく、集落内にある伝統文

化である棒踊りの継承に加え、福岡、熊本から

の田植えツアーや稲刈りツアーなどを行ってき

ております。そのツアーの参加者から「もっと

交流したい」という意見等があり、集落内にあ

る、現在空き家になっている古民家を農家民宿

の場として活用できないか、検討を行っており

ます。そのような折、今回の補正予算の中で、

「宮崎に来んね、住まんね、お試し事業」700万

円の事業費が計上されておりますが、事業の目

的と事業効果はどのように考えているのか。ま

た、同事業で集落営農などの地域活動を行って

いる団体も対象になるのか、お伺いいたしま

す。

また、昨年取り組んだ「宮崎に来んね、住ま

んね、お誘い事業」約360万円の予算規模で、ホ

ームページの作成やシンポジウムなどに取り組

んでいるということでありますが、事業実績と

成果がどのようなものであったのか、あわせて

担当部長にお伺いいたします。

空き家が増加すると治安上も懸念されること

から、何らかの対策が必要と考えますが、警察

本部としての見解をお伺いいたします。

次に、１月に発生した高病原性鳥インフルエ

ンザについてお伺いいたします。

１月11日に清武町で、１月23日に日向市で、

１月30日に新富町で相次ぎ発生しました。特に

３例目が発生したときは大変ショックで、畜産

王国宮崎がどうなってしまうのだろうと大変心

配をいたしました。しかし、畜産王国にふさわ

しく、農家、県、関係市町並びに関係団体の御

努力で早急に終息することができました。まこ

とにすばらしいことであり、国からも、宮崎県

の防疫体制の評価は極めて高いと聞いておりま

す。また、心配しておりました風評被害も、知

事の抜群のＰＲ効果により最小限でとどまり、

逆に現在では消費拡大になっていることは高く

評価しております。東国原知事でなければでき

なかったのではないかとも思っております。

しかし、鳥インフルエンザが発生した折、知

事は発生現場近くまで行かれました。その当

時、マスコミからも非常に注目されており、多

くのマスコミの方も現場に駆けつけておりまし

た。防疫活動を行っているあの現場に、防疫認
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識の少ない方があのように集まるのは、防疫上

考慮しますと、知事は現場近くまで行くべきで

はなかったと私は思っております。私にはただ

単なるパフォーマンスにしか映りませんでし

た。行くにしても、市役所等に出向き情報収集

するべきではなかったかと思っております。宮

崎は畜産王国です。宮崎のトップとして、知事

の防疫に対する認識をお伺いいたします。

私も、その当時、環境農林水産常任委員長と

いう立場もあり、清武町役場、日向市役所、新

富町役場に出向き要望等を聞かせていただき、

また、養鶏協会を初め多くの関係者からも御意

見を賜り、県はもとより農林水産省まで出向き

要望活動をさせていただきました。今回の鳥イ

ンフルエンザは、知事の言う県民総力戦で終息

できたと思っておりますが、今回の発生を踏ま

え、県、市町村、関係機関及び国との情報の共

有化や役割分担の明確化などを初め、さまざま

な問題があったと思いますが、その反省点と今

後の改善策について、農政水産部長にお伺いい

たします。

今回の鳥インフルエンザ対策は、発生農家を

初め影響を受けた農家に対しては助成がなさ

れ、大変助かったと聞いております。しかし、

現制度では、本県が日本一を誇っているブロイ

ラーの解体処理を行う食鳥処理場には全く救済

措置がなく、今回の発生で１億円を超す損金が

発生した処理場もあります。言うまでもなく、

消費者は生きた鶏を買うのではなく、解体処理

された鳥肉を買うのであります。一連の流れが

あってこそ成り立つのでありますから、何らか

の救済措置が必要ではないかと思っておりま

す。鳥インフルエンザの感染源は、渡り鳥を初

めとする野鳥という説が極めて高いと言われて

おり、そうなれば、いつ、どこでまた発生して

もおかしくないと思っております。先ほど述べ

ましたように、今回の宮崎の防疫体制は、国で

は高く評価されており、国において防疫指針の

見直しを検討していると聞いておりますが、そ

の進 状況と本県からの要望について、あわせ

て農政水産部長にお伺いいたします。

また、今回の補正予算の中に高病原性鳥イン

フルエンザ緊急防疫対策事業が提案され、その

中で5,000万円県が基金造成する予算が提案され

ておりますが、その使途基準と運用について、

農政水産部長にお伺いいたします。

次に、入札制度についてお伺いいたします。

昨年末、県発注の橋梁設計委託業務において

官製談合事件が発覚したことは、まことに残念

なことでありました。私は元県土木部職員で

あったので、今回の事件にかかわったとされる

県幹部の職員の方々には、県職員時代に大変お

世話になっておりましたので、大変ショックを

受けたものであります。県では、官製談合以

来、入札制度改革に取り組まれ、さまざまな検

討を行われ、ことし３月に「入札・契約制度改

革に関する実施方針」を出され、さらに、新た

な行財政改革大綱の素案を５月に発表され、意

識改革、経営改革、協働改革、入札改革、財政

改革の５つの柱から成っております。入札制度

の透明性を高めることは必要だと理解はできま

すが、品質の確保や安全の確保、また、建設産

業の健全育成といった観点が大きく抜けている

のではないかと思っております。官製談合は、

県、特に知事に大きな責任があるのに、建設業

だけが悪いことをしたかのような感じにとらえ

られ、建設業だけを締めつける改革はいかがな

ものかと思っております。そこで数点お伺いし

ます。

まず、最低制限価格の設定についてでありま
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す。現在の最低制限価格の根拠は、設計金額の

中の一般管理費、共通仮設費、現場管理費など

の経費に、工事ごとにある程度の係数を掛け、

算出していると聞いておりますが、一般管理費

は請負業者の利益部分であり、その部分をある

程度削除、減額するのは理解できますが、共通

仮設費及び現場管理費は必要経費でありますの

で、減額するのはいかがなものかと思っており

ます。実際に現在の最低制限価格は予定価格

の70数％ということになっているようで、品質

確保、安全性の確保の観点から低過ぎるのでは

ないかと思っております。また、現在、予定価

格が事前に公表されているため、しっかり積算

せずに適当に入札に参加している不適格な業者

がいるようですので、予定価格の事前公表は、

不適格業者の排除という観点から事後公表に変

更すべきだと考えております。そこで、最低制

限価格と予定価格の事前公表のあり方について

お伺いいたします。

また、あわせて、建設業者の手持ち工事量や

地域貢献等も考慮した総合評価方式の拡大もす

べきと考えておりますが、県の考え方をお伺い

します。

次に、発注後の発注者と請負者の関係につい

てであります。法令ではあくまで対等な立場で

あるはずなのに、発注者が強過ぎるというのが

現状だと思います。これは下請のときにも散在

するような感じに聞いております。そこで、発

注者と請負者が対等な立場を構築するため、第

三者機関を設置するべきではないかと思います

が、見解をお伺いいたします。

また、あわせて、工事の検査について、検査

員ごと、あるいは発注部局ごとに点数のつけ方

に差があるのではないかと思います。検査体制

の充実が必要だと考えていますが、見解をお伺

いします。

次に、工事実施前の測量設計についてお伺い

いたします。測量設計業界も、官製談合以来、

非常に低入札の状況が見受けられ、品質の確保

が保たれるのか心配な状況になってきておりま

す。耐震偽装が一時話題になりましたが、今後

は測量設計にも出てくるのではないかと心配を

しております。また、現在の測量設計に関する

検査体制は十分でないのが実情ではないかと思

います。そこで、工事実施前の測量設計の検査

体制の充実と、測量などの委託業務も、品質の

確保を考慮し、最低制限価格の設定や入札資格

の厳格化を行うべきではないかと考えておりま

すが、見解をお伺いいたします。

最後に、災害時等の緊急体制についてお伺い

いたします。記憶に新しい昨年の延岡市の竜巻

被害や、一昨年の台風14号の大災害時に、いち

早く重機等を現場に持ち込み、昼夜を問わず命

がけで県民のために頑張ったのは建設産業では

ないかと思っております。しかし、一部の県民

や報道には、「建設産業は後の仕事でもうかる

からやっている」といったような間違った認識

があるような気がします。そこで、これまで建

設関連の方々が行ってきました貢献をどのよう

に評価されているのか、知事にお伺いします。

また、入札制度改革が進み、現状のような低

入札の状況では、建設産業の淘汰や体力の減少

が容易に想像でき、これまでのような災害時の

緊急体制に支障が生じ、県民生活に甚大な被害

が想定できます。そこで、今後の災害時の対応

をどのように考えているのか、知事にお伺いい

たします。

次に、産業開発青年隊についてお伺いいたし

ます。

産業開発青年隊は、本県の建設産業を支える
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人づくりの場ということは御承知のことと思い

ますが、少し紹介をさせていただきます。産業

開発青年隊は、昭和26年に「災害予防対策実践

班」として発足し、昭和28年に現在の「宮崎県

産業開発青年隊」に名称を変更しております。

これまでに、南郷村の渡川を初め、串間市市

木、木城町切原などで各種土木工事に従事しな

がら、昭和40年に現在の清武町に移り現在に

至っております。「働きながら学ぶ」という実

践と学習、全寮制の中で「友愛・希望・協力」

という精神を養っております。これまでに4,500

名を超す修了生が、県内の建設産業を初め多く

の産業で中心的な存在で活動しており、また、

ほとんどの方が消防団活動を初め地域貢献も多

くしております。産業開発青年隊は、近年の建

設産業を取り巻く影響を受け、急速に入隊希望

者が減少しております。ニーズに対応するので

はなく、シーズ 宮崎の人づくりの場、宮崎―

の「人」という種をまく場として最高の場と私

は考えております。知事は、ことしの産業開発

青年隊の修了式並びに入隊式に参加されており

ますが、産業開発青年隊に対する感想をお伺い

いたします。

次に、市町村合併についてお伺いいたしま

す。

旧市町村合併法のもと、本県でも市町村合併

が進められ、44市町村あったのが30市町村にな

りました。旧法のもとで合併協議を行いました

が、各市町村の考え方の相違で合併に至らな

かったケースもありました。ことしの統一地方

選挙が終わり、新法期限まで約３年余りにな

り、合併に対する機運が高まってくるのではな

いかと思っております。私は、合併は10年、20

年先を踏まえたまちづくりのあり方の議論を

しっかりすべきだと思っております。そのため

には、宮崎という枠組みを超えた発想、わかり

やすく言いますと、私の西諸という地域を挙げ

させていただきますが、宮崎県の中の西諸とい

う位置づけだけでなく、九州の中の西諸はどう

いう位置づけなのか。また、アジアの中での西

諸はどういう位置づけなのかといったマクロ的

な視点に立って、地域の特性を伸ばしていくた

めには、まちづくりをどのようにするか議論す

べきではないかと考えております。そこで、旧

合併特例法下で合併に至らなかった市町村の考

え方の隔たりを埋めるために、マクロ的な視点

で描いた地域の将来ビジョンを見据えて議論す

るよう、県として助言すべきではないかと思っ

ておりますが、地域生活部長に見解を賜りま

す。

また、福岡県では法定合併協議会の設置勧告

が行われたところもありますが、本県ではその

ような勧告を出す考えはないのか、知事にお伺

いいたします。

最後に、企業誘致についてお伺いいたしま

す。

今回の補正予算で企業誘致促進補助金制度の

改善が行われ、これまでの補助金最高限度額５

億円を、九州最大の50億円に増額しました。ま

た、宮崎フリーウェイ工業団地限定の補助制度

の新設は高く評価するところであります。そこ

で、今回の企業立地促進補助金制度の効果と、

フリーウェイ工業団地への企業誘致の取り組み

についてお伺いいたします。

私は、今回の質問に関してはこれまでのよう

な質問をさせていただきました。といいますの

も、本会議場の質問といいますのは、今やるべ

きことだけではなく、任期中にしっかりと議論

を進めていくものだというふうに思っておりま

す。一問一答方式、いろんな方式があろうと思
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いますが、私はこの方式で今後とも進めていこ

うと思っておりますので、執行部の皆様方に

は、しっかりとした答弁をお願い申し上げまし

て、壇上からの質問を終わります。（拍手）

〔降壇〕

〔登壇〕 丸山議員の○知事（東国原英夫君）

御質問は、大変滑舌がよく、舞台俳優のような

発声で、非常によく聞き取れました。ありがと

うございます。

高病原性鳥インフルエンザの防疫作業中に私

が現場に行った行動と、防疫に対する認識につ

いてであります。今回、本県で発生した３件の

農場のうち、日向市、新富町については、蔓延

防止や防疫作業に支障がないよう、現地対策本

部の指示に従いながら現場確認を行ったところ

であります。県民生活や本県経済に与える影響

の大きさを考えますと、発生現場に行くこと

は、対策本部長としてその後の防疫対応を的確

に行う上で不可欠であるとの考えによるもので

ございます。実際、現場の非常性や深刻性、緊

急性に直接触れることができ、その後の防疫対

策や風評被害対策の大いなるモチベーション、

やる気を起こしたわけでございます。ちなみに

申し上げますれば、他府県の県知事も現場に

行っておられます。今後とも、市町村、関係団

体と十分連携し、発生防止と発生した場合の早

期通報、迅速な初動防疫体制の整備など蔓延防

止に向けた取り組みに、常日ごろから万全を期

したいと存じます。

続きまして、建設産業の評価等についてであ

ります。建設産業は、社会資本の整備や地域の

雇用を担う本県の重要な産業であり、災害発生

時には最前線で復旧に努力されるなど多大な貢

献をしていただいております。このため、入札

・契約制度の改革に当たりまして、県発注の公

共工事については原則として県内建設業者に発

注するとともに、工事規模や種類などを勘案し

た地域要件も設定しているところであります。

さらに、価格と品質を総合的に評価する総合評

価方式や入札参加資格審査においても、企業の

地域貢献を評価するなど、建設産業の育成に配

慮しているところであります。

次に、今後の災害時の対応についてでありま

すが、現在、大規模な災害が発生した場合の応

急対策につきましては、建設関連団体と協定を

締結し、協力体制を整備しているところでござ

います。今後、さらに協力体制を充実させてま

いりたいと考えておる次第でございます。

続きまして、産業開発青年隊についてであり

ます。産業開発青年隊の修了式と入隊式には私

も出席させていただきましたが、修了生はもち

ろんのこと、入隊後間もない隊員もきびきびと

入場するなど、全寮制による規律ある集団生活

と訓練の成果を目の当たりにし、各方面から高

く評価されていることを実感したところでござ

います。

御指摘のように、産業開発青年隊は昭和26年

に創設され、「働きながら学ぶ」を教育理念と

し、4,500名を超える修了生が建設産業を中心に

県内外で幅広く活躍されておりますが、近年、

少子化や社会経済情勢の変化等により入隊者は

年々減少しており、県内建設業への就職者も修

了者の６割程度にとどまっております。ニーズ

からシーズというお話がございましたが、その

シーズが非常に少なくなっておる次第でござい

ます。県といたしましては、入隊の年齢制限の

緩和や受験機会の拡大を行い、さらには関係者

の協力をいただきながら、高等学校へじかに足

を運ぶなど精力的に募集してきたところでござ

いますが、入隊者は定員の半分に満たない状況

- 61 -



平成19年６月13日(水)

にあります。このような隊員数の減少により、

養成にかかる経費も相対的に多額に上ってお

り、本県の財政状況や費用対効果の面から、産

業開発青年隊の運営は非常に厳しい状況にある

と考えております。

続きまして、市町村合併についてでありま

す。少子高齢化の進行や厳しい財政状況など、

市町村を取り巻く環境が大きく変化する中で、

市町村の行財政基盤の充実強化を図るため、引

き続き、合併新法下での自主的な市町村合併を

推進していく必要があると考えております。お

尋ねのありました法定合併協議会の設置勧告に

つきましては、「市町村合併は市町村と住民の

皆さんが自主的、主体的に判断されるものであ

る」という基本的な考え方に立ち、各市町村の

合併に向けた取り組みの状況などを十分に踏ま

えた上で、適切に対応していくことが肝要であ

ると考えております。いずれにいたしまして

も、合併新法の期限である平成21年度が迫って

おりますので、今後、市町村におかれまして

は、できるだけ早い段階で自主的に法定合併協

議会を設置され、本格的な合併の協議を深めて

いただきたいと考えております。以上でござい

ます。〔降壇〕

〔登壇〕 お答○地域生活部長（丸山文民君）

えいたします。

まず、中山間地での空き家の増加についてで

あります。二地域居住等を促進するに当たっ

て、市町村から、空き家の有効活用が図れない

ものかといった意見がしばしば聞かれるところ

であります。田舎暮らしを具体的に検討されて

いる方にとっても、住居に関することは大変重

要な要素であり、空き家の活用は、二地域居住

等を促進する上で有効な手段の一つであると考

えております。このようなことから、今年度の

新規事業で今議会に提案しております、「宮崎

に来んね、住まんね、お試し事業」の一つとし

て、市町村において登録物件を紹介する空き家

等情報バンク活動への補助制度を設け、その活

動を支援していきたいと考えております。

次に、「宮崎に来んね、住まんね、お試し事

業」の目的等についてであります。この事業

は、団塊の世代を初めとしたあらゆる世代の都

市住民等による本県での二地域居住等を促進

し、地域の振興を図ることを目的としたもので

あり、ホームページの更新・充実や、東京の

「ふるさと暮らし情報センター」への窓口設

置、市町村の取り組みへの支援、もてなし研修

の実施を考えております。市町村の支援では、

宮崎の生活を体験していただく「お試し滞在」

や都市部でのＰＲ、空き家等情報バンク活動に

対し補助することとしております。これらの事

業を実施し二地域居住等を進めることにより、

交流人口の増加による経済効果や、社会活動等

の担い手増加による地域の活性化が図られるも

のと考えております。

なお、補助事業については市町村を対象と考

えておりますが、実際の活動においては、地元

でさまざまな活動を行っている団体と地元市町

村が連携を図りながら進めていくことは十分あ

り得ることと思っております。

次に、「宮崎に来んね、住まんね、お誘い事

業」の実績等についてであります。昨年７月、

市町村やグリーン・ツーリズム関係団体、旅行

業者等約130名を対象にしたシンポジウムを開催

し、市町村等における交流居住に向けた環境づ

くりを推進したところであります。また、10月

には「宮崎ふるさと暮らし」情報サイトを県の

ホームページ内に開設し、各市町村における交

通、教育、医療、福祉等の生活環境や、田舎暮
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らし・農林漁業体験プログラム等の受け入れ体

制、Ｕターン、Ｊターン、Ｉターン施策等に関

する受け入れ環境情報を発信しております。サ

イトの開設から先月までの８カ月間に約１

万7,000件を超えるアクセスがあり、県や市町村

に対する具体的な相談も、月に30件程度寄せら

れております。これら宮崎に関心のある方々に

おもてなしの心で対応し、二地域居住等へつな

がるよう、今後とも市町村等と十分連携を図っ

てまいりたいと考えております。

最後に、市町村合併についてであります。市

町村合併は、住民の方々が長年なれ親しんだ市

町村の枠組みを見直すという、非常に困難な協

議の積み重ねが必要であります。旧合併特例法

下で合併協議会を設置しながら、結果として合

意に至らなかった市町村におかれては、それぞ

れの御事情、御判断があったものと考えており

ます。しかしながら、今後、より一層高度化・

多様化する住民のニーズや、厳しさを増す地域

間競争に、現在の体制のままで的確に対応する

ことができるのか、改めて議論する必要がある

と考えております。県といたしましても、今

後、既存の市町村の枠組みにとらわれることな

く、地域の将来像を見据えながら、地域一体と

なった発展を目指すという観点からも、市町村

合併の議論が進められるよう、適切な情報の提

供や助言に努めてまいりたいと考えておりま

す。以上であります。〔降壇〕

〔登壇〕○商工観光労働部長（高山幹男君）

お答えいたします。

企業立地促進補助金の制度改正等についてで

あります。企業誘致につきましては、自治体間

競争が激化いたしまして、優遇制度が多様化・

高額化している現状にありますことから、今

回、補助金の最高限度額の引き上げや、懸案で

あります宮崎フリーウェイ工業団地に限定した

補助制度の新設など、喫緊の課題に対応するた

めに制度の改正を行うこととしたものでござい

ます。これによりまして、大きな経済効果と大

量の新規雇用が見込めます大型投資案件に対

し、より魅力ある提案ができるようになるな

ど、積極的な誘致活動が展開できるものと考え

ております。また、宮崎フリーウェイ工業団地

に立地する企業に対しましては、投資割補助を

他地区への立地に比べて２％高くするなど、優

遇した補助を行うこととしております。今後

は、優遇措置充実のＰＲを広く行いますととも

に、企業誘致アドバイザーの活用など、関係の

市や町と連携しながら幅広く誘致活動を行うこ

とによりまして、宮崎フリーウェイ工業団地へ

の企業立地促進に努力してまいりたいと考えて

おります。以上でございます。〔降壇〕

〔登壇〕 高病○農政水産部長（後藤仁俊君）

原性鳥インフルエンザに対します一連のお尋ね

についてであります。

まず、今回の発生を踏まえた反省点と今後の

改善策についてであります。今回、県内３カ所

で発生いたしました高病原性鳥インフルエンザ

につきましては、国、市町村、関係団体等と県

が一丸となって迅速に対応しました結果、防疫

措置を短期間に完了でき、関係方面から高い評

価を受けているところであります。しかしなが

ら、御質問にありましたように、今回の発生に

おきまして、情報の共有化という面では、発生

の届け出から診断の確定に至るまで、情報管理

の面において関係機関内に連携の不備が認めら

れました。また、役割分担につきましては、防

疫措置に係る指揮命令系統の混乱や、人員配置

の不備といった課題が生じてまいりました。し

たがいまして、今後、３カ所の事例を踏まえな
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がら、情報の共有化、あるいは役割分担の明確

化等につきまして、防疫演習を繰り返す中で再

検証しますとともに、防疫対策マニュアルをよ

り実態に即したものに見直してまいりたいとい

うふうに考えております。

次に、国の防疫指針の見直しの進 状況と本

県からの要望についてであります。４月に開催

されております国の家きん疾病小委員会におき

まして、防疫指針につきましては、今回の一連

の発生における防疫対応の検証を踏まえ、整理

・検討することが必要との報告がなされており

ます。国は今後、同委員会で見直し案を引き続

き検討し、パブリックコメントを経て防疫指針

を改正する予定であると聞いております。国の

見直しに当たり、県といたしましては、今回の

発生を踏まえ、移動制限範囲の縮小や食鳥処理

場の取り扱いについて要望しているところであ

ります。

次に、基金の使途基準と運用についてであり

ます。新富町での発生は、食鳥処理場が移動制

限対象となっていましたことから、家畜伝染病

予防法の支援の対象にならない種々の損害が明

らかとなってまいりました。このため、県独自

の「宮崎モデル」として、万が一の発生に備え

た農家や食鳥処理場等への支援を行うため、ブ

ロイラー関連業者と県で基金を造成することと

し、本議会に予算をお願いしているところでご

ざいます。本基金の使途基準につきましては、

関連農場の出荷や入雛遅延、すなわちひなを入

れてくる時間のおくれということ。さらには食

鳥処理場の操業停止に係る損害とすることにい

たしております。その運用につきましては、今

後、ブロイラー関係業者等の意向も踏まえなが

ら、家伝法での支援対象とならない方々への支

援という基金の目的に従いまして有効に活用さ

れるよう、詳細について十分検討してまいりた

いと考えております。以上であります。〔降

壇〕

〔登壇〕 お答○県土整備部長（野口宏一君）

えいたします。

まず、空き家の状況についてでございます。

総務省統計局が「住宅・土地統計調査」を５年

ごとに実施しており、この中で空き家の状況が

把握されております。一番最近の調査は平成15

年に実施されましたが、その調査結果によりま

すと、県全体で約５万4,000戸、賃貸住宅と賃貸

住宅以外のベースで申しますと、賃貸住宅が約

２万3,000戸、賃貸住宅以外が約３万1,000戸と

なっております。また、市部と町村部の別で

は、市部におけるものが約３万9,000戸、町村部

のものが約１万5,000戸という状況になっており

ます。この平成15年の空き家の数は、その５年

前、平成10年の調査結果と比較いたしますと、

約１割程度増加している状況になっておりま

す。

次に、入札・契約制度の一連のお尋ねについ

てでございます。

その１番目といたしまして、最低制限価格と

予定価格の事前公表のあり方についてでありま

す。予定価格及び最低制限価格は、「公共工事

の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」

に基づきまして、入札の透明性の確保を図るた

めに公表することとされております。現在、予

定価格につきましては、事前漏えい防止の観点

などから事前公表としているところですが、今

後、入札結果等の検証を行いまして、事前公表

を継続するか、事後公表とするか、検討を行う

こととしております。

次に、最低制限価格につきましては、工事の

品質確保や下請保護などを含めた適正な施工の
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確保の観点から設定しておりますが、公共工事

の縮小や一般競争入札の拡大に伴い競争性が高

まっていることから、最低制限価格周辺での入

札がふえております。予定価格等の公表制度や

工事費積算ソフトの開発により、その推計が容

易になってきていることもあり、今後、算定方

法や価格のあり方について検討を行ってまいり

たいと考えております。

次に、総合評価落札方式の拡大についてであ

ります。総合評価落札方式は、従来の価格のみ

による競争とは異なり、価格と技術力など価格

以外の要素を総合的に評価し、落札者を決定す

る方式であります。県では、公共工事の発注に

おきまして、昨年度３件を試行したところであ

ります。今年度はさらに30件程度に拡大するこ

ととしております。価格以外の要素の評価に当

たりましては、簡易な施工計画や企業の施工実

績などの技術力に加えまして、企業の地域社会

貢献度を評価するため、地域内における営業所

の有無、災害時の地域貢献や地域でのボラン

ティア活動などを評価項目に設定しておりま

す。また、建設業者の手持ち工事量の評価につ

きましては、国や他県の状況も踏まえながら研

究していきたいと考えております。総合評価落

札方式は、公共工事の品質確保の促進を図ると

ともに建設業者の育成にもつながりますので、

今後とも件数の拡大及び評価項目の充実に努め

てまいりたいと考えております。

次に、第三者機関の設置についてでありま

す。工事請負契約は、発注者と受注者とがそれ

ぞれ対等な立場で締結するものであります。こ

のため、工事条件の変更は県と工事請負者とが

協議して決定するとともに、県が請負者に損害

を及ぼした場合には必要な費用を負担すること

としております。また、工事の施工に支障が生

じないよう、請負者からの協議等に対しては、

原則として24時間以内に回答するワンデイレス

ポンスの取り組みも進めているところでありま

す。契約内容等について疑義や不服がある場合

には、管理課等に設置された建設業者相談窓口

で対応することとしているほか、契約に関して

紛争が生じた場合には、民間の有識者等で構成

する第三者機関の「宮崎県建設工事紛争審査

会」で解決を図ることが、工事請負契約約款に

明記されているところであります。

次に、検査体制の充実についてであります。

工事の検査につきましては、平成16年度に工事

成績評定要領を、環境森林部、農政水産部及び

県土整備部で同時に改訂し、工事成績採点の考

査項目を細分化するなど、より客観性の高い評

定が行われるよう見直しを行ったところであり

ます。また、３部の工事検査専門員による連絡

調整会議や、各部で開催する工事検査専門員会

議を通じまして、工事検査の的確性や共通認識

を深め情報共有を図るなど、工事の適正化とば

らつきのない厳格な評価を行い、検査技術の向

上に努めているところであります。なお、平

成20年度を目途に、公共工事の一層の品質確保

を図るため、工事検査部門の統合などにより体

制の充実強化を図ることとしております。

次に、測量設計の検査体制の拡充と委託業務

の最低制限価格の設定等についてであります。

測量設計の検査体制につきましては、委託業務

の成果品の品質が、その後に実施する工事の品

質に大きな影響を与えることから、今後とも、

複数の調査職員による監督や、照査要領により

ます成果品のチェックを厳正に行ってまいりた

いと考えております。委託業務に係る最低制限

価格の設定につきましては、適正な履行を図る

観点から、その設定の適否について、国や他県
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の事例等も参考にしながら検討していくことと

しております。

なお、測量、補償関係業務につきましては、

一般競争入札の試行を７月から実施し、10月か

ら本格実施することとしており、その入札参加

資格要件につきましては、同種業務の実績、配

置技術者の資格や経験を求めること等により、

品質確保を図りたいと思っております。以上で

ございます。〔降壇〕

〔登壇〕 お答え○警察本部長（吉田尚正君）

します。

空き家に対する防犯対策についてでありま

す。空き家等につきましては、少年のたまり

場、あるいは犯罪等に利用されるおそれがござ

いますので、日常のパトロールや巡回連絡など

の警察活動を通じまして実態把握に努めており

ます。今後とも、地域住民の方々や空き家等の

所有者・管理者の方々と十分に連携を図りなが

ら、管理体制の強化を働きかけるとともに、警

察官によるパトロールなどの街頭活動を強化い

たしまして、犯罪の未然防止に努めてまいりま

す。以上であります。〔降壇〕

今、執行部の方から答弁が○丸山裕次郎議員

ありましたが、やはり空き家につきましては、

市よりも町村、田舎に行けば行くほど多いとい

うのは数字で出ていまして、これは、少子高齢

化が進んでおりますので、さらにふえていると

いうふうに認識せざるを得ないというふうに私

は思っております。そこで、早目に実態調査を

やっていただきたいというふうに思っていま

す。市町村の空き家バンクを支援していきたい

というふうに地域生活部長が申されたんです

が、本当に空き家バンクができるのかどうか。

登録してくれれば、今度のお試し事業でできる

ということなんですが、なかなか厳しいのでは

ないかと。精神的には物すごくいいんですが、

具体性には欠けているような気がするんです。

実践方法としては、その登録の仕方とかはどう

いった形でやっていこうというふうに考えてい

るのか、地域生活部長にお伺いいたします。

空き家の登録○地域生活部長（丸山文民君）

制度でありますけれども、これにつきまして

は、一義的に市町村の方でやっていただくこと

を考えております。一番直近のところに市町村

がいるわけですから、一番詳しいと思っており

ます。やり方といたしましては、例えば地域内

の市民あるいは町民、村民に対して、「どこど

こに空き家はお持ちじゃないですか。空き家を

知りませんか」ということを市町村の方に一元

的に集めていただいて、その情報を県の方にい

ただくと。そういうことで、今度は県の情報サ

イトから発信をすると、そういうふうな方法を

考えております。そして、市町村等からの呼び

かけにつきましては、パンフレットあるいはリ

ーフレット等を作成して、住民の皆さんがより

興味を持っていただくような方法をとりたいと

考えているところであります。

しっかりとした呼びかけな○丸山裕次郎議員

り お試しだけであって、それで前に進まな―

ければ……。

知事がマニフェストで言われている、移住100

世帯というのがあったと思います。実は、私の

親戚なんですが、愛知県の方からことしの３月

に宮崎に移住してこられました。これは団塊の

世代なんですが、お父さんの介護のこともあっ

て帰ってこられたんです。空き家といいます

か、表現は好ましくはないかもしれませんけれ

ども、そこに帰ってきました。しかしながら、

帰ってくるに当たっても、確かに年金生活がメ

ーンだろうと思っておりますけれども……。お
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試し事業の中を見てみますと、サーフィンがで

きますよとか、趣味がいっぱい、ゴルフができ

ますよだけでは、私は全然だめだと思っていま

す。こっちに移住してきた後の職、仕事をある

程度しながら生きがいを持たないと、このお試

し事業といいますか、知事の言う移住政策には

つながっていかないというふうに思っておりま

す。移住後も含めた総合的な移住政策に関して

積極的に取り組むべきというふうに思っていま

すが、知事もマニフェストで100世帯移住させた

いということを言っておられますので、知事に

お考えをお伺いいたします。

お尋ねの件について○知事（東国原英夫君）

でありますが、御案内のとおり我が国は、本県

も含めて、これまで経験したことのないような

人口減少・少子高齢社会を迎えているわけでご

ざいます。地方への移住政策というのは、地方

の再生・活性化を図る観点から、国土政策上重

要な課題の一つとなっております。どの地域も

移住促進に非常に力を入れているわけでござい

ますが、本県におきましても、「新みやざき創

造計画」の重点施策として、「おもてなし日本

一移住促進」を掲げたところでございます。御

案内のように、100世帯というのが４年間の目標

でございます。今後、本県への移住をさらに進

めるためには、住宅や雇用の場の確保を初め、

医療・福祉の充実などの生活全般にわたる受け

入れ環境の整備が必要だと考えております。

蛇足ではありますが、私も本県にＵターンし

てきまして、友達等々、知人等々をこの時点で

もう５世帯誘致しております。移住を誘致して

おります。きょうもマンションのエレベーター

の中で、お一組の老夫婦が「東京から移住して

まいりました」と言っておられました。「県

か、あるいは市町村に一報をいただきました

か」と言ったら、「いや、一報はしておりませ

ん。我々勝手に決めました」と。ぜひ一報をお

願いします。それで１世帯とカウントされるわ

けでございます（笑声）。

中でも、御案内のように、雇用の場の確保に

つきましては、県内のＵターンやＩターン就職

を促進するために「ふるさと宮崎人材バンク」

の運営とか、新たに農業を始めようとする方が

就農に必要な知識・技術を習得できる「みやざ

き農業実践塾」の実施などに取り組んでいくと

ともに、「働く場づくり・ものづくり振興」の

観点から、企業誘致活動の推進や地場産業の振

興、農林水産業の活性化、観光振興、また、こ

れらの基盤である交通網や情報通信環境の整備

促進など、これまで以上に産業面にも重視した

底上げを図っていくわけでございます。さら

―に、暮らしの充実という面から医師の確保

移住者にとって医療体制というのは非常に重要

な要件だと思います。医療提供体制や地域福祉

の充実、もちろん防災や地域安全等々の推進も

含めて、総合的な施策の展開を図ってまいりた

いと考えております。以上です。

できれば、知事が言われる○丸山裕次郎議員

マンションではなく、私は過疎地域のほうに非

常に重点を置いていただきたいというふうに

思っております。といいますのは、私の周りに

は空き家がどんどんふえておりまして、あと10

年先には集落すらなくなる地域も出てくるので

はないかというふうに思っております。非常に

心配しておりますので……。しかしながら、集

落営農という形で今、取り組みをさせていただ

いておりますので、また、集落営農をします

と、機械を持っている方のちょっとした手伝い

とか、いろんな手伝いができる仕事もあるし、

いろんな地域交流がないと、ただ帰ってきて
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も、周りとの接触がなければ、どんどん病気と

いいますか、ひきこもりといいますか、そうい

う形になってしまいがちだというふうに聞いて

おります。シルバー人材センターで働いている

方々は老人医療費は半分で済んでいるとかいう

形で、やっぱりしっかりと仕事をフォローして

いくことが重要だというふうに認識しておりま

すので、そういった意味でしっかりと移住政策

をやっていただきたいというふうに思います。

次に、県土整備部長にお伺いしますが、先ほ

ど第三者機関を設けるべきではないかという話

の中に、現在でも不服審査会に申し立てている

ということでありますけれども、発注者側はそ

うでしょうが、請負者側はなかなかそこまで

持っていきづらいというのが現状ではないのか

なというふうに思っております。でありますの

で、もし数値がわかればなんですが、この審査

会に、平成17年、18年何件申し立てがあったの

かお伺いしたいというふうに思います。

最近の実績で○県土整備部長（野口宏一君）

ございますけれども、平成17年に１件あったき

りでございます。そういうことで、御指摘のと

おり非常に使いづらいかもしれません。先ほど

も答弁で申し上げましたけれども、事務所に相

談しにくければ、本庁の方に相談していただい

ても結構でございますので、できるだけ対応を

させていただくような形にさせていただきたい

と思っております。

知事、今１件ということで○丸山裕次郎議員

あります。非常に相談しにくいということであ

ります。第三者機関を設置しないと、建設産業

の方々は苦労するだけであって、恐らく廃業も

しくは倒産に追い込まれてしまうと思っていま

す。今の状態は、仕事をとっても地獄、とらな

くても地獄という形で、いつやめようか、逃げ

てしまおうかというような方が多いのでありま

す。実際、残念ながら、私の友人も今、連絡が

とれない状況になっております。これ以上、建

設関係の方々が苦しめば、知事が言う県民総力

戦ということはないというふうに思っておりま

す。

近年、「大学」という古典を勉強している中

にこの文がありましたので、少し読ませていた

だきます。「徳は本なり。財は末なり。本を外
もと すえ

にし末を内にすれば、民を争わしめて奪うこと

を施く。是の故に財聚れば則ち民散ず。財散ず
し あつま

れば則ち民聚る。」、これは、要するに「徳が

本で財は末である。本である徳をおろそかにし

て、末である財を重んずれば民を争わせてしま

と、それを施してしまう」ということでありま

す。実際それを今、県の方は行っているのでは

ないかと。また、税を厳しく取り立てれば、そ

の国からは民が逃げてしまう。逆に、しっかり

としたことをやると民が来てくれるということ

であります。今の宮崎県の状況は、ただ県が厳

しくしていて、県民に対して、特に建設産業に

対しては何もしてくれないのが現状だというふ

うに思っておりますので、しっかりとしたサポ

ートも含めてお願い申し上げまして、質問を終

わります。（拍手）

ここで、10分間の休憩をいた○坂口博美議長

します。

午後３時９分休憩

午後３時19分開議

休憩前に引き続き会議を開き○坂口博美議長

ます。

次は、８番山下博三議員。

〔登壇〕（拍手） それでは、○山下博三議員

通告に従いまして順次質問に入らせていただき
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ます。

その前に、私は都城市議会議員２期５年の経

験のもと、ことしの４月の統一地方選挙におき

まして、都城市選挙区のたくさんの皆様方と出

会い、そして温かい御支援をいただき、無事当

選を果たすことができました。改めて、この壇

上に立ち責任の重大さを感じているところであ

ります。諸先輩議員各位、そして同期の皆さ

ん、また、東国原知事を初めとする執行部の皆

さん方、御指導、御鞭撻のほどよろしくお願い

を申し上げたいと存じます。

今回の選挙戦の中で、昨年秋の県政の不祥事

を受けまして、東国原知事の「宮崎をどげんか

せんといかん」という熱い気持ちと同じよう

に、「宮崎県を、あるいは都城地域を、そして

農林業を何とか元気にしてほしい」、さらには

「息子の働く場所をつくってほしい」「介護福

祉を充実してほしい」などの多くの声が寄せら

れ、宮崎の改革、再生が求められた選挙でもあ

りました。県議会のあり方についても、市民の

皆さん方から厳しく問われたところでもありま

した。

私自身は、高校卒業後、農業に従事してまい

りましたが、農業をめぐる動きも、今日までに

大きな変化を遂げてまいりました。国際貿易の

伸展する中、農林水産業の第１次産業のみが他

産業の発展から取り残されているような気持ち

に陥るときもあります。しかし、人間が生きて

いくために必要な食料を供給する産業は、これ

からも持続的に発展していかなければならない

ことは、だれしもが認めるところであると思い

ます。私は、農業を何とか元気にしたいという

熱い思いを中心に訴えてきたところでもありま

す。ここに、気持ちを新たにして頑張ってまい

りますので、皆様方の御理解と御協力をよろし

くお願いいたします。

それでは、初めての登壇でありますので、今

日多くの県民が抱えている不安、そして私の思

う諸課題等を訴えながら質問に入らせていただ

きます。

まず、「新みやざき創造計画」についてお尋

ねをいたします。

県は、東国原知事のマニフェストをもとにし

た、新たな総合計画であります新みやざき創造

計画を策定されました。この計画は、知事の任

期期間である４カ年の県政運営の基本的な考え

方や重点施策の内容を盛り込んだ新しい総合計

画であります。今回の県民総力戦で進める新み

やざき創造計画の実現に向けては、まさに115万

県民の全員の協力が必要であると思っておりま

す。この新みやざき創造計画を進めていく上

で、県民に期待されることは何なのか、また職

員に何を期待されるのか、知事にお伺いをいた

します。

次に、企業誘致について、商工観光労働部長

に３点ほどお伺いをいたします。

まず、第１点目でありますが、企業誘致は、

全国はもとより県内各地域とも、地域の将来を

かけて必死で取り組んでおられるところであり

ます。しかしながら、新たな企業誘致が新たな

地域格差を発生しても、均衡ある県土の発展に

とっては問題だと思うのであります。ついて

は、県内への企業誘致に当たっては、どのよう

な企業を、どのような地域に配置しようと考え

ておられるのか、お伺いをいたします。

第２点目は、今回新たに引き上げられた大規

模立地企業への企業立地促進補助金が、九州で

もトップであることは、企業の県内進出への意

欲や動機を高める効果は大きいと考えられま

す。そこで、この大型企業はどのような企業を
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考えておられるのかお伺いをいたします。

第３点目として、企業誘致に向けては、これ

までにも県内それぞれの地域で取り組まれてき

ております。企業も、進出するに当たっては、

大規模な土地を必要とする製造業、あるいは労

働力を必要とするもの、ＩＴ等のソフト企業等

いろいろあると思うんですが、宮崎県の基幹産

業である農林水産業を活性化あるいは元気づけ

る関連企業の誘致も、一方では重要であると考

えているところでもあります。そこで、今回の

企業立地促進補助金の見直しの中で、農林水産

業の基幹産業と連携した企業への補助金の充実

強化をされたのか、あるいはこの見直しのポイ

ントはどこに置かれたのか、お伺いをいたしま

す。

次に、福祉政策について福祉保健部長にお伺

いをいたします。

平成12年にスタートしました介護保険も８年

目を迎え、県内の介護支援施設も順次充実して

きていると私は感じております。しかし、毎年

高齢者が急速に増加している一方で、施設の不

足が地域で生じているのではと危惧いたしてお

るところであります。また、市町村にとって

は、財政難の中で介護保険への負担の増大が大

きな問題となってきております。したがって、

財政改革が進められる中では在宅介護が叫ばれ

るのも納得できるものであります。そこで、現

在、県内における要介護認定者数、介護給付費

及び県費負担金の推移をお伺いいたします。

また、要介護認定４から５の認定者数、この

方が何名ほどおられるのか。そして、この認定

者の中で在宅介護を受けておられる方が何人お

られるのか、お伺いいたします。

次に、農政問題についてお伺いをいたしま

す。

宮崎県は、温暖多照な気候条件を生かしてさ

まざまな農畜産物が生産され、現在では農業産

出額が全国第６位で、我が国の食料供給基地と

して重要な役割を担っております。しかし一方

では、大消費地から遠いというハンディキャッ

プもあります。そこで、知事にお尋ねいたしま

す。本県農業の将来像をどのように認識されて

おるのか。特に、「攻めの農政」、あるいは地

域の特性を生かした「みやざきブランド」の確

立に向けて、将来、例えば10年先を見通したと

きに何が重要と思われるのか、お伺いをいたし

ます。

次に、ＥＰＡ対策について農政水産部長にお

伺いをいたします。経済のグローバル化の進展

に伴って、農産物輸入関税の撤廃の動きが活発

化し、予断を許さない状況にあります。もし、

米や肉・牛乳等の畜産物の関税が撤廃される

と、本県はもとより、我が国農業を崩壊させる

ものであり、地域経済に大きな影響を与えるも

のであります。本県では、オーストラリアとの

ＥＰＡ交渉で輸入関税が撤廃されたときの悪影

響が、肉用牛、乳用牛などの産出額で約687億

円、現在の本県農業産出額の約20％になるもの

と思われます。また、関連する他産業への影響

を含めますと約1,000億円もの損失が出ると予想

されております。そこで、このようなグローバ

ルな動きに対してどのような認識をされておる

のか、お伺いをいたします。また、その対策に

ついてもお伺いをいたします。

以上で壇上からの質問を終わります。（拍

手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいた○知事（東国原英夫君）

します。

総合計画を推進する上で、県民や職員に期待

することについてであります。私は、無から有
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を生み出す、これまで価値がないとされてきた

ものに価値を見出すというアイデア、例えば県

庁舎や公舎自体を観光資源にする、そういった

発想の転換をし創造することこそが、この厳し

い自治体間競争を勝ち抜く時代に最も必要なこ

とであると考えております。それをもって、こ

のたび「新みやざき創造計画」を策定させてい

ただきました。地方の再生や活性化に関する議

論の中で、お決まりのように、個性を生かし

た、自主自立の地域づくりの必要性が語られて

おりますが、真に独創的で価値あるものを生み

出すことは、実は大変困難なことであると考え

ております。私は、その真の創造にチャレンジ

していきたいと考えております。私淑する故岩

切章太郎翁の「心配するな工夫せよ」、この言

葉を胸に、宮崎をどげんかせんないかん、そう

考えているわけでございます。

しかしながら、私一人ではどげんもできん。

私は従来の発想を変えて、県民、県職員、県議

会、まさに総力戦で新しい宮崎の創造に取り組

もうと主張させてもらっております。県民の皆

さん一人一人が県政に積極的に参画し、要求

し、知恵を出し、汗を流し、協働参画で県民総

力戦で施策に従事していただきたい、そのよう

に考えております。県職員の皆様も、「これは

できん」から「できるかもしらん。どうしたら

できるだろうか」という可能性を追求する柔軟

な発想と明確なコスト意識を持っていただき、

従来の固定観念や部局の枠を超えて、私と一緒

に創造にチャレンジしていただきたい、かよう

に考えております。

続きまして、農業振興上最も重要な課題につ

いてであります。本県ではこれまで、温暖な気

候や豊かな自然を最大限に活用した農業の展開

により、全国に野菜や畜産物を供給する食料供

給県として発展してきておりまして、平成17年

度の農業産出額は全国第６位の3,206億円となっ

ております。しかしながら、農業分野において

も高齢化や担い手不足が進行しておりまして、

今後10年間を見通したとき、最も重要な問題

は、この農業生産を支える担い手、その育成と

保護だと、そして確保だと考えております。こ

のため、認定農業者や農業法人、集落営農等の

地域農業の核となる意欲ある担い手を育成確保

し、これら担い手を中心に、低コストで消費者

のニーズを踏まえた、安全で質の高い農産物の

生産体制を構築するとともに、安定的に消費者

に届けられる産地を目指して、施策を推進して

いかなければならないと考えております。〔降

壇〕

〔登壇〕 お答○福祉保健部長（宮本 尊君）

えします。

介護保険の要介護認定者数等についてであり

ます。要介護認定を受けた方は、要支援の方も

含めまして、平成19年４月末で約４万5,000人、

介護給付費は平成19年度当初予算で約722億円

と、制度がスタートしました平成12年度に比べ

まして、いずれも約1.6倍の増加となっておりま

す。また、この介護給付費に対する県費の負担

金でありますが、これも年々増加しておりまし

て、平成19年度当初予算は約109億円と、平成12

年度に比べまして２倍近くとなっております。

要介護４ないし５の認定者数につきましては、

平成19年４月末で約１万500人でありますが、こ

のうち在宅で介護を受けておられる方は約4,200

人と見込まれます。以上でございます。〔降

壇〕

〔登壇〕○商工観光労働部長（高山幹男君）

お答えいたします。

まず、企業誘致における業種と地域について
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であります。企業誘致の対象業種としまして

は、今後成長が見込める業種を中心に誘致活動

を進めることとしておりまして、具体的には、

半導体・デバイス産業、自動車産業、コールセ

ンターを初めとする情報サービス産業のほか、

太陽電池等の新エネルギー、バイオ、食品製造

業、さらには医療関連企業などを考えておりま

す。

また、県全体の産業振興を図る上では、県内

各地に企業立地が進むことが有効であります

が、地方への立地を検討している企業におきま

しては、道路や港などのインフラ整備の状況、

労働力の供給体制、電力や工業用水、自治体の

優遇制度など、さまざまな観点から検討しまし

て立地を決定している状況にございます。この

ため県では、地域における市町村間の広域連携

を図りながら、地域の特性を生かした企業誘致

活動を行うため、昨年、県内５地区に企業立地

促進協議会を立ち上げたところでございます。

今後は、協議会を活用しながら、企業立地の推

進が図られるよう努力してまいりたいというふ

うに考えております。

次に、大型投資案件の企業誘致についてであ

ります。企業立地促進補助金の最高限度額50億

円の対象となりますのは、新たに県内から500人

を超える常用雇用を行い、あわせて1,000億円を

超える投資を行う企業でございます。対象とな

る業種につきましては、半導体・デバイス産

業、自動車産業、太陽電池等の新エネルギー関

連製造業などの成長産業が考えられるところで

ございます。

最後に、企業立地促進補助金の見直しのポイ

ントについてでございます。今回の見直しは、

企業誘致の自治体間競争が激しさを増す中、各

自治体の優遇制度が多様化・高額化している状

況を踏まえて行ったものであります。中でも企

業立地に関する補助金は、企業誘致の際の大き

なインセンティブの一つでありますが、年々高

額化しておりまして、本県のこれまでの補助金

の最高限度額は５億円ということで、九州で最

も少ない額でありましたので、情報サービス産

業の場合８億円に、製造業の場合、九州最高額

となる50億円に増額することとしたところであ

ります。

御質問にございました、農林水産業と連携し

た食品関係製造業等の誘致につきましても、本

県の基幹産業であります農林水産業の振興に

とっても大いに有効でありますので、引き続き

積極的に取り組んでまいりたいというふうに考

えております。以上でございます。〔降壇〕

〔登壇〕 お答○農政水産部長（後藤仁俊君）

えいたします。

日豪ＥＰＡ交渉により影響を受ける乳製品及

び牛肉についての認識、その対策についてであ

ります。交渉の結果といたしまして、乳製品・

牛肉などの重要品目の関税が撤廃されました場

合、宮崎の畜産のみならず、日本の農業・畜産

が受ける打撃は極めて大きく、関連産業や地域

全体にも影響が及ぶものと考えております。こ

のような認識のもと、５月11日にはＪＡグルー

プ宮崎等との共催で、広く県民が参加し、行動

に移すための「日豪ＥＰＡ交渉対策緊急宮崎県

民大会」を開催いたしたところであります。県

といたしましては、引き続き国に対し、交渉に

当たって重要品目を関税撤廃の対象から除外す

るなどの適切な対応を強く要望しているところ

でございます。

また、国際化の中で、危機意識を持ち、長期

計画に基づいた畜産農家の競争力強化のための

生産基盤づくりや、消費者に対し国産品の魅力
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を伝えるための質の高い安全・安心な畜産物供

給に積極的に取り組み、畜産主産地としての地

位を堅持してまいりたいと存じます。以上でご

ざいます。〔降壇〕

それぞれ御答弁ありがとうご○山下博三議員

ざいました。

ここでもう一回、また知事にお伺いしたいと

思うんです。まず、知事さんが就任されてもう

５カ月になられただろうと思うんですが、宮崎

のセールスマンとして連日、不眠不休で頑張っ

ていただいておりますこと、これはテレビ報道

でかなり、県民、そして全国の皆さん方が大変

興味を持ちながら、宮崎県というのが本当に全

国に知れ渡ったと、そのことで大変私どもも感

謝を申し上げているところであります。知事が

全国駆けずり回りながら宮崎産の 農産物が―

主体なんですが ＰＲをしていただいている―

中で、特にマンゴーや完熟キンカン、地頭鶏、

ブランド品というのは特に人気が高まりますと

ともに、価格でも大変いい条件で取引がなされ

ておると。そのような影響の中で大変農家も喜

んでおられるところでありますが、これまで知

事がトップセールスをされる中で、みやざきブ

ランドを、これ以上、またこれを下回らないよ

うなブランド品として拡大させていくために

は、生産者、そして産地にどういうことが必要

だと感じておられるか、お伺いをしたいと思い

ます。

お答えいたします。○知事（東国原英夫君）

就任して約５カ月弱なんですが、これまで、

東京大田市場、あるいは大阪・福岡市場、その

他もろもろの市場、あるいは消費者等に接して

きまして思うことは、宮崎の物産、産品、ある

いはブランドものは非常に力強い、そして安全

・安心だということでございます。ただ、とも

すると安全・安心さが確保されたり担保されな

い部分もございます。例えば大阪市場で切り干

し大根というものに対してのクレームがつきま

した。それは、天日干しのせいか、天日のとき

にごみが入るらしいです。それで調査しまし

た。そしたらやはり、はけだったり髪の毛だっ

たり、ピンとかブラシなど、そういったものが

発見されました。天日干しということの証左で

はないかと思っているんですが。そういったも

のが安全とか安心というものを非常に損なう要

因になるかと思います。そういったものには、

生産者に対して非常に注意していただきたいと

思っております。

あとは生産量の問題ですが、ある一定の量を

定期的に確保するということを、東京市場、大

阪市場、大都市の市場は要求しておられまし

た。今後は、ＰＲ力も含めて、新たなブランド

力の拡大に向けても尽力していかなければいけ

ないなと。同時に、今あるものを質を落とさな

いで量産する、拡大生産に持っていくことが生

産者に要求されていることではないかと考えて

おります。以上です。

今、大変いいアドバイスをい○山下博三議員

ただいたんですけれども、そのことを生産者も

しくは産地のほうにフィードバックしていただ

きまして、情報を適切に伝えていただきながら

農家産地はそれぞれ安全・安心というのを―

大きな責任と義務として今やっているわけです

から その情報をもとに信用ある産物づくり―

に励んでいただきたいと、そのように思ってお

ります。

それから、連日、知事の部屋の方に宮崎県産

の農産物が届いておるだろうと思うんですが、

その中でいろんなものを御賞味いただいておる

だろうと思うんです。その中で農家の皆さん方
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は、それぞれ売っていただきたい、東国原知事

のアンテナの中で拡大をしていただきたいとい

う思いの中で、それぞれ知事室に伺って、期待

を中に込められておるだろうと思うんですが、

知事が今から本当に売り出したいもの、そのこ

とを、お考えがあればお答えいただきたいと思

うんです。

そういうことはテレ○知事（東国原英夫君）

ビの前で言った方が効果的じゃないかなと思う

んですけれども……。

お答えいたします。

地鶏、マンゴーと来ました。もちろん宮崎牛

であったり豚で、畜産王国ということは打ち出

させていただいております。野菜も、キュウ

リ、ピーマン等々も安定した供給量、生産高を

誇っております。私は今後、宮崎としての付加

価値がつくものであれば、意外性のあるもの、

例えば最近、海産物等に目をつけておるわけで

ございます。昨今、ニュースでありました、

「中国産のウナギ等が高くなった。県内生産に

かかる期待が大きい」ということでございまし

て、宮崎は全国でも３位の生産高でございま

す。鹿児島と宮崎を合わせて県内生産量の６割
※

を占めているウナギ、あるいはその他のサバ、

アジ、そして金鱧、みやざきブランド品です

ね。あるいはマグロ、カツオ等の海産物も宮崎

は優秀である、おいしいんであると、安全・安

心であるということを広くこれからＰＲしてま

いりたいと考えております。

ありがとうございます。人気○山下博三議員

の高いうちにどんどん売りさばいていただくと

ありがたいと思っております。よろしくお願い

いたします。

次に、総合政策本部長にお伺いをいたしてま

いります。今回策定されました新みやざき創造

計画の中にあります「新みやざき創造戦略」の

一つについて、私が考えておりますことの可能

性についてお尋ねをいたしたいと思います。そ

れは、「おもてなし日本一観光推進」について

でありますが、この戦略を進めるのには、観光

資源の掘り起こし、磨き上げの推進はもちろん

でありますが、ごみのないきれいな郷土宮崎で

お迎えすることが重要であると思っておりま

す。特に道路等に落ちているごみは、訪れる人

に不快な印象を与えるばかりでなく、地球環境

にとっても悪い影響を与えるものであります。

そこで、県民一丸となって、環境保全の戦略に

もあります、ごみを捨てない・出さない、分別

・リサイクルの推進に合わせて、道路などに落

ちているごみを積極的に拾う運動を展開しては

どうかということを考えているのであります。

この場合、ごみを家庭まで持ち帰り、家庭で分

別処分をするということが望ましいんですが、

これでは必ずしも県民の理解が得られないの

で、拾ったごみを集積する場所を公的に設ける

か、あるいは他の協力、例えばコンビニエンス

ストア等の協力を得ながら進めることはできな

いのかという思いであります。ただし、一般家

庭からのごみの持ち込みが懸念されますので、

これらと区分するシステムを設けることが必要

であるということはもちろんなんですが、この

ような取り組みの可能性についてどのように思

われるのか、お伺いしたいと思います。

ごみを拾う○総合政策本部長（村社秀継君）

運動についてでございますけれども、新みやざ

き創造計画におきましては、新しい宮崎の実現

は県民一人一人の努力によってなし遂げられる

ものであるとの考え方から、県づくりの基本姿

勢として、先ほどお話がありましたように「県

民総力戦」を明記いたしております。具体的に

※ 80ページに訂正発言あり
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は、県民に期待する事柄の例としまして、「環

境保全活動への積極的な取組みにより、自然と

共生した環境にやさしい社会づくりを進める」

ことなどを挙げております。また、新みやざき

創造計画の重点施策におきましては、省エネル

ギー、ごみを捨てない・出さない、きれいな川

づくり等の「地球にやさしい３つの行動」の全

県的展開の推進を掲げ、県民参加による環境美

化運動の実施等に取り組んでいくことといたし

ております。御提言にありましたように、ごみ

を拾う運動につきましては、県民総力戦による

環境保全の取り組みの一環として、さらには、

おもてなしの具体的な行動の一つとして推進し

てまいりたいと考えております。

ありがとうございました。○山下博三議員

県民運動、そういう形で今回、新たな政策を

打ち出していただいておるんですが、過去、私

どもは松形県政の中で「新ひむかづくり運動」

というのをやってまいりました。「なんでも挑

戦・みんなが参加」でしたか。そして、これは

５年、10年というスパンの中でさまざまな末端

への政策があり、そして県民で大きな運動とし

て取り組んできたところであります。また、安

藤県政、途中ではあったんですが、「元気みや

ざき県民運動」という形で提唱され、これをそ

れぞれの県政の中で取り組んでこられたんです

が、これは東国原知事の示される４年間でのマ

ニフェストの中でのそういう対応でありますか

ら。私は、先ほどもお伺いいたしましたよう

に、県民、そして県の職員、この人たちが本当

に観光客をおもてなしするのに、それぞれ意識

改革をやりながら、できることをやっていかな

ければならない、それが基本的なこの政策の進

め方であろうと、そのように思っております。

その中で一つの提案をしたところでありますか

ら、ぜひともまた前向きに御検討いただきなが

ら、そこに行き着く運動を展開していただくと

ありがたいと思っております。

続きまして、商工観光労働部長にお伺いをい

たしてまいりますが、先ほど議員の方から、午

前、午後、それぞれ企業誘致についてはお伺い

がありました。今回の選挙戦、そしてまた市議

会を通じました今までの活動の中で、本当に都

市と地域との格差というのが開いてきているん

です。その中で、高齢化問題、そして担い手が

いない、そういう地域からの本当に悲痛な声が

たくさん聞こえてくるわけですが、これに対し

ては、介護、高齢化を支えていくのも、若い人

たちが本当に地域に定着してくれないことには

支えられないんです。行政が抱えようとしたっ

て、これは無理難題であります。そのことに対

しましては、もう待ったなしで企業誘致を進め

ていかなければならないと、そういう思いであ

ります。

そのような中で、きょうも何人か、そういう

大勢の中でお聞きいただいておるわけです。私

はこのことに対して 一極集中ではなくて、―

県内各地、それぞれ市町村も、企業誘致に対し

てはかなりな努力をされておるところでありま

すが もう一回、商工観光労働部長にお伺い―

をいたします。バランスのある企業の誘致のあ

り方、そのことに対して、地域のことを本当に

考えていただきながら、一極集中にならないよ

うな考え方を、再度ここでお聞きいたしたいと

思います。

先ほども○商工観光労働部長（高山幹男君）

ちょっと御答弁申し上げましたけれども、県全

体の振興を考えるという観点から言いますと、

県内各地にいろんな企業が立地するということ

が非常に大事でございます。その観点もござい

平成19年６月13日(水)
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まして、各地域地域でそれぞれまとまって努力

していくということが非常に有効であろうとい

うことで、昨年、企業立地促進協議会を立ち上

げたところであります。そういったものでお互

いに情報交換しながら、一緒になって努力して

まいりたいと思いますので、今後ともよろしく

お願いしたいと存じます。以上であります。

ずっと答弁をいただきたかっ○山下博三議員

たんですが、何分にも時間がありませんので、

今、御答弁いただきましたように、ぜひとも各

市町村、地域の意見を聞きながら、バランスを

とった誘致に御努力をお願いしたいと、そのよ

うにお願いを申し上げておきたいと存じます。

続きまして、福祉保健部長にお尋ねをいたし

ます。先ほど介護者の、いわゆる要介護の数に

ついてもお聞きをさせていただきました。そし

て、介護保険料が700億円を超える莫大なお金が

使われているということでの報告でありまし

た。なおかつ県の財政の中でも100億円を超える

介護のお金がかかっているということなんで

す。先ほど、在宅介護者の人数というのは理解

をいたしたところなんですが、どんどん要介護

４・５の人たちがふえてきている中で、今それ

ぞれ財政難の中で行政指導もあろうと思うんで

すが、施設入所に比べまして、在宅介護を推進

するということは、保険の給付金が抑えられる

効果があるんです。また一方で、在宅介護に携

わる人たち、御家族の精神的、肉体的な苦労と

いうのははかり知れないものがあるんです。し

たがって、在宅介護者へのねぎらい手当のよう

な支援が県として考えられないのか、お伺いを

したいと思います。

在宅介護者へ○福祉保健部長（宮本 尊君）

の手当につきましては、介護保険制度創設時に

国において議論がなされたところでございま

す。しかしながら、介護者の負担の軽減に結び

つかないなどという理由によりまして、制度と

しての導入が見送られたところであります。し

かしながら、介護保険制度の中の任意事業の中

で、市町村がそれぞれの実情に応じて家族手当

を支給するということは可能でありまして、本

県においても15の市町村で、一定の条件を満た

す方を対象に支給がされております。県といた

しましては、これらの事業への一部負担を行っ

ているところでありまして、今後とも、市町村

の介護保険事業が適正かつ円滑に運営されるよ

うに支援をしてまいりたいと思います。

ありがとうございます。○山下博三議員

実は、我が家もおふくろが要介護４でありま

して、88歳です。おやじが90歳なんです。家族

みんなで介護をやっているんですが、今、本当

にありがたい介護支援があるんですよね。在宅

介護でも、バリアフリーにしていただいたり、

動けなくなったらリフトもつけていただいた

り、大変感謝をいたしておるんですが、やはり

精神的、肉体的に、これには本当に大変な苦労

があります。その中で、見る立場の責任と義務

というのをお願いしていこうと思えば、何かし

らの手だても必要だなと、そのことも本当に痛

切に感じている次第であります。4,200戸ぐらい

だったですか、そういう人たちが在宅介護をさ

れておるということでありますから、県ができ

ないとすれば、市町村と連携していろんな形

で、今からふえるであろう在宅介護の支援策を

御検討いただきながら進めていただきますよう

に、これは要望をさせていただきたいと存じま

す。

次に、農政水産部長にお伺いをしてまいりた

いと存じます。今、農業の中で、知事が大変ア

ンテナを張っていただきまして、ありがたい立
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場になっている農業の分野。されど、さまざま

な制約の中で、農業が本当に厳しい環境にある

分野があるんです。それは酪農家の状況なんで

す。この打開、何とか解決するべく、生産者を

挙げてここ数年、消費拡大もひっくるめて、大

変な危機を突破するべく取り組みをしてきてお

るところなんですが、今の酪農家の現状と課題

ということについてちょっと述べさせていただ

きたいと思うんです。県内の酪農家が10年前

は683戸あったんです。６月上旬現在が409戸、

何と274戸、10カ年の間に減少しているんです。

特に高齢化している人たち、そして担い手が廃

業することに、本当に厳しい環境の中で、さら

に拍車がかかってくるような感じがするんで

す。さきの10年間というのは２～３％ぐらいの

減少率なんです。しかし、昨年の４月からこと

しの６月までの１年２カ月で、約１割になりま

す41戸の酪農家が廃業されているんです。そう

いう実態があるんですが、そのことに対しての

部長の認識を、どうとらえておられるのかお伺

いしたいと思います。

酪農経営につ○農政水産部長（後藤仁俊君）

きましては、牛乳の消費低迷、これに伴う計画

減産といった問題、さらには配合飼料の価格高

騰に伴います生産コストの増大というようなこ

とが大変厳しい状況としてあるのだろうという

ふうに認識いたしております。県といたしまし

ては、酪農家が安心して牛乳生産ができるよう

に、牛乳の消費拡大を図ることや、その消費に

見合う供給体制を確立するということが最大の

課題ではないかというふうに考えております。

以上でございます。

認識をされておるようなんで○山下博三議員

すが、本当に環境が厳しくなったんですね。酪

農家は、安全・安心なものを要求されながら、

コストをかけて、いい牛乳、いい乳を搾ろうと

いう努力をしてまいりました。本当に農家の責

任ではないと思うんです。社会的な要素の中で

飲用向けの消費が下がったり、そしてえさが上

がったり、今本当に、地域を支えている農業後

継者、そして規模拡大をした農業後継者、夢ま

でそがれて、どうしようもないような環境に

なっているんです。その中で酪農家というの

は、一番地域の中で 土地利用型農業であり―

ますから、例えば30頭の成牛がおりますと、10

町ぐらいの農地を耕して飼料をつくっておるの

が今の現状なんです 先進的な農業をやって―

きておりますから、地域のリーダーであります

し、地域の集落を支える一つの経営体であるの

が酪農家なんです。恐らく現状に至りまして

は、またことしのうちにかなりの人たちが経営

を去っていくだろうと、そういうことが懸念を

されているんです。

知事にちょっとまた御質問をしたいと思うん

ですが、知事、一昨日でしたか、酪農青年女性

部の皆さん方が知事に、本当に思いを込めて、

「父の日」牛乳のプレゼントという形で、忙し

い時間をとっていただいておじゃましただろう

と思うんですが、牛乳はお好きですか。そして

飲まれて、思いというのがどのように伝わった

のかお伺いしたいと思います。

はい、いただきまし○知事（東国原英夫君）

た。この数カ月でかなり酪農家の方たちに、陳

情ですか、要望ですか、要請に来ていただいて

おります。現状としては、やはり消費活動が低

迷した、みんな牛乳を飲まなくなった。乳製

品、チーズとかそういったものは維持あるいは

増加しているらしいんですが、飲乳をしなく

なったということが経営基盤を圧迫している最

大の要因かなと思っております。私も、小さい
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ことではありますが、毎日、牛乳をコップ３分

の２ほど、毎日お昼時間に出てきますので飲ん

でおります。私のうちは４人で住んでおります

が、１日で１パック飲むことを目標にしており

ます。小さなことですが、その小さなことが積

み重なって、酪農家を支える原資となることだ

と考えております。

ありがとうございます。○山下博三議員

今、必死で生産者団体は、東国原知事のイラ

スト入りのバスまで走らせたり、パックも、宮

崎産牛乳を消費しましょう、売っていきましょ

うという形で、東国原知事のイラストを、許可

をもらいながら、全国に展開して売っていこう

と。それしか生き残れないんです。そのことに

今、思いを込めて頑張っておりますから、また

御支援をいただきますようにお願いを申し上げ

たいと存じます。

それから、大変酪農家の現状は厳しいわけな

んですが、手取り乳価も去年からしてキロ10円

から下がっているんです。そして配合飼料等も

値上がりしてきましたし、石油の代替エネルギ

ーでありますトウモロコシまで車が食う時代に

なってきたと。そのことで大変農家の経営コス

トが上がっている状況なんです。農政水産部長

にお伺いしたいと思うんですが、いわゆるコス

トを引き下げていくためには、国も指針で示し

ているんですが、100％の自給飼料体制をつくっ

ていこうと。外国から配合飼料のみならず粗飼

料まで輸入しているのが今の畜産経営なんで

す。多頭化の中でですね。それを何とかコスト

を引き下げていくためには、自給飼料をつくっ

ていこうという体制であるんですが、それに対

する対策等をお伺いしたいと思います。

自給粗飼料に○農政水産部長（後藤仁俊君）

つきましては、全県的な取り組みの展開により

まして、増産確保にこれまで努めてきたところ

でございます。このような中で、御指摘のとお

り、近年の配合飼料の価格高騰、これは酪農経

営に大きな影響を与えるものと考えておりまし

て、今後さらに自給粗飼料の増産体制の確立が

重要であるというふうに考えております。この

ため県といたしましては、自給飼料の低コスト

生産を推進いたしますため、飼料作物機械の導

入助成、あるいは耕畜連携水田活用対策等によ

りまして、飼料作物の生産拡大を支援いたして

おります。今後も配合飼料価格の高値安定が予

想されますので、地域の自給粗飼料の生産供給

を担う、いわゆるコントラクター組織の支援等

も行いまして、自給粗飼料の安定確保に努めて

まいりたいというふうに考えております。

ありがとうございました。○山下博三議員

こういう自給飼料をつくったり、その対応の

中で、もう一つ、酪農家の所得安定。そして酪

農を廃業される場合に、畜産基地でありますか

ら、何とか和牛経営の方に移行させられない

か、これが我々経済団体、農家からの要望もい

ろいろ出ているわけなんですが、そういう希望

する農家に、培ってきた技術を生かすことも大

事だろうと思っております。そのために、今県

が取り組んでおります受精卵、この事業を取り

入れていくことが一番の所得安定そのものにつ

ながっていくだろうと思うんですが、さらにこ

れを充実させていこうという対応がなされてお

るのかどうか、お伺いしたいと思います。

和牛受精卵に○農政水産部長（後藤仁俊君）

つきましては、県内では畜産試験場を初め地域

採卵協議会で採卵されまして、県内の酪農家や

和牛繁殖農家等で移植しまして、子牛の生産に

広く活用されております。今御指摘のございま

したように、特に酪農家につきましては、初妊
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牛での難産防止、所得確保の面から近年、非常

に利用が高まっておるということで、畜産試験

場から供給されています和牛受精卵の約８割が

酪農家で利用されております。今後とも酪農家

からの利用が高まることが考えられますので、

これまでの対策の着実な実施に加えまして、本

議会に補正予算としてお願いいたしております

酪農経営活性化事業によりまして、畜産公社も

活用しながら、酪農家向けの和牛受精卵の供給

体制の充実を図ってまいりたいと考えておりま

す。

ありがとうございます。ぜひ○山下博三議員

酪農家団体・組織等のニーズにこたえられるよ

うに、県の方でも努力していただきたいと、そ

のように思っております。

それから、消費拡大の件に、もうちょっと入

らせていただきたいと思うんですが、今、学校

給食、年間190日あるだろうと思うんです。この

中で、200㏄の牛乳が利用されておるところであ

りますが、他県（鹿児島県）において250～300

㏄の牛乳を提供されているんです。いわゆる消

費拡大、200㏄ではなくて。特に中学生以上に

なってきますと体力も出てきますから、できま

すれば学校給食の中で250～300㏄の容器変換、

そういう消費拡大は取り組めないか、検討され

ておられないか、お伺いしたいと思います。

小学生、中学○農政水産部長（後藤仁俊君）

生の昼食用の牛乳、いわゆる学乳につきまして

は、児童生徒の体位・体力の向上、それから牛

乳の消費拡大に大きく貢献しているというふう

に考えております。県といたしましては、県産

牛乳飲用定着化事業によりまして、牧場や牛乳

工場での触れ合い体験、それから需要拡大のた

めの各種イベント等を通じまして、学乳の安定

需要の確保、消費量の拡大に努めております。

今御指摘のありました、250㏄、300㏄に１人当

たりの供給量をふやすことにつきましては、50

㏄ふえれば９円程度上がるかというふうにも聞

いていますが、そういった保護者の負担、それ

から牛乳工場の体制等の課題もございますの

で、関係機関と検討してまいりたいというふう

に考えております。

最後になりましたが、一番大○山下博三議員

事な問題で、これに時間をかけたかったんです

が、取り急ぎお伺いしていきたいと思うんで

す。農振法、農業振興地域内における農家住宅

の農地転用についてであります。畜産農家が、

公害防止や規模拡大に向けて、みずから所有す

る農地に畜舎を建設し、その畜舎に隣接して農

家住宅を建設することは、今の制度では困難で

あります。しかし、家畜の管理や出産時の事故

防止には多大な労力を要するため、農業経営上

は、畜舎に隣接して住居、すなわち農家住宅を

建設することが合理的であると思うんでありま

すが、農用地区域内の畜舎の近隣に農家住宅を

建設できない現状について、県としてはどう対

応していかれるのか、お伺いをしたいと思いま

す。

「農業振興地○農政水産部長（後藤仁俊君）

域の整備に関する法律」におきましては、優良

農地の確保と土地の有効利用を図る観点から、

原則として農用地区域内の住宅建設は認めてお

りません。ただ、農家住宅の建設に対しまし

て、今御指摘のような声があることは、私ども

十分に承知いたしております。農用地の集団性

や営農への支障がない場合には、農用地区域か

ら除外して建設することが可能になるといった

ケースもあろうかというふうにも思いますの

で、県といたしましては、関係法令を踏まえた

上で、農業者が安心して効率的に農業経営を行
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えるよう、市町村と十分に協議しながら、個別

事案ごとに適切に対処してまいりたいというふ

うに思います。

ありがとうございました。○山下博三議員

農振法については、長い農業の歴史の中で、

限られた畜産の経営農家が規模拡大して移転を

していくわけですから、やはり家畜とともに―

―例えば牛の鳴き声が聞こえるぐらいの範囲内

に家ができないと、やはり事故につながってく

るんです。そのことを考えますと、人間のスト

レス、そして牛のストレスもたまってまいりま

すので、ぜひとも農振の問題につきましては、

市町村とも連携をとりながら応分な判断をして

いただきますようにお願い申し上げまして、質

問を終わります。ありがとうございました。

（拍手）

済みません、訂正が○知事（東国原英夫君）

ございます。先ほど私の発言で、ウナギの生産

量について、鹿児島、宮崎合わせて県内生産量

の約６割と申し上げましたが、国内生産量の約

５割ですので、発言の訂正をお願いします。失

礼いたしました。

以上で本日の質問は終わりま○坂口博美議長

した。

あすは午前10時開会、本日に引き続き一般質

問であります。

本日はこれにて散会いたします。

午後４時16分散会
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平 成 1 9 年 ６ 月 1 4 日 ( 木 曜 日 )

午前 10時０分開議

出 席 議 員（45名）
3番 川 添 博 （無所属の会）

5番 武 井 俊 輔 （愛みやざき）

6番 西 村 賢 （ 同 ）

7番 河 野 安 幸 （自由民主党）

8番 山 下 博 三 （ 同 ）

9番 黒 木 正 一 （ 同 ）

10番 松 村 悟 郎 （ 同 ）

12番 坂 口 博 美 （ 同 ）

13 番 前屋敷 恵 美 (日本共産党宮崎県議会議員団）

14番 髙 橋 透 （社会民主党宮崎県議団）

15番 太 田 清 海 （ 同 ）

16番 外 山 良 治 （ 同 ）

17番 図 師 博 規 （愛みやざき）

18番 松 田 勝 則 （ 同 ）

19番 中 野 明 （自由民主党）

20番 横 田 照 夫 （ 同 ）

21番 十 屋 幸 平 （ 同 ）

22番 押 川 修一郎 （ 同 ）

23番 外 山 衛 （ 同 ）

24番 宮 原 義 久 （ 同 ）

26番 田 口 雄 二 （民 主 党 宮 崎 県 議 団）

27番 河 野 哲 也 （公 明 党 宮 崎 県 議 団）

28番 新 見 昌 安 （ 同 ）

29番 満 行 潤 一 （社会民主党宮崎県議団）

30番 徳 重 忠 夫 （自由民主党）

31番 原 正 三 （ 同 ）

32番 濵 砂 守 （ 同 ）

33番 水 間 篤 典 （ 同 ）

34番 丸 山 裕次郎 （ 同 ）

35番 萩 原 耕 三 （ 同 ）

36番 黒 木 覚 市 （ 同 ）

37番 中 野 一 則 （ 同 ）

39番 井 上 紀代子 （民 主 党 宮 崎 県 議 団）

40番 権 藤 梅 義 （ 同 ）

41番 長 友 安 弘 （公 明 党 宮 崎 県 議 団）

43番 鳥 飼 謙 二 （社会民主党宮崎県議団）

45番 緒 嶋 雅 晃 （自由民主党）

46番 井 本 英 雄 （ 同 ）

47番 星 原 透 （ 同 ）

48番 野 辺 修 光 （ 同 ）

49番 米 良 政 美 （自由民主党）

50番 坂 元 裕 一 （ 同 ）

51番 外 山 三 博 （ 同 ）

52番 福 田 作 弥 （ 同 ）

53番 中 村 幸 一 （ 同 ）

地方自治法第 121条による出席者
知 事 東国原 英 夫

副 知 事 河 野 俊 嗣
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一般質問◎

ただいまの出席議員44名。○中村幸一副議長

定足数に達しておりますので、これより本日の

会議を開きます。

本日の日程は、昨日に引き続き一般質問であ

ります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、29

番満行潤一議員。

〔登壇〕（拍手） おはようご○満行潤一議員

ざいます。けさ早く中村副議長から電話があり

ました。「満行君、難しい質問はせんちゃろう

な。議事がとまったら困っど」とおっしゃいま

した。今議会、一般質問でありますけれども、

一問一答方式が本格的に導入されて初めての議

会を迎えました。社民党・満行潤一、ずっと一

問一答をお願いしていましたが、なかなか実現

しませんでした。今回、東国原知事が登場され

て、その要請にこたえるということで、今議会

から一問一答が始まりました。昨日、いろいろ

と、ちょうちょうはっしありました。これが本

来の議会の姿じゃないのかなと、たまに議会が

とまることは 議員だれも望んではいないと―

思いますけれども、スムーズな議事進行が望ま

しいわけですけれども あっても仕方がない―

と、それが知事が求める本当に緊張感のある議

会と執行部との関係ではないのかなと思って、

きのう見ておりました。２日目の初登壇で、非

常にそういう意味では注目されていると思いま

すが、進めていきたいと思っております。

キーワードは、今、宮崎改革、改革という

か、変革が一番正しいキーワードになっている

んじゃないのかなと思っています。毎日のよう

に県庁に大型バスが入って、県外の方々がたく

さん訪れています。新聞によりますと、４月３

日から６月６日までに２万5,000人近くが訪問さ

れていると。本当に知事がおっしゃる、県庁も

観光地になってしまっているんだなと思ってい

ます。観光客だけじゃありません。農畜産物も

どんどん販路が拡大をし、売り上げも大幅増を

達成しているということであります。これは、

長年にわたりブランド確立対策に取り組んでこ

られたわけですけれども、この数カ月でその成

果が一気に花が開いたと。知事がトップセール

ス、いやセールスをしなくても、ばんばん宮崎

県産というだけで消費が進んでいるということ

であります。

しかし、よく知事は県民総力戦とおっしゃっ

ております。松形元知事も「みんなが参加」と

いうふうにおっしゃっておりましたし、そうい

う意味では歴代の知事が、県民挙げて私と一緒

に頑張りましょうということをおっしゃってい

るわけなんですが、知事がおっしゃる総力戦、

どう見ても現状では、東国原知事一人の総力戦

になってしまっているんじゃないかなという気

がしてなりません。今度知事にはこれを売って

ほしい、これをＰＲしてほしいというふうに、

毎日のように知事に陳情に来られております。

こういう県民の他力本願的な考えを、知事が

おっしゃる県民総力戦にどう持っていくか、そ

ういう意識に変えていくかというのが、今後大

きなかぎになるのではないのかなと考えていま

す。今こそ宮崎の真価が問われている、そのよ

うに考えています。宮崎の人気を一過性のもの

にしてはならない、そう考えますが、昨日の山

下議員の質問の中で、県民総力戦の思いについ

ては知事が熱く語られましたので、このことに

ついては触れませんが、ここでは、今後の宮崎

の情報発信の展開について、知事の考えをお尋

ねしたいと思います。

平成19年６月14日(木)
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続きまして、学校事務及び事務職員をめぐる

状況について、教育長にお尋ねをいたします。

地方分権推進法を受けた中央教育審議会答申

「今後の地方教育行政のあり方について」で

は、学校の自主性・自律性の確立がキーワード

になりました。そして、そのためには、人事や

予算、教育課程の編成に関する学校の裁量権限

の拡大などを進める改革が必要であるとしてお

ります。学校の教育力の向上は、子供、地域の

実情を踏まえ、創意工夫を凝らした教育課程に

基づく教育が各学校で行われることにより実現

する。学校がみずからの責任と判断で自律的に

経営されることが求められる理由はここにある

だろうと思います。

学校は、生きる力、豊かな学力の保障ととも

に、子供たち一人一人に応じたきめ細かな教育

を必要としています。また、いじめ、不登校な

ど、子供たちを取り巻く課題の解決が重要とな

ります。一方、地域住民の声を反映した学校経

営の実現と説明責任が重要になっております。

こうした状況に学校が的確に対応するために、

自主性・自律性が発揮できる学校経営や教育活

動に専念できる体制づくりが必要であります。

そのためには、教育委員会主導の学校運営か

ら、裁量と責任を持った学校経営への転換が必

要不可欠であります。これらを適切に推進する

学校事務の機能強化が不可欠であると考えま

す。

このことにつきましては、太田議員が過去に

質問をしております。今、プロパーの事務職員

がどんどん減少しています。今、定数の３分の

１は知事部局からの人事交流になっているはず

であります。学校事務の専門性・機能性向上を

確保するためには、一定数のプロパーの養成が

必要と考えますが、教育長の見解を賜りたいと

思います。

以上で壇上は終わります。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 おはようご○知事（東国原英夫君）

ざいます。お答えいたします。

今後のブランド確立を図るための情報発信に

ついてであります。私は知事就任後、２月から

これまでに、11カ所の量販店や市場等で、完熟

キンカンや完熟マンゴー「太陽のタマゴ」等の

トップセールスを行い、多くの消費者や取引業

者の皆様方にお会いし、県産農畜産物等のＰＲ

を行ってまいりました。おかげをもちまして、

「太陽のタマゴ」や「みやざき地頭鶏」につい

ては、予想を上回るようなＰＲ効果があったも

のと考えております。このような現在の宮崎の

認知度を維持向上、あるいは高次安定させるた

めには、宮崎ならではの安全・安心で品質の確

かな特徴ある商品を、生産者が責任を持って

しっかりと生産するとともに、商品の持つしゅ

んやこだわり等の情報を、トップセールスや消

費地における宮崎フェア、テレビＣＭ等の放映

を通じて、積極的に配信してまいりたいと考え

ております。以上です。〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいた○教育長（高山耕吉君）

します。

学校事務の専門性・機能性向上の確保につい

てであります。学校事務職員につきましては、

学校が複雑多様化するニーズに対応しまして、

質の高い教育を提供する上から、教育活動を支

える専門的スタッフとしての資質能力を身につ

けまして、これまで以上に学校運営に積極的に

参画することが期待されております。このた

め、県教育委員会におきましては、教育研修セ

ンターでの専門的な研修や、全県下に構築いた

しております共同実施組織での業務遂行等を通

しまして、事務職員の資質能力の向上を図って
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いるところであります。また、任用の一本化及

び知事部局との人事交流により、さまざまな職

務経験を通しまして、幅広い視野と柔軟性のあ

る人材が育成されているものと考えておりま

す。今後とも、学校運営を支えます優秀な事務

職員の育成確保に、一層努めてまいりたいと考

えております。以上でございます。〔降壇〕

今、宮崎が変革というキーワ○満行潤一議員

ードというふうに申し上げましたけれども、日

本じゅうに漂うこの閉塞感の中に、宮崎が変革

を求めている。それが知事の登場によって日本

じゅうから受けているのかと。そういう意味で

は、宮崎は今がしゅんだと思うんですよね。だ

から、今、知事を先頭にＰＲをするべきじゃな

いのかなと思います。知事にしかできない提案

をしてみたいと思うんですが、知事だからこそ

できる、観光地紹介とか県産品紹介のビデオ、

リーフレットを本県も今までかなりたくさんつ

くっておられます。それにエビちゃんを起用す

るとか、スポーツランドみやざきであれ

ば、2,000本安打の田中幸雄、北海道の球団です

から、宮崎を入れて北海道の宣伝にもなる、大

山志保プロもおられます。芸術・音楽面では、

コブクロ、今井美樹、いろいろとたくさん宮崎

出身者はおられますね。それに知事が「協力し

てよ」とおっしゃれば、気持ちよくその要請に

こたえて、リーフレットとかビデオとか、それ

に登場してもらう。それこそ10万枚とかつくる

んじゃなくて、少数つくって、それがプレミア

になって日本じゅうの人たちが奪い合うぐらい

あった方が、いい宮崎の宣伝ができるかなと、

それは今しかできないし、知事しかできないん

じゃないかと思いますが、御見解がありました

らお願いいたします。

行政の政策として○知事（東国原英夫君）

は、観光大使というのがございます。200名ほど

いらっしゃいまして、定期的に県産品などをお

送りしてＰＲに努めていただいておる次第でご

ざいます。そういう200名の方が、本当に宮崎県

のＰＲに資する活動をなさっているかどうかと

いうのは、私ふだんから疑問に思っておりま

す。そういったものも含めて見直しの段階では

ないかと。御指摘のように、ＰＲ力のある方

に、より効率的に仕事をしていただくという意

味では、御提案の今の著名人、有名人あるいは

スポーツ選手等々にお願いを申し上げて、販路

拡大、ＰＲ等に努めていくということは、非常

に有効的な手段かと思っております。具体的に

はここでは言及できませんが、そういったこと

も含めて検討させていただきたいと思っていま

す。以上です。

一つのアイデアとして提案し○満行潤一議員

ますので、ぜひ御検討いただければありがたい

なと思っています。

企業立地についてお尋ねしたいんですけれど

も、今回、企業立地促進補助金、最高限度額５

億円を50億円に引き上げられました。大型案件

というところを新設して、そこに50億円、最大

限企業に出しますよと、その目的と目標につい

ては昨日答弁されましたので、そこでわかりま

したので質問しませんけれども。一つは、デル

が宮崎にカスタマーセンターを設置していま

す。現在、雇用者数約450名、これに対して本県

は、補助金を３億5,000万円ほど支出しているん

だそうですが、50億円だから来るのかどうなの

かという疑問があるわけです。５億円で今ま

で100社誘致しているという実績がある。これは

明らかになっているわけですけれども、デルが

宮崎にカスタマーセンターを設置すると決めた

理由が、日経パソコンという雑誌にも掲載され
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ていました。そのデルの社長いわく、サポート

センターをつくりたかった、日本じゅう、世界

じゅうの中で、なぜ宮崎に決めたかというの

は、宮崎県知事と宮崎市長のトップセールスで

あった、その行政の情熱に負けて宮崎に立地し

たというふうにおっしゃっているわけです。だ

から、50億円だから実績が伸びる、それだけ

じゃないんだろうと思うんです。やっぱりトッ

プセールスの情熱を傾ける、それが相手に伝わ

る、それも大きなことじゃないのかなと考えて

いますが、知事の見解がありましたらお願いい

たします。

企業誘致における地○知事（東国原英夫君）

元自治体の熱意についてでありますが、地方に

立地しようとしている企業におきましては、道

路や港などインフラ整備の状況、労働力の供給

体制、電力や工業用水など、さまざまな観点か

ら検討して、立地を決定している状況がござい

ます。それ以外に、御指摘のとおり、立地候補

地の市町村と県の受け入れ体制や熱意が進出決

定の大きな原因となっていることも、私は十分

に理解しております。そのため県では、地域に

おける市町村間の広域連携を図りながら、地域

の特性を生かした企業誘致活動を行うため、昨

年、県内５地域に企業立地促進協議会を立ち上

げたところでございます。今後、協議会を活用

しながら、市町村と連携して企業を訪問し、希

望する条件を満たせるような立地環境の整備を

行うなど、さまざまな創意工夫を凝らして、１

件でも多くの立地に結びつけてまいりたいと考

えております。今後、私も積極的に、県産品だ

けではなく、企業あるいは移住等も含めまし

て、トップセールスに励んでいきたいと考えて

おります。

ありがとうございます。も○満行潤一議員

う10分過ぎてしまいました。ちょっと急がない

といけないですね。やっぱり一問一答、難しい

時間配分がありますね。

次に、ブランド確立、ブランド向上対策につ

いてお尋ねしますが、今回、補正予算で3,100万

円余りが計上されています。しかし、何といっ

ても生産基盤の強化が重要だろうと思います。

生産者支援策はどうなっているのか、関係部長

にお尋ねをしたいと思います。

生産者の支援○農政水産部長（後藤仁俊君）

策ということであります。生産者の支援策につ

きましては、足腰の強い農業をつくっていくた

めに、国のいろいろな補助事業等を活用しなが

ら、生産施設の改善、さらには新設等も含めま

して、産地の確立に努めているところでありま

す。

ぜひ、その原点である生産現○満行潤一議員

場の基盤整備というのをよろしくお願い申し上

げたいと思います。

知事の影響もあって、かなり県産品が売れて

います。宮崎地鶏が５倍も６倍も売れていると

いう話があるわけですね。到底あり得る話じゃ

ないんですよね。しかし、そういう話になって

います。宮崎産というと本当に何でも売れてい

る。こうなると、本当に宮崎産なのかというと

ころを非常に心配するわけですね。中には、宮

崎産じゃないのに宮崎産と言って東京で売られ

ているんじゃないか。そのにせブランド対策は

どうなっているのか。ブランド確立の中で、に

せブランド対策というのは大きな柱だと思いま

すが、その対応について部長にお尋ねします。

にせブランド○農政水産部長（後藤仁俊君）

対策という項目ではくくっておりませんけれど

も、にせブランドに関しましては、やはり十分

な注意が必要だと思っています。そこで、先ほ
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ども御指摘ございましたが、本県の農畜産物の

うち、みやざきブランドの商品として認証して

いるみやざき地頭鶏など、一部の商品につきま

して需要が急増いたしまして、一時的に販売店

から不足する状況が見られております。したが

いまして、ブランド商品につきましては、生産

拡大対策に必要な施設などを、各種事業を活用

しながら計画的に整備いたしますとともに、あ

わせまして、農業改良センター等が中心になり

まして、関係団体と連携しながら、生産技術の

向上対策に取り組んでいるところであります。

なお、にせブランドにつきましては、今まで確

立してまいりましたみやざきブランドの権利侵

害、こういったことも十分に考えられますの

で、私どもとしましては、今年度から、例えば

携帯電話で産地等が確認できるような二次元コ

ードを出荷の箱に張るような、そういう具体的

な対策を行いまして、にせブランドの発生を防

ぐような対策に努めてまいりたいというふうに

考えております。

ぜひ東京、大阪の小売店に○満行潤一議員

行って、チェック、監視というのは大事だと思

うんですよね。せっかく知事の人気でここまで

きているのが、がたんと信頼性が落ちるんです

ね。それは非常に危惧される部分ですので、お

願い申し上げたいと思います。

時間がありませんので、進めさせていただき

たいと思います。

都城島津家史料の活用についてお尋ねをいた

します。

知事も都城出身ですので、都城島津の歴史、

そして都城と一緒に歩んできた歴史というのは

十分御認識だろうと思います。都城は、中世に

島津荘と呼ばれる国内最大の荘園を治め、後に

薩摩藩主となった島津家の発祥の地です。室町

時代から島津家分家の北郷氏が治めて、江戸時
ほんごう

代も薩摩藩の私領（自治領）の一つとして北郷

氏、今で言う都城島津氏が引き続き治めた歴史

があります。平成16年10月、都城島津家から都

城市に、都城島津家史料約8,000点が寄贈されて

います。当初１万点とも言われていましたが、

よくよく１つずつ数えると8,000点だったそうで

ありますが、相当な数です。室町から江戸時代

を通じて、都城地方と都城島津家の歴史を語る

上で貴重な史料の数々だと思います。豪華な

びょうぶや甲冑（よろいかぶと）、絵図など、

都城島津家が伝えてきた名宝の数々も含まれて

おります。都城市に寄贈された都城島津家史料

約8,000点についての知事の見解をお尋ねしたい

と思います。

都城島津家史料は、○知事（東国原英夫君）

都城地区の歴史だけではなく、日向の国の中近

世の歴史を解明する史料として大変貴重なもの

であるとお聞きしております。県におきまして

も、平成17年４月に、その貴重な史料の一部を

お借りして、県総合博物館において特別展を行

い、広く県民の皆様に御紹介したところでござ

います。現在、都城市において、史料の整理と

目録の作成が進められており、県といたしまし

ても、国とともにその経費について支援を行っ

ているところであります。都城市における整理

作業が終了し、価値ある史料の全容が明らかに

なることを期待したいと存じます。以上でござ

います。

国県の補助をいただきなが○満行潤一議員

ら、今、21年度までに目録作成を完了というこ

とで頑張っているというふうに聞いておりま

す。しかし、今後、重要文化財の指定を受ける

ためには、その保存と活用というのが絶対条件

になるだろうと思います。当然、貴重な史料を
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広く県民、市民に利活用してもらうための展示

施設、博物館みたいな整備が必要になるだろう

と思います。福岡県柳川市に柳川古文書館とい

うのがあります。これは福岡県立の施設なんで

すけれども、運営は柳川市がしている県立市営

の施設です。これは、柳川付近の民家などに

残っていた古文書籍や絵地図などが収集されて

展示されている。県民の方々に理解しやすいよ

うに整理して、郷土学習、生涯学習の場として

も活用されている。まさに都城島津家史料館

も、こういう形で県立市営でやれないかなと考

えているんですが、知事の見解をお尋ねしま

す。

県といたしまして○知事（東国原英夫君）

は、都城島津家史料の全容が明らかになった段

階で、例えば、市と連携しながら総合博物館等

において、広く県民の皆様に貴重な史料を紹介

していく等の取り組みを行うことは可能かと存

じます。以上でございます。

それはその一つの方策でしょ○満行潤一議員

うけれども、8,000点というのを保存し利活用す

るために、それなりの施設が必要だろうと思う

んです。宮崎県は、もともと美々津県と都城

県、それが合併して宮崎県になっているわけで

す。たしか明治６年に宮崎県ができたんです

が、その前は、天領地があったり伊東藩があっ

たり島津があったりと、宮崎県ばらばらですよ

ね。普通は県庁所在地は、お城の中にあるか、

お城の隣にある。九州各県もそうですね。とこ

ろが、宮崎はそういう歴史なものですから、広

く県民に、宮崎の歴史というのを教える場がな

いんですよ。隣の鹿児島県、うちから車で行く

と５分もすれば鹿児島県です。各市町村には郷

土館というのがあって、薩摩の歴史を太古から

現代までずっと教えてくれます。それは、鹿児

島県が薩摩の一つだったから全部やれるという

ことだろうと思うんですが、宮崎はそういうこ

とができません。明治の前は、みんな歴史的感

覚も全部ばらばらです。我々はせめて都城だけ

でも、子孫に宮崎の歴史、文化を伝えたい、そ

のように考えますので、ぜひそういった意味で

は、財源も要りますが、県の支援を切にお願い

を申し上げたいと思います。

時間がありません。次に行きます。本県農業

の今後の展開についてお尋ねをします。

当然、農業は、食料の安定供給や国土・自然

環境の保全などの多面的な機能を有していま

す。県民生活の向上・安定に不可欠な役割を果

たしておりますとともに、他産業への経済波及

効果も大きく、本県の基幹産業として、地域経

済の発展に重要な役割を果たしています。しか

しながら、国内外の産地間競争の激化、担い手

の減少、高齢化の進行等の構造的な課題など、

日本の農業は危機的状況にあるだろうと思いま

す。「農は国の基なり」との教えはどこに行っ

たのか、本当に心配でたまりません。日本の祭

りという伝統文化は、五穀豊穣を祈願すること

から始まりました。今や、農村の田んぼが失わ

れていくのと並行して、伝統文化も失われてい

こうとしています。自然が荒れると、人間の心

も荒れていきます。まさに現在の日本社会をあ

らわしていると思います。

政府は、工業製品を輸出するかわりに、農畜

産物の輸入自由化の枠の拡大、関税の引き下げ

を行おうとしています。食料が足りないのなら

いざ知らず、あり余っているのにこういうあり

さまです。全くおかしな話だと思います。確か

に、日本は工業立国ですから、わからぬことは

ありません。ですが、自国の農業を犠牲にして

国が栄えても、長続きするはずはないと思いま
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す。その犠牲となるのは自分たちの子供であ

り、孫であるだろうと思います。日本政府は、

「農は国の基なり」の原点に立ち返り、自国の

農業が滅ばないように農政の転換を図るべきだ

と思います。本県は国に対し、ＷＴＯ、ＦＴＡ

等の多国籍間農業交渉では、農業・農村を守る

という視点に立った地域の声を十分反映させた

主張をすべきだと考えますが、知事の考えをお

尋ねします。

本県では、これまで○知事（東国原英夫君）

温暖な気候や豊かな自然を最大限に活用した農

業の振興に努めた結果、平成17年の農業産出額

が3,206億円となっておりまして、全国第６位の

食料供給県となっております。しかしながら、

農業を取り巻く情勢は、国内外の産地間競争の

激化や、高齢化、担い手の減少といった構造的

な課題に加え、鳥インフルエンザの発生やポジ

ティブリスト制度の導入など、食の安全性をめ

ぐる課題に直面しております。これらの課題に

的確に対応するためには、私は、本県が持つ個

性や魅力を磨き上げ、国内外に発信していく攻

めの姿勢が重要であると考えておりまして、

「新みやざき創造計画」においては、みやざき

ブランドの総合プロモーションに取り組み、農

産物のみやざきブランドの確立や、東アジアへ

の農産物の輸出促進、さらには全国トップクラ

スにある残留農薬検査体制等の充実による食の

安全・安心の確保に努めてまいります。また、

これらの農業生産を支える、意欲があって経営

管理能力のすぐれた担い手の育成確保や、低コ

ストで安全・安心な農産物の生産体制の確立な

ど、本県の基幹産業である農業の振興に努めて

まいりたいと考えております。以上です。

ぜひお願い申し上げたいと思○満行潤一議員

うんですが、きのう、その対応策については出

ましたので、ここでは触れません。今、知事の

答弁の中にもありましたが、ポジティブリスト

制度の施行に伴う現状と課題について、これは

部長に聞きたいと思うんです。食品衛生法の改

正に伴って、昨年から、すべての農薬に作物ご

との残留基準を設定して、基準を超える農薬が

含まれる農産物の流通を禁止するポジティブリ

スト制度が施行されております。それを受け

て、本県では、適正な農薬使用方法の推進とポ

ジティブリストに対応した産地体制の確立を図

るということになっておりますが、この制度施

行における現状と課題についてお尋ねしたいと

思います。

本県では、ポ○農政水産部長（後藤仁俊君）

ジティブリスト制度の施行に際しまして、県、

市町村、農業団体等で構成いたします「みやざ

き農薬適正使用推進指導班」を立ち上げ、県内

各地で500回を超える講習会等を開催しまして、

制度の内容や対応策等について周知を図ってま

いりました。あわせて、農業改良普及センター

等には相談窓口を設置いたしまして、農家の技

術的課題等に対応してきたところであります。

また、総合農業試験場に最新型の残留農薬分析

装置を導入いたしまして、検査体制の一層の強

化を図るとともに、関係団体等と一体となりま

して、農薬の適正使用と生産履歴記帳の指導を

徹底してまいりました。このような取り組みに

より、農業の現場では大きな混乱もなく経過い

たしておりまして、制度の周知や農薬の飛散防

止対策等が浸透している現状にあるというふう

に考えております。今後は、全国の事例等を参

考にしながら、特に高齢者あるいは新規参入者

等への重点的な指導を行いまして、ポジティブ

リスト制度に対応した産地体制を確立すること

が課題であるというふうに考えております。
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よくわかりました。今、知事○満行潤一議員

が攻めの姿勢でいかないかんというふうにおっ

しゃっているわけですよね。このポジティブリ

スト制度というのは、当初かなり混乱もしまし

たけれども、本県の戦略的メリット、攻めの姿

勢ですね、制度施行を逆に武器にするという考

え方なのかどうか、お尋ねをしたいと思いま

す。

結論から申し○農政水産部長（後藤仁俊君）

上げますと、そういう考え方でございます。ち

なみに、ポジティブリスト制度の施行によりま

して、残留農薬の規制が強化されたわけでござ

います。本県には、宮崎方式と呼ばれます２時

間で290種類を一斉分析できる残留農薬分析技術

がございまして、これを使い、出荷前の自主検

査体制を確立いたしております。したがいまし

て、安全・安心な農産物を全国にアピールでき

る好機であるというふうに考えております。こ

のため、本年度におきまして、全国トップの残

留農薬検査体制のさらなる充実強化を図ります

ために、残留農薬分析や、さらにはポジティブ

リスト制度への対応、さらに生産履歴記帳指導

等の核となります「安全・安心総合推進センタ

ー」 仮称でございますけれども この設― ―

置を内容とする「みやざきブランド」安全・安

心総合推進体制整備事業につきまして、この議

会に補正予算として提案させていただいておる

ところでございます。今後とも、本センターを

核にいたしまして、農薬適正使用の徹底と安全

性チェック体制の充実強化を図り、消費者から

信頼される安全・安心な農産物づくりに、生産

者・農業団体と一体となって取り組んでまいり

たいと考えております。

あと11分です。済みません。○満行潤一議員

いっぱいしゃべりたいんですけど、次に進みま

す。

消防の広域化についてお尋ねをしたいと思い

ます。

人口の減少、少子高齢化の進展、これは宮崎

の大きな課題ですけれども、それもあって、地

域防災力の低下というのが、本当に各地域懸念

をされているところです。消防というのは、こ

れらの変化に的確に対応し、今後とも第一線で

住民の生命・財産を守る、これが大事な役割だ

ろうと思っています。しかし、県内では、県

北、まだ７町村に常備消防体制も確立されてい

ない。そういう状況もあるわけですけれども、

本県の常備、非常備の役割について、知事の見

解を簡潔にお尋ねしたいと思います。

近年、災害の大規模○知事（東国原英夫君）

化や複雑化が進み、また、国民保護法の施行や

救急の高度化など、消防に対する新しい期待が

生まれたり、ニーズが高まったりしておりま

す。さらに、今後の人口減少社会の中で、消防

団員の減少や高齢化が進むなど、地域防災力の

低下が懸念されるところであります。先日、県

民ブレーン座談会でも消防団員の方々とお話し

させていただきましたが、やはり消防団員の減

少の要因として、サラリーマン化する消防団員

の中にあって企業の理解が得られない、あるい

は消防団員がどういう活動をしているのか地域

の理解が得られない、そういったものに関して

も、知事を初め発信力のある媒体を使ってＰＲ

をしていただきたいと言われました。私は一生

懸命、消防団員について、これからＰＲもして

いきたいと、そして消防団員の重要性について

もＰＲしていきたいと考えております。また、

県内には、消防本部のサービスが受けられな

い、いわゆる消防非常備町村が７町村ほどあ

り、これらの町村の常備化も大きな課題であり
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ます。これらの課題に対処し、地域防災力の向

上を図るためには、消防本部の統合と非常備町

村の常備化を含めた市町村消防の広域化を、積

極的に推進していく必要があると考えておりま

す。以上です。

消防団員の皆さん、日夜非常○満行潤一議員

に頑張っていただいていますし、ぜひ活動しや

すい体制も維持してほしいと思います。常備の

ないところが７町村、本当に同じ県民でサービ

スの違いが物すごくある。それはぜひ県として

は指導をしっかりしていただいて、一日も早い

常備化をしてほしいなと思っています。知事が

今おっしゃいました広域化は、昨年、消防組織

法の改正で、都道府県にも消防広域化の推進計

画をつくりなさいというふうになっているよう

です。本県も動き出しているようなんですが、

この消防広域化の基本的な考え方、策定スケ

ジュール等について、関係部長の答弁をお願い

します。

市町村消防の広域○総務部長（渡辺義人君）

化推進計画でありますけれども、まずスケジュ

ールのほうから申し上げますと、この計画策定

に当たりまして、本県には９つの消防本部がご

ざいますけれども、そこの管理者、消防長、そ

れから町村会長等をメンバーとする県の検討会

を立ち上げております。この検討会の中では、

広域化対象市町村の組み合わせですとか、ある

いは広域化の方式等について検討を進めること

にしております。先月の16日に第１回の会合を

持ちまして、今後、適宜検討会を開催しまし

て、本年度中には広域化計画を策定したいとい

うふうに考えております。

それから、体制の関係であります。広域化の

推進計画と体制の関係でありますけれども、こ

の消防の広域化というのは、消防組織体制を効

率化することによりまして、住民サービスに最

前線で頑張っていただいておる消防職員の方々

のいわば応援をするという意味で、住民サービ

スの向上も図ろうということでございます。具

体的に申し上げますと、消防本部を統合して、

管理ですとか指令等の本部機能を効率化するこ

とによって、そこに生じるメリットを、火災・

救急業務などの直接住民サービスを担当する部

門に振り向けますとともに、あわせて資機材の

高度化等を図る、そういったことを想定してお

りまして、あくまで地域消防力の総合的向上と

いうことを目指しているものでございます。以

上であります。

後段のことについては、宮崎○満行潤一議員

県町村会報「しぶき」というのに、そういうふ

うに書いてあったんですよね。結局、広域化の

目的は、決して消防署や消防職員の削減ではな

く、厳しい行財政状況のもと、地域住民の要請

に的確に対応し得る消防防災体制の整備確立で

あると。今、部長がおっしゃったとおりなんで

すけれども、しかし、地域住民からすると、消

防が統廃合されると、過疎地域の消防の人材と

か機材が削減されるんじゃないかという不安が

一番先にくるんだろうと思うんですね。これを

どう払拭するかということなんですけれども、

それについては県はどのようにお考えなんで

しょうか。

先ほど満行議員の○総務部長（渡辺義人君）

ほうから、消防の非常備町村が県内７町村ある

というふうにお話がありまして、知事からも先

ほど、非常備町村の常備化の話も含めてお話が

ありましたけれども、私どもは、やはりそう

いった、消防の常備化を広域化することによっ

て、そういったことが起こらないようにすると

いうことも、広域化の中で検討していかなきゃ

- 92 -



平成19年６月14日(木)

いけないというふうに認識しております。以上

であります。

ありがとうございます。○満行潤一議員

高校再編整備等について話を進めたいと思い

ます。

今、県立高等学校再編整備計画というのがあ

るわけで、それに従って、平成24年度まで普通

科、職業系専門学科の学科改編とか総合学科の

設置、中高一貫とか、そういうのをやられてい

ます。西諸、南那珂の高校統廃合も現在進めら

れているわけなんですけれども、しかし、高校

がなくなるという地域は、高校というのはその

地域の核ですから、非常に心配をする。しか

し、子供が少なくなれば、統廃合というのも避

けて通れない課題だと思うんです。しかし、地

域住民からすれば、地域力の低下を招くと大変

心配されております。高校統廃合について、知

事の見解をお聞きしたいと思います。

高校の統廃合につい○知事（東国原英夫君）

てでありますが、私は、宮崎の子供たちが、い

つの時代にあっても魅力と活力のある学校で学

ぶことができるよう、適切な教育環境を提供す

ることが大切であると考えております。現在の

再編整備の方向性につきましては、一定規模の

生徒数を確保することにより、学校の教育目標

の達成が可能となることや、生徒にとって魅力

ある学校づくりができるようになるなど、さま

ざまな観点から十分な検討を重ねてきたものと

認識しているところでございます。それぞれの

高等学校には長年築き上げてきた伝統や校風が

あり、地域や同窓会の方々は深い愛着を持って

いらっしゃると思っております。その新設校

が、そのよさを引き継ぎながら、一層すばらし

い高等学校となることを期待しております。以

上でございます。

なかなかそう簡単にいってい○満行潤一議員

ないところが悩ましいところなんですけれど

も、そうこう言いながら、その再編整備計画も

５年目になりました。教育長に、これまでの成

果、今後の進め方についてお尋ねをしたいと思

います。

高等学校再編整備計○教育長（高山耕吉君）

画の成果と今後の進め方でございますけれど

も、この計画に従いまして、これまで延岡地区

普通科高校の再編整備や高等学校における学科

改編、併設型中高一貫教育校の設置等に取り組

むなど、魅力と活力のある高等学校の創造に努

めてきたところでございます。また、現在は、

西諸県地区及び南那珂地区における総合制専門

高校の開校に向けました準備等を行っていると

ころであります。今後の本県の高校教育のあり

方につきましては、生徒数の推移や産業構造の

変化などを見きわめながら、県民の皆様の幅広

い御意見を伺い、さまざまな角度から調査研究

を進めてまいりたいというふうに考えておりま

す。以上でございます。

同じく、特別支援教育の再編○満行潤一議員

整備についてお尋ねをします。これも同じく15

年１月に策定をされているんですけれども、養

護学校高等部設置とか進んでいます。今後の計

画について、知事の今回の提案理由説明で、

「同計画を見直し、時代の変化に対応した新た

な整備計画を策定することとした」とありまし

た。今後のあり方について、教育長に再度お尋

ねをしたいと思います。

学校教育法の改正が○教育長（高山耕吉君）

今年の４月に行われまして、盲・聾・養護学校

から特別支援学校に転換したことから、今後の

整備のあり方につきまして、改めて検討する必

要が出てきたと思っております。そこで、現
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在、予算審議をお願いしております新規事業に

おきまして、外部の有識者等から成ります策定

委員会を設置しまして、平成20年度までには、

特別支援学校の総合的な整備計画を策定するこ

とにいたしております。今後、整備計画の策定

に当たりましては、これまで培ってきました専

門的な指導方法や経験豊かな人材をさらに活用

することも含めまして、広く県民の御意見をい

ただきながら、全県的な視野に立ちまして検討

を行ってまいりたいというふうに考えておりま

す。以上でございます。

県立高校の統廃合も大変です○満行潤一議員

けれども、盲・聾・養の統廃合はもっと大変だ

と思うんです。統廃合かどうか、今後の課題で

しょうけれども、地域で地域の子供たちが学べ

る体制をぜひ構築いただきたいなと思っていま

す。

もう一つ教育長に、普通科全県一区と言われ

ていますが、通学区域の廃止についてお尋ねを

します。来年度から、普通科の通学区域の廃止

が予定をされております。しかし、こうなる

と、さらなる学校間のランクづけが激しくなる

んじゃないかと。特に人気の高い宮崎市内の高

校に県内各地から進学をする。そうすると、宮

崎市の生徒が市外の高校に進学をせざるを得な

い、進学を余儀なくされる状況が起こるんじゃ

ないのかなという危惧もします。日南とか串間

とか、これ以上生徒が流出したら困るという不

安もあるだろうと思うんですけれども、この通

学区域廃止の目的をお伺いします。

通学区域の廃止の目○教育長（高山耕吉君）

的と課題についてでございます。通学区域の撤

廃は、生徒たちがこれまで以上に、それぞれの

個性や能力・適性に合った高校を適切に選択で

きるようにするために導入をしたものでありま

す。また、高等学校におきましては、より特色

ある学校づくりへの取り組みが一層推進される

ものと考えております。これらの目的を達成す

るためには、各学校の取り組みや特徴など、中

学生が必要といたします情報の提供に努めるこ

とが必要であると考えております。このため、

これまで、入試制度変更の周知を図るために、

新聞広報やリーフレット配布などを行ってまい

りました。今後も、中学生を対象にしました学

校説明会の充実を図るための支援を行うととも

に、県立高校を紹介するＤＶＤや冊子によりま

して、学校の特色や魅力のＰＲに努め、子供た

ちが、自分に合った学校を主体的に選択できる

ような手だてを講じていきたいというふうに考

えております。以上でございます。

確かに、教育長がおっしゃる○満行潤一議員

特色ある魅力ある学校をつくらなきゃいけな

い、それで子供たちが主体的に選べばとおっ

しゃいますけど、やっぱり魅力的な学校は宮崎

市内に、県立は集中しているという状況だと思

うんです。これはランクづけがこれ以上広がっ

ていいのかというのはありますので、ぜひ運用

については慎重にやっていただきたいなと思っ

ております。

５分しかありません。音楽祭マンスリーの提

案を申し上げたいと思っています。

街角に出向いて県民に気軽に親しんでいただ

くストリート音楽祭、ことし２回目になりまし

て、雨にもたたられましたけれども、大成功を

おさめたと思っています。「宮崎には音楽の咲

く季節があります」をキャッチフレーズに、こ

としで12回目となる宮崎国際音楽祭が５月の連

休から始まりました。知事のマニフェストに

は、芸術、文化の振興についての記述がないと

いうことが大変気になっていましたけれども、
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同音楽祭のオープニングセレモニーで知事は、

「12回目を迎え、アジアを代表する音楽祭に

育った。スポーツランドだけでなく、ミュー

ジックランドみやざきとして世界に誇れるよう

発展させたい」と力強くあいさつされたと報道

をされました。しかし、ほっとしたのもつかの

間でした。閉幕会見では、「質を落とさないよ

う節約してほしい。身の丈に合った開催の仕方

もある」とコメントしたと報道されています。

私は、宮崎国際音楽祭を今後も継続発展してい

ただきたい思いでいっぱいです。長続きさせる

秘訣は、音楽祭の質、レベルにあると思いま

す。レベルを落とせば終わりになります。ファ

ンの耳は正直です。今後とも継続してほしいと

思いますが、これだけの一流メンバーを集める

となると、やはり運営費、財政がネックになる

だろうと思います。安くやれば、どうしても質

が落ちてしまいます。音楽祭みたいな文化事業

は、公的支援なしには存続が困難です。同音楽

祭の今後の支援のあり方について、知事にお伺

いいたします。

音楽祭でございます○知事（東国原英夫君）

が、私も今回初めて鑑賞させていただきまし

た。デュトワ氏や徳永二男さんや小曽根真さん

などの生の演奏を聞かせていただきまして、大

変感銘を受けた次第でございます。改めて芸

術、文化の重要性を認識いたしたところでござ

いますが、御指摘のように、この運営には１億

数千万かかっております。また、こうした芸術

文化が及ぼす影響は、お金でははかれないとこ

ろがあるということも十分認識しております。

しかしながら、本県の厳しい財政状況という現

実もございます。企業や県民の皆様の御理解を

得て、協賛金収入をふやすなど、あらゆる面で

の創意工夫を行いながら、これまでの成果を踏

まえ、さらに魅力ある音楽祭としての方向性を

模索していきたいと考えております。以上で

す。

大変前向きな答弁をいただき○満行潤一議員

ました。ぜひそれを期待しています。シャルル

・デュトワの指揮する宮崎国際音楽祭管弦楽

団、これは本当に各パートとも正真正銘、国内

外ともに一流のアーチストです。この管弦楽団

に入りたいということで、参加希望者が海外か

らたくさん来ると、それを断るのが大変だとい

うことになっているんだそうです。それだけ

シャルル・デュトワ、すごい人なんだなと思う

んです。知事がおっしゃるように、文化という

のは本当に大切なものですよね。子どものため

の音楽会、今回小学６年生1,800名を招待して、

本物の音楽を、本物の劇を見せて、本当に子供

たちは大感動をして帰りました。知事がおっ

しゃるように、限られた財源だからとなるんで

すけど、今回、企業、個人の支援も去年からす

ると倍ぐらい広がった。協賛企業も59社、金

も3,700万円ぐらい集まっているわけですね。そ

れをもっともっと県民の皆さんに出資しても

らって寄附してもらう。本当に知事がおっしゃ

る県民総力戦として、みんなでこの音楽祭を支

えよう、そうすることが長続きの秘訣じゃない

のかなと思っています。

さて、今回、国際音楽祭の終了後に、その一

環（協賛）として、第48回全国警察音楽隊演奏

会が２日間行われました。私も家族で２日間、

泊まりがけで行きました。初日は橘通りを歩行

者天国にして、29都道府県の音楽隊1,000人がカ

ラーガード隊を先頭にパレードをする。その

後、交差点５カ所で、それぞれの地元にちなん

だ曲を演奏する。本当にストリート音楽祭、す

ばらしいなと感激をしました。夜はアイザック
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スターンホールでコンサートの部があったんで

すけれども ぜひここだけしゃべりたいんで―

すけど コンサートの開会冒頭に警察庁長官―

が来られていたんです。この人、何をしゃべる

のかなと思っていたら、「コンサートの開会に

かた苦しいあいさつもやぼなので」と、さっさ

とあいさつを切り上げて これは漆間長官な―

んですけど 吉田本部長と２人で「千の風に―

なって」のピアノ２台による連弾演奏をなされ

ました。これは日本じゅうで最初で最後なのか

なと、あり得んだろうと、こう思っておりま

す。本当にサプライズでしたね。感動的な２日

間でした。

本題に入りますが、全国警察音楽隊演奏会は

３年ぶりの開催と聞いています。これは財政的

な問題で、なかなか主催県が決まらなかった。

なぜ宮崎県でできたのか。これは、国際音楽祭

の一環として、関係団体、ボランティアの協

力、イベント会社に委託することなく全部自前

でやったということで実現をしたというふうに

お聞きしています。であれば、毎年、隔年でも

宮崎で、このセットで開催できないのか。県警

では毎年じゃ大変だという悲鳴も上がるかもし

れないんですけれども、しかし、垣根を越え

て、みんなで国際音楽祭等いろんな音楽祭を一

緒にやる、そうすることによって、音楽祭マン

スリーというのをやれないかなと。ゴルフマン

スリーというのは本県にありますから、似たよ

うに音楽祭マンスリーというのを考えられない

のか、知事、いかがでしょうか。

音楽祭のマンスリー○知事（東国原英夫君）

開催についてでありますが、マンスリーという

のは毎月行われるという意味でございますよ

ね。（「ゴルフマンスリーというのがあるんで

すよ」と呼ぶ者あり）ゴルフマンスリー、例え

ば11月なので、５月をマンスリーにしようとい

うことですか。今、宮崎国際音楽祭が約２週間

ぐらい行われております。それに今回の警察音

楽隊が加わって、５月（メイ）をマンスリーみ

たいな位置づけにしたということでございます

が、私もスポーツランドに対抗して、ミュー

ジックランドということを発信させていただい

ておりますので、そういった取り組みとして

は、アイデアとしてはおもしろいんじゃないか

なと思っております。今後、その形態につい

て、警察音楽隊、全国から毎年は来てもらえま

せんでしょうから、それを自衛隊にするのか、

高校にするのか、何にするのか、全国からの公

募にするのか、どういった企画になるかわかり

ませんが、そういったことはひとつ勉強する余

地があるかなと考えております。以上です。

それでは、毎年じゃ難しいの○満行潤一議員

だろうという、本部長にできないかどうかお尋

ねをしたいと思いますが、いかがでしょうか。

満行議員には、○警察本部長（吉田尚正君）

２月の県議会に続きまして音楽隊に激励をいた

だきまして、ありがとうございます。宮崎で今

回、17年ぶりに全国の警察音楽隊の演奏会を開

催いたしたわけでございますけれども、関係者

の御理解、御支援に、この場をおかりしまして

厚く御礼を申し上げたいと思います。毎年ある

いは隔年の開催ということでございますが、御

指摘もございましたように、この演奏会、相当

な準備が必要となります。それから、全国大会

という性格上、他県での開催というものも予想

されるということでございますので、貴重な御

指摘ということで、今後の検討課題として、ま

た勉強させていただきたいと考えております。

以上であります。

よろしくお願いします。○満行潤一議員
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時間がありませんけど、最後に一つ、知事、

ドクターヘリの導入についてぜひ聞きたいんで

すけれども、参議院を通過しました。今度、衆

議院で議論していますが、ドクターヘリを法律

で各都道府県に設置するということになりつつ

あります。かなり進んでいるんですが、具体化

したこのドクターヘリ導入について本県はどう

考えていらっしゃるか、最後に知事、お願いし

ます。

ドクターヘリについ○知事（東国原英夫君）

てであります。多くの山間僻地を抱える本県に

とりましては、ドクターヘリというのは、救急

医療体制の充実を図る上で大変有効な手段であ

ると考えております。しかしながら、御案内の

ように、ドクターヘリの導入は、費用面はもと

より専任医師の確保等、多くの課題がありま

す。ちなみに、費用面で申しますと、初期整備

経費以外に年に約１億円の維持費がかかりま

す。例えば、初期整備経費でございますが、ヘ

リポートを駐車場につくるのに3,000万円、県立

病院などの屋上につくる場合は２億円ぐらいか

かると聞いております。当面は、救急搬送機能

を有する防災救急ヘリ「あおぞら」を有効活用

してまいりたいと考えております。なお、法施

行後３年を目途として、救急医療提供の効果や

費用負担のあり方等について検討されることと

なっておりますので、今後とも、これら国の動

き等を十分見きわめてまいりたいと考えており

ます。以上です。

ありがとうございました。以○満行潤一議員

上で終わります。（拍手）

次は、26番田口雄二議員。○中村幸一副議長

〔登壇〕（拍手） 皆さん、お○田口雄二議員

はようございます。先般の県議会議員選挙で初

当選をいたしました、延岡市選出の民主党宮崎

県議団の田口雄二でございます。きょうは、私

を支えていただきました皆さんに、延岡より傍

聴に来ていただいております。張り切って質問

をしてまいりますので、どうかよろしくお願い

申し上げます。とは申しましても、県議会での

私の質問は初めてであります。その上、今回か

ら議会改革の一環として質問形式も変わり、要

領を得ないところがございますが、お心広くお

許しいただきたいと存じます。今回また、たく

さんの方々に言われたんですが、私の先輩の山

口哲雄前県議のようにはパンチの効いたやじも

飛ばせませんので、御期待に沿えないことをま

ずもっておわび申し上げます。

さて、今回から延岡市選挙区は、北方、北

浦、北川の３つの町と合併後初めての選挙で、

広大な面積の中で実施されました。九州では、

大分県の佐伯市に次いで２番目の広さとなり、

連日選挙カーの走行距離は200キロをはるかに超

えておりました。工業都市の旧延岡市、水産業

の盛んな北浦町、農林業が中心の山深い北方町

と北川町、合併により良質の地場産品や観光な

ど、そのポテンシャルは大きなものになりまし

たが、大変厳しい財政状況の中、抱える課題も

山積しております。合併して本当によかったと

思えるような旧３町の個性がきらりと光り、県

北地区の拠点としてさらに発展していくよう、

延岡選挙区で選出された議員として、その負託

にこたえるために全力を尽くすことは当然です

が、県当局の特段の御配慮もよろしくお願い申

し上げます。

そのような中、県北地区において最大の課題

とも言える高速道路の建設に向けて、去る６月

２日、東九州自動車道新直轄事業の大分県境―

北川間の着工式が、設計協議からわずか１年で

とり行われました。県境―佐伯間は既に着工し
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ており、国交省の目標とする新直轄区間の10年

以内の完成に大きな弾みがついたものと思われ

ます。西日本高速道路株式会社が現在建設中の

門川―西都間が７年後に、また、九州横断自動

車道の延岡―北方間は今年度中に開通の予定で

あります。念願の高速交通網の完成が日に日に

目に見える形で近づいており、県北地区の大き

な飛躍の期待がようやく高まってまいりまし

た。これまで御尽力いただきました関係各位に

心から感謝を申し上げますとともに、一日も早

い完成に向けて、さらに御協力賜りますようよ

ろしくお願い申し上げます。

それでは、通告に従いお伺いいたします。補

正予算関連並びに私が選挙で有権者に訴えてき

たことを中心に質問いたしますので、知事を初

め当局の皆様の御答弁をよろしくお願い申し上

げます。

200 7年度一般会計は、補正予算案が984

億9,000万円を追加し、総額5,648億900万円とな

り、６年連続のマイナス予算となっておりま

す。県債残高が40億円、平成になって初めて減

少し、9,022億円となっております。また、知事

が選挙戦で訴えたマニフェストの具現化に向け

た事業を盛り込んだ、初めての東国原知事の色

のついた予算でもあります。かなりの緊縮予算

にもかかわらず、256億円の収支不足は基金から

取り崩さざるを得ず、今年度末の基金残高はこ

れまでで最少の412億円まで減る見込みで、あと

２～３年で基金が枯渇する、底をつく状況で、

今後さらに厳しい財政改革の道が待っていま

す。予算編成に苦心惨たんされたことと思いま

すが、今までにない事業も盛り込まれており、

県民の期待の大きさもうかがえます。しかし、

今後４年間を見据えた総合計画「新みやざき創

造計画」について、６月４日の定例記者会見

で、知事はマニフェストの達成率を、任期満了

時に「100％を目指すが、60％いけば大成功」と

の見解を早々に述べられております。私はマニ

フェストは有権者との約束と理解しておりまし

たが、知事の御自身のマニフェストに対する認

識について、お伺いをいたします。

次に、災害時安心基金の設置事業についてお

伺いします。

県と市町村が共同で基金を設置し、自然災害

時において、被災者の生活復旧を支援するため

に支援金を支給するものです。2005年に台風14

号で県内は未曾有の大被害を受け、県が特例措

置として「被災者生活緊急支援金」制度を設

け、被災者に20万円の支援金を支給いたしまし

た。このときは実は私も水害に遭い、床上70セ

ンチまで浸水し、大変な思いをいたしました

が、支援金は実にありがたく、勇気づけられた

ものでした。ところが、昨年のえびの市の水害

や延岡市の竜巻には、被害の規模から支給の強

い要望があったにもかかわらず、財政事情が厳

しいと支援金が支給されることはなく、県民か

ら不公平感が強い不満として出たものでした。

これまで各自治体や県議会から恒久的な支援制

度の設立を要望してまいりましたが、今回の早

急な対応に感謝申し上げたいと思います。しか

し、2005年の見舞金が支給された折も問題に

なったのが、被災者からの不満でした。支給の

基準をどこに置いているのか、その判断はどこ

がするのか。また、民間企業にも基金への協力

をお願いするとお聞きしましたが、どのように

アプローチし、どれほどの金額を予定している

のか、お伺いをいたします。

次に、観光促進事業についてお伺いします。

知事は１月の知事就任以来、連日マスコミか

ら過剰とも思えるほど取り上げられ、その経済
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効果は想像を絶するほどです。先日のテレビの

首都圏でのアンケートを見ていましたら、宮崎

県が九州で一番有名な県となっているようでし

た。県庁が観光地になるという珍しい現象も起

こっており、観光客も増加していると報道され

ております。しかし、ここ数年の本県の県外か

らの観光客は、1996年の570万人をピークに年々

減少し続けております。2005年で450万人まで減

少した観光客の年率５％増を目指す新規観光促

進事業が各種挙げられております。しかし、４

年間で約100万人の観光客を増加させるという、

知事も認めるかなり背伸びをした計画です。知

事の人気がこのまま持続されれば一番いいので

すが、失礼ながら４年間も続くのか、いささか

疑問に感じております。一時的なブームによる

観光客の増加ではなく、足が地に着いた着実な

観光地開発に努めていただきたいと存じます。

観光は本県にとって大きな産業の一つであるに

もかかわらず、なぜ県外からの観光客は９年間

も連続して減少し続けたのか、その原因をどの

ようにとらえているのか。この点を踏まえて、

これまでの観光促進事業とどこが大きく変わっ

た点なのか、知事にお伺いをいたします。

次に、企業誘致についてお伺いいたします。

2010年までの４年間で、企業誘致100社、新規

雇用１万人、九州で最も少なかった補助金の最

高限度額５億円を、情報サービス産業の場合８

億円、製造業で最大50億円に増額し、大量の新

規雇用を見込んでいます。補助金の最高限度額

を一気に10倍にアップさせて九州で最高額にし

たことに、知事の力強い意気込みが感じられま

す。何としても達成に向けて全力を傾注してい

ただきたいと思います。しかし、これまで県

は2004年度策定の雇用・産業再生指針に伴って

企業誘致を実施してまいりましたが、半数が宮

崎市近辺に集中いたしております。県内の格差

がさらに広がる傾向にあります。この格差がさ

らに広がらないような形で企業誘致に取り組ん

でいただきたいと思いますが、知事のお考えに

なる100社は、どのような業種の企業を、どの地

域に、どのようにして誘致をお考えなのか、お

伺いをいたします。

次に、就職状況と雇用の確保についてお伺い

をいたします。

今春の大学生の就職率が４月１日現在で、前

年度を1.0ポイント上回る96.3％であったと、厚

生労働省と文部科学省が報告しております。好

景気と団塊の世代の大量退職から、企業が人材

確保に動いていると分析しています。高校生の

就職希望者の就職率は、前年より0.9ポイント増

の96.7％で、５年連続の上昇ではありますが、

高校生の就職状況は、景気回復で伸び悩む地方

との格差が残っていると分析しています。本年

卒業の県内の大学生と就職希望高校生の就職率

の状況を御報告ください。また、県内就職希望

者に対し、実際に県内に就職できた比率も、こ

こ数年の推移とともに御報告をお願いいたしま

す。

昨年、延岡市が市民3,000人を対象に実施した

市政に対するアンケート調査では、就業の場の

確保と職場環境の改善が最も多い市民からの要

望で、今後最も重視すべき施策として挙げられ

ており、さらなる取り組みが求められておりま

す。と申しますのも、以前より好転はいたしま

したが、相変わらず県内で最も低い有効求人倍

率にあらわれています。４月の県内の求人倍率

は0.67倍ですが、宮崎は0.80倍、小林が0.67

倍、都城が0.61倍等であるのに対し、延岡地区

は大変残念なんですが、0.49倍と非常に厳し

く、県内における就職状況にも大きなひずみが
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出ております。子供たちを地元に就職させよう

にも職場がない、親が年をとって都会にいる息

子を呼び戻そうにも帰ってくることができない

状況が続いております。この地元で職がないと

いうことが、人口の減少に歯どめがかからない

状況の一番大きな原因とも思われます。地元で

も企業誘致に力を注いでいますが、高速交通網

に取り残されている現状ではなかなか厳しいも

のがあり、地元企業に元気を出していただき、

環境を変えていただくしかありません。そこ

で、地元企業の育成や産学官の連携による新産

業の創出など、企業誘致以外の雇用の創出につ

いて、商工観光労働部長にお伺いをいたしま

す。

次に、工業振興における人材育成についてお

伺いいたします。

今回の選挙で、地元延岡市の企業の経営者の

多くから、従業員の高齢化と人材不足の解消が

喫緊の課題であると切実な訴えがありました。

団塊の世代の退職と若手技術者の不足が、事業

の維持や拡大に暗い影を落とす状況です。就職

希望者は多いのに、企業側が求める人材がいな

いというジレンマに陥っています。人材育成の

点で、県機械技術センターとポリテクセンター

は、30年以上の熟練職人を講師に、若手技術者

に溶接技術を指導するなどの技能継承を目的と

したテクニカル・フェローシップ制度を実施し

たり、県機械技術センターと延岡鉄工団地協同

組合を中心とする地元企業は、中高校生に生産

現場をじかに見てもらう「ものづくり一般公

開」を実施し、将来の技術者を見込んでの取り

組みが行われ始めております。今後、これから

の地元の製造業を中心とする企業の将来にかか

わってくる人材育成について、県当局はどのよ

うな政策をお考えか、また企業に対してどのよ

うな環境づくりが提供できるのか、商工観光労

働部長にお伺いいたします。

神話高千穂トロッコ鉄道についてお伺いしま

す。

高千穂鉄道の鉄道事業を引き継ぎ、運行再開

を目指す民間の新会社、神話高千穂トロッコ鉄

道は、槙峰―高千穂間を当面の運行再開区間と

していますが、残る槙峰―延岡間は、高千穂鉄

道が国土交通省へ廃止届を提出していることか

ら、９月６日までに何らかの方向性を示さない

限り、廃線となる可能性が高い状況です。会社

側は９月５日までに槙峰―高千穂間で営業を再

開し、まずは営業権を得た上で延岡までの全線

運行を目指す方針を決め、２億円を目標に支援

金の募集を始めました。一般支援金は一口5,000

円、オーナー制による支援金は、まくら木が一

口２万円、犬くぎ一口１万円、塗装が一口２万

円で、５月21日から募集をスタートしたとこ

ろ、全国から支援金が集まっており、６月９日

現在で既に1,250万円を突破しています。目標の

２億円にはまだまだかなりの開きがあります

が、県民はもとより県外からも、その成り行き

が熱く注目されています。知事は観光客の年率

５％増を目指すとしておりますが、存続か廃止

かは、県下最大の観光地である高千穂の今後を

占う大きな決断にもなりますが、再開を目指す

支援金募集に対しての所見を、地域生活部長に

お伺いいたします。

県立延岡西高等学校跡地の活用についてお伺

いします。

県立高校再編整備計画に伴い、県立延岡西高

校は、３月３日に父兄と、見送る在校生がいな

いためたくさんの西高ＯＢの皆さんに見送られ

ながら、最後の卒業式が、そして翌日の４日に

閉校式がとり行われました。延べ１万3,093人の
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卒業生が巣立っていきましたが、44年の歴史を

終えてしまいました。また、同じく県立延岡東

高校でも最後の卒業生が巣立っていき、30年の

歴史に幕をおろし、私の次男坊も最後の卒業生

の一人になってしまいました。延岡市では今回

２つの県立高校が閉校となり、東高校内に２年

前に誕生した延岡星雲高校へ引き継がれること

になりました。延岡市民は閉校に大変複雑で残

念な思いを抱きながらも、広大な敷地と交通ア

クセスの利便性から、西高跡地の有効活用につ

いて大変大きな期待を持ち、これまで議論が重

ねられてまいりました。県当局に対しまして

も、再三、延岡市や市民より、有効活用につい

て要望がなされてまいりました。しかし、これ

までは活用については、県は在校生に配慮し、

今後の計画公表は閉校後以降と、これまで具体

的な話は全くなされておりません。しかし、既

に閉校となって２カ月以上が経過いたしまし

た。その後、跡地活用について、当然、県営施

設として整備が図られるものと思っております

が、どのような結論が出たのか。まだ決定して

いないのなら、いつごろ一定の方向性を示して

いただけるのか、教育長に伺います。

以上で壇上からの質問を終了いたします。

（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 マニフェス○知事（東国原英夫君）

トについてであります。私は、マニフェストは

県民の皆様との約束であり、知事として、その

達成に全力を尽くす義務があると認識しており

ます。したがいまして、私としましては、あく

までも100％の達成を目指すものであります。マ

ニフェストの達成率を単に高めるためには、初

めに数値目標を低く設定すればよいのでありま

す。しかし、真に県民の福祉の向上を考えるの

であれば、目標を高く掲げ、その達成に向けて

一生懸命努力することが、政治家として本来あ

るべき姿であると私は考えるのでございます。

今後とも、県民の皆様との約束を果たすべく、

マニフェストの達成に向け、県民総力戦で全力

で取り組んでまいりたいと考えております。

続きまして、災害時安心基金についてであり

ます。災害時の被災者支援については、私のマ

ニフェストの一つとして掲げたところであり、

また、昨年の定例県議会においても、「被災者

に対する支援制度の創設を求める決議」がなさ

れ、市町村からも同様の要望がなされておりま

す。このため、市町村と共同で、自然災害時に

被災者の生活を支援する６億円規模の災害時安

心基金を設置することといたしました。お尋ね

の基金の対象事業でありますが、この基金は被

災者生活再建支援法が適用された市町村等を対

象としておりまして、具体的には、市町村が全

壊、半壊、床上浸水の被害を受けられた被災世

帯に対し、20万円の支援金の支給などを行う場

合に基金から支援することとしております。続

きまして、個人、企業等からの寄附金の募集に

つきましては、特に目標金額は設定しておりま

せんが、県庁ホームページなどの広報媒体を利

用するとともに、「防災の日」のキャンペーン

などさまざまな機会をとらえて、県内外に呼び

かけて協力をお願いしていきたいと考えており

ます。

続きまして、観光振興についてであります。

観光客のニーズが多様化したことや、全国的に

観光地づくりが盛んになり、地域間の競争が激

化してきたこと、さらには海外志向の高まりな

どが観光客減の理由として考えられることでは

ないかと考えております。また、内的には、Ｐ

Ｒ不足や企画のマンネリ化、いま一つは創造力

の欠如といったものが考えられるのではないか
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と考えています。

このため、好調に推移しているスポーツラン

ドづくりにおいて、引き続き野球、サッカー等

のキャンプ・合宿の誘致に積極的に取り組むと

ともに、長い海岸線を活用し、サーフィンなど

マリンスポーツの推進に、より一層努めてまい

りたいと考えております。さらに、雄大で美し

い自然や神話・伝説、神楽などの伝統文化、安

全・安心な食材といった宮崎ならではの地域資

源を生かした長期滞在型観光の促進や観光を支

える地域リーダーの養成、先駆的な取り組みを

行う個人・団体への支援など、時代のニーズに

即した新たな事業にも取り組むことといたして

おります。

また、観光客のより一層の増加を図るために

は、観光客の皆さんがリピーターとなり、口コ

ミで宮崎のよさを広めていただき、宮崎ファン

をつくっていただくことが重要であると考えて

おります。また、訪れた方々に、宮崎の魅力に

触れていただき、満足して帰ってもらうため、

「おもてなし日本一の宮崎」づくりに、県民の

皆さんと協働で取り組んでまいりたいと考えて

おります。御指摘のように、私の人気が終わり

ましても宮崎の人気が終わらないように、かつ

高どまりするように、県民が総力戦でかかって

いかなければいけないと、そのときこそ宮崎の

真価が問われるものだと考えております。

企業誘致を進める業種及び地域と具体的な方

法についてであります。企業誘致の対象業種と

しましては、今後成長の見込める業種を中心に

誘致活動を進めることとしております。具体的

には、半導体・デバイス産業、自動車産業、コ

ールセンターを初めとする情報サービス産業の

ほか、太陽電池等の新エネルギー、バイオ、食

品製造業、医療関連企業などを考えておりま

す。また、企業誘致につきましては、地域経済

の振興と雇用の拡大に大きな効果が期待できる

ことから、県といたしましては、県内の各地域

において立地が進むことが望ましいと考えてお

ります。このため県では、昨年、県内５地区に

企業立地促進協議会を立ち上げたところであり

ます。本協議会において、県と市町村との意見

交換などを行いますとともに、各地区における

市町村間の広域連携を進めることにより、地域

の特性を生かした立地環境の整備等を検討して

まいりたいと考えております。以上でございま

す。〔降壇〕

〔登壇〕 神話○地域生活部長（丸山文民君）

高千穂トロッコ鉄道の支援金募集についてであ

ります。神話高千穂トロッコ鉄道株式会社は、

鉄道事業の認可を受けるため、現在、資金面、

収支面、安全面などの事業計画について、国と

協議を行っておられるところであります。同社

は、事業に必要な資金の多くを県内外の方々か

らの支援金で賄う計画であると伺っております

が、今般、当面の開業資金に充てるため、支援

金の募集を開始されたところであります。支援

金募集については、会社の資金調達でもあり、

現在、鋭意取り組まれている状況でもあります

ので、県といたしましては、その取り組みを見

守ってまいりたいと考えております。以上で

す。〔降壇〕

〔登壇〕○商工観光労働部長（高山幹男君）

お答えいたします。

まず、大学及び高校卒業生の就職状況等につ

いてであります。宮崎労働局によりますと、本

年３月の高校卒業者のうち就職希望者は3,306

人、このうち就職が決まった人は3,224人で、決

定率は97.5％となっております。この中で県内

就職希望者は1,951人で、そのうち希望どおり県
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内に就職した人は1,872人、決定率は96％となっ

ておりまして、16年３月以降、上昇傾向にござ

います。また、本年３月の大学等卒業者の就職

状況でありますけれども、宮崎大学医学部、そ

れと県立看護大学を除きまして、就職希望者

は2,174人、このうち就職が決まった人は2,039

人、決定率は93.8％となっております。なお、

県内に就職した人は923人でありますが、県内就

職希望者数は、そのような調査がなされており

ませんので把握しておりません。

次に、雇用の確保のための地元企業の育成等

についてであります。雇用の確保につきまして

は、その受け皿となります地場企業の経営基盤

を強化して、県内産業の振興を図ることが大変

重要であると考えております。このため、県に

おきましては、新商品の開発や新たな事業分野

への進出など意欲ある取り組みを行っている県

内企業に対しまして、技術支援や研究開発費の

助成、低利融資による金融支援などを行ってお

ります。さらに、現在、産学官の連携を強化

し、本県の基幹産業である農業と工業、医療等

が連携して開発しました新しい技術の事業化の

研究を、県産業支援財団が核となって進めてお

ります。また、九州において大きな発展が期待

されます自動車産業やＩＴ産業等に進出しよう

とする企業や、地域資源を活用した事業展開を

図る企業への支援など、今後とも、県内企業の

活性化策を進めながら、雇用確保に努めてまい

りたいと考えております。

最後に、工業振興における人材育成等につい

てであります。県におきましては、現在、県技

能士会連合会や、先ほどお話ございましたけれ

ども、県機械技術センターなどの関係機関とと

もに、技能や技術のスキルアップを初め、熟練

技術者によります若手技術者への指導など、中

小企業の人材育成や技術の継承に対し、さまざ

まな側面から支援を進めているところでありま

す。また、工業技術センターが行います大学生

等を対象とした技術研修の実施や、工業高校生

の実践的ものづくりの学習に対する支援など、

将来のものづくりを担う人材育成への取り組み

も進めております。少子高齢化、そして人口減

少社会を迎えた今日、技術者の育成確保、団塊

の世代の技術の継承は、極めて大きな課題の一

つと認識しておりますので、今後とも関係機関

と連携しながら、企業のニーズを踏まえた人材

育成に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。以上でございます。〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいた○教育長（高山耕吉君）

します。

延岡西高等学校の跡地活用についてでありま

す。このことにつきましては、現在、庁内に設

置をいたしております延岡地区高等学校再編整

備検討委員会におきまして、教育財産として、

その活用につきまして検討を行っているところ

であります。その方向性につきましては、今年

度のできるだけ早い時期に結論を出したいと考

えております。以上でございます。〔降壇〕

御答弁ありがとうございまし○田口雄二議員

た。先ほど、私、知事にマニフェストの件でお

伺いいたしましたが、最初から数値目標を下げ

ていれば100％できるんだと、それでは意味がな

いというようなことをおっしゃいましたが、出

した後に６割できれば大成功というのは同じこ

とじゃないんですか。60％できればいいという

のは、出したけれども60％やれば大成功、それ

を最初に数値目標を下げてやれば全部できるん

ですよというのと、ほとんど意味が同じように

聞こえるんですが、60％ということが大成功と

いうあたりを出した根拠というのは何だったん
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でしょうか。

あくまでもマニフェ○知事（東国原英夫君）

ストというのは県民の皆様との約束でございま

すから、100％を目標にするわけです。これはど

こもそうです。どのマニフェストもそうです。

ただ、結果として、御案内のように、マニフェ

スト研あるいはマニフェストの審査、ＮＰＯ等

々の基準、その審査の基準によっても違うんで

すが、大体50％から70％ぐらいの評価が結果的

に得られているということでございます。以上

でございます。

なかなか納得いかないんです○田口雄二議員

が、先ほど言いましたように、マニフェストと

いうのは県民との約束である。それはもちろ

ん100％に向けて限りなく努力していくのは当然

なんですが、それを始める前から 今からス―

タートするわけですよね そこで６割であれ―

ば大丈夫じゃないかというのは、これは非常に

おかしいと思いますし、もちろん選挙におい

て、知事は、先ほど言う県民との約束ですよ

ね。それに基づいて有権者は知事を応援したわ

けでありますから、最初から何か約束をほごに

するような、そういう発言にも聞こえます。そ

れを４年後に「６割でしたけど、いろいろ厳し

かったけど私は満足している」と言うならまだ

わかるんですけれども、やる前から６割でいい

じゃないかというのは、どうも納得いかないん

ですけれども、もう一回、知事の見解をお伺い

します。

６割で満足している○知事（東国原英夫君）

とは言っておりません。結果として６割、７割

が出ているというのが現状であるということを

申し上げたわけです。私はあくまで100％を目標

にするわけです。しかし、マニフェストの性格

上、検討するとか勉強するとか、そういうこと

もマニフェストに掲げてあるわけでございま

す。「検討する」は、じゃ検討したらそれで達

成なんですよ、それをするかしないかは別にし

て。そういった意味合いもございます。ですか

ら、マニフェスト、非常に難しいんですね。マ

ニフェストはお約束ですよ、それは。そうじゃ

ないですか。「検討する」は検討しましたで、

それでお約束じゃないですか。ですから、６

割、７割は、今までの過去の他府県あるいは他

の首長さんたちのマニフェストを踏まえたとき

に、60％～70％が非常に高い評価にあるといっ

たことが結果であった、事実であったというこ

とを申し上げただけで、私はあくまでも100％を

目指すと言っておるのでございます。

私ども議員がマニフェストを○田口雄二議員

今回も出しましたけれども、私どもは予算執行

権も人事権もありませんので、実際にマニフェ

ストを出しても、確かに「検討する」という表

現になってしまいます。知事はそういう意味で

は絶大な権限を持っておるわけですので、数値

目標を出したからには限りなく100％を目指すよ

うに、６割というような低い目標値ではなく

て、全力で頑張っていただきたいと思います。

後の質問がたくさんありますので、このあたり

で切り上げさせていただきます。

災害時安心基金について再度お伺いいたしま

す。災害時安心基金を早々につくっていただき

ましたことは、本当に感謝申し上げます。大変

厳しい財政の中で御協力いただきました市町村

に対しましても、お礼を申し上げたい、このよ

うに考えております。とはいっても、この基金

のお世話にならないよう、大きな自然災害が発

生しないことを一番祈るところなんですが、ま

た、県当局は災害に強いまちづくりにも万全を

期していただきたいと思います。実際の被害
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は、心身、そして金銭的にも大きな負担になり

ます。水害の際も、私の家は平屋でしたので、

自宅に１カ月間寝泊まりすることはできません

でした。復旧には大変な思いをいたしました。

特に貴重な思い出深い品々、子供たちの写真や

絵を失ったことは、返す返すも残念でなりませ

ん。しかし、平成９年の台風被害のときに50年

に一度の災害と言われましたが、地球温暖化が

進み、異常気象によるものなのか、その後、連

続して同様かそれ以上の被害が出ております。

また、竜巻など思いもしなかったような災害も

あり、東南海地震の発生も考えると、基金創設

は実にありがたいことだと思っております。た

だ、平成17年の台風14号の被災者生活緊急支援

の際には、支給に所得制限があったと記憶して

おりますが、今回の基金の支給には所得制限が

あるのか、それは各市町村においても同様か、

福祉保健部長にお伺いをいたします。

お話のとお○福祉保健部長（宮本 尊君）

り、平成17年の台風14号の際の支援につきまし

ては、年収800万円以下という制限を設けており

ましたけれども、今回の基金による被災者支援

に当たりましては、市町村とも十分協議いたし

まして、所得制限は設けないこととしておりま

す。

わかりました。ありがとうご○田口雄二議員

ざいます。それでは、もう一度同じことを聞き

ますが、平成17年の台風14号の被災者生活緊急

支援の際には、県下の広範囲にわたって6,000世

帯近くが被災をいたしております。例えばの話

ですが、平成17年並みの災害があった場合には

今回の基金で対応できるのか、お伺いをさせて

いただきます。

台風14号並み○福祉保健部長（宮本 尊君）

の被害があった場合には、今回の基準でいきま

すと、１世帯20万円でありますので、おおよ

そ12億円必要になってまいります。そういう意

味では、今回の基金では不足するわけでござい

まして、これにつきましては、県と市町村が追

加で基金に応分の負担をするということで、市

町村との話を進めております。

わかりました。大きな災害が○田口雄二議員

来ないことを祈りつつ、防災に向けたハードの

整備に万全を期していただきたいと思います。

それでは次に、観光促進事業について、知事

にお伺いいたします。

６月１日に、リクルートの旅行情報誌「九州

じゃらん」から、昨年１年間に九州・山口エリ

アに日帰りか宿泊旅行に行った読者を対象にア

ンケートを実施し、九州・山口の観光地人気ラ

ンキングが公表されております。私も早速、宮

崎県内のどこがランキングされているのかと楽

しみにインターネットで調べてみますと、気が

重くなってしまいました。熊本県、大分県の温

泉地ばかりがずらりとランキングされておりま

した。行ってみてよかったという満足率が高い

観光地では熊本県のわいた温泉が、行ったこと

がある観光地では大分県の由布院温泉が、それ

ぞれ１位で、以上２つのランキングには宮崎県

は20位までに１カ所も入っておりません。宿泊

したことがある観光地では大分県の別府がトッ

プに入り、宮崎県ではようやく12位に青島を除

く宮崎市だけが入っております。また、ことし

泊まりに行きたい観光地では熊本県の黒川温泉

がトップで、15位に宮崎市が入っております。

しかし、４つのランキングに２つ宮崎市が辛う

じて入っているというような深刻な結果です。

これまでの観光政策がニーズとマッチしていな

かったのではないか。これらの結果を踏まえ

て、観光開発をどのように進めていく御予定
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か。

現在の観光は見せるだけではだめで、地どれ

の新鮮でしゅんな食材をおいしく提供したり、

また体験型とのセットなど、そして、そこに歴

史や文化の薫りがするようなところが人気が出

ているように思いますが、知事のお考えになる

魅力のある観光地とはどのようなところか、御

所見をお伺いいたします。

おっしゃるとおり、○知事（東国原英夫君）

「九州じゃらん」のアンケートなんですが、ベ

スト20の中で７～８割方は温泉が入っておりま

した。私は、このアンケートの仕方に対しては

個人的にはおかしいと思います。温泉特集とか

温泉のコーナーとかいうことを設けなきゃいけ

なかったんじゃないかなと思っております。全

部をひっくるめて行ってよかったところという

のは、それは温泉が上位にくるのは確かでござ

います。本県は、温泉行政あるいは温泉の観光

地が、やはり九州圏内では、その満足度とし

て、あるいはその数としては少ないかなと考え

ております。それに甘んじることなく、ほかの

面で、ほかの観光資源で、また、お客様の満足

度を高めるようなサービス、あるいは日本一の

おもてなし事業はしていかなきゃいけないと

思っております。

御質問にあった、知事にとっての魅力ある観

光地ということでございますが、私個人という

ことでございますので、私にとっての、私個人

にとっての観光地ということで、そういう解釈

で答えさせていただきますれば、神話や伝説や

伝統文化など、地域に伝わる歴史を守り育てて

くれるところ、美しい自然環境があり、農業や

工芸、マリンスポーツやトレッキングなど体験

ができるところでございます。四季折々の新鮮

でおいしい食材を楽しめるところ、訪れた人を

あいさつとかで温かくもてなしてくれるとこ

ろ、ごみが落ちていない美しいところ、交通事

故や犯罪が少ない安全で安心な観光地、さらに

加えるなら、ジョギングロードと温泉が充実し

ているところでございます。このようなすばら

しい資源があって、訪れた人の日常の疲れをと

り、日常から逸脱し、そしてまた、いやしてく

れるところというのが、私は21世紀型の観光ス

ポットとして強まるんじゃないかなと考えてお

ります。

聞いておりますと、何かまる○田口雄二議員

で宮崎県そのものに当てはまるんじゃないかと

思うぐらい、知事の考えている魅力あるところ

は、宮崎が当てはまるんではないかと思ってお

ります。ただ、知事にもう一遍伺いたいんです

が、何でそんないいところがこのランキングに

も全く入らんのか。ただ、そのランキングが温

泉という特集でやればよかったんだとか、それ

はこちらが言ってもしようがないことで、「九

州じゃらん」がやったことなものですから。今

の若い世代は、インターネットや情報誌で情報

を収集して、行き先や宿を決める傾向が非常に

高くなってきております。こういう情報誌に宮

崎が出てこないというのは、いかに宮崎のイメ

ージが薄いか、旅行先の選択肢にも上らないと

いうことになります。例えば、ＰＲの仕方でも

なんですが、私は延岡から来ておりますので、

よくＪＲの特急「にちりん」に乗るんですけれ

ども、今、飛行機と同じように、ＪＲ九州にも

情報誌が乗っておるんです。私はそれをよく開

いて見るんですが、非常に残念なのが、この季

刊誌には九州各地のイベントや名所旧跡、おい

しい料理などがよく出ておるんですけれども、

宮崎の露出が非常に少ないんですね。前も何か

歩きたくなる散歩道とかがなかったですか。宮
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崎県だけ全く空白で出ておりませんでした。お

いしい駅弁のときにも、宮崎県は一つもない。

そういう意味では、ＰＲの仕方が非常にまずい

んじゃないかと。情報発信の仕方について、も

う一度知事の所見を伺いたいと思います。

おっしゃるとおり、○知事（東国原英夫君）

ＰＲの仕方というのは、今まで非常に消極的で

あったということと、メソッドとして、方法と

して非有効的なものがあったんではないかと、

私は個人的には思います。ですから、ＰＲの仕

方というのはこうあるべきだというのを、私が

ある側面お示ししている部分はあります。ＰＲ

というものは、目で見る媒体、耳で聞く媒体で

あり、連呼です。コマーシャルをつくるときに

一番脳に残るのは、商品名の連呼ですね。です

から、宮崎、宮崎と宮崎を連呼することが、ま

ずＰＲの一つなんです。その分析をそれまで

やってこなかったということでございます。

今、全国的に宮崎が非常に連呼されておりま

す。これで恐らく、全国の方あるいは九州圏内

の方、県外の方たちには周知が行き渡るものだ

と思っています。あとは、その後のコンテン

ツ、細かいこと、宮崎に目を向かせたときに、

そのコンテンツがどういったものがあるか。御

指摘のように、そのコンテンツのＰＲの方法と

いうのは、チラシなり、あるいはメディア媒体

なり、あるいは新聞なり雑誌なりというもの

を、事細かく魅力あるような演出をしていかな

きゃいけないと思っています。今後の課題だと

思います。以上です。

ありがとうございました。時○田口雄二議員

間がなくなりましたので、私も先に進めたいと

思います。

観光行政についてもう一度伺います。私が高

校生のときに、知り合いじゃありませんけど、

同級生の山口百恵さんが宮崎に修学旅行に来

て、大騒ぎになったことがあります。当時は、

宮崎県への首都圏からの修学旅行が非常に多

かったように記憶しておるんですが、平和台や

青島でよく制服姿を見かけました。青春多感な

ときに、同級生と一生の思い出をこの宮崎でつ

くってもらい、また宮崎のよさやすばらしさを

認識してもらえたら、必ずリピーターになって

くれると思います。また、修学旅行は一度来始

めると定着し、毎年来てくれるという大きなメ

リットがあります。修学旅行の位置づけと対策

について、また修学旅行のここ数年の動向につ

いて、商工観光労働部長にお伺いをいたしま

す。

修学旅行○商工観光労働部長（高山幹男君）

につきましては、毎年一定の学生がおるわけで

すから、非常に安定した市場であるというこ

と、それから先ほどおっしゃいましたように、

リピーターとして将来の誘客にもつながる可能

性があるということで、修学旅行を誘致するこ

とは、非常に大事だと思っているんですけれど

も、残念ながら、本県への修学旅行につきまし

ては、近年減少傾向にありまして、直近の17年

度の実績では約3,500人ということにとどまって

おります。それで、これにどう対応するかとい

うことですけれども、修学旅行のニーズといい

ますのが、これまでの周遊型からいわゆる体験

学習型に移行しているということを踏まえまし

て、今やっておりますのが、例えばサーフィン

などのマリンスポーツ、あるいはリサイクル施

設における環境学習とか、農家民泊などの素

材、そういったものをもとにしまして、首都

圏、関西圏、鹿児島県等に加え、海外、中国、

韓国などの東アジアもターゲットに入れまし

て、官民一体となったセールス活動とか、学校
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関係者等キーパーソンへの招聘活動を行ってお

るところであります。

そのような結果も踏まえまして、昨年度であ

りますけれども、マリンスポーツ体験をメニュ

ーとします奈良県の高校生が209名、それから外

国からですけれども、学校交流を行う韓国の学

生が821名、五ヶ瀬などで農家民泊を体験する中

国の学生が約60名、その誘致が実現するなど、

一定の成果が見られているところでございま

す。これからも、市町村とか観光業界と一体と

なってワーキンググループをつくっております

ので、それを活用しまして、誘致戦略でありま

すとか体験メニューの充実強化を図り、あわせ

て、九州全体としては、九州観光推進機構など

とも密接に連携しながら、より一層の誘致、Ｐ

Ｒに努めていきたいというふうに思っておりま

す。

時間がありません。次の項目○田口雄二議員

に移らせていただきます。

企業誘致について知事にお伺いいたします。

製材メーカーの国内最大手である中国木材が

現在、日向市に進出計画を持っております。連

日、この件で新聞紙上をかなりにぎわしており

ますが、細島の工業用地に約30ヘクタール、用

地取得費を含め、総投資額は70億円を見込み、

最終的には230人の雇用を予定しているようで

す。しかし、余りにもこれまでの製材メーカー

との規模が違い過ぎ、地元製材業者が進出反対

を訴えております。逆に、伐採業者で組織する

県素材生産事業協同組合や森林所有者は進出賛

成を訴えており、森林・林業業界を二分する論

争が繰り広げられております。黒木日向市長

は、「川上と川下の両方からの意見を聞きなが

ら、そろそろ行政サイドから着地点を探らなけ

ればならない」と、行政として双方の利害調整

に取り組む方針を表明しております。これから

の話し合いが待たれるわけですが、この話は宮

崎県側から誘致を進めたのではなく、中国木材

が独自に調査し、日向市細島が最適と選択して

きたわけです。知事のマニフェストの実現に

は、突然飛び込んできたビッグニュースのよう

にも見えますが、知事は中国木材の日向市進出

についてどのようなお考えをお持ちか、お伺い

をいたします。

中国木材株式会社の○知事（東国原英夫君）

進出につきましては、新たな雇用の創出や安定

的な木材需要が生まれるなど、地域経済の活性

化につながることが期待されます。しかしなが

ら、地元からは、「原木調達が競合する」とか

「植栽未済地の拡大が懸念される」などの声も

聞かれるところでございます。このため、県で

は会社に対して、具体的な原木の調達計画等を

明らかにし、地元製材業界等との話し合いの機

会を持つよう働きかけているところでございま

す。私としましては、川上・川下の地元業界と

会社が十分話し合う中で、共存共栄できる円満

な着地点を探っていただきたいと考えておりま

す。以上です。

円満なということは、何か規○田口雄二議員

模を縮小してでも誘致はしたいと、そういうお

考えだと解釈してよろしいんでしょうか。双方

の着地点を見て決めるということは、規模を縮

小してでも誘致を進めたいというお考えなんで

しょうか。

規模を縮小するか、○知事（東国原英夫君）

あるいは拡大するかという議論は、まだこの時

点ではわかりませんが、中国木材というのは地

場産業にとって非常に重要な企業だと考えてお

ります。かといって川下と川上が争っている状

態では、県の産業についても支障を来すかなと
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考えています。ですから、お互いがウイン・ウ

インの形で、お互いが話し合い、お互いが利益

になるような形で解決に臨んでいただきたいと

いうことを申し上げた次第でございます。

もうちょっと聞きたかったん○田口雄二議員

ですけど、もう時間が余りないものですから、

ほかにも聞きたいことがありますので、次に参

ります。

次に、工業振興における人材育成についてお

伺いいたします。

実は、山形県の米沢工業高校、これは非常に

おもしろい取り組みをしております。全国にも

例のない画期的な人材育成の試みをしておりま

す。新設ではなく既設の工業高校の施設を利用

する同様の取り組みを、県内の工業高校でも実

施の検討をぜひともしていただきたく、提言申

し上げます。米沢工業高校の専攻科は、「地域

が求める高度な技術を身につけた実践力のある

工業技術者を育成する」を基本理念に、工業高

校を卒業した後、さらに１～２年、より専門的

な知識・技術を習得する課程です。米沢市は工

業出荷額が山形県内の３分の１を占める工業都

市ですが、近年は、不況や工場の海外移転に伴

い芳しい状況ではありません。地域の工業会

が、再生をかけて即戦力となる技術者育成に期

待をかけています。年間の授業料も県立高校並

みにした上に、講師は工業高校の先生を初め技

術力の高い地元企業の技術者や、山形大学工学

部など先生たちからの協力を得ながら、講義と

実習を行っております。また、企業研修を通し

て実践力を身につけることを一番の目的とし、

地域一体となった教育の場を形成しておりま

す。延岡市と米沢市の状況は非常によく似てお

り、人材育成には協力を惜しまないという地元

の製造業者もいらっしゃいますので、延岡工業

高校内に同様の技術者育成の専攻科の設置を検

討できないか、教育長にお伺いいたします。

本県におきまして○教育長（高山耕吉君）

は、高等学校卒業後、工業に関して専門的な知

識や技術を学習する場として、大学に加えまし

て、高等専門学校や県立産業技術専門校等、さ

まざまな教育機関がございます。今後の本県の

産業や経済の動向、既存の教育機関との関係等

を踏まえまして、本県産業教育のあり方につき

まして、今後とも研究をしてまいりたいという

ふうに考えております。

延岡地区は工業系の大学も専○田口雄二議員

門学校もありませんので、即戦力の人材育成と

いうのは非常に大きな問題になっておりますの

で、ぜひとも御一考をお願いしたいと思いま

す。

それでは次に、神話高千穂トロッコ鉄道につ

いて、再度お伺いをいたします。現在、再建に

向けて支援活動を必死の思いで進めております

が、先ほどの地域生活部長のお答えは、取り組

みを見守ってまいりたいと、まるで第三者かの

ような答弁をいただいておりますが、県として

は、このまま成り行きに任せて廃止もやむを得

ないと、そのように考えておるのか、再度お伺

いいたします。

高千穂線につきまし○知事（東国原英夫君）

ては、第三セクターとしての経営を断念した経

緯がございます。県が再び鉄道経営に財政支援

を行うということは、今のところ考えておりま

せん。

非常に残念ですが、このまま○田口雄二議員

でいくと、もう手助けをする道は全く考えてい

ないと、そう理解してよろしいわけですね。

県が出資する、支援○知事（東国原英夫君）

するということは、今のところ考えておりませ
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んが、私個人として、ＰＲという側面で高千穂

を応援していこうとは考えております。以上で

す。

そうしたら知事、今、知事は○田口雄二議員

非常にＰＲ力があるわけですから、その支援活

動を全国に訴えて、高千穂鉄道の再建に向けて

の発言を全国に向けて発信していただきたい、

そのように考えております。やはり県北におい

ては、特に高千穂の観光を考える上では、高千

穂鉄道はなくてはならないものでございますの

で、ぜひ御検討をお願いいたします。

最後の項目になりますが、西高跡地の有効活

用についてお伺いいたします。

もともと延岡には県営施設が非常に少なかっ

たわけですが、そんな中、数少ない県営施設の

県立高校がなくなったわけです。県央一極集中

の是正をずっと訴えてきた延岡市民の感情とし

ては、何が何でも県営施設以外は譲れないとこ

ろです。今回の跡地活用に関しましては、県営

施設が最優先されると理解しておりますが、そ

う考えておいてよろしいでしょうか、教育長に

伺います。

我々としましても、○教育長（高山耕吉君）

そのような方向で現在、検討を進めている状況

でございます。

ぜひとも、それはよろしくお○田口雄二議員

願いいたします。

それから、大瀬川の河川敷の野球グラウンド

が相次いで水害に遭いまして、延岡高校の野球

部が、西高のグラウンドを練習場として使用し

ておりますけれども、この状況は今後も継続さ

れるのか、あわせて、閉校後の西高の施設の利

用状況を教えていただきたいと思います。

延岡高校野球部の西○教育長（高山耕吉君）

高グラウンドの活用でございますけれども、現

在、西高跡地につきましては、教育財産として

の活用につきまして、慎重に検討を行っている

ところでありますが、グラウンドにつきまして

は、当面は延岡高校の使用を継続していく考え

でございます。今後とも、高校の教育活動や部

活動に必要な施設の確保につきましては、十分

に配慮してまいりたいというふうに考えており

ます。

次に、西高跡地の２カ月間の利用状況でござ

いますけれども、延岡西高の敷地や施設等につ

きましては、４月より延岡高校が管理をいたし

ております。そのうち、体育館、運動場及び野

球場は、延岡高校が部活動等に使用していると

ころであります。また、５月からは、県立学校

体育施設開放事業によりまして、他の県立学校

と同様に、地域の方々への体育館開放も行って

いる状況でございます。以上でございます。

ありがとうございます。跡地○田口雄二議員

の利用の件ですが、延岡の有志あるいは延岡高

校の父兄より、現在の施設や敷地面積が、延岡

高校よりはるかに後にできた西高の方がずっと

広く充実しており、延岡高校を西高跡地へ移転

できないか、そして延岡高校跡地を「牧水の

森」として残して、延岡高校が西高跡地へ移転

するという選択肢、そういうものはできないか

との声がありますが、それは一つの選択肢の中

に入っているんでしょうか、お伺いします。

延岡西高への移転の○教育長（高山耕吉君）

問題でございますけれども、延岡西高の跡地は

貴重な教育財産でございますので、その活用に

つきましては、地元から寄せられました要望も

含め、あらゆる角度から慎重に検討してきてい

るところでございます。以上でございます。

以上で午前の質問を終わり○中村幸一副議長

ます。
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午後は１時再開いたします。

休憩いたします。

午前11時55分休憩

午後１時０分開議

休憩前に引き続き会議を開き○坂口博美議長

ます。

次は、28番新見昌安議員。

〔登壇〕（拍手） 通告に従○新見昌安議員

い、順次一般質問を行ってまいります。知事を

初めとして、関係する各部長、教育長に答弁を

お願いいたします。

初めは、知事の政治姿勢についてであります

が、県民の生の声を聞くためにどのように取り

組んでおられるのか、また、今後どのように取

り組んでいこうとされるのか、まずは伺いたい

と思います。

県政を運営する上で極めて重要な視点の一つ

が、県民の声を聞くということではないでしょ

うか。安藤前知事は、就任後すぐに「県民の

声」制度を創設されました。松形元知事の時代

には「県政への提言」という制度がありまし

た。前知事の就任後２度目の議会で質問したこ

とがあります。県政への提言制度があったの

に、あえて県民の声制度を新たに創設したのは

なぜなのか、違いはどこにあるのかという趣旨

でありました。そのときの答弁は、「県民の意

見を県政に反映させるという目的は同じだが、

従来の専用はがきと電子メールに加え、専用の

電話・ファクスを設置して、県民の皆さんの生

の声ができるだけ多く直接届くような仕組みに

した」というものでありました。今となって

は、県民のまことの声が本当に聞こえていたの

かというむなしい思いでございますが、いずれ

にしても、県民との協働を図る上では、その声

を聞くということが極めて重要であることは論

をまたない。県庁ホームページの「知事の部

屋」をのぞくと、「県政へのご意見『県民の

声』」欄はまだ存在しているようであります。

このままでいかれるのか、お伺いをいたしま

す。

次に、県民の声を聞く一方で、県が重点的に

取り組んでいる施策や事業などについて、県民

に積極的に知らせていくこともまた重要であり

ます。「出前県庁」と「県政出前講座」で構成

された「県政出前トーク」、この継続の有無も

含め、この点についてはどのように取り組んで

いかれるのか伺います。

次は、県民総力戦と県民運動についてであり

ます。

ちょっと前のことでありますが、交差点で信

号待ちをしていたときに、目の前にとまってい

た車に張ってあるステッカーが目にとまりまし

た。それは「地域みまもりサポーター」を証す

るステッカーでありました。地域みまもりサポ

ーターは、前知事が提唱された「元気みやざき

県民運動」を構成する３つの運動、すなわち、

「健康みやざき推進運動」「環境みやざき推進

運動」「地域みまもり推進運動」のうち、地域

みまもりの分野において、安全で安心して暮ら

せる宮崎を目指し、自分のできる範囲で、でき

ることから実践するというサポーターでありま

す。ああ、頑張ってもらっているんだなと、そ

のときは思いました。「サポーターでありま

す」という表現は正確ではありません。「サポ

ーターでした」と言うべきかもしれません。理

由があります。その後、「県広報みやざき」

で、次のようなお知らせ文を目にしました。

「元気みやざき県民運動は終了しました」と。

さりげなくも冷たい文章でありました。その後
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には、「サポーターが１万3,000人を超えるなど

運動の輪を広げることができました。推進にあ

たり、ご理解とご協力をいだたきありがとうご

ざいました」と続いていました。サポーター

は、３つのプロジェクトで平成21年までの目標

値がそれぞれ１万人となっていたはずでありま

す。「県広報みやざき」でもその活動状況を紹

介し、昨年初めには各地で「サポーターの集

い」を開催するなど盛り上がりを見せてきた運

動が、たった数行のお知らせ文で、「はい、お

しまい」ではいかがなものか。そこで伺います

が、元気みやざき県民運動はいつをもって終了

し、どのような成果があったと考えているの

か。また、目標には届かなかったものの、１

万3,000人を超える多くの県民がサポーターとし

て活動をしておられました。サポーターになっ

ていただいた皆さんに対し、運動終了時にどの

ように対処されたのか。以上、総合政策本部長

にお伺いをいたします。

次は、宮崎県民歌と新たな県の宣伝歌、ＰＲ

歌についてであります。

今現在の本県の注目度を見れば、宣伝という

よりも宣揚と言ったほうがふさわしいかもしれ

ません。東国原知事の八面六臂の活躍によって

全国の耳目が宮崎に集まる中、今まで脚光を浴

びることもなく埋もれたままになっていた本県

のよさに、改めて光が当たり始めた感がありま

す。今や観光客の記念撮影のスポットともなっ

ている、昭和７年に完成を見た威厳のある県庁

本館しかりでありますが、宮崎県民歌もそのう

ちの一つではないかと思います。県庁ホームペ

ージの注目情報コーナーでは、「宮崎県民歌を

聞いてみませんか」ということで、合唱・斉唱

の音楽ファイル、楽譜ファイルがダウンロード

できるということが改めて紹介をしてありま

す。また、４月28日の地元紙には、もっと歌い

ましょうよと社説でも取り上げられておりまし

た。

この宮崎県民歌については、私もちょうど４

年前、平成15年の６月議会で取り上げたことが

あります。宮崎の豊かな自然、温暖な気候、歴

史を大事にしつつ未来に向かって力強く進むさ

まを表現しており、いつの時代にも通用するい

い歌だと。もっともっと県民に愛されてもいい

歌だと。どんどん歌っていきましょうという趣

旨の質問でありました。このときの質問は、お

笑い芸人「はなわ」が歌った、当時話題にも

なっていた「佐賀県」という歌を引き合いに出

しつつ、県民歌につなげるものでありました

が、その途中で、私、恐れ多くも次のように

言ってしまっておりました。「都城出身のお笑

いタレント「そのまんま東」に「宮崎県」とい

う歌を歌わせることをねらったわけではない」

と。「柳の下にいつもドジョウはいない」とい

うことわざもありますので、その人が今日、知

事の席に座られるということなど夢想だにしな

かった当時でありましたが、歌ってもらってお

けばよかったなと。そのときは日の目を見な

かったはずですが、今ごろは大ブレークしてい

たのではないかと思うと、残念至極でありま

す。それはさておいて、４年前、宮崎県民歌が

県民や学校現場で愛唱されるための取り組みに

ついて伺いましたが、その後は具体的にどのよ

うに取り組んでこられたのか、総合政策本部長

並びに教育長にお伺いをいたします。

次は、仮称災害時安心基金の設置事業につい

てであります。

これも、被災時の当座の生活費を支援する災

害時安心基金を創設し、官民で３億円の資金を

用意するという、知事のマニフェストを具現化
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するものの一つでありますが、重複を許してい

ただき、何点か伺いたいと思います。

１点目でありますが、一昨年、台風14号によ

り、県民の生活基盤である住家が未曾有の甚大

な被害を受けたことにかんがみ、市町村と協力

しての１回限りの特別措置として、被災者の当

面の生活を緊急に支援する被災者生活緊急支援

事業が実施されました。このときの事業費は12

億円強、このうち県費は８億円強で、6,100世帯

に対して１世帯当たり20万円を支給するという

ものでありました。今回提案された事業は、厳

しい財政状況のもと、県民に一定の安心感を与

えるものとして評価はするものの、３年間で６

億円という積み立てというのは金額的にはどう

なのか。一昨年の事業費と比べると少ないので

はないかという思いもありますが、その後の延

長はないのかということも含めて、見解を伺い

たいと思います。２点目に、基金の運用はどの

ように行っていくのか。３点目に、今後３年の

うちに基金総額を超えるような大規模災害が発

生したときにどのように対応していくのか。以

上、福祉保健部長にお伺いをいたします。

次は、視覚障がい者の情報入手について伺い

たいと思います。これは２回目の質問でありま

す。

今般策定された「宮崎県障害者計画・みやざ

き障がい者安心プラン」の冊子については、既

に皆さんの手元にも届いているのではないかと

思いますが、その下のほうに、切り込みととも

に切手ほどの大きさの正方形のものが全ページ

に掲載されているのにお気づきのことだと思い

ます。これがＳＰコードであります。このＳＰ

コードについては、昨年９月議会でも紹介をい

たしましたが、紙に書かれた情報をデジタルに

変える二次元シンボルで、その正方形の中に日

本語で約800文字の情報を入れ込むことができる

というふうに言われております。ＳＰコードが

印刷してあれば、それを活字文書読み上げ装

置、すなわちＳＰコード読み取り器で読むこと

によって、その中に収納してある文章内容を音

声で聞くことができる。視覚に障がいのある方

のみならず、文字を読むことが苦手な高齢の方

たちにとっても極めて便利であります。前回の

質問で、ＳＰコードをさらに普及させるために

も、まず、県が発行する各種刊行物への同コー

ドの掲載を加速させるべきであるというふうに

訴えました。今回、本県の障がい者施策の基本

的な考え、方向性を明らかにした障害者計画の

冊子に早速ＳＰコードを掲載されたことに対し

ては、高く評価をするものであります。私が現

在気づいた中では、県の刊行物でこのＳＰコー

ドが掲載されているのはこの冊子だけのようで

ありますが、県刊行物への普及に対して今後ど

のように取り組んでいかれるのか、福祉保健部

長にお伺いをいたします。

ところで、国の平成18年度補正予算に、「障

害者自立支援対策臨時特例交付金事業」960億円

が盛り込まれております。この事業の対象の一

つに、自治体や公立病院などの公的機関におけ

る窓口業務の円滑かつ適正な実施に必要な情報

支援機器やソフトウエア等の整備を目的とし

た、「視覚障害者等情報支援緊急基盤整備事

業」というものが入っておりました。この事業

における補助割合は10分の10、全額補助であ

り、自治体負担はゼロであります。地域におけ

る障がい者に対する情報バリアフリーを一層促

進するためにも、積極的に活用すべきであると

考えるところでありますが、市町村など公的機

関における視覚障がい者に対する情報支援機器

の整備に今後どのように取り組んでいかれるの
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か、同じく福祉保健部長にお伺いをいたしま

す。

情報バリアフリーに関して、もう一点伺いた

いと思います。県庁のホームページについてで

あります。現在、県庁ホームページでは、障が

いのある人や高齢者、子供など、さまざまな環

境にあるすべての人が同じように情報を利用で

きるよう、アクセシビリティーに配慮したペー

ジづくりに努めておられるようであります。こ

のアクセシビリティーというのは、「近づきや

すい、使いやすい」という意味とのことで、利

用者に対するさまざまな配慮がなされているよ

うであります。文字の大きさが自由に変えられ

る、文字が読みにくくならないよう文字の色と

背景色にコントラストを持たせるなどでありま

すが、ホームページの内容の音声読み上げに関

しては、当該ソフトを使用している利用者にし

か対応できておりません。バリアフリーの観点

からは少々配慮不足であります。高齢者や視覚

に障がいのある人の利便性に配慮するために

も、ソフトを使用している、していないにかか

わらず、音声で読み上げるようにすべきである

と考えますが、この点に関しては総合政策本部

長に伺います。

最後の質問となりますが、いじめ対策につい

て、教育長に何点か伺いたいと思います。

いじめを苦にした児童生徒の自殺が相次ぎ、

深刻な問題となっている中で、この問題への対

応が急がれているところであります。いえ、

今、最も悩み、悲鳴に近い叫びを発している子

供たち、そしてその保護者への支援は、待った

なしの課題ではないかと思います。そのような

中、本年１月26日の第166回国会における安倍総

理の施政方針演説で示された、夜間・休日でも

子供の悩みや不安を受けとめることのできる電

話相談、これについて２月６日に補正予算が成

立し、翌７日から「24時間いじめ相談ダイヤ

ル」がスタートをしております。その内容は、

子供たちが全国どこからでも、夜間・休日を含

めて、いつでもいじめなどの悩みを相談するこ

とができるよう、全国統一の電話番号を設定

し、そこに電話すれば、原則として電話をかけ

た所在地の教育委員会の相談機関に接続される

というものであります。そのために、全都道府

県で24時間対応を可能とするための体制を整備

するとともに、国公私立の小学校、中学校、盲

・聾・養護学校の全児童生徒に配布する電話相

談窓口紹介カードを作成するための予算も、補

正で措置されております。いじめで悩み苦しん

でいる一人でも多くの子供たちが、この相談窓

口に電話をかけ、あすへの希望を見出すことが

できるようになるよう願ってやまないところで

あります。教育委員会においては、万全の体制

で臨んでいただきたいと願うものであります。

本県における24時間いじめ相談ダイヤルの運用

状況、また、窓口紹介カードの配布状況などは

万全か、また、いじめ対策はひとり教育関係者

のみならず、警察や児童相談所などの関係機関

との連携も極めて重要であると考えますが、現

在の対応についてお伺いをいたします。

ところで、電話相談が有効に機能することを

願いつつも、現実問題としてのいじめ、これは

学校の中だけ、また学校と教育委員会、保護者

だけで解決に努めても、関係者の中でしこりが

残って、なかなか思うような解決に結びつかな

いこともあるのではないかと思います。いじめ

られた、あるいはいじめに気づいたときに、だ

れでも安心して相談でき、公平に当事者の話を

聞いた上で、最後まで子供に寄り添っていじめ

問題の解決に力を発揮してくれるような第三
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者、この第三者による機関をつくる必要がある

のではないかと考えますが、教育長の所見を伺

いたいと思います。

以上で壇上からの質問を終わり、後は自席か

ら質問いたします。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいた○知事（東国原英夫君）

します。

まず、「県民の声」についてであります。県

民の皆様一人一人が県政に関心を持ち、積極的

に参加していただくためには、県民の皆様の声

をお聞きすることは大変重要だと考えておりま

す。このようなことから、現在、県民の声制度

はもちろん、県民の皆様とじかに接して御意見

を伺う「県民ブレーン座談会」を定期的に開催

しているところであります。また、県内各地域

に出向いて県政について報告するとともに、地

域の課題について多くの住民から御意見をお聞

きするフォーラムなども新たに計画していると

ころでございます。今後とも、県民生活の現場

を肌で感じながら、できる限り多くの県民の方

々の御意見を幅広くお聞きしてまいりたいと考

えております。

続きまして、県の施策などの県民への周知に

ついてであります。県民総力戦による県づくり

を進めるためには、県の施策や課題等を県民の

皆様に御理解していただくことが何よりも重要

であります。このため、私は知事に就任して以

来、県議会はもちろん、定例記者会見や各種の

広報媒体、さまざまな行事などあらゆる機会を

通じて、私の県政に対する考え方やその政策等

について周知を図ってきたところでございま

す。今後とも、「新みやざき創造計画」や、現

在策定中の新しい行財政改革大綱などさまざま

な施策について、県民の皆様にしっかりと伝え

てまいりたいと考えております。〔降壇〕

〔登壇〕 お○総合政策本部長（村社秀継君）

答えいたします。

まず、元気みやざき県民運動についてであり

ます。元気みやざき県民運動は、新たな総合計

画を策定することとしたことに伴い、サポータ

ーを中心とした展開から、県の関係部局におけ

る具体的な施策に沿った運動に移行させること

とし、平成18年度末をもって終了いたしまし

た。県民運動の成果としましては、３つのテー

マであります健康づくり、環境保全、地域みま

もりへの取り組みに対する県民の意識が高ま

り、サポーターの登録者数が１万3,000人を超え

るなど、一定の成果が得られたものと考えてお

ります。なお、運動終了時におきましては、県

民運動の推進に当たり、御理解と御協力をいた

だいたことに対する感謝の意を込めて、終了し

たことを新聞各紙及び県の広報誌であります

「県広報みやざき」に掲載することによりまし

て、サポーターの方々はもちろんのこと、広く

県民の皆様に周知を図ったところであります。

今後とも、新しい計画のもとで、県民総力戦の

一環として自主的な取り組みを継続していただ

くことを期待しているところであります。

次に、県民歌についてであります。県におき

ましては、県民歌が県民に親しまれ、愛唱され

るよう、これまで、県主催のスポーツ大会等で

活用するほか、県民手帳などの印刷物や県のホ

ームページに歌詞や楽譜を掲載し、啓発に努め

てきたところであります。また、県民の皆様か

ら県民歌の御要望がありました際は、複製した

ＣＤをお送りし、御活用いただいております。

最近では、パソコンを利用して音楽配信を利用

する方々が、若い世代を中心にふえてきており

ます。このため、こうした方々にも手軽に活用

していただけるように、県のホームページに新
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たに音楽ファイルを掲載し、自由にダウンロー

ドして使ってもらえるようしたところでありま

す。今後も、県民歌が県民に愛唱されますよ

う、さまざまな機会を通してＰＲに努めてまい

りたいと考えております。

最後に、県ホームページへの音声読み上げシ

ステム導入についてであります。県のホームペ

ージにつきましては、県行政の動きなどを県民

にお知らせする媒体として重要な役割を担って

おります。したがいまして、障がいがある方や

高齢者など、さまざまな環境にあるすべての方

が利用しやすいようなホームページづくりに努

めていく必要があると考えております。御提言

にありました音声読み上げシステムの導入につ

きましては、専用ソフト等が必要になるなど、

費用面の課題も出てまいります。今後、このシ

ステムにつきましては、そのニーズ等を調査し

てまいりたいと考えております。以上でありま

す。〔降壇〕

〔登壇〕 お答○福祉保健部長（宮本 尊君）

えいたします。

まず、災害時安心基金についての一連のお尋

ねでございます。

まず、基金の額でありますが、台風第14号規

模の災害が想定される一方で、災害が少ない年

が続くことも考えられまして、適正な基金規模

を設定することは大変難しい面がありますが、

今回の基金規模につきましては、過去に災害救

助法を適用した災害の被害状況を勘案して６億

としたところであります。なお、基金の額を超

える大規模な被害が発生し、基金が底をついた

場合には、県、市町村が応分の負担を行うこと

にしております。

次に、制度の期間についてでありますが、当

面３年間で６億円の基金を造成するという仕組

みとなっております。制度の期間など制度のあ

り方につきましては、今後の基金の運用状況

や、被災者生活再建支援法等の法整備の状況、

あるいは地震保険等の自助の動向などを見きわ

めながら、３年後を目途に市町村と検討してい

くことになると考えております。

最後に、基金の運用についてであります。こ

の基金は、いつ起こるかわからない大規模な災

害発生時に速やかに被災者の支援を行うことが

目的でありまして、支援金ができるだけ早く交

付できるように、大口定期など安全でかつ機動

的な運用が可能なものを考えております。

次に、ＳＰコード普及への取り組みについて

であります。視覚障がい者の情報入手の機会を

拡充していく上で、ＳＰコードの普及を図って

いくことは大変重要であると認識しておりま

す。このため、みやざき障がい者安心プランの

ほか、障がい者の方々が利用する団体の機関誌

にも掲載を開始するなど、ＳＰコードの普及に

向けた取り組みを始めたところであります。今

後さらに、県刊行物への掲載拡大に向けた取り

組みを進めるとともに、宮崎県視覚障害者福祉

協会を初めとする関係団体はもとより、市町村

の発行する刊行物へのＳＰコード掲載の働きか

けを行うなど、普及に努めてまいりたいと存じ

ます。

次に、視覚障害者等情報基盤整備事業につい

てであります。視覚障がい者にとって、ＳＰコ

ード読み取り器や文字拡大読書器などの情報支

援機器は、手軽に情報を取得するための有効な

手段でありまして、最も身近な市町村の窓口や

図書館等においても、整備を進めていくことが

必要と考えております。県では、今回の国の特

別対策において、これら公的機関での情報支援

機器の整備が補助の対象となったことから、市
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町村に対し、積極的な整備を行うよう働きかけ

てきたところであります。その結果、23の市町

村において、ＳＰコード読み取り器等の整備が

予定されており、今後とも、視覚障がい者の情

報バリアフリー化に努めてまいりたいと考えて

おります。以上でございます。〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいた○教育長（高山耕吉君）

します。

まず、県民歌についてであります。県民歌

は、郷土の豊かな自然や風土、未来への夢など

を、明るくさわやかに表現をしたものでありま

す。現在、本県におきましては、子供たちが県

民歌に親しみを持つよう、県内で使用されてお

ります小学校すべての学年の副教材に掲載をし

ているところであります。このことによりまし

て、音楽の授業や集団宿泊学習などの学校行事

で歌われているところであります。また、小中

高の教職員の初任者研修におきましては、県民

歌のすばらしさを伝え、各学校で歌い継がれて

いくように取り組んでいるところであります。

次に、「24時間いじめ相談ダイヤル」の運用

状況についてであります。いじめ相談ダイヤル

にかけられた電話は、電話をかけた所在地の教

育委員会の相談機関に接続されることになって

おり、本県におきましては、平日の８時30分か

ら21時までは県教育研修センターに設置をいた

しています「ふれあいコール」に転送され、相

談に応じております。それ以外の時間につきま

しては、警察の「ヤングテレホン」の番号を案

内しているところであります。

次に、窓口紹介カードの配布状況等について

であります。電話相談窓口紹介カードにつきま

しては、国の24時間いじめ相談ダイヤルの設置

に先立ちまして、県内の電話相談窓口を紹介す

るため、ことしの２月初めに、私立学校を含む

県内の全児童生徒約14万5,000人に対しまして、

カードを配布し、周知を図ったところでありま

す。また、平成18年度の電話相談につきまして

は、県教育研修センターのふれあいコール及び

ＮＰＯ法人に委託をした土・日の子ども専用電

話に、合わせまして2,321件の相談があり、この

うち、いじめとして判明していますのは、ふれ

あいコールが対応した67件であります。

次に、関係相談機関との連携についてであり

ます。いじめの早期発見・早期対応につきまし

ては、日ごろから関係機関と連携を図っていく

ことが大切だと考えております。そこで、学校

は、児童福祉や人権擁護、警察、医療等の関係

相談機関との定期的な情報交換の機会などを設

けますとともに、事例によりましては、関係相

談機関の専門的な支援を受けながら、いじめ問

題の解決に取り組んでおります。

最後に、第三者の機関によりますいじめ問題

の解決についてであります。いじめの実態を調

べてみますと、加害者と被害者が入れかわった

り、解決に向かっていたいじめが再発をした

り、いじめの内容が変化するなど、複雑な状況

が見られます。このようなことから、いじめ問

題の解決を図るためには、いじめのアンケート

調査や教育相談等を実施し、子供の実態を把握

するとともに、継続的な観察や指導を行ってい

くことが必要と考えております。このため、各

学校が校長を中心に職員一丸となりまして取り

組むとともに、状況に応じましてスクールカウ

ンセラーや地域等と連携し、粘り強く対応する

ことが何よりも大切であります。今後とも関係

機関との連携を図りながら、学校、家庭、地域

が一体となりまして、いじめ対策に積極的に取

り組んでまいりたいと考えております。以上で

ございます。〔降壇〕
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それぞれ答弁いただきまし○新見昌安議員

た。ありがとうございました。

まず、教育長にお伺いをいたします。いじめ

を撲滅するためには、子供たちの周りの保護

者、こういった関係者が対策を講じることも重

要ではありますけれども、子供たち自身が自発

的に解決に取り組んでいく、こういった動きが

他人への思いやりといったものをはぐくむ教育

的な効果も期待できるのではないかというふう

に思います。自発的な解決を促すことについて

教育長はどのようにお考えなのか、お伺いをい

たします。

いじめ対策でありま○教育長（高山耕吉君）

すが、いじめの撲滅に当たりましては、子供た

ちが「いじめは絶対に許されない」という強い

自覚と認識を持つことが、何よりも重要である

と考えております。そのために、各学校におき

ましては、学級活動の時間等も活用しながら、

いじめを許さない学級づくりや、児童会・生徒

会によります「いじめ撲滅宣言」の取り組みな

ど、子供たちの意識の高揚にも努めておりま

す。今後とも、このような子供たちの主体的な

取り組みを奨励しまして、いじめ問題の解消を

図っていきたいというふうに考えております。

そういった動きが全県的な大○新見昌安議員

きなうねりとなるように、積極的に進めていっ

ていただきたいというふうに思います。

もう一点、相談窓口紹介カードについてお伺

いをしたいと思います。先ほど、全県下で14

万5,000人の子供たちに配布をしたということ

を、答弁いただきました。当然、特別支援学

校、盲学校、聾学校といった学校の生徒たちに

もこの紹介カードを配られたというふうに思い

ますが、先ほどのＳＰコードとも関連しますけ

れども、盲学校の子供たちについては点字の貼

付とか、また聾学校の子供たちについては、電

話番号だけじゃなくて、ファクスとかＥメール

アドレスとか、そういったことについても配慮

をしてやるべきだというふうに考えますが、そ

こについてはどういった対応をされているの

か、もう一度お伺いをしたいと思います。

窓口紹介カードにつ○教育長（高山耕吉君）

いてでありますが、特別支援学校におきまして

は、視覚障がいのある児童生徒のすべての保護

者に窓口紹介カードを配布いたしまして、カー

ドの目的や利用の仕方などを説明するなどの配

慮を行ったところであります。また、聴覚障が

いのある児童生徒につきましては、メールや

ファクスで相談が可能となるよう、体制づくり

に取り組んでまいりたいと考えております。こ

れからも、障がいのある児童生徒がいじめなど

で悩んだときに相談できる環境づくりに努めて

まいりたいというふうに考えております。

それでは次に、総務部長にお○新見昌安議員

伺いをしたいと思います。

一昨年の台風14号襲来直後に開催された９月

議会で、私は、被災者生活再建支援法では救済

されない被災者のために県独自の支援制度を創

設すべきではないかというふうに訴えると同時

に、この被災者生活再建支援法に基づく基金の

活用についてもお伺いをしたところでありま

す。この基金の総額は、当時は600億円でござい

ました。平成11年度に300億円、平成16年度

に300億円、全都道府県がそれぞれ応分の負担で

拠出したと。そのとき残高は余り変わらなかっ

たという中で、いつ発生するかもわからない大

地震とか、そういった大規模災害に備えておき

たいというのはわかるけれども、実際目の前で

発生した災害に対しても柔軟な対応をしてくれ

てもいいのではないかというふうに訴えまし
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た。当時、副知事が総務部長でございました

が、答弁いただきました。そのときの答弁、

「支援制度の適用基準を見直して、より多くの

被災者の方々を対象とできるように国と協議し

ていきたい」というものでありました。その後

どうなったか、現在の基金残高もあわせて、総

務部長にお伺いをいたします。

被災者生活再建支○総務部長（渡辺義人君）

援制度についてでありますが、この制度につき

ましては、住宅本体の建築費等がこの資金使途

に入っておらず、また、年収要件の設定等もご

ざいまして、同じ被害を受けても支援対象とな

らない世帯があることなどの課題があります。

このため、国に対する本県の提案要望活動や、

全国知事会、九州地方知事会等の活動を通し

て、制度の改善要望を行ってまいったところで

あります。しかしながら、現時点でも、いまだ

制度改善には至っておらず、今後とも引き続き

要望活動が必要であるというふうに考えており

ます。先月５月31日でありますけれども、知事

みずから直接、防災担当大臣等にこの制度改善

について強く要請を行ったところでございま

す。我々も引き続き、この要望活動を続けてま

いりたいというふうに考えております。

それから、お話にございました基金の残高で

ありますけれども、確かに造成総額は約600億円

でありまして、その後幾分か減少いたしており

ますが、平成18年度末現在では約565億円という

数字になっております。以上であります。

この問題は、前回も多分言っ○新見昌安議員

たと思うんですが、宮崎県だけではなくて、い

つどこで発生するかもわからないということで

すので、これからも強力に国のほうに働きかけ

ていっていただきたい。ほかの県ともしっかり

協力しながら働きかけていっていただきたいと

いうふうに思います。

次に、知事にお伺いをしたいと思いますが、

県庁のホームページには、「県民の声」制度の

創設以降、年度別に受け付け状況が掲載されて

おります。一昨日までは、昨年の９月末までの

分しか掲載をされておりませんでしたが、きの

うからは、本年の３月末までの受け付け状況が

掲載されているところであります。それを見て

みますと、昨年の４月１日から９月30日まで

で、はがき、電子メール、電話、ファクス合わ

せて481件の受け付け状況だったものが、ことし

の３月31日では3,913件。差し引くと、10月１日

からこの半年間で3,432件と、たくさんの声が届

いております。昨年末は、おしかりの声も多

かったのではないかと思いますが、ことしの１

月22日から３月末までを見てみると2,892件と。

当初は、知事誕生直後、冷やかしのものもあっ

たのではないかと思いますが、今は本当に期待

を込めたものもたくさんあるんじゃないかとい

うふうに思っております。また、４月以降５月

末までを見てみても1,326件と、相変わらず多い

状況でございます。これだけの県民の声、知事

はどのように受けとめておられるのか、お伺い

をしたいと思います。

お答えします。○知事（東国原英夫君）

その県民の声にお寄せいただいたメール等の

数は間違いありません。私の知事当選後、県民

の声が大幅に増加したことは、県政への関心の

高まりのあらわれであると感じております。内

容は、御指摘のとおり、冷やかしのものから誹

謗中傷、そして建設的な励まし、御提案等多岐

にわたっておりますが、いただいた御意見につ

いては、できるだけ真摯に受けとめて、今後の

政策に反映させていただく所存でございます。

そのたくさん寄せられた中の○新見昌安議員
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まじめな御意見、そういったものを今回の「新

みやざき創造計画」の中にはどのように反映さ

れたか、その点についてもう一回お伺いしたい

と思います。

私も、県民の声はで○知事（東国原英夫君）

きるだけ隅から隅まで読むようにしております

が、なかなか建設的な意見というのが少のうご

ざいます。その中でも、県民の声の「新みやざ

き創造計画」への反映について 今回の計画―

策定に当たりましては、県民意識調査や、県内

５地域での県民の方々との意見交換、さらには

パブリックコメントによって寄せられた県民の

皆様の御意見、御提言を、施策の展開方向や数

値目標の設定などに反映させていただいたとこ

ろでございます。なお、日々寄せられる県民の

声については、県民生活に密着した分野におい

ての要望や意見が大半でありますことから、今

後の計画の推進に当たっての具体的な施策や事

業の展開の中で、適切に反映させていただきた

いと考えております。

もう一点、知事にお伺いをし○新見昌安議員

たいと思います。今般の「新みやざき創造計

画」、これにおけるキーワードの一つが「県民

総力戦」というものであります。知事には就任

以降、すぐれたリーダーシップを遺憾なく発揮

してもらっておりますが、宮崎の未来を明るい

ものにするためには、これからも県と県民が

しっかり協働しながら、県民一人一人が持つ力

を十二分に発揮して、事に当たっていかなけれ

ばならないというふうに思っています。ただ、

どうしても個々人の力にはおのずと限界があり

ます。それを結集する必要があるんじゃないか

というふうに思っております。その結集する運

動が必要になるんじゃないかと思います。新た

な県民運動の展開というものについて、知事は

特別に何か考えをお持ちなのか、お伺いをした

いと思います。

県民運動についてで○知事（東国原英夫君）

ございますが、私は、真の県民運動とは、一定

のテーマに基づいて、県民が自発的に実践して

いくことにより、県全体に草の根的にそのテー

マに関する普及や啓発が図られ、県民生活の福

祉向上につながるものであると考えておりま

す。今回策定いたしました「新みやざき創造計

画」におきましても、新しい宮崎の実現は、県

民一人一人の努力によってなし遂げられるもの

であるとの考えから、県づくりの基本姿勢とし

て、県民総力戦を掲げることといたしておりま

す。例えば、県外からの観光客におもてなしの

心で接するなど、県民の皆様が、それぞれの立

場で積極的に新たな県づくりに参画し、さまざ

まな役割を担っていただく。すべての県民が、

みずからの価値観や信念、関心に基づき、新し

い宮崎を創造するために自発的に行動を起こ

す、すなわち県民総力戦が真の意味での県民運

動として広がっていく、そういう展開を期待し

ているところでございます。

改めて県民総力戦、意義がよ○新見昌安議員

くわかりました。

ところで、先ほど総合政策本部長の答弁で、

元気みやざき県民運動の終わりは、私が指摘し

たとおり、「県広報みやざき」での３行の文章

だけだった。その結果については、何ら数字と

して、また、きちんとした報告という形ではな

されていないというふうに受けとめました。こ

の元気みやざき県民運動のサポーターの皆さん

は、本当に真摯に県政にかかわっていこうとい

うふうに考えた方々がこのサポーターになられ

たのではないかと思います。そういった方々に

対して、わずかこの３行の文章だけでは、余り
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す。改めてこのサポーターの皆さん方の取り組

みに対する真の意味のお礼についてはなされな

いのか、改めてお伺いをしたいと思います。

確かに議員○総合政策本部長（村社秀継君）

のおっしゃられますように、短い期間ではあり

ましたけれども、一生懸命この運動のために協

力または御理解していただいた方に対する周知

としては、不十分な面があったかと思います。

確かに、この12月から１月以降の非常にばたば

たした中で、そういった取り扱いをさせていた

だきましたけれども、今後この点についてはき

ちっと考えてまいりたいというふうに思ってお

ります。

よろしくお願いしたいと思い○新見昌安議員

ます。

最後になりますが、歌で締めたいと思いま

す。歌うわけではございません。宮崎県民歌、

これは私たち宮崎県民が親しみを込めて歌って

いくと。そして、後世にしっかりつないでいく

べき大事な歌だというふうに思っております

が、しょせんは県民歌であります。他の県の人

がこの宮崎県民歌を歌うこともないし、興味も

示すことはないんじゃないかと思っておりま

す。今、知事の力によって宮崎は全国的に注目

をされている、こういったときこそ、県民歌と

は別の、本県をＰＲできるような歌が必要では

ないかというふうに思っております。

新みやざき創造計画・計画編の中の新みやざ

き創造戦略における戦略３、「『経済・交流』

拡大」戦略、この中には、みやざきブランドを

向上させるためのプロモーション活動の強化

と、また、「おもてなし日本一の宮崎」を目指

しての観光推進、移住促進といった戦略が掲げ

られております。また、今議会に提案された予

算案の中には、それらを具現化するような新規

事業も盛り込まれておりますが、事業を実施す

るいろんな場面、また知事がトップセールスで

出かけた先々、そういったところで宮崎のよさ

をアピールできる、宮崎はこんなところかなと

想像力をかき立てられる、そして宮崎に行って

みたい、宮崎に住んでみたいと思わせるような

歌がＢＧＭで流れると、非常にいいんじゃない

かというふうに思っております。

最近、県庁のホームページの中に掲載された

「みやざき自悠生活」、この中でもＢＧＭで流

すとか、聞けるようにしておくのは大事じゃな

いかと思います。そのような宮崎を大いにＰＲ

できるような歌を新たに制作するか、発掘する

かすべきだと思いますが、知事に再度見解を伺

いたいと思います。先ほど、満行議員は蛯原友

里とかコブクロとか超有名人のことを挙げられ

ましたが、私はそういったものじゃなくて、本

当に目立たないけれども、宮崎をよくわかって

いる方たちがこの歌に取り組んでくれるという

ことを期待しての質問でございます。見解を伺

いたいと思います。

新たな県の宣伝歌と○知事（東国原英夫君）

いうかＰＲソング、あるいは応援歌みたいな位

置づけだと思うんでございますが、これまで宮

崎のイメージを全国に配信した代表的な歌とし

ては、昭和42年のデューク・エイセスが歌って

ヒットした「フェニックス・ハネムーン」とい

うのがあります。この歌は、新婚旅行客でにぎ

わっていた当時の宮崎を全国にＰＲする上で大

きな力があったと思います。このように歌に

は、情報発信に大きな力があり、宮崎を全国に

ＰＲするための有効な手段の一つであると認識

しております。現在、全国的に宮崎のイメージ

アップが図られつつあります。私といたしまし
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ては、これを機会にさまざまな方々に宮崎を

歌っていただき、その中から宮崎をＰＲできる

歌が多数生まれることを期待しているところで

あります。

宮崎の宣伝歌というもの、あるいはＰＲソン

グ、応援歌を広く県内外から公募して、それを

コンペティションにかけて、皆様の御理解、御

賛同をいただいてＰＲソングにするというよう

な企画を、来年の宮崎国際音楽祭に絡めて、そ

ういった活動をしていくのはどうだろうかとい

うのを私は考えております。まだこれは実現に

至るわけではございませんが、そういった取り

組みも必要じゃないかなと考えております。そ

れこそ先ほどの質問にありましたとおり、５月

をミュージックマンスリーにと申しましょう

か、そういった取り組みにも資するものかと

思っております。先ほどコブクロというミュー

ジシャンの名前が出ましたが、コブクロに打診

しましたところ、やんわり断られました。以上

でございます。

それぞれ答弁をいただきまし○新見昌安議員

た。今の最後の知事の答弁に期待を込めつつ、

終了させていただきます。ありがとうございま

した。（拍手）

次は、46番井本英雄議員。○坂口博美議長

〔登壇〕（拍手） ことしの統○井本英雄議員

一地方選挙でみんな勝ち上がってきたわけであ

りますが、その選挙で一番言われたことは、東

国原知事のことであります。「あんたは知事を

どう思ちょるとね」と。そこまではいいんです

けど、「いじめたらいかんよ」と、すぐこう来

るんですね。そして、「是々非々と言うちゃい

かん。応援しますと言いなさい」と、こういう

感じでありましたね。私は実は大学も一緒であ

ります。私が先輩ですけど、名前も「ひでお」

ということで、「宮崎県のためになるためだっ

たら一生懸命頑張りますがね」と、こういう返

事をしてきたところでありました。知事のおか

げで、本当に宮崎県が全国で有名になりまし

た。東京あたりの私の友人からも電話が来て、

「宮崎県はすごいね」と。こういう話を聞きま

すと、やっぱりうれしいですね。うれしい気が

する。その辺のところは本当に素直に感謝した

いと思っております。

それでは、私は、きょうは初めての質問でも

ありますので、私の持論であります「規制緩

和、自由化による格差」、これを取り上げたい

というふうに思います。

去年、私はブータンというところに行ってま

いりました。ブータンというところは、ヒマラ

ヤのふもとにありまして、九州ぐらいの大きさ

です。ふもとといっても高度2,200～2,300メー

トルのところにあるんです。山岳民族です。大

体人口が80万人ぐらい。非常に貧しい国であり

ました。そこに何で行ったかということであり

ます。（発言する者あり）いや、目的の話で

す。何のために行ったかと。これは、国民総生

産量という言葉がありますけれども、国民総生

産量ではなくて国民総幸福量と、ＧＮＰじゃな

くてＧＮＨと言うんですが、それを国家目標に

して政策でやっておるんですね。私は、今の日

本人は本当に幸せなんだろうかなと常々思って

いるんです。毎年３万人以上の自殺者が出るん

です。１日100人近い人間が毎日毎日亡くなって

いるんですよ、皆さん。そして、テレビやラジ

オや新聞は毎日のように悲惨な出来事でしょ

う。日本人は本当に幸せなんだろうかと。戦

後60年、日本はともかくあの廃墟の中から、ア

メリカを追い越せ、ヨーロッパを追い抜け、そ

れこそ一生懸命頑張ってきました。しかし、結
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果としてどうなんだろうかと。今後の日本の将

来にとって何かヒントがあればなという思い

で、実はブータンに行ってきたわけでありま

す。

それで、ブータンの国民総幸福量であります

けれども、こういうことであります。経済的に

物が豊かになったからといって、人間は決して

幸せになることはできない。それは物質的な満

足感、肉体的な満足感である。もう一つ大切な

経済的な満足感ももちろん大切ですよ。し―

かし、それプラス精神的な満足感が必要です

と、こういうものです。精神的な満足感はどう

やったら得ることができるんですか。音楽を聞

くとか、きれいな絵を見にいくとか、あるいは

自然の中に入っていくとか、いろんな方法があ

る。しかし、「最も人間が精神的な満足感を得

る方法があります」と言うんですね。それは人

と人との間にあります。要するに、人と人とは

理解し合いなさい、助け合いなさい、仲よくし

なさい、そうやって言うんですね。ですから、

まずは これは国家が言うんですよ 家庭― ―

を大切にしなさいと、家庭を。それから隣近所

の人たちと仲よくしなさい。人間がまた一番傷

つくのもそうなんですね。人と人との間なんで

すね。ですから、そういうことをブータンでは

国家政策として進めているわけであります。

翻ってこの日本はどうだろうかと。日本は

「和を以て尊しとなす」という国であります。

戦後のあの廃墟の中から日本人はみんなで頑

張ってきた。「和」の力だと私は思っておりま

す。ＮＨＫの「プロジェクトＸ」なんかを見て

おりますと、みんなで力を合わせて一つのもの

をなし遂げていく。私は、日本人というのは和

を大切にしてきた、そういう民族であったと

思っています。それが日本をこんなに繁栄に導

いてきたと思っています。

そして、1980年代、日本は、ジャパン・アズ

・ナンバー１と言われるぐらい、それこそ世界

の目標というか、見本になるぐらいになってき

たんです。ところが、バブルではじけてしまっ

た。そのときから日本の指導者は自信を失って

しまいました。私に言わせれば、バブルの後始

末にちょっと手間取っただけのことですよ、本

当は。ところが、それ以来、グローバルスタン

ダード、規制緩和、自由化。日本のよき伝統で

あったと私は思うんですが、終身雇用制、年功

序列、こんなものは次から次に捨て始めまし

た。アメリカ型の経営を皆さん御存じでしょ

う。利益追求型の会社ですよ。従業員とか労働

者というのはそっちのけですよ。考えてみれ

ば、日本型の経営は人間中心主義の経営であり

ました。

そして、今や日本は世界で５番目に格差のあ

る国となってしまいました。貧困率ではアメリ

カに次いで２番目であります。ニートとかフリ

ーターとか言われる人たちが500万人ぐらいいる

んじゃないかという数字もありますね。私ごと

じゃないけど、私のおいっこは派遣社員で行っ

ているんですよ。派遣社員といったら格好いい

けど、実際はアルバイト、パートと変わらんの

ですね。昔は派遣は単純な労働だけしか出せな

かったんです。それがだんだん規制緩和で、複

雑労働というかそういうものまで派遣で出すこ

とができるようになった。私のおいっこなん

か30歳近いけど、三交代でやっていますよ。三

交代で仕事に行っております。それで、月々稼

いでくる金が10何万円というお金です。結婚も

できん、そう言って嘆いております。

そもそも自由競争というのは、強い者が勝っ

て弱い者が負ける弱肉強食の社会であります。
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そういう社会では心がすさんできます。人を信

頼するということはできなくなります。私は、

さきに述べたブータンではありませんけど、人

間の幸せということを考えたときに、この規制

緩和、自由化という問題は人間を決して幸せに

するものじゃないと、そう思っているわけであ

ります。

加えて、地球環境が経済を第一主義 この―

規制緩和、自由化というのは経済第一主義の考

え方ですよ。地球環境がそれを許さない時代に

なっております、経済を優先するのは。経済を

よくしようとすれば必ず消費しなきゃいかん。

消費しようとすれば必ず地球環境をいじめない

かん、そうなっている。アメリカのブッシュさ

んも京都議定書には印鑑を押さんかったけど、

やっとこのごろ、地球環境を何とかせないかん

という気になってきたみたいであります。知事

のマニフェストの中にはどうも地球環境問題に

ついて抜けているなというのが、ちょっと気に

なるところでありますけど、これは細かいこと

は言いません、今回は。この前、私は、ゴア元

副大統領がつくった「不都合な真実」という映

画を見にいきましたが、なかなかいい映画でし

た。一度ごらんになってみたらいかがでしょう

か。

そういうことで、日本の今までの消費という

のは、総一億中流と言われたことがありました

ね。ちょっと難しいけれども、自由と平等と

は、なかなか相入れない問題なんですよ。旧ソ

連では自由がなかったがゆえに経済が停滞をし

てしまいました。ところが、日本の場合はみん

な平等。それでありながら経済は活性化してい

る。これは不思議だと言われています。歴史家

トインビーは、20世紀の奇跡だと言った。私

は、もう一度、規制緩和、自由化、この格差問

題、これについては見直さないかんときが来て

いるんじゃないか、決してこれは人間を幸せに

しないのではないかと考えているわけでありま

す。相田みつをさんがこんなことを言ってい

る。「奪い合えば足りない、分け合えば余

る」、この規制緩和、自由化の経済は奪い合い

の経済ですよ。もう地球環境がそれは許さな

い。みんなで分かち合う、そういう時代に入っ

ているというふうに私は思います。私は今こそ

分かち合う経済を実現しなきゃならんときじゃ

ないかと考えておるんであります。これははっ

きり言って、県政問題にしてはちょっと大きな

問題だろうと思いますが、どんなふうな考えを

お持ちなのか、聞かせてもらえたらと。

次に、「日本一親孝行の国 宮崎県構想」に

ついてお伺いいたします。

これは、私が１期生のときに一遍提案したこ

とでありました。私も県会議員になってから、

まちおこしで成功したところをかなり見て回り

ました。皆さんもそうでしょう。まちおこしで

成功したところの成功する秘訣というか、これ

だけはあると、これだけは言えるということが

１つだけわかりました。これは、そこに住んで

いる人たちが、「この町はいい町だ、住みよい

町だ」と思わなければまちおこしは成功しない

ということです。これがわかりました。あの湯

布院にしても、綾町にしましても あの綾町―

なんかそうですよ、昔は夜逃げの町と言われた

ところですよ、あそこは。綾町出身には申しわ

けないけど。あの綾町も、郷田前町長を中心に

して、ともかく住みやすい町をつくろう、その

ためにはみんな助け合おう、そうしてつくり上

げたんです。結局、まちおこしでも大切なの

は、みんなが助け合う、仲よくするということ

なんですね。知事は今度、県民総力戦というテ
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ーマを掲げておりますが、私風の解釈でいけ

ば、これは県民全体のまちおこしというような

ことじゃないのかなと思っているわけなんで

す。ということであるなら、この県民総力戦が

成功するためには、県民一人一人が、宮崎県は

いいところだね、住みやすいところだね、そう

思わないと成功しないんじゃないかと私は思っ

ているんですよ。

それと、宮崎発日本改革と言っているでしょ

う。これはすごいなと、実は私もその志を高く

買っております。それで、ただマンゴーを売

る、それから地鶏を売る、これはすばらしい、

確かにいいことで、私もそれはいいことだと思

いますが、知事が言うように地域間競争という

こと、これがそういう経済的な競争だけを問題

にして言っているなら、今までの政治家とそん

なに変わらん。今までの行政のあり方とそんな

に変わらん。もし日本改革というなら、私は今

までと質の違う、そういうものを打ち出してほ

しいと思うんですよ。それが実はこの「日本一

親孝行の国 宮崎県」構想なんです。これを内

外に知らしめることによって、「宮崎県は親孝

行の県らしいね、お年寄りを大切にする県らし

いね、弱い人たちに優しい県らしいね」と、そ

ういうことで宮崎県人が一致結束する。そし

て、それをまた他県の人たちが聞いて、ああ、

これはすばらしいということになる。私は、

今、日本において必要なことは経済的改革じゃ

ないと思いますよ。精神的な、心の改革だと私

は思います。

この前、「国家の品格」という本がベストセ

ラーになっていましたね、あれでも言っていま

すよ。フランシスコ・ザビエルが日本に来て

びっくりしたことがある。指導者である侍がみ

んな貧乏だと。みんな貧乏だ。ヨーロッパで指

導者階級というのは貴族ですよ、みんな金持ち

だ。それにもう一つびっくりしたのは、それを

町民たちが尊敬しているというんですね。これ

もおったまげたと。私はそう思いますよ、指導

者階級である侍も偉い。そうでしょう、清貧に

甘んじる。それをまた尊敬する町民、これもま

た偉い。今の日本はどうなったのか。金、金、

金、金持ちは、ばかでも一等賞、これじゃあ

ね。そういう世の中をもう考え直さないかんの

じゃないかと私は思っているんですよ。

そんなことでありまして、ひとつ知事さんに

そんなところも考えていただけないものかなと

いう提案であります。

壇上での質問をこれで終わります。どうもあ

りがとうございました。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 質問なのか○知事（東国原英夫君）

何かちょっとわからない内容でございまして、

アルコールが入っているわけじゃございません

ね。

ブータンの国は、私も行ったことがございま

して、ブータンのサッカーを見ました。ブータ

ンはＦＩＦＡランクが200位ぐらいで、世界では

非常に弱いチームだったんです。そのサッカー

をやりながら、私が見ても下手なのに、非常に

楽しそうに幸せそうにやっておられたんです

ね。ハンドとかあるいはオフサイドとかそうい

うものを余り問題にしていない。おおらかなそ

のサッカーを見て、私は目からうろこが落ちた

記憶を今でも持っております。そんなような答

えしか……。

井本議員の「富を等しく分け合う」というこ

の言葉に今、着目いたしました。これを完成さ

せようとしたのが、結果の平等を重視したいわ

ゆる共産主義、社会主義だと思います。反面、

機会の平等というのを優先しようとしたのが資
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本主義であり、自由主義であるということは、

もう御案内のとおりと思います。この資本主

義、自由主義に基づき、グローバリゼーション

の名のもと、規制緩和とか、おっしゃるように

自由化が進めば、競争による敗者が生まれ、弱

者切り捨てにつながるのではないか。あるいは

また経済至上主義の考え方は、人の心からおの

ずと倫理観、道徳心を失わせてしまうのではな

いかという不安の声があります。先ほどの話に

もありましたように、我が国が戦後の荒廃した

国土の中から今日の繁栄を築き上げることがで

きたのは、勤勉かつ誠実な国民性に加え、日本

型のいわゆる修正資本主義、日本独自の資本主

義を確立してきた結果であると考えておりま

す。しかし、それらが近年、いわゆるグローバ

ルスタンダードと言われる実はアメリカンスタ

ンダードによって崩壊しつつあるということ

は、どうやら事実であります。よって、今こそ

日本独自の、日本らしい社会経済システムを模

索するときではないかと私は考えております。

自由な競争の中にも、敗者や弱者のためのセー

フティネットが整備され、富の再配分システム

や再チャレンジが可能な社会システムを構築す

るとともに、今の拝物主義、拝金主義、市場経

済至上主義をいま一度見詰め直し、幸福とは何

か、一体豊かさとは何なのか、そのことについ

てもう一度立ちどまって考えてみる、そういう

時期に来ているように私は考えております。答

えとしては精一杯でございます。

続きまして、親孝行の提案についてでありま

す。御案内のように、みんなが仲よくする、一

致団結するというのは、私の県民総力戦の理念

の根本となっております。この宮崎の歴史とい

うものは、そういったものを除外して、やはり

怨恨や遺恨による仲たがいの歴史ではなかった

かなと。今こそ、７藩に分かれた小藩分立が、

県北、県央、県南が一つになる、そういう時期

ではないかと考えております。その宮崎モデル

が構築されてこそ、宮崎発の日本改革が成就す

るのではないかと考えております。

御提案の日本一の親孝行という提案でござい

ますが、この提案は、非常に私の心を打つもの

でございます。私が宮崎に帰ってきたのは、も

う介護世代に入った親の面倒を見る、そういっ

たことも含まれております。宮崎に生まれてよ

かった、育ってよかった、宮崎は弱者に対して

優しい、宮崎はいやされる、宮崎はお年寄りに

対して非常に理解がある、そういった県にする

ことこそが、いわゆる外郭的な改革、それより

も内面的な改革、御提案のように、心の改革、

精神の改革といった非常に高次な、崇高な理念

ではないかと考えております。昔は侍が、今は

政治家だと思います。御提案になったように、

政治家は清貧であるべきだと考えております。

それでこそ、県民の皆様が尊敬し得る存在だと

考えております。今こそ我々は政治家として、

政治と金、清貧について考え直し、そして、県

あるいは国家のことについて一から考え直す時

代であると考えております。以上でございま

す。〔降壇〕

立派なお答えをいただきまし○井本英雄議員

た。本当にありがとうございました。よかった

です。質問してよかったと思っています。

それでは、次の質問に入りたいと思います。

入札制度改革についてですが、実は、知事、５

年前、私は入札問題、談合問題を取り上げまし

て、それで告訴されたことがあるんです。名誉

毀損で告訴されましてね。最終的に損害賠償で

少し払わされたことがありますが、あれもそも

そも談合問題を私が取り上げて そして、私―
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だけじゃないんですよ、そういう問題を取り上

げたのは。知事が至るところで言っているかど

うか知らんけど、談合を許したのは議会の監視

能力がちょっと不足していたんじゃないかと

か、そんなことを言われたということを聞きま

すと、いや、申しわけないけど、我々は言って

ましたよと。落札価格が99.何％で落札すれば、

どう見たってこれは談合か何かあったんじゃな

いのと、こういうのは常識ですね。私もそれは

言いましたし、私以外にも言いました。私なん

かは、あの事件が起きたときは、公正取引委員

会まで、実は福岡まで行って訴えたんですよ。

取り合ってもくれませんでした、あのときは。

だから、あのとき、確かに99.何％で落札してお

れば、それだけ確率は高いと、談合している確

率は高いということで我々は責めたんですが、

現場をつかまえて言っておるわけじゃないわけ

ですから、現場の証拠があったら刑事事件で警

察がやることですけれども、そこまではできん

のが我々の調査権ですよ。

それで、知事、ここに１枚の紙をきょうは用

意しました。これは我々の勉強会で出てきた資

料でありまして、特別な資料じゃないんです。

どこにでもある入札・落札の資料なんです。こ

れは日向土木から取り寄せたものです。１、

２、３、４、５、６、７と括弧して下の方に書

いてありますが、１が落札した日吉産業さんで

す。２番目、３番目と書いてありますが、予定

価格があって、一番下に最低制限価格があると

いうのは御存じのとおりですが、最低制限価格

に一番近い人がこの場合とっているわけです

ね。それが日吉産業です。そうすると、日吉産

業さんと高蔵土木さんとは107円しか違わない。

２番目と３番目は13円ですか、23円か13円か、

そんなところの非常に際々とみんな、何千万円

の価格にしても100円ぐらいのところで争ってい

るんですね。10円のところもね。そうすると、

これを落札するというのは非常に難しいだろう

なと。ある意味じゃ奇跡みたいなことでありま

す。

ところが、日向土木ではこれを５件続けて落

とした業者があるんです。たたたたたたっと。

だから、私の耳に入ってくるのは、この最低制

限価格が漏れていると。漏れているというんで

すよ。知事の時代になってからの話ですよ。我

々はこの前も談合を言いましたけれども、確率

的に言うなら、今回もこれは最低制限価格が漏

れているんじゃないかと、そのように思ってい

るんですが、知事はどう考えていますか、それ

については。御存じでしょうかね。話はわかり

ますかね。わからなければ県土整備部長の方で

結構です。

最低制限価格○県土整備部長（野口宏一君）

の件でございますけれども、最低制限価格は、

県では、工事の品質確保とか下請保護などを含

めた適正な施工の確保から設定をさせていただ

いています。現在、公共工事の縮小ですとか、

あるいは一般競争入札の拡大に伴い、競争性が

非常に高まっているということで、今、議員御

指摘のように、最低制限価格周辺での入札がふ

えたりとか、あるいは同一業者が複数の工事を

非常に近い時期に受注しているようなケースと

いうのは確かに発生している状況でございま

す。

その原因として考えられますことは、現在予

定価格等の公表制度をとっています、それと工

事費積算ソフトもかなり厳密なものが開発され

ているというようなことで、実態といたしまし

て、最低制限価格の推計がかなり容易になって

いるのではないかなと思っております。このよ
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うな状況を踏まえまして、最低制限価格の算定

方法につきましては具体的に検討していきたい

と思っております。

私の質問にまじめに答えてい○井本英雄議員

ない。私は、１社が５件続けてだあっと落とし

たのは、これはちょっと奇跡に近いことじゃな

いか、おかしいんじゃないかと。おかしくない

というなら、おかしくなくてもいいんですけ

ど、私に言わせりゃ、私はおかしいんじゃない

かと今言っているわけよ。普通、人間が考える

こんな奇跡的なとり方をしているわけです―

よ、皆さん。それが５本立て続けてたたたた

たっととっていくのは、どう見ても最低制限価

格が漏れているんじゃないかと思うのが普通

じゃないですか。それはどうなんですか、

ちょっと聞かせてください。もう一回。

先ほど言った○県土整備部長（野口宏一君）

ので、重複するとおしかりを受けるかもしれま

せんけれども、実態として最低制限価格の推計

が容易になっているということでございます。

これは水かけ論になるかもし○井本英雄議員

れんから、これ以上は言いませんが、知事が言

われるように、我々は談合としての蓋然性が高

いじゃないかという話はしたわけですよ、あの

ときも。今度もだれが見ても蓋然性が高いとい

うことになれば、やっぱり私は一遍この辺は調

査すべきじゃないかと、そういう気はするんで

すがね。知事、ちょっとその辺は、もし考えが

あればお聞かせください。

この最低制限価格な○知事（東国原英夫君）

んですが、もしこれが仮に漏れていたとした

ら、僕はこれよりも張りつきはぴったり張りつ

くんじゃないかなと思うんですね。もし漏れて

いればですね。これは同じようなソフトが出

回っていて、そのソフトというのが非常に高

い、高価なもので、一部の力のある、体力のあ

る建設会社あるいは土木業者等が入手できるよ

うなソフトで積算して、この最低価格を出して

いるんだと思います。ですから、今後、他府県

の状況なんかも参考にさせていただきながら

長崎や佐賀ではランダム方式ということを―

やっております。下４けたをクエスチョンにす

るというところのやり方もございますので、そ

ういったものも参考にさせていただきながら

対応、対策を考えていきたいと思っており―

ます。

もう時間が余りありませんの○井本英雄議員

で、先に進みたいと思います。

それで、私は、建設業、公共事業は、これは

失業対策事業とは言わんけれども、いわゆる雇

用対策という面が多分にあったと思うんです

ね。ところが、今後、一般競争入札を取り入れ

ていけば、その辺の失業者、倒産するところが

たくさん出てくると思います。これに対して別

の手当てを打つのか、このままにしておくの

か。私は、やっぱり何らかの手当てを別にでも

せにゃいかんのじゃないかという気はしておる

んですが、その辺はどうでしょうか。県土整備

部長、よろしくお願いします。

企業の方でい○県土整備部長（野口宏一君）

ろいろ御努力をいただいておるわけでございま

すけれども、県といたしましては、自助努力、

自己責任のもと、経営改善や新分野進出に積極

的に取り組んでいる企業を重点的に支援した

り、あるいは技術と経営にすぐれた企業が成長

できる環境づくりを、現在、建設産業活性化プ

ランというものを策定しておりますけれども、

それに基づいて進めているところでございまし

て、引き続き、関係部局とも連携を図りなが

ら、その対応を進めてまいりたいと考えており
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ます。

よろしくお願いします。○井本英雄議員

それから、入札適正化委員会というのを今

度、また再び立ち上げると聞いていますが、そ

の中に建設業者の代表を入れるつもりはあるの

か、ないのか、ちょっとお聞かせください。

「入札・契約○県土整備部長（野口宏一君）

制度改革に関する実施方針」の中で、今ござい

ました公共工事入札適正化委員会、これにつき

まして、委員の構成を見直したり、あるいは機

能強化を図るというような予定にしておるとこ

ろでございます。実施方針の策定に当たりまし

ては、公共工事の受注者であり、社会資本の整

備を担っていただいております建設業者の方々

からも、いろいろ御意見とか御要望等も聞きな

がら策定したものでございますけれども、今

後、改革の進行管理とかあるいは検証というも

のを行っていく予定にしております。その中

で、建設業者の方々から再度、御意見等を十分

にお伺いし、制度の適正な運用改善に努めてま

いりたいと思っております。

よろしくお願いします。○井本英雄議員

次に行きます。地元の国道、県道の改良につ

いてでありますが、宮崎からずっと北上します

と、日向、門川、そこまで４車線でずっと行き

ます。延岡の土々呂に入った途端に２車線にな

ります。そこで車が数珠つなぎになります。本

来は、その横に南道路というのがあって、延岡

南道路というのはそこで250円払っていけば行け

るんです。ところが、250円が惜しいために、み

んな数珠つなぎで行くわけです。これが普通の

ときはいいんですけど、朝晩です、朝夕。ちょ

うどＪＲをまたいでこちらに県道が走っている

んですね。土々呂何線だったですか、走ってお

ります。こちらの国道と県道に２つ分かれて、

朝夕分かれて走るわけです。国道のほうはまだ

広いからいいけど、県道は本当に狭い。大体７

時から８時までに片一方だけで800台通ります。

往復で1,600台ぐらいの車が今通っております。

今、延岡で一番交通事情の悪いのはここです。

ここです。私は、ここについては前々から何回

も何回も言ってまいりました、どうにかしてほ

しいと。

それで、私が今提案しているのは、あの南道

路をただにしてくれと、こう言っておるんです

よ。それができないならせめて、７時から８時

までの間でもいいから、とにかく無料化とかそ

んなことはできないのかということでありま

す。県土整備部長、お願いします。

延岡南道路の○県土整備部長（野口宏一君）

無料化あるいは時間帯による割引でございま

す。延岡南道路は、お話ありましたように、一

般有料道路として、バイパスとして整備が行わ

れたわけでございますけれども、日本道路公団

が平成17年の10月に民営化されまして、現在

は、西日本高速道路株式会社が管理運営してお

ります全国的な高速道路ネットワークの中に組

み込まれたということで、借入金を償還する前

に無料化するということは、ちょっと難しいん

じゃないかなと思っています。

一方で、時間帯による割引ですけれども、高

速道路の料金につきましては、西日本高速道路

株式会社等の協定の中で定められていると。そ

の協定の中では、もともと高速自動車国道とい

たしまして建設された路線とか区間、これにつ

いては時間帯割引の対象になっております。一

方で、一般有料道路として建設されました道路

とか区間については、原則として時間帯割引の

対象外になっているというような状況になって

おります。そういうことから、現時点で延岡南
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道路については、通勤割引等の料金割引の対象

になっていないというような状況です。しか

し、今後、門川―日向間の供用が間近に控えて

おります。そうすれば、東九州自動車道と一体

的に利用するような形になりますので、当区間

を割引対象区間としていただけるよう、関係機

関に対しまして引き続き要望をさせていただき

たいと思っております。

ともかく何度も言うように、○井本英雄議員

あそこは延岡で一番今、問題箇所です。ひとつ

これに対しての認識を持ってほしい。知事、一

遍見にきてほしい、あそこの現場を。朝７時か

ら８時までのときにどれくらい大変なのか。あ

の道を横切ることができないんですよ。ちり捨

てに行こうにも、ちり捨てに行けない。そうい

う状況であります。

それでは、もう一つ、北方町の上祝子綱の瀬
かみほうり

線の件であります。上鹿川から上祝子までが４
かみししがわ

キロぐらい、道がないんですよ。道路がない。

ここをつないでほしいという地元からの要請が

あるんです。ひとつ何とかできんかなと思って

おりますが、これは県道ですね、どうでしょう

か、県土整備部長。

現在供用して○県土整備部長（野口宏一君）

いる部分につきましては、災害防除等の事業を

継続的に行っておりますけれども、議員御指摘

のように、まだ上鹿川から上祝子の未供用区間

がございます。路線認定はしておるんですけれ

ども、非常に地形が急峻だということで未供用

であり、現在のところ、これからの道路整備の

計画というのもまだ持っていないところでござ

います。

そういうことだと思うんです○井本英雄議員

ね。それで、県道では難しいと、県道でやると

県道で構えにゃいかんからですね。だから、県

道じゃなくて林道でいいんじゃないかと、こう

いうふうな考えがあるんですが、環境森林部

長、お願いします。

県が林道を開○環境森林部長（髙柳憲一君）

設する場合の国庫補助事業の採択に当たりまし

ては、これは当然のことだと思うんですが、森

林資源の状況、あるいは林業生産性の動向など

から判断をすることとされております。具体的

な採択要件につきましては、全体の計画延長が

７キロメートル以上であることや、あるいは利

用区域内森林面積、これが1,000ヘクタール以上

であることなどとなっております。御質問にあ

りました県道の未整備区間につきましては、今

お話にありましたように、総延長が４キロメー

トル程度というふうに考えられますので、採択

要件である条件を満たさないことから、県での

林道整備というのは困難であるというふうに考

えております。なお、本路線につきましては、

延岡市が実施主体として整備する要望がござい

ましたら、市とも協議をしてまいりたいという

ふうに考えております。

ともかく、できん理由ばかり○井本英雄議員

言うんじゃなくて、皆困っておるんだから、ひ

とつ前向きに知恵を出し合っていい形にしてい

ただきたいと思います。本当にありがとうござ

いました。終わります。（拍手）

ここで10分間休憩をいたしま○坂口博美議長

す。

午後２時35分休憩

午後２時47分開議

休憩前に引き続き会議を開き○坂口博美議長

ます。

次は、５番武井俊輔議員。

〔登壇〕（拍手） 愛みやざき○武井俊輔議員
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・武井俊輔でございます。このたびの宮崎県議

会議員選挙宮崎市選挙区より当選させていただ

きました。議会改革、県政改革に向けて新しい

視点で全力で頑張ってまいります。どうぞよろ

しくお願いいたします。

私は、本日、知事の政治姿勢、観光、交通の

３点を御質問いたしますが、各代表１問をこの

壇上にて行いまして、その後、質問者席に移ら

せていただきまして質問をさせていただきたい

と思っております。

私は、選挙以降、特に親子関係等もないにも

かかわらず、「東国原チルドレン」などと言わ

れてまいりました。この質問を、きょうを境に

そう呼ばれなくなるよう、一歩前に進めるよ

う、鋭意質問をさせていただきたいと思ってお

ります。

きょうは、知事も私淑されていらっしゃると

いう、観光宮崎の父でございます岩切章太郎の

銅像の前で演説をしてまいりました。知事部

局、知事及び部長各位の皆様におかれまして

は、「心配するな工夫せよ」という岩切の言葉

もございますが、前向きな答弁をいただければ

ありがたく思います。どうぞよろしくお願いを

申し上げます。

では、早速質問をさせていただきたいと思い

ます。

まず、「県民総力戦」という言葉についてで

ございます。知事が事あるごとに県民総力戦と

いうことをおっしゃっております。知事のトッ

プセールスもございまして、地鶏やマンゴーと

いうものは全国区になり、県産品の販売額が前

年度に比べまして大きくふえているのは御承知

のとおりかと思います。しかしながら、鉱工業

生産の実態、量販店の売り上げ、あるいは新築

住宅の着工件数など、県民経済全体を見回して

みますと、なかなかそうではない部分もありま

す。物販だけで宮崎県が豊かになるわけではご

ざいません。その中で、県民の皆様にも、知事

はよく頑張っているというところから、私たち

も頑張らなきゃというように変わっていただか

なければなりません。そこで、県民総力戦につ

きまして３点お伺いをいたします。

まず、働いている人、特に 私もそうでご―

ざいましたが 大部分を占めるサラリーマ―

ン、そして主婦、学生など、いわゆる関係業

者、業界以外の方に、この県民総力戦をどう伝

え、何を求めていきたいかという御見解をお伺

いしたいと思います。

続きまして、県職員の市民活動への参加につ

いてでございます。県職員は現在約１万7,700

人、これは宮崎県の総人口の約1.5％に当たりま

す。つまり、宮崎県では100人に1.5人が県職員

ということになるわけでございます。とします

と、この宮崎県庁は宮崎県最大の企業でありま

す。県民総力戦ということであれば、県職員も

県民の一人として、もっともっと積極的に地域

活動やイベント等に参加をしていくべきだと考

えております。例えば、一例申し上げます。地

域の消防団の実態など御報告いたします。昨年

４月現在でございますが、団員が県内で１

万5,540人、しかしながら、その中の県職員割

合0.15％、人数でいけばわずか24人でございま

す。県職員の市民活動への参加を、県行政とし

て積極的に進めていくべきではないかと考えて

おりますが、知事の御見解をお伺いしたいと思

います。

次でございます。県民総力戦への行政の支援

協力体制についてでございます。知事の考え方

をお伺いいたします。知事は、総合計画の中

で、「各人の持てる能力や技能が、地域社会に
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おける課題解決のために発揮できる地域コミュ

ニティーの活性化を図る」などと述べられてお

ります。一例を申し上げます。知事が御自身の

ブログでも書かれておりますが、大淀川の花火

大会の件を出させていただきます。警察等も含

めまして、実行委員会 ボランティアの皆さ―

んですが 非常に前向きに協議を進めておっ―

たところでございますが、県の担当部局から非

常に厳しい対応を迫られておりまして、結果と

して、夏の風物詩である花火大会の開催の概要

がいまだに決定できていないという状況にあり

ます。ボランティア活動に協力し、県民が楽し

みにしている大会に向けて努力をしている皆さ

んに対する姿勢としては、いささか疑問がござ

います。知事がいかに声をからして県民総力戦

と言われても、第一線の現場には、まだまだそ

れが伝わっていないのではないかと思うところ

でございます。それにつきましてお伺いをいた

したいと思います。

次に、観光について１点お伺いをいたしま

す。私は観光業界で働いておりましたので、そ

の経験も踏まえまして、これからも観光政策に

全力を挙げて頑張ってまいりたいと思っており

ます。以下、その点から、観光について１点、

壇上で申し上げます。

まず、シーガイア問題について申し上げま

す。知事にお伺いをいたします。これは私が政

治を志したまさに原点とも言える問題でござい

ます。ここでいうシーガイア問題というのは、

現在のシーガイアではなく、当時の破綻に至る

までの第三セクターの過程と御理解いただきた

いと思います。この税金を注ぎ込んだ第三セク

ターの最もあしき例を集約した経済問題であっ

たと思います。県も出資をいたしましたフェ

ニックスリゾート株式会社が、3,261億円もの累

積赤字を出して破綻をしたことは、長い宮崎県

政史上においても大きく特筆するべき問題であ

ると思います。当時の知事は、「シーガイアは

全国のモデルリゾートであり、バブルとは無縁

だ」と説明をしておりました。ところが、まと

もにその後あおりを受けまして破綻。そして最

後には、「運営は継続されるのであり、私の責

任はどうこう言うことはない」と述べられまし

て、具体的な責任をとられることはありません

でした。

私は、この問題から学ぶことは数多くあると

思っておりますが、特に、オープン４～５年後

には550万人来ると需要予測がございました。し

かしながら、実際にその年、５年後、シーガイ

アに訪れた観光客数は256万人でございます。極

めて希望的観測に基づいた甘い予測であったと

言わざるを得ません。私も現場におりましたけ

れども、例えば、宮崎に来る飛行機が全部満席

になっても足りないような予測でございまし

た。このような希望的観測、こういったものが

規模をどんどん大きくして、このような大きな

破綻を導いたものだと私は考えております。こ

のシーガイア問題についての見解、当時の対応

に対する所見、並びに ここが一番重要でご―

ざいますが 今後県が行う事業、こういった―

ものでこういった甘い需要予測等が起こらない

ようにしていくこと、これが一番学ぶべきこと

だと思いますが、これについての見解をお伺い

いたしたいと思います。

３点目でございます。交通政策についてでご

ざいます。私は宮崎県のバスの仕事をしており

ましたので、お伺いをさせていただきます。

日之影町に天翔大橋という橋がございます。

非常にきれいなアーチの橋でございます。この

橋は、ふるさと農道緊急整備事業という事業が
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ございまして、約60億円をかけて整備をされた

ものでございます。しかし、この対象となる農

家は、この橋の向こうには約60戸ということで

ございます。単純に言えば、１戸当たり１億円

出資をした事業ということになるわけでござい

ます。もちろん国の助成事業でございますが、

県の出費は約30億円ということでございます。

ところが、先ほども出ましたが、このすぐ横に

高千穂線が、休止された状態でございます。先

ほどの田口議員の質問でもございましたが、な

かなか運営が厳しく、２億円の財源も集まら

ず、関係者は四苦八苦しております。確かにこ

の橋が完成した当時は、まだ水害の前でござい

ましたが、高千穂鉄道の経営が厳しいもので

あったことは十分予想できました。つまり、こ

の橋を見てもそうですが、地域に交通インフラ

のためにお金は落ちているわけです。確かに橋

ができたことでプラスになったことは間違いあ

りません。しかしながら、費用対効果というも

のが十分に考えられなければなりません。広範

囲にわたる県民要望に対して、財政状況は厳し

さを増すばかりでございます。

したがって、行政はこれから、着手する事業

に対し、選択と集中が求められる時代になりま

した。地域自身で地域の交通のことを考える、

地域交通マネジメントと申しますが、ぜひ御認

識をいただき、国道、県道、農林道、橋、トン

ネル、鉄道、バス、いろいろあります。しかし

ながら、これからは、これらの優先順位を地域

の皆さん自身でつけて、必要なものを選択する

時代に入ってくるのではないかと思っておりま

す。知事に、その必要性をお伺いしたいと思い

ます。

残りの質問につきましては、質問者席からさ

せていただきます。以上でございます。ありが

とうございました。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（東国原英夫君）

す。

県民総力戦についてであります。選挙中から

今日に至るまで、多くの県民の方がメディア等

を通じて県政に関心を持たれ、「県民総力戦」

という言葉もかなり浸透してきたのではないか

と考えております。このたび策定いたしました

総合計画においても、新しい宮崎の実現は、県

民一人一人の努力によってなし遂げられるもの

であるとの考えから、県づくりの基本姿勢とし

て「県民総力戦」を明記したところであり、今

後、労働者、サラリーマンの皆さんを初め、県

民の皆様との意識の共有を図っていくことが大

切であると考えております。このようなことか

ら、私はあらゆる機会をとらえて、あらゆるメ

ディアを通じ、県民総力戦の考え方について、

県民の皆様に広く訴えかけてまいりたいと考え

ております。

県職員の地域活動参加促進についてでありま

す。県民総力戦による新しい宮崎県づくりを進

めていくためには、県民の皆様と行政との協働

を進める一方で、職員につきましても、地域社

会の一員という立場で、地域活動やイベントに

参加し、地域に貢献することは意義深いことで

ございます。また、こうした活動を通して、職

員といたしましても、地域の実情がどうなって

いるのかを実感し、より地域の視点・県民の視

点に立った職務の遂行ができるようになると考

えております。このようなことから、現在策定

中の新しい行財政改革大綱におきまして、「職

員の地域活動参加促進」という項目を新たに盛

り込んだところでございます。今後、職員の自

主的な地域活動参加を促進するための指針を作

成するなどの取り組みを行ってまいりたいと考

平成19年６月14日(木)

- 133 -



えております。

今後の自治体の運営につきまして、花火大会

の事例を参考に、県民総力戦の観点から、でき

ない理由を並べるのではなく、できるためには

どうしたらいいかといった発想に立って、積極

的に行動していくべきものと考えております。

こうした私の考え方については、県庁内の全部

局が十分に理解しているところでございます

が、一方で、私どもはさまざまな法律の執行者

となっており、一つのイベントに対しても、さ

まざまな法的観点から、その是非等について検

討を行うことも業務としているところでござい

ます。花火大会の件につきましては、私もその

成功を心から祈っている者の一人であります。

いろいろな観点から研究、勉強してまいりまし

たが、天満橋を花火大会に活用することについ

ては、道路法による道路管理や道路交通法によ

る交通管理からの判断、あるいは花火師さんの

御意見等も踏まえまして、厳しいという判断の

もと、今回の判断となった次第でございます。

御理解いただければと思います。

シーガイアについてであります。フェニック

スリゾート株式会社は、平成13年に会社更生法

に基づく経営の立て直しを図ることになりまし

たが、今日までの企業努力の積み重ねにより、

着実に経営再建が進んでいると伺っておりま

す。同社の会社更生法適用申し立て当時、私は

東京に居住しておりまして、そのニュースに驚

きをもって接したところでございました。同社

は、シーガイアの計画時点で、国内外のテーマ

パーク等の調査や金融機関等とも十分連携を

とった上で入り込み予測等を立てたとのことで

ありますが、長引く景気低迷などさまざまな要

因が重なって、会社更生法の適用に至ったもの

と考えております。シーガイアの件を教訓と

し、今後の観光行政に生かしていくとともに、

県としましては、今後、観光面で新たに企業の

経営に関与していくことや、いわゆる箱物を整

備していくことは想定しておりませんが、事業

の実施に当たっては、費用対効果等を十分念頭

に置きながら対処していくことが重要であると

考えております。

続きまして、地域交通マネジメントについて

であります。高速道路を初めとする広域交通網

や、域内を結ぶ交通網は、産業の振興や県民の

安全で安心な暮らしの基礎となるものであり、

その整備促進は、交通基盤の脆弱な本県にとっ

て極めて重要であります。このため今後、県で

は、限られた予算の中、事業の必要性や緊急

性、費用対効果等を総合的に検討しながら、交

通ネットワークの整備に努めてまいりたいと考

えております。〔降壇〕

ありがとうございました。で○武井俊輔議員

は、１点目の県民総力戦についてでございます

が、再質問させていただきます。１番、２番、

３番ございまして、１つ目並びに県職員の参加

等につきましては了といたしました。かしこま

りました。３点目、花火大会の件、余り具体的

な事例で時間もとりたくないんですが、ちょっ

と認識違いもあるようですので、御説明をさせ

ていただきます。

私、実は６月４日に道路保全課に行きまして

文書をもらいました。確かにそこには、さっき

知事がおっしゃったとおりで、花火師さんの見

解によると非常に難しいというような話が書い

てございました。橋梁破損の可能性があるとい

うようなことが書いてございました。私、この

花火師さんにちょっと話を聞いてみましたとこ

ろ、実際にそういうことではなくて、例えばガ

ムテープを張って、後でタオルでふいて、きれ
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いに取れるようなことがあったとしても、とに

かく跡がきれいに取れたとしても、欄干を全部

かえなければいけない。これは特注品であると

いうようなことを言われて、「いや、そこまで

言われるならできませんね」と言われたから、

できませんという回答が私に来ているんです

ね。ですから、知事のほうにどのような報告が

上がっているかわかりませんけれども、みんな

ボランティアでやろうとしているわけですよ

ね。にもかかわらず、非常にやる気をそぐよう

な発言、中には、そのとき地震が来たらとか、

どうしようもないようなこともあったようでご

ざいますけれども、そのような発言があってい

るということは、やはりこの場でお伝えをして

おかなければならないのではないかと思いま

す。このような形での対応があっているという

ことについて、県土整備部長にお伺いをしたい

と思います。

ただいまの件○県土整備部長（野口宏一君）

ですけれども、我々も法律の執行者でございま

すので、いろいろその件については検討をさせ

ていただきました。その中で、花火の打ち上げ

設備というものが道路法の許可基準に合致する

のか、あるいは多量の火薬を使用することか

ら、橋の安全性をどのように確保するのかとい

うようなことにつきまして検討させていただき

ました。あるいは、花火客や周辺地域の安全対

策をどのように行うのかということを実行委員

会の皆さんともお話をさせていただきました。

その後、県土整備部、実行委員会、花火技術者

の皆さんと合同で現地確認を行い、その際、実

施は非常に厳しいという事実を確認しました。

そのときに今、議員のほうからお話があったこ

と、私も詳細は存じていないんですけれども、

とにかく何か事故があると、例えば道路が損傷

すると、そういう可能性があるので、しっかり

道路が傷まないような措置をしてくださいとい

うようなお話やなんかもさせていただきまし

た。そのためには準備期間もかかりますし、実

際花火を打ち上げる時間帯もありますし、その

後、現場である橋上を片づけるというような形

にもなってまいります。そうしますと、非常に

地域の皆さん、道路利用者の皆さんにも御迷惑

をかけるんじゃないかというようなお話もさせ

ていただきました。そういう面を総合的に考え

てお話をさせていただきまして、実行委員会の

皆さんからは、花火を天満橋から打ち上げるの

はちょっと難しいんじゃないかという御結論を

いただいた次第でございます。

ほかのこともありますので、○武井俊輔議員

これで最後にいたしたいと思います。最後にも

う一度、県土整備部長にお伺いをしたいと思う

んですが、とにかく、花火師さんがこう言って

いたといってきていることと、実際に聞いてみ

ることに非常に大きな乖離があるんですね。し

かも、ちょっと汚れただけで欄干全部取りかえ

なさいみたいな、ふけば取れるようなもので

あってもそういうことを言っているというよう

なことは、非常に対応として誠意を欠いている

と思うんです。今後、花火大会も何とか、どう

いう形であれ成功させていきたいと思うんです

が、担当部署に対して、このようなことについ

てもう一度しっかり確認をいただいて、状況把

握をしていただきたいと思うんですが、コメン

トをお願いします。

お話を伺って○県土整備部長（野口宏一君）

いる事実関係は若干相違があるようでございま

すので、確認をさせていただきます。

よろしくお願いします。私、○武井俊輔議員

商工の委員でございますので、この問題につき
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ましては後日の委員会等でもまた取り上げさせ

ていただきたいと思います。

裏金の問題についてお伺いをさせていただき

ます。知事は、就任当日のあいさつの中で、

「裏金はありませんか」ということを職員に問

われましたけれども、４カ月後、さらに昨日も

答弁がありましたとおりで、また就任後にも裏

金が出てきたということでございました。知事

は会社で言えば社長でございます。社長の指示

が結果として軽視されていたということになっ

ているのではないかと思いますが、御見解をお

伺いしたいと思います。

御指摘の件でござい○知事（東国原英夫君）

ますが、私といたしましても、もう少し早く報

告してもらいたかったというのが率直な気持ち

でございます。その数が多かったことも非常に

残念に思っております。自主申告までに時間を

要したことについては、職員の中に、自責の念

に駆られながら言い出せなかった者や、「預

け」について不適正な事務処理という認識が乏

しかった者もいるかもしれませんが、公金とい

う意識が非常に低かったのではないかというこ

とも事実かと思っております。

しかしながら一方で、今回、正直な申告がな

されたことで、改革を行うきっかけや意識の醸

成はできたのではないかと考えております。今

後、このようなことを二度と起こさないことが

重要であり、県民の皆さんの信頼回復に向けて

徹底的な調査を行い、職員の意識改革と再発防

止のシステム、そういったものの仕組みづくり

に全力を挙げていきたいと考えております。

ありがとうございます。確か○武井俊輔議員

に自責の念に駆られてということもありまし

た。しっかり申告をしていただいたことは大変

ありがたいことだと思いますし、ぜひ今後も出

していただければと思うんです。例えばこれ

が、じゃ、半年後でありました、１年後であり

ました、それでも自主的に出てきましたという

これだけ新しい委員会などもできてきてい―

るわけでございますけれども、一体、大体この

ように出てきているものがいつぐらいまで許さ

れるのかといいますか、いつぐらいまでにしっ

かり出したものを自主的に申告したと見なすの

か、知事、お考えがあったらお聞かせくださ

い。

外部調査委員会の結○知事（東国原英夫君）

果は、中間取りまとめはまだ検討中ですが、一

応８月の末に取りまとめて発表させていただく

所存でございます。それぐらいが大体の期日か

と、期限かと考えております。

ありがとうございました。○武井俊輔議員

では、続いて次の質問に移ります。知事ブラ

ンドについての御質問をさせていただきます。

具体的には、知事の似顔絵の商品等についての

御質問でございます。昨今、知事の似顔絵を書

いた商品を目にすることが大変ふえました。物

販の現場のみならず、観光バスとかガソリンス

タンドとか、さまざまな場所で見ることができ

まして、はんらんしているといってもいい状態

ではないかと思っております。中には県外業者

がいろいろとつくっているようなものも見受け

られているようでございます。しかし、これだ

け出ているということは、もう既に、この知事

の似顔絵というのは一つのブランドになってい

ると言えると私は思います。

総合計画の中で、県産品のブランド力向上及

びＰＲということが挙がっておりますが、知事

のこの似顔絵についてですけれども、現状で

は、県が認証したマークをつけたとして、それ

によって食中毒等が発生した場合等、もろもろ
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問題があるという理由で、私がお伺いしたとき

には、「これは知事に似ているけれども、一応

知事と認めたわけではない」というような見解

で対応しております。つまり、今は県が認めた

本物というのは一つもないというような状況で

ございます。私も前の職場でそういう仕事をし

ていたんですが、これはブランドに対する認識

の不足があると私は思っております。中には、

県産品の使用比率をしっかり守るなどして、ブ

ランドの向上を図ろうという業者もいるんです

けれども、無秩序に認められれば、やはりそう

いった人たちの努力も無になってしまうのでは

ないかと思います。知事は、この現状に対して

どのようにお考えか、また、公式な、例えば宮

崎県ブランド的な似顔絵等の認証等についてお

考えの用意があるか、また、不適切なものがあ

れば、そういうものを指導するということまで

含めて、対応、お考えがあればお聞かせくださ

い。

私の似顔絵について○知事（東国原英夫君）

であります。私は、県産品の販売促進の一助に

なればとの純粋な思いから、私の似顔絵を、基

本的には自由に使っていただいている状態であ

ります。予想以上の効果、あるいは拡販が顕著

であるということは御案内のとおりでございま

す。しかしながら、似顔絵を使用した商品等に

より、県産品や県に対するイメージが損なわれ

るようなことがあってはいけません。ですの

で、いろいろな場面をとらえて、品質の管理、

安全・安心の確保等を呼びかけているところで

ございます。似顔絵は、私の一身専属の肖像権

に基づくものであり、その管理等は私個人の判

断にゆだねられていると認識しております。御

提言のあった県としての知事の似顔絵の認定に

ついては、私個人の判断として、そのようにす

ることは考えてはおりません。御理解をいただ

きたいと思います。

ありがとうございます。確か○武井俊輔議員

にこれは肖像権に属するものですから、知事の

個人的な御判断も尊重していかなければならな

いんですけれども、例えば、１つこれ、出した

んですが、これはお菓子の似顔絵でございまし

て、「太陽は東からのぼる」と書いてありまし

て、明らかにそれを意識したこういうような商

品でございます。基本的には、こういう商品が

出て、明らかにこれは県知事を意識した商品な

んですが、やはり御自分が知事になられたから

こういう似顔絵の商品が売れるようになったと

いうことについては、そういう認識でよろしい

でしょうか。確認でございます。

その商品に関して○知事（東国原英夫君）

は、東京の業者さんがやっていることでござい

ます。恐らくは、今の安倍総理、「晋ちゃんま

んじゅう」、「麻生まんじゅう」と､売り出され

ているのは、「そのまんままんじゅう・せんべ

い」等の、この３キャラクターだと把握をして

おります。御指摘の件でございますが、私が県

知事になってその商品は発売されたものであ

り、そして販売拡販がなされたものであると認

識しております。

ありがとうございます。とい○武井俊輔議員

うことは、やはりこれは、いわば宮崎県知事に

なられたから売れるようになった商品というこ

とであると思いますので、これは個人に属する

ことですし、時間もありますので、次に進みま

すけれども、これはぜひ、やはり県としても、

逆に放置しておくことによって粗悪品が出てく

ること、粗悪品が出てくることによって、ちゃ

んとルールを守って、県のイメージをアップさ

せるためにこれを使おうという業者さんにとっ
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てもマイナスになるということの重みは、しっ

かりと御認識をお願いしたいと思います。

次に移ります。職員と議員の関係についてお

伺いをさせていただきます。これにつきまして

は、私の基本的な思いでございますが、私ども

が県議会に当選をいたしまして、県庁に来て最

初に驚いたことは、職員の皆さんから「先生」

と呼ばれることでした。びっくりいたしまし

た。私たち愛みやざきでは、会派内の申し合わ

せで、先生と呼ばないようにお願いをしてまい

ります。やはり我々議員は住民から選ばれた存

在でありまして、私は少なくとも先生ではない

と思っております。

確かに、私たちは１万票前後の票をいただい

てこの議会におるんですが、１万票の私たちが

先生であれば、26万票とられた知事は大先生で

はないかと私は思うんですが、知事は「東国原

先生」と呼ばれることはまずないんじゃないか

と思うんです。とするならば、新しく、かつ快

い緊張感を持った関係を構築するために、知事

部局を初め執行部の皆さんが、議員のことを先

生と呼ぶのはぜひやめていただきたいと、私は

個人的に思うんですが、知事の見解をお伺いし

たいと思います。

私もこの職につかせ○知事（東国原英夫君）

ていただいたときから、一部の方々に「先生」

と呼ばれたことがございます。そのたびに私は

振り返りませんでした。というのが、先生はだ

れを示して言っているのかわからなかったから

です。そういった意味で、私のことを目の前で

先生と呼ばれると、私も面はゆい、勝手の悪い

思いをしております。しかしながら、議員の先

生方を 先生方じゃないですね。議員の方々―

を初め、社会の指導的立場にある人に対して先

生と呼ぶのは非常に自然なことであり、社会的

な慣習として根強いものでございます。一般的

によく行われている習慣、慣習であります。で

すので、それを特に禁止するということはいか

がなものでしょうか、というのが私の見解でご

ざいます。先生と呼んでほしい方たちもいらっ

しゃいますし、先生と呼ばなきゃ振り返らない

人もいます。また逆に、先生と呼んでほしくな

い方もいらっしゃいます。そこは自由というこ

とを確保した上で対処させて 私の見解はそ―

ういったことでございます。

かしこまりました。ただ、や○武井俊輔議員

はり、私たちもこのように初めて議会に参りま

して、知事部局の皆さんとの関係の中でもそう

いった特権的なものにならないように気をつけ

てまいりたいと思いますので、ぜひそのあたり

は、知事部局の皆様並びに当局の皆様にもお願

いをしたいと思います。

続きまして、観光に移ります。シーガイアの

問題でございます。よくわかりました。確かに

過去のことですから、今さら言っても難しいこ

とは十分承知をしております。ですから、私が

ここで一番言いたいのは、やはりいろんな事業

の効果測定、需要予測というものについてでご

ざいます。やはり非常に希望的観測も相まっ

て、高いものになってしまっていたんではない

かと思うんです。今後、これは観光にとどまら

ないんですが、さまざまな新規事業の効果測

定、需要予測等につきましては、普通、よい、

悪い、その他さまざまなパターンをぜひ検討い

ただいて、最悪の場合でもこの程度の利益、ベ

ネフィットといいましょうか、そういうものが

出るということもしっかり踏まえた上で事業計

画を行っていただきたいと思うんですが、知事

の御所見をお伺いしたいと思います。

確かに、1980年代か○知事（東国原英夫君）
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ら1990年代にかけてリゾート法等の制定もあり

まして、全国的にそういった施設が乱立したと

いうことは認識しております。その中で、時代

性もあります、成長もありました、バブルもあ

りました。その中で、観測予想に対しての甘さ

があったと御指摘であれば、私もそうではない

かなと考えております。しかし、あくまでもそ

れは予想でありまして、この激動の社会、ある

いはこの80年、90年、非常に未来予測が難し

かった時代におきまして、その数値というのを

正確に予想することは極めて難しかったんでは

ないだろうかと考えております。このシーガイ

アあるいはその他の施設、あるいは観光資源等

々について、この宮崎がたどった過去の歴史を

教訓といたしまして、今後は多面的な、多視野

にわたる綿密な未来予想等が必要かなと思いま

すし、箱物あるいは観光的な施設等を新しくつ

くるというよりも、私は、無から有を生む、

今、観光資源だと思われていないものを観光資

源だと見直す、そういった視点を重視して、今

後の観光行政に生かしていきたいと考えており

ます。以上です。

ありがとうございました。○武井俊輔議員

時間もありますので、次に移らせていただき

ます。観光のことが続いていきますが、ハード

整備につきましては今、御見解いただきまし

た。観光という事業は一つの事業部署だけでで

きるものではありません。他の部署等との非常

に綿密な連携等が不可欠でございますが、事業

現場、また竣工後の活用等見ておりましても、

なかなかその辺が十分な連携をとられたのかと

思う部分がございます。一例を申し上げます。

例えば、サーフィンで有名な木崎浜から青島の

ほうに向けてトロピカルロードという道が整備

をされております。これはカラー舗装にいたし

まして、加江田川、こどものくにを流れる知福

川に２本の橋をかけまして、総事業費34億円と

いうことで整備されたものでございます。

しかしながら、県の担当部署が結構細分化さ

れておりまして、なかなか有効活用がされてい

ない。植栽、街灯も大変美しい道であるんです

けれども、現状では、ツーデーマーチ、太平洋

マラソンというように、非常に活用が一部に限

定をされている状況でございます。例えば、こ

ういうところに連節の電気自動車でありますと

か、今アメリカ等では話題のセグウェイなどと

いうようなものもありますが、さまざまなもの

を導入して、青島振興は知事の思いでもあると

思いますので、他県にないことはできると思っ

ております。今からハードをつくるのは、さっ

きおっしゃったとおりの財政状況でもございま

す。しかし、まさに今おっしゃったとおり、既

存の施設の有効活用と部局間の壁を超えた対応

というものが、まさにこの観光には不可欠であ

ると思います。今後の観光振興部局と他局の連

携についての状況、それから、今後こういうふ

うにしたいという思いをまたお聞かせいただき

たいと思います。

本県観光の振興を○知事（東国原英夫君）

図っていくためには、観光担当の部局だけでは

なく、庁内はもとより、市町村や観光団体、地

元関係者などとの一体的な取り組みが大変重要

であります。庁内における連携の一例を申し上

げますと、海外からの誘客促進については、観

光担当部局と交通担当部局とが緊密な連携を図

りながら取り組んでいるところでございます。

お尋ねにありましたトロピカルロードにつき

ましては、青島地区と総合運動公園が一体的に

結ばれることにより、両地域が有する魅力を一

段と高めることを目的に整備されたものであ
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り、現在、一般遊歩道としての活用のほか、青

島太平洋マラソンや宮崎ツーデーマーチ、巨人

軍を初めとするキャンプ・スポーツ合宿におけ

るランニングコースなどとして利用されており

ます。御指摘のあった電気自動車やセグウェイ

などの活用は、道交法の警察の認可等が必要で

ございます。そういったものも視点に入れて考

えなければいけないと考えております。今後、

青島地域の活性化を図る中で、地元関係者など

からその活用について具体的な相談があれば、

関係機関と十分連携しながら対応してまいりた

いと考えておる次第でございます。

商工観光労働部長にお伺いを○武井俊輔議員

いたします。今の知事の答弁でございますけれ

ども、私、ここに非常に疑問を感じておりま

す。青島地区から具体的な相談があればという

ことなんですけれども、県が34億円かけたハー

ドが有効に使われていないという状況があるわ

けでございます。民間会社であれば、こういう

ものが有効に使われていないということであれ

ば、これをどういうふうに有効に使っていこう

か、どう活用しようかと、必死に考えると思う

んですね。それが、地元から相談があればとい

うのは、非常に後ろ向きといいますか、このハ

ードを本当に生かしていこうという思いがある

のかという疑問を感じます。むしろ逆に、こう

いうふうに使いましょうとか、こういうふうに

活性化のために役立てましょうということを、

積極的に県のほうから提案をしていくべきでは

ないかと思うんですが、御見解をお伺いしたい

と思います。

トロピカ○商工観光労働部長（高山幹男君）

ルロード、これは沿線に美しい修景がありまし

て、こどものくにの全景が広がるなど、大変風

光明媚ということは 確かに歩いてみると非―

常にすばらしい景色でございます。県が主体的

にいろいろ提案してはどうかという話もありま

すが、地域の魅力ということを考えますと、で

きるだけ地元の方が主体となっていろいろアイ

デアを出していただいて 現に青島地域で―

は、地域住民が主体となった観光再生の取り組

みも実際進んでおります。ぜひそういうことで

いろんな議論をしていただいて、案を出してい

ただければ、できるだけ私たちとしても協力し

ていきたいということでございます。

ですから、県として何かを提○武井俊輔議員

案したりとか、県として働きかける意思がある

かどうかということについてお伺いをしており

ます。

現在のと○商工観光労働部長（高山幹男君）

ころは、具体的にこういうことをやったらどう

かと、そういう提案は持っておりません。

ありがとうございました。ぜ○武井俊輔議員

ひそういう御提案をしていただいて、活性化を

していただきますように切にお願いをいたした

いと思います。ぜひ皆様も一度歩いていただけ

るとよろしいですし、メタボリックの予防にも

なる大変美しい道でございます。これからは、

まさに観光は、あるハードを生かす時代になっ

てきていると思いますので、どうぞよろしくお

願いを申し上げたいと思います。

続きましても、商工観光労働部長にお伺いを

いたします。国際コンベンション・リゾートみ

やざき振興基金、いわゆるリゾート基金の今後

等についてお伺いを申し上げます。このリゾー

ト基金でございますけれども、平成12年に60億

円の県費を活用して創設されました。もちろん

その後いろんな訴訟等もありまして、シーガイ

ア破綻後は他の観光集客施設にも投入されてま

いりました。ただ昨今は、使い方を見ておりま
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すと、いろんな地域ネットワークづくり協議会

とか、広域観光協議会など、どちらかといえば

ハードに投資をするというものから、地域のい

ろんな観光の意識高揚、また地域協議会等に使

用されております。非常に傾向としてはよいも

のだと思いますし、観光についてこういう原資

をもとに活性化できるということは意味がある

と思っております。また引き続いてお伺いをい

たしますが、今までのあり方、そして、今、残

額が２億7,000万円ほどございます。このリゾー

ト基金２億7,000万円、いろんな事業に使ってお

りますから、当然使い切ることになると思うん

ですけれども、今後さまざまな形でいろんな県

費を投入するとか、維持をしていくおつもりが

あるのか。今後このリゾート基金をどのように

活用し、また、この資金がなくなった後はどの

ようにしたいという御見解があれば、お聞かせ

をください。

リゾート○商工観光労働部長（高山幹男君）

振興基金、これにつきましては、先ほど御質問

にございましたように、今、広域的な事業関係

とかにいろいろ使っておりまして、県の観光振

興、それから地域活性化にとって非常に重要な

ものとして、現在有効に活用されているという

ふうに思っております。今お話がございまし

た、今後どう使うかということですが、当面

は、この基金を活用いたしまして、各地域の広

域的な観光振興事業、これを中心に支援してま

いりたいと思いますけれども、今後のあり方に

つきましては、本県の経済状況等も勘案しなが

ら、慎重に検討していきたいというふうに思っ

ております。

ありがとうございます。○武井俊輔議員

続きまして、京浜航路についてお伺いを申し

上げます。旧マリンエキスプレスが休止をいた

しましたフェリーの京浜航路でございます。海

路につきましては、宮崎県が九州で最大の地理

的なメリットを出し得るものでございます。こ

の道、まさに海の国道と言えるものではないか

と私は思っております。これがなくなったこと

によって、物流等にもやはり大きな影響が出て

おると思っております。特に、この廃止の理由

が、荷物の僅少、つまり荷物が少なくなったと

いうことよりは、むしろ燃料高騰ということが

原因であったことを考えますと、やはり復活に

向けて努力をしていく必要があると考えており

ます。このたびの予算におきましても、関東航

路利用促進補助事業として600万円が計上されて

おります。この事業の内容を伺いますととも

に、具体的にいつごろまでを目標に復活をさせ

たいとお考えかということをお伺いしたいと思

います。

私、海の国道という表現を今使いましたが、

国道フェリーと言われるものが結構全国にはご

ざいまして、例えば、天草から鹿児島であると

か、佐賀関から三崎というのもあります。これ

は、国道が海によって分断されているところに

大体あるものなんですけれども、宮崎県にとり

ましては、この京浜に向けての船というのは、

まさに海の国道といってもいいぐらい重要なも

のではないかと思っております。この海上交通

の確保・支援、また、例えば道路特定財源とい

うものがありますが、これにおいての補助等を

国に働きかけていただくとか、さまざまな形の

ことを考えていただいて、この京浜航路復活に

向けて鋭意努力をしていただきたいと思うんで

すが、知事の御見解をお伺いしたいと思いま

す。

海の国道として道路○知事（東国原英夫君）

特定財源が使えるんですかね。本県と関東地域
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を結ぶ海上航路につきましては、宮崎―関東間

は旅客需要が少ない。その一方で、客室などの

設備費用がかかったり、旅客サービスのための

人件費が膨らみ、また、スピードを速くするた

めに燃料コストも大きくなることから、現状で

はカーフェリーによる再開は厳しいかなと認識

しております。このため、県といたしまして

は、現在、本県と東京港の間を週２便運航され

ている定期貨物船「南王丸」について、利用促

進のための助成事業や農産物輸送の実証試験を

実施するとともに、運航会社に対する増便等の

働きかけを行い、できるだけ早期の本格的な関

東向け航路の再開につなげてまいりたいと考え

ております。

また、県による船舶購入及びリースにつきま

しては、船舶の調達に数十億円を要すること

や、大型船舶による長距離航路の運営には大き

なリスクを伴うことが予想されますことから、

その実施は極めて困難だと考えておる次第でご

ざいます。

ありがとうございます。道路○武井俊輔議員

特定財源の件でございますけれども、これはや

はり、今は、例えば公共交通であるとか、多少

使途が広がってまいりましたので、ぜひそれを

使ってでも、やはりこの海上交通というのは、

必ず維持していかなければいけない宮崎県の生

命線だと思っておりますので、ぜひ国に上がら

れた際、また調査研究をお願いしたいと思って

おります。

また、もう一つ、「南王丸」の件でございま

す。「南王丸」は、いわゆるローロー船といい

ますシャシーを積むものですけれども、現状と

しては非常にスピードが遅くて、関東まで27時

間、途中寄港地がある関係もありますが、スピ

ードが遅いということ等もありまして、根菜類

はともかく、葉物の輸送等には適していないと

いうこともございますので、この辺は、例えば

冷蔵コンテナ等の活用等も含めて、このローロ

ー船について定時性 今、週に２便しか来ま―

せんので、毎日運航等に向けてぜひ努力をして

いただきたいと思っております。以上でござい

ます。

次でございます。橘通り２車線化についてお

伺いをいたしたいと思います。中心市街地の活

性化、宮崎市ですね。宮崎市の中心市街地活性

化の一環といたしまして、国道220号線の橘通り

部分におきまして、宮崎市が中心市街地活性化

の一環として、現行の３車線を２車線化して一

部公園化するというような案を検討しているよ

うでございます。確かに発想自体は私も否定い

たしませんし、以前そういった論文も書きまし

たので、よいと思うんです。例えば札幌の大通

公園でありますとか、仙台の常禅寺通りであり

ますとか、観光地としても、中心部の大きな通

りが公園になるのは大変人気になるものでござ

います。ですから、適切に交通が管理されるの

であれば、中心市街地活性化の観点からも、私

は歓迎されると思っております。

しかしながら、その実現には絶対的な条件が

ございます。すなわち、人と車の流れをどう確

保していくか。現行のまま２車線化をすれば、

慢性的な渋滞、公共交通機関のおくれ、緊急車

両の走行等、大変大きな問題があると思ってお

ります。確かにこれは事業実施は宮崎市でござ

いますけれども、まさに橘通りというのは宮崎

の中心市街地、宮崎県の顔でもあります。この

橘通り２車線化並びにそれに伴う中心市街地活

性化につきまして、知事の御見解をお伺いした

いと思います。

この問題は、御指摘○知事（東国原英夫君）
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のとおり、事業主は宮崎市でございます。宮崎

市がことし５月28日に国から認定を受けた「宮

崎市中心市街地活性化基本計画」の中で、「橘

通りの公園化構想」を実現するための一つの方

策として取り上げられていると伺っておりま

す。橘通りは交通量が非常に多い状況にありま

すので、現在の交通量のままで１車線減らすこ

とは、渋滞がさらに深刻化するなどの問題が懸

念されております。しかしながら、中心市街地

の活性化も大変重要な問題であると考えており

ます。今後、宮崎市が橘通り公園化に向けた社

会実験を検討されているということであります

ので、県としては、円滑な交通の確保や中心市

街地活性化など、幅広い観点から意見を述べて

いきたいと考えております。

この問題は確かに宮崎市の事○武井俊輔議員

業ではありますけれども、やはり宮崎県として

も、例えば車の移動距離の渋滞等も含めて大変

大きな問題でありますので、今後とも積極的に

宮崎市と協力して、事業の実施等があれば、県

としての意見を述べていただきたいと思いま

す。

本日はこちらのほうで質問は全部終了いたし

ました。本日はありがとうございました。以上

で終わります。（拍手）

これにて本日の質問は終わり○坂口博美議長

ました。

あすは午前10時開会、本日に引き続いて一般

質問であります。

これにて本日は散会いたします。

午後３時37分散会
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一般質問◎

ただいまの出席議員44名。○中村幸一副議長

定足数に達しておりますので、これより本日の

会議を開きます。

本日の日程は、昨日に引き続き一般質問であ

ります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、22

番押川修一郎議員。

〔登壇〕（拍手） 皆さん、○押川修一郎議員

おはようございます。けさも元気よく、あいさ

つが一日の始まりだということでありますか

ら、一日を楽しく一生懸命過ごしていきたい

と、そのように思っております。また、きょう

は、いつものごとくでありますが、５時半ぐら

いには目を覚まして、愛犬であります洋犬のコ

ーギーの散歩をしたところであります。そし

て、雨が降り始めておりまして、恵みの雨だ

な、もっと降れもっと降れというふうに、実は

お願いをいたしました。今ちょうど普通期水稲

の田植え、あるいは準備の時期でありまして、

農家にとってはこの上ない雨であります。こと

しは空梅雨のようでありますから、この雨を本

当に私も喜んでおるところであります。

また、きょうは、傍聴席に地元からもたくさ

んの方が応援に来ていただいております。本当

にありがたいことだな、そのように思います。

そして、もう20年来続いておりますが、地域の

中で「農業を考える会」という組織がありま

す。会長を初め10数名、そういう仲間も実は

きょうは傍聴に来てくれておりますから、本当

にありがたいとそのように思います。そして、

知事とは、２回連続して２月議会、６月議会、

ともに議論ができるということを本当に感謝し

ております。そして、地元の皆さん方から、知

事のことを、どんな人ですかとよく聞かれるか

ら、実は、あなた方のほうがよく知事を見てお

られるんじゃないですかという話をします。と

いいますのが、我々は、朝出て就寝ぐらいま

で、ほとんど政務活動で時間を費やしておりま

すから、知事と話すのは、この本会議ぐらいし

かない、そんなふうに私は話をしております。

これは事実であります。本当に知事とは、この

本会議でこういう身近に顔を見るのもそうであ

りますし、話をさせていただくのも、この一般

質問や代表質問がなければ、なかなか今、宮崎

県のトップセールスマンとして、県外で一生懸

命農畜産物を初め県内のすばらしいものを売っ

ていただいておる知事でありますから。そのこ

とには、まずもって私も心から感謝を申し上げ

ながら、通告に従いまして一般質問に入らせて

いただきます。

まず、宮崎の将来像についてということであ

りまして、道州制であります。

国の調査機関である国立社会保障・人口問題

研究所が、平成17年の国勢調査を踏まえ、「日

本の将来推計人口」を発表されました。これを

見ると、県人口は、平成17年の115万3,000人か

ら、30年後の平成47年には24万1,000人の大幅減

により、91万2,000人まで落ち込むとの推計が出

ております。今日議論されている道州制が導入

された場合、現在の人口はさらに減って、推計

人口である91万人を下回ってしまうのではない

かと、私は心配をしておりますが、総合政策本

部長はどのように考えておられるか、お伺いい

たします。

また、これほど人口が落ち込んでいくと、商

工業はさらに厳しくなると思います。道州制が

導入されると、指定金融機関も中心銀行とな

り、宮崎のような地方の銀行などは吸収、統合
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の可能性もあり、結果、金融投資も中心に多

く、地方は減少するという話も聞くところであ

ります。また、観光業は、産業関連が低く多く

は期待できない、中心は商工業と農業であり、

産業構造の変化が心配であり、食べていけなけ

れば人口は減ります。そこで、道州制が導入さ

れた場合、県の産業構造はどのように変化して

いくと考えられているのか。また、移行しない

場合との比較において、各産業はどちらがメ

リットがあるか、あわせて総合政策本部長にお

伺いをいたします。

次に、去る５月３日、県民ブレーン座談会

で、地元であります西米良村へ知事が見えら

れ、農林業関係者を初め代表者との意見交換を

していただき、心からの感謝を申し上げます。

その席で知事から、山間地域の活性化が地方の

活性化になると発言していただき、地域で生活

を営む者にとって、改めて元気づけられたと聞

いておる次第であります。そこで、何とか山間

地域で食べていける仕組みづくりが大切であ

り、住民がいなくなると、山村の維持に莫大な

財政負担が生ずると言われます。そこで、さら

なる人口減少が予想される中、国土保全の観点

から、山間地域の定住化対策は急務であると思

いますが、この対策について、環境森林部長に

お伺いいたします。

次に、本県農業は、農業産出額全国６位と、

全国に野菜や畜産物を供給する食料供給県とし

て確固たる地位を築いておりますが、その一方

で、国際化の進展や担い手の減少や高齢化の進

行、食の安全・安心の確保など、さまざまな課

題に直面しているのも事実であります。生産農

家の経営も大変厳しいという声を、現場でよく

耳にするのであります。そこでまず、県は本県

農業の現状をどう認識しているのか、農政水産

部長にお伺いいたします。

次に、ふるさと納税についてであります。住

所地に納めている個人住民税の一部を生まれ

育った市町村に納める、ふるさと納税について

でありますが、出生から高校を卒業するまでに

かかる公費は、１人当たり1,599万円になると聞

いております。ところが、過疎化が進む地方で

は、卒業と同時に都会へ出る若者が多く、町が

負担した費用が回収できない。また、税金を納

める生産年齢も15歳から64歳と、人の割合も東

京、神奈川等に比べて地方の県は減少が激しい

わけでありまして、その格差を少しでも縮める

ことができればよいと私は思いますが、総務部

長の考えをお伺いいたします。

次に、入札制度改革についてであります。

先輩議員の皆さん方から、この２日間、この

入札制度改革も出ておりますけれども、私も改

めて質問をさせていただきたいと思います。県

政への信頼を大きく失墜させた一連の入札談合

事件を受け、入札・契約制度改革に関し、県と

しての基本的な考え方を取りまとめた、「入札

・契約制度改革に関する実施方針」が策定され

ました。平成20年１月までには、予定価格250万

円以上の公共事業について一般競争入札に移行

することが示され、既に段階的に推進されてい

るところでありますが、問題なのは、地元の中

小企業であります建設産業への対応と、建設業

を現金収入として頼ってきた中山間地域を初め

とする農村集落から雇用された方々の働く場所

まで奪うことです。そこで、今回の入札制度改

革の推進に当たって、地元企業への配慮につい

て、具体的にどのような対応を考えているの

か。また、落札受注者の下請及び資材調達にお

いても、どのような指導を行うつもりなのか、

県土整備部長にお伺いをいたします。
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続きまして、スポーツランド推進と観光振興

についてであります。

東国原知事誕生に伴い、低迷していた本県観

光も、回復の兆しが感じられるようになってま

いりました。４月上旬から始まった県庁観光ツ

アーも好評で、既に２万5,000人以上の観光客が

訪れているとのことで、とてもすばらしいこと

だと思います。今後さらに観光客をふやしてい

くには、本県のポテンシャル（可能性）を生か

せる秋から春にかけての時期が勝負ではないか

と思います。例えば提案でありますが、本県で

の開催を永年固定させて行う都道府県対抗シニ

アゴルフ団体戦とか小学生サッカークラブ全国

大会など、参加及び観客の多い新たな大会をつ

くるような、そんな趣向は考えられないのか。

また、知恵や工夫を出し合い、民間企業ととも

に実施に向けて検討を行うプロジェクトなど、

さらなるスポーツランド対策はないのか、あわ

せて商工観光労働部長にお伺いいたします。

最後になりますが、これは交通事故後遺症の

難病についてであります。

皆さんは、脳脊髄液減少症という病気を御存

じでしょうか。交通事故により、体内で、脳と

脊髄の周囲を覆い外部の衝撃から守る脳脊髄液

という体液が減少し、脳神経の失調により、体

の不調が長期間続く病気です。症状としては、

頭痛や立ちくらみ、手のしびれなどに悩まされ

ますが、人によっては、吐き気や目まいなどの

症状もあるそうです。治療法としては、自分の

血液を脳脊髄液が漏れている部分に注射し、血

液の凝固作用でふさぐブラッドパッチ治療が有

効とされておりますが、問題なのは、この治療

法が健康保険の適用外となっており、入院費を

含む約35万円が全額自己負担となっておること

であります。このことについて先般、宮崎日日

新聞でも取り上げられました都城市山之口の女

性の方が、治療の推進と保険適用を求める要望

書を県に提出されております。私は、この症状

を早く病気であると認めてあげるべきであり、

病気としての適切な処置がなされるべきだと思

います。

ここでまず、県内の交通事故の発生状況を教

えてください。そのうち、人身事故の状況もあ

わせて、ともに直近５カ年の状況と傾向、分析

について、警察本部長にお伺いをいたします。

次に、この脳脊髄液減少症という症状は、病

気と認められないのか、また治療について支援

策は考えられないのか、福祉保健部長にお伺い

をいたします。

以上で壇上からの質問を終わりますが、自席

に帰って、再質問をさせていただきます。（拍

手）〔降壇〕

〔登壇〕 押○総合政策本部長（村社秀継君）

川議員の御質問にお答えいたします。

道州制についてであります。道州制につきま

しては、現在、国や全国知事会、九州地方知事

会等さまざまな機関で、道州と国の役割分担を

初めとした制度の基本的な枠組みについて、検

討を行っている段階であります。道州内が一体

的に発展するための十分な対策を講じないまま

道州制を導入した場合、過度の一極集中を生ず

ることによって地域間の格差が拡大し、場所に

よっては、御質問にありましたように、人口が

減少したり、産業規模が縮小したりする可能性

も否定できません。県では、道州制への移行が

本県にとってプラスとなるよう、高速道路など

の基盤整備を促進し、産業振興や地域の活性化

を図ることによって、県としての総合力をつけ

ておくことを、道州制導入に際しての重要な条

件の一つに位置づけておりまして、今後、この
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ような点を踏まえ、道州制の議論を深めてまい

りたいというふうに考えております。以上であ

ります。〔降壇〕

〔登壇〕 お答えを○総務部長（渡辺義人君）

いたします。

自分が生まれ育ったふるさとに貢献したいと

いった納税者の思いにこたえる「ふるさと納税

制度」は、都市部と地方の税収格差の是正に一

定の効果が期待できるのではないかと考えてお

ります。制度の創設に当たりましては、ふるさ

との定義や納税手続のほか、自治体間の調整な

どさまざまな課題がありますが、国において

は、基本方針2007の原案において、「実現に向

け検討する」と明記され、制度実現に向けた

「ふるさと納税研究会」も設置されるなど、今

後、検討が進められることになっておりますの

で、その検討状況を注視したいと考えておりま

す。以上であります。〔降壇〕

〔登壇〕 お答○福祉保健部長（宮本 尊君）

えします。

脳脊髄液減少症の診断及び治療法につきまし

ては、必ずしも確立されておりませんで、この

ため保険適用外となっております。このような

中、昨年11月に日本脳神経外科学会が、１年を

めどにガイドラインを作成する方針を出してお

ります。これによりまして、診断基準や治療法

の統一化が図られるものと考えております。ま

た、県としましては、適切な治療が受けられる

ための支援策として、本年４月から５月にかけ

て、県内における脳脊髄液減少症の方を診察で

きる医療機関の実態調査を行いました。現在取

りまとめ中でありますが、宮崎大学医学部附属

病院等３つの医療機関において、ブラッドパッ

チ療法が実施されております。詳細な結果につ

きましては、まとまり次第公表してまいりたい

と考えております。今後とも、国の動向等を注

視しながら、適切に対応してまいりたいと考え

ております。以上であります。〔降壇〕

〔登壇〕 山間○環境森林部長（髙柳憲一君）

地域の定住化対策についてであります。国土保

全などの公益的機能の維持を担う山村地域の人

口減少は、県民全体の生活に大きな影響を及ぼ

す問題であると認識いたしております。このた

め、山村地域の活性化を図っていくことが重要

であり、これまで、適切な森林整備などを通じ

た就業機会の確保や、地域住民の所得の向上、

生活環境の整備などに努めてきたところであり

ます。最近の外材から国産材への利用転換な

ど、明るい兆しが見られる中で、今後とも、木

材の一層の需要拡大や、乾シイタケを初めとす

る特用林産物の生産振興による所得の向上対策

に取り組みますとともに、さらには、森林資源

を活用した都市との交流を一層進めることなど

によりまして、住民が自信と誇りを持って生活

できる山村づくりを推進してまいりたいと考え

ております。また、山村地域を社会全体で支え

ていくための施策・制度の充実が図られますよ

う、今後とも、国に対する提案・要望を継続し

てまいりたいというふうに考えております。以

上でございます。〔降壇〕

〔登壇〕○商工観光労働部長（高山幹男君）

お答えいたします。

新たなスポーツ大会への取り組み等について

でございます。本県におきましては、温暖な気

候や充実したスポーツ施設など、本県の特性を

生かしたスポーツランドみやざきづくりに取り

組んでおりまして、昨年度、プロ野球やＪリー

グを初めとしたキャンプ・合宿の団体数、参加

人数が過去最高を記録するなど、大きな成果を

上げているところであります。また、全国規模
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の大会につきましては、都城市の「弓まつり全

国弓道大会」、延岡市の「ゴールデンゲームズ

ｉｎのべおか」などの大会が、毎年継続的に開

催されており、また、「全日本グランドベテラ

ンソフトテニス大会」が、昨年から宮崎市で続

けて開催されることになるなど、地域経済の活

性化のほか、県民の競技力の向上にも寄与して

いるところであります。御提案のありました、

新たなスポーツ大会の創設につきましては、受

け入れ母体となる競技団体等の意向や、地元負

担を含めた受け入れ態勢の確保など、検討すべ

き課題がありますので、今後、関係機関との情

報交換等に努めてまいりたいと考えておりま

す。

また、民間等との連携につきましては、従来

から、行政やスポーツ・観光関連団体などで構

成されます「スポーツランドみやざき推進協議

会」におきまして、官民一体となった取り組み

を行っているところであり、今後とも、この協

議会を中心として、スポーツランドみやざきの

より一層の推進に努めてまいりたいと考えてお

ります。以上でございます。〔降壇〕

〔登壇〕 お答○農政水産部長（後藤仁俊君）

えいたします。

本県農業の現状についてであります。本県で

は、温暖な気候や豊かな自然を最大限に活用い

たしまして、多様な担い手による複合経営を主

体とした生産性の高い農業が展開されておりま

す。そのような中で、平成17年の農業産出額

は3,206億円となっており、２年連続で全国第６

位となるなど、本県は日本の食料供給県として

極めて重要な地位を占めております。しかしな

がら、担い手の現状を見ますと、基幹的農業従

事者に占める65歳以上の割合も50％を超え、農

業就業人口も毎年2,000人程度が減少する中で、

本県農業振興のためには、意欲があり、経営管

理能力のすぐれた担い手の育成確保が極めて重

要であると考えております。また、現在、ＷＴ

ＯやＥＰＡなど、貿易自由化に向けた交渉が加

速化されておりますが、交渉の行方によりまし

ては、肉用牛や酪農などを中心に、本県農業へ

の深刻な影響が懸念されます。さらには、鳥イ

ンフルエンザの発生を踏まえた家畜防疫対策の

徹底など、本県農業の発展のために対応すべき

さまざまな課題があるというふうに考えており

ます。以上でございます。〔降壇〕

〔登壇〕 お答○県土整備部長（野口宏一君）

えいたします。

入札・契約制度改革に伴う地元企業への配慮

についてであります。建設産業は、社会資本の

整備や災害発生時の対応はもとより、地域の雇

用を担う本県の重要な産業であります。このた

め、入札・契約制度の改革に当たりまして、県

発注の工事につきましては、原則として県内建

設業者に発注するとともに、工事の規模や種類

などを勘案し、農林振興局の区域等の地域要件

を設定しております。さらに、下請業者の選定

や建設資材の調達においても、県内業者の活用

をお願いしているところであります。また、価

格と品質を総合的に評価する総合評価方式や入

札参加資格審査においても、企業の地域貢献を

評価するなど、地域の建設産業の育成に配慮し

ております。

次に、受注業者の下請等の指導についてであ

ります。県工事の受注者に対しましては、県内

産業振興の観点から、下請業者には県内業者を

選定するよう、また建設資材についても県内か

ら購入するよう、契約ごとに文書で要請を行っ

ているところであります。これに基づき、県外

業者への下請を発注する場合には、下請金額や
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選定理由を、建設資材を県外から購入する場合

には、資材の数量、購入先、購入する理由など

を報告するよう義務づけているところでありま

す。この結果、平成17年度では、1,000万円以上

の工事において、県内業者への下請率は90％と

なっているほか、資材調達率は件数で92％、金

額で86％となっております。以上でございま

す。〔降壇〕

〔登壇〕 お答え○警察本部長（吉田尚正君）

します。

まず、県内の交通事故の発生状況についてで

あります。過去５年間では、人身事故、物損事

故合わせまして年間約３万3,000件の交通事故が

発生いたしております。そのうちで、全体の約

３割に当たります１万件前後が人身事故であり

ます。また、昨年は、交通事故によりまして、

前年を18人上回る96人の方が亡くなっておりま

す。次に、人身事故の分析結果でありますが、

事故の原因は、わき見、安全不確認によるもの

が約７割、事故の形態は、追突が約４割、出会

い頭が約３割であります。このうち死亡事故に

つきましては、わき見など運転者の緊張感を欠

いた原因によるものが全体の約６割を占めてお

りますが、歩行者、自転車利用者についても、

交通ルールを無視した道路横断などによって発

生いたしております。警察では、今後とも、交

通指導取り締まりや安全教育など、自治体を初

めといたしまして、関係機関・団体と連携をし

て、交通事故の防止に努めてまいりたいと考え

ております。以上であります。〔降壇〕

それぞれお答えをいただき○押川修一郎議員

まして、ありがとうございました。おおむね宮

崎県の現状というものは、それぞれ議員の皆さ

ん方や傍聴席の皆さん方もおつかみになったこ

とだろうと思います。そこで、知事へお尋ねを

いたします。道州制が導入されると、本県にお

いては、さらに人口減少に拍車がかかると思わ

れるということで今、質問いたしました。宮崎

県の知事として、道州制導入によって、この人

口減少動向の観点から、どのように考えておら

れるか、率直な御意見をお聞かせください。

お答えします。○知事（東国原英夫君）

道州制につきましては、地方分権推進の観点

から、都道府県にかわる広域自治体制度として

重要な選択肢の一つだと思っております。これ

に関しましては、条件つきで賛成であります。

その条件とは、宮崎にとってプラスになるかと

いう条件でございます。今、仮に道州制を導入

した場合、どれほど九州の一体的発展を唱えた

としても、取り残される可能性が一番高いのは

宮崎県ではないかと考えております。このよう

な認識のもと、先月の九州地域戦略会議におき

ましても、私は、「道州制導入に際して、高速

道路など九州の一体的発展のための基盤整備が

どう担保されるのか、あるいは、都市と地方の

格差を埋めるために道州制を導入するという視

点も重要ではないか」との意見を述べたところ

であります。今後とも、全国知事会や九州知事

会並びに九州地域戦略会議等の場で、道州制の

あるべき姿等について十分意見交換を行ってま

いりたいと考えております。以上です。

そういうことですよね。○押川修一郎議員

やっぱりそういうことを私も想定をしておりま

す。東京から遠い、あるいは九州の中におい

て、仮に福岡、熊本になってもやっぱり遠いわ

けでありまして、今、知事がおっしゃられたよ

うな形の中で、これは県のトップとして、そう

いうことに一生懸命取り組んでいただきたい

と、そのように思います。

あわせて、人口動態と産業構造の推進は密接
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に関係していると思いますが、今回の肉付け予

算で、50億円の企業誘致補助金が打ち出されま

した。これはかなり大きな企業の誘致の場合だ

と思いますが、どのような企業の誘致を考えて

おられるのか。予算として提案されたわけであ

りますから、恐らく見せかけだけではないとい

うふうに思います。誘致できれば、大きな雇用

に結びつき、人口減少に歯どめがかかるのでは

ないかと私も期待をしておりますが、具体的に

どういうところあたりを想定されて企業を誘致

されるのか、考えがあればお聞かせを願いたい

と思います。

本県の産業の振興を○知事（東国原英夫君）

図るためには、企業誘致が大変重要であること

から、これまで積極的に取り組んできたところ

であります。今後の取り組みにつきましては、

成長の見込める業種を中心に誘致活動を進める

ことといたしており、具体的には、半導体・デ

バイス産業、自動車産業、コールセンターを初

めとする情報サービス産業のほか、太陽電池等

の新エネルギー、バイオ、食品製造業、医療関

連企業などを考えております。また、企業誘致

の際の大きなインセンティブの一つである企業

立地促進補助金の最高限度額を、九州最低であ

りました５億円から最高額となる50億円に増額

するなど、充実強化を図ることとしておりま

す。御質問のあった内容、50億円に関しては、

決して見せ金ではございません。具体的な企業

名等は、まだ発表する段階ではございません

し、検討中の段階でございます。さらに、私み

ずから先頭に立って企業を訪問したり、県外事

務所や企業誘致アドバイザー等のネットワーク

を最大限活用した情報の発信や収集、さらに市

町村との連携を密にするなどにより、全力で企

業誘致に努力してまいりたいと考えておりま

す。

まだ今のところは企業名あ○押川修一郎議員

たりは出せないということでありますけれど

も、内々には、それなりの知事が考えていらっ

しゃる、そういうものがあるわけですか。再度

お願いいたします。

イメージだけはござ○知事（東国原英夫君）

います。

ありがとうございます。道○押川修一郎議員

州制があってもなくても、本県の人口というも

のはかなり減少するということには間違いない

わけでありますから、やはりすばらしい企業、

そして知事がおっしゃっておられますよう

に、100社、１万人雇用、それに沿って頑張って

いただきたいと思いますし、我々も１社という

ことで目標が出たわけでありますから、努力し

ていかないかんなと、そのように思います。

それから、中山間対策でありますけれども、

先ほど環境森林部長からもお答えいただいたわ

けでありますが、中山間地周辺の企業誘致、こ

ういったものはやっぱり必要ではないかなと思

います。現金収入を建設労働に頼ってきた道が

細っていくようであれば、当然手を打つべきだ

というふうに思いますし、中山間担い手の定住

が図られなければ、山は荒れてしまって、幾ら

税金を導入しても、維持することは難しいんで

はないかなと思います。知事に新たに何かこの

山間地対策でお考えがあれば、お聞かせ願いた

いと思います。

中山間地域対策でご○知事（東国原英夫君）

ざいますが、中山間地域としては、総合的に考

えていかなければいけないと思っております。

中山間地域での産業の創出というのは、雇用の

創出につながるものであり、中山間地域の衰退

を防ぐものだと思っております。宮崎県の過疎
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地域振興計画では、過疎地域が有する自然や伝

統文化等のすぐれた地域資源を生かした産業振

興と、交流人口拡大について、特に重点的に取

り組むものとしております。この中で、産業振

興のための取り組みとして、地域内での経済循

環を向上する仕組みや、より多くの外貨、地域

外のお金を獲得するための仕組みを構築するこ

とにより、過疎地域の産業振興による地域住民

の働く場の創出、そして確保を図ることとして

おります。また、交流人口拡大のための取り組

みとしては、団塊世代を初め、都市住民を過疎

地域に誘導し、食料、木材の供給や国土保全な

どの過疎地域の持つ役割等について理解を深め

る機会の創出を図りながら、短期滞在から二地

域居住、さらには移住へと結びつける取り組み

を展開し、交流人口の増加による地域の活性化

を図ることとしております。以上です。

知事、人口減少であります○押川修一郎議員

が、私の地元の西都・西米良の例をちょっと挙

げてみますけれども、平成12年、西都の人口が

３万5,381名です。これが30年後には２万4,000

名ぐらいに落ち込みます。そして、西米良村

の1,480名が何と733名です。西都市の場合、ゼ

ロ歳から29歳までが5,807名、65歳以上の方が1

万141名ということで約倍、西米良村に行きます

と、ゼロ歳から29歳まで160名、65歳以上が358

名ということで、もう高齢化ですよね。そうい

う中で、知事、「経済界」という雑誌でインタ

ビューを受けていますよね。この中に、「地域

再生をどうしますか」という問いで、「本県は

農林水産業が基幹産業です。僕は、その中でも

林業に力を入れたいと思っています。21世紀は

木の文化だと考えていますが、これは勉強会な

どを立ち上げ研究していきます。建築・土木関

係の職種は、農林業には転換しやすいというふ

うに思います」というようなことがあるんです

が、具体的に何かこういうことで勉強会や研究

会を立ち上げるものがもうあるんでしょうか。

あればお聞かせください。

インタビューに答え○知事（東国原英夫君）

させていただきましたとおり、私は、県土の70

％を占める森林が非常に重要な要素となってく

ると思います。御案内のとおり森林を守るとい

うのは、国土保全、水の涵養、産業の創出等の

多面的な視野で考えていかなければいけない。

中山間地域を守るのは、農林業だと考えており

ます。昨今、杉材の県内産材が１立方メートル

当たり１万2,000～１万3,000円に上昇してき

て、林業の将来にも少しは光が見えてきたかな

と考えています。しかしながら、皆伐地帯が

約2,000ヘクタールあると。未植栽地ですね。そ

の面積が2,000ヘクタール、こういったものがあ

ると、やはり林業の発展あるいは災害等にも悪

影響が出るということで、これは喫緊の課題だ

と思っております。宮崎の森林が守られれば宮

崎モデルができて、そこから地方のあるべき姿

が日本に問えるかなと考えております。そのた

めに、私は、森林を守る、あるいは中山間地域

を守るために勉強会を立ち上げようというアイ

デアを持っております。具体的にはまだ始動は

しておりませんが、そういった勉強会をこれか

ら立ち上げて、積極的に森林保護あるいは中山

間地域の保護に努めてまいりたいと考えており

ます。

そういうことも本当に大事○押川修一郎議員

だと思いますし、遅かりしかなという懸念もあ

ります。というのが、杉を植えてから金になる

までに40年ぐらいかかるんですよね。それがで

きなかったから、今、山が荒れているし、後継

者がだんだん少なくなってきておるというのが
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現状ですから。それはわかるんですが、そこに

行き着くまでの手当てをどうしてやるのかとい

うのが、中山間地を守るための早急な雇用の創

出をするところ、働く場所というものがなけれ

ば、山に杉を植えて、都会で40年過ぎて、杉が

ひとりで大きくなるわけではありませんから、

知事、そこにやっぱり問題があると思うんです

よ。トップとして、何か中山間地にこういった

ものがあるというものがあれば再度、なければ

結構です。

中山間地域あるいは○知事（東国原英夫君）

森林を守る政策というのは非常に難しい課題か

なと思っています。御案内のとおり、やはり50

年先、60年先あるいは100年先を考えた施策で、

きょうあしたに施策のリワードがすぐ得られる

というものでもございません。それに植林をす

ると、それによって間伐をしなければいけな

い、枝切りをしなければいけない、そういった

ものに費用がかかってまいります。この前、皆

伐地帯を視察させていただきましたが、植えた

苗をシカなどが食べてしまうという害もござい

ます。そのためにネットを張らなきゃいけな

い。年間１回は間伐をしなきゃいけない。人も

金も要ります。でも、この国土、日本全国土を

守るために、あるいは県土を守るために、これ

は無視できないことだと考えております。でき

るだけの手当てをし、その方策を考え、施策を

考え、森林整備あるいは保全に全力を挙げてま

いりたいと考えております。

ありがたいですね。そう○押川修一郎議員

いった勉強も相当していただいておるなと思い

ます。やっぱり今働いていらっしゃる方々にも

十分そういった益というものが出るようなこと

をやってほしいなと。担い手ももちろん大事で

あります。大事でありますが、やっぱり今住ん

でいらっしゃる方が喜んで山を守っていただけ

る。そこで生活をしていただければ、必ず後継

者は残ってくる。あるいはその地域に住んでみ

たいという人は、きのうの井本先生のお話では

ありませんけれども、心と心が通じ合えば、

やっぱりそういう形になってくると思いますの

で、ぜひこういった形でまた、よろしくお願い

を申し上げておきたいと思います。

それから、農業問題に入りたいと思います。

先ほど農政水産部長の方から、本県の現状につ

いて報告をしていただいたところであります。

知事、宮崎県の農業を具体的にこうしたいとい

うものがあればお聞かせください。

国内外における山地○知事（東国原英夫君）

間競争が厳しくなることが見込まれる中で、農

業産出額全国第６位の食料供給県である本県

が、現在の地位を維持しつつ、将来的に発展し

ていくためには、本県が持つ個性や魅力を磨き

上げて、国内外に発信していくことが必要であ

ります。このため私は、本県農業の将来像とい

たしまして、技術力のみならず経営管理能力の

すぐれた意欲のある担い手が、消費者のニーズ

を踏まえた安全・安心で高品質で、地域の特色

を生かした多様な農産物を安定的に供給し、安

心して農業経営を展開することにより、農業・

農村、ひいては地域が生き生きとしている姿を

目指しておる次第でございます。

部長の答弁とそんなに変わ○押川修一郎議員

らないわけでありますけれども、例えば、担い

手を育成するにはどうするか。例えば、農業高

校あたりでは徹底した経営感覚を勉強してもら

う。そして農業に従事する。そして10年ぐらい

農業をしておれば、これは後継者でありますか

ら、後継者にはそれなりの優遇措置をすると

か、何らかの宮崎県のモデルというものを出し
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てもらうといいなと私は思うんですけどね。例

えば10年間 これはハウス園芸でも畜産でも―

そうであります そこに、経営するまでに資―

金というものが出てくるわけでありますから、

その資金を生産所得から払っていかなくちゃい

けない。あるいは税金ももちろんそうでありま

すけれども、税金あたりの優遇をするとか、何

らかの後継者を守る施策というものはないのか

な、そんなふうに私は考えますけれども、そう

いったことはできませんかね。

頑張ります。○知事（東国原英夫君）

ぜひ頑張ってほしいと思い○押川修一郎議員

ます。ただ言うだけでは後継者は育ちません。

そして今、一生懸命農業をされておられる方た

ちが生き生きと農林水産業をされることによっ

て、後継者なり、そういったものに行こうとい

う人が出てくると思いますので、改めてまたお

願いしておきたいと思います。

それから知事、先ほど部長の方からも答弁い

ただきました。今、国際的にはＷＴＯあるいは

ＦＴＡ、ＥＰＡという国際間競争の問題があり

ます。そして我々自民党も、実は６月８日、開

会日、終了後に、橘通りのボンベルタ、山形

屋、一番街、あるいは若草通りの入り口で署名

活動をさせていただきました。なぜ署名活動を

したかというのは、この宮崎県、基幹産業は農

業であります。そして、牛肉や米や乳製品等々

が関税撤廃あるいは関税が引き下げられると、

大量に今まで以上に輸入農産物が入ってくると

いうことなんです。これが入ってくると、農業

の皆さん方も、これは大変なダメージでありま

す。それから後継者が育つわけがない。そうい

う視点の中で、我々県会議員も、そういった地

道な運動あるいは政治的な活動をやろうという

ことで、星原会長を中心に我々28名全員で、実

はそういう活動をさせていただきました。そし

て、1,000名を目標にやりましたけれども、680

名ぐらいでありました。でも、何とかこれ

を1,000名集めて政府まで届けようということで

我々の気持ちを届けたい。結果は、やっぱ―

りそういうことで……。我々は宮崎の農業を

守っていかないかん。そして、食料を守るんだ

ということで、我々議会の中で知事とこういう

議論ができる。そういうことを県民の皆さん方

にも見てもらう。今後は、我々議会も行動する

議会、そういうことに一歩踏み出すような形で

やっていく。私は、そのことのきっかけになれ

ばと思いました。

そして、やっぱり我々も現地を知らなくちゃ

いかんということで、知事も東南アジアあたり

をターゲットにした輸出をやろうということ

で、私も大賛成であります。２月議会でも知事

に質問させていただきました。このことも現場

を知る、地域を知る、国を知る。我々議会の中

で、県民115万の皆さん方から 全部ではあり―

ませんけれども、有権者の皆さん方から １―

票１票を投じていただいて、議員としてこの議

会に上がってきておるわけでありますから、そ

ういうところを見てみる。百聞は一見にしかず

ではありませんけれども、そういうところを我

々が見ることによって、いろんなことがわかっ

てくる。知事が一人でやるんじゃなくて県民総

力戦、我々も一緒にやっていきたいと思います

が、海外調査を初め、どんなお考えでしょう

か、お聞かせください。

署名活動をおやりに○知事（東国原英夫君）

なったということでございますが、ぜひ誘って

いただければよかったなと思います。私も、Ｗ

ＴＯ、ＥＰＡに関しては、非常に興味を持って

います。基幹産業である農林水産業、これに打
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撃を与えるものがＥＰＡでありＷＴＯだと。試

算によって違うんですが、我が県では800億か

ら1,000億ぐらいの損失が出るんではないかとい

う試算があります。これがあったら、ゆゆしき

問題で、日本に農業をやめろというような意味

づけではないかと思っております。

宮崎の農業を活性化あるいは保護し育成して

いくためには、あらゆる視点からの農業に関す

る施策が必要かなと思っております。御指摘の

あったアジアへの農産物の輸出・進出でござい

ますが、私も、アジアへの農産物の販売に向け

ては、シンガポールや香港等々に出向いていっ

て、これからＰＲ活動には邁進していこうと考

えております。本県の農産物の輸出につきまし

ては、諸外国の富裕層、上海や香港やシンガポ

ール等の富裕層をターゲットにして、高付加価

値化、付加価値をつけていく農産物というのが

ねらい目ではないかと考えております。現在、

農業団体や農業法人が、香港やシンガポール、

台湾において、完熟キンカンやカンショや日向

夏、ゴボウなどの継続的な取引を行っているこ

とは御案内のとおりかと思います。この品目の

取引量の拡大、そして新たな輸出品目やそれを

開拓するために、可能な限り調査し、情報収集

あるいはその品目の提供、さらには商談会等を

通じた販路の拡大に、今後とも積極的に参加し

ていきたいと考えております。

ありがとうございました。○押川修一郎議員

済みませんでした。お誘いすればよかったです

ね。６月８日の日ですね。知事がいらっしゃれ

ば、恐らく2,000～3,000はすぐはけたかもしれ

ないですね。済みませんでした。今おっしゃっ

たとおり、本当にそのことが日本の農業を守

る、あるいは宮崎県の農業や消費者の皆さん方

を守っていくということで、今後もいろんな意

味でまた続けていきたいと思います。

それから、海外調査も一緒に、知事とまた同

行させていただきたいなと、そのように思った

ところであります。農業問題はまだたくさんあ

るわけでありますけれども、また次回の議会で

もやっていきたいと思います。

それから知事、ふるさと納税でありますが、

地方交付税に頼り切ってきた財政が自立してい

くためには、ふるさと納税のように、都市圏か

ら地方へ税源移行が図られるべきだと私も思い

ます。知事は、どのように考えておられるの

か。あるいは、ふるさと納税以外によいアイデ

アがあれば、お聞かせ願いたいと思います。

私は、ふるさと納税○知事（東国原英夫君）

ということに関しては、総論で賛成でございま

す。その総論といいますのは、地方で育った人

間が都市部で生活をして、そのふるさとである

ところに、あるいは親兄弟が住んでいるところ

に、仕送りというような意味でふるさと納税を

するという考え方については賛成でございま

す。それを税制として体系づけるかということ

に関しましては、さまざまなクリアしなければ

いけないハードルがございます。

先日も、全国知事会で、やはりふるさと納税

に対して賛成な立場の方たちというのは地方の

方たち、都市部の方たちというのは、このふる

さと納税に対してしてちょっと慎重な態度。と

いうのが、都市部で集めた税金を地方に振り分

ける、つまり、同じパイを地方同士で取り合っ

て、奪い合っていいのかというような議論でご

ざいましたが、私はやはり都市部の考え方だな

と思いました。というのは、都市部というのが

産業的にも都市構造的にも成立しているという

のは、地方があってのことだと思うんですね。

地方が森林を守り、農地を守り、川を守り、国
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土を守っていることによって都市部に好影響が

ある。そういうことに余りに認識が薄いんでは

ないかなというような率直な感想を持ちまし

た。ふるさと納税を即制度化するということに

関しては、私もいろいろ考えなければいけない

と思っておりますが、ふるさと納税と同時に縦

のライン、いわゆる地方消費税をどうするの

か、あるいは地方交付税を地方共有税化するの

かといったことの税体系全体を考えて、地方に

有利になるように 有利というか、地方に恩―

恵をいただけるような、都市部と地方の格差を

是正するような 体系的な、総合的な税体系―

に見直されるべきだと私は考えております。

都会の知事あたりは反対を○押川修一郎議員

されるだろうなと私たちも思います。ただ、

今、知事が考えていらっしゃるような形を、都

会の知事あたりに説得していただくぐらいの気

概は恐らくあるんじゃないかなと思うんですよ

ね。先ほど、経済界の雑誌に消費税のこともイ

ンタビューで述べておられますけれども、まさ

しくこういった形で、いろんな仕組みの中で格

差是正で、地方に住む人たちがおるから国土な

り人民が生きているということが、とうといこ

とだろうなと、私はそんなふうに思います。そ

こで、改めて知事に気構えをお聞きしておきた

いと思います。都市圏から地方への税源移譲を

図る際には、東京都知事、大阪府知事あたりも

当然反対をされてこられると思いますが、その

渡り合う覚悟はあるかないかだけ、お聞かせく

ださい。

あります。○知事（東国原英夫君）

ありがとうございます。そ○押川修一郎議員

ういうお言葉を聞きまして、私も本当に心強く

思ったところであります。ぜひお願いをしてお

きたいと思います。

それから知事、今回の肉付け予算における公

共予算と入札制度改革の推進により、建設業者

はかなり減っていくものと思います。この雑誌

でも書いておられますけれども、知事、何割ぐ

らいが減っていくと考えておられますか、感覚

的でもよいですから、お考えをお聞かせくださ

い。

経営者は、それぞれ○知事（東国原英夫君）

経営環境などを踏まえて、経営の合理化や新分

野への進出、合併、協業化などの対応のほか、

最終的にはリストラあるいは廃業まで視野に入

れた経営判断を行うことと思っております。何

割かというような具体的な数字は予想しかねま

す。ただ、他府県の現状を踏まえても 他府―

県も余りはっきりした数字は出していませんが

できるだけ少なくなるような手当てをしな―

ければいけないかなというふうには考えており

ます。

できるだけそういうことが○押川修一郎議員

遅くなるように、あんまり出ないような形で何

とかやっていただきたいなと、そのように思い

ます。知事は、就任時に、地元建設業への配慮

も必要という発言もしておられました。談合事

件を受けて、制度改革はきちんとやる必要があ

るとは思いますが、先ほど申し上げたように、

下請や資材調達における地元業者向けの配慮も

重要な問題であると思います。地元企業にとっ

ては死活問題でありますから、このことについ

ても知事の決意をお聞かせください。

入札・契約制度改革○知事（東国原英夫君）

というものは、さきの官製談合を踏まえて、こ

れはきちんとしなければいけない。談合が行わ

れると、これは公費、県民の血税を無駄にする

ことですので、これは絶対やってはいけないこ

とだ。これを前提に改革というのは行われなけ
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ればいけない。かといって、やみくもに改革を

して、その宮崎県の１割と言われる建設土木業

者・関係者あるいは家族の方たちの生活が脅か

される、これは避けなければいけない。その中

にも、やはり自由で平等で公正な競争原理は確

保されなければいけない。そういったバランス

感覚の中で、非常に難しいかじ取りが要求され

るかと思います。これに関しましては、先ほど

県土整備部長からも御説明があったとおりに、

十分な地域要件等を踏まえながら、宮崎の地域

に合った施策の模索というものが必要かと考え

ております。

ぜひお願いをしておきま○押川修一郎議員

す。

それから、中山間地域対策で申し上げました

が、公共事業の縮減と入札制度の改革推進によ

り、結果論として建設業の淘汰というのは進ん

でいくだろうというふうに思います。その建設

業のもとで雇用されていた方々を吸収していけ

るだけの新たな雇用先、具体的には、新たな企

業の誘致や農林分野への業種転換、先ほども

ちょっと言いましたけれども、スムーズに移行

できるようなタイムスケジュール等を知事とし

てはお持ちなのか、お聞かせを願いたいと思い

ます。

建設土木産業の方々○知事（東国原英夫君）

におかれましては、やはり災害時に非常に重要

な仕事をしてくださる、あるいは中山間地域の

方々の雇用の受け皿となっていただいているこ

とは承知いたしております。この方々が、今度

の入札・契約制度改革によって、もしリストラ

や廃業をやむなくされた場合の対策でございま

すが、県としましては、中小企業を守る数々の

施策、事業、そして異業種に転換するための相

談窓口あるいは支援の事業を行っておる次第で

ございます。御指摘のとおり、スムーズに異業

種に転換できるかどうかということは、非常に

難しい側面もございますが、先ほど来話してお

りますように、林業への転換あるいは農業への

転換、あるいは鹿児島等々では焼酎産業への転

換というものを積極的に推進しているようでご

ざいます。それらのケースも踏まえて、今後で

きるだけ速やかに、負荷のかからないような異

業種転換あるいは協同、協業等々に支援をして

いくことを進めてまいりたいと考えておりま

す。

ありがとうございます。ぜ○押川修一郎議員

ひそういう方向で敏速にやっていただければあ

りがたいな、そのように思います。

それから、さらに知事に質問させていただき

ますけれども、実は昨日、我が党の井本幹事長

の方からも、最低価格と落札価格の問題があっ

たんですが、日向土木事務所と私の地元の西都

土木事務所でありますが、実は、最低制限価格

と落札価格と、これはぴったりなんです、２件

とも同じ業者。昨日もありましたけれども、こ

れは漏えいというのは本当にないんでしょうか

ね、知事。

漏えいがあるかどう○知事（東国原英夫君）

かというのは把握しておりません。ただ、積算

ソフト等の普及により、その最低制限価格に限

りなく近く張りついてくるという現状は、他府

県等々でも見受けられる事象ではございます。

今後、この対策というものを考えていかなけれ

ばいけないと考えています。ランダム方式等々

のことも視野に入れて、その張りつき等の問題

を解決していかなければいけないかなとは考え

ております。

これはもうぴったり同額な○押川修一郎議員

んですよ。だから、これは２件とも同じ業者で
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すから、漏えいがあったんじゃないかなという

感じがありましたから、知事にどうですかと聞

いたんですけど。そして、１位と２位のほうも

日向土木では２円しか変わらないんですよ。だ

から、知事も今後、一生懸命やっていかれると

思いますけれども、こういったものが多くなれ

ば、やっぱり漏えいあたりもあるのかな。それ

と、信じてはおりますけれども、ＯＢの方がこ

こに入っておられるということはないでしょう

か。もしわかれば……。

今おっしゃっ○県土整備部長（野口宏一君）

ている個別の案件、ちょっと手元にデータがご

ざいませんので、調べてみたいと思っておりま

す。

恐らく部長は、手元にはな○押川修一郎議員

いけれども、わかっておられるんではないかな

と私は思いますけどね。後でもいいですから、

それは。しかし、きっちりしてもらわないかん

ということですよ。まじめな業者が職を失った

り、倒産・廃業になるということは、これは

あっちゃならんことです。先ほどから何遍も言

いますように、これは基幹産業の農業と一緒

で、宮崎県は雇用の場を建設業者にゆだねてお

るわけでありますから、何とかこういったこと

がないように、これはみんながひとしく、理解

ができてわかりやすいシステムじゃないといか

んと思います。そして、業者間の談合で建設業

者だけが悪いような言い方じゃなくて、最低制

限価格も、少しは給料が払えて益が残って、次

の仕事の運転資金が出るぐらいの価格にしてい

かないといけないんじゃないかというふうに思

いますから、ぜひお願いをしておきたいと思い

ます。

時間がありませんから急ぎますが、スポーツ

ランドと観光についてということで、先ほど提

案をさせていただきました。これは知事、アイ

デア次第だと思うんですよ。シニアの団体戦で

あれば、監督・コーチを含め参加者も多数来ら

れると思いますし、宿泊や年配者の土産等もか

なり売れるんじゃないかと思います。県内ゴル

フ場は空き状態、これは平日であります。シニ

アは平日開催でも可能だというふうに思いま

す。ゴルフ場の利用税の増につながる。大会後

に観光や野球キャンプ等の観戦も可能。子供の

大会であれば、親やじじばばも含め観戦可能な

客が来られる。マスコミ取材があれば宿泊等の

波及効果になる。出場できなかったチームの宮

崎キャンプへの誘引になる。先に実施したもの

勝ち、例えば広島県では全国都道府県対抗駅伝

等も開催されております。知事も走っておられ

ますから知っておられると思いますが、やっぱ

りこれは今、知事がやられればできるんじゃな

いかという期待を持っております。知事、もう

時間がありませんから、率直にお聞かせくださ

い。

団塊の世代の方たち○知事（東国原英夫君）

をターゲットとした観光誘致を図ることは、大

変重要だと考えております。そのシニアゴルフ

大会という御指摘でございますが、先日、ゴル

フ雑誌の取材を受けましたときに、その企画は

一応提案させていただいております。これも、

受け入れ母体となる競技団体とか、地元負担を

含めた受け入れ体制の確保など、さまざまな問

題がありますものですから、そういったことを

情報交換しながら、連携をとりながら、話し

合っていきたいと思います。私は、これは決し

て後ろ向きに考えるんじゃなくて、宮崎は非常

に積極的にこういうものについては取り組んで

いかなきゃいけないと考えております。

よろしくお願いしておきま○押川修一郎議員
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す。

それから、ハニカミ王子と言われるアマチュ

アゴルファー、石川遼君がことしのダンロップ

フェニックストーナメントに参加できるよう、

大会主催者に働きかけをしてみることはできな

いでしょうか。

それができるかどう○知事（東国原英夫君）

かというのは、アマチュア規定等々の問題もあ

ると思いますので……。恐らくは優勝を１回し

ているので、推薦等々の枠があると思います。

それはちょっと調査して、もしできるようであ

れば、タイガーウッズと石川遼選手が一緒にラ

ウンドするということはまた、これは非常に話

題になると思いますので、詳しいことをちょっ

と調査してみます。

ぜひ知事、お願いいたしま○押川修一郎議員

す。これに東国原知事が絡めば、私はさらに多

くなると思います。よろしくお願いをしたいと

思います。

それから、交通事故後遺症の難病についてで

ありますが、知事、脳脊髄液減少症というこの

症状、御存じでしたか。

済みません。勉強不○知事（東国原英夫君）

足で、今回初めてお伺いしました。

実は私、福岡在住のいとこ○押川修一郎議員

がいるんですが、いとこが２年前に、大型ダン

プに後ろから追突されて、助手席に乗っていて

この病気に、症状になって、今２年ぐらい苦し

んでおるんです。それで私知って、この間、宮

崎の方もいらっしゃるんだな、これは大変だと

思って今回質問をということで立ったんです

が、全国的にはどのくらいいらっしゃるんで

しょうか、福祉保健部長、推測で構いません。

現在把握して○福祉保健部長（宮本 尊君）

おりません。むち打ち症の方がすべてとは限ら

ないようですので、いわゆる脳脊髄液が漏れて

いる状態のむち打ち症の方が幾らおられるかと

いうのは、把握しておりません。

推測は取り消します。ぜひ○押川修一郎議員

これは確たる数字を調べていただいて、宮崎県

においても相当いらっしゃるんだろうなという

ふうに思いますから、これが保険適用になるよ

うに努力をしていただきたい。

最後に知事、全国知事会で、この脳脊髄液減

少症について、ぜひ議論なり保険適用になるよ

うな形の中で言っていただくような努力をして

いただけるでしょうか。

今後とも引き続き、○知事（東国原英夫君）

この脳脊髄液減少症の理解が深まるように、国

に対して、全国知事会でも機会があれば議論の

俎上にのせ、そして全国知事会を巻き込んでの

国への要望という形をとっていきたいと考えて

おります。

ありがとうございました。○押川修一郎議員

以上をもちまして、私のすべての質問を終わり

ます。（拍手）

次は、13番前屋敷恵美議○中村幸一副議長

員。

〔登壇〕（拍手） おはよう○前屋敷恵美議員

ございます。日本共産党の前屋敷恵美でござい

ます。質問に入ります前に、さきの一斉選挙

で、県民の皆様の負託を受けて、再び県議会の

場で活動をさせていただくことができました。

心から感謝を申し上げる次第でございます。

新県政はスタートしたばかりでございます。

住民の福祉の増進を図ることを基本とするとし

た、地方自治法の本旨が生きる県政の実現に向

けて、子供たちや高齢者の皆さんが安心して暮

らせる、若者が将来に希望が持てる宮崎県政に

していくために、県民の皆さんの声をしっかり
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と代弁して奮闘する決意をまず申し述べまし

て、一般質問に入らせていただきます。

まず、知事の政治姿勢についてお伺いをいた

します。

ＮＨＫの報道番組の放映を機に、ワーキング

プアという言葉が注目されています。どんなに

働いても生活保護水準以下の暮らししかできな

い階層が広がり、日本全体の約１割を占めると

言われています。これを単純に本県の世帯数に

当てはめてみますと、約４万5,000世帯になりま

す。昨年度の国民健康保険税の滞納世帯が約４

万7,000世帯ですから、ほぼこれに匹敵をいたし

ます。生活保護世帯も年々ふえています。国保

税が払えないために資格証明書や短期保険証が

交付されている世帯は、１万9,000世帯に及んで

います。労働者の非正規雇用も拡大をし、パー

トタイム労働者や派遣労働者もふえています。

また、この６月、昨年に続いて老年者控除の廃

止や定率減税の全廃による住民税の増税が、県

民の暮らしを直撃する事態になっています。知

事は、こうした県民の置かれている暮らしの実

態を、また、格差や貧困の広がりの問題をどの

ように受けとめ、県民の暮らしを支える自治体

として、またその長としての役割をどのように

認識しておられるのか、まずはこの基本的な考

えをお聞きして、後は質問席から質問させてい

ただきます。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（東国原英夫君）

す。

県民の暮らしの実態についてであります。今

般、言われているとおり、都市と地方の地域間

格差は広がり、県民所得は234万円で全国40位、

有効求人倍率は0.67、景気回復の実感はまだま

だ低く、医師不足・偏在、道路等社会インフラ

の整備は不十分、超少子高齢化の波、年金、福

祉、子育て、災害等への将来不安、政治・行政

に対する不信・不満等、県民の間には漠然とし

た閉塞感が漂っているのではないかと感じてお

ります。私は、その閉塞感を県民の皆様の力

で、県民と協働で打破し、県民の皆様が豊かに

生活できる環境づくりを図ってまいりたいと考

えております。以上です。〔降壇〕

私は、何よりも県民の安○前屋敷恵美議員

全、暮らしを守る、生活権、生存権をしっかり

守る立場に立脚をした行政を進めていただきた

い、このことをまず希望するものでございま

す。

それでは、次に移ります。雇用の創出を図る

として、企業立地促進補助金の50億円という補

助金増加が打ち出されました。しかし一方で

は、県の事務事業の見直し、人件費の削減など

で、県職員は少数精鋭でやると、雇用の場を狭

める方向も示され、これらは県民生活に直結す

るという面で、県民サービスの低下や労働強化

が危惧されるところでもあります。この雇用の

確保を図るという点で、企業誘致はその一方策

です。補助金を積み増しして、県外からの誘致

企業に頼るだけでなく、いかに地元、県内企業

を支えて元気になってもらい、地元企業で雇用

をふやすかに重きを置くことも大事だと思いま

すが、知事の見解を求めます。

雇用の確保を図るた○知事（東国原英夫君）

めには、直接的な効果がある企業誘致を進める

とともに、地場企業の振興や新事業の創出を図

ることも大変重要だと認識しております。この

ため県では、中小企業経営基盤強化対策事業な

どによる新商品・新技術の開発支援を初め、下

請振興事業などによる取引拡大支援、産学官の

共同研究の推進、県工業技術センター等による

技術指導など、幅広い支援を実施してきたとこ
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ろであります。また、今後は、地域資源を活用

した事業展開を図る企業への支援や、自動車産

業の振興にも取り組むなど、引き続き、地元企

業の振興に積極的に取り組んでまいりたいと考

えております。

今回の補正予算でも、20億○前屋敷恵美議員

円の企業立地の促進補助金が予算化をされてお

ります。この補助金は直接補助という形です。

今、知事が示されました中小企業に対するさま

ざまな支援は、もう一つは、地元企業への低利

の融資というのもあると思うんですけれども、

そういう形で、非常に誘致企業とするとアンバ

ランスといいますか、それこそ格差があるとい

うふうに私は感じております。ですから、もっ

と中小企業対策の予算、ハードもソフトも含め

てふやしていただく、ぜひ次期予算にこれを生

かしていただきたいというふうに思いますが、

いかがですか。

御指摘のとおり、私○知事（東国原英夫君）

は、企業誘致、県外からの企業だけに特化し、

あるいはそこに優遇を強化しようという考えは

ございません。もちろん、地場産業の保護ある

いは育成も重要な視点かと考えております。

ぜひその立場で、地元産業○前屋敷恵美議員

の活性化のためにも応分の予算をつけていただ

きたい、そのことを要求したいと思います。

それでは次に、在日米軍再編成に伴う新田原

航空自衛隊基地への米軍機訓練移転の問題、ま

た、これにかかわる諸問題について質問いたし

ます。沖縄の負担軽減を理由に、新田原基地で

新たな日米共同演習が行われようとしておりま

す。この米軍機訓練移転に当たっては、地元新

富町を初め周辺自治体から、さらなる騒音被

害、事故や事件発生の懸念から訓練受け入れ反

対の声が大きく広がりました。しかし、政府

は、住民の声を無視して閣議決定を行いまし

た。そして４月16日に、福岡防衛施設局と新富

町及び基地周辺自治体の２市３町の間で協定書

が締結をされました。その際、知事が立会人を

務められましたが、県として、知事として、米

軍機訓練移転を容認されたということでしょう

か。改めて今回の在日米軍再編問題について、

また協定書の立会人の役割、責任をどのように

認識して引き受けられたのか、その見解をお伺

いしたいと思います。

県は、従来から地元○知事（東国原英夫君）

の立場に立った対応をしてきたところであり、

防衛施設局との協定についても、地元自治体か

ら要請を受けて立ち会ったものでございます。

地元では、まだ騒音や事故等についての不安が

完全に払拭されてはいない状況にあると考えら

れますことから、立ち会い時には国に対して、

協定書を遵守し万全の対策を講じるよう、改め

て申し入れを行ったところであります。県とし

ましては、今後とも、地元自治体と十分連携を

とりながら、地域の安全・安心の確保に努めて

まいりたいと考えております。

協定書の中身をしっかりと○前屋敷恵美議員

守るように要求をされたということであります

けれども、私はそれでは余りにも認識が不足を

していたのではないかというふうに思うところ

です。新富町では、協定書や覚書についての説

明会というのが町内各地で開かれました。しか

し、余りにも抽象的な協定書の内容に、「これ

では住民の安全・安心は得られない」と、異議

が続出したようです。特に激甚地区と言われる

地域では、これまで騒音被害に悩まされながら

も我慢をしてきたわけですが、もうこれ以上の

我慢はできないというのは、私は当然な言い分

だというふうに思います。また、予想される米
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兵による事件や事故への不安を、地元住民の方

々は払拭されないでいます。今回の協定書は、

住民の合意が全くないままに結ばれました。協

定書の内容を見ますと、「騒音対策について

は、騒音の実態調査を実施するなど措置する」

とあるだけです。安全対策に至っては、「事件

事故が発生しないよう、所要の連絡体制を整備

する」というふうにあるだけなんです。知事

は、この協定書の内容について、また、地元住

民の方々の長年受けられてきた苦痛をどのよう

に受けとめておられるか、お聞きしたいと思い

ます。

協定書の内容につき○知事（東国原英夫君）

ましては私も読ませていただきましたが、解釈

によってそれが抽象的であるかどうかというこ

とは、解釈観の問題だと思っております。この

協定書には安全・安心を守るための十分な事項

が明記されてあったと、私は考えております。

これを、万全の対策を講じるように国に求めて

いくというのが県の姿勢だと考えております。

住民の安全・安心に対する不安感、不信感とい

うのは払拭されてないという事実はあると私は

把握しておりますが、このことが解消されます

ように、今後とも、国に対して要望をしていき

たいと考えております。

この協定書の中身といいま○前屋敷恵美委員

すか、性格がとんでもないものであるというこ

とが明らかになりました。これは私どもの赤嶺

政賢衆議院議員、沖縄出身ですが、この衆議院

議員の報告なんですけれども、この協定書は、

国内各地の基地を抱えるところで締結をされて

おります。しかし、この協定書でやらないと書

いていないからやれるのだという立場に立つの

が向こう側の言い分なんだそうです。ですか

ら、何でもありというような形でこの協定書が

なし崩しにされてきた経過というのが多々ある

という報告がありました。私は、これでは協定

書の意味合いをなさないというふうにも思うと

ころです。ですから、やはり具体的な形での協

定書でないとその効力は発揮しないというふう

に私は思います。

それとあわせてですが、沖縄基地の負担軽減

を図るという形で、新富町を初め、築城基地と

か小松基地とか、もう既に訓練演習移転されて

おります。築城は２回目が近々行われるという

ことにもなっておりますけれども、この築城基

地と小松基地などで既に行われたこの訓練期間

中に、地元沖縄基地では、より一層、訓練の様

子が激しかったということが今、報告されてい

るんですね。だから、全く負担軽減につながっ

ていないということも今明らかになったんです

けど、この点は今、私お話ししたところです

が、どのように受けとめられたでしょうか。

在日の米軍再編に関○知事（東国原英夫君）

しましては、国家間の平和と安全保障の問題に

かかわる問題だと考えております。これに関し

ましては、国において適切な対処をされたもの

と認識しております。具体的に築城基地とか小

松基地の現状については、今のところ把握して

おりませんので、コメントを差し控えさせてい

ただきます。

私は、今報告もいたしまし○前屋敷恵美議員

たこれまでの経過からかんがみて、今後、新富

町におけるこの訓練の中身がどういうものにな

るか、はっきりわからないわけですね。やって

みなければわからないでは、とても住民の皆さ

んの安全・安心を担保することはできないとい

うふうに思うところです。ですから、私はこの

際、協定書の締結を解消して、訓練受け入れを

認めないという、そして、県民の、地元町民の
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皆さんの安全・安心を守るという立場に、ぜひ

知事に立っていただきたいと思うわけですけれ

ども、いかがでしょうか。

協定書の締結という○知事（東国原英夫君）

のは、地元自治体と国との同意をもって締結さ

れたと認識しております。県といたしまして

は、その仲介という立場でございますので、そ

こには介入できないと思います。

私は、立会人という責任も○前屋敷恵美議員

感じてもらわなければならないというふうに思

うんです。でも、地元の方々は、自分たちは認

めたわけではないと言っておられるんですね。

町長さんの独断と言えば言えないこともないん

ですけれども、そういう形で今回の協定書は締

結をされたというふうに思っております。この

問題と別に、新田原で米軍の演習移転が行われ

る、その背景を私は今、宮崎県の皆さん方も考

えなければならない、知事も考えていただきた

いというふうに思うんです。なぜアメリカ軍

が、これほどまでに日本で訓練をしなければな

らないのか。外国の基地をこれほど容認してい

るというのは、世界でも日本以外にはありませ

ん。しかも、その米軍基地の費用を、思いやり

予算という形で国民の税金ですべて賄うという

ことが行われ、そのことが、ひいては国民の暮

らしの予算を削るということになっているわけ

ですから、本当に私は許しがたいことだという

ふうにも思います。そして、この日本の基地

で、また今後、新田原基地などで訓練をした米

軍機がイラク戦争を初め、アメリカの新しい世

界戦略に向けて飛び立つという、まさに出撃基

地にもなろうかというわけです。しかも今、日

本は、憲法を変える、また自衛隊法も変えて、

アメリカの世界戦略に加担をさせられようとい

う状況に立ち至っています。ですから今、日本

の進路は大変な危機、岐路に立たされている。

私は今、しっかり立ちどまって、このままでい

いのかということを考えなければならないとい

うふうに思っているところです。知事、この点

についてはいかがでしょうか。

何度も申し上げます○知事（東国原英夫君）

とおり、日米安全保障条約あるいは地位協定に

関しましては、国と米国との国家間の協定でご

ざいます。憲法改正等々も、あるいは自衛隊法

の改正等々も、御議論にありますけれども、我

々は国の改正、国の態度というものを監視ある

いはチェックしていく立場でございますので、

この国家間の安全保障条約については、国の適

切な施策あるいは措置を期待したいというふう

に思います。

しかし、住民の頭越しにす○前屋敷恵美議員

べてのものが決められて、そして、これはもう

国家間のことだから我慢しなさいという形に

なってしまうわけですね。そういうことでは、

県民の安心・安全、暮らしを守る長としての役

割は果たせない。やはり、住民の立場にしっか

りと立って行政を進めていく、国にもはっきり

物を言っていく、こういう立場が必要じゃない

かというふうに私は思います。今、さらなる問

題が、自衛隊が国民の行動を監視していたとい

うことも問題に上がりまして、戦前に逆戻り

じゃないかということを思われた方も多いかと

いうふうに思います。こういうときです、もろ

もろの要素を含んで、この新田原で新たな日米

共同演習が行われようとしているときですの

で、ぜひ私は知事に再考いただいて、この演習

移転中止のために頑張っていただきたいという

ふうに思うところです。再度御見解を。

自衛隊の国民監視に○知事（東国原英夫君）

つきましては、報道で知りましたが、内容を把
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握しておりませんので、コメントは差し控えさ

せていただきます。そして、その自衛隊の共同

演習についての反対を私にしてほしいというこ

とですか。（「そうです」と呼ぶ者あり）先ほ

ども申し上げましたとおり、安全保障に関して

は、国が適切に措置をしていると認識をしてお

ります。

米軍再編の受け入れでございますが、自治体

と国との協定が結ばれたということは、自治体

の理解を得たというふうに把握しております。

自治体の住民は反対しておるということでござ

いましたが、それでは、議会や自治体が了解を

したということは、住民の方たちの反対を押し

切ってしたというような御指摘がありました

が、果たしてそうなのか。反対者はいるかもし

れませんが、賛成者もいた。その協定に調印を

されたということは、自治体の過半数の賛成

を、同意を得られたと私は認識しております。

これだけで時間をとるわけ○前屋敷恵美議員

にはいかないんですけれども、新富町議会は反

対の立場を今、表明しております。周辺の西

都、それから宮崎市の議会もまだ反対の表明を

続けている、こういう状況ですので、ぜひこう

いうことも認識していただいて、今後に当たっ

ていただきたいというふうに思います。

では、次に移ります。今回、県の部署で発覚

をいたしました「預け」、いわゆる裏金問題に

ついて質問をいたします。

年度末に余った予算を預けという手法で他に

流用していた問題です。私的な流用はないとい

うことですけれども、だからといって許される

問題ではありません。あくまでも公金、県民の

税金ですから、正当な支出でなければなりませ

ん。今回を機に、なぜこうした預けという裏金

が長年存在するようになったのか、その原因を

解明することが必要です。ほかにはないのか、

徹底した調査と再発防止策が確立されなければ

ならないと思います。今後、どのような分析の

もとに、調査の徹底、再発防止策を打ち出され

るのか伺いたいと思います。総務部長、お願い

いたします。

今回、不適正な事○総務部長（渡辺義人君）

務処理が発生したことを受けまして、県では６

月11日から全庁調査を開始したところでありま

す。調査に当たりましては、取引業者等に協力

をお願いしますとともに、弁護士と公認会計士

で構成します外部調査委員会にも指導等をいた

だくなど、公正性や客観性を高めていくことに

しておりまして、預け等が行われた経緯などに

ついても、今後の調査の中で明らかにしてまい

りたいと考えております。不適正な事務処理の

背景には、予算を使い切ろうとする誤った認識

や、公金の取り扱いに対する職員のコンプライ

アンス意識の希薄さなどがあったのではないか

と考えております。また、財務会計制度の運用

や物品購入に係るチェック体制、さらには事務

費に係る予算措置のあり方等についても、見直

すべき課題がないか検討する必要があるという

ふうに考えております。こうした点を踏まえま

して、今後の全庁調査の中で、実態の把握と原

因の究明を行いまして、具体的な再発防止策に

ついて、外部調査委員会の御提言等もいただき

ながら検討したいと、このように考えておりま

す。以上であります。

ぜひ徹底した調査、それか○前屋敷恵美議員

らこれからの方向を見据えていただいて、県民

に納得できるような形で結果を出していただき

たいと思います。県民は、今回の裏金問題、本

当に大きな関心を持っております。県民は今、

厳しい暮らしの中で、無駄遣いはしないでほし
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い、税金はまともに使ってほしいと願っている

からであります。信頼される県政にするために

も、税金の使い方、透明性を図ることは喫緊の

課題ですので、ぜひその方向を追求していただ

きますように、改めて知事の見解もお願いした

いと思います。

裏金、いわゆる預け○知事（東国原英夫君）

の問題については、私も非常に残念で、じくじ

たる思いをしております。私の県に対する「裏

金はありませんか」という呼びかけに関して、

自主的な通報はあったにせよ、その期間等も含

めて、非常に公金に対する意識が薄いのではな

いかという認識はしております。しかしながら

今回、本県におきまして預けという実態が表に

出た、さらされたということは、非常に重要

で、かつ価値のあることではないかと認識して

おります。この契機を宮崎県庁の改革の礎と

し、これをもってすべてのうみを出し尽くし、

県庁挙げての改革、そしてクリーン化に努めて

まいりたいと考えております。具体的には、内

部調査委員会、外部調査委員会を両輪で、両方

の立場で駆使し、庁内の不正な事務処理等につ

いての追加、あるいはそういったものがないか

ということを徹底的に調査・検証してまいりた

いと考えております。

ぜひこの際、公金取り扱い○前屋敷恵美議員

の基本的原則を徹底させていただく、この立場

を貫いていただきたいというふうに思います。

それでは次は、国民健康保険税について質問

させていただきます。

国民健康保険は、命や健康に直結をするまさ

に命綱の制度です。ところが今、国保税が高過

ぎて、払いたくても払えないという世帯がふえ

ております。こうした中で、滞納世帯から保険

証を取り上げる、交付をしないという無慈悲な

ことが今行われております。県が、こうした命

綱を断ち切るような国民健康保険証の取り上げ

を中止するよう各市町村を指導すること、また

払える国保税にするためにも、県から市町村の

国保会計に助成を行うことを求めたいと思いま

す。さらには、国に対して国保財政を立て直す

ためにも、38.5％に引き下げられた現在の国庫

支出金を84年当時の45％に戻すよう国に要求す

ることも、あわせて求めたいというふうに思い

ます。知事の答弁をお願いします。

国民健康保険は、相○知事（東国原英夫君）

互扶助の精神で運営されており、被保険者間の

公平を図る観点から、市町村においては、災

害、病気、失業等の特別な事情がない１年以上

の国保税滞納者には、被保険者証の返還を求

め、これにかわる資格証明書を交付することと

されております。しかしながら、市町村は、滞

納者に対し、機械的に被保険者証の返還を求め

るものではなく、事前に納税相談等を行い、滞

納者の生計状況や納付状況等を十分に考慮した

上で、適正に対応しているところであります。

県といたしましては、今後とも国保事業の円滑

な運用が図られるよう、市町村に対し適切な助

言指導を行っていきたいと考えております。

また、県におきましては、これまでも財政調

整交付金や保険基盤安定事業、さらには高額医

療費共同事業等により、毎年100億円を超える多

額の財政支援を市町村に対して行ってきたとこ

ろでございます。このような状況の中で、県と

しましては、新たな公的負担を行うことは、県

の財政状況等から判断して非常に厳しいものが

あると考えます。一方、国に対しましては、九

州地方知事会等を通じ、国による公費負担への

確実な財源措置を講ずるよう要望してまいりた

いと考えております。
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今、保険証がない世帯は、○前屋敷恵美議員

病気になってもすぐには病院にかかれない深刻

な事態になっているんですね。保険証がないと

いうことは、医療費は全額窓口自己負担です。

今、暮らしが大変な中で、その保険税さえ納め

られない、食べれば納められない、そういう状

況なんですね。納めようと思えば食べずに納め

なければならないという事態になっているわけ

です。お金の工面ができずに、医療機関にかか

るのを我慢して病状が悪化をする。そして今、

全国的には、受診を控えたことで命を落とす、

こういう本当に悲惨な状況が起きております。

保険税を払えない人からの保険証の取り上げ

は、命の格差まで生むという状況になっている

わけです。ですから、人道的にも保険証の取り

上げというのは許されない。そして、払えるの

に払えないという状況じゃないんですね。です

から今、知事もお話しになられましたけれど

も、本当に一人一人の対応を丁寧に適切に行っ

ていただく。しかし、それが果たして十分だっ

たかというと、そうじゃないというふうに思う

んです。ですから、この保険証の取り上げとい

うのは国が決めて、各市町村にそれを徹底する

ように、また県にもそのことが言われてきてい

るというふうに思いますので、ストレートにそ

ういうことをさせない、そういう役割が地方自

治体にある。私は、相互扶助は確かにそうです

けれども、この国民健康保険は社会保障の一環

だというふうに思っております。そういった意

味では、本当に命と健康を守るための命綱です

から、この保険証の取り上げを機械的にすると

いうことは絶対にないように、改めて市町村へ

の指導を行っていただきたいというふうに思い

ます。

それから、特に私がこの保険証の取り上げを

直ちにやめてほしいと思いますのは、ひとり親

家庭とか乳幼児を抱えた世帯、特に子供さんを

抱えた世帯で、子供が病気になって病院に連れ

ていけない、この親のつらさ、私はそれを思う

と本当に胸が痛みます。子供には何の責任もな

いわけですから、子供はどういう家庭環境で生

まれようとも、また子育てがされようとも、子

供たちは国と自治体とで最終的には責任を持っ

て育てなければならない、こういうことだとい

うふうに思うんです。そして、厚生労働省が一

昨年、05年の５月に通達を出しております。乳

幼児医療費助成を受けている世帯は、資格証明

書交付から除外することを検討するというよう

なですね。ですから、厚生労働省も、子供たち

の健康を守ろうという立場ですから、とりわ

け、乳幼児を抱える世帯からの保険証取り上げ

は直ちに中止することを即市町村に指導を徹底

していただきたいと思いますが、いかがでしょ

うか。

先ほども申し上げま○知事（東国原英夫君）

したとおり、重複するかと存じますが、市町村

は、滞納者に対して、機械的に被保険者証の返

還を求めるのではなく、事前に納税相談等を行

い、滞納者の生計状況や納付状況を十分に考慮

した上で、適正に対応しているということを

伺っております。また、県としましても、御指

摘のように、適切に対応するように、今後とも

助言指導してまいりたいと考えております。

ぜひその立場を徹底して貫○前屋敷恵美議員

いていただいて、私が今申し上げましたよう

に、とりわけ子供さんたちにそういう影響が及

ばないように、ぜひ県の責任でも取り計らって

いただきたいというふうに思います。よろしく

お願いいたします。

時間がなくなりましたので、次に行きたいと

- 169 -



平成19年６月15日(金)

思います。

次は、乳幼児医療費助成の拡充について質問

をいたします。

現在、３歳未満児までに医療費の助成が行わ

れております。窓口で350円のレセプト料を払わ

なければなりませんけれども、この医療費無料

化は、子育て世帯にとって何よりの支援となっ

ております。今、少子化対策が重要な課題に位

置づけられております。ですから、この対象年

齢を大幅に引き上げることはより求められてい

ると思いますし、私はせめて小学校を卒業する

まではこの助成が必要だと思っています。知事

がマニフェストに示されておりますように、３

歳以降の医療費助成の拡充を図るということも

公約に掲げられました。ですから、ぜひその実

践を早目に行っていただきたい。今、子育て

真っ最中の世帯は、この知事のマニフェストに

大きな期待を寄せております。私も各所でその

声を聞きますので、ぜひこの立場を貫いて実現

を図っていただきたいと思いますが、いかがで

しょうか。

乳幼児期の医療費を○知事（東国原英夫君）

助成することは、子育て中の家庭にとりまして

大変有意義な支援になると考えております。こ

のため、一昨年10月に、入院の助成対象年齢を

３歳未満から小学校入学前まで引き上げている

ところでございます。お尋ねの入院外の対象年

齢の拡大につきましては、県や市町村の財政状

況も厳しいことから、今後検討してまいりたい

と考えております。なお、安心して子供を生

み、育てられる社会づくりは、国を挙げて推進

することが重要でありますので、乳幼児医療費

助成制度の創設等について、引き続き国に対し

ても要望してまいりたいと考えております。

子供たちや、また子育て世○前屋敷恵美議員

代をより一層支援するという点でも、この助成

の拡充、早急に図っていただきたいということ

を、私は重ねて強く要求するものでございま

す。よろしくお願いいたします。

次は、障害者自立支援法施行に伴って、障が

い者の負担軽減策について質問をいたします。

昨年４月から施行された障害者自立支援法に

よりまして、福祉サービスなどに原則１割の応

益負担が導入されまして、障がいが重い人に

とっては、今、大変な状況になっております。

負担に耐えられない障がい者はサービスをやめ

るしかないという状況にあります。こういう中

で国も、全国のそういう苦痛の声を受けとめ

て、一定助成も行おうかということになってお

りますけれども、私はぜひ、運営が困難になっ

ている施設やまた小規模作業所、また利用料の

負担がふえてくる、こうした障がいを抱える方

々の県独自の支援を、国の施策とあわせて進め

ていただきたいということを、まず最初にお願

いをしたいと思います。その点では福祉保健部

長、お願いいたします。

障がい者の自○福祉保健部長（宮本 尊君）

己負担分につきましては、国のほうでも、障が

い者世帯の所得に応じて、かなりきめ細かな減

免措置が講じられております。しかも今回、国

のほうでは特別対策として、さらにその上に減

免措置をとっております。県としては、これら

の対策によりまして、相当程度の負担軽減が図

られたものと考えております。今後は、県とし

てやるべきことは、例えば障がい者の地域生活

に必要な住居の確保とか、就労支援を含む所得

対策、こういったことをやってまいりたいと

思っております。以上です。

私は、この自立支援法が成○前屋敷恵美議員

立をしました後、授産施設に通いながら社会と
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かかわって自立をと頑張っておられる障がい者

の方のお話を聞きました。「自己負担が月に２

万4,600円にもなって、障害年金と親の仕送りか

ら差し引くと生活保護以下になってしまう。こ

れでは人間という意識や尊厳が持てなくなる。

お父さん、お母さん、生まれてきてごめんなさ

いと思ってしまう」と、こう言われたんです

ね。私は、本当に胸の詰まる思いで聞きまし

た。まさに、自立支援でなくて、社会参加、自

立を阻害する法律だというふうに思います。で

すから、その是正、これから求めていきたいと

いうふうに思いますけれども。

国が今度の補正予算でも上げられております

が、障害者自立支援対策臨時特例基金事業とい

うのが５億2,000万円ほど計上されております。

サービス事業所や小規模作業所などへの支援が

講じられるというもののようですけれども、ど

ういう中身になっているのか、お答えいただき

たいと思います。通所や在宅、入所にかかわる

１割負担の軽減についてはどうなるのか。入所

についてはこれまで助成がありませんでした

が、対象にすべきだというふうにも思うところ

ですので、ぜひあわせてお答えいただきたいと

思います。福祉保健部長お願いいたします。

障害者自立支○福祉保健部長（宮本 尊君）

援対策臨時特例基金でございますが、概要を申

し上げますと、具体的な事業としましては、大

きく３つに分類されます。１つ目が、新しいサ

ービス体系に直ちに移行できない小規模作業所

等に対して、移行するまでの間、運営費を助成

するというものであります。それから、２つ目

は、障がい者の地域での自立した生活を支援す

るために、県民の障がい者に対する理解促進と

か障がい者の就労支援、障がい児を育てる地域

の支援体制の整備などを行うものであります。

３つ目が、制度変更によりまして、収入減とな

りました施設に対する激変緩和措置として、制

度導入前の報酬額の９割までを保障する、こう

いった対策をとっております。

障がい児世帯についての対策でありますが、

今回の特別対策におきまして、収入のある程度

ある障がい児を抱える世帯につきましても、施

設入所の場合を含めて、負担の軽減策が講じら

れているところであります。

確かに必要な助成でありま○前屋敷恵美議員

す。しかし、２年間の時限立法というふうに聞

いておりますので、それから先の課題もまた出

てくるかというふうにも思っております。いず

れにしても、障がいを抱える皆さん方が、一定

の支援のもとに健常者の皆さんと一緒に暮らせ

るという体制をどうつくるかというところです

ので、県としての支援も十分に行っていただく

よう、お願いをいたします。

また、もう一つ別の問題として、障がい認定

に当たっての程度区分の問題があります。国

は、現在の施設入所22万人を16万人に減らす計

画を打ち出しました。今、県の指導のもとに各

市町村がその計画を具体化しようとしておりま

す。私がお聞きしましたある施設の施設長さん

は、市から５名は退所させるように言われたと

いう話もされました。また、別の施設では、400

名の入所者のうち100名は退所になるという話が

飛び交うなど、入所されている御本人や家族に

今、不安が広がっております。新たな認定基準

のもとで、施設退所を余儀なくされる方々が出

るという事態が今、予想をされているところで

す。この新たな認定判断の基準というのが、そ

のベースが介護保険に置かれているという点が

問題でして、特に知的障がいを抱える方々の認

定が軽くなってしまうという問題があります。
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ですから、機械的な判断でなくて、一人一人の

実態に合わせた認定にすることなどが非常に重

要になってきておりますが、その点ではどうで

しょうか。部長、お願いいたします。

障害程度区分○福祉保健部長（宮本 尊君）

の認定につきましては、まず専門調査員が障が

い者の方の自宅を訪問しまして、御本人や保護

者等の同席のもとに、おっしゃるように、介護

保険の調査項目に障がい者特有の調査項目を加

えた106項目にわたる調査を行い、あと、介護を

行う家族の状況、日中の活動状況等について詳

細な調査を行うことになっております。この調

査結果をもとに、コンピューターによる一次判

定が行われますが、その後さらに、福祉保健等

の有識者で構成する市町村の審査会において二

次判定が行われることになっております。二次

判定の中では、一次判定の結果に加えて、医師

の医学的所見や障がいの特性を加味して総合的

な判定が行われており、利用者の実態に即した

障害程度区分の認定が行われていると認識して

おります。

今、ノーマライゼーション○前屋敷恵美議員

が言われる中で、障がいを抱えた方々で可能な

方は、人としての尊厳が尊重されながら、地域

や家庭でともに暮らす、これは当然のことで

す。そのために、グループホーム、ショートス

テイなどの充実は欠かせませんが、しかし、そ

のことが脱施設を進めるものであってはならな

いというふうに私は思います。そこが非常に大

事なことだと思います。本当に入所が必要な人

の入所が保障される、それが公の役割ですか

ら、ぜひこのことを追求していただきたい、そ

ういうふうに思います。施設を判定によって出

なければならない、そういう方々がグループホ

ームなどでも暮らすことができない。当然、家

庭で受け入れなければならない。そうなります

と、フルタイムで仕事ができない状況になる。

そして、当然収入が少なくなってくるわけです

から、大変な事態になるわけですね。ですか

ら、そういうもろもろの問題もかんがみて、一

人一人の実情、家庭的な問題も含めて、それに

見合った対処ができるように、国の支援、それ

から県の支援もあわせながら、その認定基準の

問題も含めて、知事の御見解をいただきたいと

思います。

御指摘のとおりでは○知事（東国原英夫君）

ございますが、県としても、支援助成となりま

すと、やはり予算づけが必須の問題になってま

いりますので、その点は、非常に財政状況も厳

しい上、適切な対応というのはできかねる部分

もございます。今後、対応としましては、社会

的な弱者が出ないような行政の体質というのは

構築していかなければいけないと考えておりま

す。

では、次に参ります。時間○前屋敷恵美議員

がなくなりました。

青年雇用の対策について、今、若者の雇用の

実態が、非正規雇用の拡大や低賃金、残業代の

未払い、長時間労働の蔓延、働いてもまともな

生活ができないということで、経済的にも自立

できないという状況が広がっております。ぜひ

若者のこうした雇用の実態、生活の実態を調査

していただいて、こうした青年がこの社会に希

望が持てるような、安心して働ける、暮らせる

賃金が確保できるような、こういう状況をつ

くっていくために、県としての役割は非常に重

要だというふうに私は思います。働かされ方の

問題、労働者としての権利がどういうものがあ

るのかさえも知らない。雇いどめになってしま

うようなことがあったり、一方的な解雇に涙を
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のむような事態もあります。ですから、そう

いった意味では、若者の雇用相談窓口を開設す

るとか、労働条件の問題などもしっかり若者が

認識できるような資料、パンフレットなどをつ

くって若者を元気づけていくとか、そういう具

体的な施策も進めていただきたいと思いますけ

れども、商工観光労働部長、よろしくお願いい

たします。

若い人の○商工観光労働部長（高山幹男君）

雇用対策ということでありますけれども、現

在、カリーノの８階に置いております「ヤング

ＪＯＢサポートみやざき」におきまして、いろ

んな方に来ていただいて、気軽にじっくりと話

を聞きながら、自分に合った仕事がないかとか

そういうものを、そして、あればそこを紹介し

ていく、そういった場を持っておりますので、

そういうところで対応してまいりたいというふ

うに思っております。

ぜひ、そういった青年に寄○前屋敷恵美議員

り添った形でその実態を受けとめながら、雇用

の拡大も含めて進めていただきたいというふう

に思います。

それから、最後になりますけれども、生活道

路の改修についてお尋ねをいたします。

長期にわたって懸案事項となっております県

道改修なんですけれども、宮崎市下原地区の木

花小学校に通う子供たちの通学路でもある県道

の大久保木崎線、路側帯に余裕がなくて、地元

の皆さん方が、子供たちの安全を守るためにも

歩道を設置してほしいということを、平成３年

ぐらいから毎年ずっと要望を上げてこられまし

たけれども、全くナシのつぶてで対応がなされ

ないということが言われてまいりました。私

は、こういう生活道路の対応は10年も15年も待

つのではなくて、ぜひ対応していただきたいと

いうふうに思います。県土整備部長、よろしく

お願いします。

歩道の整備に○県土整備部長（野口宏一君）

つきましては、安全で安心な道路空間を確保す

るとともに、高齢者や通学児童など、いわゆる

交通弱者対策からも重要な課題であるというふ

うに認識しております。そのため、歩行者や交

通量の多い通学路を中心としまして、緊急性で

ございますとか、地元からの要望などを総合的

に判断して、現在整備を進めているところでご

ざいます。御質問にありました熊野地区の歩道

整備でございますけれども、県全体にさまざま

な要望がございまして、その全体の状況などを

勘案しながら検討させていただきたいと存じま

す。

私が今回質問に取り上げま○前屋敷恵美議員

したのは 確かに地域の生活道路の改修は、―

計画的にも優先順位があるというのは認識して

おります。しかし、10年も15年も放置されると

いうことは、もうあきらめなさいと言っている

ようなものだというふうに思うんです。私は、

こういう状況が県内に蔓延しているのではない

かというふうに思うわけです。これでは自治体

としての役割は果たせないというふうに思いま

す。しかも、暮らしに身近な公共事業というの

は、地元企業の仕事をふやし、地域の活性化に

もつながることです。ましてや、安心して暮ら

せる生活環境を整えることは自治体の任務です

し、改めてこの対応を図っていただきたいとい

うふうに思います。そして、近々できないもの

であれば、その理由や見通しぐらいは地元に説

明をする、そういう誠意があっていいのではな

いかというふうに私は思います。今後ぜひ、こ

うした生活道路の改修の位置づけを県としても

強めていただきたいというふうに、私は切に要
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望するものです。知事の御見解を賜ります。

歩道の整備というの○知事（東国原英夫君）

は、交通安全対策上の一環として重要な問題だ

と認識しております。現在、歩道の整備が必要

な区間としましては、県内に200キロあると伺っ

ております。整備の推進につきましては、交通

量の状況、通学路としての指定、人身事故の発

生状況等を総合的に勘案して優先順位を決定し

て、必要性、緊急性の高い順に整備してまいり

たいと考えております。御指摘のあった、どれ

ぐらいの期間を置いてこれを整備するのかとい

う進 状況、あるいは将来展望等を説明してほ

しいということがありましたが、その辺も含め

て、今後、検討の課題とさせていただきます。

以上です。

時間が参りましたね。今の○前屋敷恵美議員

生活道路の改修の問題も含めて、県政は総合的

に進めていかなければならないという点では、

確かに厳しい状況があるというふうには思いま

す。しかし、何より県民の日常の暮らしの安心

・安全が総合的に確保されなければならない、

そういうふうに思います。ですから、私は、県

民の暮らしに心を寄せた丁寧な行政を進めてい

ただきたい、このことを最後に要求いたしまし

て、質問を終わらせていただきます。ありがと

うございました。（拍手）

以上で午前の質問は終わり○中村幸一副議長

ます。

午後は１時再開いたします。

休憩いたします。

午前11時57分休憩

午後１時０分開議

休憩前に引き続き会議を開き○坂口博美議長

ます。

次は、17番図師博規議員。

〔登壇〕（拍手） それでは、○図師博規議員

児湯郡選出、愛みやざき二番手の図師博規が、

先般通告しておりました通告順に従いまして一

般質問を始めさせていただきます。感無量でご

ざいます。

去る県議選におきましては、選挙区内で一番

小さな町からの立候補でした。非常に不利な状

況であったにもかかわらず、すばらしい成績を

いただきました。きょう、たくさん傍聴の方に

駆けつけていただいています。まだ今、御入場

中の方もいらっしゃいます。これらの方々に支

えられ、選挙戦を乗り切ることができました。

若い力もたくさんいただきました。美しい力も

たくさんいただきました。そして、勉強会を重

ねてきた宮崎維新塾の皆さんからもたくさん力

をいただきました。この場をかりてお礼を言わ

せていただきます。どうもありがとうございま

した。

私は、この選挙戦に臨む前にたくさんの方々

からの声を聞き、そして医療・福祉の現場の情

報を、そして現状をしっかり見据えて選挙戦を

戦ってまいりました。高校は高鍋高校を出たん

ですが、その後、東北福祉大という福祉の専門

大学に進みました。宮城県の仙台市です。きょ

うくしくも、前宮城県の知事であられました浅

野さんが、私の応援のために駆けつけていただ

いた ようではないんですが、傍聴に来られ―

ております。浅野さんにもしっかり宮崎県の現

状を知ってもらうためにも、立派な一般質問に

したいと思います。

余談ですが、私は東北福祉大出身ということ

で、大学は非常に野球も強いんですね、御存じ

の方も多いかと思いますが。今行われておりま

す大学野球の日本選手権、我が大学も出場して
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おります。うまくいきますと準決勝あたりで早

稲田大学と対決するのではと思われます。勝た

せていただきます。阪神タイガースの金本選手

や矢野選手は同期になります。鉄人で有名な金

本選手、大学のときは隣のクラスでした。非常

に仲よく なろうと思ったんですが、野球―

部、学校にほとんど来ませんので、話したこと

もありません。

その後、宮崎の古賀総合病院というところで

医療ソーシャルワーカーとして勤務しました。

高齢者や障がい者の社会復帰、職場復帰をお手

伝いする仕事です。その中で、同じ高齢者や障

がい者の方でも、住む自治体によって受けられ

るサービスに大きな格差があるんです。この格

差に私は愕然としまして、せめて我が町、自分

が住む木城町は何とかしたいという一心で、福

祉を変えるなら政治も変えないかん。そして町

議を２期経験させていただき、ここに今立たせ

ていただいております。「福祉の壁は政治にあ

る」、これが私のキャッチフレーズです。何と

してでも政治をよくし、そして、本当に光を当

てなくちゃいけない弱い立場の方々のために、

しっかりとした政策の立案をしていきたいと思

います。知事を初め先輩議員の皆様、そして執

行部の皆様と、この一般質問の場が単なる質問

の投げかけだけに終わるんではなくて、政策提

言の場となりますように大いに議論をしていき

たいと思います。どうぞ今後とも御指導よろし

くお願いします。

一般質問に入らせていただきます。まず１つ

目は、知事の政治姿勢であります。

知事には、今後とも宮崎県のリーダーとして

大いに宮崎を動かしていただく、そして、その

宮崎を動かすというときには、国の動向をも

ちゃんと見据えた上で、その指標を立てていた

だく必要があります。先日も知事の答弁の中

で、「私は、国の動向を見据え、国を動かす気

概を持って宮崎県政運営に当たる」という旨の

発言がありました。すばらしい。宮崎県発とい

う、宮崎県から発信するというその気概、私も

大いにエールを送りたい。ともに頑張りたいと

思います。

その中で、今後の国の動向を見据える一つの

材料として、国民投票法というものがありま

す。先月の18日に国会を通過いたしました、こ

の憲法改正の手続を定めた国民投票法、この法

律で投票できる年齢は「18歳以上の国民」と

なっておりますが、この18歳という年齢は、選

挙権年齢及び成人年齢規定が18歳に引き下げら

れないと、この国民投票法の年齢も18歳という

形でスタートはしません。つまり、何が言いた

いかと申しますと、この国民投票法が今後随時

動いていくことにより、我々も含む選挙の全

容、あらゆる選挙の全容が大きく変わろうとし

ているのも事実であります。知事の選挙の際に

は、未成人の方からもたくさんの応援を受けら

れておったのが、今しっかり目に焼きついてお

ります。先日も、何と滋賀県の高校生が 修―

学旅行の一環なんですかね 県庁の前に大き―

な横断幕を持って知事が出てこられるのを待っ

ていらっしゃる姿を目にしました。それぐらい

知事は、若い方からも大変人気があられる。今

後の選挙の動向にも大きく影響してくるであろ

うこの国民投票法を、知事はどのように受けと

められているのか、その所見をまずお聞きした

いと思います。

次に、議案第１号「平成19年度宮崎県一般会

計補正予算」について、これも知事にお伺いい

たします。

今回は歳入歳出総額に984億円余りを追加し、
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対前年度比2.6％減で、６年連続のマイナスと

なっております。知事選挙の関係で骨格予算で

スタートした本年度の予算でありますが、よう

やく肉づけができました。しかし、厳しい財政

状況には変わりはありません。ただ、県民の注

目は、知事がマニフェストを掲げられ臨まれた

選挙、その後の予算、そして補正予算、肉づけ

がされたところで、マニフェストがいかにその

予算に反映されたかに非常に高い関心が寄せら

れております。そこで、補正予算の編成に当た

り、知事が意図したところがこの肉付け予算に

どこまで反映されたと思われておるのか、その

あたりの所見をお伺いいたします。

続きまして、不適切な事務処理についてであ

ります。

今回の裏金問題が発覚して現在に至るまで、

知事の報告によりますと この裏金の問題も―

あらゆる角度から質問がされております。私が

とらえる問題点と申しますのは、Ａという物品

を購入するために業者にお金を預ける。ところ

が、年度がかわると、そのＡという物品ではな

い、別のＢという物品がその事業所に購入され

ておる。この品物がかわるというところも問題

なんですが、私が問題にしたいのは、そのＢと

いう物品が、果たして、ちゃんとその部署に現

在もＢという物品のまま残っているのか。小さ

いものから言えば消耗品もあるかもしれませ

ん。中には高価なものもあるかもしれません。

そのＢという物品はちゃんと今も部署に残って

いるという裏づけをとられた上で、知事が報告

された「今回の裏金の件については私的流用は

なかったんですよ」という発言に至られたのか

どうか。どこまでの調査をされて、私的流用が

なかったという発言に至られたのかをお聞かせ

いただきたいと思っております。

続きまして、高齢者保健福祉計画に関する事

項であります。

この高齢者問題につきましては、宮崎県の高

齢化率、高年齢化というのは全国よりも５年速

いスピードで進行しております。それでは、全

国よりも５年速い高齢化率に伴う介護従事者の

確保が、全国より５年速いスピードで進んでい

るのかと申しますと、実際、県内の介護福祉士

を養成する専門学校では、定員を満たしている

専門学校は一つもない。もっと言うならば、半

分にも満たない専門学校がほとんどなんです。

それをもって、これからの宮崎県の高齢者介護

は、十分介護ニーズを満たすだけの従事者がい

ますよと言えますか。これは宮崎県だけの問題

ではないんです。全国的にどこの都道府県でも

介護従事者の数は不足している。国は介護力、

そして看護力までも海外から輸入する政策を今

とろうとしています。もう始まっています。海

外の方々が日本の高齢者を介護する。それは私

は、本来あるべき姿かどうか疑問に思っており

ます。グローバリゼーションの名のもとに、国

は、宮崎県を初めとする、このような高齢化率

が高いところの福祉のあり方を空洞化させてい

るんではないかと。

フリーターやニートはどんどん増加していま

す。この方々がなぜ福祉に興味を持てないの

か。持って、そして仕事について長く続けるこ

とができないのか。若い介護従事者の方は、３

年以内に７割が離職されるというアンケート調

査も見たことがあります。介護の現場は、当事

者のみならず、介護する従事者も非常に厳しい

状況に立たされています。

そして、さらにその国民の不安をあおる問題

が起きました。社会保険庁の宙に浮いた年金の

問題もしかりです。そして、日のように問題と
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なっておりますコムスン問題です。宮崎県にお

きましても、コムスンの事業所は、ことしの５

月、西都、日南を初めとする６事業所が閉鎖・

統合されました。残っているのは８事業所、こ

のうちの５事業所が2011年度までに順次指定打

ち切りとなります。これにより、県内での利用

者は716名、そのうちの671名が路頭に迷う可能

性が出ているんです。もちろんコムスン側も、

次の事業所への引き継ぎ計画を今策定している

とも聞きますが、この事態に対して、県はどの

ように対応されるお考えであるのか、お聞きし

たいと思います。

次に、障がい者の安心プランについてでござ

います。

先ほどの前屋敷議員にお株を奪われてしまっ

たところもあるんですが、ことしの２月定例議

会におきまして、「障害者自立支援対策臨時特

例基金」というものが成立いたしております。

この基金運用は、障がい者の職場実習を受け入

れる企業に対するバリアフリー化のための設備

費用助成を目的の一つにしています。つまり、

障がい者が一般企業に行く場合の、スロープを

つけたり、手すりをつけたり、トイレを障がい

者用のものにしたり、バリアフリー化するため

の助成が目的の一つに含まれております。私が

お聞きしたいのは、既存の企業や施設のバリア

フリー化にとどまらず、障がい者の雇用促進の

ためにも、今後、新たに就労支援や就労継続事

業に取り組む事業所が準備されているとするな

らば、その事業所に対しても、積極的にこの基

金運用をすべきではないかと考えております。

このあたりのお考えを福祉保健部長にお伺いし

たいと思います。

続きまして、高鍋町竹鳩橋周辺の道路改良に
だ け く

ついて、県土整備部長にお伺いするものであり

ます。

この竹鳩橋周辺は、御存じの方も多いかと思

いますが、高鍋町、川南町、木城町の郊外に隣

接しており、病院及び学校等の公共施設や農畜

産業を初めとする地域産業及び地域交流のため

に重要なエリアであります。また近年では、東

九州自動車道建設に伴うインターチェンジの設

置も決まり、また東児湯消防署の新設移転によ

り、その重要度は高まっております。しかし、

この竹鳩橋というのは、昭和32年に潜水橋とし

て架設され、幅員も2.9メートルと非常に狭く、

たびたび転落事故が発生するなど、車両及び通

学児童を含む歩行者の通行が非常に危険な状況

にあります。そして、きょうのような雨、もっ

と激しい雨が２～３日でも続けば、それが洪水

となり橋が通れない。そうなりますと周辺の橋

を利用するんですが、片道５キロも 回しなけ

ればならないというような状況もあり、この周

辺が整備されれば緊急車両等の通行もスムーズ

となり、周辺住民の生命・財産を守るには大き

く寄与する重要な地域の基点となっておりま

す。さらに、この竹鳩橋周辺の整備につきまし

ては、昨年、高鍋町、木城町、川南町３町によ

ります竹鳩橋等整備期成同盟会も発足しており

ます。官民一体となった整備要望活動も再開さ

れ、今後、関係機関及び地域住民の悲願でもあ

るこの橋の整備のために、３町が中心となって

大いに動きが出てくると思われます。このあた

りの整備につきまして、県の御見解をお伺いす

るものであります。

次に、交通違反の取り締まり状況について

を、警察本部長にお尋ねいたします。

交通事故の数自体は、５年前、10年前からす

ると非常に少なくはなってきております。しか

し、先日も報道されておりました、飲酒運転の
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上、幼い兄弟３人を水死させたという大きな事

故、元福岡市職員の事故ですが、このようなド

ライバーのマナーが制御できないがゆえに、幾

ら警察の方が取り締まりを強化しても事故とい

うものは防げないところもあります。ここで

は、平成18年中の交通取り締まり件数の実情を

お聞かせいただくとともに、昨年導入されまし

た駐車監視員制度による駐車監視員の違反確認

状況についてお伺いします。警察業務の効率化

を図りながら、犯罪捜査などの本来の業務を強

化する目的で、この駐車監視員制度が導入され

ておりますが、宮崎県におきましては、宮崎市

を中心に実施されております。その監視員制度

によります駐車違反確認標章取りつけ件数の実

情や、その成果等についてお伺いするものであ

ります。

以上、項目が多うございますが、御答弁を聞

かせていただき、後は質問席にて一問一答方式

で質問を続けさせていただきます。よろしくお

願いします。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいた○知事（東国原英夫君）

します。

国民投票法についてであります。このたび可

決成立した国民投票法において、投票権が18歳

以上とされていることから、公職選挙法など年

齢条項のある法律の改正の必要性について、内

閣において検討が行われていると聞いておりま

す。私は、選挙は民主主義の基盤であり、選挙

を通して若者が政治を身近なものとしてとら

え、関心を持つことは、大変望ましいことだと

考えております。そもそも有権者の投票行動に

ついては、国民あるいは県民の一人一人の価値

観や社会情勢、政治情勢などいろいろな要因が

複雑に絡み合ってあらわれると理解しておりま

すので、なかなか予測しがたいものと考えてお

りますが、一方、候補者の選挙活動について

は、若い世代を意識したものとなる可能性もあ

るのではないかと考えております。

続きまして、平成19年度予算案についてであ

ります。今回の補正予算案は、私にとりまして

実質的に初めての予算編成でありましたが、本

県の厳しい財政状況を十分踏まえつつ、私のマ

ニフェストの具体化のための政策的事業や新規

事業を盛り込んだ、いわゆる肉付け予算として

編成したところであります。地方財政対策等の

結果、本県の収支不足額が拡大し、財源の捻出

には大変苦労いたしましたが、徹底した事務事

業の見直しや歳入確保等により、災害時安心基

金の創設や企業立地促進補助金の最高限度額の

引き上げ、医師確保対策強化、二地域居住や移

住の促進等、現時点で私の考えを事業化できる

もの、あるいは早急に取り組まなければならな

いものは、可能な限り盛り込んだところであ

り、積極的かつ緊縮型予算であると考えており

ます。今後も、財政改革を着実に実施しなが

ら、マニフェストのさらなる具体化に向け、努

力してまいりたいと考えております。

続きまして、不適正な事務処理についてであ

りますが、私的流用がないという根拠について

であります。先日公表した不適正な事務処理に

ついて、自主申告の段階ではありますが、各所

属からの申告だけでなく、当該所属が属する部

局の道路整備課等の職員が現地に出向き、取引
※

事業者にも面談の上、預けの現在残高や主な使

途などについて確認を行っております。その際

には、実際に購入した物品等について、現物の

所在確認なども可能な限り実施したところです

が、現在のところ、各部局、取引事業者いずれ

からも私的流用の事実は確認されていないとこ

ろであります。今後、全庁調査を進めてまいり

※ 180ページに訂正発言あり

平成19年６月15日（金）
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ますので、その中で、使途の洗い出しや現物の

確認なども改めて実施し、私的流用の有無につ

いて明らかにしてまいりたいと考えておりま

す。

続きまして、コムスン問題に対する県の対応

についてであります。株式会社コムスンでは、

今後の事業継続が困難になったことから、国の

指導を受けながら、他の事業者への事業譲渡に

ついて検討されているようであります。このよ

うな状況の中、県といたしましては、介護サー

ビスを利用されている方が不安を抱くことのな

いよう、市町村と連携して、利用者からの相談

等に対し、適切に対応してまいりたいと考えて

おる次第でございます。また、コムスンに対し

ましては、利用者の要望に応じ、誠実かつ適切

にサービスを提供するとともに、円滑な事業の

移行を図るよう指導したところでございます。

今後とも、利用者のサービス利用に支障が生じ

ないよう、市町村や関係団体とも十分連携を図

りながら、介護サービスの確保に努めてまいり

たいと考えております。〔降壇〕

〔登壇〕 お答○福祉保健部長（宮本 尊君）

えいたします。

就労移行支援事業者に対する支援についてで

ありますが、現在、16カ所指定しております就

労移行支援事業者につきましては、今後も障が

い者のニーズに対応できるよう、その十分な数

を確保していくとともに、支援事業者が効果的

・実質的に事業を行えるように、お話にありま

した障害者自立支援対策臨時特例基金を活用い

たしまして、職場実習を受け入れる企業のバリ

アフリー化への助成、あるいは就労支援ネット

ワークの構築などに取り組んでまいりたいと考

えております。以上でございます。〔降壇〕

〔登壇〕 お答○県土整備部長（野口宏一君）

えいたします。

竹鳩橋の整備についてであります。竹鳩橋に

つきましては、地元高鍋町等から、通学路とし

ての利用や交通量の増加等を理由に、橋梁整備

の要望を受けているところであります。しか

し、県としましては、東九州自動車道高鍋イン

ターチェンジ周辺の道路網の整備として、県道

石河内高城高鍋線の小丸大橋を平成15年７月

に、また、県道高鍋美々津線の鬼ヶ久保工区を

平成19年２月に完成供用し、さらに現在、高鍋

インター線の整備に取り組んでいるところであ

ります。したがいまして、町道川田竹鳩線につ

きましては、生活道路としての重要性は認識し

ておりますが、竹鳩橋を県が整備することにつ

きましては困難な状況にあります。以上でござ

います。〔降壇〕

〔登壇〕 お答え○警察本部長（吉田尚正君）

いたします。

まず、平成18年中の交通違反取り締まり件数

であります。昨年１年間で10万6,129件の取り締

まり件数となっております。主な内訳は、速度

違反２万3,717件、一時不停止１万4,251件、信

号無視8,043件、駐車違反1,666件、飲酒運転996

件、無免許運転447件となっております。

次に、駐車監視員によります確認標章の取り

つけ件数、その成果などについてであります。

昨年の６月１日から駐車監視員制度が導入され

まして１年が経過をいたしました。この１年間

の確認標章の取りつけ総件数は4,682件、このう

ち駐車監視員によりますものが2,175件でござい

まして、全体の約46.5％を占めております。駐

車監視員と違反者とのトラブルは発生をいたし

ておりません。この駐車監視員制度の導入によ

りまして、デパート前交差点を中心に東西約1.4

キロメートルの区間で瞬間放置駐車台数を調査
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いたしましたところ、制度導入前の２日間で平

均18台であったものが、導入１年後には平均５

台ということでございまして、約72％の減少で

あります。交通の安全と円滑に寄与しているも

のと考えております。以上であります。〔降

壇〕

それでは、知事にお伺いいた○図師博規議員

します。国民投票法についての知事の御見解は

よく理解できたところであります。若年層とい

いますか、未成人の方々にも、今後また新たな

取り組みも必要になってくるものと、私も思っ

ております。

それで、国民投票法についてなんですが、こ

の国民投票法と申しますのは、前置きがありま

す。憲法改正とその改正手続を定めて、この国

民投票法が動き出すわけなんですが、つまり、

憲法改正の論議について少しお伺いしたい。ち

なみに前の知事は、この憲法改正については、

「現憲法は既に還暦を迎えている」、そのよう

な表現を使われ、暗に改憲の意をあらわされた

ときがありました。東国原知事、ここは、現憲

法を知事がどのようにとらえておられるのか。

もう一つ突っ込んで、ずばり、知事は改憲派な

のか護憲派なのか、判断材料はたくさんあるか

と思いますが、今の知事の御見解をお聞かせく

ださい。

お答えする前に、先○知事（東国原英夫君）

ほどの私の答弁の中で間違いがあったことをお

知らせいたします。「道路整備課等」と申し上

げましたが、正確には「連絡調整課等」、つま

り各部局の主管課の間違いでございます。訂正

させていただきます。

それでは、お答えさせていただきます。

憲法は、国の基本を定める極めて重要なもの

あります。今後はこれを機に、我が国の発展や

国民の生命・財産を守ること等の観点から、ど

のように憲法に向き合うか、憲法はどうあるべ

きかということを国民一人一人が考え、十分に

議論していくことが肝要であるかと考えており

ます。御指摘のとおり60年になります。還暦を

迎えます。60年の中で、先進国で改正されな

かったのは我が国だけだと認識しております。

このようなことから、重複しますが、憲法に関

しては、特に第９条に関しては十分な議論がな

されなければいけないということで、改憲派、

護憲派で言うなら、私は論憲派ということであ

ります。

かわされたと申しましょうか○図師博規議員

……。ただ、知事が憲法に対し理解されている

内容は、非常に共感するところもあります。や

はり十分な論議なしに安易な答えを導き出すの

は、私も間違いだと思っております。

それでは続きまして、不適切な事務処理につ

いてお伺いいたします。知事より、徹底的な調

査を全庁挙げて行う旨の答弁をいただきまし

た。大切なのは、再発防止のシステムを構築す

るとともに、県民にいかに納得いく形で責任の

所在を明確にするかというところになってくる

と思います。この責任のとり方、例えば私的流

用が全くなかったという調査結果が出たにして

も、県民の県政に対する信頼を大きく失墜させ

たということには間違いないわけであり、何ら

かの形で県民に謝罪の意を伝える必要があると

私は考えます。知事の御見解をお伺いします。

ちなみに、長崎県の裏金の発覚後の対応につ

いては、もう御承知かと思いますが、調査委員

会とは別に、物品調達問題処分等検討委員会と

いうものを設置し、不適切処理資金の返還と特

別職並びに職員の処分を明確に示しておりま

す。もっと言うならば、不適切処理資金の返還
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については、県に採用されて10年以上の職員に

はすべて返還金を課し、役職員にはさらに上乗

せでの負担を課しております。そして、外部調

査委員会及び処分等検討委員会に要した費用も

返還金に包含され、案分の対象となっておりま

す。裏金のつくり方や、またその金額の大小に

違いはあれども、不適切な公金使用と県民の県

政不信を招いた責任は、はっきりとした態度で

示す必要があると考えます。知事の所見をお聞

かせください。

お答えいたします。○知事（東国原英夫君）

県民からお預かりした公金に関してこのよう

な不適正な事務処理が発覚したことは、重大な

ことと認識しており、職員の責任については、

今後の主要な検討項目の一つとしております。

具体的には、全容の解明や原因の究明を行った

上で、外部調査委員会の意見や他県の事例など

も参考として検討してまいりたいと考えており

ます。お示しのあった長崎県の事例でございま

すが、これは預けのトータル金額が４億円を超

えています。返還金につきましては約２億円と

伺っております。

職員の処分についてでありますが、現在進め

ております全庁調査においては、不適正な事務

処理への職員の関与の状況や私的流用の有無に

ついても、詳細に調査することといたしており

ます。その中で、仮に私的流用が明確になった

場合には、担当職員に対しても厳正な処分が必

要であると思っております。その他関係した職

員への対応につきましては、長崎県でもそうで

ありますように、実態を十分把握した上で、外

部調査委員会の御意見等も踏まえながら、厳正

なる検討をしていきたいと考えております。

具体的な答弁をいただいてお○図師博規議員

るとは思うんですが、さらに突っ込んで、返還

金については、私的流用があった場合には全額

返金をするということで理解してよろしいかど

うか。それと、長崎県につきましては、知事以

下四役、監査委員も含めてだったと思うんです

が、減俸処分も実施されておるようです。その

あたりの処分について、知事の見解をお伺いし

ます。

重複して申しわけあ○知事（東国原英夫君）

りませんが、外部調査委員会、そして内部調査

委員会等の調査結果も踏まえ、他府県等の状況

なども参考にさせていただきながら、厳正なる

対応をしていきたいと考えております。御指摘

のとおり、長崎県では知事初め副知事が減俸処

分になっております。そういうことも検討の対

象になるかと存じますが、これも踏まえて、外

部調査委員会あるいは今後の調査の進 状況を

見ながら考えてまいりたいと考えております。

以上です。

非常に積極的な御答弁と理解○図師博規議員

しております。まだ調査結果がはっきりしない

うちから、処分なり返還金をどうするのかと問

うのは早いかとは思ったんですが、知事の御決

意が県民に伝われば早い回復につながるものと

思いまして、あえて質問をさせていただきまし

た。

それでは続きまして、コムスン問題、もう一

点お伺いしたいと思うんですが、知事は、コム

スン側に対して円滑な事業移行を図るよう指導

する、もしくはしたというふうに私には聞こえ

たんです。次の事業所が、どこがどのような形

で引き継ぐのかということをコムスン側にも指

導しておられるとのことですが、私はもう一歩

踏み込んで……。今後、コムスンの事業は恐ら

く分割移譲されます。この分割移譲されるとき

に、恐らくその利用者が漏れてしまう、どこの
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事業者に引き継がれるかが漏れてしまう危険性

も十分あるかと思います。けさのニュースで

も、日南かどちらかの利用者が、既にコムスン

が来なくなって困っているという報道がされて

おりました。今後、コムスンのサービスを利用

されていた方々が確実に次の事業所に引き継が

れるように、利用者一人一人の事業移行計画書

なるものをコムスン側に提出を求めるような指

導、一人一人が次の事業所、どこに引き継がれ

るのか、コムスン側にそういうような事業計画

書なりの提出を求めることは可能か、できるこ

となのか、福祉保健部長にお伺いします。

株式会社コム○福祉保健部長（宮本 尊君）

スンに対しましては、現在の利用者が他の事業

者のサービス利用に円滑に移行できるよう、事

業移行計画を本年７月31日までに策定し、全国

版は国へ、宮崎県については県へ、各市町村に

ついては各市町村に提出させることとしており

ます。この計画には、事業所ごとの事業引き継

ぎの具体策とともに、利用者一人一人のサービ

ス利用継続のための方法を具体的に記載させる

こととしております。県といたしましては、利

用者の要望に応じて適切なサービスが継続され

るよう、市町村と連携して指導してまいりたい

と考えております。以上です。

今の御答弁、非常によく理解○図師博規議員

できました。コムスン側も一人一人の移行計画

書なりをちゃんと提出する、それは基本的に市

町村になって、その市町村に提出されたものを

国が把握するというような理解でよろしいで

しょうか。もう一度お願いします。

現在のところ○福祉保健部長（宮本 尊君）

は、国に対してはコムスンが一括して報告をす

る、それから宮崎県分については県に対して一

括してというような形になっております。

また、県の方にその報告書な○図師博規議員

りが上がった後の議会への報告もお願いしたい

と思います。よろしくお願いします。

それでは続きまして、高齢者の保健福祉計画

についてお伺いいたします。今後の高齢者の介

護を考える上で、福祉の施設型のサービスと地

域密着型のサービスが二本柱になってきます。

先ほど言いました、宮崎県は全国よりも５年速

いスピードで高齢化が進んでおる、そのスピー

ドを見越して、県としても、施設型サービスと

地域密着型サービスの適宜適切なサービス供給

体制の整備が必要かと思われます。そして、御

存じのとおり、平成23年には介護療養型医療施

設が姿を消します。つまり、県内にも約2,000床

あるこの介護の施設がなくなるんです。さら

に、この2,000床あるベッドを利用されている方

の８割が介護度３・４・５の重度要介護者であ

ります。もっと言います。現在でも県内の老人

福祉施設 いわゆる特養と言われるものです―

特養に入りたくても入れない、つまり入所―

待機者が昨年４月１日の調査で2,900人を超えて

いるんです。

何が言いたいかと申しますと、23年には療養

型の施設がなくなる、そして待機者は４～５年

内には間違いなく3,000人、下手すれば4,000人

ぐらいになります。４～５年内に、介護のサー

ビスを受けたくても受けられない、いわゆる介

護難民と言われる方々が、県内だけでも5,000人

以上、下手すれば6,000人ぐらいあふれ返る可能

性が出てきております。もちろん、緊急に介護

介入しなくてはいけない方、もしくは予防的に

何年か後で介護が間に合う方、それぞれの分類

はあろうかと思われますが、この数年内に大き

く出てくるであろう介護難民の受け皿となる、

先ほど言いました福祉型のサービスやグループ
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の地域密着型サービスの供給体制が、今の県の

考えで十分なのか。

それを知る一つの材料として、こちらに宮崎

県高齢者保健福祉計画なるものがあります。こ

れを見てみますと、ここ３年の施設整備の数値

目標が挙げられております。先ほど言いました

老人福祉施設は、ここ３年で240床の増床、老人

保健施設については60床の増床、足しても300床

の増床でしか、計画としては挙がっていないん

です。先ほども言いました、何千人もの介護難

民が出るにもかかわらず、果たしてこのような

整備計画で間に合うのか。施設サービスだけで

はない、地域密着型のサービスをこれに追いつ

くだけ整備する覚悟があるのか、そのあたりを

お伺いしたいと思います。福祉保健部長お願い

します。

まず、介護療○福祉保健部長（宮本 尊君）

養型病床廃止後の受け皿の整備についてであり

ます。医療制度改革の一環として、介護療養型

病床の制度が廃止されまして、現在、その受け

皿の整備について、保険者であります市町村や

関係する医療機関等と協議を重ねているところ

であります。状況を申し上げますと、特別養護

老人ホームや老人保健施設の増床、また、グル

ープホームなど地域密着型サービスを新たに整

備するなど、入所者の介護度とか転換を行う医

療機関の事情などを踏まえ、地域ごとにさまざ

まな検討が今、行われているところでありま

す。

それから、特養の待機者については、おっ

しゃるように、昨年の４月で約2,900人というこ

とでありますが、この待機者のうちには介護度

２以下の比較的軽度な要介護の方が全体の42％

となっておりまして、施設等の声を聞きます

と、いわば予約的な入所申し込みも結構含まれ

ているということであります。そうは言いまし

ても、これらの老人福祉施設、あるいは老人保

健施設、あるいは地域密着型サービスについて

は、今おられる方を初め待機しておられる方の

ニーズにこたえていくよう、それぞれの地域の

実情に合わせて整備をしていかなきゃならない

わけであります。今お話にあった介護保険事業

支援計画、これは介護療養型病床が廃止される

前の計画でありまして、当然、実態に合わせて

数字を見直していかなきゃいけないと思ってお

ります。

また、福祉施設、いわゆる施設入所型の介護

をどの程度ふやすか。これは実際には、各市町

村で徴収いたします介護保険料にすぐにはね返

りますので、介護保険料をどの程度維持しなが

ら受け皿をつくっていくかという、今まさにそ

ういう具体的な、それぞれの市町村に応じた形

での解決策を、それぞれ協議しながら進めてい

るところであります。以上です。

答弁内容はよく理解できるん○図師博規議員

です。ただ、私が言いたいのは、せっかくこの

ような立派な計画をつくられるのであれば、ニ

ーズを的確にとらえた計画でないと 今の部―

長の答弁で、厳しい実情もわかるんです 介―

護保険は、保険者は市町村、さらにサービスを

充実させようと思えば、保険料がそのままはね

上がってくる。ただ、そういう予算ありき、保

険料ありきでこの数字を並べるのは意味がない

ということです。ニーズに即した形で計画をつ

くり、県としては、これからたくさんの利用者

が発生しますよということで市町村に指導す

る。指導するときには予算もつけなくちゃいけ

ないという問題はあるかと思うんですけれど

も、やはり私は、予算ありきでなく、ニーズあ
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りきの計画書を、今後も熟慮されてつくってい

ただきたいと思っております。

では、次に進みます。竹鳩橋周辺についてで

あります。県土整備部長の御説明、そのとおり

です。これは町道であり、県が積極的に介入し

づらい状況があるのも十分承知の上です。ま

た、実際整備するとなれば多額の予算を伴う事

業だけに、前向きな答弁が難しいのは百も承知

ですが、今後も、期成同盟会等が県の方に相談

に来るようなことがあろうかと思いますので、

その際には、ふるさと農道整備事業のような自

治体負担の少ない事業等が生まれる場合には、

大いにそのようなアドバイスもいただきたいと

思います。よろしくお願いします。

それでは、最後になりますが、知事に一言だ

け申し上げます。先日、若い県庁職員の方とお

話しすることがありました。私と同じぐらい

の30代の県職員の方です。そのときに、「私は

今、岐路に立っています。このまま大過なく残

された年数職務を続けるのか。もしくは、県職

員になったときのように、我々の新しいエネル

ギーで新しい県庁をつくるんだという、その思

いのまま仕事を続けるのかという２つの道があ

る」、そしてその県庁職員がおっしゃられたの

は、「今、間違いなく、新しい知事になられ

て、県庁の中で改革案が言いやすい環境になり

つつある」。その方が言われるには、「初めて

県職についたときの熱い気持ちが今、よみが

えってきております」というようなお話であり

ました。「私も行政執行の両輪として頑張りま

すので、一緒に頑張っていきましょう」と握手

をしたところです。知事がおっしゃる県民総力

戦の胎動が、この県庁からも始まっています。

そして黎明が今、この県庁の中から始まってい

るということを知事にお伝えいたしまして、私

もその総力戦の一員として、今後も頑張らせて

いただきたいと思います。

以上をもちまして、一般質問を終わらせてい

ただきます。ありがとうございました。（拍

手）

次は、39番井上紀代子議員。○坂口博美議長

〔登壇〕（拍手） 通告に従○井上紀代子議員

いまして一般質問をいたします。

「宮崎県に裏金はありませんか」、東国原知

事の就任あいさつ冒頭の発言は意表をつくもの

でした。この発言は十分に印象に残るものであ

り、この問いかけは、それぞれの立場で聞か

れ、それぞれの思いで受けとめられたものと思

います。今回問題になりました「預け」という

不適正な事務処理は、県職員にとっては裏金と

いう認識はなく、常態化したごく普通の事務処

理とすれば、驚きです。知事の呼びかけに対し

ても無反応であったのが、そのあかしでしょう

か。

昨年９月議会代表質問において、我が党の山

口哲雄議員が、岐阜県を例示しつつ、裏金問題

について安藤前知事と代表監査委員にただして

います。当時の安藤知事は、「不適切な執行を

未然に防止し、綱紀の保持及び事務改善の推進

を図る観点から、各部局に服務・財務管理者を

置き、旅費等の会計書類の審査や職員に対する

必要な指導等を行っております」云々と、長々

と答弁をされています。また、監査のあり方に

ついても、「本来あってはならない不適切な会

計処理に対しましては、厳正に対処することが

必要でありますので、いろいろな事態も想定し

ながら、監査の手法を工夫するとともに効果的

な監査の執行に努めます」云々と答弁をされて

います。この答弁後、県当局は何をしていたの

でしょうか。このことだけではないのですが、
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私ども議員が議会で指摘、提案したことはどう

県政に生かされているのか、甚だ疑問に思われ

ます。県立みやざき学園の事例が発覚するまで

何ら対策を打たずにいたのか、お尋ねをいたし

ます。

組織は、その組織を構成する人でその組織の

力をはかることになります。新たな行財政改革

大綱の改革プログラムの中で、入札談合事件や

不適正な事務処理など、全体の奉仕者としての

資質が問われるとして、意識改革が柱の一つに

挙げられています。また、公益通報制度の充実

強化等々、刺激的な意識改革となっています

が、その背景についてお尋ねをいたします。

また、人材を育てる流れがうまくいっていな

いのではないかと思われますが、お尋ねをいた

します。

次に、喫緊の課題であります地域医療体制に

ついてお尋ねをいたします。

医療現場での医師不足、偏在している現状を

見るとき、地域医療は既に崩壊していると言わ

ざるを得ません。即効性のある良案は見当たり

ませんが、地域医療の再生に取り組まなければ

なりません。この観点から、医師不足に対する

認識と県内における必要医師数に対する考え方

を、知事にお尋ねいたします。

次に、温暖化・環境問題について、知事にお

尋ねをいたします。

平均気温の上昇や、それに伴う海水面の上昇

が現実問題として浮上し、世界各国では、洪

水、干ばつ、酷暑、ハリケーンなどの自然災害

が頻発しており、さらなる温暖化の進展と、そ

れによる気候や生態系への影響が危惧されてい

るところです。明年からは京都議定書の第１期

がスタートしますが、日本としても、国際的に

約束した温室効果ガスの90年比マイナス６％の

達成が至上命題となります。2001年に京都議定

書から離脱した、ＣＯ の最大排出国であるアメ２

リカや、急激な経済発展をしている中国、イン

ド、発展途上国に対して何の削減義務がないな

ど、矛盾はある中でのスタートとなりますが、

アメリカの属国などとやゆされる我が国も、こ

のようなときこそリーダーシップを発揮してほ

しいものです。

国連の機関であるＩＰＣＣが、本年２月に

「人為的温室効果ガスが温暖化の原因である確

率は90％を超える」と報告し、「2100年には平

均気温で最大6.4度、海面水位は最大で59センチ

上昇する」とし、「地球の気温上昇を２度以内

に抑えるには、ＣＯ の排出量を50％前後減らさ２

なければならない」と警告をしています。平

成18年版我が国の環境白書によりますと、温室

効果ガスの排出量は、減るどころか年々増加し

ている状況にあります。各県が目標としている

削減目標の達成をそれぞれの県が努力しなけれ

ばなりませんし、我が宮崎県も県民総力戦で取

り組まなければなりません。まずは、地球温暖

化問題に対する認識についてお尋ねをいたしま

す。

ＩＰＣＣの報告や、また、ことしの夏が酷暑

になるとの予報を聞いても、この近年の自然災

害の状況を振り返っても、だれもが地球の変化

は実感できることだと思います。個人レベルに

おいても、できることからと具体的に行動する

ことが大事だと考えています。

次に、特別支援教育の推進について、教育長

にお尋ねをいたします。

少子化の中でも、特別支援学校に在籍する児

童生徒は増加をしています。また、肢体不自由

児養護学校では、児童生徒の75％が重複学級に

在籍をしています。宮崎県障害者計画によりま
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すと、小中学校の特殊学級はこの10年間で毎年

平均16学級ずつふえ、在籍児童生徒数は10年前

の1.5倍にふえており、特に情緒障がい特殊学級

が約16.6倍と著しい増加傾向にあるとしていま

す。障がい児の教育的ニーズにこたえるため、

在籍児童生徒の障がいの重度重複化、多様化に

対応した教育体制の推進が望まれます。国にお

いては、平成18年から特別支援教育に移行しま

したが、今までの特殊教育との違いについて、

教育長にお尋ねをいたします。

観光振興と移住促進対策について、知事にお

尋ねをいたします。

今回の予算案で「経済・交流拡大戦略」は、

生き生きとした事業展開でイメージしやすいと

思いました。一つ一つの事業が他の事業へと転

化していけば、政策的効果が十分に期待できる

と考えます。その視点から、長期滞在型観光促

進事業と移住促進をどうリンクさせていくの

か、これまでの観光宮崎の底力と地域力をどう

生かし切っていくのか、非常に楽しみにしてい

ます。観光振興と移住促進のためには、長期滞

在型のニーズを的確につかみ、宮崎県の地域資

源をふんだんに活用した商品化が必要です。商

品化の可能性と取り組みについてお尋ねをいた

します。

以上で壇上からの質問を終わります。（拍

手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいた○知事（東国原英夫君）

します。

まず、裏金問題についてであります。私は、

御案内のとおり、就任当初、幹部職員に対し、

裏金はないか尋ねたところでありますが、その

後、特段の申し出がなく、また県では、予算の

適正な執行のためにさまざまな対策を実施して

いると聞いておりました。私としては、その

際、職員から自主的な申し出が上がってくるこ

とを期待したのでありますが、しかしながら、

残念なことに今回、物品調達について不適正な

事務処理が多数発覚いたしました。私としても

大変遺憾であり、じくじたる思いをしておりま

すが、県としてこれまでの対策が不十分だった

と言わざるを得ません。少なくとも、私が就任

してからこの預けが白日のもとにさらされたこ

とを契機に、今後は、徹底した調査により原因

を究明し、再発防止に全力を尽くしたいと考え

ております。

また、預けの背景についてでありますが、私

は、今回の不適正な事務処理については、税金

の使い道について、県民から預かった大切なお

金という認識が甘かった、また法令遵守意識が

希薄だった、または、制度的な問題でございま

すが、単年度主義による予算を使い切ることの

意識、こういうものが背景にあると考えており

ます。そのため、法令遵守の徹底のためには、

それを支える仕組みとして、平成18年度に整備

した公益通報制度も重要であると位置づけてお

ります。ことし４月には、弁護士の窓口を開設

するなど、職員が通報しやすい環境を整えたと

ころであり、仮に組織の中で不正行為があれば

活用してもらいたいと考えております。ただ、

私としてはむしろ、こうしたシステムにより不

正行為を事前に抑止する効果について、大いに

期待しているところでございます。

続きまして、人材育成についてであります。

県ではこれまで、人材育成について、自治学院

での研修を常に見直し、省庁や民間への派遣研

修などの職場外研修にも積極的に取り組むな

ど、さまざまな工夫を行ってきたところであり

ます。しかしながら、入札談合事件や今回の不

適正な事務処理については、県民の目線に立っ
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た業務遂行や法令遵守という、県職員としての

基本を怠った結果生じたものであり、これまで

公務員倫理確立に向けた指導が不十分だったと

言わざるを得ないと考えております。今後は、

職員一人一人の法令遵守意識等の確立に向け

て、本年７月に施行する職員倫理規程の周知徹

底や、自治学院等でのコンプライアンス研修の

強化、そして各職場における職員指導の徹底等

にさらに努めてまいりたいと考えておる次第で

ございます。

続きまして、医師不足についてであります。

本県の医師数は、人口10万人当たりでは218.4人

と、全国平均を上回っておりますが、新しい臨

床研修制度の導入や医師の地域的な偏在等によ

り、僻地や小児科等特定診療科の医師不足が深

刻化していることは、御案内のとおりでござい

ます。このような中、県民の方々が住みなれた

地域で安心して生活ができるようにするために

は、地域医療を支える医師の確保が、何よりも

重要な課題であると認識しております。

また、県内の必要医師数につきましては、さ

まざまな要素があり、一概に定めることはでき

ませんが、本年６月１日現在で調査したとこ

ろ、市町村公立病院等が確保を希望する常勤医

師数109名に対し、23名不足しているということ

がわかっております。このため県といたしまし

ては、従来の医師派遣システムや医師修学資金

貸与制度等のこれまでの取り組みに加え、新た

に市町村と一体となった医師確保対策に取り組

むなど、引き続き地域医療体制の充実に努めて

まいりたいと考えておる次第でございます。

続きまして、地球温暖化についてでありま

す。私は、地球温暖化は人類や生態系に影響を

及ぼす大変重要な問題であると認識しておりま

す。ことし４月に公表された国連の「気候変動

に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）」の報告で

は、地球温暖化がこのまま進行しますと、大洪

水や干ばつなどの異常気象の頻度が高まり、ま

た、感染症による健康被害が増加するおそれが

あると予測されております。地球温暖化対策に

は、県民一人一人が省エネルギーを実践すると

ともに、二酸化炭素等の排出量の少ないライフ

スタイルへと転換していくことが重要でありま

す。このため、「新みやざき創造計画」に基づ

き、二酸化炭素の排出量の削減に向けて、県

民、団体、事業者、行政が一体となって、地球

温暖化防止に貢献する社会づくりの推進に努め

てまいりたいと考えている次第でございます。

続きまして、長期滞在型観光についてであり

ます。本県には、雄大で美しい自然、神話や神

楽などの伝統文化、安全・安心でおいしい食

材、温かい県民性などすばらしい観光資源があ

り、これらは団塊の世代を中心とした長期滞在

のニーズにこたえることができる潜在能力を十

分に有しているものと理解しております。この

ため、新たに、マリンスポーツ、トレッキング

など自然環境を生かしたプログラムや、神話・

伝説、古墳をめぐり知的好奇心を満たすプログ

ラムなど、宮崎ならではの地域資源を活用した

体験・交流メニューの旅行商品化を進めること

としております。また、これらの情報を集約・

提供する場としてワンストップ窓口を設けるな

ど、受け入れ体制を整備するとともに、旅行会

社、マスコミ等への誘致ＰＲに取り組んでおり

ます。今後、長期滞在型観光を促進していくこ

とにより、訪れた方々が、県内各地における体

験・交流や地域住民との触れ合いなどを通じ

て、地域資源のすばらしさを満喫し、宮崎の

ファン、リピーターになっていただけるものと

考えております。以上でございます。〔降壇〕
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〔登壇〕 お答えいた○教育長（高山耕吉君）

します。

特殊教育と特別支援教育の違いについてであ

ります。これまでの特殊教育では、盲・聾・養

護学校や特殊学級等の特別な教育の場で、児童

生徒一人一人の障がいの種類や程度に応じまし

て、きめ細かな指導を行ってまいりました。し

かし、盲・聾・養護学校の児童生徒の障がいの

重度重複化や多様化が進むとともに、小中学校

の通常の学級に在籍をしております発達障がい

のある児童生徒への対応が求められるように

なってまいりました。このため、学校教育法が

改正をされまして、複数の障がいに対応できる

特別支援学校が創設されるとともに、小中学校

等におきまして、発達障がい等のある児童生徒

への教育的支援を行うようになったものであり

ます。このように、特別支援教育は、すべての

学校で障がいのある児童生徒一人一人の教育的

ニーズを把握しまして、適切な指導及び必要な

支援を行うものでございます。以上でございま

す。〔降壇〕

それでは、それぞれ再質問○井上紀代子議員

をさせていただきます。

「不適正な事務処理に対する自主申告の状況

について」というのを５月31日付で総務部から

いただいたんですけれども、その中で、全所属

数292の15.8％に該当するところで自主申告され

たというふうになっています。代表監査委員に

お尋ねしたいんですけれども、先ほど私も壇上

から申し上げましたとおり、「いろいろな事態

を想定して監査をする」というふうに、あのと

き答弁をしていらっしゃるわけですけれども、

文字どおり裏金なので監査ではわからないとい

うことなのか。それとも、いろいろな事態を想

定しながらというときには、裏金があるだろう

と思って監査をするのか。いろいろな問題点が

あると思うんです。「監査の手法を工夫する」

と言われていたんですけれども、本当にそのよ

うな監査がなされたのかどうか、ちょっと疑問

に思うところです。今後こういうものを監査

し、見つけていくためには、体制も含めどうさ

れたらいいとお考えでしょうか。

私ども監査委○代表監査委員（城倉恒雄君）

員は、監査の仕方としまして、もともとそこに

不正があるという考え方のもとに監査をしてい

るわけではございません。あくまでも法令、規

則等にのっとってきちんと財務事務が行われて

いるかどうかということの視点に立ってやって

いるわけでございます。そういう中で今回の状

況が生じているわけでございまして、私どもと

しましては、大変深刻に受けとめておるわけで

ございます。

さはさりながらでございますけれども、現在

の監査制度の中では、会計検査院法の26条だと

か地方自治法の100条のように、強制力を伴うよ

うな調査権が付与されておりませんので、例え

ば、物品購入等において、事務処理が法令等に

のっとってきちんと行われておりますと、物品

の納入業者まで強制的に立ち入ることはできま

せんので、監査には一定の限界があるというこ

とは御理解いただきたいというふうに思いま

す。

私も再三再四、監査に限界○井上紀代子議員

があるということについては、この議場で聞か

されておりまして、一応そのことについては認

識をしているわけです。今後、業務の電子県庁

関連システム導入は進んでいくわけです。この

電子県庁化に向けての効果的な監査のあり方と

いうのは、監査委員はどうお考えなのかお聞か

せください。
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電子県庁化に○代表監査委員（城倉恒雄君）

対応した監査のあり方でございます。御案内の

とおり、現在、電子化が進んでいるわけでござ

いますけれども、その中で、今やっている方法

と申しますと、現状では十分な電子化がされて

おりませんので、原本確認の方法で監査を行っ

ております。しかし、今後、県庁ではさまざま

な分野で電子化が進むと思っておりますので、

私たちも、その電子化に対応した監査の方法と

いうのを、その流れに沿った、適した監査の方

法を検討してまいりたいというふうに思ってお

ります。

私は、監査のあり方につい○井上紀代子議員

て、議員の中では一番多く質問しているのでは

ないかと自分でも思っているんですけれども、

知事にお尋ねしたいんですが、いわゆる監査体

制、また監査のあり方ということについて、知

事はどのようにお考えでしょうか。また、今後

どのような体制で臨みたいと思っていらっしゃ

るのか、お聞かせいただきたいと思います。

監査体制についてで○知事（東国原英夫君）

ありますが、行政のあらゆる分野において、公

正で効率的な業務執行が求められている中で、

独立・専門の機関として、行政全般に関する監

視とチェックを行う監査制度の果たす役割は、

従前にも増して重要度が増していると考えてお

ります。したがいまして、今後、監査委員にお

いて実施される検討の状況もお聞きしながら、

監査体制の充実強化の視点から、知事として対

応できるものには、適切に対応してまいりたい

と考えております。

次に、先日テレビを見てお○井上紀代子議員

りましたら、知事が自分の家から歩いて県庁ま

でおいでになっている、ノーマイカーデーのと

きの様子を見ました。とてもアピール力があっ

て、県民の皆さんは、好感を持って見られたと

いうふうに思うんです。ＣＯ の削減というの２

は、個人によるところというのが非常に大きい

んです。ですから、知事が県民の力、県民総力

戦でというときに、アピール力というのを発揮

していただいたらいいなというふうに実は思っ

ております。関係部長で結構ですので、今、具

体的にどのようなことが取り組まれているのか

をお聞かせいただきたいと思います。

平成18年３月○環境森林部長（髙柳憲一君）

に策定をいたしました「宮崎県環境基本総合計

画」では、県内の二酸化炭素の排出量を、基準

年の平成２年度に比較しまして、平成22年度

に10％削減するという目標を掲げております。

このため県では、県民、団体、行政等で構成を

しております「環境みやざき推進協議会」と連

携しまして、地球温暖化対策の普及啓発に努め

てきているところであります。今後、さらに地

球温暖化対策を進めるために県が法律に基づき

指定をいたしました、地球温暖化対策の普及啓

発の拠点であります「宮崎県地球温暖化防止活

動推進センター」と協働をいたしまして、地域

の創意工夫を生かしたすぐれた取り組みを推進

いたします「一村一品・知恵の環づくり」事業
わ

を、今年度から実施することといたしておりま

す。また、商工会や工業会、あるいは運輸団体

等を通じまして、アイドリングストップなどの

エコドライブを推進しますとともに、二酸化炭

素排出量の多い事業者に対しましては、条例に

よりまして報告を求め、排出量削減を指導して

いくことといたしております。今後とも、県

民、事業者、行政が一体となりまして、地球温

暖化対策に積極的に取り組んでまいりたいとい

うふうに考えております。以上であります。

ぜひ、個人がまずできるこ○井上紀代子議員
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と、エコバックも含めてそうなんですけれど

も、それからレジ袋をできるだけもらわないと

か、そういうことも含めて、みんなでできるだ

けやれることはやった方がいいのではないかな

というふうに思います。

実は私、以前に男性の方のネクタイの問題を

取り上げたことがあるんですが、同じ冷房の温

度だとすると、女性にとってはとても寒いんで

す。男性の皆さんはネクタイをして背広を着て

クーラーをがんがんかけているわけですけれど

も。私は、県議会も、ワイシャツ姿の半そでで

も、県民の皆さんには失礼に当たらないのでは

ないかと思うんです。それで、県議会の中で

も、皆さんが、本来はこの議会の中で真摯に取

り組む態度のほうこそ重要であって、外身の背

広を着てネクタイをしているからしっかりやっ

ているということではないのではないかという

ふうに思います。そのことについては、前、な

ぜネクタイというのができたのかということか

らお話をさせていただいたことがあるんですけ

れども、できるだけそのあたりもみんなで少し

知恵を出しながら 男性のワイシャツ姿とい―

うのはとてもセクシーでいいと思うんです、私

は。だから、ぜひワイシャツ姿で、日ごろは見

られないようなとてもすてきなスタイルで、県

議会に出てきていただけたらと思います。知事

が私どもの県議会の中で、こうしたほうがいい

ですよというのは言いづらいかもしれませんけ

れども、知事としてはどうお考えでしょうか。

私も、６月の１日で○知事（東国原英夫君）

したか、省エネルックとかいいまして、突然

「きょうからネクタイを外して上着をとってく

ださい」と言われました。私は個人的に非常に

寒がりでございまして、「この問題というの

は、ネクタイやジャケットをとることが主たる

目的なのか、それとも省エネが主たる目的なの

か。省エネである。室内温度を28度ぐらいに保

つということによって環境問題を考えるという

ことが主たる目的で、ネクタイを外してジャ

ケットをとることが目的ではないはずである」

と、僕は職員の方に言ったんです。そうしたら

「とってください」と。何も意見が聞かれな

かった。その辺が役所仕事だなと思ったんで

す。その後にお昼ぐらいになりまして、「表敬

がありますからネクタイつけてください」と、

一体どっちなんだという話です。そういったと

ころでも、ちょっと弾力性がないかなという考

えでございます。議会についても御指摘のとお

りでございます。私は、省エネのことを考える

んだったら、冷房を少し緩めにして、それに見

合うような服装であれば、それはそれで構わな

いと考えております。御指摘のとおり、ネクタ

イやジャケットが人の真剣さを演出するもので

はございませんので、私は内容を、実質をとり

たいと考えております。

余談でございますが、岩手県議会でマスクを

つけた議員がございまして、マスクをとるかと

らないかで非常に問題があったときに、「マス

クをつけていると暑い」ということをおっ

―しゃったときに、非常にこの人は本末転倒

またこういうことを言うと問題があるかもしれ

ません。差し控えさせていただきますが……。

御指摘のとおり、それは議会のマターでござい

ますから、議会の方たちで御意見を交換してい

ただいて決定していただけるとありがたいかな

と考えております。

できることからＣＯ の削減○井上紀代子議員 ２

に努力をしましょうということを、できるだけ

皆さんと一緒にやらせていただけたらと思いま

す。
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次に、教育長に特別支援教育の問題でお尋ね

をしたいと思います。障がい児が安全で安心な

学校生活を送れるように、これまでも校舎の新

増築やバリアフリー化、スクールバスの導入、

看護師の配置等、本当に教育環境の充実に一生

懸命取り組んでいただいていることに感謝をし

ているんですけれども、特別支援学校への転換

に伴って、施設設備の整備とか充実というのは

具体的にどう取り組んでいかれるのか、まずお

聞きしておきたいと思います。

特別支援学校への転○教育長（高山耕吉君）

換に伴います施設設備の整備充実についてでご

ざいますが、これまでも県教育委員会といたし

ましては、盲・聾・養護学校にスロープや手す

り等を設置いたしましてバリアフリー化を図っ

ております。教育環境の整備に取り組んでいる

わけでございますが、今後とも計画的に、施設

設備の充実に取り組んでまいりたいというふう

に考えております。以上です。

これからは障がい種別を超○井上紀代子議員

えた特別支援学校、こういうふうになっていく

わけですね。これは私どもも何度も何度も県当

局の方に、障がいは一つではくくれませんよと

いうことは申し上げてきたと思うんです。県の

施設についてもそうですし、いろんな意味で重

度重複化している子供たちの生活がもっともっ

と充実できるようにしてまいりたい、一緒に努

力をさせていただきたいというふうに思いま

す。

中村議員の方からも出ましたが、高等部の設

置というのは喫緊の課題で、教育委員会も本当

に積極的にですね 議会からのこれほどの応―

援のある内容はないと思うんです。だから、だ

れもとめてはいないんです。とめているのは教

育委員会だけなんです。とめずにやっていただ

きたい。そういう思いで再度お聞きいたします

が、高等部の設置の検討というのは本当に喫緊

の課題ですが、それはどのように進んでおりま

すでしょうか。

決して教育委員会は○教育長（高山耕吉君）

とめているわけではございませんで、県の盲・

聾・養護学校再編整備計画に基づきまして、こ

れまでも整備を進めてきたわけでございます。

今後の設置につきましては、改めて「特別支援

学校の総合的な整備計画」を策定する中で、広

く県民の御意見等もいただきながら、全県的な

視野に立ちまして検討を進めて、早急にやって

いきたいと思っています。

これは「みやざきの提案・○井上紀代子議員

要望」ということで国に出された分なんですけ

れども、その中に、高等学校への特別支援教育

支援員の配置について、必要な財源をぜひ国の

方が出してくださいよということを要望されて

います。本当にそうなんですね、教員の負担と

いうのは非常に重くて、教員の努力に頼ってき

た部分というのは本当に大きいわけです。在籍

児童生徒の障がいの重度重複化、多様化、これ

は私は何度も申し上げておりますが、担当教員

の指導力の向上とか、発達障がいに対応できる

教員の養成、これが非常に望まれるわけです。

これについては、教育委員会としてはどう取り

組んでいかれるのか、教育長にお尋ねをいたし

ます。

特別支援学校への転○教育長（高山耕吉君）

換に伴いまして、教員の資質向上が大変重要か

と思っております。今議会にお願いをしており

ますけれども、今年度の新規事業等で、教職員

の資質向上ということにつきまして重点的に取

り組んでまいりたいというふうに考えておりま

す。以上です。
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ここは本当に中心になるべ○井上紀代子議員

きところなので、ぜひ努力をしていただきたい

というふうに思っています。

それから、私も４期16年議員をさせていただ

いて、決まって大変うれしかった内容の一つ

が、養護学校の医療的ケアを必要とする子供た

ちに対する看護師の配置だったわけです。この

医療的ケアを必要とする幼児・児童生徒数とい

うのは、現実に今でもまだ増加しておりまし

て、盲・聾・養護学校全生徒の６％に当たりま

す。今現在の実施体制と今後の状況というの

を、教育長の方から御答弁をいただきたいと思

います。

医療的ケアを必要と○教育長（高山耕吉君）

いたします障がいの重い生徒は、現在、８校の

特別支援学校に36名在籍をいたしておりまし

て、12名の看護師を配置している状況でござい

ます。また、各学校での医療的ケアが安全かつ

円滑に実施されますように、医療・福祉・教育

の関係者から成ります連絡協議会を設置いたし

まして、情報交換を行うとともに、医療的な生

活介護行為であります吸引、経管栄養、導尿等

の技術習得のための研修会も実施をいたしてお

ります。今後も、障がいの重い児童生徒が安心

して生き生きとした学校生活が送れますよう、

積極的に支援をしてまいりたいというふうに考

えております。以上です。

ぜひ積極的に取り組んでい○井上紀代子議員

ただきたいというふうに思います。

次に、地域医療の問題につきまして、知事に

再質問させていただきますが、２月議会の折

に、医師不足のことを取り上げて質問いたしま

したところ、早速、知事、宮崎大学の医学部の

方に行っていただきまして、本当に私はうれし

く思いましたし、県民の皆さんも、やはり即行

で動かれるということについては、すごく喜ん

でいらっしゃるというふうに思っています。

先ほど知事からの答弁をいただいて、勤務医

が不足しているということがありました。実

際、ドイツ等欧州あたりの勤務医の週の勤務時

間というのは大体40時間前後なんです。日本の

場合は70時間前後になっています。勤務医の皆

さんというのは本当に厳しい状況にあるわけで

す。ですから、勤務医をやっていただける方を

見つけるというのは大変難しいのじゃないかと

いうふうに私も思っています。ただ、その条件

を変えたら、こちらに医師が来てくださるのか

どうかというのも、これもまたいろいろ問題点

もあると思います。こういう言い方をして大変

挑発的な言い方になるかもわかりませんが、都

市部から地方にお医者さんを取り戻す方法とい

いますか、方策といいますか、それは知事はど

のようにお考えでしょうか。

御案内のように、本○知事（東国原英夫君）

県は全体から見たら医師不足ではない、県内の

医師の偏在が問題であるということは、もう御

理解いただけていると思いますが、都市部から

医者を地方に招き入れる 先般、プライマリ―

ーケア学会というのがありまして、ごあいさつ

をさせていただいたその場で、西都救急病院の

内科医がいなくなったという現状について訴え

かけさせていただきました。それを聞いた方の

一人が、新潟県魚沼市の先生だったんですけれ

ども、お手紙をいただきまして、魚沼市が取り

組んでいる医師不足を解消するということにつ

いての御提言をいただきました。魚沼市は、医

師の人材バンク等も含めて100～200名の方たち

がアプローチをされているそうなんです。それ

についての具体的な取り組みというものを、ま

たその内容を福祉保健部の方に回したところで
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ございます。

私は、都市部から地方に医師をお招きすると

いうことに関しては、そういった細かいハート

・ツー・ハートな取り組みもさることながら、

地方でしかできないもの、地方でしかできない

生活、地方でしかできない社会貢献といったも

のを、積極的に都市部の医師の方々にＰＲと申

しますか、そういうことを訴えかけていくこと

が重要なんではないかと思っております。勤務

医の勤務状況が非常に厳しくて、開業医になる

先生方が多いと聞きます。その中で、地方では

１人の医師を行政員として招き入れても数千万

単位のお金がかかる。お金を積んだからといっ

て医師が動くわけでもない。そこには、地方に

私の力を、医師力を、技術を、誠意を、貢献し

たいというモチベーションを高めるような何か

を我々が提案していくということが肝要かと考

えております。以上です。

確かに偏在と言われるもの○井上紀代子議員

が現実にあるということは事実で、小児科のこ

とでお尋ねしてみたいと思うんですが、小児救

急医療相談事業、電話相談のことなんですけれ

ども、これは医師会の方が出されたデータなの

で間違いないと思います。2005年11月から2007

年３月までの１年５カ月の間に879件の相談が

あったと、相談者の居住地は宮崎東諸県郡と西

都児湯地区の両者で約75％を占めたというふう

になっています。そして、当事者は大体90％が

５歳未満の子供であったと。そして、相談を受

けたのは土日が多くて、相談を受けた時間帯

は21時までが85％、相談内容は発熱が多かった

ということです。それと、相談を受けた看護師

から小児科へ転送された件数は879件中81件で

あった。相談者の90％は看護師及び小児科医と

の電話相談のやりとりで納得できて、評価をさ

れています。この事業というのはすごくいい事

業だというふうに私は思うんですが、今後この

電話相談事業にどういうふうに取り組んでいか

れるのか、福祉保健部長にお尋ねしたいと思い

ます。

小児救急医療○福祉保健部長（宮本 尊君）

電話相談事業、御指摘のとおり平成17年の11月

から開始をしたところでありまして、今おっ

しゃったような相談件数があります。保護者の

ほうから見ますと、子供の救急の相談に対して

の安心感の確保、あるいは夜間救急病院の負担

の軽減に若干はつながっているものと考えてお

ります。ただ、本県の場合はまだ、実施の相談

時間が土曜、日曜、祝日、それから19時から23

時となっておりまして、完全にいつでも対応で

きる体制ではございません。しかしながら、実

際実行してみますと、小児科医の先生方の負担

も大きくて、なかなかこれ以上の拡大は、今の

ところ難しいのではないかと思っております。

今後は、場合によっては外部委託、これは専門

のそういった相談業務を行う業者もおりますの

で、そういったものを活用する方向も検討して

いきたいと考えております。

地域医療の問題について再○井上紀代子議員

度、知事にお聞きしてみたいんですが、地域医

療は、１人の人を、予防と健康増進、その一方

で介護、生活支援、みとり、トータルで見てい

くということが大切だと思うんです。そのため

には、チーム医療とか医療機関の連携、他職種

間連携の構築、これが物すごく課題だと思って

います。急性期医療から在宅のケアまで、医療

と介護を提供するには、挙げてみますと、救急

救命士、医師、歯科医師、薬剤師、看護師、栄

養士、ＯＴ、ＰＴ、ＣＴ、訪問看護師、ケアマ

ネジャー、ヘルパー、行政とか民生委員とか地
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域住民、多くの人の共同作業というのが必要な

んです。そこをつくり上げていくには、この地

域医療に挑む知事の姿勢は非常に強く求められ

ると私は思っているんです。ですから、専門家

の皆さんの知恵というかそういうものを、グル

ープごとでもいいですし、その方たちとの連

携、その方たちの力を県の方に地域力として結

集していただく、そのことが非常に大切だと思

うんですけど、知事のお考えを聞かせていただ

きたいと思います。

今の御指摘で、県の○知事（東国原英夫君）

方に集積するというような、ちょっと意味合い

がわからないんですが、私は、地域、地域に

合った地域としての結集作業、そういったいろ

んなプロパーの方たちの横の連携を維持しなが

ら、確保しながらの地域の体制の確立というも

のは、今後、民間だけではなく、産官学と申し

ましょうか、民間と行政と学等々の連携も図り

ながら、そして地域ボランティア等々の連携も

図りながら、地域で医療体制を充実していくと

いうことはしなければいけないと。それによっ

て行政がどういうふうにかかわっていくのか、

指導するのか助言するのか、あるいは支援する

のかということも検討を含めて考えていかな

きゃいけないと思いますが、いずれにしろ全県

土に満遍なく医療体制を充実させるには、県央

部、都市部、あるいは商業集積部だけではない

地域医療、あるいは中山間医療を総合的に考え

ていかなきゃいけないというふうに考えており

ます。抽象的で申しわけないです。

私の質問も抽象的で大変申○井上紀代子議員

しわけなかったと思うんですけれども、県議会

も特別委員会を設置して、この問題について

は、実態の把握と今後の対策については、とも

にやらせていただきたいというふうに思ってい

ます。

私も、今、知事の言われたように、地域の中

での医療体制と看護体制とがぴったりといかな

いと、なかなかそこに住む人たちのトータル的

なものはできないというふうに考えていますの

で、そのことについては別に異論はないわけで

す。ただ、これについては、やはり行政当局も

その問題点についてはしっかりと受けとめてい

ただくということが大変重要だというふうに

思っています。医師会だけで何かができるわけ

でもありませんし、いろいろな職種間の部門だ

けで何かができるというわけではありませんの

で、ぜひ積極的な関与と積極的なコミュニケー

トをとっていただきたいということは要望して

おきたいというふうに思います。

次に、移住促進対策について幾つか、また知

事に質問をさせていただきたいというふうに

思っています。

私は、今回の予算書で、先ほども壇上で言い

ましたとおり、非常に生き生きとした事業展開

がされていて、その展開が一つ一つがしっかり

と結びついて事業効果が出てきたら、非常にい

いものができ上がっていくんじゃないかと思っ

て、非常に期待をしています。「宮崎に来ん

ね、住まんね、お誘い事業」というのは、私の

大好きな事業で、今度はお試し事業になってお

りますので、発展したというふうに理解をして

いるところです。実は私は移住促進について

は、以前からその取り組みについて申し上げて

きていたわけですけれども、一番の私が言って

いるポイントは、納税者をふやしたいというこ

となんです。宮崎県に住んでいただく、そして

宮崎県で働いていただいて、宮崎県に税金を納

めていただきたいんです。ですから、宮崎県の

財布が豊かになるようにしていただきたい。そ
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のために宮崎に来ていただきたい。だから、だ

れでもいいわけでは そういう言い方は―

ちょっといけないですね。いやしもしたいし、

いろんなことをしたいんですが、一方では納税

者をしっかりとふやしたい、こういう思いなん

です。ですから、私どもにとって納税者をふや

すということが、移住によってどんなふうにし

ていけるのかということは、一つのポイントと

して考えていただきたいというふうに思ってい

ます。

県議会の中でも、県議会議員１人１社ぐらい

企業誘致しろみたいなお話をいただいて、たま

たまきのう出かけていきましたところが、ちょ

うど知事の言われるような企業でしたので、そ

ういうお話をしましたら、ちょっとおもしろい

お話を聞きました。「自治体の熱意も大事だ。

お金も大事だ。だけど、一番企業として考える

のは、そこの政権が長く続くのかどうか、その

ことが一番心配なんだ」というふうに言われ

て、それは大事な一つだなというふうに思いま

した。だから、例えば東国原知事が１期で終わ

りと、だったら来ないというわけです。２期、

３期されるということがはっきりわかって、投

資効果があるということが大事だと言われるん

です。それは一面としてありかなと私も思いま

した。そういう意味では、東国原知事、自分の

今までやってこられたことも含めて、どうプラ

スに転化して県政運営をずっと続けていただけ

るかどうか。それは企業誘致のときのポイント

になるんだなというのを、私もおもしろく聞か

せていただきましたし、一つのポイントにもな

るんだなということを考えた次第でした。

どんな場所でもいいから雇用の場があればい

いというふうに私は考えているわけではなく

て、宮崎は情報ハイウェイ含めてブロードバン

ド化がしっかりとできれば、情報基盤対策とい

うのがきちんとできていれば 前から何度も―

申し上げているんですけど ＳＯＨＯという―

のは可能なわけで、宮崎はそれにぴったりのと

ころなんです。別に東京に行かれる必要はない

し、宮崎、九州で十分です。ですから、そのブ

ロードバンド情報基盤というのをしっかりと取

り組むということは大事だというふうに思って

います。知事は国への要望の中にしっかりと出

していらっしゃいますから、そのことは取り組

んでいただけるものとは思いますが、今現在で

の知事の決意といいますか、それを教えていた

だきたいと思います。

御質問の内容が非常○知事（東国原英夫君）

に多岐にわたっておりまして、企業誘致、移住

誘致の要素として私の任期ということが 非―

常にお答えするのに困るんですが、企業誘致、

移住誘致、移住する方が私の任期を２期、３期

とやっていただきたいというのであれば、30万

人ぐらい欲しいかなという……。

冗談はさておき、企業誘致を１人１社という

ことで、県民総力戦ということで、皆さんも御

協力いただきたいということは、私も常々申し

上げている次第でございますが、今、ふと思っ

たのが、議員の方たち２人に１人の医師を連れ

てきてくれないかなということも、重ねてお願

いできればなと思っております。そういった意

味では、県民の皆さん、県議会の皆さん、県庁

職員の皆さん、県民総力戦でこの宮崎県を盛り

上げていかなきゃいけないと考えておる次第で

ございます。

移住促進対策につきましては、「新みやざき

創造計画」の重要施策としまして、「おもてな

し日本一移住促進」を掲げたところでありま

す。今後、本県への移住をさらに進めるために
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は、住宅や雇用の場の確保を初め、医療・福祉

の充実など生活全般にわたる受け入れ環境の整

備が必要であると考えております。そのため、

雇用の創出、働く場づくり・ものづくり振興の

観点から、地場産業の振興や農林水産業の活性

化、あるいは観光振興、あるいは移住者が何を

もって宮崎をよしとするのか、何を宮崎に求め

ているのかというような調査なども必要なので

はないかと考えております。これらの基盤とな

る交通網や情報通信環境の整備促進など、これ

まで以上に産業面の底上げを図っていく次第で

ございます。

税金をふやすための移住、目的はそうなんで

しょうが、住んでいただければ、おのずと消費

税あるいは住民税、地方税はふえていくわけで

ございまして……。人口減でございます。2030

年には91万人になるというふうな予想もござい

ます。そういった意味でも積極的な移住誘致あ

るいは企業誘致などは、宮崎県のこれからの産

業振興等々の全体的な浮揚のためには必要不可

欠なものと思っております。

お尋ねのブロードバンドの件でございます。

「宮崎情報ハイウェイ21」ということでござい

まして、これに関しましては、全市町村を光

ファイバーで結ぶ「宮崎情報ハイウェイ21」を

市町村役場等まで敷設しますとともに、山間地

等採算性の問題から、民間通信事業者単独では

そのサービスの提供が期待できない地域におい

ては、県単独の補助事業を実施し、サービス提

供エリアの拡大に努めているところでございま

す。また、日常生活の利便性向上はもとより、

災害等の緊急時の連絡手段としても大変重要で

あります携帯電話につきましても、国の制度事

業の活用とともに、昨年度新たに県単独の補助

事業を創設し、サービス未提供地域の解消に鋭

意取り組んでおります。これらを総合的に事業

を展開していって、移住誘致あるいは企業の誘

致ということに結びつけていかなければいけな

いということを認識しております。以上でござ

います。

私の質問の仕方が悪かった○井上紀代子議員

みたいで、申しわけなかったんですけれども、

この移住促進というのは、私はすごくいいコン

セプトだと思うんです。ですから、これを今度

はどのように発信をしていくのかということが

とても大事だと思っています。どうやったら、

そういうニーズのある人たちに伝わっていくの

かというふうに思うんです。その発信方法、こ

れについては知事はどのようにお考えでしょう

か。

今までの発信方法○知事（東国原英夫君）

は、県の昨年度、一昨年度の発信方法を見てみ

ますと、ホームページで紹介しただけとか、都

市部に行ってビラを配った、広告チラシを載せ

たとかいうようなことで、これは私としまして

は、決して発信のうちに入っていないんではな

いかと。じゃ、その発信の後に結果はどれぐら

いついてきたのかと。県でも数百万の予算づけ

がありますが、その予算づけに対する費用対効

果というのは、見返り、あるいは結果はどう

なったのかというのも検証がされておりませ

ん。

今回から、お試し事業という一歩進んだ事業

になっております。今後、私がトップに立っ

て、都市部に向かって、宮崎のよさ、居住空間

としての価値を広く宣伝していくとともに、体

験・滞在型の観光も含めまして、まずは宮崎に

来ていただく、そして宮崎のよさをわかっても

らう、そして長期滞在から二地域居住、そして

完全居住ということの段階的なものを踏んでい
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かなければいけないかなと思っております。

発信につきましては、今後、できる限り私と

しても、そして県といたしましても、新聞、雑

誌等々のすべてのマスコミを通じて発信してい

かなければいけないと思っております。現在、

「宮崎に来んね、住まんね、お誘い事業」の移

住促進の県や国のホームページには１万件以上

のアクセスがあると、これは現在では日本一の

アクセス数だそうです。それが移住にどうつな

がるのかというのは、今後検証していかなきゃ

いけないと思います。相談の件数も数百件来て

いることは事実でございますが、これを実のあ

るものに結びつけていく活動、そういう施策と

いうものが、今後、我々に課せられた課題かな

と思っております。

やはり、どう発信して、ど○井上紀代子議員

う相手に伝わるかということがとても大事だと

思うんです。そのツールの一つとして旬ナビが

ありますが、これのアクセス数というのも非常

に高いんですね。１万ぐらいじゃないんです、

アクセス数は。ただ、惜しいかな、観光の情報

提供だけなんですね。そこでクリックして、い

ろんなホームページとまたリンクできるように

なっているんですけど、そのリンク先によって

は、それが非常に可能なところもあるわけです

よね、住状況だとかですね。丸山裕次郎議員

じゃありませんが、空き家とか 空き家では―

ないんですけど、住宅情報とかも載っていたり

するわけです。例えば、波情報で言えば、サー

フィンに来られる人は、東宮花の森とかによく

皆さん住んでいるわけですけれども、そこがど

んなふうな状況ですよとかという住宅情報も

入っているわけです。私はこの旬ナビも惜しい

なと思うんですが、このアクセス数というのは

本当にすばらしいアクセス数なんです。商工観

光労働部長は御存じだと思うんですけど、アク

セス数をちょっと言っていただいてよろしいで

すか。

申しわけ○商工観光労働部長（高山幹男君）

ありません。手元に今数字を持っておりません

ので……。

失礼いたしました。10万以○井上紀代子議員

上あるんですよ、このアクセス数が。知ってい

たんです。済みません（笑声）。なら早く言え

よという話で、ごめんなさい。すごいアクセス

数なんです。これほどのアクセス数を数えたホ

ームページというのはちょっとないと思うんで

す。ＫＯＮＮＥにももちろんリンクできたり、

いろんなところにリンクできるわけですけど、

せっかくリンクできるところのホームページ間

の情報交換場所みたいなのがあって、これを少

し丁寧にリンクさせることはできないものかど

うか、それをひとつお聞きしておきたいと思う

んですけど……。それは商工観光労働部長のほ

うがいいでしょうか。

申しわけ○商工観光労働部長（高山幹男君）

ありません。もう一度質問をしていただいてよ

ろしゅうございますか。

要望として、ぜひ、旬ナビ○井上紀代子議員

からリンクできるホームページ、このホームペ

ージをつくっていらっしゃるところと、そこを

グループ化するといったらおかしいんですけれ

ども、グループ間で議論をさせていただいて、

ホームページをもっとリンクしたときにそれが

しっかりと伝わっていく、例えば何が欲しいの

かというのがわかるようにですね。

それと、観光ポスターもですね、私は最近疑

問に思うんですけれども、ＱＲコードというの

は、現実にもう御存じだと思うんですが、モバ

イル化すれば、ＱＲコードをつければいろんな
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情報が入るんです。私が長崎に行きましたとき

に、長崎の観光ポスターにはちゃんとＱＲコー

ドがついているんです。今は大体皆さんが携帯

を持っているわけですから、そういう意味で

は、モバイル化していくということについて

も、しっかり考えていただいて、若い子も、今

や年配の人も携帯電話でＱＲコードを見るとい

うことは可能ですので、自分が何を知りたいか

ということをしっかりと見ていただいたらいい

のではないかというふうに思っています。

時間になりましたが、移住の問題も含めて、

地域医療の問題につきましても、地球温暖化の

問題につきましても、これからもしっかりと議

論させていただきたいと思います。

以上で私の一般質問を終わります。ありがと

うございました。（拍手）

以上で本日の質問は終わりま○坂口博美議長

した。

次の本会議は、18日月曜日、午前10時開会、

本日に引き続いて一般質問であります。

きょうは、これにて散会いたします。

午後２時48分散会
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平 成 1 9 年 ６ 月 1 8 日 ( 月 曜 日 )

午前 10時０分開議

出 席 議 員（44名）
3番 川 添 博 （無所属の会）

5番 武 井 俊 輔 （愛みやざき）

6番 西 村 賢 （ 同 ）

7番 河 野 安 幸 （自由民主党）

8番 山 下 博 三 （ 同 ）

9番 黒 木 正 一 （ 同 ）

10番 松 村 悟 郎 （ 同 ）

12番 坂 口 博 美 （ 同 ）

13 番 前屋敷 恵 美 (日本共産党宮崎県議会議員団）

14番 髙 橋 透 （社会民主党宮崎県議団）
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◎ 一般質問

○中村幸一副議長 ただいまの出席議員43名。

定足数に達しておりますので、これより本日の

会議を開きます。

本日の日程は一般質問であります。

記者の皆さんにお願いがありますが、携帯電

話はマナーモードにするか、電源を切っておい

ていただきたいと思います。

そして、この前、井上康生選手が来たときか

ら東国原知事が一本背負いを練習しているそう

ですから、皆さん方、一本背負いに遭わないよ

うに質問をお願いいたしたいと思います。

ただいまから一般質問に入ります。まず、21

番十屋幸平議員。

○十屋幸平議員〔登壇〕（拍手） おはようご

ざいます。きょうは日向から私の後援会の方々

にたくさんおいでいただいて、お忙しい中、あ

りがとうございます。本当に感謝申し上げてお

ります。ここで手を振るわけにはいかないので

申しわけありません。

私は、２期目の改選を迎えまして、図らずも

日向は無投票ということになりました。これも

ひとえに、やはり後援会の皆さんの御支援のお

かげだと、そのように思っております。無投票

というのにおごらず、ひるまず、市民の負託を

受けて、その責任の重さを真摯に受けとめて、

県民福祉の向上に精いっぱい頑張ってまいりた

いと、そのように思っております。また、東国

原知事が就任以来、県議会がよくも悪くも注目

を集めておりまして、これはやっぱり知事の人

気と大きな影響力だなということを常々思って

おります。そして、県民の皆さんも県議会に大

変関心を持っていただいております。やっぱり

納税者、タックスペイヤーとしての目覚めでは

ないかと、そのようにも考えております。ま

た、東国原知事とは今回が初めての議論の場で

ありまして、よく勉強されておりまして頭のい

い知事ですから、先ほど副議長が申し上げまし

たように、一本背負いされないように頑張って

まいりたい、そのように思います。

そこでまず、私が政治の道を志した動機につ

いて簡単に触れさせていただきたいと思いま

す。私は、21年間、スポーツ少年団の指導者と

して活動してまいりました。そして、多くの子

供たちと接してきて、その間に子供たちから教

えられることがたくさんありました。また、う

れしいことや悲しいこと、悔しいこと、いろん

なことを教えられました。そして、すばらしい

感動と思い出ももらいました。その子供たちが

大人になって帰ってこれる町、ふるさとにした

いという思いで、40歳のときに政治を志しまし

た。まだまだ道半ばでありますけれども、新し

い発想と行動力で一生懸命に頑張ってまいりた

いと思います。

それでは、一般質問に入らせていただきま

す。

まず、知事の政治姿勢についてお伺いいたし

ます。

今回の肉付け予算は、実質的に東国原知事が

初めて手がけた予算でありまして、知事のマニ

フェストを具現化したものであると説明を受け

ました。さきの答弁でも、知事の考えを可能な

限り盛り込んだと言われております。そして、

本年度の一般会計予算規模は5,648億円、そして

補正予算額が984億円余、本年度予算に占める割

合は17.4％であります。その中で、知事が言わ

れる可能な限り盛り込んだという事業規模は、

知事が思っていたより少ないのではないかなと

いうふうに考えております。そこで、県民満足
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度調査というのをよくやります。逆に肉付け予

算の知事の所見と、それから知事の満足度、こ

れは何％ぐらいになったのか、知事にお伺いを

いたします。

後の質問は自席で質問させていただきます。

（拍手）〔降壇〕

○知事（東国原英夫君）〔登壇〕 おはようご

ざいます。お答えいたします。

今回の補正予算案は、私にとりまして実質的

に初めての予算編成でありましたが、本県の財

政状況は厳しく、また地方財政対策等の結果、

本県の収支不足が見込み以上に拡大し、予算編

成には大変苦労いたしました。しかし、私のマ

ニフェストの具体化のために、徹底した事務事

業の見直しや歳入確保等を行い、災害時安心基

金の創設や企業立地促進補助金の最高限度額の

引き上げ、医師確保対策強化、二地域居住や移

住の促進等、現時点で私の考えを事業化できる

もの、あるいは早急に取り組まなければならな

いものは可能な限り盛り込んだところであり、

積極的かつ緊縮型予算になったと考えておりま

す。知事の満足度、知事としての満足度でござ

いますね。70～80％でございましょうか。以上

でございます。〔降壇〕

○十屋幸平議員 やはり財政が厳しいというこ

との裏返しだと思うんですが、骨格予算でも示

されたように８割方は使い方が決まっている

と。そういう中で苦労された補正予算のあり方

だと思います。ですから、この満足度を知事も

県民もしっかりとまた高めていただくように、

これは要望にしておきたいと思います。

それから次に、裏金問題について質問させて

いただきたいと思います。これはいろいろ、官

製談合事件があったり、そしてまた今回の裏金

ということで、本当に県政は県民の信頼を失っ

ている、そして怒りもあるというふうに思いま

す。知事自身が謝罪をされたり、御自身の処分

も含めてまた検討されるという答弁もいただき

ました。同じ質問になるかと思いますが、防止

対策のシステムづくりをどう構築していくかと

いう点と、もう一点は、自主申告された職員さ

んが、だれにどのような形でされたかというこ

と、自主申告の仕方、それをどういうふうにさ

れたかということを知事に御質問したいと思い

ます。

○知事（東国原英夫君） 今回の「預け」等が

発覚した背景としては、予算を使い切ろうとす

る誤った認識とか、公金に対する職員のコンプ

ライアンス意識の希薄さなど、職員の意識の問

題とともに、財務会計制度の運用や物品購入に

係るチェック体制などにも見直すべき課題があ

るのではないかと考えております。このため、

今後の全庁調査の中で実態の把握と原因の究明

を行い、外部調査委員会の提言などもいただき

ながら、職員の意識改革の一層の推進ととも

に、具体的な再発防止の仕組みづくりを検討し

てまいりたいと考えております。

なお、出先機関においては、物品購入の仕組

みが本庁と異なり、各出先機関が直接納入業者

を決定し、発注する仕組みとなっており、この

ことも要因の一つと考えられるため、今後、出

先機関における物品調達の一元化等についても

検討していきたいと考えています。

あと、自主申告の件なんですが、だれがどの

ようにとは、職員の方たちが上司の方に自主申

告したというような経緯を伺っております。

○十屋幸平議員 昨年、18年の３月に公益通報

制度という形で、それが活用されたのかどう

か、再度御質問したいと思います。

それともう一点は、これは、別の質問になり
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ますが、本庁の出納閉鎖は５月だと伺っており

ます。そして、出先が４月だというふうにも

伺っております。いわゆる「預け」と「書きか

え」があって、我々も物品購入に際していろん

なことが想像できるんですね。逆に、年度をま

たいで、業者さんのほうに備品や物品の借り、

いわゆる物を先に買って翌年度支払うというこ

とはなかったのか、またそういうことを調査さ

れたのか、知事にお伺いしたいんですが……。

○総務部長（渡辺義人君） 後段の今、議員が

おっしゃったのは、いわばツケ払いかなという

感じですけれども、その件については、自主報

告の段階ではそのような報告は受けておりませ

ん。なお、御指摘のような事例が仮にあるので

あれば、今後、各所属から事情聴取を行ってい

きますので、そのような中で把握したいという

ふうに考えております。

それから、公益通報制度につきましては、今

回の自主報告は、総務部のほうから各部局に対

しまして、預け等の事実があれば報告をしてく

れということで要請をしまして、各所属におい

ては、所属長の指揮のもとにそれぞれ調査を進

めたわけでありまして、いわば公益通報制度が

働くまでもなく、そういう形で申告が上がって

きた、こういう経緯がございます。以上であり

ます。

○十屋幸平議員 公益通報制度、なかなかこ

れ、私もそうですけれども、そういうことを言

いづらいような―弁護士さんがおられても言

いづらいんではないかなということを危惧して

おります。それをシステムつくってうまく使っ

ていくのは、やっぱり生身の人間ですから、そ

のあたりもちょっとまた御検討いただきたいと

いうふうに思います。

そして、預けがあって、書きかえがあって、

今度調査をされて、今後のことかもしれません

が、業者さんへの対応、業者さんも今、調査票

に記入されて出されるんでしょうけれども、そ

の対応を調査票が出てからある程度考えられる

のか、もう既にどの方向性でという考え方があ

るのか、業者さんへの対応についてどうお考え

か、知事にお伺いしたいと思います。

○知事（東国原英夫君） 今、外部調査委員会

では、業者さんも含めて調査を行っていただい

ております。物品等の購入を一元化するかどう

かも含めまして、今後の検討課題だと考えてお

ります。

○十屋幸平議員 わかりました。この件につき

ましては、一昨日からずっとありますので、こ

れで差し控えたいと思いますけれども、やはり

ちゃんとした調査をお願いしたいというふうに

思っております。

次に、予算編成システムの見直しについてお

聞きしたいと思います。厳しい財政状況で緊縮

型というのも、先ほど知事もおっしゃいまし

た。第２期財政改革の推進もやらなければなり

ませんし、また一方では、新みやざき創造計

画、これを、新たに策定されて、県勢の発展に

役立てなければなりません。今やられています

予算編成のシーリング方式、これを見直す考え

はないかということでお尋ねをしたいと思いま

す。いわゆるシーリング方式、最初から各部局

にある程度、予算の枠ではなくてパーセンテー

ジなりを示して、どこどこの部はここまでしか

要求できませんというふうなやり方ですね。そ

の弊害というのが、今の社会経済情勢に合わな

いんではないかとか、不要な事業であっても基

準の中であれば、財政当局が査定のときに甘く

なるんではないか。そして、よく我々も予算書

を見ると、それぞれの割り振りというのもそん
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なに変わらないんですね。箱物を建設したら大

きくなったり、それがなくなれば翌年度は減っ

たりとか、そういうのではなくて、枠配分方

式、今、いろんな県もやっておられますが、最

初に各部にある程度枠を預けて、管理する各部

長さんたちが、その事業の中をちゃんと予算編

成する。いわゆる県庁の中の分権という形で、

そういう枠配分方式が考えられないか、知事に

お伺いしたいと思います。

○知事（東国原英夫君） 御指摘の、いわゆる

枠配分方式につきましては、全国の地方公共団

体の中でも、部局の主体性を尊重するなどの観

点から導入している自治体があることは、認識

しております。例えば佐賀県がそうだと思いま

す。この方式の導入により、各部局の独自の創

意工夫により事業の見直し意欲が高まる等のメ

リットがある一方、各部局へ予算の枠や予算編

成の一部を任せてしまうことにより、県全体か

ら見た優先度や緊急性の観点からの審査機能が

働かない、財源の有効活用が最大限になされな

いというデメリットもございます。いずれにし

ましても、今日の社会経済情勢の変化や厳しい

財政状況のもと、効率的な財政運営を図りつ

つ、さまざまな行政ニーズに的確に対応し、成

果を出していくことが求められておりますの

で、予算編成のあり方については適宜検討して

いく必要があるかと思います。

○十屋幸平議員 今、知事が言われたデメリッ

トの部分なんですけれども、予算配分する前に

は、先ほど言いました新みやざき創造計画の方

針とか、行革大綱の方針を踏まえてということ

が当然、大前提であります。ですから、今おっ

しゃったように、何でもかんでもお任せするん

ではなくて、その基本方針に沿った形でそうい

うものを取り入れてはどうかという提案であり

ます。このシステムを変えるというのは、これ

までずっと何十年もやってきましたので、なか

なか厳しいかと思いますが、そういう見直しを

する必要性、これは十分にあると思いますの

で、これは今後の検討課題として御検討いただ

ければと思います。

それから、もう一点は、それとあわせて、今

回の裏金問題でもありましたように、使い切り

予算、これは早急に見直しをやっていただきた

いと思います。三重県とか横浜とか、知事も御

存じだと思いますが、メリットシステム、その

年度節約した分を来年度、全額または２分の

１、その担当部に配分するという、このシステ

ムの導入についてはどのようにお考えか、知事

のほうにお伺いをしたいと思います。

○知事（東国原英夫君） お尋ねのメリットシ

ステムなんですが、これは残った予算が単に不

要だったのか、積極的な節約によるものなの

か、検証が必要だと思われます。平成19年度の

予算で収支不足額が256億円でございましたが、

多額の財源不足が生じている中で、限りある財

源は真に必要なものへと配分する必要があるの

ではないかと考えております。このような御意

見も慎重に承りながら、検討してまいりたいと

考えております。

○十屋幸平議員 先ほどの枠配分方式とメリッ

トシステムの両方を組み合わせてやっていくと

いうことは、先ほど最初に質問しました知事の

満足度で70～80％だと、その中で、ここの２つ

を組み合わせて、マニフェストにより近い形で

の予算編成ができるんではないかというふうに

私は思っています。知事も大変忙しいでしょう

けど、その中で考えていただければありがたい

というふうに思いますので、これはまた別の機

会に議論をさせていただきたいと思います。
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次は、職員の意識改革、これは簡単に言いま

すが、今度の裏金に関して、全職員さんに知事

の思いをどのように伝えるかということが一

点。それから、当然人を育てる中では信賞必

罰、いいことをしたら褒める。私が市議の時代

に、業者さんに頼むと数百万かかるパソコンの

システムを独自に個人で開発した職員さんがお

られました。それを議会を通して大変賞賛した

んですけれども、そうしたら、その職員さんは

大変喜ばれたんです。昨日も鳥インフルエンザ

の浜口対策監のお話が出ました。罰するだけで

はなくて、やっぱり褒める、そして職員さんの

やる気とかそういうものを出してくるというこ

とも大事なので、知事はその点についてどのよ

うにお考えでしょうか。

○知事（東国原英夫君） まず、職員の方々へ

の意思疎通、私の意思をどう伝えるかでござい

ますが、庁議とか自身のブログ、あるいはラン

チミーティング等々を重ねて、できるだけ職員

の方々とコミュニケーションをとり、私の意思

を伝えるように努力させていただいておりま

す。

信賞必罰に関してでございますが、論功行賞

等々も含めて、そういったものは重要な検討課

題かと思います。ただ、どの程度のものを必罰

とするのかということでございますが、その辺

は、私のさじかげんと申しましょうか、それに

かかっているかもしれませんが、他府県の事例

もかんがみながら、考えさせていただきます。

○十屋幸平議員 それこそ懲戒処分とか、分限

とか、それから倫理規程とか、そういうものは

あるんです。逆に言うと、そういう褒めるほう

の部分がないので、十分に知事のほうで御検討

いただきたい。さじかげんもあるでしょうし、

それはいろいろ考えられることがあると思いま

すが、そのことを要望としておきたいと思いま

す。

それから、新企業立地についてお尋ねをした

いと思います。今回、新企業立地で100社１万人

ということで、そしてまた、企業立地促進補助

金が今回の補正でも20億2,000万円計上されてい

ます。この件に関しましては、非常に私も評価

しております。それと、先ほどの県民意識調査

の中でも、2,006人のアンケートの中で864人、

雇用を県民の方も望まれております。そこで、

知事にお尋ねしたいのは、この新企業立地100社

と雇用１万人、この根拠をお聞かせください。

○知事（東国原英夫君） 根拠についてであり

ますが、過去の年度の企業立地等を合わせる

と、この４年では恐らく80数社だったと思いま

すが、それを超える枠、頑張れば超える枠とい

う100社ですね。１万人の雇用につきましては、

企業立地、誘致した企業だけではなく、県内で

新しく企業を起こされた方等々の雇用の創出も

含まれると思います。１万人というのは、失業

率を１％程度上げるというような数字を根拠に

しております。

○十屋幸平議員 県のデータを見ると、15年か

ら18年の４年間で99社なんですね。ですから、
※

超えると。１つ超えれば100なんです。本来な

ら、この前からマニフェストで知事が言われて

いるように一生懸命頑張るということで、企業

数のほうでは目標値が、知事がおっしゃった高

い目標を上げるということでは、ちょっと低い

のではないかなというふうに考えております。

景気も、都会においては若干上向いております

が、地方ではまだまだということでありますけ

れども、そのあたりは我々も―この前、副議

長に言われました、１社持ってこいと―そう

いういろんな形で取り組んでまいりますけれど

※ 210ページに訂正発言あり
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も、先ほど述べましたように、県民の雇用、働

く場、そこが非常に望まれておりますので、

しっかりと頑張っていただきたいというふうに

思います。

それから、もう一点は、もう一回質問します

ので、そのときに一緒にお願いします。

企業立地促進法というのが、国において６

月11日に施行されました。これの県の取り組み

はどういうふうになされていくのか、知事にお

伺いしたいと思います。

○知事（東国原英夫君） 先ほどの企業誘致の

件数でございますが、平成15年から18年までの

４年間で、こちらの統計数字だと89件になって

おります。平成16年度の33件というのは、この

年は非常に多かったわけでございますが、平均

すると14件、26件、16件と、１年にそんな感じ

でございます。それを４年間に100社ということ

は、私としては非常に高い目標を設定したとこ

ろでございます。

企業立地促進法につきましては、県と市町村

等が連携して、地域の強みと特性を生かして、

その地域に特徴的な産業の集積を図るための基

本計画を策定し、国の同意を得た場合に、誘致

活動や人材育成等の事業に対し、国からの支援

を受けることができるものであります。県とい

たしましては、現在、計画策定の前提となる、

集積を図ろうとする産業や対象とする地域につ

いて、検討しているところでございます。企業

誘致につきましては、市町村や関係機関・団体

等が一体となって、さまざまな取り組みを行っ

ていくことが重要であります。今後、企業立地

促進法の活用も見据えながら、引き続き誘致活

動に全力で取り組んでまいりたいと考えておる

次第でございます。以上です。

○十屋幸平議員 ちゃんとお読みになられたん

ですけれども、この前から出ています５ブロッ

クに分けた企業立地促進協議会、これとどうい

うふうに連携するのか、関係が出てくるのか、

そのあたり商工観光労働部長、わかりますで

しょうか。

○商工観光労働部長（高山幹男君） 今お話ご

ざいました５地域にあります企業立地促進協議

会、これと今回この法律で言います協議会とい

うのは全く別なものでございまして、例えば県

と市町村、そういった関係団体等が集まって、

この地域にどういった関係の産業を誘致しよう

かとかいうのを検討してその計画をつくる、そ

ういうことが前提となっております。以上でご

ざいます。

○十屋幸平議員 ですから、どういうふうに今

度はその連携をしていくか。こっちの促進法で

は、行政がいつもですと事務局をやったり、い

ろんなことをしますね。そういうことがこれで

はできないというふうになっております。その

あたりをどう連携させていくのか。県が計画を

つくってやっていくということなんですが、そ

れはどう整理していったらよろしいんでしょう

か。

○商工観光労働部長（高山幹男君） 基本的

に、市町村と県が中心になって、そういった協

議会をつくって、そういった独立した事務局を

つくって持っていく。そこがいろんな事業を進

めていくということになろうかと思います。

○十屋幸平議員 それは企業立地促進協議会の

ほうで、地域産業活性化協議会というのは、行

政が事務局になるんではなくて、商工団体とか

大学とか、そこではないんでしょうか。

○商工観光労働部長（高山幹男君） 地域産業

活性化協議会、これにつきましては、別途その

協議会の事務局といいますか、執行する機関が
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ないといけないと。例えば今おっしゃった商工

会議所だったりとか、そういうことは可能性と

してはあろうかと思います。

○十屋幸平議員 この促進法、せっかくできた

んですから、本当に積極的に活用していただき

たい。

そこで、知事に一つお願いがあるんです。こ

の法律は、農業とか食品関係の企業の誘致はだ

めなんです。66業種が決められていますが、そ

れは入ってないんです。この前から知事がお答

えになっているように、そういう食品関係の誘

致とかありますので、これは国のほうにぜひこ

ういう業種も―宮崎は特にそうなんです―

入れていただくように御要望していただけます

でしょうか。

○知事（東国原英夫君） 検討させていただき

ます。

○十屋幸平議員 次に、環境問題に移りたいと

思います。

知事、総合計画審議会で女性の方から、マニ

フェストに環境問題の記述がないということが

出ました。私もその場におりまして、御意見を

聞いたところですが、当然、十分認識はされて

いるということだと思います。改めてこの場

で、知事の環境問題に対する認識をお伺いした

いと思います。

○知事（東国原英夫君） 時々いろんなところ

で御指摘を受けるんですが、環境問題がマニ

フェストに入ってないということですね。80項

目に上るマニフェストの中で環境問題はあえて

入れなかったというか、環境問題は、今まで宮

崎県は非常にいい取り組みをされているので、

それを継続させていただくという意味で、あえ

てマニフェストには載せなかったということで

ございます。

本県には、温暖な気候や豊かな森林、きれい

な水や空気、自然の景観など全国に誇れる豊か

な自然環境と良好な生活環境がございます。し

かしながら、今日の環境問題は、身近な地域の

問題から地球規模の問題まで広範かつ複雑化し

てきております。本県におきましても、生活排

水の処理や地球温暖化対策など取り組まなけれ

ばならない多くの課題がございます。このた

め、今般策定した「新みやざき創造計画」にお

きまして、環境保全の推進を重要かつ喫緊の課

題の一つと位置づけ、森林環境税を活用した森

林保全への取り組みや、省エネやごみ対策等を

柱とした地球にやさしい３つの行動、さらに

は、環境にやさしい新エネルギー導入の促進に

取り組むこととしております。いずれにしまし

ても、環境の保全には、県民、団体、事業者、

行政が一体となった取り組みが必要であります

ので、県民の皆様の御理解と御協力、そして積

極的な活動への参加をお願いしたいと考えてお

ります。

○十屋幸平議員 マニフェスト云々かんぬんは

いいんですけれども、県民意識調査というのを

されていてデータがありまして、「県の政策で

重要なものは何ですか」というと、先ほど

の2,006人の中の471人、24.1％が「環境保全対

策」というふうに書かれてありました。という

ことは、今までやってきた政策が浸透していっ

て、皆さん一生懸命やっているんだと理解する

のか、もしくは逆に、まだ足りないのか、そこ

が分かれ目だと思うんです。この数値からする

とですね。ですから、そのあたりを今、知事が

おっしゃったように、現在あるいい取り組みを

進めていくということも一つなんですけれど

も、これからちょっと提案させていただきたい

んですが、時間がありませんので２つ立て続け
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にやらせてもらいます。よろしいでしょうか。

一問一答方式にならないんですけど、知事、よ

ろしいですか。

静岡県は全国に先駆けて「ＳＴＯＰ！温暖化

アクションキャンペーン」というのをやってい

ます。６月の環境月間から来年の１月までの運

動期間中に、個人から団体、企業、さまざまな

チーム1,530、県民の１％、約３万8,000人をこ

とし募集して、所定のシートに活動内容とか企

画とかそういうものを書いて、それから、終

わった後にそれをレポートとして提出して、来

年の２月に「ＳＴＯＰ！温暖化グランプリ」、

こういうものをやろうとしています。これは全

国で初めてです。こういうことが宮崎県でも取

り組めないかというのが一つと、それから、も

う一つは、リサイクル製品認定制度、これは36

都道府県がやっております。三重県のフェロシ

ルトの問題とかもあります。しかしながら、県

民、市民の意識、リサイクルへの意識を啓発す

る意味では、やっぱり必要ではないかと思いま

す。片一方では、リサイクル産業の育成という

側面もございます。その両方あわせて県として

取り組めないか、これは環境森林部長、よろし

いですか。

○環境森林部長（髙柳憲一君） まず最初に、

静岡県の例による温暖化防止の取り組みについ

てでございます。二酸化炭素の排出量を削減す

るためには、この前の井上議員の御質問にもご

ざいましたけれども、やはり県民一人一人が、

地球温暖化の現状というのをしっかりと認識し

て、それを行動として省エネルギーを実践する

ということが非常に重要であるというふうに

思っております。今、静岡県の例でお話ござい

ましたが、本県におきましても、今年度から

「一村一品・知恵の環づくり」事業を、県が法
わ

律に基づいて指定した地球温暖化対策の普及啓

発の拠点であります「宮崎県地球温暖化防止活

動推進センター」というのがございますが、こ

こと県と協働いたしまして実施することにいた

しております。この事業は、地域の創意工夫を

生かしまして、温暖化対策の取り組みをまず公

募いたします。そして、その中ですぐれた取り

組みを県の代表といたしまして、全国大会に選

出をいたします。そして、全国大会では、各都

道府県の代表する取り組みが全国に発信され、

その中から特にすぐれた取り組みが、グランプ

リ等ということで表彰をされることになってお

ります。この事業を通じまして、県内外のすぐ

れた取り組みを県民に発信して、地球温暖化に

対する興味や関心を喚起することによりまし

て、新たな取り組みを促すものでございます。

今後とも、このような普及啓発活動を通じまし

て、地球温暖化防止活動の輪を県全体に広げて

まいりたいというふうに考えております。

次に、リサイクル製品認定制度についてでご

ざいます。この制度は、安全性や品質について

一定の基準を満たすリサイクル製品を行政機関

が認定をいたしまして、その利用を促進するこ

とにより、資源の循環利用と廃棄物の排出抑制

を図るものであります。この制度は、リサイク

ル製品について行政機関が安全性や品質を審査

し、また広報等も行いますことから、リサイク

ル製品の利用促進には一定の効果があるという

ふうに考えております。しかしながら、この制

度の運用に当たりましては、安全性や品質の認

定基準をどのようにするのか、また、価格など

の面から認定品が必ずしも優先的に利用される

ものではないというような課題もございます。

このため現在、九州地方知事会におきまして

も、国において認定に係る基準等を定めるよう

平成19年６月18日(月)



- 210 -

要望をいたしているところでございまして、こ

ういった動きも見きわめながら研究してまいり

たいというふうに考えております。

○十屋幸平議員 まさに一人一人の意識の問題

だということはあります。この前、私たち県議

も数名、アル・ゴア元副大統領のドキュメンタ

リー「不都合な真実」を見てきました。著書も

ありまして、その中に、「地球のためにあなた

が出来る最初の一歩は、この事実を知ること

だ。」というふうに記されております。これは

本当にそうだと思います。そこで、一つ私は知

事に御提案をしたいと思うんですが、県内小・

中・高、499あります、この「不都合な真実」の

ＤＶＤが税込みで4,179円で販売されています、

これを各学校に配付して環境教育に役立てるこ

とができないか、知事はそのことに対してどう

いうお考えか、聞かせていただきたいと思うん

です。

○知事（東国原英夫君） 「不都合な真実」の

ＤＶＤ、１本4,000円ですか。500で200万ぐらい

ですかね。環境に対する意識の醸成は非常に重

要かと思います。そのＤＶＤを見せることが、

どのような効果あるいは結果を招くのか、

ちょっと検証してみないとわからないんでござ

いますが、税の趣旨、税の使い目途の趣旨とい

うことも含めて勉強させていただきます。

○十屋幸平議員 先ほど私の発言、一部訂正さ

せていただきたいんですが、企業立地の件数、

知事が89件、私が99件と申しました。私のほう

が10個余分に―希望的観測があったんだと思

いますが―足しておりましたので、そこを訂

正させていただきたいと思います。

今、税のあり方、税の目的、これ、まさに森

林環境税があるんですね。210万円。これは研究

―知事は大分なれられて、研究、検討課題、

いろいろ使い分けをされるようになったんです

が、そのあたりで、やはり子供たちが体験しな

がらやるということは十分わかります。ですか

ら、もう一歩、今度は先ほどお話ありましたよ

うに見て、知ることが大事なんだと。自分たち

が住んでいる地球が今からどうなっていくんだ

ということを知ることが大事ということを御提

案したんです。再度そのことで知事の答弁を求

めたいと思います。

○知事（東国原英夫君） 知ることは大切だと

思います。それはテレビ等々の環境番組あるい

は実体験、教育の中での実体験等々も含めて、

知るということは、認識するということは大切

かと思います。ただ、環境に関して申します

と、宮崎県は非常に能動的な取り組みをされて

いると思います。ちなみに、川の水質、海の水

質、日本で屈指の水質基準だと考えています。

空気に関しては、光化学スモッグ等の注意報は

これまで発せられておりません。等々もかんが

みて、宮崎県は非常に環境の取り組みというの

は良好かなと思っております。今後はＣＯ２の

削減だけではなく、ＣＯ２を吸収する、つまり

森林を大切にするというような取り組みも大切

かと思っております。

○十屋幸平議員 ありがとうございます。今か

ら森林の話をしようと思っておりました。そう

いう取り組みをぜひやっていただきたい、これ

は要望にとどめたいと思います。

先ほど知事もおっしゃったように、森林・林

業の大事さ、いろいろ現在の状況が少しずつ、

ほんの兆しではありますが、いい方向になりつ

つあると。そういうことを踏まえて、今もおっ

しゃいましたが、森林・林業の現状と課題につ

いて知事がどのように認識されているか、お願

いいたします。
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○知事（東国原英夫君） 御案内のように、平

成３年から16年連続で杉素材生産量が全国１位

となっております。本県は、我が国を代表する

国産材の供給基地としての地位を築いているわ

けでございます。しかしながら、林業を取り巻

く環境は、長期にわたる木材価格の低迷や担い

手の減少、高齢化等厳しい状況にあることか

ら、手入れの行き届かない森林や植栽未済地の

増加等が懸念されております。私としては、こ

のような本県の森林・林業の現状を踏まえ、県

産材のあらゆる需要拡大を図るとともに、林業

を支える山村地域の振興や森林・林業を担う人

づくりを行い、森林の公益的機能にも十分配慮

しながら、持続可能な循環型の林業を推進して

いくことが重要であると考えております。

○十屋幸平議員 それこそ２月も、当時の部長

がちゃんと答弁されております。そのとおり

おっしゃったんだと思うんですが、だから、環

境森林部長、その課題をどういうふうに政策と

して県は取り組んでいくか、解決していくか、

そのことをお伺いいたします。

○環境森林部長（髙柳憲一君） 本県林業の活

性化をどうやって図るかということでございま

すが、これまで整備をしてきました林道等の生

産基盤、当然これを活用いたしまして、適切な

森林の整備を進めますとともに、県産材の需要

を拡大していくということが非常に大事である

というふうに思っております。このため、県と

いたしましては、補助事業等を活用した間伐の

推進、あるいは植栽未済地の再造林に努めて、

健全な森林づくりを推進しているところであり

ます。また、県産材の需要拡大を図るため、素

材を安定的に供給する新生産システムの導入を

初めとしまして、人工乾燥材等の高品質材の生

産体制整備、あるいは県内外への新たな販路の

開拓にも取り組むことといたしております。さ

らに、新規就業者の確保あるいは林業技能者の

養成など、担い手対策に取り組むとともに、施

業の集約化や機械化の推進等によります木材生

産の低コスト化を図るなど、再生産可能で競争

力の高い林業・木材産業の確立に努めてまいり

たいというふうに考えております。

○十屋幸平議員 しっかりと取り組んでいただ

きたい、そのように思います。

中国木材について、この前ちょっと出ました

けれども、知事の答弁では、「共存共栄できる

着地点を探っていただきたい」というような発

言をされたと思います。今、川上・川下、意見

が分かれて、賛否両論いろいろあるのは十分認

識しております。県の林業政策の中で、今回の

企業の進出について基本的にどういうお考え

か、環境森林部長にお伺いしたいと思います。

○環境森林部長（髙柳憲一君） 先ほど知事の

ほうからもございましたように、本県の杉を中

心とします森林資源というのは着実に充実をし

てきており、この資源を最大限に活用する、こ

れを生かして林業・木材産業の活性化を図って

いくということは、非常に重要な課題であると

いうふうに認識いたしております。このため、

安定的な県産材の需要拡大に結びつきます企業

の進出等は、森林所有者の所得向上や新たな雇

用にもつながり、地域経済の活性化が図られる

ものと期待されます。今回の中国木材株式会社

の進出につきましては、地元から、原木調達の

競合あるいは植栽未済地の拡大への懸念などを

理由に、進出反対の意見も聞いておりますの

で、会社に対して、具体的な原木の調達計画等

を明らかにして、地元製材業界等と話し合いの

機会を持つように、会社のほうに働きかけてい

るところでございます。いずれにいたしまして
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も、川上・川下の地元業界と会社が十分に話し

合う中で、共存共栄できる道を探っていただき

たいと考えております。

○十屋幸平議員 この議論はまたさせていただ

きたいと思います。それに呼応するかのように

―直接的な原因はないんですが―宮崎ウッ

ドテクノが倒産しました。最初に、昨年度黒字

だと新聞発表があって、しばらくすると８億の

負債、そして２～３日すると９億8,000万の負

債、こういうことで会社が破産しました。こう

いう会計処理のずさんさから、市民も含めて経

営自体に不信が募っているんです。それを受け

て地元企業への影響がないのか、県と、そうい

うあたりにどのような影響があるか。環境森林

部長、お伺いいたします。

○環境森林部長（髙柳憲一君） 宮崎ウッドテ

クノ株式会社につきましては、耳川流域の豊富

な森林資源を活用するために、平成11年から操

業を開始し、これまで宮崎市の木の花ドームあ

るいは日向市駅舎など大型木造建築物の建設を

数多く手がけ、県産杉材の需要拡大に貢献をし

てきたところであります。また、木材利用技術

センターなどとも連携をいたしまして、本県杉

材の特徴を生かした建築工法等の技術を集積し

てきたところでもございまして、このような事

態を迎えましたことはまことに残念でありま

す。このたびの破産によりまして、県内唯一の

大断面集成材の生産施設と加工技術が失われる

ことは、県産材を活用した大型木造建築物の建

設や需要拡大等の面で影響が生じるものと考え

ております。このため、県といたしましては、

関係市町村等とも連携をしながら、耳川流域を

初め、県内の林業・木材産業への影響が極力少

なくなるように努力をしてまいりたいというふ

うに考えております。

○十屋幸平議員 これは事実だけを知っていた

だくためにちょっとお話ししますが、平成９年

に県と愛知木材が積極的に誘致したわけです。

今、11年に操業とおっしゃいました。２年間何

もやっていなくて800万の赤字を出しているんで

す。ですから、そのあたりがきちんと―県の

責任もあると私は思うんです。当時の１市２町

５村が出資を拒んだ。ある１村は賛成したんで

すけれども、県のほうに陳情書として、出資を

してほしいというのが出ていると思います。そ

の中で、県はしっかりと断ったと。しっかり

断ったんです。だから、そこで責任がないとい

うことではなくて、最初の取っかかりのところ

でちゃんと、誘致しているときに、県としては

関与しているんです。そのあたりをちゃんと、

もっと調べて、市と協議してほしいというふう

に思います。これは時間がありませんので、ま

た次回に回したいと思いますが、そのあたり、

もし、環境森林部長、何かありましたらお伺い

いたします。

○環境森林部長（髙柳憲一君） 平成９年か

ら11年までの２年間の空白ということでござい

ました。確かに出資の要望があったというのは

聞いております。それに対して県では、かさ上

げ補助等で対応したというふうに聞いておりま

す。その時点でのいろんな議論をされまして、

県としての方向性を出したものというふうに考

えております。いずれにしましても、こういう

事態に至ったわけでございますので、いろんな

影響が最小になるように、県としても関係市町

村等と連携をして努力していきたいというふう

に思っております。

○十屋幸平議員 商工観光労働部長、それでも

し、こういう連鎖倒産とか起きたら、県として

はどういう対応ができますか。
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○商工観光労働部長（高山幹男君） 連鎖倒産

等が心配される場合に、県の中小企業融資制度

の中に緊急経営安定貸付、連鎖倒産防止関係の

融資制度もございますので、そちらのほうを御

利用いただくようにしていただければよろしい

かなというふうに考えております。

○十屋幸平議員 もしそういうことがあった

ら、市とちゃんと連携をとって協議していただ

きたい、そのように思います。

次に、観光客５％アップについて。きのう

も、日曜日、テレビで宮崎の番組が、知事も出

られて３本放映されました。けさも観光客の方

がバス２台、大型バスで来られて、本当にすご

い人気だと思います。知事は観光客数の５％

アップについては、御自身認められて、「間

違ってしまったんだけれども、一生懸命取り組

む」というふうに言われております。そこで、

具体的にこの５％の数字の根拠、それをお聞き

いたします。

○知事（東国原英夫君） 数字の根拠とおっ

しゃられても、そもそもこれは間違ったもので

ございまして、根拠は示すことができないんで

すが、間違ったとは言えませんから、年率５％

というのを達成できれば、私は、観光立県とし

ての宮崎、宮崎再生はこれで図れるんじゃない

かなと思っているぐらい重要な数値だと思いま

す。このマニフェストで一番ハードルの高いの

が、実はこの５％だと思います。御案内のよう

に、毎年、県外から450万人の方がお越しいただ

く。それを５％上げるというのは20数万人、４

年間で100万人上げる。４年後に550万人にす

る。これはとんでもない数字でございます。で

も、これを高い目標として、私は努力させてい

ただいているつもりでございますので、必死で

ございます。

観光のあり方というのは、これから長期滞在

型あるいは体験型になっていくと思うんです

が、あらゆるものが観光にマッチングして、あ

るいはコラボレーションして、例えば農林水産

業と観光、あるいはスポーツと観光、あるいは

医療と観光、あるいは森林セラピー等のいやし

の観光、あらゆる視点で観光振興を図っていか

なければいけないと考えています。そういった

意味で、宮崎が無から有を生む、例えば県庁庁

舎が観光の資源となるというようなことは、今

までなかったことでございます。そういったこ

とも含めて、無から有を生む、これまでの観光

行政としての箱物ではなく、あるものを有効利

用して、それを再発見して観光に結びつけてい

くというような創意工夫等を駆使しながら、こ

の実現に向けて邁進したいと考えております。

○十屋幸平議員 皆さん、お手元にこの資料が

配付されていると思います。今まさにあるもの

を活用するということで、さざれ石でございま

す。日向の大御神社というところに、こんな
お お み

でっかいさざれ石がありまして、知事もことし

の１月、知事選前にこちらにおいでいただい

て、見ていらっしゃると思います。昨日、井上

康生選手が表敬訪問されて、金メダルをとりた

いということを言われておりました。「ママに

なっても金」という谷亮子選手も出ますが、も

う一つ言いますと、星野ジャパンも何か合宿を

すると。私の提案は、そういう方々にこの前で

必勝祈願をしていただいて、その結果を観光誘

致に結びつけられないか、まさにスポーツと神

話と伝説を結びつけたような、そういう考え方

はできないか、知事にお伺いしたいと思いま

す。

○知事（東国原英夫君） さざれ石というの

は、調査によりますと全国至るところにあるん
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ですが、大きさが日本一だということで、これ

もまた微妙なんです。日本一と日本２位の差が

余りないというような現状もございます。で

も、日本一ということは、非常にうたい文句と

しては価値が高まるかと思います。この近隣に

位置する馬ヶ背等も含めて、ここの神社の本殿

などは国の登録有形文化財であるということな

どから、非常に観光価値としては高いんではな

いかと、私も認識しております。このさざれ石

は県北における有力な観光資源でありますの

で、県としましても、今後とも地元自治体など

関係の方たちと連携を深めながら、私も積極的

にテレビ等で「さざれ石」と言うようなＰＲに

努めてまいりたいと思っています。

○十屋幸平議員 先日、さざれ石の銘菓が知事

の手元に届いたと思うんですが、ぜひよろしく

お願いしたいと思います。できれば、太平洋マ

ラソンを走る前に一度お参りいただくとありが

たい、そのように思います。

次に、建設行政に移らせてもらいます。

御案内のとおり、宮崎の産業構造として、本

当に農業と公共投資、これが非常に比率が高

い。これは全国で５番目。平均値は全国平均値

が約20％、そして宮崎県が29.1％、ちなみに１

位は山梨県の32.5％、これが歳出総額に占める

割合であります。こういうことを考えたとき

に、建設業の活性化策ということで、知事はど

のようにお考えかお尋ねを申します。

○知事（東国原英夫君） 御案内のように、建

設産業というのは、社会資本の整備を通して県

民の生活を支えるとともに、災害時の緊急対応

とか雇用の場として大きな役割を担っていると

思います。公共事業に大きく依存している本県

の建設業は、年々、公共投資が減少する中、経

営を取り巻く環境というのは非常に厳しくなっ

ていると認識はしております。このようなこと

から、県では、経営革新など意欲ある企業の取

り組みを積極的に支援するとともに、経営と技

術にすぐれた企業が成長できる環境づくりを進

めていく必要があると考えております。また、

今般の入札・契約制度改革におきましては、県

発注の公共工事について、原則として県内建設

業者へ発注するとともに、入札参加条件に地域

要件を設けたところであります。今後とも引き

続き、建設産業の育成に十分配慮してまいりた

いと考えております。

○十屋幸平議員 次に、入札制度については、

るる議論がありましたので、県土整備部長、こ

の入札制度が導入された場合、県内建設産業へ

の影響、どのように考えておられるか、お伺い

したいと思います。

○県土整備部長（野口宏一君） 平成18年５

月、中央建設業審議会総会におきまして、「建

設産業は、急速な建設投資の縮小により深刻な

過剰供給構造となっているため、再編・淘汰は

避けられない、厳しい経営環境に直面してい

る」という報告がございます。本県内における

建設投資総額は、建設統計調査によりますと、

平成10年度の7,343億円をピークに、平成17年度

は5,287億円と約３割も減少するなど、本県建設

産業を取り巻く環境は大変厳しい状況にござい

ます。今回の一般競争入札の拡大は、建設業者

にとりましては、入札への参加機会が増加する

というメリットもある一方で、競争性の高まり

によりまして利益率が低下することも考えられ

ますことから、業界の再編等が進むことも十分

想定されます。このため県といたしましては、

建設産業活性化プランに基づき、今後とも、経

営改善や新分野進出に取り組む意欲ある企業を

積極的に支援してまいりたいと考えておりま
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す。

○十屋幸平議員 宮日政経懇話会が４月16日に

開催されまして、そのときに慶應義塾大学の土

居丈朗准教授がおっしゃいましたのは、「公共

工事は悩ましい問題である。削減は必要だが、

他の産業にシフトが必要」。そして、削減して

景気が悪くなってはならないというふうなこと

も述べられております。ですから、その分、十

分注意してやっていただきたい、そのように

思っております。

それから、もう一つ、４月から落札率が７割

に急落しているという報道がありました。その

中で、例えば総務部長、残額が出た場合、今後

その残額についてはどういうふうな取り扱いに

なるのか、お伺いしたいと思います。

○総務部長（渡辺義人君） 落札率の低下分に

つきましては、基本的には再投資に振り向けら

れる、このように考えております。以上です。

○十屋幸平議員 再投資というと、その年に再

度別な事業に振り向けられるというふうに理解

してよろしいんですか。

○総務部長（渡辺義人君） 具体的なところは

県土整備部長が詳しいと思いますけれども…

…。落札率が低下した分だけ、それだけいわば

一時的に余剰金が生じるわけであります。その

分がふえたわけでありますから、それは例え

ば、工事の残事業量があればそちらのほうを前

倒して実施するとか、そういう形で有効活用が

図られる、このように認識しております。以上

です。

○十屋幸平議員 県土整備部長、それでよろし

いんでしょうか。

○県土整備部長（野口宏一君） ただいま総務

部長のほうから答弁ございましたように、例え

ば継続中の事業でございますと、まだ翌年度や

らなくてはいけない工事、工区があります場

合、そういうところに対しまして差額分を充当

して、新たな工事を発注するという形になって

まいります。

○十屋幸平議員 国の補助金が入っている場合

はどうなるんでしょうか。

○県土整備部長（野口宏一君） 手続等が必要

な場合はその手続を行いまして、そのような措

置をとらせていただきます。

○十屋幸平議員 この入札制度にはいろいろ議

論がありまして、最低制限価格が低いところに

落札率が張りついているということもありまし

た。その答弁の中で、算定価格のあり方等を検

証していくということであります。これから最

低制限価格の議論があるところだと思うんです

が、今の価格よりアップする可能性もあるの

か、またはこれ以上下がる可能性があるのか、

大体どちらの方向で―検討されるんですか

ら、これからまたいろいろデータも検証しなが

らやられるとは思うんですが―どちらの方向

に行きそうな感じか、そのあたりは県土整備部

長、お答えできますか。

○県土整備部長（野口宏一君） 最低制限価格

につきましては、恐らく２点あると思います。

１点目が、現在の状況ですと、予定価格等の公

表で、あるいは積算ソフトの高機能化がかなり

進んでいるということで、かなり近いところま

で推測可能になって、そのために最低入札価格

周辺に非常に入札が集中する。そういうものを

解決することで、知事が答弁しておりますよう

に、ランダム方式等の導入というものを早急に

考えてまいりたいと思っています。

もう一つは、実際に最低制限価格の全体的な

価格が高いのか安いのかというようなお話だと

思っております。この点につきましては、実際
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に建設業者、県工事を受注している建設業者さ

んのコスト構造等をしっかり調査した上で、今

後の施策について検討していきたいと思ってお

ります。

○十屋幸平議員 知事にお尋ねしたいんです

が、ランダム方式、これは早急にと今、県土整

備部長がおっしゃいました。私もいろいろお話

を聞くと、来年度から取り入れたほうがいいの

ではないかと思うんですが、知事はどういうふ

うにお考えになりますか。

○知事（東国原英夫君） 先日も御指摘があっ

たように、昨今、非常に張りつきが精緻になっ

ておりまして、予定価格とぴったり合うような

事象も、とび・木工という積算がしやすい事象

につきましては、そういう一致する事例も出て

くるかと思います。そういったことを避けるた

めにも、ランダム方式というのは積極的に検討

してみるべきではないかなと考えています。た

だ、ランダム方式にしますと、どうもくじ引き

的な要素がございますので、きちんと企業努力

されている方にとっては不利益になる可能性も

あることから、慎重に検討していくべきかなと

考えています。

○十屋幸平議員 それは十分に検討していただ

きたいと思います。

最後に、知事に観光５％アップ、ちょっとま

た戻りますけれども、ことしの８月３～４日

に、日向の「第24回日向ひょっとこ夏祭り」と

いうのがございます。御存じでしょうか。知っ

ていらっしゃれば、これは県内外からたくさん

の方が踊りに来られます。そこで、もし知事が

―今山大師、延岡にも行かれたと伺っており

ますが―こちらのほうに来られれば５％達成

も夢じゃないと思うんですが、知事の日程的に

合うか合わないか別にして、どういうお考えか

伺わせていただきたいと思います。

○知事（東国原英夫君） 大変申しわけないん

ですが、私のスケジュールは11月いっぱいまで

決まっておりまして、８月の３～４日がどのよ

うになっているか、秘書課のほうに聞いてみな

きゃわからないんですが……。最近考えている

のが、私、体が一つでございますので、２つ、

３つにふやすために、東国原知事人形というの

をつくって、僕が行けないところにはそういう

人形が行くというようなことも考えてはどうか

というようなアイデアも出しております。以上

でございます。

○十屋幸平議員 県民の期待が大きいので、知

事、ぜひ体を壊さないようにしっかり頑張って

いただきたいと思います。終わります。（拍

手）

○中村幸一副議長 次は、９番黒木正一議員。

○黒木正一議員〔登壇〕（拍手） 私は、東臼

杵郡選出の黒木正一でございます。きょうは、

選挙区からたくさんの傍聴の方が見えておりま

す。それから、ふるさと会の方まで見えており

ます。本当にありがとうございます。ありがた

いと同時に、非常に緊張いたします。

私は今回の県議選で初めて当選いたしまし

た。私の住む諸塚村は、この春に人口2,000人を

切りました。典型的な過疎の山村でございま

す。基幹産業である林業の不振で人口が次第次

第に減っていき、高齢化が進む中、このままで

は山間地は切り捨てられるという悲鳴にも似た

声に後押しされて、山間地に点在する一票一票

をいただいて、この場に立つことができまし

た。このような背景から選出された者でありま

すから、初めての一般質問は、中山間地域の諸

問題、中山間地域は農林業が主要産業にならざ

るを得ず、中でも林業の復興なくして地域振興
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はあり得ないという基本的考えに立って、質問

をいたします。

日本は島国であり、山国であります。この100

年間を見ても、森林面積率が65～67％の間を推

移している、世界に冠たる森林国であります。

今でこそ人口が、文化の中心地が平野部におり

てきており、山の寂しさが当たり前のように

なっておりますが、平野部に人口が移動し出し

たのは徳川の時代、それ以前の長い年月、山の

文化があったのであります。それは縄文の時

代、旧石器の時代にまでさかのぼることがで

き、山のにぎやかさに支えられて森林は守られ

てきたと言われています。文明人はその足跡に

砂漠を残したと言われるように、多くの文明国

が森林を破壊することによって文化を育ててき

たのに対し、日本は木を植えることで文化を育

ててきた国と言われています。もちろん、高温

多湿の夏を持つ温帯モンスーン気候に位置して

いることも、大きな要因であると思います。

戦後、日本は工業化社会を目指し、生産の現

場を沿岸部に集中させ、分散していた人口が都

市に移動し始め、高度経済成長期にそれが顕著

となりました。工業製品を海外に輸出し、その

見返りとして安い農林水産物を輸入、中山間地

の基幹産業である農林業が立ち行かなくなり、

人口がさらに都市に集中する。政治力まで都市

に集中し、地域間の格差が広がっているのが現

実であります。確かに、経済成長は物質的に豊

かな社会をもたらしました。一方で、連日の殺

人事件、そして自殺者の増加、私は、経済成長

が置き去りにしたものは、ふるさとである中山

間地域、そして日本人の心ではないかと思いま

す。経済成長期の中山間地問題は、単に過疎問

題でありましたが、今や、山の崩壊が起き、下

流域の都市住民や漁業者などと流域全体を巻き

込んだ広範囲なものになっております。知事の

マニフェストの中に、中山間地域に対する思い

が伝わってこないのであります。中山間地域に

対する位置づけ、役割について、知事の率直な

考えをお伺いしたいと思います。

さて、今回の県会議員選挙の投票率55.38％、

過去最低。東国原知事が誕生した１月の知事

選64.85％を大きく下回り、存在感薄い県議と、

投票率の低さばかりが話題となりました。一方

で、西米良村と諸塚村が90％を超え、椎葉村と

美郷町が80％を超えています。これは、候補者

が地元から、また近くから出たというわけでは

決してありません。知事選においても、ほかの

選挙においても、これらの町村、そして西臼杵

郡を加えた、いわゆる県北の中山間地域はいつ

も投票率が高いのです。

日本農業新聞が読者を対象にしたモニター調

査によると、「村の将来に不安」と答えた人が

中山間地域では97％、ほぼ全員であります。不

安の理由は「過疎・高齢化の進行」「地域の農

業の衰退」が多く、「活性化に必要なものは何

か」との問いに、「収入の増加」、その次に

「農業・農村を重視する国政」というのが来て

おります。政治への期待が大きくなっておりま

す。基幹産業が不振で過疎・高齢化が進む地域

は政治にすがらざるを得ない。この調査の結果

は、県内の投票率によくあらわれているのでは

ないかと思います。知事は、投票率の低さにつ

いてのコメントを新聞でされておりましたが、

この投票率の高さに対する考えをお伺いした

い、そのように思います。

それから、もう一点、知事にお尋ねします。

林業に対する知事の考えでありますけれども、

先ほど十屋議員から質問がありまして、ある程

度のお答えはいただきましたけれども、知事の
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言葉で答えをいただきたいというふうに思いま

す。私のような中央から離れた山村に住んでい

る者は、中学を卒業しますと、村を離れて日向

市か延岡市か、または宮崎市の高校に行きま

す。寮か下宿から通うことになります。１人な

らまだしも、２人がダブついて高校や大学へ入

学することになりますと、自宅通学と比べて大

変な負担となります。私も、中学を卒業すると

同時に村を離れて日向市の高校に行き、下宿を

しました。今から約30年前に、いろいろと回り

道をして帰りました。地元に帰りますと、あと

５年すれば林業はよくなるよという話でした。

それ以来、あと５年、あと５年と何回聞いたこ

とでしょうか。あれから30年、木材価格は下が

る一方、反面、労働賃金は上がるばかりであり

ました。林業は非常に厳しい時代が続いており

ます。しかし、だからといって何もかも行政頼

み、人頼みしていたわけではありません。林家

が力を合わせて木材加工場をつくったり、林業

後継者を育てる組織をつくったり、産直住宅に

取り組んだり、森林認証を取ったり、シイタケ

を振興したり、必死になって活路を見出してき

ました。そうして今、ようやく目の前に国産材

の時代到来という新たな局面を迎えています。

先日、押川議員も、ある本のインタビューで知

事が林業に力を入れたいという話をしているこ

とを紹介しました。知事の林業に対する思い

を、知事の言葉でお答えいただきたいと思いま

す。

後の質問は自席から行います。（拍手）〔降

壇〕

○知事（東国原英夫君）〔登壇〕 お答え申し

上げます。

中山間地域の位置づけについてであります。

平野の周辺から山地に至る中山間地域は、森林

の整備や農業生産活動等を通じた県土の保全、

水源の涵養、食料の供給機能など、県民の生活

を守る重要な役割を果たしております。また、

個人の価値観が物の豊かさから心の豊かさの重

視へと変化する中で、豊かな自然環境や伝統文

化を有する中山間地域は、都市住民にいやしの

場を提供するなど多面的な機能を有しておりま

す。私は、豊かな自然や、神話・伝承などの歴

史文化、安全で安心な農林水産物など、本県の

中山間地域が有する多くの地域資源は、全国に

誇るべき財産であり、県民全体の宝であると考

えております。一方で、中山間地域は、過疎

化、高齢化の進行や担い手の減少、耕作放棄地

の増加等により、地域活力や多面的機能の低下

が懸念されている状況にあります。したがいま

して、今後とも国、市町村と連携しながら、生

産基盤や生活環境基盤などの社会資本の整備を

進めるとともに、定住条件の改善や就業機会の

確保に努めるなど、地域の実情に応じたさまざ

まな施策を総合的に講じながら、中山間地域の

振興を図ってまいりたいと考えております。

続きまして、中山間地域の投票率の件であり

ますが、選挙の投票率につきましては、御指摘

のとおり、各種選挙を通じて、中山間地域の市

町村のほうが都市部より高い傾向にあります。

これは全国的にそうかと言えます。御質問にも

ありましたように、中山間地域においては、都

市部と比べ交通インフラなどの社会資本の整備

がおくれているため、政治や行政に対する期待

が高いこともその理由の一つかと思います。ま

た、このような地域におきましては、住民の連

帯感が強いことや、行政と住民との関係が近い

ことなども、このような投票結果につながって

いる要因ではないかと思っております。

続きまして、林業についてでございますが、
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私は、再三、「森林を守る。50年後、100年後を

見据えて今、森林を守る。それが宮崎モデルの

一つの要因ではないか」と発言させていただい

ている次第でございます。御案内のように本県

は、杉の素材生産量が平成３年から16年連続し

て全国１位になるなど、国内有数の国産材供給

基地としての地位を築いておる次第でございま

す。しかしながら、御案内のように、木材価格

の長期的な低迷や、林業担い手の減少・高齢化

など、林業を取り巻く環境は厳しい状況が続い

ております。このような中で、山村地域の基幹

産業である林業を活性化していくことは、地域

の振興を図る上で極めて重要な課題であると認

識しております。昨今、御案内のように木材価

格が上向きになったことで、一縷の光というも

のは差してきたんじゃないかなと考えておりま

す。今後、できる限りの施策を講じて、森林の

整備保全に全力を傾注してまいりたいと考えて

おります。森林が滅びれば国土が滅びる、地方

が滅びれば国が滅びる、私はそういうような認

識でいます。〔降壇〕

○黒木正一議員 知事はある本の中で、林業の

振興のために勉強会を立ち上げるというような

ことを言われておりますが、どのような勉強会

を立ち上げるのか、おわかりでしたらお答えい

ただきたいと思います。

○知事（東国原英夫君） 先日も環境森林部の

方々とお話ししたんですが、一応議会が終わっ

て、そのような勉強会を立ち上げる方向で考え

ております。

○黒木正一議員 どのような勉強会でしょう

か。

○知事（東国原英夫君） 森林環境を考える全

体的な会議でございます。

○黒木正一議員 次に行きます。次は、各部長

にお尋ねをいたします。私の家は、山の中腹に

しがみつくようにといいますか、はいつくばる

ように点在している集落の中にあります。ある

海岸部の人がそれを見まして、日本のマチュピ

チュだと言いました。これは喜んでいいのかど

うかわかりませんが、そんな山奥に住んでいま

すから、山村のことはよくわかっているつもり

でおりました。しかし、この広大な入郷の山間

部を歩いてみて、驚くこと、知らなかったこと

が幾つもありました。まず、高齢者世帯の多

さ、ひとり暮らし、２人暮らしの多さ、空き家

がだんだんと多くなっていること、鳥獣被害に

悩んでいる人の多いこと、台風災害などの自然

災害におびえている人の多さ、知っていたつも

りだったこれらの問題は大変深刻なものになっ

ております。

そこでまず、高齢者のひとり暮らしや２人暮

らしの問題であります。阪神・淡路大震災のと

き、多くの高齢者が亡くなられましたが、ひと

り暮らし、２人暮らしの老人世帯が都会でも多

いんだなと思ったものでした。また、一昨年の

冬だったでしょうか、長野や新潟の豪雪のと

き、屋根の雪おろしの事故や雪の下敷きになっ

て亡くなられたのはほとんどが高齢者であり、

ふるさとはお年寄りが守っているのだなと感じ

たものでありました。

私が訪ねたある家のことでありますが、隣の

家からは車で10数分離れた家、車がないからだ

れもいないかなと思いました。だが、家の中で

大きな声がする。だれかいると思って声をかけ

ても返事がない。玄関に「訪問販売お断り」と

書いた札があるので、警戒しているのかなと思

いましたが、テレビの音がする。玄関の戸をあ

けて大声で呼んでも返事がない。もしかしてテ

レビをつけたまま倒れているのかもと中に入
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り、中の戸をあけると、ようやく気づいて、体

全体でやっと振り返るお年寄り、こういう人が

ぽつりぽつり何人も住んでいます。この人たち

が幸せか不幸かはわかりません。ただ、言い方

は悪いかもしれませんが、現代社会の孤独の象

徴、地域間格差の象徴ではないかと思うので

す。夫や家族を戦場に送ったかもしれない。子

供たちを都会に送り、今日の豊かな社会をつ

くった恩人ではないでしょうか。こういう方々

が大事にされる社会、そうでなくてはならない

と思います。

もちろん、それぞれの地域地域で声をかけ合

う役割を決めたり、災害のときは安全の確認を

し合う仕組みをつくったり、郵便配達のとき声

をかけたり、いろいろな方法でサポート体制を

つくっています。しかし、これからは高齢者が

高齢者を支えるという時代になります。県内の

ひとり暮らし、２人暮らしの世帯がふえている

と思いますが、現状と見通し、それから、県の

対応、今後どのようにしていくのかということ

を福祉保健部長にお尋ねいたします。

○福祉保健部長（宮本 尊君） 少子高齢化や

核家族化の進行により、ひとり暮らしや夫婦の

みの高齢者世帯が増加しておりまして、特に中

山間地域では、過疎化の進行と相まって、その

傾向がより強くなっております。中山間地域の

高齢者は、長い間その地域社会を守り、支え続

けてきた方々であり、今後とも、その住みなれ

た地域で安心して生活していただくためには、

医療の確保とか介護保険制度の円滑な運用はも

ちろん、その地域の実情に応じて、日常生活を

地域で支えるための仕組みをつくっていくこと

が大変重要であります。こうした取り組みの一

助としまして、県といたしましては、高齢者等

保健福祉推進事業等によりまして、市町村の社

会福祉協議会などが実施する配食・入浴サービ

ス、移動の支援、宅配サービス、それから高齢

者の見守りネットワークづくりなどの取り組み

に対して支援を行ってきたところであります。

今後とも市町村と連携して、高齢者を地域で支

え合う取り組みに対して積極的に支援してまい

りたいと考えております。以上です。

○黒木正一議員 次に、空き家対策についてお

聞きをいたします。この件につきましては、先

日、丸山議員のほうから質問があり、その現状

や取り組みについてはお伺いいたしました。重

複する点もありますけれども、改めて質問いた

します。

私の周りもそうでありますけれども、空き家

がふえています。一方で、過疎の村にも都会か

ら移り住んでいる人たちがいます。山の仕事に

従事する人、炭窯をつくって炭焼きをする人、

ある若い夫婦に「何もないところによく来まし

たね」と言いましたら、「何もないけど、何で

もあるじゃないですか」と言われました。都会

で定年を迎えて移り住んでいる人もいます。雪

崩を打ってとまでは無理でしょうが、都会から

田舎へという予兆が、ぽつりぽつり確かにあら

われています。これまでの人口減少は、主とし

て世帯員数の減少によるものでした。しかし、

ひとり暮らし、２人暮らしの世帯増加により、

人口減少は世帯数の減少を伴うものとなりま

す。つまり、空き家がますますふえることは間

違いありません。集落に空き家がふえ、朽ちて

屋根が落ちた家、つるに巻かれた家は寂しいも

ので、集落の活力もなくなります。空き家の活

用と同時に、今後どう処分するかも今後の課題

と考えますが、空き家対策について地域生活部

長にお伺いいたします。

○地域生活部長（丸山文民君） 中山間地域で
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の空き家対策についてであります。今、議員御

質問されましたように、空き家は中山間地域に

おいて増加傾向にありまして、空き家の有効活

用が図れないかというような声を伺っていると

ころであります。住居に関することは、具体的

に二地域居住を検討されている方々にとりまし

ても、大変優先度の高い関心事項ではないかな

と思っております。空き家の活用は、二地域居

住を進める上で有効な手段の一つではないかと

考えております。このようなことから、県とい

たしましては、今議会に提案しておりますけれ

ども、「宮崎に来んね、住まんね、お試し事

業」の中で、市町村において登録物件等を紹介

する「空き家等情報バンク活動」への補助制度

を設けまして、その活動を積極的に支援してま

いりたいというふうに考えております。

○黒木正一議員 それでは、鳥獣被害の対策に

ついてお尋ねをいたします。被害がどんどんと

広がっております。猿やシカの影響でシイタケ

の生産を断念した地域、植林後のシカの食害対

策に多大な労力と費用を余儀なくされている林

業者等、農林産物の生産意欲の低下につながっ

ています。ある地域に行きますと、住宅と家庭

菜園を鳥獣被害から守るために、住宅と家庭菜

園の周りを網と電気さくで囲んでいる農家があ

りました。どうなっているのかとのぞいてみま

すと、家の人が「入ってこい」と言うものです

から、どうやって入ろうかと迷っていますと、

「網をくぐって入ってこい」と言うのです。鳥

獣被害のために人間が網の中で生活している。

そんなところさえあります。豊かな森づくりを

怠っている人間社会への警鐘かもしれません。

県のほうでも、それぞれの動物に対して対策が

とられておりますけれども、現状とその対応に

ついて、環境森林部長にお尋ねいたします。

○環境森林部長（髙柳憲一君） シカ、猿など

の野生鳥獣による農林作物への被害額というの

が、ここ数年２億円程度で推移をいたしており

ます。県ではこれまで、電気さくの設置ですと

か、あるいは有害鳥獣駆除への助成を行ってき

たところであります。特にシカにつきまして

は、雌ジカを狩猟する区域、あるいは狩猟期間

を１カ月延長する区域を設定するなど、捕獲の

強化に努めてきたところであります。しかしな

がら、一部地域では、お話にありましたよう

に、被害が深刻化しているところもございま

す。より効果的な被害防止対策が必要であると

いうふうに考えております。

このため、猿につきましては、今議会でお願

いをいたしております「野生猿被害防止総合対

策事業」におきまして、地域の被害実態に応じ

た対策の構築、あるいは地域での相談体制の整

備、さらには捕獲活動への支援を強化すること

といたしております。また、シカにつきまして

は、今年度から、雌ジカの狩猟できる区域を県

下全域に拡大いたしますとともに、狩猟期間を

延長する区域も拡大することといたしておりま

す。今後とも市町村等関係機関と一体となっ

て、より実効性のある被害防止対策に努めてま

いりたいというふうに考えております。

○黒木正一議員 それでは、台風、大雨の災害

対策についてお尋ねしたいと思います。

昨今の異常気象、地球温暖化によるものと思

われますが、台風や局地的な豪雨など、これま

での常識では考えられない自然災害が、国内外

で増加しています。一昨年の台風14号、県内で

これまでで最大の被害をもたらしました。私の

住む耳川流域でも、とうとい人命が失われまし

た。私の地元の商店街も、２年続きの洪水に見

舞われました。水の引いた商店街を見たとき
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に、この先どうなるだろうかと思いまして、言

葉もない状況でありました。そういう中、地域

の方々、地域の建設業の方々、県の出先の職員

の方々、学校の先生方、ほかの市町村の方々、

多い日には数百人のボランティアの方が集まっ

て、片づけの手伝いをしていただきました。多

くの生活物資、義援金も届けられました。この

ような温かい支援に支えられて、ほとんどの商

店が復興し、営業を始めております。しかしな

がら、土砂の堆積、上流の山崩れ、山林のひび

割れなど危険な状況があります。雨が音を立て

て降ると気が気ではありません。災害を未然に

防止するには、河川土砂のしゅんせつ、ほか

に、適切な河川管理や予防的治山治水事業を計

画的に推進し、災害に強い安心して住める県土

づくりに努めるべきと考えますが、環境森林部

長、県土整備部長に考えをお伺いいたします。

○環境森林部長（髙柳憲一君） 本県の山間地

というのは非常に地形が急峻で、地質的にも非

常に脆弱であるということから、山腹崩壊等の

災害が多く発生をいたしております。特に平

成16年、17年の台風では、県北を中心に過去に

例を見ない大災害が発生いたしまして、県民生

活に大きな影響を与えたところでございます。

山地災害予防対策の推進を図りますことは、大

変重要な課題であるというふうに考えておりま

す。このことから、県民の方の生命・財産に直

接影響を与えるおそれのある4,363カ所を山地災

害危険地区として指定いたしまして、このうち

危険度の高いところから計画的に、治山ダムあ

るいは山腹工、地すべり防止工等の予防対策に

努めておるところでございます。また、梅雨や

台風時期を前に、市町村等と合同で危険地区の

調査・点検を行いまして、早目に対策を検討す

るなど、災害の未然防止にも取り組んでいると

ころでございます。今後とも、関係機関と連携

を図りながら、現地に合った山地災害予防対策

を実施して、災害に強い県土づくりを推進して

まいりたいというふうに考えております。

○県土整備部長（野口宏一君） 県土整備部の

ほうからもお答えいたします。

本県は、地理的・自然的条件などから、台風

などによりまして風水害や土砂災害を受けやす

い状況にありますことから、安全で安心な暮ら

しの確保を目指しまして、災害に強い県土づく

りを推進しているところであります。治水上支

障がある堆積土砂の除去など適切な河川管理を

行うとともに、災害時の避難を円滑にするため

のソフト対策と一体となりました河川改修や砂

防施設整備などの、防災対策の計画的な推進に

努めているところであります。平成17年の台

風14号では、未曾有の被害を受けまして、これ

までに堆積土砂につきましては約150万立方メー

トルを除去したところであります。今年度も引

き続き実施をしてまいります。また、河川激甚

災害対策特別緊急事業などによりまして、五ヶ

瀬川や大淀川、耳川など甚大な浸水被害が発生

しました河川の改修を重点的に実施するととも

に、砂防堰堤など防災施設整備を計画的に実施

しているところであります。県といたしまして

は、今後とも、適切な河川管理や予防的治水対

策の推進に努めてまいりたいと考えておりま

す。

○黒木正一議員 県土整備部長にお尋ねをいた

します。私は昨日、河川の災害復旧、地すべり

防止工事の状況を改めて、一部ではありますけ

れども、見に行ってきました。工事は着々と進

行しておりますが、川の流れ、また山の土質、

ひび割れ状況等、毎日そこを見ている地元の人

が、これまでの経過、自然状況というのを一番
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わかっているというふうに思います。もちろん

工法とかそういったものは、素人でありますか

らわかりませんが、最少の予算で最大の効果、

つまり次の災害を未然に防ぐためには、地元の

方々の意見を聞いて説明をし、事業を進める必

要があると思います。そのような方法を十分に

とられておるかどうか、県土整備部長にお尋ね

いたします。

○県土整備部長（野口宏一君） 耳川流域で

は、平成17年の台風14号におきまして、非常に

大きい山腹崩壊とか浸水被害が多数発生してお

りまして、諸塚村の中心部につきましては、浸

水被害の甚大さから、河川改修などの防災対策

に早急に取り組む必要があると考えておりま

す。その中で、現在、河川改修につきまして、

国、学識経験者あるいは九州電力というような

ところで、技術的な検討を昨年度までにほぼ完

了したところでございまして、今年度は、地元

の皆さんの御意見を伺いながら、具体的な実施

計画というものを作成していきたいと考えてお

ります。

○黒木正一議員 今の私の質問は、地域の住民

の意見を聞きながら事業を進めているかどうか

ということでございますが、その点についてお

伺いいたします。

○県土整備部長（野口宏一君） 今までも留意

しながら、地域の皆さんの声を聞きながら、事

業を進めていると思いますけれども、今後とも

さらに一層、皆さんの声を聞いていきたいと

思っております。

○黒木正一議員 昨日、工事の現場を見まし

て、また災害が起こるのではないかと心配され

る―素人目でありますけれども―そういう

箇所があったものでありますから、十分に地元

の方々と協議をしながら進めているものかどう

かと少し心配したものですから、今、質問した

ところであります。耳川には民間の利水ダムが

数多くあります。今後の台風や大雨というの

は、これまでの想定を超えたものになるという

ことも予想されます。防災対策というのは、根

本的に見直す必要があるというふうに思いま

す。ダム管理者や関係機関が連携して、県民の

生命・財産をどうしたら守れるのかという最善

策を講じる必要があると考えます。県の取り組

みについては今、部長からお答えがありました

ので、お答えは要りませんけれども、本当にど

うやったら県民の生命が守れるのか、それを最

優先にして、どうか防災対策を民間企業と相談

しながら考えていただきたい。答弁は要りませ

ん。

続きまして、林業の政策についてお尋ねをい

たしますが、この件につきましては、先ほどの

十屋議員が先に質問をしてしまいましたので、

その考えについてもお聞きをいたしたところで

ありますけれども、きょうは地元からも林業地

帯から大勢傍聴者も見えておりますので、重ね

てお聞きしたいと思います。

国産木材に追い風が吹き始めたと言われてお

ります。一つは、輸入外材の価格の高騰にあり

ますが、日本は蓄積された40億立方メートルの

人工林を持っておりますが、宮崎県でも民有林

だけで9,900万立方メートルの蓄積、杉の標準伐

期を迎えたものが6,000万立方メートルを蓄積し

ており、年間成長量も200万立方メートルと、こ

のように資源が蓄積されております。外材が高

くなり、国内の人工林がいよいよ収穫期を迎え

た、まさに機は熟したのであります。しかし、

現在の現場において、木材価格の低迷、労働力

の減少、高齢化により、大型機械による大面積

伐採で未植栽地がふえ、山が荒廃するという悪
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循環に陥っています。輸入木材価格が上がり、

いよいよ国産材の時代が来たといいましても、

８割は輸入外材であります。今、輸入外材にか

わる安定した量、質の供給体制が求められてお

ります。

しかしながら、残念なことに、山元には、安

定供給し、再造林する人とエネルギーが不足し

ています。全国の林業就業者、ピーク時に40万

人を数えたのが、今や６万人、宮崎県でも9,000

人を超えていたものが、2005年には2,300人、そ

のうち60歳以上が35.5％、まさに高齢化してお

ります。国産材の時代が来たから安定供給しよ

うと思っても、人は山から去っているのです。

しかしながら、私たちはこれ以上、外国の資源

を食いつぶすことは許されませんし、林業再生

だけでなく、50年後、100年後のために豊かな森

林環境をつくる責任があると思います。再度、

環境森林部長にお尋ねいたします。再生産可能

な林業を振興していく基本的な考えをお伺いい

たします。

○環境森林部長（髙柳憲一君） 森林につきま

しては、今、議員おっしゃいましたようないろ

んな課題を抱えております。これは木材の生産

はもとよりでございますが、県土の保全や水源

の涵養、あるいは今、問題になっております地

球温暖化の防止など、県民生活に欠くことので

きない多面的な機能というのを森林は有してお

ります。このようなことから、本県の豊かな森

林を県民共有の財産として保全しますととも

に、経済資源として積極的に活用することによ

りまして、再生産可能な林業を確立することが

非常に重要であるというふうに考えておりま

す。このため県としましては、補助事業等を活

用した間伐の推進、あるいは伐採跡地の再造林

を引き続き支援いたしますとともに、新規就業

者の確保、あるいは林業技能者養成の担い手対

策などにも取り組み、健全で多様な森林づくり

を進めているところであります。さらに今、議

員のお話にありましたように、最近の外材から

国産材利用への転換の動き、これを的確にとら

えまして、川上と川下が一体となって、素材を

安定的に供給する新生産システムの導入ですと

か、あるいは県内外への販路拡大等の取り組み

によりまして県産材の需要拡大を図り、森林・

林業の活性化を推進してまいりたいというふう

に考えております。以上でございます。

○黒木正一議員 林業の担い手をどうするかと

いう問題は、非常に大きな問題であるというふ

うに思います。いろんなところで育成策がとら

れておりますけれども、ある程度研修を受けた

人も、最後は半数近くがほかの仕事につく、そ

ういう報告もされております。今後の担い手に

ついて、もう一度どのようにお考えかお尋ねい

たします。

○環境森林部長（髙柳憲一君） 議員御指摘の

ように、林業の就業者は年々減ってきておりま

す。やはりこの確保がされませんと、川下も大

きな影響を受けます。そのための方法として

は、当然、新規就業者をいかに確保するのか、

あるいはそういう林業の技能者の事故とかいろ

んな面もございますし、またしっかりした技能

者の育成、養成というのは非常に大変でござい

ます。これについては、いろんな手だてを講じ

ておりますが、やはり現実的には山でそういう

業務に従事して生計が成り立つということが前

提になります。そのためにはいろんな、要する

に林業が業として成り立つような仕組みという

のは当然必要でございます。先ほど申し上げま

したように、昭和54年ですか、１立方が３

万5,000円超えていた時代から9,000円まで落
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ち、今ようやく１万円を超えるような回復。こ

れはいろんな外材との関連でそういう状況があ

りますので、こういった流れを的確につかん

で、当然、新規就業者につきましては、いろん

な―県内でも例えば建設産業の問題も従事者

の問題もございます。関係部局、市町村とも十

分連携をとりながら、そういった確保に努めて

いきたいというふうに考えております。

○黒木正一議員 林業をなりわいとするという

のは、今から木を植えましても、果実があらわ

れるのは40年か50年先であります。特に環境に

強い森林をつくろうと思えば、やはり100年と

か200年の計をしなければならないということ

で、なりわいとしてやっていく、産業としてい

くというのは非常に困難な面があります。そう

いうものを踏まえて、どこで森林を守るのか、

どこでそういう仕組みをつくっていくのかとい

うのは非常に難しい問題があろうと思います。

今後しっかりと対策をしていただきまして、再

生産できる仕組みをどうやってつくっていくの

かというのが、この新しい国産材時代の中で非

常に求められている取り組みであると思います

ので、ひとつしっかりとした対応を、これは県

だけでなくて一緒になって取り組んでいくよう

に、今後ともよろしくお願いしたいというふう

に思います。

次に、木質バイオマスの件についてお尋ねを

いたします。現在、トウモロコシを家畜と車が

奪い合うような時代になっています。30年以上

前になりますけれども、トウモロコシの輸出国

アメリカで、将来の食糧難を予想して、人道的

に、家畜にはトウモロコシを与えられなくなる

かもしれないというようなことで、のこくずを

肉用牛のえさに利用しようという研究が行われ

ていました。今どうなっているのかはわかりま

せんが、日本の持つ唯一の循環可能な資源が森

林と言われております。各地でいろんな用途に

活用されておりますけれども、これは地域の活

性化につながることであるとも考えられます。

木質バイオマスの本県での取り組み、今後の取

り組みについて、環境森林部長にお尋ねをいた

します。

○環境森林部長（髙柳憲一君） 木質バイオマ

スにつきましては、本県では、利用されずに森

林内に残された間伐材、あるいは製材工場で発

生いたします端材など、多くの木質バイオマス

資源が発生をしておりまして、その有効活用を

図ることは大変重要であるというふうに考えて

おります。これまで、製材工場の端材などは、

製紙の原料となるチップですとか、あるいは畜

産用の敷料―要するに敷きわらの代用品でご

ざいますが―こういったものに主として利用

されてきましたが、近年は、県内製材工場等に

おいて木質ボイラーが導入されまして、木材乾

燥や発電の熱源としての利用が図られておりま

す。県といたしましては、今後とも資源を無駄

なく有効活用し、地球温暖化防止や循環型社会

の構築にも貢献するよう、熱源としての利用を

促進しますとともに、関係団体等との連携も図

りながら、新たな分野での利用拡大にも努めて

まいりたいというふうに考えております。

○黒木正一議員 次に、知事にお尋ねをいたし

ます。「そのまんまマニフェスト」に「環境税

の導入を検討」というふうにありますけれど

も、これは森林環境税のことでしょうか、お尋

ねいたします。

○知事（東国原英夫君） そうでございます。

○黒木正一議員 私はこのマニフェストを見

て、環境税の導入というのを見まして、

「おっ」と思いました。私どもはこれまで、森
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林を守るのは国の役割ではないかと思いまし

て、国税としての森林環境税の創設を求めて市

町村議会の促進議員連盟をつくり、市町村の促

進連盟と歩調を合わせて、10年来、各関係機関

に要望を続けてきました。国においては、環境

税が政府税調において議論されております

が、17年度に引き続き、18年度税制改正におい

ても見送られています。

先日、井本議員の質問の中でも、先ほどの十

屋議員の質問の中でも出てきました「不都合な

真実」という映画の話がありました。その書籍

版でありますけれども、223ページと224ペー

ジ、見開きの航空写真が載っております。一方

がハイチ、一方がドミニカ共和国の国境線であ

ります。一方は豊かな森林で、もう一方は茶色

のはげ山、国の森林政策によってこれだけ極端

な違いになるんです。京都議定書目標達成計画

の目標達成には、現在より20万ヘクタール多

い55万ヘクタールの山林で毎年間伐などを行う

必要があるとされています。実施のためには、

安定的な財源を確保しなければ実現は不可能と

考えられます。その手段としても国税としての

環境税を国に要望する考えはないか、知事にお

尋ねいたします。

○知事（東国原英夫君） 地球温暖化防止等に

貢献する循環型社会の構築に向けては、二酸化

炭素の吸収源として重要な役割を果たすと考え

ております、多様で健全な森林の整備保全に努

めることが、重ねて必要であると考えておりま

す。このため、本県では昨年４月、森林環境税

を導入し、水を貯え、災害に強い森林づくり

や、県民等による森林づくり活動への支援等に

取り組んでいるところでございます。一方、国

に対しましては、温暖化対策のための税制度を

早期に創設し、それを財源として森林整備事業

への地方財政措置等の充実強化を図るよう、平

成16年度から毎年要望してきたところでござい

ます。本年５月にも要望を行ったところでござ

います。

○黒木正一議員 ぜひとも安定的な財源確保の

ために御努力いただきますように、お願いをし

たいと思います。

さて、知事に質問をいたしますが、知事は就

任以来、トップセールスに駆け回るなど精力的

に行動しておられます。多忙なことだろうと思

います。先ほどの質問の中でも、もうスケジュ

ールはいっぱいだという話でありました。しか

し、足元の地元の現状を知ることも大切なこと

であります。知事は選挙期間中、間違っていた

ら大変失礼でありますけれども、村と名のつい

た地域には足を踏み入れられませんでした。人

口の少ない地域に住んでいる人も県民でありま

す。知事にいつ会えるのかと待っております。

どうか現地に足を運んでいただいて生の声を、

僻地でも一生懸命汗を流している人たちの声を

聞く機会をつくってもらうように、お願いをい

たします。また、県庁の職員の方々にも、積極

的に県内各地に足を運ぶように促していただき

たいと思います。県庁職員の方々は能力、情報

を持った方々です。地域の資源開発など再発見

につながるのではないかと思いますが、知事の

考えをお伺いいたします。

○知事（東国原英夫君） 選挙中のことでござ

いますが、確かに椎葉村、諸塚村あたりには行

けなかったと思います。それは、向かう途中で

拡声機が壊れまして、それでＵターンせざるを

得なかったという事情がございました。事実

行っておりません。その後、就任してから、ま

だ椎葉村には行ってないですけれども、諸塚あ

たりは行かせていただいております。今後また
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中山間地域を中心に、実際に自分の目で見るよ

うに心がけたいと考えております。

あわせて森林というのは、木材の供給はもと

より、きれいな水や空気の供給、山地災害の防

止や海への栄養分の供給など、重要な役割を果

たしていると考えております。しかしながら、

近年、木材価格の長期低迷等により、植栽未済

地や間伐など手入れの行き届かない森林の増加

が懸念されており、森林の適切な整備・保全が

課題となっております。このため、伐採跡地の

植栽や間伐等に対する支援に加え、昨年度から

は、「宮崎県水と緑の森林づくり条例」を施行

するとともに、森林環境税を導入し、県民やボ

ランティア団体、民間企業等も含めた、県民挙

げての森林づくりに取り組んでいるところでご

ざいます。今後とも県民総力戦による森林づく

りを進め、水と緑に恵まれた豊かな郷土を未来

の世代に引き継いでまいりたいと考えておりま

す。

○黒木正一議員 先ほど私は、山の中に住んで

おりながら山の中のことがわからなかったとい

うふうに申し上げましたけれども、私は今、山

村の中をずっと歩きながら思うことがありま

す。「おもてなし日本一」の宮崎県をつくろう

という話でありますけれども、これは具体的に

名前を挙げますと、椎葉村の山村に行きます

と、何げなく立ち寄りましても、お年寄りの人

たちが仕事をやめて着がえをしてお茶を出して

くれる。そして、話をしていると台所に上がっ

てリンゴの皮をむき出す。こういうことが当た

り前というか、自然にできるわけです。私は、

こういうことこそ本当におもてなしの心ではな

いかというふうに思いますので、ぜひそういう

ところにも足を運んでいただきたい。

それと、私たちが気づかない、本当にすばら

しいいろんな郷土芸能、伝統芸能が各地に残っ

ております。人口が減少していきますと、果た

してこういうことができるのだろうか、集落が

崩壊していくと、こういうすばらしい伝統芸能

とかが立ち行かなくなる、そういうことを心配

しています。今は、いろんなものがことごとく

欧米化しています。漫才にも「欧米か」という

かけ合いがありますけれども、そういう中で、

本当に日本的、日本的というよりもむしろアジ

ア的と言えるような神楽とか、そういう郷土芸

能がまだ山村にはあります。これは森林文化だ

と思います。こういうものもぜひ、知事はもち

ろんでありますけれども、県庁の職員の皆様方

にも見ていただいて、そして宣伝していただい

たり、また地域のいろんな埋もれている、地域

の人がわからないものを発見していただけれ

ば、そういう交流ができれば、本当に県民総力

戦で、今後すばらしい宮崎県づくりにみんなで

取り組めるのではないかというふうに思いま

す。この点は要望いたしまして、私の質問を終

わります。（拍手）

○中村幸一副議長 以上で午前の質問は終わり

ます。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時54分休憩

午後１時０分開議

○坂口博美議長 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

次は、10番松村悟郎議員。

○松村悟郎議員〔登壇〕（拍手） 児湯郡選出

の松村悟郎でございます。今回初めての議会で

ございます。きょうは地元からも応援に来てい

ただいております。皆様の地域の声を本当に県

政に、そして県の抱えている課題に全力で取り
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組んでまいりたいと思います。東国原知事、

「どげんかせないかん」という思いも、私も県

議会の場でしっかりやっていきたいと思いま

す。よろしくお願い申し上げます。

きょうは一般質問ということで、いつもより

朝早く起きました。一般質問の前にちょっと皆

さんにお知らせをと思います。けさの宮日新

聞、実はその一面の記事でございます。この記

事の中で、高鍋のお話でございますけれども、

高鍋商店街でつくる「まいづるカード会」とい

う商店街のお話で、商品券で子育て支援という

記事がございます。乳児あるいは１歳６カ月児

健診で、「まいづるカード会」という経済振興

をやっているグループが、乳幼児・少子化対策

の活動をしているという記事でございます。こ

の件に関しましては、宮崎県も「みんなで子育

て応援運動」ということで、記事の中にもござ

いますが、児童家庭課の佐藤健司少子化対策監

の「県全体に紹介していきたい。ぜひ広げた

い」というコメントも載っております。私も商

店街の出身でございます。地域の商店街は、大

店舗法改正のあおりを受け、その後、相次ぐ大

型店の進出で、中心市街地、地方の市街地も空

洞化が目立っております。つい最近も、商店主

がいなくなったり、後継者がいなくてお店を閉

める、地方の商店街の苦悩も大きなものがござ

います。シャッターの閉まっている店が目立っ

ているのが現状ではないでしょうか。そんな中

で、大型店に負けない、お店は小さくても地域

でまとまれば消費者のサービスはできるんじゃ

ないかということで、ポイントカード事業を７

年前に立ち上げたのが「まいづるカード会」と

いうことでございます。実は私もその一員でご

ざいます。今回そんな中で、このように新聞に

取り上げられ、苦悩しながらも地域の問題を商

業者、そんなグループが一緒になって取り組め

る、このことは私もけさの新聞を見て地域の誇

りだと思いました。ぜひ皆さんも一度読んでい

ただきたいと思います。

それでは、早速質問に入ります。通告に従い

まして、２つの質問をさせていただきます。

まず初めに、本県の市町村合併への取り組み

についてであります。

平成12年に地方分権一括法が施行され、14年

に市町村合併特例法が５年間の時限立法で施行

されました。国と地方の役割を明確にし、地域

の住民がみずから地域の行政や経営を主体的に

行う、真の地方自治を確立するものでありま

す。その背景は、少子高齢化が進行し、国、地

方の財政状況も悪化する中で、市町村の行政運

営も大変厳しくなる現状と、将来を見据えてま

すます高度化、多様化する住民ニーズを支え

切っていけるのか、また、交通網や情報サービ

スの飛躍的な発達により、住民の生活圏が既存

の市町村の枠を超えて大きく広がっており、小

さな自治体で的確にそのニーズにこたえられる

ようになるのか、こんなことが平成の大合併推

進の大きな背景となっています。

これまでの市町村合併は、小学校設置を一つ

の目安とした300戸から500戸を標準とした明治

の大合併、そして中学校事務処理の人口8,000人

を標準とした昭和の大合併が行われました。そ

の間、７万以上あったものが約3,400の市町村数

になりました。昭和36年からは大きな変動はな

く、平成11年３月には3,232の市町村数でありま

した。今回の合併特例法による全国の取り組み

では、その数が本日現在1,804市町村と大きく合

併が進み、新たな地域づくりに取り組んでいる

ところであります。しかし、合併に至ったとこ

ろと、そうでないところとの行財政力の格差は
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大きなものが出てまいります。人口１万人以下

の小規模自治体も500近くあります。国も新たな

合併新法の中で、さらなる市町村合併を進めよ

うとしております。本県においても、平成13年

５月に市町村合併支援本部を設置し、合併に向

けた取り組みを行ってこられました。44の市町

村から現在30市町村と、一定の成果は上げてい

るものと思われますが、これまでの本県の市町

村合併の進 状況やその取り組みについてどの

ように考えられるか。また、今後の合併新法の

中で県の果たす役割について、知事にその考え

方をお伺いいたします。

次に、南九州大学移転についてであります。

昨年８月、突然の南九州大学高鍋キャンパス

都城市移転計画の発表に、大激震が走りまし

た。地元高鍋町にとっては全く信じられない事

態であり、すぐに全町挙げての存続運動が起こ

り、５万人以上の署名を集めるなど、大学当

局、都城市、そして宮崎県へと要望活動が行わ

れました。南九州大学創立以来40年に及ぶ長い

歴史の中で培われてきた大学との信頼関係、大

学生との交流と深いきずなは何だったんだろう

かと、本当に思い知らされたものでございまし

た。高鍋キャンパスが一昨年、ＮＨＫのテレビ

ドラマ「わかば」の舞台になったり、また、新

しく校舎も増設されたり、高鍋町とも学園都市

推進協議会を設立したりというやさきでありま

した。昨年４月の大学の定員割れを機に、少子

化が進む中での学生確保という大学経営上の問

題に取り組むためというのが、大学の一番の理

由だったそうでございます。また、何としてで

も誘致したい都城市の立場もわかります。産業

経営大学都城キャンパス跡地の提供と、都城市

からの財政支援が、今回の移転の引き金となっ

たのです。

人口２万2,000人の小さな町からの移転です。

人口17万人の都城市との同じ県内での大学の取

り合いという構図に、西都児湯の市町村長会、

そして議会、また県内の町村長会までも、県内

の均衡ある発展と、市と町村との対立構図は望

まないということで署名活動もされ、宮崎県知

事へ要望書も提出されました。しかし、そのか

いもなく、本年３月に大学と都城市は移転の協

定書に調印され、正式に決定されたようでござ

います。大学のなくなる高鍋町、２万2,000人の

町から800人がいなくなると、文化、教育、経

済、それに与える影響はどれほどのものなの

か、町民生活に壊滅的な影響を与えるものと大

変心配しております。特に長年、学生たちの親

がわりとなって大学を支えてきた約100軒ある下

宿・アパートを経営する皆さんの声は、本当に

悲痛なものがございました。このような現状を

踏まえ、高鍋町、そして都城市、それぞれの地

域への影響について、県としてどのように認識

されているのか、知事にお伺いいたします。

以上、壇上での質問を終わり、詳細について

は自席から行います。（拍手）〔降壇〕

○知事（東国原英夫君）〔登壇〕 お答えいた

します。

まず、市町村合併の進 状況についてであり

ます。本県におきましては、平成15年度以降、

各地域で合併協議会が設置され、熱心な取り組

みがなされた結果、本県の市町村数は、これま

での44から30になったところでございます。合

併された市町村におきましては、それぞれの地

域の置かれた状況が異なる中で、多くの関係者

の真剣な協議の積み重ねが実を結んだものであ

り、また、合併には至っていない市町村におき

ましても、合併のさまざまな議論を通じて住民

のまちづくりへの意識が高まるなど、これまで
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の合併への取り組みにつきましては、一定の成

果があったものと考えております。しかしなが

ら、少子高齢化の進行や厳しい財政状況など、

市町村を取り巻く状況が大きく変化する中で、

より多様化、高度化する行政ニーズに的確に対

応するためには、市町村の行財政基盤の強化は

不可欠であり、市町村合併はそのための有効な

方策であります。このようなことから、県とい

たしましては、引き続き自主的な市町村の合併

を推進していく必要があると考えております。

続きまして、市町村合併推進のあり方につい

てであります。もとより、市町村合併は、市町

村と住民の皆様とが一体となって、闊達に議論

を深めていただくことが何よりも重要であると

考えております。そのため、県におきまして

は、平成18年３月、宮崎県市町村合併推進構想

を策定し、それぞれの地域での自主的な合併議

論を促すとともに、新たな合併支援プランによ

り、市町村の合併に向けた取り組みや合併後の

まちづくりに対して、人的・財政的支援に努め

ているところでございます。いずれにいたしま

しても、合併新法の期限まで既に残り３年を

切っておりますので、市町村におかれまして

は、住民の方々に対し、行財政の現状や将来見

通しなどについて十分な情報を提供していただ

き、できるだけ早く本格的な合併の議論がなさ

れるよう、県としても働きかけを行ってまいり

たいと考えております。

続きまして、南九州大学の移転に伴う高鍋

町、都城市への影響についてであります。ま

ず、大学が移転することとなる高鍋町につきま

しては、定住人口の減少による地域経済の縮小

や若者の減少によるまちの活気の低下など、地

域の将来に与える影響は大きなものがあると考

えております。今後、大学が移転した場合、跡

地利用のあり方を含む地域の振興策について、

地元や大学で検討されることになっております

ので、まずはその状況を見守りたいと考えてお

ります。一方、新たに大学が設置されることと

なる都城市におきましては、学生の受け入れや

大学の運営が円滑に進み、大学を中心としたま

ちづくりが、市民と一体となって展開されるこ

とを期待しているところでございます。〔降

壇〕

○松村悟郎議員 それでは、最初の質問であり

ます市町村合併について、自席からの質問をさ

せていただきます。

県内の市町村の合併は、合併新法の中で行わ

れた延岡市、北川町の合併が最後でございま

す。これによって30という数になったわけでご

ざいますが、その後、県内での合併への動き、

市町村の取り組みについてはどのようになって

いるのかお聞きします。地域生活部長。

○地域生活部長（丸山文民君） 合併に向けた

新たな市町村の動きでございますけれども、先

月の31日に、南那珂地区におきまして、日南

市、それから北郷町、南郷町、１市２町で、平

成21年３月31日をめどとして、ことしの10月１

日までに法定合併協議会を設置したいという動

きを、それぞれの首長さんたちが公式に表明さ

れたところであります。今のところ、それだけ

であります。

○松村悟郎議員 その後の県内の動き、県南の

ほうで１つあるということでございます。私も

初めて聞きましたけれども、その後全くないの

かなと思って、私もちょっと心配をしておった

わけでございます。知事が先ほど、宮崎県の合

併構想についてのことをおっしゃいましたけれ

ども、18年３月に策定されました宮崎県市町村

合併推進構想の中で、構想対象市町村の組み合
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わせ、あるいは望ましい市町村となるための組

み合わせということで、10地域と７地域挙げら

れて、推進を進められていると思います。平

成22年３月の合併新法期限内で、今のところ１

つ話が上がっているということですけれども、

そのほかにどのような話が上がろうとしている

のか、または県からそれに向けて活動されてい

るのか。新法期限内での目標といいますか、こ

れぐらいは合併が望ましいという知事の自信を

お伺いしたいんですけれども……。

○知事（東国原英夫君） 県におきましては、

宮崎県市町村合併推進構想を策定し、自主的な

市町村合併を推進する必要があると認められる

市町村の組み合わせを、お示しさせていただい

たところでございます。この合併構想をもと

に、市町村と住民の皆様が合併の必要性や将来

のまちづくりについて議論を深めていただくと

ともに、各地域で合併に向けてのさらなる取り

組みがされるよう強く期待しておるところでご

ざいます。目標といたしましては、これはあく

までも市町村と住民の皆様の話し合いの結果と

いうことでございまして、目標ということを具

体的にお示しすることはできないかなと思って

います。22年４月以前の合併の目標等々も同じ

ことでございます。

○松村悟郎議員 合併推進のために県が果たす

役割、地域の皆さんに合併推進に向けての議論

を深めていただきたいということでございまし

たが、今度の合併新法のもとで合併する市町

村、合併をまだ予定していないところもござい

ます。財政的あるいはソフト支援について、新

法の中ではどういうメニューを用意しているの

か、代表的なところだけで結構でございます。

これは地域生活部長。

○地域生活部長（丸山文民君） 合併新法下に

おける財政的な支援あるいはソフトの支援につ

いてであります。新法下における合併市町村に

対する財政的な支援といたしましては、普通交

付税の算定上の特例措置あるいは特別交付税の

交付、それから合併推進債の制度が設けられて

おります。また、県における財政支援といたし

ましては、合併後の一体的なまちづくりに対し

まして、７億円を上限とする市町村合併支援交

付金を交付することとしております。国や県に

よるその他の支援策といたしましては、合併市

町村のまちづくりに必要な社会基盤の整備など

に対しまして、事業の優先採択や重点的な投資

が行われるほか、合併後の人材育成や、地域づ

くりに必要な助言等を行うアドバイザーの派遣

といった制度などがございます。

○松村悟郎議員 合併特例法のときに話題にな

りましたアメとムチ、合併特例債ということ

で、地域のまちづくりの新しい財源ということ

で大きく取りざたされました。今回の合併新法

の中では、特例債については廃止という形でご

ざいます。これにかわる新たな財政措置は今の

中に入っていたわけですか。地域生活部長。

○地域生活部長（丸山文民君） 旧合併特例法

下の合併特例債、これとは違いまして、新法の

もとにおきましては合併推進債という制度がご

ざいます。

○松村悟郎議員 そして、もう一つ、地域の話

し合いとかを支援するというお話が今ございま

したけれども、実は、県がとり行っております

出前講座とか講演会の開催とか、合併に関して

は、県民への啓発を支援する取り組みが行われ

ております。私も先月、「児湯地域のグランド

デザインを考える草の根会」という会の主催

で、なぜ合併が必要なのかということをテーマ

とした市町村合併支援室の出前講座でございま
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したけれども、これに出席して、非常によい勉

強会だったと思います。40名ぐらいの住民の皆

さんの小さな会でしたけれども、熱心な話し合

いがされたんじゃなかったかと思います。こう

いう県民への啓発活動、出前講座とかでもいい

ですけれども、県内の各地でやられていると思

いますけれども、活動状況についてお伺いした

いと思うんですけれども。地域生活部長。

○地域生活部長（丸山文民君） 出前講座の開

催などの市町村合併に対する啓発でありますけ

れども、今、知事も回答申し上げましたよう

に、合併につきましては、地域住民の皆様方が

主体的に合併の議論を深めていただくことが一

番肝要でございます。宮崎県市町村合併推進構

想、それができた背景とか、その内容あるいは

趣旨、このことを広く地域住民の皆様方に知っ

ていただく、理解していただく必要があります

ので、県におきましては、市町村と協力しなが

ら、これまでも県内各地、たしか８地区だと思

うんですが、大きな市町村での説明会ですね。

こういうふうに伺っておりますし、また合併に

関するパンフレットあるいは新聞広告、今出て

きました出前講座の開催、これによりまして合

併機運の醸成に努めているところであります。

○松村悟郎議員 市民への啓発活動ということ

でございました。合併につきましては、主導権

といいますか、提案するのは各市町村の首長さ

ん、あるいはそれを可決、議決、議会にかける

議員さんたち、この影響が大きいわけでござい

ます。合併に関して、首長さんの役割、議会の

役割というのは非常に大きいわけでございま

す。県として、今、市民に対する啓発というこ

とがございましたけれども、そのような地域の

首長さん、あるいは議会に対しての理解を求め

る取り組みはなされているのか、お伺いしたい

と思います。これも地域生活部長。

○地域生活部長（丸山文民君） 市町村長さ

ん、あるいは市町村議会に対する取り組みであ

りますけれども、市町村長の皆さんに対しまし

ては、今申し上げましたように、宮崎県市町村

合併推進構想の趣旨、それから合併新法のもと

での財政的な支援策につきまして、情報交換や

助言を行ってきております。それから、市町村

議会の皆さんに対しましても、要請に応じて、

その都度、その趣旨説明等を行ってきていると

ころであります。

○松村悟郎議員 私は、先ほど自己紹介もしま

したけれども、児湯郡の出身でございます。児

湯地区は、宮崎県の中で最初に法定合併協議会

を設置した地域でございます。しかしながら、

協議会の途中で解散いたしました。また、その

後に、新富町、木城町、高鍋町３町の住民発議

による法定合併協議会設置が提案をされまし

た。これも木城町議会が否決し、合併への道は

閉ざされたわけでございます。その中で、県内

でいち早く取り組みながら、幾つかの問題を抱

えながら合併に至らなかったというこのこと

を、合併に取り組む宮崎県がどう認識し、その

中身を精査し、反省し、再度地域の合併の取り

組みに生かせるか、今後どう生かして合併支援

に取り組めるか、そのことについてお伺いした

いんですけれども。これも地域生活部長。

○地域生活部長（丸山文民君） 繰り返しにな

りますけれども、合併につきましては、地元の

地域住民の方が主体的に、合併するしないの判

断をされるということが一番大事であります。

今、質問にありましたように、児湯地域では確

かに法定合併協議会を設置され、結果としては

合併には至っていない状況にございます。た

だ、その法定合併協議会を設置された当時の状
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況と比べますと、市町村等の財政状況はさらに

厳しくなっておると認識しております。その中

で、現在の個々の市町村で多様化、高度化する

行政ニーズに的確に対応することができるのか

どうか、改めて議論をする必要があるのではな

いかと考えております。県としましては、各市

町村の意向を踏まえまして、できるだけ早い段

階で合併の議論が深まるよう働きかけをしてま

いりたいというふうに考えております。

○松村悟郎議員 合併自体は、あくまでも市町

村の自主的な合併ということもございますが、

その動きの中で、県が果たす役割ということも

非常に大きいんじゃないかと思います。今、市

町村も財政的には非常に厳しいということで、

それぞれの市町村もわかっていると思います

し、県の方も十分理解されていると思います

が、当時の状況よりもっと厳しくなったという

ことでございますけれども、それぞれの県内の

市町村が単独で自立可能かどうかという判断

は、現在のところ、県の方で把握されているの

かお伺いをします。地域生活部長。

○地域生活部長（丸山文民君） 自主財源の乏

しい本県の市町村におきましては、その財政基

盤は極めて脆弱であると考えております。地方

交付税に大きく依存せざるを得ない財政状況と

なっていることは周知のとおりであります。そ

の地方交付税の見通しでありますけれども、国

の方では歳出抑制方針のもとにありまして、将

来が不透明な状況にございます。長期的に市町

村の財政を予測することは、現時点では困難な

状況と考えております。このような中でありま

すけれども、それぞれの地域において、住民が

期待する行政サービスの水準と、それに見合う

負担の問題等を十分に議論していただいた上

で、各市町村におかれまして自主的に判断され

る問題であると認識しております。

○松村悟郎議員 全国の市町村合併の現状につ

いてですけれども、全国の中では、広島県が86

から23、一番進んでおります。九州の中で見ま

しても、九州の中で一番が長崎県、79から23、

次に大分県が58から18、佐賀県が49から20など

となっております。あとは３番目、４番目、５

番目、省きます。沖縄を除いて宮崎県が第７位

という現状でございます。このように、本県と

は合併推進に大きな開きがあります。この違い

の理由についてどのようにお考えか。これも地

域生活部長。

○地域生活部長（丸山文民君） 市町村合併の

進 につきましては、それぞれの県あるいは市

町村の歴史的な背景とか地域的な事情があった

ものと思っております。今、数を言われました

けれども、九州各県の合併前の市町村数を比べ

てみますと、本県におきましては、ある程度の

合併が進んでいたのではないか、そういうこと

も一つの要因ではないかなと思っております。

○松村悟郎議員 隣の大分県でございます。大

分県は、平松知事のころでございますけれど

も、以前、一村一品の町ということで、それぞ

れ地域が自立し、自分のところでいい物産をつ

くろう、そんな動きで元気のある市町村づくり

をしてきた県でございます。最もそれぞれの地

域を愛する県ではなかったのかと思いますけれ

ども、その大分県、それぞれの地域を守るため

に、これからの町をもっと発展させるために合

併を選択し、合併をすることで地域が生き残っ

ていける、そういう選択をされたとも聞いてお

ります。これはあくまでも自主的な合併かもし

れませんけれども、それぞれの県での取り組み

に大きな温度の違いがあったのではないかと思

います。このことはここまでにとめておきます
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けれども、地方分権の推進あるいは合併につい

て、その一つの指標となるところに、行政事務

などの権限移譲という項目がございます。そこ

で、今後、住民のサービス向上、直接住民サー

ビスを行うのは市町村になると思いますが、市

町村への権限移譲を計画している事務数、ある

いは権限移譲した市町村数などについてお伺い

したいと思います。

○総務部長（渡辺義人君） 市町村への権限移

譲につきましては、平成18年３月に権限移譲推

進方針というのを策定いたしまして、これに基

づきまして、市町村の規模・能力に応じたメ

ニューの中から市町村が希望あるいは選択する

方式によって進めているところでございます。

この方針策定後の数値として申し上げますと、

平成18年４月に18市町村に42事務、それから19

年４月におきましては20市町村に285の事務、こ

れらを移譲いたしております。なお、これまで

の移譲済みの総数として申し上げますと、累計

で692の事務となっております。以上でありま

す。

○松村悟郎議員 総務部長、ちょっとお伺いし

ますけれども、今から予定されている権限移譲

の数についてはお答えがなかったんですけど、

もう一度お伺いしたいんですけど。

○総務部長（渡辺義人君） これから計画をい

たしております事務につきましては、行財政改

革大綱の中におきまして、対象事務の総数とし

ては2,400の事務まで対象事務を拡大して、その

うち計画期間内に1,200事務ぐらいを移譲したい

というふうに明記いたしております。以上で

す。

○松村悟郎議員 今、地方分権を進めるために

権限移譲ということが進むこと、これは大きな

前提でございますけれども、18年、19年の数的

には、全体の数からいきますと、なかなか厳し

いものがございます。メニューを選ぶという、

市町村が選択することになります。今、市町村

は大変厳しい、三位一体の改革で財源も厳し

い、そして厳しい中で、職員の数を減らしなが

ら市町村運営もやっております。規模の小さい

市町村は、１人で何役も職員の皆さんがこなし

ております。新たな事務事業の受け皿となるに

は、小さな市町村では厳しいんじゃないかな

と。今、行財政改革大綱の中でうたわれている

数字がこのまま進むのかなという疑問を抱きな

がら、この質問は終わります。

次に、合併特例法と今回の合併新法の大きな

違いの一つは、知事による合併協議会設置の勧

告など、県の果たす役割が強化されたことで

す。この権限を行使する考えがあるのか、知事

にお伺いをいたします。

○知事（東国原英夫君） 市町村合併は、市町

村と住民の皆様が、あくまでも自主的・主体的

に判断されるものと認識しております。お尋ね

の法定合併協議会の設置勧告につきましては、

各地域における市町村合併の取り組み状況や市

町村の置かれた状況を十分踏まえながら、適切

に対応していくことが必要であると考えており

ます。

○松村悟郎議員 宮崎県市町村合併推進構想、

この中に構想に基づく設置勧告ということで、

新たな権限がうたわれております。このような

県の権限を行使しないということになります

と、前回の合併特例法と何ら変わりない。新法

になって、新たな県の役割が出てきたわけでご

ざいます。自主的な合併と法定合併協議会設置

の勧告とは別の問題だと思います。法定協設置

の勧告はイコール合併ではない。自主的に合併

を決めるのは、該当するそれぞれの議会であり
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ます。あくまでも、勧告をした後でも、自主的

な合併をするのは、それぞれの市町村でありま

す。新法の中で、県の役割がうたわれているわ

けでございます。どうぞ勧告をしていただきま

すように……。

そのことも踏まえて、もう一つ知事にお伺い

しますが、道州制について知事は「県にとって

プラスであれば賛成の立場をとる」という御発

言でございました。そのためには、先ほどもお

話ししました県の事務事業を大幅に移譲してい

くこと、それにこたえる市町村の行財政力を高

める市町村づくりをしていかないといけないこ

と、これが道州制移行への一つの大きな課題に

なると思います。このことについて知事の御所

見を求めます。

○知事（東国原英夫君） 道州制につきまして

は、国や全国知事会、九州地方知事会議など、

さまざまな場で検討されており、今後、議論が

本格化していくものと考えております。将来、

道州制が導入された場合、現在の県の垣根がな

くなって、市町村そのものが厳しい地域間競争

の中で生きていくこととなると考えておりま

す。そのためには、今から行財政基盤の確立を

図り、活力ある個性豊かな市町村としての総合

力をつけておくことが必要であると考えており

ます。市町村合併は、そのための有効な方策で

あることから、引き続き、合併新法のもとで自

主的な市町村合併を推進していく必要があると

認識しております。県としましても、体力ある

市町村というものをつくっていただくよう、あ

くまでも住民の自主的な、あるいは自立的な、

あるいは主体的な考えを期待していくものでご

ざいます。

○松村悟郎議員 時間がなくなってまいりまし

た。平成の大合併は、国の構造改革、地方分権

政策の大きな渦の中で、日本じゅうの市町村が

どうやって生き残っていこうか、あえぎながら

結論を出し、削減された1,400を超える市町村が

血や汗を流して、将来来る日本のうねりを乗り

越えようとしているのです。首長や議員の方々

も自分の首をかけ、職責を全うする決断と勇気

であったろうと思います。我が宮崎県も我が町

もこれでいいのかと考えながら、市町村合併に

ついては終わります。

次に、南九州大学の問題についてでありま

す。時間がないので飛ばしていきます。

まず、昨年、５万人を超える署名を集めて、

これは前知事時代でございましたけれども、大

学が移転するに当たって、高鍋あるいは児湯郡

に対する影響あるいは都城市との調整につい

て、要望書を宮崎県の方に提出されました。し

かし、文書の回答あるいはその後の対応につい

ては聞いていないと、私は思っております。宮

崎県はどのような措置をされたのか、お伺いを

いたします。これは総合政策本部長、お願いし

ます。

○総合政策本部長（村社秀継君） 今回の南九

州大学の移転につきましては、大学側が学校経

営の観点から判断されたものでございます。地

元からの県に対する要望への対応につきまして

は、県は、大学設置等に関しまして認可とか指

導の権限がなく、また、県全体の振興を図ると

いう立場にありますことから、市町間の調整と

いう役割も困難であると判断し、その旨を直

接、口頭でお伝えしているところでございま

す。

○松村悟郎議員 大学内の調整あるいは地域間

の調整、これに関しては４回ほど回答があった

ようでございます。ただ、その中で、大学移転

により、児湯郡、高鍋町の地域が、これから非
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常に厳しいことになるということで、そのとき

の知事からは、「何らかの対策はせないかん

ね」という発言もあったとは聞いております。

ただ、それが具体的に進んだかどうかというこ

とは、その後、私も存じておりません。そこ

で、既に都城、南九州大学の移転は決定してお

ります。移転して都城に移る南九州大学に関し

ましても、これから地域で、地域の大学として

しっかり頑張っていただかないと、高鍋で40年

過ごした方々も応援はされていると思います。

そのために、都城での大学への支援についてお

伺いしたいと思うんですけれども、都城キャン

パス、今、産経大跡地でございますけれども、

新たな大学に対しての支援というのは県は考え

られるのか、お伺いしたいと思います。総合政

策本部長。

○総合政策本部長（村社秀継君） 県におきま

しては、これまで県内に大学が新設される際に

は、地域経済あるいは産業への波及効果などの

観点から、個別に総合的な検討を行った上で、

必要な財政支援を行ってきております。しかし

ながら、今回のケースにつきましては、新設で

はなく、県内での移転でありますことから、こ

れまでの例からいたしますと、財政的支援は困

難ではないかと考えております。

○松村悟郎議員 宮崎産業経営大学が都城キャ

ンパスに新設したときには、県が大学用地とし

て県有地を安く譲ったということがございます

けれども、今回の案件で、具体的ではないんで

すけれども、そういうことがあれば可能性はあ

るのかお聞きします。

○総務部長（渡辺義人君） 今お話にございま

したように、大学などから、例えば県有地の売

却等のお話というのは一切参っておりません。

仮にそういう話が参った場合でありますけれど

も、県の財産に関する条例あるいは規則に基づ

いて、対応というか判断をしていくということ

になろうかと思います。以上です。

○松村悟郎議員 次に、大学が移転してしまい

ます高鍋町についてお伺いをいたします。大学

移転に伴い、高鍋町の人口が800名ほど減少しま

す。これに伴い、地方交付税が減額される見込

みでございます。この交付税が減額されるとい

うことで、町行政は大変なことになると思いま

す。これに対する財政支援は、これにかわるよ

うな財政支援が何かあるのか。

あわせて、高鍋町では多くの下宿やアパート

の皆さん、飲食店など、地域経済には大きな影

響が出ると思います。先ほども言いましたけれ

ども、前知事への陳情の際に、何らかの支援が

必要だというコメントもございました。これら

の方々への支援について、お伺いをいたしま

す。これは地域生活部長と商工観光労働部長で

ございます。

○地域生活部長（丸山文民君） 高鍋町に対す

る新たな支援制度でありますけれども、地方交

付税制度で標準的な行政需要は賄うということ

で、そういう仕組みになっているわけでありま

すけれども、地方交付税制度そのものが需要に

応じて措置をされるというものでありますの

で、その地方交付税の減少に対応した新たな財

政支援措置を講じるということは、制度上考え

られないところであります。

○商工観光労働部長（高山幹男君） 大学等移

転に伴いまして、例えば売り上げ減少でありま

すとか、業種の転換でありますとか、そういう

ことがあった場合ですけれども、県の中小企業

融資制度、この中に、例えば売り上げ減少によ

る緊急経営対策貸付とか、そういったものがご

ざいますので、その活用などにつきまして、高
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鍋町とか商工会議所等と連携いたしまして、積

極的にその経営相談に応じていきたいというふ

うに考えております。

○松村悟郎議員 先ほど、知事の答弁の中でお

話が出ましたけれども、南九州大学高鍋キャン

パス、大学が移転した後の跡地についてでござ

います。これに関しましては、大学当局と地元

高鍋町と話し合いながら、今後の課題について

検討していくというのが、大学側のお話でござ

います。この話いかんによっては、新たな大学

誘致あるいは研究所等とか、新たな施設の活用

も望まれるわけでございます。ただ、大学の誘

致といいますと、今、大学も冬の時代、なかな

か少子化で学生が集まらない。この現状が南九

州大学高鍋キャンパスの移転ということになっ

たわけでございますので、状況的に、新しい大

学を持ってくるというのはかなり難しい問題で

ございます。高鍋という小さな地域、あるいは

南九州大学というその中での話では、なかなか

事が進まないわけでございます。そこで、まだ

決定して話し合っている中ではないんですけれ

ども、所感で結構でございます。企業の誘致に

関しましては、知事は大きな計画、マニフェス

トをお持ちでございますけれども、大学につい

ても、地域には大きな雇用と定住人口をもたら

します。今回、大学の誘致に関して、東国原知

事のネットワークを使って、何とか東京やよそ

から持ってこられないか、それは希望には思っ

ているんですけれども、所感を含めて答弁をお

願いします。

○知事（東国原英夫君） おっしゃるとおり、

大学の教育というのは非常に重要な位置づけだ

と思っております。御案内のように、この少子

化の中で、大学は定員割れを起こし、また多く

の大学が倒産時代に入ると言われております。

その中での誘致というのは非常に厳しいものが

あります。本県の地の利あるいは環境、自然、

そういったものに合うような、見合うような大

学等があれば、積極的に話をしてまいりたいと

思いますが、現状ではそのような社会状況があ

りますので、非常に厳しいものがあるかと考え

ております。

○松村悟郎議員 ありがとうございました。

以上をもちまして、一般質問を終わらせてい

ただきます。ありがとうございます。（拍手）

○坂口博美議長 次は、31番 原正三議員。

○ 原正三議員〔登壇〕（拍手） 田植えの疲

れもまだとれておりませんが、頑張ってまいり

たいと思います。もうしばらくおつき合いくだ

さい。18番目になりましたので、重複をできる

だけ避けてまいりたいと思います。またゆうべ

も、家内が筆で書いてくれました。一問一答に

なって数が減ったと、大変喜んでおります。

それでは、早速入りたいと思います。

まず、知事の政治姿勢について伺います。

知事は東奔西走、マスコミへの露出度も満

点、大変な人気であります。内なるところで

は、入札制度や行財政改革の断行推進もうたっ

ておられます。市井の人々は、そんな知事を評

して、このように申しております。済みませ

ん、ありのままに申し上げます。「東国原知事

は県民に幸せ運ぶチャンスの宝船か、はたまた

脅威の黒船か、あるいはただの幽霊船なのか」

と。就任間もない時期であり、その評価は成果

を見ずして、いまだ定まるはずもないところで

ありますが、確かなことは一つ、真に宮崎の発

展を願う者ならば、だれ一人として宝船である

ことを願わない者はいないということでありま

す。

知事は、宮崎を「どげんかせんといかん」と
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言われます。これは我々も全く同じ気持ちであ

ります。ならば、これに対し、議会としては、

当然の役目として「どげんすっとな」と聞かな

ければなりませんし、来年以降、しかる年月の

後には、「どげんなったっな」とその成果を

見、県民の皆様とともに評価を下さなければな

らないということになろうかと思います。その

ときには、知事が晴れて宝船としての称賛の栄

に浴されますよう御期待申し上げながら、「ど

げんすっとな」の問いに答えるべく、今回完成

したマニフェストの具体化策「新みやざき創造

計画」について一点のみ、地球温暖化対策をお

尋ねいたします。

京都議定書の発効や地球温暖化に関する科学

的知見については、井上議員が述べられました

し、御案内のとおりでありますが、本県におい

ては、平成10年の「地球温暖化対策の推進に関

する法律」の制定を受け、地球温暖化対策地域

推進計画が策定され、平成12年には地球温暖化

対策実行計画を策定、これを平成18年には改訂

いたしております。また、途中、平成14年には

宮崎県環境基本総合計画が策定され、今日に

至っております。

さて、２月議会でも指摘いたしましたが、知

事のマニフェストには環境政策が述べられてお

りません。21世紀は、福祉と並び環境の世紀と

呼ばれて久しいものがございます。今回のドイ

ツサミットでも、地球温暖化対策が大きなテー

マとなりました。それも日本の提案によるもの

であります。知事は２月議会で、「マニフェス

トの性格上、すべてを網羅しているわけではな

い。優先順位の関係で環境政策は載せていな

い」旨の答弁をされましたが、これは疑問であ

ります。優先順位を言うならばなおのこと、上

位に位置づけるべき政策と考えます。人類が

よって立つところの地球がおかしくなりつつあ

る話であります。もし県民の皆様に、知事は環

境問題に関心が薄く熱意がないとの印象を与え

てしまっては、せっかくの宝船への願いや期待

を裏切ってしまうことにもなりかねません。環

境についてのお考えは先日お聞きいたしまし

た。きょうは、環境政策は優先順位の上位に位

置づけて力を入れてやるんだとの知事の決意を

お聞かせください。それだけで結構でございま

す。

統一地方選の総括についてであります。

今回の県議選は、過去最低の投票率55.38％で

ありました。前回から何と9.39％の減でありま

す。本県だけかなと思い、他県の状況を見てみ

ますと、44道府県のうち29県、実に65％が減少

しております。さらに、戦後、昭和22年以来実

施された全国15回の統一地方選挙の平均投票率

の推移を見ますと、知事、都道府県議、市区町

村長、市区町村議とも、途中２～３回の上昇は

ありますが、すべての選挙において投票率は確

実に右下がりの傾向を示しております。した

がって、全国的な傾向でもありますので、知事

の過去最低の投票率は「議会の無力さが要因」

の発言は、必ずしもボールの真しんをとらえた

打球とは言いがたいと思います。が、しかし、

全国一の投票率低下については、我々も議会人

として真摯に受けとめ、今後の課題として投票

率アップに努めていく必要があると考えます。

今回の道府県議選では、投票率50％以下、い

わゆる40％台８府県、50％台から60％以下23

県、合計して31県が60％以下であります。も

し、このまま投票率低下の傾向でグラフを延長

しますと、次回は全国平均で50％を切ってしま

うのではないかとの予想も十分立てられます。

本県も50％以下になるかもしれません。その原
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因としては、社会が物質的に豊かになって、議

員や政治に対する意識の変化があるのは間違い

ないことですが、しかし、このことは民主主義

の根幹にかかわることであり、ある意味、大変

危険な社会の状況と言えなくもありません。政

治への関心、参加を促し、投票率アップに努め

る必要を感じます。今回の低投票率をどう評価

しておられますか、選挙管理委員長の御所見を

お聞かせください。

以上、壇上からは終わりまして、後は自席で

行います。（拍手）〔降壇〕

○知事（東国原英夫君）〔登壇〕 私は「どげ

んかせんといかん」という確固たる意思を持っ

て選挙戦に臨んだんでございますが、それに対

して「どげんすっとな」ということでございま

す。まるで人ごとのような「どげんすっとな」

という疑問でございますが、それに対しては、

「一緒にどげんかしようじゃありませんか」と

いうお答えをさせていただきたいと思います。

宝船、黒船、幽霊船という比喩がございました

が、もしこれが幽霊船であれば、県産品がこの

ように売れたり、観光客がふえたりするもので

ございましょうか。本当の宝船になるかどうか

は、今後の県民総力戦の実現いかんにかかって

いるものと考えております。

環境政策に対する決意についてであります。

本年２月議会におきまして 原議員から、私の

環境問題に対する認識について御質問を受け、

その際に私は、「これまでの宮崎県の環境に対

する取り組みを高く評価し、今後さらに強化し

ていきたい」とお答えいたしました。この考え

方は、今般策定しました「新みやざき創造計

画」において、「成熟社会における豊かな暮ら

し」戦略の中に、きちんと位置づけをしたとこ

ろでございます。具体的には、環境保全の推進

を重要な課題として、森林環境税を活用した森

林保全の取り組みや、地球にやさしい３つの行

動、さらには環境にやさしい新エネルギー導入

の促進に取り組むこととしております。地域レ

ベルから地球規模のさまざまな環境問題の解決

を図り、本県のすぐれた自然環境や良好な生活

環境を未来の世代に引き継いでいくことは、私

たちの責務であると考えておりますので、県民

の皆様の御協力と御参加をいただきながら、豊

かな環境に恵まれた魅力ある宮崎県づくりを進

めてまいりたいと考えております。〔降壇〕

○選挙管理委員長（若友慶二君）〔登壇〕 お

答え申し上げます。

投票率についてのお尋ねでございましたが、

４月の統一地方選挙、投票率は全国的にも非常

に低かったと。そして、そのあおりもやはり同

じことで、御指摘のとおり、本県の選挙におき

ましても非常に低かった。これは市町村並びに

選挙区で若干の違いがあります。最高は92％超

等、そして低いところで44％というふうな開き

がありましたけれども、全体では55.38％となっ

て、前回よりも9.39ポイント落ちたということ

であります。

投票率というのは、有権者一人一人の価値観

だとか社会情勢、選挙区の政治情勢、また投票

日の天候、加えて候補者の政策や選挙の争点と

いうものに非常に左右される、さまざまな要因

が有権者の投票行動に影響を与えるというふう

に考えております。今回の選挙も、そういうこ

とが一つの大きな原因であると同時に、選挙が

続くという一つの現象があります。本県の場

合、１月に知事選挙がございました。その約３

カ月後でありますので、続いて行われた選挙、

これまでの経験則からいきますと、そういう選

挙の続いたときの投票率は下がっているという
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ふうな傾向があるわけであります。そういう意

味で、実態はそうでありますけれども、私ど

も、やはりこの選挙を、４年間本県の政治を託

す私たちの代表を選ぶ大切な選挙であると、そ

して、今後の県政の方向を決める上で重要な意

義を持つ選挙であったというふうに認識してい

るにもかかわらず、こんな結果になりましたこ

と、まことに残念であります。

今後はいろんな分析をしまして、特に都市

部、またその周辺の投票率が低下していると、

そういう面から、啓発の中でもそういうめり張

りをつけた啓発を実施する。現在、学生による

選挙啓発というものをいろいろ考えております

が、それらも含めて、関係機関・団体とも協力

しながら努めてまいりたいというふうに考えて

おります。以上でございます。〔降壇〕

○ 原正三議員 まず、この投票率の問題のほ

うから質問をしてまいりたいと思います。今の

今回の投票についてでありますが、高齢者の方

から若者、一般的には高齢化が進んで寝たきり

が多いとか、それから若者の投票行動が鈍い

と。また、先ほど黒木議員からもありました

が、中山間地は高い。都市部との違い、また先

ほどの答弁の中にもあったように思いますが、

今回の投票の統計の中で、どこが投票率の低下

として世代的に一番投票率が低いか、そのあた

りを御説明いただきたいと思います。

○選挙管理委員長（若友慶二君） 今回の投票

の状況でありますけれども、やはり年代別に見

たら、若い人が若干低いと。20代が45.8％、30

代から40代が66.4％、50代から60代が76.4

％、70代以上が67.7％ということを見ます

と、65歳以上の方々の投票率は70％を超えてい

る。そういう状況を見れば、どうしても20

代、30代の若い人たちの投票率が低いと。年々

かかわっていけば、そういう人たちも60代にな

るわけで、そのときには高くなるわけですけれ

ども、現時点での30代ぐらいまでの投票率が低

いと、そんな状況であります。よろしゅうござ

いましょうか。

○ 原正三議員 今、低い若者もいずれ年をと

れば投票率は上がるだろうというお話ですが、

いずれにしても全体として下がってきておりま

す。その中でも若者が45.8％ということですか

ら、かなり低いということになるんですが、い

わゆる都会化の様相を呈してきているのかな

と。50％を切っている都府県というのは、大体

都市部なんですね。大体そういう傾向にあるよ

うです。先ほど答弁の中にもございましたが、

この投票率アップに今後どうやって取り組んで

いくのか、やはり何かをしていかないといけな

い、あきらめるわけにはいかないと、何かこの

秘策がございますか。

○選挙管理委員長（若友慶二君） 非常に難し

い問題でありますけれども、宮崎の場合も、や

はり都市と都市の周辺の市町村、ここの投票率

が非常に低いということは現実であります。そ

のような意味から、無関心層が多いというふう

に評価されますけれども、そうなのかなという

感じはいたします。私ども選挙に携わる者、ま

た、立候補者の皆様方、そういう方々の運動と

いうのは、また行動というのは、広く知られて

いるわけです。そういう意味では、選挙がある

ことはちゃんと知っている。なぜ行かないかと

いうところですが、やっぱりそこには無関心さ

もあるというふうに解釈せざるを得ないと、そ

のことを受けとめております。

そういう意味から、私ども選挙管理委員会と

しては、どうしても、私どもができる範囲で最

大限の努力をしたいということで、市町村の選
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挙管理委員会、さらには明るい選挙推進協議

会、その団体の方々とも協力をしながら進めて

いきたいというふうに思っています。同時に、

若い人の投票率が低いという問題もありますの

で、これについても、先ほど申し上げました学

生の協力を得たり、また一般の若い人たちの協

力を得たりしながら、アイデアを出しながら、

若い人の視点で見た啓発活動も組み立てていか

なきゃならないかなと、そんなことを思ってお

ります。有権者の政治参加が、自分たちの日ご

ろの生活の場になるように、私どもも設営して

いきたいと、そんなことを考えております。以

上です。

○ 原正三議員 そこで、若者対策ということ

なんですが、いわゆるインターネットによる選

挙運動、これについてはまだ解禁になっており

ません。ホームページあるいはメール等が考え

られます。現在、電話はいろいろやっているわ

けですよね。これについての制約というのは、

今大体どういう制約になっていますか。一応確

認のために、話を進める前に……。

○選挙管理委員長（若友慶二君） インター

ネットによる選挙運動というのは、いわゆるメ

ールだとかホームページだとかいう形でやられ

るんだと思いますけれども、現在のところ、公

選法におきましては、メールによる選挙運動、

これは頒布違反ということになっておるようで

あります。そして、今現在、総務省にＩＴ時代

の選挙運動に関する研究会というのがありまし

て、これは14年８月にいろいろ取りまとめられ

たようですけれども、これにつきまして、一

応、電子メールによる選挙運動は引き続き禁止

するという考え方の報告がなされておるようで

あります。ホームページについては、これまで

選挙の告示の前まで、そこまではずっと同じも

のを出されていたようですが、その後の変更は

きかないと、そういうふうな状況のようであり

ます。

○ 原正三議員 ホームページとメールについ

ては、まだそういう状況のようですが、実際メ

ールというのは電話みたいなものですよね。ホ

ームページも後で書き込んではいけないという

ことになってますが、そこにはあるわけで、閉

鎖しなさいということじゃないわけですから、

見ようと思ったら、前もってずっと書き込んで

おけば見られるわけで、それからしますと、や

はりこれは、国に対してそういう法改正の働き

かけをして、インターネットでもできるように

解禁していく時代じゃないかな、これが若者を

投票所に向ける一つの方策につながるんじゃな

いかなと思うんです。見通しについては今、私

が聞く前を読んでお答えいただきましたので、

投票率アップにつながると思うんですが、所見

はどうですか。

○選挙管理委員長（若友慶二君） おっしゃる

とおり、このインターネット等を活用した選挙

運動、非常に若い人たちの中で活用が日常的に

なっており、これについての費用というのも安

価である。そういうようなことも含めて考えま

すと、やはり有効な方法じゃないだろうかなと

私も存じております。そういう意味から、御指

摘のように、いろんなことも加えて考えます

と、投票率のアップにつながるんじゃないか

と、そんなことも考えます。これからの作業と

いいますと、私どもそういうふうに思っても行

動しなきゃならんわけで、全国の選挙管理委員

会の集まりもありますし、そういう中での研究

課題にして、いろいろと議論をさせていただき

たい、そんなことを思っています。以上です。

○ 原正三議員 インターネットについては、
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ぜひそういうことを全国的な選挙管理委員会の

組織の中で要望していただきたいというふうに

思います。有効な手段だと私も考えます。

それから、投票所について、これは奇抜なア

イデアだと思うんですが、うちの自民党の幹事

長が言うわけですが、巡回投票所なんていうの

はどうだと。これからいろいろ改革していく時

代ですから、必ずしも固定じゃなくていいじゃ

ないか、巡回で回れば。特に高齢者の方々は動

けないわけですね。だから、そういう発想もあ

るんですが、それについての感想はどうです

か。

○選挙管理委員長（若友慶二君） 人を集める

か、箱を持っていくかと、こういう発想のよう

でありますが、考え方の一つには、今、高齢者

の方も動けなくなったというふうな状況もあり

ますので、その辺の発想は、非常にアイデアと

していいのかなという感じはしますが、かたい

ようでありますけれども、現行制度では、１つ

の投票区に投票所は１つと、そういう定めであ

りますので、今のところ、そういう方向は非常

に難しいことかなというふうに考えておりま

す。しかしながら、高齢化は進行してまいりま

す。投票所の環境づくりというものも考えてい

かなきゃならない。そんなことも含めて、今後

研究させていただきたいと、そういうふうに思

います。よろしくお願いします。

○ 原正三議員 なぜその巡回投票所なるもの

を言ったかといいますと、今回の県内の投票所

を見てみますと、投票所が減少いたしておりま

す。総数806が796、増減があってマイナス10で

す。５つの自治体で減少して、３つの自治体で

増加になってマイナス10、そして時間短縮がか

なり増加をいたしております。総数279、これま

で時間短縮をしていたものが209、プラス70、時

間短縮をしておると。５つの自治体だけがゼロ

です。ほとんどの自治体で増加をいたしており

ます。減らす方向にいっています。これは、市

町村でこの扱いはまちまちのようであります

が、どのような理由によって投票所を減らし、

あるいは投票時間を短縮しているのか、そのこ

とを教えてください。

○選挙管理委員長（若友慶二君） 投票所の増

減の関係でありますけれども、御案内のとおり

でありますが、投票所につきましては、市町村

の選挙管理委員会が、地域の有権者の数だとか

地形、そんなものを考慮しながら投票所を決め

ておるわけです。いわゆる法上になりますと、

１投票区１投票所というのが原則で、あとは数

カ所の投票所をつくるというのが、市町村の選

挙管理委員会の機能としてやっておるところで

ありますが、先ほどおっしゃられましたよう

に、現在、前回の806から796に減ったと、そう

いう状況はあるわけであります。投票所の減少

については、市町村の選挙管理委員会におい

て、住民のアンケートや、また自治会等の意向

聴取など、いろいろ住民の意見を聞きながら、

そしてまた、広報を通じてそれらの実態を流

す、有線放送を通じて流すというふうに情報提

供は十分行われている。そして選挙民には余り

迷惑をかけない、そういうふうなところでの設

定だというふうにお伺いをいたしておるわけで

あります。以上であります。

○ 原正三議員 この投票所に関してですが、

どこが一番減らしているか見ますと、三股町

―私の町です―綾町、椎葉村、高千穂町、

日之影町。椎葉村に至っては５カ所減らしてい

ます。全部非合併のところだけなんですよね。

まさかとは思いますが、先ほど合併の話もあり

ましたけれども、地域生活部長、いわゆるアメ
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とムチ、行革の一環として、かなり迫るから、

費用をかけちゃいかんということで、市町村は

大変苦しい思いをして投票所を減らしたという

ことがあるんじゃないのかなと危惧したんです

が、そのことについて御回答をいただきたいと

思います。

○地域生活部長（丸山文民君） 決してそのよ

うなことはないわけであります。投票所の設置

等につきましては、公職選挙法におきまして、

地域の実情に一番通じた市町村選挙管理委員会

が決定をするということになっております。そ

れぞれの市町村の選挙管理委員会において、十

分に検討された結果であると考えております。

○ 原正三議員 そうであれば安心をいたしま

した。さて、その投票所ですが、先ほどから申

し上げておりますけれども、高齢化が進行する

中、私は減らすべきではないと思うんです。そ

れは市町村が決めるべきことでしょうが……。

しかも、投票所が遠くなるために高齢者の皆さ

んの送迎を始めるわけですね。年寄りの方は、

どうしても棄権しちゃいかんという気持ちが強

いですから、そうなったときに、どうしてもそ

の途中で不正が起きやすいというようなことが

出てくるわけでございます。昭和44年、私が20

歳のときですから、かなり古い自治省の選挙部

長通知ですが、投票所については積極的にふや

すように頑張りなさいというようなことが、遠

距離地区の解消あるいは過大投票区においては

規模の適正化を図ること等々、投票区の増設に

ついてという通達があります。その後、何か新

しい通達があったものかどうか、それはわかり

ませんが、いずれにしても減らすべきではな

い、むしろふやすべきだと思うんですが、その

あたりの所感をお願いしたいと思います。

○選挙管理委員長（若友慶二君） 投票所の問

題でありますけれども、おっしゃるように、44

年５月でしたか、通達がありまして、大体の基

準を2,000名が１つの投票区、そして２キロぐら

いの移動区間を標準として、それ以内におさめ

たらと、そういう通達が出ておりますが、その

後、通達は出ておりません。社会的に道路交通

事情とかいろんなことが変わってまいりました

ので、また再検討される部分はあろうかと思っ

ていますが、宮崎の場合は2,000名というのはか

なり大きな選挙区で、あとは大体1,000名を下る

というふうな形になっておりますので、そのあ

たり、市町村全体のいろんな行政の中での決定

だろうと、そういうふうに思っています。以上

です。

○ 原正三議員 それと、その時間ですが、市

町村の中でも時間帯が違う。市町村別では当然

ばらばらですね。そうすると、若い人たちはこ

の時間に思い込みがありまして、私を一生懸命

応援してくれて、出陣式のときに一緒に「頑張

ろう」をしてくれた若者が、しばらくして、消

防団で飲んでおりましたら、「 原さん、ごめ

んなさい」と。どういうことかと思いました

ら、８時までかと思って、家内と７時ごろ帰っ

て、すぐ投票所に行った。そうしたら閉まって

いました。あなたに２票投票できませんでし

た」と、そういう笑い話なんですけど、実際に

あった話です。そういうことが身近にあったこ

とを思いますと、この時間について、この町で

は８時ですよと言って回る、この町では６時で

すよと言って回る、どうもそのあたりが徹底せ

ずに、結果的に棄権してしまったというような

ことも私はあるなと、現象としてあるなという

ふうに―身近な問題がありましたので―

思っているので、これについては今後、考察が

必要、対応が必要じゃないかなと思いました。
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これは意見として申し上げておきます。

選挙については最後の一つです。選挙の七つ

道具というのがあります。たすき、それから造

花の胸花があるんですが、このたすきと胸花、

もうそろそろやめていいんじゃないかなと私は

思います。車の乗りおり、走り回るときに大変

不便ですね、不便なんですよ。決してスマート

じゃないですね、スマートじゃないです。どう

も邪魔くさい。ここ（胸）にピンでとめないと

いけないですね。そういうことを考えますと、

形から入るということでもないんですが、何か

ワッペンにするとか、本人とわかるバッジにす

るとか。名前は車に書いてあるし、のぼりもあ

るし、わかるわけですから、そのあたりは法的

な制約があるんですか。それとも県の選管でで

きるのであれば、何か考えていただきたいと思

うんですが、その前に、突然知事に振ります

が、知事も選挙に出られましたね。そのとき

に、こういうたすきだとか胸花だとか当てて、

特に走って回られたと思うんですが、感想はど

うですか。私はそういう感想をずっと持ってい

たんですが、これはもう変えた方がいいんじゃ

ないか。

○知事（東国原英夫君） 私も非常に邪魔でし

た。ですから、僕は余りしていなかったんです

が……。というのが、突然車から出て走ってい

くときに足に絡まったりするわけですよ。です

から、これはしなきゃいけないのかなと思いな

がらも余りしておりませんでしたが、これは選

挙違反ですか（笑声）。

○ 原正三議員 選挙管理委員長、私の質問も

含めて、知事の質問も込めて御答弁をお願いい

たします。

○選挙管理委員長（若友慶二君） 例に出まし

た、たすきの問題でありますけれども、この選

挙の七つ道具というものは、公営で私どもの方

からお渡しする、告示の日に受け付けをしてお

渡しするというものです。その中には、たすき

は入っておりません。そういう意味では、こち

らから絶対つけてくださいという品物じゃない

んですね。そういう意味で、白のお花、これ

は、選挙管理委員会、私どものほうと一緒に

なっております明るい選挙推進協議会が、きれ

いな選挙をしていただきたいという願いを込め

て、あの花をお願いしている。それはぜひつけ

ていただきたいという私どもの要望でありま

す。そういうことで御理解をいただきたいと思

います。

○ 原正三議員 そのたすきは自由ということ

であればわかりましたが、ぜひ胸花について

も、もうちょっとスマートなやつに変えて、そ

の中から選んでくださいという形にしてもらう

ように要望いたしまして、次に移ります。

環境森林部長にお尋ねいたしますが、温室効

果ガス、専門が化学じゃないので、よくわから

ないんですが、二酸化炭素、一酸化二窒素、メ

タン、ハイドロフルオロカーボン、六弗化硫

黄、パーフルオロカーボンとあるそうです。こ

の温室効果ガスの総排出量が、平成22年の予測

で、平成２年の基準年に対し、本県の場合、マ

イナス35％になるとあります。それは、二酸化

炭素と一酸化二窒素が、いわゆる東の横綱と西

の横綱だそうですが、この一酸化二窒素の削減

効果が大きいためとあるんですが、この35％と

いう数字はかなり大きいんですよね。これから

いくと、京都議定書、十分満足しているじゃな

いかという話になるんですが、本当かというこ

とと、事業者のどういう取り組みによって、こ

の一酸化二窒素というのは削減効果が大きく出

るのか、このことについて環境森林部長、お願
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いいたします。

○環境森林部長（髙柳憲一君） まず、温室効

果ガス全体でございますが、これは基準年の平

成２年度で見ますと、約1,653万トンというふう

になっております。このうち、今お話の出まし

た一酸化二窒素は約791万トンということで、約

半分を占めております。平成11年の企業により

ます一酸化二窒素排出対策によりまして大幅に

削減され、その結果、温室効果ガス全体の削減

がなされたものでございます。

２番目の御質問でございますが、どういう取

り組みによるものかということでございます。

これは具体的に申し上げますと、旭化成ケミカ

ルズ株式会社レオナ樹脂・原料工場のナイロン

製造工程におきまして、本県の一酸化二窒素排

出量の83％を排出しておりましたが、先ほど言

いましたように、平成11年にこの一酸化二窒素

を熱分解いたしまして、硝酸として回収する設

備を設けたことによりまして、工場からの排出

量が９割以上削減されたものでございます。

○ 原正三議員 よくわかりました。

次に、西の横綱の二酸化炭素でありますが、

これは残念ながらふえる方向でありまして、急

激な増加が予測されております。数字は申し上

げません。森林による吸収を差し引いても７％

の増加とあります。家庭、温室、店舗のエネル

ギー消費、あるいは自動車がふえたこと、家

庭、業務、運輸部門のＣＯ２排出量増加が原因と

いうことでありますが、いずれにしてもＣＯ２を

減らさなければいけないと、このことに焦点は

いくのかなというふうに思います。ここで問題

にするのは、県庁みずからが「宮崎県庁地球温

暖化対策実行計画」というのをつくっておられ

ます。ところが、残念ながら、旗振り役の県庁

の実行計画が未達成だということなんですね。

平成10年度比―16年度だから、たった６年で

６％減少させるつもりが―４％、絶対値で10

％ふえているということであります。これにつ

いてお尋ねいたします。原因は何か。何が障害

でなぜそんなに10％もの差が、予測と実際とが

違うのか。達成はこれはどうするのか。県庁み

ずからが、環境マネジメント等々いろいろ計画

しながら達成できないで、一般の人に、県民に

いろいろ啓発をやってもできるはずがないんで

すよね。できるはずがないと思います。だか

ら、今この原因が何か、障害は何か、達成はど

うするか、このことについて御回答いただきた

いと思います。

○環境森林部長（髙柳憲一君） 議員御指摘の

とおりでございます。増加の主な原因でござい

ますが、これは庁舎施設の新・増改築に伴う床

面積の増加ですとか、あるいはパソコンなどＯ

Ａ機器の普及による電気・燃料使用量の増加で

ございます。また、病院等県民に直接サービス

を提供する部門では、一定のサービスを確保す

る面から、電気・燃料使用量の削減がなかなか

難しい状況にございます。しかしながら、今、

議員御指摘のとおり、県庁は地球温暖化対策に

率先して取り組んでいく立場にございますの

で、今後とも、目標達成に向けて、あらゆる部

門で温室効果ガス削減の努力を行ってまいりた

いというふうに考えております。

○ 原正三議員 要は、最終的には数字だと思

うんですよね。数字が実態をあらわす最終的な

究極の表現方法なわけですから、言葉はどうで

もごまかしがききます。最終的には数字だと思

いますから、その数字をしっかり押さえていた

だくように計画を立て直して、実行に取り組ん

で、その後、県民の皆さんにも、「しっかり我

々もこれだけやっているんだから、皆さん頑張
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りましょう」という啓発をやっていただきた

い。それが筋だと思いますので、指摘をしてお

きたいと思います。

重点取り組みというのを９項目つくってござ

いますね。主な実績と、今回の予算、２月議会

にさかのぼってもいいんですが、ことしの予算

の中で、この重点取り組みに対して、県庁内の

実行計画の９項目があります。例えばＥＳＣＯ

がどうとかありますが、このことについてどう

いうことが予算化されているかお知らせいただ

きたいと思います。

○環境森林部長（髙柳憲一君） 県庁では、今

お話にありました９項目を重点取組として取り

組んでおります。予算化につきましては、一番

大きいのはＥＳＣＯ事業でございますが、これ

は平成17年度の導入可能性調査の結果を踏まえ

まして、「宮崎県ＥＳＣＯ事業導入基本方針」

に基づきまして、最も高い効果が見込まれまし

た県立宮崎病院へ今年度、導入をすることとい

たしております。病院局において、今議会に、

改修工事費５億2,526万円を補正予算としてお願

いしているところでございます。それと、もう

一つ、予算化について、具体的な数字は現時点

でまだ集計できておりませんが、取り組みで、

低公害車の率先導入というのがございます。こ

れにつきましては、平成18年度の数字で申し上

げますと、新規購入43台中、低公害車は39台を

導入いたしておりまして、導入率が90.7％とい

うことで、目標が70％以上というふうになって

おりましたので、これも今後こういう形で取り

組んでいきたいというふうに思っております。

○ 原正三議員 それから、井上議員から県民

の皆さんに対する啓発の話が金曜日にございま

したが、水曜日が「地球にやさしい行動の日」

ということで、特にノーマイカーデーの推進と

ありますが、これは県民運動に展開をしてはど

うか。特にこのノーマイカーデーということ

で、水曜日にしたらどうかと思いますが、知事

の御見解をお願いいたします。

○知事（東国原英夫君） 県では、環境保全を

推進するために、省エネやごみ対策、きれいな

川づくり等を柱とした「地球にやさしい３つの

行動」の全県的な展開を図ることとしており、

この中で、ノーマイカーデーの実施を呼びかけ

ておる次第でございます。この取り組みについ

ては、現在、県民、団体、行政等で構成された

「環境みやざき推進協議会」を通じて、県民の

皆様に広くＰＲするとともに、民間の事業者に

おいても実践していただいているところであり

ます。ノーマイカーデーは、省エネと意識の啓

発に大きな効果があると考えておりますので、

今後、同協議会の取り組みをさらに充実し、県

民全体への浸透を図ってまいりたいと考えてお

ります。

○ 原正三議員 最後に一点です。大量伐採が

進行して未植栽地が増加しております。いわゆ

る温暖化対策を意識したことしの事業、予算と

いうことですが、森林に関する温暖化対策のた

めの事業、予算というものはどういうのが網羅

されているか、概略でいいですから主なものを

お聞かせください。

○環境森林部長（髙柳憲一君） 温暖化対策を

意識したことしの予算についてでございます

が、御承知のとおり森林は、植栽あるいは間伐

などを実施して適正に管理することによって二

酸化炭素の吸収力が高まります。このため、通

常の森林整備事業に加えまして６月補正予算で

新たに、管理不十分な森林を対象としました

「未整備森林緊急公的整備導入モデル事業」で

すとか、また高齢林を対象としました「森林整
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備促進対策事業」で、間伐等を推進するために

５億円余のお願いをしているところでございま

す。また、平成18年度から、森林環境税を活用

しました「水を貯え、災害に強い森林づくり事

業」で、公益保全上重要な森林のうち、放置林

等を対象としました植栽や間伐などの整備をさ

らに推進するために、補正予算を含めまして約

１億8,000万円余の拡充をお願いしているところ

でございます。以上でございます。

○ 原正三議員 環境については以上で終わり

ます。

次に、公人と私人ということについて、知事

にお尋ねいたします。知事は、地方公務員法第

３条第３項の特別職であります。知事の仕事は

通常、公務、いわゆる地方公共団体の長と、政

務、講演会活動等の政治活動に大別されると思

います。ただ、東国原知事の場合は、タレント

活動がそこに加わるのかなと。ここで、いわゆ

る公人と私人の区別、折り合いをどこでどうつ

けるんだということなんですが、県民の皆さん

方の間に大きな戸惑いの声があるようでありま

す。また今後、市町村長、いわゆる市町村の首

長さんの活動のあり方にも一つのモデル的な影

響が出てくるなと思うわけで、これは知事のた

めにも、ここでしっかり議論しておいた方がい

いというふうに考えます。５月22日の「東国原

グローバル」、いわゆるブログの中で「知事

は24時間公務公僕である」と記しておられま

す。議員の先輩諸兄にお聞きしましても、24時

間公人説が、これは聞いた限りにおいて、大変

有力、100％と言ってもいいんですが、公人、私

人、これをどう考えるかということ、知事のお

考えをお尋ねいたします。

○知事（東国原英夫君） ブログでの表現は、

「体力の続く限り、知事としての職務を果たし

ていきたい」との私の気持ち、心構えを吐露し

たものであります。知事というのは、御案内の

ように、勤務時間や勤務場所が特定されておら

ず、24時間いつでもどこでもその職務を遂行す

ることができますし、また期待もされていると

考えております。お尋ねの公人か私人かについ

てであります。ケース・バイ・ケースで判断す

ることになると考えておりますが、この大変困

難な時代にあって、私に県政のかじ取り役を任

せてくださった県民の皆様の負託におこたえす

るために、24時間片時も忘れることなく、それ

こそ夢の中でも県政の事柄が出てくるほど、県

勢発展に全身全霊をかけて取り組みたいと考え

ております。また、御指摘のタレント活動とい

う表現でございますが、私は宮崎のために活動

しているわけでございまして、私個人の活動と

してはとらえておりません。以上でございま

す。

○ 原正三議員 わかりました。タレントとい

う言葉が不適切であれば取り消しますが、知事

は今よくテレビに出ておられます。テレビに多

く出られることは、宮崎の情報発信になること

でありますし、ＰＲになっていることはよく理

解いたしております。また、宮崎のＰＲのため

ならば、公務に支障がない限り、大いに出演し

てくださいと私も申し上げたいと思います。こ

れも県民の声ですが、声を伝えるのも仕事です

から、大変つらいことですが、あえて申し上げ

ます。先ほどの黒木議員も、中山間地を見にき

てくださいと悲痛な叫びの声をお話しになりま

した。そのまま申し上げますが、気を悪くしな

いでくださいね。「出なくていい番組もあるの

ではないか。その分、地方の実情を見にきてほ

しい」という声もあります。ある意味、知事に

とっては、これは大変ありがたい言葉でもある
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のかなと、引く手あまた、人気者ゆえの悩みか

なと思います。山田勇さん、いわゆる元大阪府

知事の横山ノックさんの場合は、これでかなり

議論されたという議事録を見ました。最終的に

は、時間がないのでテレビには一切出ないとい

う答弁が記録として残っておりました。そのテ

レビ出演の判断基準、知事がケース・バイ・ケ

ースで判断されるということを今おっしゃいま

した。テレビ出演の判断基準は、どういうとこ

ろに目線を置いてされているかということを、

この際、県民の皆さんにはっきりさせておかれ

たほうが、知事のためにもいいと思います。ど

うぞ。

○知事（東国原英夫君） 知名度がこれまで余

り高くなかった宮崎を、全国の人々の記憶に刻

まれるまでＰＲするには、全国からの注目が集

まっている今が絶好の機会であると考えており

ます。特にテレビは、いろいろな世代に身近な

メディアであることから、宮崎をＰＲする手段

としては最も有効であると考えております。こ

のようなことから、日本全国津々浦々、あらゆ

る年代、あらゆる分野の方々に宮崎を知ってい

ただくためには、報道番組を初めあらゆる番組

に出演し、宮崎をＰＲしていく必要があると考

えております。その選択に当たっては、宮崎の

ＰＲ、知名度とイメージのアップにどうつなが

るかを最優先に考えて判断しております。な

お、テレビ出演に関しましては、単に県産品の

販売促進や移住誘致、企業誘致、観光誘致等に

役立つだけでなく、「県が有名になって本当に

よかった」とか、「宮崎のことが話題になりや

すくなった」、あるいは「宮崎を誇りに思う」

などという声も県内外から多くいただいており

ます。

御指摘の出なくていい番組というのは具体的

には一体どういう番組なのか、私にはちょっと

わかりませんが、有用な番組だと判断して出て

いることは御理解いただきたいと思います。そ

して、テレビ番組に出ていることで、中山間地

域あるいは県内各地を回れないという御指摘で

ございますが、これまで椎葉、諸塚、西米良

等、中山間地は精力的に回らせてもらっていま

すので、今後とも、それは重ねて活動していき

たいと考えております。

○ 原正三議員 体に十分注意して頑張ってい

ただきたいと存じます。そういう心配の声もあ

るわけであります。

イラストの使用についてお尋ねいたします。

まず、現状についてでありますが、イラストを

使っておられる企業・団体が７つと聞いており

ます。その後、増減があったのかどうかという

ことと、武井議員への答弁の中で、「県産品の

販売促進の一助になればとの思いから、自由に

使っていただいている。似顔絵は私の一身専属

の肖像権に基づくものであり、管理等は私個人

の判断にゆだねられていると認識している」と

答弁されておりますが、この許可、あなたのと

ころは使っていいよという許可権者はだれなの

か。またその受けた企業が、その先の100何ぼの

企業に許可しているわけですが、その場合の許

可というのはだれが許可しているのか。そこの

ところを教えていただきたいと思います。

○知事（東国原英夫君） イラストに関しまし

ては、私の一身専属の肖像権に関連するものと

思いますが、イラスト自体については、それぞ

れの企業が私に似せて創作した著作物でありま

す。私は、イラストが、結果的に県産品の販売

促進や地元企業振興の一助になればとの純粋な

思いから、基本的には、私の肖像権に関連させ

ることなく、使っていただいても構わないと考
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えております。私としましては、７種類くらい

のイラストがあると承知しておりますが、現実

には、もっと多くのイラストやキャラクター商

品が販売されていると思われますので、すべて

を把握しているわけではございません。

なお、ほかの企業等へのイラストの提供を、

有料にするか無料にするかは聞いておられませ

んね（笑声）。有料にするか無料にするか等つ

け加えてお答えしますれば、この判断は、制作

者、その企業の経営方針、あるいは著作者の権

利であると認識しております。以上でございま

す。

○ 原正三議員 ということは、有料・無料は

つくった方が判断して、このシールは何円だよ

というようなことで、その企業に使わせてとい

うか、使う方からはお金をいただいているとい

うことで、知事はすべてを掌握しているわけで

はないということですね。ただ、肖像権は知事

に―一身専属の肖像権に基づくというような

ことですが、自由に使っていただいているよと

いうことのようですね。そうなったときに、質

問を転換しますが、じゃ、だれが使ってもいい

ということになりますか。県内の企業で、自分

で似せてつくったシールを張るのは、これは勝

手にやっていいということになるんでしょう

か。

○知事（東国原英夫君） すべて把握しておら

ない現状を踏まえますと、自由に使っていただ

いている状況だということです。事実上そう

なっておりますので……。しかし、自分に申し

出があったものに関しては、「どうぞ使っても

らっても構わない」という返事は、すべてに対

してさせていただいております。

○ 原正三議員 ということは、ここにＡ社と

いうのがあって、ぜひ使いたいと、売り上げを

伸ばしたいと。その場合は知事に申し出ればい

いというか……。それとも野放し状態。どうし

てもそこのところがうまく私まだ理解、整理で

きないんですが、もうちょっとわかりやすく説

明してください。

○知事（東国原英夫君） 使ってよろしいで

しょうかというような申し入れがある場合と、

ない場合がございます。ある場合に関しまして

は、どうぞお好きにお使いください―これは

許可ではなく、使うのは自由であるということ

でございます。自由である以上、私に直接申し

入れがなくても、現状としては使っているとこ

ろがあると理解しております。

○ 原正三議員 やはりこのシールの効果とい

うのはかなりあるんだそうです。現在売れてい

ますから、あるんですよね。となりますと、こ

のシールというのは、知事、いわゆる元芸能人

であった知事が、そのまんま東さんという人が

東国原英夫として知事におなりになった、その

ことによってシールの効果というのはかなり

アップしたわけですね。アップして、そして県

産品を売ろうという運動につながっているわけ

ですよ。そうなったときに、これはある意味、

県民の共有財産じゃないのかなと。知事である

がゆえに、これで人気が出ているわけですから

……。そこに県内の人で、じゃ私も使わせてほ

しいという人がかなり出てくるのは当然なんで

すよね。そうなったときに、７つの企業・団体

だけが使っていらっしゃるということが、ある

面によっては―今聞けばある程度わかるんで

すが―知事を中心にして閉鎖的に使われてい

るような印象になっているわけですよ。シール

について聞きますが、そうであれば、いわゆる

共有財産にすべきじゃないかということについ

てはどうですか。
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○知事（東国原英夫君） 私は、キャラクター

とか、イメージ的な、アニメーション的なキャ

ラクターグッズやシール等を制約しているもの

ではありません。つくる、つくらないを制約し

ているものではございません。ということは、

自由にお使いくださいというスタンスなので、

今、県内外で果たしてどれぐらい使われている

のか把握できない状況ですので、これを県が共

有財産として管理、制約するのは、現実的には

非常に困難かなという感じで認識しておりま

す。

○ 原正三議員 余り時間もなくなりましたの

で……、基本的なことだけお聞きして、後は委

員会で議論します。ということは、要するに、

制約するものではないと、希望があれば基本的

にはだれでも使えると、そのように理解してい

いということですね。

○知事（東国原英夫君） そういうような解釈

で構わないと思いますが、使っていただく上で

は、品位をおとしめるようなイラストは避けて

いただきたい。県産品あるいは食べ物だった

ら、その品質確保とか、そういったものには十

分注意していただく必要があるかと思います。

こういうところが侵害されますと、人格権とい

うものを行使することもあり得るのではないか

と思っております。

○ 原正三議員 シールについてはそこまでで

……。あと３分しかありません。

トップセールスの中の地鶏に移ります。にせ

ブランド対策、満行議員からもありました。大

事なことですので、もう一回やりますが、農政

水産部長、地鶏の規格・条件は何カ月飼えばい

いのかということ、それと現在の地鶏の羽数、

どれだけ県内で飼っているかという、この数字

をまずお知らせください。

○農政水産部長（後藤仁俊君） 地鶏につきま

しては、いわゆる地鶏という定義が非常に広う

ございまして、広辞苑等によりますと、その土

地で飼育された鶏、さらには古くから各地で飼

われている鶏の在来種というような幅広い表現

になっております。

その中で、先ほどおっしゃいました地鶏が何

羽いるかということは、非常にいろんな統計が

あるわけでして、つかみにくい部分もございま

すが、これにつきましては、宮崎県で地鶏のブ

ランドとして普及しておりますいわゆる「みや

ざき地頭鶏」がございます。「みやざき地頭

鶏」につきましては、ことし４月現在の調査で

は、13万6,000羽、県内で飼育されております。

ちなみに、年間の出荷数は30万羽という状況に

なってございます。そして、この規格につきま

しては、飼養期間が120日以上、それから28日齢

以降、今のは平飼いの時間帯でございます。そ

れから、28日齢以降の飼養密度が１平米当たり

２羽以下というような状況で、ブランドとして

認定いたしております。

冒頭申し上げましたように、地鶏につきまし

ては、このほかに日本農林規格、特定ＪＡＳが

ございまして、こちらのほうでは、いわゆる地

鶏をより緩やかな基準で飼った場合に特定ＪＡ

Ｓマークを張れる、そういう地鶏という表示を

許しております。こちらのほうの表示になりま

すと、もっと緩やかですが、鶏自体の血統につ

きまして、日本在来種の血液が50％以上である

こと、飼養期間がふ化後から80日以上、28日齢

以降の平飼い飼育がなされていること、それか

ら28日齢以降の飼養密度は１平米当たり10羽以

下というようなものを地鶏というふうに表示す

ることができるようになっています。以上でご

ざいます。
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○ 原正三議員 後で資料をください。いずれ

にしても、急に需要があったからといって地鶏

を出荷できるものじゃないですね。そこに当然

数カ月かかるわけだし、在庫があったという話

も、在庫のだぶつきも聞きません。ということ

は、にせブランドの疑いがかなり強いというこ

とでございまして、他県産かもしれないし別物

かもしれない。というのは、これが本物でない

とわかったときのイメージダウンが大変怖いと

いうわけでありまして、地鶏の一種の認証とい

いますか、トレーサビリティーですね。例えば

牛とか、最近はチップを埋め込んで野菜につい

てもできると、こういうことまでやっています

が、一言で聞きます。食の安心・安全も言われ

るわけでございますから、この地鶏にもトレー

サビリティー制度、このシステムを確立してい

くべきではないかというふうに考えますが、部

長の御見解をお願いします。

○農政水産部長（後藤仁俊君） 地鶏につきま

しては、私どもも普及品目として「みやざき地

頭鶏」を普及するように、いろいろと考えてお

ります。その中で、今おっしゃいましたトレー

サビリティーでございますけれども、トレーサ

ビリティーにつきましては、確かに個体管理と

いうことができるかと思います。ただ、この鶏

の飼養実態を考えました場合に、経営上のコス

ト、それからいろいろな飼養技術上の課題、こ

ういったものが非常に大きく普及促進の阻害要

因となっております。したがいまして、御指摘

は御指摘として私どももわかるわけでございま

すが、引き続き研究を続けていきたいというふ

うに考えます。

○ 原正三議員 後は、それぞれ委員会でやり

たいと思います。

預け金対策についてであります。ある団体で

すが、連続職場離脱という制度があります。連

続職場離脱、これはコンプライアンスの徹底が

どれだけされているかという検査をし、またリ

フレッシュ休暇の意味合いがあります。前日に

本人に言い渡しをして、１週間程度休ませる

と。行動には当然、遊び場には行っちゃいけな

いよとか制約があるんですが、いわば抜き打ち

的に検査をして不正を防止するとともに、職員

が日ごろ年休もとれないで精神的に病むのを未

然に防止する目的という、２つの目的があるよ

うでございまして、なかなかいい制度だなと私

は思ったんです。前日に、あなたはあしたから

１週間休みなさい、連続職場離脱、そして本人

立ち会いのもとで、机の引き出しからロッカー

から何から全部検査をするということですね。

そして、１週間休むところに意味があると。１

週間休んで、その間に外部からの怪しいにおい

のする連絡があるんじゃないかと、そこを

チェックするというわけですね。本人たちもい

つあるかわからないから、ふだんからちゃんと

机の引き出しもやっておくし、パソコンの内容

もしっかりやっているでしょうし、ロッカーも

ちゃんと整理している、お金もちゃんと預かり

をやっておくということのようでございます。

本県の場合は、学校現場では、準公金と言われ

るＰＴＡ会費や部活動費を扱うところもありま

す。そういうところに有効じゃないかと思いま

す。

知事の御見解をいただきたいんですが、時間

がありませんので、まとめていただきたいんで

すが、監査についても、監査を受けられる側の

執行部のトップとして、抜き打ち監査というの

をやっていったらどうか。今は定期的に前もっ

てやっていますから、十分準備する時間がある

わけですね。数字上は全部合うわけだから、な
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かなか発見しづらい。抜き打ち的にぽんとやっ

ていく。その緊張感がいわゆる不正を防止する

んじゃないかと。それを休ませるかどうかは、

いろいろこれからの検討課題で、例えばどこか

に研修に行くとか、物産展があるときに、物産

展でどこか東京とかに行って、その間リフレッ

シュしてもらうとか、そういう形で職場を連続

離脱していただくというように、やり方はいろ

いろある。例えばそこで観光案内をしていただ

くとかあるわけですが、これについての知事の

御見解をお願いいたします。

○知事（東国原英夫君） 各所属への検査・指

導につきましては、財務規則第225条の規定に基

づき、物品の売買、使用及び出納事務の状況等

について、事前に通知をした上で、各所属おお

むね３年に１回程度、現地に出向いて実施して

おります。御指摘のあった今後の抜き打ち検査

を含め、より効果的な物品管理事務の指導・検

査等のあり方について、外部調査委員会の御提

言なども参考にさせていただきながら、再発防

止策の中で検討してまいりたいと考えておりま

す。

○ 原正三議員 最後になりました。県庁の見

学ツアーについてあります。まとめて聞きま

す。これまでのツアーの客は延べ幾ら来られた

かということ、それと提案でありますが、早い

話が入場料をいただいたらどうかという話であ

ります。４年前、オーストラリアとニュージー

ランドに行きましたときに、農業団体とカウン

シルに行きましたが、その視察で料金を取られ

ました。横浜も30分5,000円取っているそうで

す。駐車場等の整理に充てる目的でそういうの

を取って、それをそういうものに充てるという

考えはどうかと思います。これからの一つの全

国的な流れになっていくんじゃないかと思いま

すが、知事の御見解をお願い申し上げます。

○知事（東国原英夫君） 県庁ツアーでござい

ますが、４月から始まって、今まで３万人を超

えたという数字を伺っております。４月は閉庁

日はアカウントしていないので、これ以上の数

字じゃないかなと思っております。県庁ツアー

としてですが、「おもてなし日本一の宮崎」づ

くりの県庁版として取り組んでいるものであり

まして、このツアーの実施により、県庁がより

身近な存在になるとともに、職員の意識改革に

もつながっているものと考えております。御案

内の有料にすればどうかということでございま

すが、正直私も失敗したなと思っているんで

す。今後でも有料化するということは、これま

での県庁ツアーに参加していただいた方たちと

の平等性等々も、バランスを考えながら検討し

てまいりたいと思いますが、今のところ、見学

料あるいは入場料等の徴収については、慎重に

検討することであると思っております。

○商工観光労働部長（高山幹男君） 県庁ツア

ーの件数は、ただいま知事が３万人と申し上げ

たんですが、４月に知事のパネルを設置しまし

てから、トータルが３万人でありますけれど

も、県外からの県庁ツアー、いわゆるツアーで

来られた方は、83団体の2,800人ということでご

ざいます。こういう関係を県職員等で御案内し

ているというものでございます。

○ 原正三議員 時間がオーバーして申しわけ

ありません。以上で終わります。ありがとうご

ざいました。（拍手）

○坂口博美議長 以上で本日の質問は終わりま

した。

あすの本会議は、午前10時開会、本日に引き

続き一般質問であります。

本日はこれにて散会いたします。
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午後２時57分散会
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平 成 1 9 年 ６ 月 1 9 日 ( 火 曜 日 )

午前 10時０分開議

出 席 議 員（45名）
3番 川 添 博 （無所属の会）

5番 武 井 俊 輔 （愛みやざき）

6番 西 村 賢 （ 同 ）

7番 河 野 安 幸 （自由民主党）

8番 山 下 博 三 （ 同 ）

9番 黒 木 正 一 （ 同 ）

10番 松 村 悟 郎 （ 同 ）

12番 坂 口 博 美 （ 同 ）

13 番 前屋敷 恵 美 (日本共産党宮崎県議会議員団）

14番 髙 橋 透 （社会民主党宮崎県議団）

15番 太 田 清 海 （ 同 ）

16番 外 山 良 治 （ 同 ）

17番 図 師 博 規 （愛みやざき）

18番 松 田 勝 則 （ 同 ）

19番 中 野 明 （自由民主党）

20番 横 田 照 夫 （ 同 ）

21番 十 屋 幸 平 （ 同 ）

22番 押 川 修一郎 （ 同 ）

23番 外 山 衛 （ 同 ）

24番 宮 原 義 久 （ 同 ）

26番 田 口 雄 二 （民 主 党 宮 崎 県 議 団）

27番 河 野 哲 也 （公 明 党 宮 崎 県 議 団）

28番 新 見 昌 安 （ 同 ）

29番 満 行 潤 一 （社会民主党宮崎県議団）

30番 徳 重 忠 夫 （自由民主党）

31番 原 正 三 （ 同 ）

32番 濵 砂 守 （ 同 ）

33番 水 間 篤 典 （ 同 ）

34番 丸 山 裕次郎 （ 同 ）

35番 萩 原 耕 三 （ 同 ）

36番 黒 木 覚 市 （ 同 ）

37番 中 野 一 則 （ 同 ）

39番 井 上 紀代子 （民 主 党 宮 崎 県 議 団）

40番 権 藤 梅 義 （ 同 ）

41番 長 友 安 弘 （公 明 党 宮 崎 県 議 団）

43番 鳥 飼 謙 二 （社会民主党宮崎県議団）

45番 緒 嶋 雅 晃 （自由民主党）

46番 井 本 英 雄 （ 同 ）

47番 星 原 透 （ 同 ）

48番 野 辺 修 光 （ 同 ）

49番 米 良 政 美 （自由民主党）

50番 坂 元 裕 一 （ 同 ）

51番 外 山 三 博 （ 同 ）

52番 福 田 作 弥 （ 同 ）

53番 中 村 幸 一 （ 同 ）

地方自治法第 121条による出席者
知 事 東国原 英 夫

副 知 事 河 野 俊 嗣

総 合 政 策 本 部 長 村 社 秀 継

総 務 部 長 渡 辺 義 人

地 域 生 活 部 長 丸 山 文 民

福 祉 保 健 部 長 宮 本 尊

環 境 森 林 部 長 髙 柳 憲 一

商工観光労働部長 高 山 幹 男

農 政 水 産 部 長 後 藤 仁 俊

県 土 整 備 部 長 野 口 宏 一

会 計 管 理 者 甲 斐 景早文

企 業 局 長 日 髙 幸 平

病 院 局 長 植 木 英 範

財 政 課 長 和 田 雅 晴

教 育 委 員 長 江 藤 利 彦

教 育 長 高 山 耕 吉

警 察 本 部 長 吉 田 尚 正

代 表 監 査 委 員 城 倉 恒 雄

人事委員会事務局長 大 野 俊 郎

事務局職員出席者

事 務 局 長 石野田 幸 蔵

事 務 局 次 長 弓 削 孝 幸

総 務 課 長 馬 原 日出人

議 事 課 長 四 本 孝

政 策 調 査 課 長 富 永 博 章

議 事 課 長 補 佐 孫 田 英 美

議 事 担 当 主 幹 亀 澤 保 彦

議 事 課 主 査 山 中 康 二

議 事 課 主 査 隈 元 淳 二



一般質問◎

ただいまの出席議員45名。定○坂口博美議長

足数に達しておりますので、これより本日の会

議を開きます。

本日の日程は一般質問であります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、27

番河野哲也議員。

〔登壇〕（拍手） おはようご○河野哲也議員

ざいます。公明党の河野哲也でございます。県

民の皆様の絶大なる御支援で２期目の負託を受

け、こうして壇上に立たせていただくことがで

きました。東国原知事と再び相まみえることと

なり、感謝の思いでいっぱいであります。知事

におかれましては、１月に当選され、約５カ月

弱、宮崎のためにとの一点で走りに走り、毎日

全力で県政に取り組んでおられます。また今

回、県議会にも新鮮な風が吹き、県政改革、議

会改革が行われております。県政に携わる先達

がつくり上げてきたよきものはしっかり継承し

つつ、官製談合等のあしき慣習は断固断つとい

う決意のもとに、私も県北を中心に県民の声を

知事に届けるべく奔走させていただいておりま

す。

それでは、通告に従い質問させていただきま

す。

初めに、知事の政治姿勢であります。もう５

日目ですから、この質問項目についてはあらゆ

る角度からなされました。

１問お伺いいたします。知事におかれまして

は、御自身のブログ13日付に、「議会の答弁

やってて、ふと思うのだが、本当に宮崎は次の

ステップを本気で考えないとヤバイと思う。ど

うも宮崎全体に危機感が無いように感ずる。県

民性なのか？どうものんびり構え過ぎのような

気がする。まぁ、のんびりおっとりしていると

こが良い所でもあるのだが・・・」とありまし

た。この本会議の議論を進める中で感じてきた

ことなのでありましょうか。また、今までの職

務の中での思いでしょうか。とにかく全庁挙げ

ての「新みやざき創造計画」「新たな行財政改

革大綱」の作成は、非常に速いスピードで行わ

れ、拙速ではとの声もありますが、これは県民

に感じていただきたい危機感のあらわれである

と解釈してよろしいのでしょうか、知事に見解

をお伺いします。

「郷土の宝『宮崎人』づくり」戦略について

であります。

まさに喫緊の課題として宮崎に必要なのは、

人づくりであると考えます。これに失敗すると

宮崎の未来はありません。ある新聞に、「日本

に限らず、地球の資源には限りがある。ところ

が、くめども尽きぬ資源はどこにあるだろう。

地球的問題群に挑むローマクラブ創立者、故

ペッチェイ博士は、「外の資源は有限ですが、

人間の内なる富は無限です。未開発です。これ

を引き出していくのが人間革命です。」」とあ

りました。内なる無限の資源を引き出すことの

できる人づくりに、我々は力を注がねばならな

いと思いますが、この項目に掲げる知事の描く

宮崎人像をお聞かせください。

この戦略の重点推進事業について、地域教

育、学力向上、子育て支援の観点から、関係部

長にお伺いいたします。

初めに、地域教育でございます。今、子供た

ちを取り巻く教育環境は非常に不安定になって

おります。学校、家庭、地域が教育的な役割を

保てない状況になっているのです。例えば、前

回の質問で、学校の危機管理能力の低下を指摘

しましたが、下校後、学校以外での児童生徒の

平成19年６月19日(火)
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安全を確保することが非常に難しい状況にある

ことも、その一つだと思います。平成18年12月

に施行された教育基本法第13条で、「学校、家

庭及び地域住民その他の関係者は、教育におけ

るそれぞれの役割と責任を自覚するとともに、

相互の連携及び協力に努めるものとする」と条

文化されるように、学校、家庭、地域の連携が

重要なのです。各地域で、独自の見守り隊やス

クールガード等の実践が行われ、子供の安全確

保に努力がなされるようになってきました。そ

の中で注目したいのが、本県の地域で子供を育

てる「地域教育システム創造」実践モデルであ

ります。学校と家庭、地域の個々の役割が連携

して子供の教育を進めるこの事業の具体的な内

容と今後の取り組みについて、お伺いいたしま

す。

学力向上につながる一貫教育研究についてで

あります。小中や中高の一貫教育は、全国的に

広がっております。例えば、品川区は、18年度

より全区小中一貫教育に取り組み、義務教育９

年間を「読み、書き、計算」の習得に重点を置

く１～４年生、基礎基本の徹底を図り学力の定

着を目指す５～７年生、自学自習の重視の８～

９年生と３つのステージに分け、カリキュラム

を編成しております。特徴としては、確かな学

力の定着・向上はもとより、教養豊かで品格あ

る人間づくりとして、英語科、市民科などの新

しい学習を取り入れております。県内において

も、御案内のとおり、小中一貫では日向市の施

設一体型一貫校の平岩小岩脇中学校、中高一貫

では五ヶ瀬中等教育学校、ことし開校の宮崎西

高等学校及び同校附属中学校があります。しか

し、今回取り組む小中高までを見通した一貫教

育については、新たな取り組みであり、教育の

宮崎モデルになると考えており、大いに期待を

しているところでございます。そこで、地域の

特性を生かした多様な一貫教育研究事業の具体

的な内容と今後の進め方、考え方について、以

上、教育長にお伺いいたします。

昨年度８月より、「みんなで子育て応援運

動」が展開されております。その効果について

お伺いいたします。昨日も、高鍋の実践が紹介

されました。先日、この運動の協賛企業の調査

を何社かさせていただきました。例えば、ある

ドラッグ店の応援サービスとして、ベビーカー

トの貸し出し、カートが通れる広い通路幅の確

保、赤ちゃんを抱えたお客さんへのキャリーサ

ービスなど、他の店舗にない心遣いがなされて

いました。そこは育児相談会も不定期で行って

いるとお聞きしました。また、ある保育園で

は、看護師がひとり親家庭の子供３名を宿泊保

育することや、施設として園内トイレにベビー

チェアの設置もありました。金融機関では、県

と提携した中小企業勤労者への育児・介護休業

ローンや全国労金統一の低利な育児支援ローン

を取り扱っています。今、協賛企業が470社を超

えるとお聞きしております。非常に子育て支援

としては効果的であると考えます。子育て応援

のまちづくりについて、現在どういった動きが

あるのか、また、今後どういった考え方で推進

していくのか、福祉保健部長にお伺いいたしま

す。

次の２問は、押川議員、井本議員の質問と重

複しますが、いかんともしがたい県民の声とし

て、あえて質問をさせていただきます。

脳脊髄液減少症についてお伺いをします。脳

脊髄液減少症については、先日の一般質問で、

押川議員より症状などの説明をいただいたので

省略いたします。ただ、これは交通事故だけで

なく、スポーツ障がい、落下事故、ＤＶ等の暴
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力なども原因となるとの報告もされておりま

す。全国的な動きとして、我が会派も調査し、

２月議会において、「脳脊髄液減少症の治療推

進と保険適用を求める意見書」を提出させてい

ただき、全会派一致で採択させていただいてお

ります。覚えておられるでしょうか。この採択

は、都道府県議会46番目なんです。

延岡在住の女性患者からの声です。「私は、

３年前に交通事故でむち打ち症と診断されまし

たが、頭痛、全身の痛み、脱力感で起きている

ことができず、一日じゅう横になっていまし

た。外傷がないために周囲から理解されず、毎

日不安でつらい日々で精神的苦痛ははかり知れ

ませんでした。県外の病院 広島と言ってい―

ました で脳脊髄液減少症と診断され、治療―

していただくことができました。まだまだ体に

不安は残りますが、多くの人にこの病気を知っ

ていただければと思います。交通事故、スポー

ツで頸椎を痛め、何年かたって原因不明の症状

があらわれ、そのまま病名がわからず苦しんで

いる人も多くいるようです。脳脊髄液減少症と

わかっても、体の自由がきかない、仕事ができ

ない、健康保険が使えない、治療費の負担、治

療できる病院の少なさのため、数カ月～１年以

上順番待ちで検査や治療も受けられない人な

ど、今なお苦しんでいらっしゃる方が数多くい

ます。治療のための交通費、付き添いの宿泊費

と負担、移動時の苦痛は大変なものです。私は

今、早期の治療促進と健康保険適用が必要だと

思い、患者会として活動させていただいており

ます。御理解のほどよろしくお願いします」

と。

県は、県内の医療機関約130カ所を対象に、医

療の有無や治療対応が可能かどうかのアンケー

ト調査を開始し、３機関で治療を行っているこ

とを明らかにされました。実は、先駆的には、

昨年のうちに新潟県では19施設が診察すること

ができ、ブラッドパッチ治療を行っている病院

は８施設と掌握され、情報を発信しておりま

す。各県の対応に温度差が見られます。まず

は、この病気をどう認識されますか、福祉保健

部長にお伺いします。

今回の県議選を挟んで、延岡市北方町に入る

機会がふえました。語る会を繰り返す中で、必

ず県道整備の要望を受けます。先日質問された

井本議員の支持者とはダブっていないわけです

から、いかに多くの方が望んでいるかを実感す

るわけです。そこで、今回質問に至った県道上

祝子綱の瀬線の上鹿川から上祝子の未供用区間

の整備について、再度、夢に出るくらい印象づ

けるために質問します。

調査をしますと、北方は特に中途半端な整備

状況の県道が多いことに気づきます。その代表

がこの県道上祝子綱の瀬線ですが、この県道は

上鹿川、下鹿川等鹿川渓谷沿いの住民の方々が

使える唯一の生活道路であります。しかし、直

近では、平成17年の台風14号で道路が崩落し、

１週間、食料調達もままならない孤立の状態に

なりました。このような状態が過去に何度もあ

り、非常に生活に支障を来しているわけです。

また、別な角度から、岩戸延岡線とつながるこ

とによって、上流域は鹿川渓谷、上祝子川温泉

「美人の湯」等、観光資源として十分生かせる

ことになります。このようなことから、ぜひ路

線延長に前向きな動きをしていただきたいので

すが、平成７年に路線認定を行った県道上祝子

綱の瀬線の路線認定後の整備状況についてお伺

いします。

また、県道上祝子綱の瀬線の未供用区間の整

備、どうであれば可能になってくるのか、県土
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整備部長にお伺いいたします。

以上で壇上の質問は終わります。本日も教育

長への質問が非常に多いので、教育長がよく見

える自席から質問させていただきます。（拍

手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（東国原英夫君）

す。

危機感についてでありますが、私は、知事就

任以前より、世界が、我が国が大きく変化する

この激動の時代にあって、本県は、財政事情が

大変に厳しく、また解決すべき県政の課題が山

積する危機的な状況にあると認識し、どげんか

せんないかん、一刻も早く手を打たんといかん

というもどかしい思いでおりました。このた

め、宮崎を県民が安心して暮らしていける自治

体に、また他県をリードする自治体にしていく

ためには、県勢発展のためのプランを一日も早

くお示しし、目標に向けて直ちに全力を挙げて

取り組む必要があると考え、さきの２月議会に

おきましても、その旨御説明したところであり

ます。今後は、この危機感、危機意識、危機管

理等を県民の皆様と共有しながら、「新みやざ

き創造計画」等に基づき、県民総力戦で新しい

県づくりを進めてまいりたいと考えておりま

す。

続きまして、宮崎人像についてであります。

私の考える宮崎人とは、郷土を愛し、郷土に誇

りを持ち、かつ、時代の変化に対応できる柔軟

な発想と行動力を備えた人材であります。以

前、何かの調査で、自分の故郷が好きだと思う

人が日本一多い県だと聞いたことがあります。

温暖な気候や豊かな自然にはぐくまれ、宮崎人

は優しく穏やかな県民性を築き上げてきました

が、私は、変化の激しい現代社会にあっては、

その温厚な県民性に加え、進取の気質を持ち、

新たな創造に果敢に挑む精神をあわせ持つこと

が大事であると考えております。てげてげと非

てげてげのめり張りです。オンとオフの切りか

えとでも申しましょうか。「全ての大人は全て

の子供の教師たれ」、私のマニフェストに掲げ

た言葉でございますが、私は、我々大人が子供

たちのよき模範となることによって、宮崎人と

してのみずからのアイデンティティーを大切に

しながら、宮崎をこよなく愛し、宮崎の創造に

真剣に取り組んでいただけるような人材の育成

に努めてまいりたいと考えております。〔降

壇〕

〔登壇〕 お答○福祉保健部長（宮本 尊君）

えいたします。

子育て応援のまちづくり事業についてであり

ます。県では、県民全体で子育てを支援する機

運づくりの観点から、昨年の８月より、ゼロ予

算事業でありましたが、企業や事業所、団体等

に呼びかけ、「みんなで子育て応援運動」を進

めているところであります。この運動は、事業

所や店舗などが子育て家庭を対象に、さまざま

な特典や心遣いなどのサービスを提供する取り

組みとか、あるいは事業所等の代表者が、従業

員の仕事と家庭の両立応援を宣言する取り組み

などを内容とするもので、現在、全体で574の事

業所、店舗等がこの運動に賛同し、登録してい

ただいております。今年度は、子育て支援ＮＰ

Ｏとも連携しながら、「広げよう！子育て応援

のまちづくり事業」を実施し、応援企業等の募

集・登録を一層進めるとともに、この運動の拡

大と定着を図ってまいりたいと考えておりま

す。このような取り組みを進めることにより、

少子化や核家族化の進行する中で、安心して、

心豊かに子育てができるような環境づくりに努

めてまいりたいと考えております。
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次に、脳脊髄液減少症についてであります。

脳脊髄液減少症については、10年ほど前から、

こういう病気があるというように提唱されてい

たようでありますが、私は最近知ったところで

あります。専門家の間でも診断基準が確立され

ていないために、診断・治療に取り組む医療機

関が少なく、また治療に有効とされているブ

ラッドパッチ療法は保険適用外になるため、患

者さんの経済的負担も大きいと聞いておりま

す。さらに、脳脊髄液減少症の患者さんの症状

については、外から見た目ではわからないこと

や、まだ一般によく知られていないということ

から、他人から誤解を受けやすく、患者や御家

族の方々には、精神的にも大変な御苦労がおあ

りであろうと認識しております。このため、早

期に診断・治療法が確立・普及され、保険適用

となることを願っております。以上でありま

す。〔降壇〕

〔登壇〕 お答○県土整備部長（野口宏一君）

えいたします。

県道上祝子綱の瀬線の整備状況についてであ

ります。本路線につきましては、ほとんどが未

改良でありますが、安全な通行を確保するた

め、平成15年度から災害防除事業を進めている

ところであります。

次に、同路線の未供用区間についてでありま

す。上鹿川から上祝子間につきましては、県道

として路線認定しておりますが、急峻な地形の

ため未供用であり、道路整備の計画はございま

せん。当面、供用区間の災害防除事業を進めて

まいりたいと考えております。以上でございま

す。〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいた○教育長（高山耕吉君）

します。

「地域教育システム創造」実践モデル事業に

ついてであります。この事業は、家庭、学校、

地域が一体となりまして、社会全体で子供を育

てるシステムづくりを目指すものであります。

現在、県内の７つのモデル地域におきまして、

子供たちの実態を踏まえた子育て目標を設定

し、学校やＰＴＡ等の教育関係、老人クラブ、

商工会などの各組織が主体となりまして、地域

での見守り活動やあいさつ運動、公民館等での

読み聞かせや伝統芸能の指導など、子供の教育

に関する活動に、保護者や地域住民を幅広く巻

き込みながら展開をしているところでありま

す。県教育委員会といたしましては、県民との

協働を積極的に推進する体制づくりを図るた

め、関係機関との連携を充実するとともに、

「子ども教育週間」などの事業とも関連させな

がら、地域全体で子供を育てる機運の醸成に努

めてまいりたいと考えております。

次に、一貫教育研究事業についてでありま

す。学力や規範意識の低下等が懸念される中、

本県の子供たちに、知・徳・体の調和のとれた

質の高い教育を提供するためには、小・中・高

等学校間の円滑な連携・接続を図り、系統性・

一貫性のある指導を行っていくことが極めて重

要であると考えております。そこで、構造改革

特別区域を含め、10カ所程度を研究地域に指定

いたしまして、小中高12年間を見通した教育課

程や新たな教科に関する研究等に取り組んでま

いります。今後、本研究の成果を十分に生かし

まして、子供たちの基礎学力の定着や、人間性

・社会性の育成に加え、地域の活性化にもつな

がる一貫教育が全県下で推進されますよう、市

町村教育委員会と一体となって、全力で取り組

んでまいりたいと考えております。以上でござ

います。〔降壇〕

それぞれの答弁ありがとうご○河野哲也議員
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ざいます。再質問に入ります。

知事の先ほどの答弁の中にもにじみ出ていま

したが、新みやざき創造計画の基本目標、「日

本の原点 時代の起点 創造宮崎」の実現のた

めに、本県の厳しい財政状況、社会情勢の中、

「あれもこれも」から「あれかこれか」と知恵

を絞り出し、結集し、相当苦心された計画であ

ることは評価いたします。新しいライフスタイ

ルや経済社会のシステム創造という県の目指す

べき方向を見据え、３つのテーマに沿った戦略

で優先的に取り組むものを位置づけたとされま

した。県民総力戦による新しい宮崎づくりを考

えるとき外していけないのは、やはりだれのた

めの改革かということだと思います。

基本目標を確認したときに頭に浮かんだの

は、「原点に戻って、宮崎の地域ごとの特性、

成り立ちを見きわめ、地域ごとの対策を用いな

ければならないのでは」ということでした。県

内の経済力、インフラ整備、産業振興、教育力

等の地域特性と格差、つまり、６圏域に住む県

民がひとしく行政サービスを受けられるよう

に、県内格差をなくし、安心・安定できるよう

な配慮は、この戦略に込められているのかとい

うことです。私は、110万県民が総力戦でよりよ

い宮崎を県政最大のテーマだとするならば、こ

の配慮こそ必要だと考えます。そこで、新みや

ざき創造計画を推進するに当たり、６圏域の地

域振興ビジョンをお持ちだと思いますが、知事

にお伺いいたします。

地域振興ビジョンに○知事（東国原英夫君）

ついてでありますが、本県の各圏域の状況を見

ますと、地勢的な要因等もあり、産業構造や医

療・福祉、教育等さまざまな面で行政課題が異

なると思います。したがいまして、これら各圏

域の地域振興ビジョンも、県内一律的なもので

はなく、各圏域の特性を踏まえた独自性のある

発展ビジョンでなければならないと考えており

ます。今回策定した総合計画では、地方分権が

進展する中、地域のグランドデザインは、それ

ぞれの地域がみずからの責任のもとで描いてい

くべきものと考え、各圏域の振興ビジョンを示

しておりませんが、計画の推進に当たっては、

各圏域の実情に十分留意し、県民の皆様ととも

に、それぞれの地域の個性が発揮され、将来に

わたって自立できる県土の形成に向けた施策を

展開していきたいと考えております。

どうか本当によろしくお願い○河野哲也議員

します。また、このことは委員会等で今後議論

して、具体的にそのビジョンが形になるよう

に、お互いしっかりとやっていきたいなという

ふうに考えます。

続きまして、地域教育についてです。地域教

育システムづくりの推進役に、「地域教育推進

プロジェクト会議」というのが位置づけてあり

ました。この会議がうまく機能しなければ、こ

の事業は絵にかいたもちになってしまうと考え

ます。そこで、この構成メンバーにＰＴＡが

入っておりましたが、教育長、今のＰＴＡの現

状を教えていただけないでしょうか。

ＰＴＡの主な活動と○教育長（高山耕吉君）

いたしましては、あいさつ運動や家庭の教育力

の向上のための研修会、校外での体験活動、通

学路の安全点検等、学校教育や家庭教育の振興

はもとより、学校外での生活指導の充実や、地

域における教育環境の改善等に主体的に取り組

んでいるのが現状でございます。以上でござい

ます。

今のＰＴＡの活動は、限られ○河野哲也議員

た、進んでいるＰＴＡのところだと思うんです

ね。実を言うと、今教育現場では、教師は本当
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に大変忙しくなっています。前回の質問のとき

述べましたけど、この忙しさが子供を成長させ

るためのものであるならば、教師も本当に受け

て立ってやっていくと思います。しかし、どん

どんふえていく報告書作成とか、その他、金銭

徴収等の業務、雑務も多いと聞いています。こ

のため、教師が100％生徒に向き合うことが難し

くなっている。もっと授業や本来の仕事に専念

できるようにする必要があるというふうに考え

ます。

私も、教育現場を離れて４年半になります

が、ＰＴＡがうまく機能すれば、もっともっと

今の教育問題は解決できると考えます。つま

り、家庭教育の姿が反映されるのがＰＴＡであ

るというふうに思います。教育現場では、聞く

ところによると、組織になっていないＰＴＡも

少なくないようです。例えば、ＰＴＡの予算案

や決算案をＰＴＡが作成していないところがあ

ります。じゃ、だれがしているか。教頭なんで

す。これは職務専念義務違反にはならないんで

しょうか。ＰＴＡの会議は夜行われることが多

いんですが、だれが準備しているんでしょう

か。本当に今、教頭の仕事も煩雑になっていま

す。ＰＴＡの役員は懸命に活動されています。

知っています。研修もあります。大会も、全国

大会がこの前開かれたようです。にもかかわら

ず、いじめや給食費の未納問題、家庭の虐待問

題、ＤＶの問題等がＰＴＡ内では議論されてい

ないんです。

教育基本法の第10条「家庭教育」を読みま

す。「父母その他の保護者は、子の教育につい

て第一義的責任を有するものであって、生活の

ために必要な習慣を身に付けさせるとともに、

自立心を育成し、心身の調和のとれた発達を図

るよう努めるものとする」という心構えの後

に、第２項「国及び地方公共団体は、家庭教育

の自主性を尊重しつつ、保護者に対する学習の

機会及び情報の提供その他の家庭教育を支援す

るために必要な施策を講ずるよう努めなければ

ならない」とあります。保護者の自立心の育成

に施策が必要だと言っております。みずから動

き、課題を自覚し、解決に尽力する、このよう

な活動の中に自立心が育成されると思います。

今回、地域教育推進プロジェクト会議の構成

メンバーとして、自主的に動くＰＴＡであれば

有意義なものになると考えます。全国に地域教

育推進プロジェクトのような組織が動いていま

す。県の計画では、組織の中で学校が中心に位

置づけられているんです。ところが、新潟市な

んかは、この種の会議、地域コミュニティ協議

会となっていますけど、学校はほとんど含まれ

ていません。これでこそ、自立した地域の人々

の、地域の人々による、地域の人々のための活

動ができると考えます。その上で学校に協力し

ていく。学校の負担は軽減されて、３者がしっ

かり子供にかかわれるんではないかと考えま

す。そこで、地域教育推進プロジェクト会議

は、保護者、地域住民が中心となって、責任を

持って行うことが重要であると考えますが、こ

の点について、教育長、お願いします。

地域教育推進プロ○教育長（高山耕吉君）

ジェクト会議の件でございますけれども、この

会議は、地域の子供は地域で育てるという考え

方のもとに、関係機関・団体等の代表者の方々

に参加をしていただきまして、地域活動、家庭

教育等への支援に関する企画・立案及び運営に

関する協議をしていただき、今後の方針を決め

るわけでございます。議員おっしゃいますとお

り、御意見のとおり、保護者や地域の方々が中

心となりまして、それぞれの役割と責任をしっ
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かりと認識しまして、今後取り組んでいく必要

があろうかというふうに、私も考えておりま

す。以上でございます。

そういう実践が見られる地域○河野哲也議員

に、このプロジェクト会議がつくられていくと

思いますが、そういう実践例が県内に多くなっ

て、自主的な地域の動きがあることによって、

学校も本来の目的を達成することになるんでは

ないか、それが子供の安全・安心につながって

いくと思いますので、どうかよろしくお願いし

たいと思います。

学力向上です。中高一貫教育は、まさに、知

事が前回答弁していただいた「鍛えるべきとき

に鍛え、伸ばせるときに伸ばす」という教育ビ

ジョンにかなっていると考えます。今、学力向

上関連で、土曜日の活用のあり方が議論されて

います。一貫教育研究の中でもぜひ取り組んで

いただきたいというふうに思って、１問お伺い

します。私は基本的に、学校週５日制を前提に

して、土曜日寺子屋等の補充学習や、放課後子

どもプランの活用を積極的に行うべきと考えま

す。授業がわからないといった学業への不安と

いうのは、不登校の原因にもなります。学校の

空き教室、体育館などの学校施設を活用して、

教員ＯＢ、地域の協力を得ながら、予習、復

習、補習等の学習活動、スポーツ、文化体験活

動を提供する取り組みが必要だと考えます。都

城市では、市委託の町づくり株式会社と連携し

て、教師集団が土曜日に「子ども寺子屋」の実

施を計画しております。過去２回実施したよう

ですが、回を追うごとに、子供と保護者の参加

がふえているようです。そこで、土曜日を利用

して、地域や教師が連携した寺子屋的な補充学

習の推進が必要だと考えますが、これに対する

教育長の見解をお願いします。

土曜日の活用につい○教育長（高山耕吉君）

てでありますが、地域によりましては、土曜日

や夏季休業、放課後等に、学校や公民館等にお

きまして、保護者や大学生等のボランティアに

よりまして、補充学習等が実施されているとこ

ろもございます。今後とも、土曜日の活用を含

めまして、シニアパワー、コミュニティパワー

等を積極的に活用しまして、地域ぐるみの教育

環境の整備に努めてまいりたいというふうに考

えております。以上でございます。

ぜひ現場、子供、それから保○河野哲也議員

護者、そういうものに参加した方々にいろいろ

聞いてみて、本当に有用なのか調査して、研究

していただくとありがたいなというふうに思い

ます。

子育て支援で確認します。積極的に子育て支

援を協賛している企業に対して、評価する事業

の展開も、支援に勢いがつくものと考えます。

長崎県は、協賛企業に対して、事業に必要な設

備資金・運転資金まで融資する事業も展開して

います。みやざき子育て応援企業貸付につい

て、今後どういった方向で推進を図っていくの

か、商工観光労働部長にお伺いします。

みやざき○商工観光労働部長（高山幹男君）

子育て応援企業貸付、これは「みんなで子育て

応援運動」に登録しました中小企業者を金融面

から支援しようということで、新たに設けるも

のであります。店舗とか事業所におきまして、

授乳室や託児所など子育て関連の施設を整備す

る場合に利用いただきたいというふうに考えて

おります。今後、県内におきまして、子育ての

しやすい環境が整備されますよう、広報活動は

もとよりでありますけれども、商工会とか商工

会議所等と連携しながら、制度の周知を図って

まいりたいというふうに考えております。
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何企業か調査させていただく○河野哲也議員

中で、子育てに対してサービスをするというの

が当たり前になってくる。そういうサービスを

していない企業が逆に目立ってしまうという

か、そういうふうに子育てに対して前向きであ

る、そういう取り組み、ぜひお願いしていきた

いと思います。

脳脊髄液減少症について再質です。押川議員

の「脳脊髄液減少症を知っているか」の質問

に、知事は、「勉強不足で知らなかった」と答

弁されました。素直な答弁にうなずく方もい

らっしゃいましたが、実を言うと私はちょっと

待てと、憤りを覚えたんです。なぜかと申しま

すと、実は患者の会が5,630名の署名を集めて、

３月27日に東国原知事あてに要望書を提出して

いるんです。実を言うと我が会派も同行させて

いただいて、前部長に提出させていただきまし

た。患者さんの直接の訴えも聞いてもらったん

です。患者の会のホームページに「実態調査宮

崎県開始 ４月30日、宮崎県は今月から治療可

能な医療機関の調査に本格的に乗り出した。こ

れは先月、県に5,630名の署名を携え、世話人で

あり協会員の方である２名の方と県に要望書を

提出した。県側の回答である。県は、県内の医

療機関約130カ所を対象に、診療の有無や治療対

応が可能かどうかなどのアンケート調査を開

始。結果はまとまり次第公表する。行動すれば

結果は出るものですね」と、喜びの報告もされ

ているんです。これだけの行動を県に対して起

こしているのに、なぜこの声が知事まで届いて

いないんでしょうか。福祉保健部長にお尋ねし

ます。

ことし３月27○福祉保健部長（宮本 尊君）

日の脳脊髄液減少症宮崎県患者会からの御要望

につきましては、福祉保健部長が対応させてい

ただきましたが、知事への報告がおくれました

ことについてはまことに申しわけなく、おわび

を申し上げたいと思います。患者の皆様の御要

望につきましては、直ちに、県内において診察

可能な医療機関の実態調査に着手をいたしまし

た。また、国に対しても、治療法の早期確立や

患者支援施策の推進・充実を図るように要望し

たところであります。以上です。

今の答弁で患者の会が満足す○河野哲也議員

るかどうかわかりませんが、知事も、防災ヘリ

の所在とか、報告を受けていないで後からわ

かったとか、執行部が報告義務というか、そう

いうものを知事にしっかりしていくというの

が、県政が大きく変わる要因になると思いま

す。知事は、これもブログでしたけど、３倍努

力すると。あらゆることを受けて立っていただ

ける知事だと思いますので、執行部の意識改革

をよろしくお願いしたいと思います。

要望書のもう一つに、脳脊髄液減少症を診察

する病院の実態調査、確かにありました。もう

一つの要望に、県庁ホームページにて医療病院

の公開も要求されたと思いますけど、これは部

長、いかがでしょうか。

今回の実態調○福祉保健部長（宮本 尊君）

査結果につきましては、相談機能と一体化する

ために、県庁ホームページからリンクをさせた

宮崎県難病相談・支援センターのホームページ

で公開したいと考えております。

よろしくお願いします。新潟○河野哲也議員

のホームページを見せていただきました。すぐ

そこに行き着きます。そういうところを工夫、

よろしくお願いします。

今ありましたけど、この症状とむち打ち症と

の関連とか、ブラッドパッチ治療法の有用性と

か、非常に医学的に認知度が低い。それから、
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専門的に取り組んでいるお医者さんが県内に少

数しかおられない。ほとんど脳神経外科に患者

さんかかっていると思うんですけど、そのお医

者さんの意識が低いために、なかなかその治療

が進まないという状況があります。人口からし

ても、患者は県内3,000名弱いるんじゃないかな

というふうに思います。原因がわからず苦しん

でいらっしゃる方に、一日でも早く安心してい

ただくために、治療法の習得、この傷病の周知

等、県として、各医療機関・医師への協力要請

等の考えはないか、知事にお伺いします。

脳脊髄液減少症を診○知事（東国原英夫君）

断・治療できる医療機関の拡大には、診断基準

や治療法の統一化・標準化が必要と考えられま

す。現在、日本脳神経外科学会において、診断

と治療のためのガイドラインの策定が進められ

ているところでございます。県としましては、

今回実施しました医療機関実態調査の結果や、

これらガイドライン策定の動向を医師会等に周

知し、患者さんへの相談・支援の協力を要請し

てまいりたいと考えております。

ありがとうございます。どう○河野哲也議員

かよろしくお願いします。

県道整備の方針です。大変に冷たい答弁あり

がとうございました（笑声）。宮崎県北部広域

行政事務組合の県に対する30の要望を見ても、

およそ半分が道に対する要望なんです。県道だ

けでも、この上祝子綱の瀬線を含め11路線の整

備促進を要望しているんです。県北にとって本

当に道路整備が大きな課題になります。知事の

マニフェストにはありませんでしたが、「成熟

社会における豊かな暮らし」戦略の中に、「交

通途絶のない安全な暮らしを支援する道づくり

の推進」が掲げてありました。しかし、具体的

に工程が掲げてあるのは国道だけです。この観

点から、県道の整備方針というのはないんで

しょうか、知事お願いします。

本県の道路整備につ○知事（東国原英夫君）

きましては、県内の主要都市間及びその都市と

周辺市町村間をおおむね１時間で結ぶ県内１時

間構想の実現を目指し、競争力のある産業、自

立を図る地域及び安全・安心なくらしを支援す

る道づくりを基本方針としております。御質問

の県道整備につきましては、東九州自動車道の

整備に合わせたインターチェンジへのアクセス

道路の整備、市町村合併、地域振興及び観光を

支援する道路の整備、さらには、災害時の孤立

化解消を図り、救急医療施設へつながる生命線

道路の整備などを重点項目として整備を進めて

おります。国道のみならず、県道の整備促進に

つきましても、コスト縮減を図るとともに、計

画的・効率的に取り組んでまいりたいと考えて

おります。

方針はあるわけです。本当に○河野哲也議員

何とか県北の方の声を聞いていただいて、実践

に向けるようにお願いしたいと思います。

最後に、これは率直にお礼ということで、実

を言うと、県立学校の特別支援教室に介助員が

配置されました。きっと、特別支援教育室の予

算獲得、財政課との戦いで非常に厳しかったん

じゃないかなと思いますが、それをかち取って

いただきました。実を言うと、私も延岡の一人

の子供さんにかかわったんですけど、本当に勉

強の大好きな子で、そのことが実現できたとい

うことで、本当に喜んでいました。ただ残念な

ことに暫定予算です、これ。国に向けても要望

として、介助員の設定・配置が上がっていまし

たが、何としても、来年に向けて、法改正含め

て、設置のために予算をしっかり確保していた

だいて、その子供が３年間一生懸命学べるよう
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に配慮していただきたいとお願い申し上げて、

質問のすべてを終わらせていただきます。あり

がとうございました。（拍手）

次は、37番中野一則議員。○坂口博美議長

〔登壇〕（拍手） こんにち○中野一則議員

は。皆さん大変お疲れさまでございます。本日

は、宮崎県の西の玄関でありますえびの市から

傍聴に来ていただいております。けさ早く７時

過ぎに、私と前後して出発をしていただきまし

た。遠いところ大変御苦労さまでございます。

一問一答方式、今壇上に立っておりますが、私

はこの必要があるんだろうかというふうに疑問

に思っているものでありますが、ルール上立っ

ているところであります。県民の皆様に開かれ

た県政、わかりやすい議会をこれからも一生懸

命頑張ってつくっていきたい、こう思っており

ます。実現に向けて努力をしたい、こう思って

いるところでございます。すべての質問は自席

からいたします。（拍手）〔降壇〕

東国原知事が誕生して、わず○中野一則議員

か５カ月でありますが、県物産だけでなく、宮

崎県そのものを全国に発信していただきまし

て、日本一注目される宮崎県になりました。驚

くほどの成果が出ておりますが、私も高く評価

をさせていただきたい、こう思っているところ

であります。知事の支持率、宮崎日日新聞によ

りますと86.7％、これは現在の政治家では日本

一だと、こう思っているところであります。

それで、私なりにこの人気について分析をさ

せていただきました。タレント時代からの知名

度の高さはもちろんでありますが、天性のキャ

ラクター性もあったと。しかし、その裏には、

マラソンに象徴されるように、大変な努力もさ

れているというところをかいま見ることができ

る次第であります。もちろん物事、特に政治に

対する情熱も、あちこちでうかがい知ることが

できる次第であります。

また、お願いしたこと、約束したこと、これ

も守り実行されるというふうに思います。特に

２月議会でありましたが、えびの市の京町温泉

マラソン大会、これに出席をお願いしました。

４月22日に開催されまして、知事も出席され

て、10キロを走っていただきました。これもお

願いしたことを守っていただいたんだな、こう

思っているところであります。知事は、そのと

きに晴れ男だと言われました。来るときに雨、

走っているときにはちょうど雨がやみましたよ

ね。そして、走り終わったらまた雨が降ったと

いうことで、なるほどこれは晴れ男だなと、こ

う思ったところであります。大変御苦労さまで

ありました。

分析を続けたいと思いますが、近年、全国の

県で発生した談合事件あるいは裏金事件、国に

まつわるいろんな事件、政府、県、あるいは政

治家、役人に対する批判が大変高まっている中

で、民間出身の東国原知事が登場された、この

ことに国民あるいは県民が期待し、それぞれエ

ールを送っているというのが現実だと思ってい

るところであります。さて、全国に47人の都道

府県知事がおられます。知事になる前の職業を

調査しました。国の官僚出身が30人、国会議員

の出身が10人、市長、県庁職員が４人、それか

ら、大変公共性の高い仕事をされている方、Ｎ

ＨＫが１人、日銀が１人、合わせて46人。残る

１人が完全なる民間出身の東国原知事でありま

す。

それから、歴代の宮崎県知事も調査をいたし

ました。明治16年に宮崎県が再置をされまし

た。そのときに初代知事が誕生して、今日ま

で40人の知事が誕生されております。国・県の
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出身の役人がそのほとんどであります。全員で

あります。明治から昭和22年３月までが内務省

官僚の、これは官選の知事でしたが、ちょうど

初代から35代まで35人。それから昭和22年の４

月に選挙がありまして、公選知事がスタートし

ました。36代から42代まででありますが、初代

は安中知事、この方は34代の官選知事もしてい

らっしゃいます。２代が田中知事、内務省の官

僚。３代が二見知事、外務省の官僚。４代が黒

木知事、県庁職員で幹部職員、そして副知事の

出身。５代が松形知事、農林省の官僚。６代が

安藤知事、県庁職員の幹部、部長をされまし

た。以上、すべてが国か県の役人の出身。今

回、宮崎県史上初めての民間出身の知事が誕生

したと。これが東国原知事であって、驚異的知

事の人気の秘訣である、そのように分析をさせ

ていただきました。

おかげさまで宮崎県が全国にクローズアップ

をされて、観光客もかなりふえております。そ

してまた、県庁が観光のスポットになっており

ます。きのう現在の県庁見学者が３万人を超え

ました。３万844人。そのうち県外団体観光ツア

ーだけを見ますと、ちょうどきのう3,000人を超

えて3,002人になっております。宮崎県は３部に

分かれて、総務部、総合政策本部、それから商

工観光労働部が分けて、いろいろと対応されて

いるようであります。この現象、太陽と緑の国

にふさわしい開かれた宮崎県庁をイメージアッ

プする大変よいことだと、私も評価をいたして

おります。そこで、今度は現実の県庁の内側

が、名実ともに明るく開かれた県庁でなければ

ならないと思っているわけです。そこで知事、

県庁に到着されて、玄関から我が知事室に入ら

れるわけですが、幾つの扉、ドアをあけて入ら

れるでしょうか。

入ってすぐのところ○知事（東国原英夫君）

は扉はいつもあいていますので、それも含めて

３枚のドアをあけて入ります。済みません、４

カ所のドアを 廊下側から行くときと秘書室―

から行くときとちょっと違うんですけれども、

廊下側から行くときには全部で２つです、直接

入るときには。秘書課の方から入るときには４

つでございます。

私も数えてみましたが、秘書○中野一則議員

室から入られるときには、玄関が２つ、知事室

が３カ所、合わせて５つ、こういうふうにして

５つの扉をあけて入っていらっしゃいます。非

常に重々しい扉、ドアであるわけですが、その

奥に知事室があるということで、普通見れば、

ベールに包まれている感じで、奥の院という感

じがいたします。県庁は知事室ばかりでなく

て、すべての部署が大変重々しい扉と厚い壁

で、廊下から見ることはできません。県議の我

々も入りにくいという感じがいつもしておりま

す。県庁の庭、広場に負けないぐらい明るく開

放的な部屋にすべきだ、廊下から見えるように

してほしい、そのためには、一部ガラス張りも

いいんじゃないかな、そういう改築をしてほし

い、これが県民サービスの始まりだ、こう思っ

ているわけですが、改築等をされるお考えはな

いか、知事に質問いたします。

長野県が一時、田中○知事（東国原英夫君）

前県知事になったときに、１階に知事室をおろ

してガラス張りにしたという事象がございます

が、私は最初、ガラス張りあるいは１階におろ

す、あるいは県民に開かれた知事室をというこ

とでちょっと検証させてもらったんですが、

やっぱり数百万円の予算がかかるということ

で、これは無駄じゃないかということで、

じゃ、どうやったら開放できるかなと。小学生
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たちが修学旅行あるいは社会科見学等で入って

こられる事象もございます。あとは、テレビに

できるだけ知事室を映して、開かれたところ、

知事室はこうなっているんだということを積極

的に公開していこうという考えではおります。

次に、裏金問題に入りたいと○中野一則議員

思います。庁内調査委員会が５月17日に発足し

ました。同じく作業チームも設置をされまし

た。それから１カ月が経過いたしておりま

す。47件のほかに新たな裏金はないか。また

は、報告されていないか。庁内調査委員長であ

ります副知事にお尋ねをいたします。

現在、庁内各部署、○副知事（河野俊嗣君）

それから関係の業者に調査票を送りまして、調

査をしている作業の途中でございます。従前発

表いたしました自主報告以上のデータというも

のは現在持っておりません。

ぜひ、あった場合には速やか○中野一則議員

に報告を、ない場合には、これにこしたことは

ないと思っております。みやざき学園の裏金が

発覚をして、記者発表があったのが５月17日で

したが、みやざき学園の園長が事実を知ったの

はいつか。園長が児童家庭課長に報告したのは

いつか。同課長が福祉保健部長に報告したのは

いつか。また同部長が副知事に報告したのはい

つか。そして、副知事が知事に報告したのはい

つかを、副知事よりお答え願いたいと思いま

す。

いつかの趣旨をちょっと確○坂口博美議長

認。５日じゃなくて、何日のことですかの確認

を……。

中野一則議員 。○ 何月何日

ということです。○坂口博美議長

まことに申しわけあ○副知事（河野俊嗣君）

りません。いつかという趣旨が、今お伺いして

いてわからずに、メモをし損ねてしまいまし

た。たくさん日数があったものですから、もう

一度言っていただけませんでしょうか。申しわ

けございません。

議長、時間が経過して残念で○中野一則議員

すが、いわゆるみやざき学園の園長がこの事実

を知った日がいつか。何月何日ですか。そし

て、順番に、それが児童家庭課長、福祉保健部

長、そして副知事、そして知事に報告されたの

は何月何日でしたかと、こういう質問でありま

した。

大変多くの日数をお○副知事（河野俊嗣君）

尋ねでございますが、４月10日に学園から所管

課の児童家庭課に相談があったということ、そ

れから５月８日に学園から児童家庭課に報告が

あったということ、それから、５月９日に福祉

保健部から人事課に報告がなされたということ

でございます。それから、私が人事課より報告

を受けましたのが５月14日でございます。知事

に報告をしたのが５月16日でございます。

わかってから報告するまで大○中野一則議員

分時間がかかっているようでありますが……。

知事が１月23日、幹部職員に対して就任あいさ

つをされました。ちょうどその日は議会の常任

委員会の日でありましたから、我々もモニター

で見ておりました。｢裏金はありませんか。後で

わかることがあれば恥ですよ｣と呼びかけられま

した。この知事の発言をどのように聞かれた

か、また、庁内に調査委員会や作業チームをす

ぐに設置しなかった理由を、副知事からお答え

ください。

知事のそのような問○副知事（河野俊嗣君）

いかけに対しまして、各所属なり各職員からの

自主的な報告を待ったところであります。具体

的な委員会調査のための組織というものは立ち
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上げておりません。

速やかに行動してほしかった○中野一則議員

な、こう思っております。

それから、裏金を預け金と言わずに、いまだ

に「預け」と言っている理由は何か。また、そ

の預けを証明する何かがあるのかを、副知事お

答えください。

いわゆる裏金につい○副知事（河野俊嗣君）

てでございますが、県では、今回発生しました

不適切な事務処理につきまして、「預け」とい

う表現をしておりますが、この預けにつきまし

ても、公式の帳簿には記載されていないもので

ございますので、いわゆる｢裏金」と呼ばれても

仕方がないお金であると認識をしておるところ

でございます。

裏金と呼ばれても仕方のない○中野一則議員

裏金ですが、その裏金に相当する金額の領収書

を業者からとっているんですか。

この不適正な事務処○副知事（河野俊嗣君）

理に係る金額につきましては、可能な限り業者

に協力を求めて得られる数字というものを突き

合わせて、現在、自主報告の数字を取りまとめ

ているところであります。

ということは、裏金が発生し○中野一則議員

たときには領収書はないということですか。領

収書があったから、いろんな会計のチェックを

受けてきたんじゃないですか、あるいは監査

の。

私どもが確認しまし○副知事（河野俊嗣君）

た書類というのは、それぞれの業者が持ってお

ります、さまざまな会計帳簿等でございます。

結局、今47件発覚をしたとこ○中野一則議員

ろには、裏金が発生したけれども、領収書がな

いまま保管されていると、こういうことになる

わけですね、副知事。

副知事、確認されますか。○坂口博美議長

暫時休憩をいたします。

午前11時４分休憩

午前11時６分開議

休憩前に引き続き会議を開き○坂口博美議長

ます。

答弁者は。どなたが答弁されますか。総務部

長。

預けにつきまして○総務部長（渡辺義人君）

は、県の書類上は架空のものが納品され、検品

をしているということでありまして、その段階

で、いわば預けるという形になりますので、金

銭上は口座振り込みでやっているということで

ありますから、その口座で確認ができるという

ことであります。以上です。

口座で全部管理をされている○中野一則議員

ということであります。しかし、裏金という、

いわゆる預けというやつは、預けた段階で領収

書があってしかるべきだなと、このように思っ

たわけでありますが、裏金、これをどうしても

裏金と表現したくないところにそういうことが

あったのかなと、今思ったりもしています。知

事は、１月23日に就任あいさつで訴えられてか

ら発覚まで４カ月かかったこと、その間、調査

委員会が設置されなかったことをどう思われて

いるのかということと、また先ほど副知事が裏

金と思われても仕方がないということを答弁さ

れましたが、裏金を職員と同じように預けと認

識されているのか、それとも裏金として認識さ

れているのかをお聞きしたいと思います。

私も、「裏金」と○知事（東国原英夫君）

「預け」の言葉の使い分けについては、ちょっ

と違和感がございます。不適切な事務処理、い

わゆる預けということでございます。これは簿
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外のもの、帳簿外のお金でございますから、裏

金という解釈、あるいはそう呼ばれても仕方が

ないことだと認識しております。

そして、１月23日に、私が、裏金はないかと

いうことを職員の方々に投げかけました。それ

から、自主的な申告がなかったことについて

は、私は心の中で信用しておりました。そし

て、予算の適正な執行のためにさまざまな対策

を講じられているということは、信用しており

ました。そしてまた、３～４カ月たって、この

通達、自主申告によってこの裏金が発覚したと

いう、いわゆる預けが発覚したということに関

しましては、非常に遺憾であるという憤りにも

似た気持ちを持ちました。しかしながら、今

回、自主申告あるいは通達・通告によって、こ

の預けいわゆる裏金というものが発覚したこと

は、県職員の方々の意識の改革あるいはコンプ

ライアンス意識の醸成の芽生えではないかと考

えております。今後は、この県職員の方々の正

直さというか、その真摯な態度を受けて、庁内

外含めて、全庁挙げて徹底的な調査をさせてい

ただきたいと考えております。

今回の裏金の問題が、現在の○中野一則議員

県庁の一つの体質を物語っていると、こう思っ

ております。裏金が現実存在していても 他―

県で発覚しておったんですが 知事が就任あ―

いさつで訴えようが、なかなか表に出てこない

体質、これが現実の県庁の一つの体質であった

と。県庁の外、いわゆる庭に負けないぐらい明

るく開かれた素直な県庁を目指すべきと、こう

思っております。知事、副知事の今後の指導力

と裏金の早期全容解明をお願いいたします。

それと先ほどの領収書の件、納得したわけで

はありません。代表監査委員も徹底して調査さ

れるように要望をしておきます。

それから、職員人事について質問いたしま

す。県庁の体質を変える意味からも、知事のマ

ニフェストの政策理念にある宮崎の意識改革、

既存の概念を打ち壊すことの実現のためにも、

人事の体制、人事異動は大変重要であります。

人事異動は、平たく言えば、県民へ最高のサー

ビスを行うために、職員のやる気、士気を高め

るためにある。そのために、私は２月の議会で

も、発想の転換、民間の活力、部長に民間人の

登用をお願いいたしました。現在、新体制でス

タートしたばかりの東国原県政でありますが、

知事は、ことし４月の定期異動、人事異動をど

う評価されているのか。また、その満足度は幾

らなのかをお聞きいたします。

人事に関しまして○知事（東国原英夫君）

は、非常に適材適所に配置できたと考えており

ます。職員の士気を高めるためにも、庁外への

実習の公募などもあわせて実施させていただい

ております。今後とも、職員本人の希望等も含

め、これまでのスキルや経験等も含めて、適材

適所に配置するように努力してまいりたいと考

えております。

私は、宮崎県民総力戦で宮崎○中野一則議員

の未来をつくり出す体制を整えるための県庁の

人事体制には、幾つか課題があると思っており

ます。現場職員や外局の職員に、もっと希望や

夢ややる気を持たせる人事をすべきである。そ

れで、まずは部長級の人事異動についてお尋ね

したいと思うんですが、総務企画の経験者が大

変優遇をされている。部長級が21人おられま

す。そのうち、知事部局の部長 今そこのひ―

な壇に座っていらっしゃいますが ８人、こ―

のうち総務部次長経験者が３人、総合政策本部

長の経験者が１人、企画調整部の次長経験者が

２人、合わせて６人が知事の周りの人からの登
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用であります。残りが２人いらっしゃいます

が、そのうちの１人は国土交通省の出身ですか

ら、１人ということになります。また、残りの

部長級の人、全員で13名いらっしゃるわけです

けれども、その13名のうちのたった２人だけが

総務部次長の経験者であります。経験していな

い方は、各委員会や企業局などの外局へ全部回

されていると、こういうことであります。こう

いう幹部の人事あるいは人事異動、この体制を

知事はどのように思われるかお尋ねいたしま

す。

人事異動につきまし○知事（東国原英夫君）

ては、先ほども申し上げましたとおり、効率的

で効果的な県政運営を図るために、少数精鋭主

義のもと、適材適所、能力主義を基本として、

職員の希望や人材育成にも配慮した配置を実施

しているところでございます。中でも、特に幹

部人事につきましては、直面する県政の課題解

決に取り組んでいく「かなめ」としての役割を

担うわけでございますから、それぞれの役職に

求められる経験や能力、あるいは判断力等を備

えているかを総合的に判断し、配置を行ってい

るところでございます。御指摘の点につきまし

ては、ただいま申し上げた考えに基づき、人事

配置しているところでございます。以上です。

次に、外局の人事について、○中野一則議員

２～３お尋ねいたします。まずは企業局であり

ますが、企業局の局長、副局長、以前は部長で

したが、プロパー職員などいわゆる知事部局か

らの交流職員以外の職員の登用の実績はどのよ

うになっているのかを、企業局長にお尋ねいた

します。

企業局には120名の○企業局長（日髙幸平君）

職員がおるところでございますが、課長級以上

のポストで、部長級の副局長というのが２人ご

ざいまして、それに課長級が７名ということ

で、合計９名のポストがあるわけでございま

す。このうち、事務と技術でいいますと、部長

級では２人のうち事務が１人、技術が１人、課

長級では７名のうち６つを技術職が占めておる

ということでございまして、つまり９つのポス

トのうちに７つが技術職ということになってお

ります。技術職のうちに知事部局からの出向が

２人ございますので、それを差し引きますと、

９つのうちの５つが企業局の職員ということで

ございます。以上でございます。

確かに、課長のポストにはそ○中野一則議員

ういう生え抜きというか、プロパーの職員もお

られるようでありますが、以前の部長 今の―

副局長以上のポスト、私も20年前までさかの

ぼって調査しましたが、１人も登用されていな

いようであります。

次に、教育委員会についてお尋ねしたいと思

いますが、教育長が１人、教育次長が３人、課

長・室長が９人おられます。このうち、知事部

局出身者は何人おられるでしょうか。教育長。

教育委員会のポスト○教育長（高山耕吉君）

の関係でございますけれども、課長以上のポス

トは15ございまして、その中で知事部局以外の

職員は10名でございます。以上でございます。

つまり、５人が知事部局から○中野一則議員

出向されていると、こういうことだろうと思い

ます。教育の課題は非常に山積いたしておりま

す。教師あるいは学校の事務の出身者、この方

を１人でも多く登用していただきたい。そうい

うことで、教育にやる気、希望を持たせること

も必要だな、こう思っております。そのこと

が、山積している課題解決にもなるんじゃなか

ろうか、こう思っております。

次に、病院局の人事について聞きたいと思う
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んですが、一般会計より57億5,000万円を繰り入

れしても23億円の赤字、累積赤字は250億円近く

になっております。昨年から中期経営計画をス

タートさせました。非常に課題の多いことであ

ります。22年度に黒字化を目指す、そして今日

は医師の充足率が87.6％、昨年私も生活福祉常

任委員長をしました。いろいろと自問自答しな

がら考えてきましたが、屋上屋を架す病院局が

本当に必要であったのかなと、いまだに理解が

できません。少なくとも、経費節減、人件費の

削減のために、あるいは現場主義、医師・看護

師の協力体制、こういうことを考えた場合に

は、病院局長は病院長が兼務した方がいいんで

はないかというふうに思っております。そうい

うことでありますが、今、外局の関係、企業

局、教育委員会、病院局の人事の現状について

聞いてみましたが、この状況を知事はどのよう

に認識されておられるでしょうか。今質問をし

た中で感じたことをお聞かせください。

病院局長と病院長の○知事（東国原英夫君）

兼務についてでありますが、私は今のところそ

れは考えておりません。それで、50億円の繰出

金についての、屋上屋を架すというような、無

駄であるというような御指摘もございました

が、県病院の果たす役割ということを考えた場

合、政策医療とか高度医療など、民間医療機関

では対応が難しい医療等を、一般の医療と同様

に県民の皆様に安定的に供給しなきゃいけない

という観点から、繰出金というものは適切かと

考えております。以上でございます。

今、病院局のことだけを言わ○中野一則議員

れましたが、私は、人事という面で、現場の職

員が余り優遇されていないというか、知事部局

からの派遣者が幹部職員に多いんじゃないか

と、そういうことを言いたいがために、ずっと

企業局、教育委員会、そして病院局を含めて

言ったところでありますが、そのことの感想を

お聞きしたいということでお尋ねしました。ど

うぞ。

先ほどからの一連の○知事（東国原英夫君）

質問は、恐らくそういうことをおっしゃってい

ると思うんですが、知事部局からの人数が多い

かどうかということに関しましては、今後、検

討の課題があるかなと思いますけれども、他府

県等の状況なんかを踏まえながら、本県がそれ

で適切であるかどうかというのは、今後考えて

いきたいと思います。

十分検討していただきたいと○中野一則議員

思います。

地方自治法の改正により、ことしから会計管

理者が設置をされました。それで、組織上、局

長が設置されていないわけですけれども、私も

九州各県に電話して聞きました。確かに、沖縄

県は宮崎県と同じであります。また、熊本県は

まだ出納長のままという返事でありましたが、

他の九州の各県は、出納局長か会計管理局長を

置いておられます。それで、組織の長としての

局長を置くべきじゃないかなと。次長もおられ

るわけですから、局長が必要じゃないかなとこ

う思っておりますが、知事、どうでしょうか。

私は必要ないと思っ○知事（東国原英夫君）

ています。

必要ないということでありま○中野一則議員

したが、余り時間がありませんから、その辺の

論議はいたしませんが、ぜひ検討はしていただ

きたい、こう思っております。

次に、災害復旧のことにつきまして質問いた

しますが、まず、災害時安心基金のことであり

ます。我々議会が、昨年９月からずっと設置を

要望してきました、繰り返し繰り返し要望いた
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しました災害時安心基金、知事のマニフェスト

を実現する形で、電光石火といってもいいほど

の速さで、今回創設をしていただきました。ま

ことに感謝をしたい、こう思っております。福

祉保健部長に確認したいと思うんですが、19年

度に発生した災害から適用するとありますが、

過去に何回もお願いした18年度災害には 及し

て支払われないのかどうかを、再度確認させて

いただきたいと思います。

新しい制度○福祉保健部長（宮本 尊君）

は、知事のマニフェストの実現ということで、

前にもお答えしておりますが、平成19年度以降

の災害に対応できるように制度化するものであ

りまして、過去の災害まで 及するということ

は考えておりません。

その 及して支給する方法等○中野一則議員

につきましても、私は２月議会で提案する形で

申し上げましたが、非常に残念であります。昨

年は、広域的かつ甚大な災害にこだわっておら

れました。今回は、被災者生活再建支援法が適

用対象の条件になっております。今回の基金を

昨年創設されておれば、昨年のえびの市の水害

あるいは延岡の竜巻の被害は適用されたと解釈

できるのかどうかを、福祉保健部長にお尋ねい

たします。

仮にの話です○福祉保健部長（宮本 尊君）

が、仮に昨年度同じような制度をつくっておれ

ば、適用ができたんではないかと思いますが、

これ自体は19年度の補正予算でお願いするもの

でありますので、先ほど申し上げたようなこと

でございます。

この制度が昨年できておれば○中野一則議員

支払いの対象になったということですね。今回

の基金はわずか６項目の簡単な文言でできてい

るんですよね。昨年創設する気があればすぐに

できたと、このように思います。昨年は繰り返

し繰り返し要求し、また私は、鹿児島県の支援

金制度も提示して創設をお願いしたんですが、

それでも創設されなかったと。昨年の関係者の

不作為によって えびの市の水害、延岡の竜―

巻だけでも310件以上発生しているわけですから

実に6,200万円以上が被害者に支給されな―

かったということになると思うんです。まこと

に残念であります。この状況について、今回、

災害時安心基金を創設されたこととあわせて、

知事の御感想をお聞きしたいと思います。

前年度のことを言わ○知事（東国原英夫君）

れてもちょっと困るんですが、行政は維持・継

続しなきゃいけないという観点で申しますれ

ば、前年度の安心・安全基金のようなものが、

なぜ一刻も早く充実・創設されなかったのかな

と思います。新制度の創設に当たってなぜ時間

がかかったかということでは、適用災害とか支

援内容とか財源など、慎重に検討すべき事項も

多く、また市町村との十分な協議が必要であっ

たということでございましょうが、今後は、こ

のような県民の財産や生命にかかわるような喫

緊の問題に関しては、私のマニフェストでお示

しさせていただいたように、スピード感をもっ

て対処・対応していきたいと考えております。

私は、今回の制度は電光石火○中野一則議員

のごとくできたということで、非常に感謝をし

ているところであります。

福祉保健部長、もう一点確認をさせてくださ

い。基金の３項目の対象市町村の中で、「被災

者生活再建支援法の適用された市町村は」とい

うふうに書いてありますが、これが県外の市町

村であってもよいと解釈してもいいんでしょう

か。

被災者生活再○福祉保健部長（宮本 尊君）
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建支援法といいますのは、いわゆる災害救助法

の適用があった市町村とか、あるいは10世帯以

上の住宅全壊被害が発生した市町村があるとい

うようにいろいろ基準がありますが、この基準

でいきますと、例えば県外でそれに相当する被

害があっても、県内において基準に相当する被

災がなければ適用できないということになりま

す。ただ、この生活再建支援法の適用の条件と

いたしましては、今申し上げたように、10世帯

以上とか、いろいろ基準がありますので、それ

に該当する場合は、県外の災害とは直接関係な

く適用ができるかと思います。

平たく質問させていただきま○中野一則議員

すと、いわゆる例で言いますと、私はえびの在

住ですが、隣の鹿児島県湧水町が被災者生活再

建支援法の適用を受けた、しかし、えびのは受

けていない。しかし、えびのにおいても床上浸

水があったと。その場合にも適用できるかとい

うことを質問したつもりでした。どうですか。

その場合は、○福祉保健部長（宮本 尊君）

えびの市において、例えば全壊あるいは半壊、

床上浸水、その数を数えまして、被災者生活再

建支援法に該当するかどうかを判断することに

なります。

その再建支援法に該当しない○中野一則議員

が、隣の町ではその法律が適用されているんで

すよ、その場合にえびのもされるんですかとい

うことの質問をしているんです。というのは、

この基金の３項目目を読んでください。どこか

の市町村にこの法律が適用されたと、隣の市町

村は適用されていないけれども、それは支払い

の対象になるという項目が、私は３項目目の項

目だと思っているんですよね。そういうことか

ら、県外の隣の町が適用を受けた場合にどうか

ということで聞いているんです。

県外で支援法○福祉保健部長（宮本 尊君）

の適用があった場合も、自動的に県内で適用す

るかということになりますと、今のところ、そ

れは適用しないというふうに考えております。

県境に住んでいる者からすれ○中野一則議員

ば非常に不平等なんですよ。だから、このこと

はきちんと整理をして適用できるように、この

項目を解釈できるようにしてください。そのこ

とは強く要求をしておきます。

次に、林地災害復旧対策についてお尋ねした

いと思いますが、昨年のえびの市の豪雨、林地

災害が73カ所で発生をいたしました。しかし、

復旧は18カ所でありまして、大変おくれており

ます。今回、雨季に入りましたが、市民が大変

心配をしておられます。被災者など市民は、

「県にお金がない。県に補助金がなく、翌年回

しになった」と、えびの市から説明を受けてい

るということであります。昨年12月のえびの市

議会の会議録を見ても、そのように受けとめら

れる答弁がされておりますが、県に要望する復

旧工事の必要箇所は、ことしの４月９日にえび

の市長が環境森林部長に要望書を提出されてお

りまして、その件数は34件であります。この34

件の被害額は、当初の査定で7,550万円、実際は

２億8,900万円というふうに査定をされておりま

す。18年度の県の治山事業、これは林道事業も

含めれば、災害関連事業予算のうち、17億6,000

万円もの大金を２月に減額補正をしているんで

す。なぜ県は市に対して、補助金がない旨の指

導をしたのか、非常に私は疑問に思っているわ

けですが、環境森林部長、御答弁をお願いいた

します。

まず、環境森○環境森林部長（髙柳憲一君）

林部の18年度山地災害関係予算について申し上

げますと、当初予算で18億7,000万円余を措置い
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たしておりました。７月から８月にかけまして

災害が発生しましたことから、11月の補正で７

億7,000万円余の増額補正を行ったところであり

ます。その後、２月補正で８億9,000万円余の減

額補正を行いました。その減額の主な内容でご

ざいますが、１つは、治山施設の災害復旧事業

につきましては、当初予算で措置をいたしてお

りましたが、実際の被害が１カ所しかなかった

ことから、６億1,000万円余の減額をしましたこ

と、それと２つ目の緊急治山事業についてでご

ざいますが、これは台風災害があったことか

ら11月に増額補正をしましたが、これは、国庫

補助の決定に伴いまして２億5,000万円余の減額

をしたものであります。

また、今お話がありましたように、平成18年

７月のえびの市の山地災害におきましては、被

害報告のありました76カ所のうち、国庫補助事

業の採択要件を満たす９カ所につきましては、

緊急治山事業等の補助事業で復旧に取り組んだ

ところでございます。また、国庫補助の対象に

ならなかった小規模なものにつきましては、県

単事業によりまして、予算の範囲内で実施可能

な６カ所を採択して、復旧に努めたところでご

ざいます。残りの箇所につきましても、事業の

採択要件を満たすものにつきましては、えびの

市や国と協議しながら、今後、計画的に復旧に

努めてまいりたいというふうに考えておりま

す。以上でございます。

15カ所は採択要件を満たして○中野一則議員

すぐ工事をした、復旧したと。しかし、残りに

ついては、今から市や県と協議してということ

ですが、さっき言ったように、あんな被害が

あったのに、採択要件を満たせばできるという

ことは、もう１年近くなっていますよね。なぜ

この雨季になるまでおくれて、今から検討する

ような話になっているのか。本来ならば発生し

たころにすべきじゃないかと思っているんです

が、部長、どうですか。

予算の枠の中○環境森林部長（髙柳憲一君）

でそれぞれ国庫補助事業につきましては、国の

採択基準がございます。それ以外の県単事業に

つきましては、予算の範囲内で市と協議しまし

て、要望の上がってきましたものについては、

すべて18年度は実施をいたしております。

要望の上がってきたものはす○中野一則議員

べて実施 15件だと思うんですが、ほかは要―

望は上がってきてないということですか。

被害箇所につ○環境森林部長（髙柳憲一君）

きましては76カ所ございますが、それは県全体

でそれぞれ復旧箇所がございます。そのために

各振興局単位で、それぞれの災害箇所につい

て、優先度、要するに緊急度ですとか、そう

いったものを考慮しまして、予算の範囲内でそ

れぞれ市と協議をいたしまして、その中で予算

の執行をしましたということでございます。

そのような回答の内容です○中野一則議員

が、えびの市は、「県にお金がないから、補助

金がないから、すぐ復旧はできない」というこ

とを被害者に言っているわけですね。しかし、

たくさんのお金を、大金を減額までしていると

いう事実もある中で、このわずか15件だけが採

択の申請をされたということですが、残りの分

は、全然採択の申請はしてきていないんです

か。

残りの分につ○環境森林部長（髙柳憲一君）

きましては、今、市の方から振興局の方に要望

が上がってきておるというふうに聞いておりま

す。

それは本年度になってからと○中野一則議員

いうことですか。具体的な日にちはわかりませ
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んか。

本年度になっ○環境森林部長（髙柳憲一君）

てからでございます。６月 最近だというふ―

うに聞いております。

あれほどの災害を、実際は今○中野一則議員

月になってから事業採択の申請をしておったと

いうことでありますが、とにかく早急に復旧工

事をしていただいて、被災者を安心させていた

だきたい、そのことを強く御要望を申し上げて

おきたいと思います。

次に、農業政策について一点だけ申し上げて

おきたいと思います。農業を取り巻く環境、国

際的にも非常に厳しい、大変心配する状況に

なっております。ＷＴＯ、ＦＴＡ、ＥＰＡ、こ

ういう交渉がどんどん進められております。心

配いたしております。また、アメリカの牛肉輸

入条件緩和の日米協議もあるということであり

ますが、非常に気がかりであります。アメリカ

は、大国意識で理不尽なことを要求する国家で

ありますから、ＢＳＥの検査についても、日本

は中止をせよという要求をされる可能性もあり

ます。そこで、ＢＳＥ全頭検査補助金はいつま

で続くかということを、担当部長にお尋ねいた

します。

ＢＳＥの検査○福祉保健部長（宮本 尊君）

体制についてであります。ＢＳＥにつきまして

は、本県では今、全頭検査を実施しているわけ

でありますけれども、これによって、消費者の

安心の確保とか、市場の混乱の回避等に大きな

役割を果たしてきたと認識しております。国の

方では、来年７月末で20カ月齢以下の検査につ

いての補助を廃止するということを言われてお

りますけれども、畜産県であります本県としま

しては、全国の状況等も踏まえながら、引き続

き消費者の安心が確保されるまで、ＢＳＥの全

頭検査を実施していきたいと考えております。

以上です。

たとえ国が補助金の廃止を７○中野一則議員

月にしても、宮崎県はとにかく全頭検査を引き

続き県費において実施していただくようにお願

いいたします。前回もこの問題がありましたと

きには、我々議会からも全頭検査をしなさいと

いうことを要望しましたが、あのときには当時

の知事はちゅうちょされました。結果的には後

で補助金も出ましたが、早くに岐阜県の当時の

知事が全頭検査するよということを言われまし

た。後追いでありました。今回は宮崎県が率先

して、いや、補助金は打ち切られても宮崎県は

全頭検査する、そういうことで、消費者の皆さ

ん方安心してください、宮崎県の牛肉は安全・

安心ですよということを、一日も早く宣言して

ほしいと思います。知事、その決意をお聞かせ

ください。

頑張ります。○知事（東国原英夫君）

ぜひ頑張ってください。お願○中野一則議員

いをしておきたいと思います。

時間がなくなりましたが、国県道の整備のこ

とについて、地元のことだけを申し上げたいと

思うんですが、県道404号、石阿弥陀五日市線を

何回も要望し質問しております。五日市地区あ

るいは鍋倉地区の整備を10年前から要求してお

ります。ぜひこの整備に一日も早く取り組んで

いただくように、お願いしたいと思います。県

土整備部長、よろしくお願いします。

本路線の五日○県土整備部長（野口宏一君）

市地区の国道221号から農道交差点までの約400

メートルの区間でございますけれども、幅員が

約６メートルで、歩道が未整備という状態に

なっておりまして、交通安全の確保の観点か

ら、当区間の整備の必要性は認識しているとこ
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ろでございます。しかし、現在の当区間の交通

量でございますとか、他の事業箇所の進 状況

を勘案しますと、申しわけございませんけれど

も、当面、早期の着手は困難ではないかなと考

えております。

全く同じことの繰り返しであ○中野一則議員

ります。もっと一歩一歩前に進んで実行する、

着工する、そういう答弁が欲しかったわけであ

りますが、また次の機会に譲りたいと思いま

す。以上で終わります。（拍手）

以上で午前の質問は終わりま○坂口博美議長

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時43分休憩

午後１時０分開議

休憩前に引き続き会議を開き○坂口博美議長

ます。

次は、16番外山良治議員。

〔登壇〕（拍手） 厚生労働省○外山良治議員

の都道府県別将来推計人口では、宮崎県の人口

は28年後の2035年は約91万人と推計され、少子

高齢化、人口減少社会が一層進行するとされて

います。県統計調査課によると、終戦直後

の1945年の県人口が約91万人ですから、62年前

と同人口となり、中でも最も深刻なのは人口の

一極集中だと思います。国立社会保障・人口問

題研究所「日本の市区町村別将来推計人口」

は、旧１市６町の2000年人口は、県土面積約11

％に36％の約42万人が集中し、2030年には約42

％の42万人としています。2035年には県土面積

１割に人口の半分が集中し、残り９割の県土

に45万人が散在するとされています。

そこで、県及び各市町村は、一極集中の是

正、県土の均衡ある発展、過疎化への歯どめ、

適正な県人口の維持等を県勢浮揚の柱としてき

ました。策定した「新みやざき創造計画」で

は、これらに具体的に対応するための施策をど

のように図っておられるのか、知事の答弁を求

めます。

医師等医療従事者の一極集中と地域医療確保

施策、こども療育センター等福祉施設地域偏在

と自治体間格差是正、植栽未済地解消等環境施

策等々について、各部長の答弁を求めます。

２問以降は質問席から行います。（拍手）

〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいた○知事（東国原英夫君）

します。

県央一極集中についてであります。県全体の

人口が減少を続ける一方で、人口や産業は宮崎

市など県央部への集中が進んでおり、このよう

な状況は、県民生活のさまざまな分野に大きな

影響を与えるとともに、県内の地域力の減退、

ひいては県全体の活力の低下につながるものと

危惧しております。県内各地域を見ますと、そ

れぞれの地域において、医療、福祉、教育、産

業基盤などの面で多くの課題を抱えており、今

後の地方分権の一層の推進や道州制の動きなど

を踏まえますと、各地域が真に自立し、発展す

るための基盤の強化が大切であると考えている

ところであります。また、私は、県北、県央、

県西、県南の各地域がそれぞれの地域特性を生

かしながら活性化し、結果として県全体の底上

げにつながることが、他県をリードする自治体

としての宮崎が確立され、日本の原点、時代の

起点として存在感を高めるために不可欠である

と考えております。したがいまして、各地域の

中心的な都市の機能整備や、地域間相互の交流

・連携による役割・機能の分担を図りつつ、各

地域の潜在能力の発揮につながる自主的な取り
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組みを積極的に支援していくことにより、将来

にわたって自立できる県土の形成を進めてまい

りたいと考えております。〔降壇〕

〔登壇〕 植栽○環境森林部長（髙柳憲一君）

未済地対策についてでございます。植栽未済地

につきましては、本県の豊かな森林資源を活用

した林業あるいは国土の保全など、森林の多面

的な機能の維持・発揮を図っていく上では、こ

の植栽未済地の解消というのは大変重要な課題

である、問題であるというふうに考えておりま

す。現実的には、山村地域における木材価格の

低迷等、あるいは後継者の不足や高齢化により

まして、担い手対策というのが大変重要な課題

になっております。このために、新規就農者あ

るいは林業技能者の育成等に取り組みますとと

もに、国土の保全、森林の多面的な機能の維持

・発揮という観点から、山村地域が活性化をす

るための施策を今、いろいろ打っているところ

でございます。昨今、国産材の需要が高まるな

ど非常に追い風となっておりますので、この好

機をとらえまして、植栽未済地の早期解決に向

けて取り組んでいきたいというふうに考えてお

ります。また、こういった再造林のための補助

事業の活用ですとか、あるいは高齢級間伐の推

進によりまして これは皆伐を抑制すること―

によって結果的に植栽未済地の解消を図るとい

うものでございます。また、森林環境税、昨年

導入いたしましたこの税も活用いたしまして、

公益性の高い森林内の荒廃地に植栽を行います

広葉樹造林等推進事業等をさらに拡充を図って

いきたいというふうに思っております。

いずれにいたしましても、森林というのは、

かけがえのない県民の共有の財産でございます

ので、知事が申し上げておりますように、50年

先、100年先を見据えた森林づくりというのを、

引き続き、部としても積極的に取り組んでいき

たい、県民総力戦で取り組んでいきたいという

ふうに考えております。以上でございます。

〔降壇〕

〔登壇〕 質問○福祉保健部長（宮本 尊君）

が聞き取れませんで、失礼をいたしました。

医師の集中についてでありますけれども、現

時点におきましても、宮崎東諸県医療圏、県央

部に医師の約半数が集中しているという状態で

ございます。高度な医療技術を習得したいとい

う面もあり、また、家族の生活環境等の面から

も、都市部での勤務を希望する傾向が強く、今

後、山間僻地における医師の確保はますます厳

しくなってくるものと思われます。このため、

県としましては、僻地勤務と高度な研修等を組

み合わせた医師派遣システムを創設したほか、

将来、僻地での勤務を希望する医学生を対象と

した医師修学資金貸与制度や、へき地臨床研修

事業などを通じて、中長期的に医師を育成確保

する対策に取り組んでいるところであります。

また、今年度からは新たに、市町村と一体と

なった医師確保対策に積極的に取り組むなど、

なお一層、山間僻地等の地域医療体制の確保に

努めてまいりたいと考えております。以上で

す。〔降壇〕

福祉保健部長に確認しますけ○坂口博美議長

ど、質問は来ていたと思うんですよ。間違いな

かったですか。質問が来てなかったというよう

な発言に聞こえたんですけど。聞き取れなかっ

たんですね、失礼しました。

〔「答弁漏れ」と呼ぶ者あり〕

福祉の自治体○福祉保健部長（宮本 尊君）

間格差の問題についてであります。例えば障が

い福祉サービスの現状につきましては、人口の

少ない町村においては、なかなかニーズが少な
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いということで、必要なサービスが地域に存在

しない場合もあると認識しております。ただ、

このような中で、障がい者が地域で自立した生

活を送っていくためには、それぞれの市町村が

サービスの確保に努めることはもとより、複数

の市町村による広域的な対応で、できるだけ身

近な地域でサービスが受けられる体制を整備し

ていくことが必要となっております。そのため

に、ことし３月に策定しました宮崎県障害福祉

計画においては、市町村が地域の障がい者のニ

ーズ調査から算出した数値目標をもとに、県内

７つの障がい保健福祉圏域ごとのサービスの種

類、量にも配慮しながら、県の数値目標を設定

したところであります。県としましては、今後

この計画に基づいて、均衡あるサービスの確保

に努めてまいりたいと考えております。以上で

す。

県土の均衡ある発展に寄与す○外山良治議員

るために、知事マニフェストが出されたんだろ

うと思います。数値目標が４項目あります。

（１）県外観光客数年平均５％、（２）県内へ

の移住100世帯、（３）新規企業立地100社、

（４）新規雇用創出１万人。（１）について

は、宮崎県総合長期計画第１節、分野別施策体

系Ⅳ-６「観光・リゾート・交流などが盛んな社

会」の中で具体的に記述をされています。

（２）の県内への移住100世帯については、平

成18年度新規事業の中の「宮崎に来んね、住ま

んね、お誘い事業」と同じ事業であります。

（３）、（４）については、宮崎県総合長期計

画の第１節、分野別施策の体系Ⅳ-５、「工業・

商業・サービス業などが生き生きと営まれる社

会」の中で具体的に記述をされています。この

ように、知事マニフェストは、宮崎県総合長期

計画のコピーといっても過言ではありません。

微調整レベルで十分であります。

初日答弁で、「蛇足ではあるが、私もＵター

ンしてきた。友人等々とこの時点でもう５世帯

誘致している。きょうもマンションで、エレベ

ーターの中で、老夫婦が東京から移住してきた

と言っていた。県か市町村に一報したかと言っ

たら、いや、していない。我々が勝手に決め

た。ぜひ一報してください。それで１世帯とカ

ウントされるわけでございます」と、知事が答

弁されていました。本県の18年度の転入転出世

帯は何世帯か、担当部長、答弁してください。

手元に今、資○地域生活部長（丸山文民君）

料がございませんので、後ほど答弁させていた

だきたいと思います。

知事のマニフェストの移住の○外山良治議員

定義について、担当部長の答弁を求めます。

移住とは、住○地域生活部長（丸山文民君）

居を移すということで、他の土地に移り住むこ

とだと思うんですけれども、私たちが言ってい

る移住とは、都市の住民等が、自然志向とかあ

るいは趣味等を実現するために、新たなライフ

スタイルを求めて、本人や家族の意思に基づい

て生活拠点を変えるということだと認識してお

ります。

ということであれば、知事の○外山良治議員

答弁というものは転入ということになります

ね、担当部長。

その知事の話○地域生活部長（丸山文民君）

がどういうことだったか、ちょっと事実確認し

たいと思いますけれども……。

私が先ほど申し上げたとおり○外山良治議員

です。答弁してください。

暫時休憩いたします。○坂口博美議長

午後１時16分休憩
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午後１時18分開議

再開をいたします。○坂口博美議長

移住者の定○総合政策本部長（村社秀継君）

義は、先ほど地域生活部長が申し上げたとおり

でございますが、今回、「新みやざき創造戦

略」の基本目標に掲げた100世帯のカウントの仕

方でございますけれども、これは基本的には、

私ども今、東京、大阪、福岡、地域振興課、そ

れから各市町村で、「宮崎ふるさと暮らし相談

窓口」を設けております。この相談窓口を通じ

て、先ほどの定義で転入してこられる方、これ

を移住者というふうに定義しているところでご

ざいます。

先ほどの県内○地域生活部長（丸山文民君）

への転入、それから転出でありますけれども、

― ―昨年 これは暦年でございますけれども

宮崎県への転入者が２万2,912名、転出が２

万6,590名であります。差し引き3,678名の減少

となっております。

もう一つの答弁があったん○坂口博美議長

じゃないかな……。

暫時休憩いたします。

午後１時20分休憩

午後１時21分開議

それでは、再開をいたしま○坂口博美議長

す。

どなたか答弁を……。知事。

お尋ねの件は、先日○知事（東国原英夫君）

私のマンションでお会いした老夫婦の方たちが

移住であるか転入であるかの違いということ

で、そういう認識で答えさせていただきます。

御本人たちの話を聞きますと、県のホームペー

ジを見たと。宮崎に来んね、住まんね、お誘い

事業というのは見たが、そこを通してはいない

ということでございました。でも、30数年ぶり

ぐらいに宮崎に帰ってまいりまして、私たちは

ここに永久に住みますということでございまし

た。私は移住という定義づけをしております。

これは基本的なことですか○外山良治議員

ら、今しっかりと確認をしなければいけないと

思うんです。知事は、私は移住だと思うと。し

かし、先ほど総合政策本部長……。行政の関与

というものがあります。平成18年度、例えばア

クセス件数が１万1,000件、相談件数が180何件

ぐらいだったと思いますよ。正確に覚えていま

せん。移住というのは５件だったと思います。

私の数字に間違いないかどうか、担当部長、答

弁してください。

県が情報サイ○地域生活部長（丸山文民君）

トを開設しました18年の10月からことしの３月

まで、５件というふうに把握しております。

間違いなかったということで○外山良治議員

ございますから、例えば転入転出でこれは100世

帯達成したと、マニフェスト万歳だと、そうい

うことを避けるために、転入転出と移住という

のは根本的に違うということを確認しなければ

いけないと思って、今確認をしたところです。

ですから、知事のエレベーターでの問題は全く

移住とは関係ないということをまず、知事、確

認をしていただきたいと思います。気持ちはわ

かりますよ。

次に移ります。「新みやざき創造計画」で

は、平成22年度目標の合計特殊出生率全国第２

位としていますが、06年の厚生労働省の人口動

態統計によると、合計特殊出生率は1.32で、都

道府県別に見ると、合計特殊出生率が高いのは

沖縄1.74、宮崎1.55等で、既に全国第２位と

なっています。すばらしいスピード感だと思い

ますが、全国何位かの数値目標ではなく、率表
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示の数値目標とすべきと思いますが、担当部

長、答弁してください。

○総合政策本部長（村社秀継君） 計画の数値

目標として、合計特殊出生率全国２位を掲げた

理由でございますけれども、この目標は、本県

が全国に誇れる子育て環境を実現するための一

つの目安として、総合計画審議会における御意

見なども踏まえて掲げたものでありますけれど

も、合計特殊出生率というのは、４年間の目標

として出生率の上昇幅そのものを設定すること

は困難であるということから、全国順位という

県民の皆様にわかりやすい目標値にしたところ

でございます。

○外山良治議員 これは20～30年前から問題に

なっていますよね、担当部長御存じのとおり。

合計特殊出生率で一番大事なことは、2.08とい

う数値だと思いますよ。その意味も含めて答弁

してください。

○総合政策本部長（村社秀継君） 確かに言わ

れるように、人口維持に必要とされる2.07、こ

れには確かに遠く及ばない状況にあることは間

違いないと思います。したがいまして、引き続

き合計特殊出生率を上昇させていくということ

はもちろんでございますけれども、今後４年間

の目標としては、やはり２位を堅持する、ま

た、１位の沖縄県―平成18年の概数でござい

ますが―1.74の合計特殊出生率でございます

けれども、この差を縮めていくということを目

指して、地域における子育て支援、あるいは仕

事と家庭が両立できる環境づくりなど、新しい

宮崎の創造につながる子育て支援策を進めてま

いりたいというふうに考えておるところでござ

います。

○外山良治議員 今そこで、第何位が問題であ

るかということではなくて、2.07ないし2.08が

最大の課題だということがわかりました。総計

も工程表がありますから、率表示ということに

しなければ、みんなから笑われますよ。聡明な

県職員がつくった総計とはとても思えません。

今後、考えを改めていただきたい。

それから、次に移ります。地域医療の整備と

充実は、県行政の中で最も重要な一つの課題と

して長年議論をされてきました。しかし、今

もって解決されるどころか、ますます悪化の一

途をたどっていると言っても過言ではございま

せん。知事の現状認識について答弁を求めま

す。

○知事（東国原英夫君） 済みません、よく聞

き取れなかった。もう一度、申しわけありませ

ん。

○外山良治議員 知事の現状認識について答弁

を求めます。

○知事（東国原英夫君） 本県の医師の数は10

万人当たり218名で、全国的には少ないという認

識ではございませんが、その問題は偏在にある

と思います。やはり地域間の偏在が顕著である

なという現状は認識しております。

○外山良治議員 過去２年間に医師は約50名増

加をしているようですが、資格者の現役リタイ

ア数はどうなっているか、宮崎東諸県圏域とそ

の他について、それぞれ増減の答弁をお願いし

ます。

○福祉保健部長（宮本 尊君） いわゆる実勤

務の医師の話ですか。（「はい」と呼ぶ者あ

り）平成14年と16年の比較でありますが、宮崎

東諸県圏域で実勤務の医師が47名増、それか

ら、県北部―延岡、西臼杵ですが―32名の

増、都城北諸県が５人の減、日向入郷が９人の

減、日南串間がプラス・マイナス・ゼロです。

それから、西都児湯が８人の減、西諸が７人の
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減ということで、県全体では50名の増というふ

うになっております。

若干数字が間違っていると思○外山良治議員

うんですけど、２年間に正確に言うと46名増加

していますよ。単年度でいくと23名。その23名

のうち、リタイアしている方々、これは25名だ

と思いますよ。その23名がどこに張りついたか

というと、宮崎東諸県圏域に配置されている。

だから、その他 その他と言うと非常に失礼―

ですけど、都城あたりの……。そういう方々

が、医師がふえていないと。これは、まあいい

です、時間が幾らあっても足りませんから。こ

れは特別委員会も設置されておりますから、ま

た後で徹底的にやっていきたいと思います。

資本主義社会ですから、お金が稼げるところ

に人が集まる。その方々に地域医療を道徳的に

訴えても効果がないことは、現状が示している

と思います。学校の先生たちは僻地勤務が誘導

されていると思いますが、医師についても、も

うそろそろ地域医療勤務を条件とするような制

度創設を国に働きかけていただいて、強力にそ

れを、例えば地域からそういった発信をすべき

だと思いますが、知事の見解をお願いいたしま

す。

医師の僻地勤務のこ○知事（東国原英夫君）

とでございますが、全国的な医師不足の中で、

地域における医療提供体制を確保していくため

に、国における抜本的な医師確保対策等の構築

が求められております。このため県では、国に

対し、医療機関の管理者要件として僻地勤務を

付加すること等の要望を行っているところでご

ざいます。また、全国知事会等を通じまして

も、同様の要望活動を実施しているところであ

り、引き続き他県とも連携しながら、国におけ

る抜本的な構築を求めていきたいと思います。

ぜひ頑張っていただきたいと○外山良治議員

思います。

児童相談所の件に関してお伺いをいたしま

す。児童虐待に関する相談件数の増加や相談内

容の多様化に伴い、緊急かつ高度な対応が求め

られている中、平成16年11月に児童福祉法が改

正され、児童相談に関する市町村の役割が明確

化されました。平成18年４月からは、中核市に

おいても児童相談所を設置できることになって

います。本県において人口の約３分の１を有す

るに至った宮崎市に、児童相談所への事務移譲

を検討する時期に来ていると思いますが、担当

部長の答弁を求めます。

児童相談所の○福祉保健部長（宮本 尊君）

業務の宮崎市への移譲についてであります。児

童相談所につきましては、児童福祉法上、都道

府県に設置義務がございますが、今お話にあり

ましたように、中核市等につきましても、政令

で個別に定めることにより設置が認められるよ

うになったところであります。現在、全国では

２つの中核市が、政令で指定を受けて設置をし

ているところであります。このように、法的に

は中核市等でも児童相談所の設置が可能となっ

たところでありますが、設置に当たりまして

は、専門職員の配置など、責任を持って事務を

執行する体制整備が重要であります。いずれに

いたしましても、御質問にありました宮崎市へ

の児童相談所事務の移譲につきましては、市の

ほうから具体的な相談・協議があれば、市側の

説明を十分伺ってまいりたいと考えておりま

す。

担当部長、もうそういう時代○外山良治議員

じゃないと思いますよ。地方分権の時代、そし

て、時間の関係で余り申し上げませんが、「中

核市における平成17年４月現在の児童相談所設
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置に関する調査報告」というのがあります。そ

の中で、中核市、35程度ありますが、都道府県

から設置要望があった市ということで、相模

原、岐阜、和歌山、高知、長崎、鹿児島。設置

の可否等の検討を行っている市の中に宮崎市も

入っています。ほとんど入っています。都道府

県から設置要望があった市のうち、検討を行っ

ている市というのも４市ございます。宮崎市の

場合は現在検討を行っている市の中に入ってい

ます。ですから、児童相談所というのは一番身

近な 知事も、すべての大人はすべての子供―

の教育者たれとか何とか言っておられました

が、そういうふうに、子供のことというのは市

町村の固有事務とするのが当たり前ですよ。ま

た、正確には忘れましたが、中核市移行に伴っ

て、宮崎市に私たちのような身体障がい者の事

務移譲がされました。ところが、療育手帳は児

相がやっています。依然として事務移譲されて

いません。こういう差がございますから、こう

いったことも含めて、積極的に宮崎市に、宮崎

県のほうから設置要望を行っていただきたいと

いうふうに、この点については要望にとどめて

おきます。また宮崎市長のほうにも、行けば応

ずるみたいよということを伝えておきます。

それから、植栽未済地の件ですが、ことしも

梅雨、台風シーズンを迎えました。一昨年、昨

年の未曾有の災害発生は、県民にさまざまな教

訓を与えたと思います。国立環境研究所の報告

書によると、100年後は温暖化によって九州の降

雨量は現在の1.7倍まで達すると予測をしており

ます。災害に強い県土を構築するためには、森

林の循環システムというものの確立が非常に大

事だと思います。現状は非常に厳しいものがあ

ると思います。人口の減少に伴う過疎化、担い

手の高齢化、先ほどおっしゃったとおり、不在

村の増加等々が拡大をし、植栽未済地の拡大を

招く一因ともなっているようであります。平

成14年度と比較し、19年森林ＧＩＳ調査による

植栽未済地域について、増減というものを答弁

していただきたいと思います。14年度と比較し

て減っているのか、ふえているのか。

植栽未済地に○環境森林部長（髙柳憲一君）

ついてでございますが、平成18年の１ヘクター

ル以上の植栽未済地は1,211ヘクタールでござい

ます。平成14年の植栽未済地は1,432ヘクタール

ということで、221ヘクタールの減少となってお

ります。

増加している地域というもの○外山良治議員

はございますか。

地域別に見ま○環境森林部長（髙柳憲一君）

すと、五ヶ瀬川流域、それから一ツ瀬川流域で

増加しております。五ヶ瀬川流域では252ヘクタ

ール、一ツ瀬川流域では29ヘクタール増加いた

しております。

一昨年の台風14号の流木等の○外山良治議員

数値について答弁を求めます。

台風14号の流○環境森林部長（髙柳憲一君）

木等の数という、ちょっと意味がわかりかねま

すが……。倒れた木のことでしょうか。

すり合わせは十分しておりま○外山良治議員

す。

外山議員に申し上げます。質○坂口博美議長

問の趣旨をもう一回お伝えいただけませんか。

私のほうから言います。お座○外山良治議員

りください。一昨年の台風14号では、例えば立

木が流木化した、これは10万立方メートルだっ

たと思います。13万6,000本、１ヘクタール大

体1,000本ぐらい植栽されると思いますが、これ

からすると136ヘクタールになりますよね。しか

し今、答弁でもございましたように、県北西部
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の植栽未済地がどんどんふえている。これはＧ

ＩＳ調査とおたくからいただいた数値、若干違

いますから、これは後ほど確認したいと思いま

す。よく川下の問題と川上の問題という表現が

されますが、県の北西部でそれだけ植栽未済地

がふえるということは、例えば1,000ミリの雨が

降っただけでも川下に多大な影響を与える。こ

ういった視点から、植栽未済地をいかになくす

か、これは不在村の問題、例えば、植栽未済地

で不在村がふえる、いわゆる管理しない、そう

いったところが木を切って再造林しない。再造

林しようにも、１ヘクタール65万から70万かか

りますよね、しかし、そういうお金もない。そ

ういう現状を含めて今後どうやっていくのか。

これをもう一度答弁してください。

今申し上げま○環境森林部長（髙柳憲一君）

したように、地域別に見ますと、県北部では植

栽未済地が増加しております。この主な原因と

いうのは、特に県北地域におきましては共有林

が多い。複数の者で所有する共有林が多いとい

うのもございます。また今、議員がおっしゃい

ましたように不在村化している、あるいは全般

的には所有者が高齢化しているという実態がご

ざいます。そういうことで、なかなか植林に対

する意欲が出てこないということで放置されて

いるのが理由であると。おっしゃるとおりでご

ざいます。

それにつきましては、まず、県北の特徴であ

ります共有林等につきましては、地元市町村等

を通じまして、所有者の方の合意形成、これを

まず図らなければ次に進みませんので、そう

いった合意形成に向けた指導を今後ともやって

いきたい。そして今、補助事業でございます再

造林を支援する事業がございまして、最高68％

という補助率がございますので、そういったも

のを活用しまして、未植栽地の植栽の推進を

図っていきたいというふうに思っています。

いずれにいたしましても、この植栽未済地の

問題というのは大変重要な問題でございますの

で、今後とも、市町村との連携をさらに強化い

たしまして、補助事業等の支援を行い、早期解

消に向けて努力をしてまいりたいというふうに

考えております。

一たん10万立方メートルの立○外山良治議員

木が河川等に流れてくると、これは産業廃棄物

ではない、一般廃棄物になる。そうすると、一

般廃棄物になると市町村がその流木処理に当た

らなければならない。また、県もその予算を計

上しなければならない。そういったことが川下

のほうにすごい負担としてかかってくる。です

から、担当部長には申しわけありませんが、ぜ

ひ頑張っていただきたいというふうに思いま

す。

監査委員会のあり方についてお伺いいたしま

す。私は、18年11月議会の総括質疑の中で、

「静岡県監査委員会は、裏金問題で監視をする

立場の監査委員事務局も含まれ、隠ぺい工作に

加担していたことから、出身母体に監査のメス

を入れることにもなり、仲間意識を一掃できな

い。こうした監査制度上の限界の解決策とし

て、事務局員の別枠採用。監査の精度・透明性

を確保するため、業務の一部を公認会計士等に

委託の検討。04年から財務会計の約50％を公認

会計士へ委託。結果、書記の監査で指摘できな

かった事例が多数見つかった。県によっては監

査委員に県庁ＯＢを充てる人事もあるが、同様

の弊害が懸念されることから、識見を有する者

は民間から起用し、勤務形態も常勤として、年

間600カ所の監査を実施している。代表監査委員

の見解と、会計年度の裏金等不正はなかった
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か」と質問をいたしております。

これらに対して代表監査委員の答弁は、「監

査委員の役割は従前にも増して重要となってい

る。県庁ＯＢ起用については、常に公正不偏の

態度で厳正な監査に当たっている。不正な公金

については厳正に審査した結果、不正事例はな

かった」「平成17年度定期監査、特別監査件数

は、本庁・出先機関等が275カ所、県の出資・補

助団体等が44カ所、合計319カ所実施した。特別

監査は実施していない」でした。しかし、今

回、不適正な会計処理が、現時点で全所属数292

の約16％で明らかとなっております。代表監査

委員の責任と見解を求めます。

現行の監査制○代表監査委員（城倉恒雄君）

度では、事務処理が法令等に従って適正に行わ

れていれば、私どもには、強制力を伴う調査権

がありませんので、不適正な事務処理を見つけ

るには一定の限界がございます。しかしなが

ら、今回の問題を深刻に受けとめ、今後はより

一層厳正な監査に取り組みまして、不適正な事

務処理の抑止に努めてまいりたいというふうに

考えております。

これはどういうふうに理解し○外山良治議員

たらいいんでしょうかね。今から申し上げま

す。地方自治法第199条第６項、これは第１点で

す。同様に、地方自治法第98条第２項、これを

どういうふうに理解したらいいんでしょう。な

おかつ、「監査委員は、監査のため必要がある

と認めるときは、関係人の出頭を求め、若しく

は関係人について調査し、若しくは関係人に対

し帳簿、書類その他の記録の提出を求め、又は

学識経験を有する者等から意見を聞くことがで

きる」とされております。出頭を求めることも

できます。代表監査委員、答弁してください。

今おっしゃる○代表監査委員（城倉恒雄君）

とおり、監査委員は、民間人、有識者等につい

て出頭を求めることはできます。

出頭を求めて何しやはるんで○外山良治議員

すか。何ができるんですか。あなたはさっきは

何もできないとおっしゃいましたが、出頭だけ

求めて遊んでいるんですか。答弁してくださ

い。

先ほどの一定○代表監査委員（城倉恒雄君）

の限界があるというふうに申し上げましたの

は、私ども出頭を求めることはできますけれど

も、出頭を拒否された場合、あるいは証拠書類

の提出を拒否された場合、罰則規定がございま

せんので、そこでおしまいになってしまうとい

うことでございます。

拒否をされるかどうかという○外山良治議員

こととは別に、まずそのことをやってみるとい

うことが必要じゃないんですか。代表監査委

員、答弁してください。

今、私ども○代表監査委員（城倉恒雄君）

も、そのことを含めて検討しております。以上

です。

地方自治法の改正というの○外山良治議員

は、これは、ちょっと忘れましたが、私が生ま

れたときに施行されて、2006年に改正をされま

したよね。御存じですか。答弁してください。

2006年の改正○代表監査委員（城倉恒雄君）

がどういう内容かということは、私、今すぐお

答えはできません。

例えば出頭を求めて拒否をさ○外山良治議員

れた場合、その後追いができないということで

あれば、後追いができるように罰則規定を設け

るように、国のほうに求めるおつもりはござい

ませんか。

私どもも、全○代表監査委員（城倉恒雄君）

国あるいは九州の監査委員のいろいろな会議が
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ございますので、そこの場を含めて検討してま

いりたいというふうに思います。

ありがとうございました。こ○外山良治議員

れは、例えば副知事、県が監査委員会に、ちゃ

んとこういったことは監査をしてくれという要

求もできます。まずそれから出発をして内部調

査だと、私はそういうふうに思います。でも、

先ほど代表監査委員から、限界がありますとい

う答弁がございましたから、それはしようがあ

りません。今後、監査委員制度、これは執行す

る側、私たちのような チェック機能を果た―

しているかどうか個人的には自信がありません

が、それと監査委員、この三位一体がお互いに

牽制し合う、そういう関係でなければ、不正と

いうのは今後も、何とかを過ぎればまた発生を

することになるかもわかりません。これは、そ

ういった意味で監査委員会としても、また議会

等私たちも含めて、しっかりとした監視、お互

いの相互監視というものが必要なのかなという

ふうな気がいたします。

代表監査委員、先ほど申し上げたよう

に、2006年６月の地方自治法改正で、識見の監

査委員の定数を自治体の条例により増加できる

ようになっております。今後、宮崎県監査委員

会として、識見の監査委員の定数を 多くの―

自治体でそのことが今取り組まれております

２名増加する予定はありませんか。―

現段階では増○代表監査委員（城倉恒雄君）

員は考えておりません。

自分たちがしっかりしていな○外山良治議員

いのに増員も計画していない。知事が喜ぶん

じゃないでしょうか。本当に情けない話です。

障害福祉計画と自治体間格差についてお伺い

をいたします。厚生労働省研究班によると、刑

務所に服役している知的障がい者か知的障がい

者と疑われる410人を調べたところ、再犯者が７

割に上る一方、障害者基礎年金など福祉サービ

スを受けるために必要な療育手帳の所持者は26

人のみで、身元引受人は父母としているのは20

％。285人が累犯者、さらに身元引受人がいて仮

釈放を受けたのは２割で、社会への再参加機会

もなく、満期で出所をしている方々が大半と

なっています。元衆議院議員の山本譲司氏が、

秘書給与の流用を行い刑に服した獄中におい

て、現在の日本社会で進行しつつある大変な問

題を発見し、それらを本にまとめた「累犯障害

者」06年９月発行の中で詳細に記載をしており

ます。

その中で、「もちろん多くの場合、障害を持

つことが犯罪に結びつくことはない。家庭と社

会が障害者を支えるからだ。しかし本書に描か

れるケースの多くでは、障害者を最初に包み込

むべき家庭が崩壊している。現在の日本社会

で、家庭の支えがない状態で、社会の支えは有

効に機能しない」と、著者の山本氏は記述して

います。知事、ぜひお読みいただきたいと思い

ます。所管部長は既にお読みいただいていると

思います。感想と宮崎県の実態について、答弁

を求めます。私は、福祉の貧困がもたらした結

果だと考えます。

私も、山本譲○福祉保健部長（宮本 尊君）

司氏の本を読ませていただきました。この本で

は、知的障がいを持つ受刑者の多くが、出所後

も生活をする基盤を持たずに、結局、困窮する

ために犯罪を繰り返す結果となっているという

現実があること、また、その大きな要因とし

て、知的障がいという障がいを持ちながら、福

祉の援助を全く受けていない人が数多くいると

いうことを知りまして、大変驚いたところであ

ります。このような、福祉から見放されたとい
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いますか、見落とされた障がい者をなくすため

には、さまざまな機関や人々が連携をして、き

め細かな福祉を行うことが何よりも大切である

と、改めて感じたところであります。以上で

す。

もう時間も迫ってきました。○外山良治議員

宮崎県障害福祉計画が策定されています。施策

の基本方向、施策推進の視点等すばらしいもの

となっております。身近な市町村を中心とした

支援体制の充実では、「障がい者が地域で生活

していくためには、障がい者一人ひとりのニー

ズに対応した総合的な支援を行っていく必要が

ある。そのためには、障がい者にとって最も身

近な存在である市町村を中心に、相談対応、福

祉サービス支援等を行うのが効果的であり、市

町村の役割が大変重要になる。また、都市部と

山間部でサービスの格差が見られることから、

格差の是正に努める必要がある」と記述されて

います。障害福祉計画で定めた各種サービスの

確保について、福祉圏域間バランスに配慮し、

早急な格差是正を図る必要があると思います。

答弁してください。

おっしゃると○福祉保健部長（宮本 尊君）

おり、現状では、先ほども申し上げたように、

地域間の格差、あるいはそれぞれの市町村での

サービスの量、質に差があるかと思います。そ

れで、この障害福祉計画におきましては、そう

いったものを一番身近な市町村でまずは整備し

ていただくと。同時に、それがなかなか困難な

場合は、複数の町村で連携してサービスを確保

していくという考え方で、この計画をつくって

おります。以上です。

ありがとうございました。こ○外山良治議員

の福祉計画の中で、最も対応していただきたい

ことは、重度心身障がい児の方々のことです。

重心児の診療は、こども療育センターで行われ

ておりますが、県北、県西地域における診療機

能の早急の対応は喫緊の課題だと考えておりま

す。自治体間格差是正について、これはもう結

構です。一生懸命やってください。重心児は、

例えばショートステイ、デイサービス、日給

品、補装具等、各種サービスを利用することに

なります。私の場合には４年か５年に一度これ

をいただく。ただそれで済みます。ところが重

心児の場合は違う。そのことをまず念頭に置い

てくださいよ。保護者負担は限界に達していま

す。重度障がい児・者ほど負担が重くのしか

かっています。とんでもない障害者自立支援法

だと思います。そこで、総額で月額負担上限額

を設定すべきと思いますが、答弁をしてくださ

い。

今おっしゃっ○福祉保健部長（宮本 尊君）

たのは、例えば重症心身障がい児の方が、いわ

ゆる福祉サービスを利用する場合、あるいは車

いすなどの補装具を受ける場合、それぞれに１

割負担あるいは月額負担上限額が設定されて、

その分、経済的な負担が大きくなっているとい

うことかと思います。この考え方の基本としま

しては、例えば車いすなどの補装具とか、ある

いは外科手術を行う場合の医療につきまして

は、その費用負担が一時的であるために、毎月

発生する介護給付費とは別に計算をするという

考え方に立っておるわけであります。しかしな

がら、おっしゃるように、児童の場合は成長も

著しい、補装具等も短期間で更新しなきゃいけ

ないというようなこともございます。また、医

療においては、常時医療を受けなきゃいけない

という場合もありますので、これについては、

費用負担のあり方について、利用者の実態を十

分に踏まえる必要があると考えております。
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県におきましては、これまでも全国知事会等

を通じて、低所得者への配慮など利用者負担の

軽減等について国に要望してきておりますけれ

ども、今後とも、利用者の実態に即した負担と

なるように、国に要望していきたいと考えてお

ります。以上です。

もっとわかりやすく言うと、○外山良治議員

例えば重心児の場合には、車いすをいただく。

そうすると、補装具小児申請をすれば、アッパ

ーで35万。ところが、きょう雨が降る。子供を

ぬらしてはいかん。傘をつける。それとか２年

に１回車いすをかえる。それが35万かかる。そ

れの１割負担。その上に、それがたまらへんか

ら、ちょっと動かすと、自在化すると４年も

つ。そうするとその改造費が15万。そして、お

むつ、１万2,000円が上限。ですから、それ以上

使うとお金がない。だから、ペットの犬用のお

むつを買ってきて、それを自分の子供に当て

る。そして、たまにはほかの子供のためにショ

ートステイに預ける。またそれは別に負担。そ

してデイサービスにも預ける。それは別負担。

こういうふうにどんどん、どんどんトータルし

ていく。たまったものじゃない。これを国にど

うのこうのと言う前に、おむつとか 例えば―

胃瘻で食事をする場合どうかというと、医療行

為であるということで、これは診療報酬請求、

例えば自宅で胃瘻から食事する場合、チューブ

とか注射とかいうのは自分で買いなさいと、こ

うなる。わかりますか。こうするとすごい自己

負担になるんですよ。ですから、こういった医

療行為を自宅でする場合の診療報酬請求額以外

の自己負担、おむつ、この程度は、もう何やか

んや言わんと、県単事業でやっていただけんで

すか。答弁してください。

今おっしゃっ○福祉保健部長（宮本 尊君）

た中では、毎月の上限額の中におさまるものも

入っているかと思います。ただ、おむつ代につ

きましては、我々も調べまして、利用しておら

れる方々が、今、各市町村とも１万2,000円を上

限にしていると思いますが、それでは足りない

と。足りないといいますか、それを超してしま

うというようなことで、施設に聞きましても、

そういったことを確認しておりますので、県と

しては、おむつ代を支給している市町村に対

し、担当者会議等を通じまして、基準額の引き

上げ これは市町村で引き上げることは可能―

でありますので それを働きかけてきておる―

ところであります。そういった働きかけにより

まして、今後、各市町村において、基準額の引

き上げを行う予定となっております。以上で

す。

すばらしい答弁だと思いま○外山良治議員

す。おむつ代、ペットの犬のおむつを買ってき

て自分の子供にすると、そういうことだけはや

めにしてもらいたい。この点については解消で

きるということですから……。

それから、先ほど車いすのことを出しまし

た。重心児が２年に１回、大変ですよ。35万１

割負担、それに15万のパラソル、そういうのを

つけたときにですね。これは２年に１回、子供

が成長する、だから車いすをかえる。私のよう

にもう成長がとまった人間は５年に１回でいい

ですよ。ところが子供というのは成長するわけ

ですから、２年置きに35万も払うと大変です

よ。それだけじゃありません。車の改造も必要

です。ですから、育児放棄、もう頭抱えて育児

放棄、そういったことにもつながりますから…

…。だから、厚生省と、つい最近けんかをして

きました。そういった補装具小児成長、「成

長」をつけた。それで、ここ１週間か２週間に
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は もう連絡来たでしょう。そういうふう―

に、やっぱり自分たちが一番現場としておかし

いといったことは、ぜひ今後ともやっていただ

きたい。

教育もありましたが、時間が来ました。それ

で、これはただ感謝だけ一言、言っておきま

す。高校においても教育アシスタントを設置し

ていただいて、これは全国紙のトップに載っ

て、非常に感動しています。今後ともその方向

で、ぜひ頑張っていただきたいと思います。質

問を終わります。（拍手）

次は、33番水間篤典議員。○坂口博美議長

〔登壇〕（拍手） この６月議○水間篤典議員

会も５日間の一般質問の最後となりました。

私、22番目、本当に最後の最後でありますが、

紅白歌合戦でいいますと大トリに当たりまし

て、通常では、歌手の中でも一番歌のうまい方

が締めるわけでありますけれども、今議会の最

後の一般質問となりますので、明快なる御答弁

をお願いしまして、質問に入ります。

まず、知事の政治姿勢についてであります。

改めて申し上げるまでもなく、さきの県知事

選挙におきまして、知事は入札制度の改革の必

要性を訴えて選挙戦を戦われ、見事、当選を果

たされました。まことにおめでとうございま

す。議場でおめでたいことを言うのは初めてで

ございますから、お祝いを申し上げたいと思い

ます。

そして、この３月には「入札・契約制度改革

に関する実施方針」をまとめられ、予定価格250

万円以上の公共工事について、段階的に指名競

争入札を廃止し、平成19年度内には原則として

一般競争入札に移行することを明らかにされま

した。この一般競争入札の拡大により、確かに

競争性の確保は図られてきてはおりますが、ま

たその一方で、公共事業への依存度が高い本県

においては、建設業者の倒産の増加が懸念をさ

れておりまして 確かに増加をいたしている―

状況であります。建設産業は、地域の貴重な雇

用の場にもなっております。競争性だけを追求

するのではなく、業者の育成にも取り組むべき

ではないかと考えますが、知事の所見をお伺い

いたします。

次に、平成19年度予算と本県の財政状況につ

いてお伺いをいたします。

一般会計の６月補正予算額984億9,000万円を

含めた平成19年度の予算総額は、5,648億900万

円となっております。対前年度比2.6％の減で、

６年連続のマイナス予算となりました。このよ

うな大変厳しい財政状況の中、企業立地促進補

助金の限度額の大幅な引き上げ、あるいは災害

時安心基金の創設、「おもてなし日本一」に向

けた各種観光施策の実施など、知事のマニフェ

スト実現に向けて、知事のカラーの出た積極性

のうかがえる予算ではないかと存じます。

また、今回の６月補正で県債を224億円余の増

額補正した結果、平成19年度末の県債残高の見

込みは9,022億円となり、前年度末と比較して40

億円残高が減少しているのであります。昭和46

年以降で初めて県債残高が減少したとのことで

ありました。財政の健全化に向けて一歩踏み出

したものと評価できるものであります。しかし

ながら、このような巨額の県債残高は、この立

ちおくれた本県の社会資本整備を積極的に推進

してきた結果でもあることから、マイナス面ば

かりを取り上げることは適当ではないと考えて

おるのであります。この約9,000億円の県債残高

のうちには、後年度において交付税措置がある

ものも多く含まれているのではないかと思いま

す。そこで、約9,000億円の県債残高のうち、元
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利償還金が地方交付税によって措置されている

ものはどの程度あるのか、総務部長にお伺いを

します。また、あわせて、事務事業、県単補助

事業等の見直しについてはどのような経緯が

あったのか、お聞かせください。

次に、地域医療の問題についてであります。

地方における医師不足はますます深刻化して

おります。このままでは地域医療の崩壊にもつ

ながりかねない危機的状況でありまして、先ほ

どから、また、今までの一般質問でたくさんの

皆さんが質問されました。本県の人口10万人当

たりの医師数は218.4人、全国平均の211.7人を

上回ってはいるのですが、問題は、これらの医

師が宮崎東諸県圏域に集中し、そのほかの圏域

はすべて全国平均を下回っているということで

あります。私の地元でも、小林市立市民病院

で、医師不足から小児科が休止になり、住民に

とって不安な状況が続きました。幸い、ことし

４月から地元出身の小児科の医師が着任をされ

ましたものの、県内、恐らく今の状況で129名と

思いますが、小児科の約半数が宮崎東諸圏域に

集中しており、西諸県圏域はわずか６人にすぎ

ません。先ほどのお話もありました。毎年、医

師は3,500人から4,000人ふえていると聞いてお

りまして、平成10年から16年、この６年でも、

全国で２万人の医師がふえていると聞いており

ます。このような中でも、医師不足、地域偏在

の事態に至った原因はどこにあると認識されて

おられるのか、福祉保健部長にお伺いをいたし

ます。

もう一つは、県の地域医療対策協議会が、小

児救急医療体制について、現在の７医療圏を３

つの医療圏に再編し、「こども医療圏」とし

て、その地域の実情に応じた小児救急医療体制

を整備するという方向を示したとのことであり

ます。私が大変心配しておりますのは、この広

大な県土がわずか３つの医療圏に再編されます

と、１つの圏域が余りにも広域的になり過ぎ、

救急体制として本当に必要な機能が発揮できる

のかということであります。特に、西諸圏域は

都城北諸圏域とともに県西部圏域として再編さ

れるのではないかと考えます。そうなると、拠

点となる病院は都城市内の病院のみとされるの

ではないかと、大変危惧しております。私は県

議会議員に当選してから８年間、この県西地区

の病院のあり方を再三、議場でも訴えてまいり

ました。小児医療においても、県西地区は県か

ら見放されているのではないかと感じざるを得

ないわけでありまして、２つの市を持つ県西地

区の住民感情としては、到底納得できないもの

であります。こども医療圏の設定によって、西

諸地区のように医療圏全体が小児医療などの空

白地帯となるような事態について、どう考えて

おられるのか、福祉保健部長にお伺いをいたし

ます。

次に、空き店舗対策についてであります。

御案内のとおり、中心市街地は大型店の出店

などにより空き店舗などもふえ、地域のコミュ

ニティーや地域文化、伝統を支えるといった重

要な中心市街地の機能が衰退してきており、全

国的に中心市街地の空洞化が起きているのが現

状であります。本県においても、県内の商店街

は空き店舗がふえるなど厳しい状況が続いてお

り、地域経済の活性化や雇用創出の面で大きな

役割を果たしている商業が危機的な状況でもあ

ります。このような中、国において、中心市街

地における都市機能の増進及び経済活力の向上

を総合的かつ一体的に推進するため、いわゆる

まちづくり三法の見直しが進められました。そ

こで、この法の趣旨がどのように生かされてい
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くのか、このまちづくり三法に対する県の取り

組み状況と、今後の空き店舗対策についてどの

ような事業を展開していくのか、商工観光労働

部長にお伺いをいたします。

次に、配合飼料価格高騰対策についてであり

ます。

先般の報道によりますと、国内配合飼料の価

格上昇が昨年10月から始まり、先月までに、１

トン当たりの平均価格が５万3,000円で約１万円

値上がりしたとのことでありました。理由とし

ては、米国から輸入している配合飼料の主な原

材料・トウモロコシが、燃料用エタノールの需

要の高まりや、中国への輸出拡大などを受け、

値上がりした影響だということであります。

歴史を振り返りますと、世界的な穀物危機

は、昭和48年秋に発生した石油ショックによる

世界経済の著しい混乱と、昭和49年、米国の凶

作などによって一層深刻なものになり、我が国

においても未曾有の飼料価格高騰を招き、いわ

ゆる畜産危機の事態が生じたわけであります。

そのような中で、国においては、昭和50年に社

団法人配合飼料価格安定特別基金 現在は社―

団法人配合飼料供給安定機構となっております

が、この安定機構を活用し、値上がり幅が抑え

られているとのことでありますが、石油代替燃

料として、トウモロコシの燃料用エタノールに

向けた需要はますます高まっていくことが予想

されます。値上がりの傾向は今後も続くのでは

と心配をいたします。

そこで、農政水産部長にお伺いをいたしま

す。県内の畜産農家におけるこの配合飼料価格

高騰の現状をどう認識されておられるのか。ま

た、私は、代表質問や一般質問で、口蹄疫対策

として国産稲わらの確保を再三質問してまいり

ました。やはり配合飼料等についても自給率を

高めていくべきと考えますが、今後の対策もあ

わせてお伺いをいたします。

次に、たくさんの皆さんから御質問がありま

した植栽未済地の問題についてであります。

単刀直入に知事にお伺いをいたします。最

近、現地視察もされたように聞いておるんです

が、この2,000ヘクタールと言われる植栽未済地

について、知事は今後どのような姿勢でこの問

題を解決しようとされておられるのか、お伺い

をいたします。

また、植栽未済地解消のための有効な対策に

ついて、今回の肉付け予算を含め、平成19年度

予算にどのように反映をされたのか、環境森林

部長にお伺いをいたします。

次に、建築物耐震化対策についてでありま

す。

昨年１月に施行されました改正耐震改修促進

法において、都道府県は、建築物の耐震診断や

耐震改修の促進を図るための計画を策定するこ

とが義務づけられました。この法律に基づき、

県では、本年３月、10年後の耐震化の目標を定

めた「宮崎県建築物耐震改修促進計画」を策定

されたところであります。この計画を見ます

と、想定される地震の規模や被害の状況では、

被害の最も大きい日向灘南部地震で、地震の規

模はマグニチュード7.5、死者数が914名、地震

等による建築物の被害、全壊・大破含め２

万2,645棟という多大な被害が想定をされており

ます。一方、住宅の場合、耐震化率としては72

％、学校や病院、デパートなど多数の人が利用

する特定建築物の耐震化率は76％となっており

ます。10年後の平成27年の住宅の耐震化率の目

標は90％とされておるのでありまして、今後10

年間で約２万7,000戸の耐震改修が必要となる

と、促進計画では述べられております。住宅に
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ついてはあくまでも個人でありまして、建物所

有者が改修するものであり、その面では資金な

どの問題もあり、達成が困難ではないかと考え

ます。この建築物耐震改修促進計画の実施に向

けた財政支援などの具体的な取り組みと今後の

対策について、県土整備部長にお伺いをいたし

ます。

次に、県立学校等の耐震補強についてであり

ます。

さきの質問にも関連をいたしますが、県内の

公立小中高の校舎や体育館などの耐震診断結果

を見ると、その結果に愕然といたします。耐震

診断の対象となったのは、昭和56年以前に建て

られた２階建て以上の建物で、県立学校448棟、

市町村立学校1,107棟のうち、県立学校で133

棟、約30％、市町村立学校で532棟、約48％が耐

震補強が必要と判定されたということでありま

す。言うまでもなく、学校施設は、児童生徒が

安全で安心して過ごせることが絶対条件であり

ます。しかも、緊急の災害時には応急避難所と

しての役割も担っている施設であります。この

ことからも、安全の確保というのは最重要課題

でもあります。厳しい財政事情というのは十分

認識をいたしておりますが、大規模地震が発生

してからでは遅いのであります。今年度は約８

億9,000万の予算にて、延岡工業高校、宮崎大宮

高校、小林高校など10校13棟を改修することに

なっております。しかし、このペースでいきま

しても、県立学校だけでも10年かかってしまう

ことになります。また、報告では、最低レベル

の耐震性であるのが29棟あるということであり

まして、これも一刻も早く耐震補強を行うべき

であると考えます。そこで、お尋ねをいたしま

す。県立学校の耐震化の現状及び今後の取り組

みについてどのようにお考えか、教育長にお伺

いをいたします。また、市町村立学校はまさに

義務教育の一環でありまして、国において全部

を対応すべきと考えます。教育長の見解をお聞

かせください。

最後に、地域の治安対策についてお尋ねをい

たします。

最近、全国的に暴力団組員等による事件が相

次いで発生し、特に長崎市長の射殺事件や愛知

県における人質立てこもり事件など、一般社会

の平穏な生活を脅かすものであります。一方、

本県におきましても、昨年、暴力団関係者によ

る殺人事件が発生するなど、暴力団の存在が市

民生活に不安を与えている状況にあります。そ

こで、本県における暴力団情勢とその取り締ま

り対策、さらには行政対象暴力について、あわ

せて警察本部長にお伺いをいたします。また、

刑法犯罪の発生及び検挙状況など県の犯罪情勢

等についてもお伺いをいたしまして、壇上から

の質問を終わります。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいた○知事（東国原英夫君）

します。

建設産業の育成についてであります。建設産

業は、社会資本の整備を通して、県民の生活を

支えるとともに、災害時の緊急対応や雇用の場

として大きな役割を担っております。県民の県

政への信頼を回復するために、入札・契約制度

の改革を推進しているところでありますが、公

共事業に大きく依存している本県建設業は、年

々、公共投資が減少する中、経営を取り巻く環

境は厳しさを増しております。このようなこと

から、県では、新分野進出や経営革新など意欲

ある企業の取り組みを積極的に支援するととも

に、技術と経営にすぐれた企業が成長できる環

境づくりを進めていく必要があると考えており

ます。また、今般の入札・契約制度改革におき
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まして、県発注の公共工事について、原則とし

て県内建設業者へ発注するとともに、入札参加

条件に地域要件を設けたところでございます。

さらに、受注業者に対して、下請業者は県内か

ら選定することや、建設資材について県内業者

から購入することなどを要請しているところで

もあります。県といたしましては、今後とも引

き続き、建設産業の育成に十分配慮してまいり

たいと考えております。

続きまして、植栽未済地問題についてであり

ます。植栽未済地につきましては、私も５月の

初めに、西米良村の伐採跡地の現地を見せても

らい、地元の方々からもお話を伺ってまいりま

したが、木材価格が長く低迷していることなど

から、切っても植えられないという厳しい現状

を目の当たりにしました。私は、本県の豊かな

森林資源を生かした林業の振興と、国土の保全

などの森林の多面的な機能の維持・発揮を図っ

ていく上で、植栽未済地の解消は大変重要な問

題であると考えております。最近、国産材の需

要が高まるなど追い風が吹いてきておりますの

で、この好機をとらえて、植栽未済地の早期解

消ができないものかと考えているところでござ

います。森林はかけがえのない県民共有の財産

であります。50年先、100年先を見据えて、森林

所有者が行う森林づくりを引き続き支援すると

ともに、県民や企業などの参加による県民総力

戦で森林づくりに取り組んでまいりたいと考え

ております。以上でございます。〔降壇〕

〔登壇〕 お答えを○総務部長（渡辺義人君）

いたします。

県債の元利償還金に対する交付税措置につい

てであります。県債の発行に当たりましては、

後年度の元利償還金に交付税措置のあるものを

可能な限り活用しているところであります。平

成18年度末の県債残高9,062億円ございますが、

このうち、その６割弱、金額にいたしまし

て5,000億円程度が基準財政需要額に算入される

見込みでございます。

次に、事務事業の見直しについてでありま

す。県単独の補助金を初め、すべての事務事業

につきまして、目的、効果などを検証しながら

ゼロベースから見直しをいたしまして、総額

で105億円程度、一般財源ベースでは56億円程度

になりますが、これらの財源を捻出いたしまし

て、新規事業で107件、新規事業の事業費ベース

の金額が約25億円になりますけれども、これら

その他の重要施策の財源として活用を図ったと

ころでございます。以上であります。〔降壇〕

〔登壇〕 お答○福祉保健部長（宮本 尊君）

えいたします。

まず、医師不足等の原因についてでありま

す。医師不足の主な要因といたしましては、平

成16年度の新たな臨床研修制度の導入や、若い

医師の間で専門医志向が高まっていること等に

より、医師の大学離れや都市部への流出傾向が

顕著になったことが挙げられます。その結果、

従来、大学が担っていた地域への医師派遣が困

難となり、これまで以上に、各地域において医

師の確保が厳しい状況になっているものと認識

しております。また、小児科等の特定診療科に

つきましては、休日・夜間の救急患者への対応

など、厳しい勤務環境が若い医師から敬遠され

る傾向にあることも一つの要因であると考えて

おります。

次に、「こども医療圏」についてでありま

す。こども医療圏は、現在の７つの医療圏で

は、医師の絶対的な不足によりまして、特に休

日・夜間の小児救急医療体制の確保などが困難

となっていることから、広域的な対策を検討す
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るために設定したものであります。具体的に

は、県内を県北、県央、県西の３ブロックに分

け、各ブロックごとにプロジェクトチームを立

ち上げ、地域の実情に合った小児救急医療体制

の構築等について、今年度から検討をすること

にしております。こども医療圏につきまして

は、必ずしも１カ所の拠点病院に医師を集中さ

せることを想定しているものではなく、地元の

医師会や市町村など関係機関で十分論議してい

ただいて、それぞれの地域に最もふさわしい小

児救急医療体制の構築を図ってまいりたいと考

えております。

なお、小林市立市民病院を初め、公立病院の

小児科医不足は深刻な状況にありますことか

ら、県といたしましては、引き続き、医師修学

資金による小児科医の育成確保はもとより、新

たに市町村と一体となった医師の確保に取り組

んでまいりたいと考えております。以上であり

ます。〔降壇〕

〔登壇〕 お答○環境森林部長（髙柳憲一君）

えいたします。

植栽未済地解消のための平成19年度予算につ

いてであります。平成19年度の予算編成に当た

りましては、森林整備予算の重点化に努め、６

月補正予算では、植栽未済地の解消に向けた取

り組みを促進するための再造林や、高齢級間伐

の推進によりまして皆伐を抑制する「森林整備

促進対策事業」で４億8,000万円余を計上し、平

成19年度森林整備事業予算は、補正を含めまし

て19億7,000万円余をお願いしているところであ

ります。また、森林環境税を活用しまして、公

益性の高い森林内の荒廃地に植栽を行います

「広葉樹造林等推進事業」につきましては、当

初予算で拡充を図ったところであります。

今後は、植栽未済地の更新状況を継続的かつ

的確に把握いたします「森林地理情報システム

データ整備事業」を引き続き実施しますととも

に、市町村との連携を深め、伐採届の提出時に

森林所有者の意向を踏まえながら、適切な伐採

や速やかな再造林を指導して、植栽未済地の抑

制に努めてまいりたいというふうに考えており

ます。以上であります。〔降壇〕

〔登壇〕○商工観光労働部長（高山幹男君）

お答えいたします。

まちづくり三法に対する取り組み状況等につ

いてであります。まちづくり三法は、コンパク

トでにぎわいあふれるまちづくりを目指しまし

て、今回改正されたものでありますが、国や地

方公共団体、地域住民及び関係事業者が密接な

連携を図り、地域が主体的にまちづくりに取り

組むことが求められております。このため県で

は、中心市街地活性化基本計画の策定に取り組

む市町村に対して、庁内連絡会議を設置し、助

言を行っております。また、今年度からは、関

係者の合意形成に向けた説明会等の開催経費を

助成することといたしております。

次に、空き店舗対策につきましては、これま

で、商店街等が実施する空き店舗を利用した子

育て支援施設や高齢者の交流施設、ギャラリー

の整備などの取り組みを支援してきたところで

あります。また、空き店舗をなくすためには、

駐車場システムの整備や商店経営の近代化など

により、にぎわいのある商店街づくりが必要な

ことから、中心市街地商業活性化基金事業等に

より助成を行っているところであります。今後

とも、市町村や商工団体などと連携し、空き店

舗対策を初めとする、にぎわいのある商店街づ

くりを支援してまいりたいと考えております。

以上であります。〔降壇〕

〔登壇〕 お答○農政水産部長（後藤仁俊君）
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えいたします。

配合飼料価格高騰による畜産農家への影響と

自給率向上対策等についてでございます。配合

飼料の主な原料でありますトウモロコシ等につ

きましては、燃料用エタノールとしての活用に

より、循環型社会の形成への貢献が期待されて

おりますが、一方で、米国では燃料用エタノー

ルの生産が急速に増加していることから、結果

的に配合飼料価格が高騰する原因ともなってお

ります。本県では、年間約180万トンと全国第３

位の配合飼料の利用がありますことから、トン

当たり１万円の価格上昇を全額農家が負担する

ことになりますと、180億円に相当し、畜産農家

の負担はもちろん、関連産業まで含めますと大

きな影響があるものと認識いたしております。

このため、これまで取り組んでまいりました

稲わら確保等の粗飼料の増産対策に加えまし

て、配合飼料の自給率を向上させる対策といた

しまして、平成17年度に設置いたしました「宮

崎県食品残さ飼料化推進協議会」を核といたし

まして、焼酎かす等の未利用資源の飼料化をさ

らに進めてまいります。また、新たに配合飼料

用としましての飼料米の利活用についても検証

してまいりたいと考えております。以上でござ

います。〔降壇〕

〔登壇〕 お答○県土整備部長（野口宏一君）

えいたします。

建築物の耐震化対策についてであります。住

宅の耐震化を促進するに当たりましては、所有

者等に対する耐震性の向上についての意識の啓

発と、耐震性の有無を確認するための耐震診断

の実施が重要と考えております。このため、県

といたしましては、阪神・淡路大震災を契機と

いたしまして、平成７年度から建築物防災展の

開催や無料の耐震相談窓口を設置し、県民の防

災意識の高揚を図るとともに、平成17年度から

は、木造住宅の耐震診断に取り組む市町村に対

する支援を行い、これまでに19市町において実

施されたところであります。御質問にありまし

た「宮崎県建築物耐震改修促進計画」につきま

しては、建築物の一層の耐震化を図るため、本

年３月に策定したところであり、県といたしま

しては、この計画に基づき、住宅の所有者等へ

の啓発を引き続き実施しますとともに、すべて

の市町村において木造住宅の耐震診断に取り組

まれるよう、積極的に働きかけてまいりたいと

考えております。以上でございます。〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいた○教育長（高山耕吉君）

します。

学校施設の耐震化につきましては、児童生徒

の安全性を確保する観点から、極めて重要な課

題であると認識をいたしております。県立学校

につきましては、平成18年度までに耐震診断は

すべて終了し、耐震化率は80.1％で、前年度に

比べまして25.3ポイントと高い伸び率を示して

おります。本年度は、全庁的な耐震改修促進計

画に基づきまして、緊急度や優先度を考慮しな

がら、学校施設に係る整備計画を策定し、今

後、計画的な整備に努めてまいりたいと考えて

おります。

次に、小中学校の耐震化についてでありま

す。これまで小中学校の耐震化につきまして

は、国の補助制度を活用いたしまして整備がな

されており、昨年度、耐震化を一層進める観点

から制度の見直しが行われ、「安全・安心な学

校づくり交付金」制度が創設をされたところで

あります。この中で、「地震防災緊急五箇年計

画」に位置づけられたものは、補助率が３分の

１から２分の１に引き上げられたところであり

ます。これまで国に対しましては、全国知事会
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や全国都道府県教育長協議会などを通しまし

て、補助制度の充実をお願いしてきたところで

ございますが、先般も、国に陳情に行ったばか

りでございます。また、市町村に対しまして

は、国の新たな制度の周知徹底を図りまして、

耐震化を積極的に推進するよう、機会あるごと

に指導助言に努めてまいりたいと考えておりま

す。以上でございます。〔降壇〕

〔登壇〕 お答え○警察本部長（吉田尚正君）

します。

暴力団情勢等についてであります。まず、県

内の暴力団情勢でありますが、本年１月１日現

在で、17の組織、約400名の構成員等を把握いた

しております。平成４年の暴力団対策法の施行

以来、全国的に組事務所から代紋とか名札を取

り外すといった形で組織の実態を隠ぺいする傾

向を強めておりまして、本県でも同様でありま

す。暴力団に対しましては、あらゆる法令を活

用した取り締まりを行っております。昨年は200

名余りの暴力団関係者を検挙いたしております

し、県内の暴力団２つの組織を壊滅いたしてお

ります。また、県外暴力団の進出阻止に向けた

対策も推進をいたしております。

また、行政対象暴力対策についてのお尋ねで

ありますが、平成15年には、県を初めとして全

市町村で「不当要求防止対策要綱」というもの

を制定いたしまして、警察との連携による情報

の共有を図っていただいております。また、平

成16年には、全国に先駆けまして、県内の全市

町村が警察と県弁護士会と連携をしまして、機

関誌の購読などの不当な要求を拒否する体制を

確立されております。このように、関係機関・

団体と連携をいたしまして、暴力団の排除活動

を積極的に推進いたしております。

最後に、県内の刑法犯罪の認知状況について

であります。平成14年に刑法犯の認知件数が１

万7,703件と過去最多を記録するとともに、検挙

率が過去最低の22.3％となりました。これを受

けまして、警察といたしましては、街頭犯罪な

どの抑止、それから検挙の対策に取り組んでま

いりました。その結果、平成18年の刑法犯罪の

認知件数は１万1,352件、これは４年連続の減少

でございます。検挙率も47.2％と向上いたして

おります。今後とも安全・安心の両面で、治安

回復に向けた取り組みを積極的に推進してまい

りたいと考えております。以上であります。

〔降壇〕

るる御答弁をいただきまして○水間篤典議員

ありがとうございました。

ある結婚式で知事と出会いまして、知事、お

忘れのことだと思いますが、シーガイアでの結

婚式で小林の方だったんですが、まだ当然その

まんま東さんのお名前での出席でありました。

それから１年有余、ここでこうして出会いがで

きて質問ができる。その間に知事さんになられ

て、しかも86.7％の支持率と。どこに行っても

知事さん、黒山の人だかりでありまして、そう

いう知事さんと一緒になって議論ができること

を本当にうれしく思うところであります。

今、るる答弁をいただいた中で、約9,000億の

県債残高のうちに６割、約5,000億とそんな話

が、元利償還金が地方交付税によって措置され

るということでありました。今までは起債充当

比率ということでありましたけれども、呼び名

が変わりまして、実質公債比率ということであ

ります。これが15％いくかいかないかというよ

うなことで、地方の借金がどのような状態にあ

るのかということがわかるわけですが、本県に

おいては12.2％、全国７番目という意味ではよ

い状況だというふうに思うんです。非常に厳し
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い財政、厳しい、厳しいと言いながら、この実

質公債比率を見ると、全国７番目にいいという

状況は、すごいものじゃないかなと思うんで

す。このような状況を考えまして、まだある意

味では積極的な財政措置が可能だと思います

が、知事の所見はいかがでしょうか。

最初の質問でござい○知事（東国原英夫君）

ますが、おととしの11月にシーガイアの結婚式

場で、確認でございますが、たしか小林の「あ

りん子」という居酒屋さんの結婚式だったと思

います。覚えております。

御質問の内容でございますが、本県におきま

しては、過去の経済対策等で多額の県債を発行

したことに伴い、今後、公債費が大幅に増加す

る見込みでございます。また、県債の元利償還

金に対する交付税措置につきましては、地方交

付税の基準財政需要額に算入されております

が、三位一体の改革で地方交付税の総額自体が

削減されていること等により、本県に交付され

る地方交付税は大幅に減額されているところで

ございます。本県にとりましては最大の歳入財

源である地方交付税の今後の動向は大変不透明

であり、本県財政はこれからも多額の収支不足

が見込まれるなど厳しい状況でありますので、

新たな財政改革推進計画を着実に推進していく

ことが必要であると考えております。

次に、知事は、入札制度改○水間篤典議員

革、この談合事件によってどうしても、ある意

味、宮崎で起きた事件ということにかんがみ、

そして、そのことを宮崎県から全国に発信する

んだというような気持ちの中でこの250万という

金額を設定された、そんなふうに聞いておるん

です。ただ、今、質問もいたしましたように、

この現状、とにかく建設業者の皆さん方が非常

に厳しい状況になっている。実を言いますと、

昨年の倒産件数は76件、544億という負債金額な

んですよ。それがことしの１月から５月まで、

この76件がもう41件。その中の建設業者、もう

既に21件倒産をしている。これはテクノウッド

さんが建設業者になるのか、ちょっとそこはあ

るんですが。競争入札によって余りにも数字

を、落札率を追っかけることで非常に大変に

なっている状況、そこらあたりで倒産をすると

いうのが、先般も質問にありました。同じ業者

が５件続けて落札をする、あるいは同じ金額

で、同点といいますか同率で、同じ金額が入っ

てしまう。そのようなことを考えますと、予定

価格あるいは最低制限価格、こういうものが設

定されるということでありますが、この予定価

格、最低制限価格、いつ、だれが、どこでつ

くっていくのか、お聞かせいただけますか。

予定価格及び○県土整備部長（野口宏一君）

最低制限価格につきましては、宮崎県の財務規

則に基づきまして適正に積算されました設計書

により、入札前に契約担当者でございます本庁

の課長または出先機関の長が定めているところ

でございます。具体的には、予定価格は、それ

ぞれの現場条件に照らし、最も妥当性があると

考えられる標準的な工法で施工する場合に必要

となる経費を、県で定めている標準歩掛かり等

により積算したものでございます。

また、最低制限価格は、公共工事の品質確保

や下請保護などを含めた適正な施工の確保の観

点から、工事に必要な材料費、労務費等の直接

工事費や、機械の運搬や現場内の安全管理費等

の共通仮設費と、現場労働者の労務管理や法定

福利費等の現場管理費に一定係数を乗じて算出

した合計額をもって算出しているところでござ

います。

今、予定価格あるいは最低制○水間篤典議員

- 299 -



平成19年６月19日(火)

限価格の決め方についてお聞かせをいただいた

んですが、知事は、入札改革の中で、内部通報

制度あるいは罰則の強化、天下りの制限、条件

付一般競争入札、電子入札、あるいは郵便入

札、あるいは総合評価方式と、いろいろ入札改

革を自分のマニフェストに書いておられるわけ

であります。そういう中で、先ほど言いました

ように、本当に競争をするだけで実際、建設業

者が生活していけるのかどうか。こういうこと

を考えますと、建設業者の今、県全体の総生産

を見ますと、県全体では３兆5,937億円、そのう

ち建設業は8.6％、約3,100億円なんです。これ

は農業粗生産が3,200億円ですから、それに匹敵

する数字でもあります。また、従業者あるいは

従業員数を見ましても約10％なんです。県全体

で事業者数５万6,522社、そのうち ちょっと―

これは古いのかもしれませんが 約6,000社。―

そして、従業者数が55万2,000人のうち約10％、

５万6,600人と、このような雇用にも非常に大切

な建設業を営んでいる皆さん方が、競争入札の

中で、余りにも数字だけ追っかけて、落札率だ

けを追っかけて、非常に大変なことになってい

ると私、思っているんです。そこで、その最低

制限価格というここに、これを引き上げるとい

うような方向では何か抜本的な見直しをされる

ようなこと、あるいはそういう手続はどうお考

えでしょうか、お聞かせください。

最低制限価格○県土整備部長（野口宏一君）

の引き上げ等について御質問ですけれども、最

低制限価格の算定方法につきましては、「入札

・契約制度改革に関する実施方針」の中で、入

札・契約制度改革の検証を行い、今後も検討を

行うこととしております。また、民間の有識者

で構成いたします公共工事入札適正化委員会等

において、継続的に改革の進行管理や検証を行

うこととされております。したがいまして、最

低制限価格のあり方などの見直しを行う場合に

は、個々の工事の実行予算等の検証を行ってい

くとともに、業界等の意見をお聞きした上で、

公共工事入札適正化委員会の意見を踏まえ決定

していくこととなります。このような手続を踏

むことによりまして、県民の皆様の県政に対す

る信頼の回復と、より公正かつ透明な入札・契

約制度の確立につながるものと考えておりま

す。

ぜひ検討していただきたいと○水間篤典議員

思います。それと、もう一点、これは知事にお

尋ねをいたしますが、建設業界の業務委託をさ

れている皆さん、測量設計とか、地質調査、あ

るいは設計監理の業界の皆さんなんですが、こ

こには、予定価格はあるけれども、最低制限価

格はない。ことしの４月、５月の落札状況を見

ますと、びっくりするぐらいの、いわゆるダン

ピングがあるんですよ。2,340万程度で予定価格

が設定されているのに910万で落札している。そ

の差額といったら1,430万なんです。これで本当

に適正な事業ができるかどうか、設計ができる

か。そういうことが、40％を切る、たったの67

件の中に40％を切るのは７件あるんですよ、50

％切るのが。今後この問題は考えていかない

と、この業界だけが最低制限価格がないという

のも問題であると思うんですよ。ですから、そ

ういう意味では、適正な品質確保をする、先ほ

どのお話もあります。そういう中でダンピング

対策をどうにか考えていかれて、そして、知事

がよく言います宮崎モデルで、この業界にも最

低制限価格を設定するというお考えはありませ

んか、知事にお尋ねします。

御案内のように、入○知事（東国原英夫君）

札・契約制度改革というものは、さきの談合を
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受けて、透明にし、クリーンにし、自由で平等

で公平公正な競争を確保するという趣旨のもの

でございます。そういう趣旨ではございます

が、ただ単に落札率を下げればいいというもの

ではございません。それは認識しております。

ただ、本県の建設土木業者等の数は、人口に比

しますと非常に他府県よりも多いという供給過

多という状況が、現状の認識でございます。と

いうのは、今まで自然淘汰がされていなかった

という面も、ある意味言われていることじゃな

いかと、こう思っております。

御案内のダンピング等のことでございます

が、いわゆる低価格での入札というのは、こう

いう改革にはつきものでございます。成果品の

品質低下とか、業者の疲弊、労働条件の悪化と

いうのは非常に懸念されるところでございま

す。私といたしましては、最低制限価格につき

ましては、業者の保護育成等も含めまして、そ

ういった意味も含めまして、国や他府県の事例

等もかんがみながら、適宜検討してまいりたい

と考えております。

ありがとうございました。他○水間篤典議員

府県のこともあります、ぜひそういうものを参

考にしながら、宮崎モデルで最低制限価格の設

定に向けて研究をいただきたいと思います。

時間が来ましたが、先ほど環境森林部長から

答弁をいただいた中で、森林整備促進対策ある

いは広葉樹の造林等の推進、こういうことの中

で、具体的にどのような効果が期待できるの

か。またあわせて、この問題は、木材価格との

関係もあると思うんですよ、再造林という意味

では。今後の木材価格の動きはどうなって、ど

のような価格であれば積極的な植栽ができる、

再造林ができる、植栽未済地の問題が解消へ向

かうかということもあわせて御答弁いただけま

すか。

まず、事業の○環境森林部長（髙柳憲一君）

効果についてでございます。再造林は、早期の

森林化が図られ、県土保全などの公益的機能の

効果が当然出てまいります。また、高齢級間伐

の推進は、伐期の長期化が図られることにより

まして、植栽未済地の発生を抑制しますととも

に、切った後に下層植栽が２～３年程度で充実

してくることから、土砂流出防止などの効果が

高まるものというふうに考えております。さら

に、森林環境税を活用し、ダム等の上流域の公

益保全上重要な箇所に広葉樹を植栽することに

より、水を蓄え、災害に強い森林が造成される

ものと期待をいたしております。

次に、木材価格の動向などについてでござい

ます。平成18年度の木材価格は、県の森林組合

連合会市場の平均価格で見ますと、１立方メー

トル当たり１万900円となっております。今後の

見通しとしましては、市場関係者等の意見を総

合しますと、大手住宅メーカーや合板業界ある

いは集成材業界などで、さらに国産材にシフト

する動きも見せておりますことから、国産材の

価格は高くなるものと考えております。また、

木材価格がどれくらいになれば植栽が行われる

のかということにつきましては、これは森林所

有者の意向あるいは地域の実情等もございま

す。一概には申し上げられませんが、現在の市

場価格で積算をいたしますと、これまでの経費

を差し引いて、１ヘクタール当たり約60万円の

収入になります。しかし、さらに再造林した場

合には、先ほど出ておりますように約60万円の

自己負担というのが必要になります。したがい

まして、今の木材価格が植栽を行える最低限の

価格であるということで、今以上の木材価格の

上昇が必要であるというふうに考えておりま
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す。

○水間篤典議員 質問も余りいいほうじゃな

かったんですが……。南日本新聞の「若い目」

という欄で掲載をされた、これは小林出身で鹿

児島の池田高校に行っておられる方で、「新し

い風」ということで―知事はお読みになりま

したか。ちょっと読ませていただきます。「新

しい風」ヨシタニユリさんという方です。「先

日、私のふるさとの宮崎県に新しい風が吹い

た。東国原英夫知事の誕生だ。私は、知事選に

そのまんま東氏が出馬すると聞いて、まさかタ

レントが知事になることはないだろうと思っ

た。しかし、投票日が近づくにつれ、テレビや

新聞などで知事選の報道や記事をよく目にする

ようになり、驚くべき事実を知った。一番有力

な候補者がそのまんま東氏だというのだ。私の

脳裏に一瞬、大丈夫かなという不安がよぎっ

た。その彼は当選し、知事の座についている。

県民の中には私と同様に不安を抱いている人も

少なくないと思う。だが、この知事選で宮崎県

の知名度は高まったと思う。そして今、鳥イン

フルエンザの問題にも、みずからが宮崎県産の

地鶏の安全性やおいしさをＰＲしている。私は

こんな知事の姿を見て、宮崎が変わるかもと

思った。過去の不祥事など懸念される部分も多

いかもしれないが、逆風にも負けてほしくな

い。そして、私の大好きな宮崎の地に爽快な風

を吹かせてほしい」、こういう投書がありまし

た。

ちょうど私の手元に入りましたので、御紹介

申し上げますが、本当に全国の、そしてまた宮

崎県民総じて、知事の今の動向を見守っており

ます。私ども県議会も常にオール野党と言われ

ながら、こうして知事と一緒に、一問一答で

あったり、こういう問題になりましたけれど

も、一生懸命頑張ろうじゃありませんか。これ

で質問を終わります。（拍手）

○坂口博美議長 以上で一般質問は終わりまし

た。

◎ 議案第19号及び第20号採決

○坂口博美議長 ここで、さきに提案のありま

した議案第19号「公安委員会委員の任命の同意

について」及び第20号「人事委員会委員の選任

の同意について」を、一括議題といたします。

お諮りします。

両案については、会議規則第39条第３項の規

定により、委員会の付託を省略して直ちに審議

することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○坂口博美議長 御異議ありませんので、その

ように決定いたしました。

質疑並びに討論の通告はありません。

これより採決に入ります。

議案第19号及び第20号について、一括してお

諮りいたします。

両案については同意することに御異議ありま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○坂口博美議長 御異議なしと認めます。よっ

て、本案は同意することに決定いたしました。

◎ 議案第１号から第18号まで並びに報告

第１号及び第２号並びに請願委員会付

託

○坂口博美議長 次に、今回提案されました議

案第１号から第18号まで、並びに報告第１号及

び第２号の各号議案について、質疑の通告はあ

りません。

当該議案及び今期定例会において本日までに

平成19年６月19日(火)
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受理した請願は、お手元に配付の付託表のとお

り、それぞれ関係の委員会に付託いたします。

あすからの日程をお知らせします。

あす20日から26日までは、常任委員会並びに

特別委員会等のため、本会議を休会いたしま

す。

次の本会議は、６月27日午前10時開会、常任

委員長の審査結果報告から採決まででありま

す。

本日はこれで散会いたします。

午後３時３分散会

平成19年６月19日(火)



６月27日（水）
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平 成 1 9 年 ６ 月 2 7 日 ( 水 曜 日 )

午前 10時０分開議

出 席 議 員（45名）
3番 川 添 博 （無所属の会）

5番 武 井 俊 輔 （愛みやざき）

6番 西 村 賢 （ 同 ）

7番 河 野 安 幸 （自由民主党）

8番 山 下 博 三 （ 同 ）

9番 黒 木 正 一 （ 同 ）

10番 松 村 悟 郎 （ 同 ）

12番 坂 口 博 美 （ 同 ）

13 番 前屋敷 恵 美 (日本共産党宮崎県議会議員団）

14番 髙 橋 透 （社会民主党宮崎県議団）

15番 太 田 清 海 （ 同 ）

16番 外 山 良 治 （ 同 ）

17番 図 師 博 規 （愛みやざき）

18番 松 田 勝 則 （ 同 ）

19番 中 野 明 （自由民主党）

20番 横 田 照 夫 （ 同 ）

21番 十 屋 幸 平 （ 同 ）

22番 押 川 修一郎 （ 同 ）

23番 外 山 衛 （ 同 ）

24番 宮 原 義 久 （ 同 ）

26番 田 口 雄 二 （民 主 党 宮 崎 県 議 団）

27番 河 野 哲 也 （公 明 党 宮 崎 県 議 団）

28番 新 見 昌 安 （ 同 ）

29番 満 行 潤 一 （社会民主党宮崎県議団）

30番 徳 重 忠 夫 （自由民主党）

31番 原 正 三 （ 同 ）

32番 濵 砂 守 （ 同 ）

33番 水 間 篤 典 （ 同 ）

34番 丸 山 裕次郎 （ 同 ）

35番 萩 原 耕 三 （ 同 ）

36番 黒 木 覚 市 （ 同 ）

37番 中 野 一 則 （ 同 ）

39番 井 上 紀代子 （民 主 党 宮 崎 県 議 団）

40番 権 藤 梅 義 （ 同 ）

41番 長 友 安 弘 （公 明 党 宮 崎 県 議 団）

43番 鳥 飼 謙 二 （社会民主党宮崎県議団）

45番 緒 嶋 雅 晃 （自由民主党）

46番 井 本 英 雄 （ 同 ）

47番 星 原 透 （ 同 ）

48番 野 辺 修 光 （ 同 ）

49番 米 良 政 美 （自由民主党）

50番 坂 元 裕 一 （ 同 ）

51番 外 山 三 博 （ 同 ）

52番 福 田 作 弥 （ 同 ）

53番 中 村 幸 一 （ 同 ）

地方自治法第 121条による出席者
知 事 東国原 英 夫

副 知 事 河 野 俊 嗣

総 合 政 策 本 部 長 村 社 秀 継

総 務 部 長 渡 辺 義 人

地 域 生 活 部 長 丸 山 文 民

福 祉 保 健 部 長 宮 本 尊

環 境 森 林 部 長 髙 柳 憲 一

商工観光労働部長 高 山 幹 男

農 政 水 産 部 長 後 藤 仁 俊

県 土 整 備 部 長 野 口 宏 一

会 計 管 理 者 甲 斐 景早文

企 業 局 長 日 髙 幸 平

病 院 局 長 植 木 英 範

財 政 課 長 和 田 雅 晴

教育委員長職務代理者 大 重 都志春

教 育 長 高 山 耕 吉

公 安 委 員 長 佐々木 文 雄

警 察 本 部 長 吉 田 尚 正

人 事 委 員 長 黒 木 奉 武

代 表 監 査 委 員 城 倉 恒 雄

事務局職員出席者

事 務 局 長 石野田 幸 蔵

事 務 局 次 長 弓 削 孝 幸

総 務 課 長 馬 原 日出人

議 事 課 長 四 本 孝

政 策 調 査 課 長 富 永 博 章

議 事 課 長 補 佐 孫 田 英 美

議 事 担 当 主 幹 亀 澤 保 彦

議 事 課 主 査 山 中 康 二

議 事 課 主 査 隈 元 淳 二
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◎ 常任委員長審査結果報告

○坂口博美議長 ただいまの出席議員45名。定

足数に達しておりますので、これより本日の会

議を開きます。

本日の日程は、常任委員長の審査結果報告か

ら採決までであります。

議案第１号から第18号まで並びに報告第１号

及び第２号の各号議案、並びに請願第１号及び

第２号を一括議題といたします。

ただいまから常任委員長の審査結果報告を求

めます。まず、総務政策常任委員会、19番中野

明委員長。

○中野 明議員〔登壇〕（拍手） 御報告いた

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外７件であります。慎重に審査をい

たしました結果、いずれも全会一致により、お

手元に配付の議案・請願委員会審査結果表のと

おり決定いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、平成19年度宮崎県一般会計補正予算に

ついてであります。

今回の補正は、本県の厳しい財政状況も踏ま

えながら、平成19年度に実施する政策的事業や

新規事業を中心とした、いわゆる肉付け予算と

して編成されたものであり、補正額は98 4

億9,000万円の増額となっております。この結

果、補正後の一般会計の予算規模は5,648億900

万円で、前年度の当初予算と比較して15 2

億7,900万円、2.6％の減となっております。ま

た、特別会計は5.9％の減、公営企業会計につい

ては、電気事業会計及び病院事業会計の新規事

業について補正予算を編成した結果、3.4％の増

となっております。

補正後の平成19年度予算全体の特徴といたし

ましては、「新たな財政改革推進計画」の初年

度であることを踏まえ、行財政改革に着実に取

り組むとともに、県政を刷新し、新たな宮崎の

創造に向けて県民みんなで取り組んでいく「宮

崎を変える！みんなで変える！新みやざき創造

予算」として編成されております。

歳入面を見てみますと、まず、自主財源で

は、税源移譲による個人県民税の増や法人事業

税の増収により、県税収入が初めて1,000億円を

突破したことなどから、対前年度当初比で7.6％

の増となっております。また、依存財源では、

地方交付税が対前年度当初比0.4％増となったも

のの、地方譲与税は、税源移譲分が措置されて

いた所得譲与税の廃止等により85.6％の減、国

庫支出金は公共事業の減等により6.9％の減と

なっております。さらに、県債が、地方交付税

の代替財源である臨時財政対策債の減少や、通

常分の県債の発行抑制により、前年度当初比

で8.7％の減となるなど、依存財源全体では8.1

％の減となっております。この結果、自主財源

比率は前年度当初比で3.7ポイント上昇し、38.5

％と過去最高となっております。

一方、歳出面を見てみますと、人件費の削減

や投資的経費の縮減・重点化、事務事業の徹底

した見直しなど「新たな財政改革推進計画」の

着実な推進に取り組むこととしており、全体と

しては抑制が図られております。その結果、財

源調整のための基金取り崩し額は約256億円程度

に圧縮され、６月補正後の基金残高は約412億円

となっております。また、県債残高は19年度末

で9,022億円程度と、前年度末に比べ40億円の減

となり、これまで累増していましたが、ようや

く減少に転じたところであります。

平成19年６月27日(水)
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当委員会といたしましても、本県の厳しい財

政状況については十分理解するところでありま

すが、当局におかれては、「新たな財政改革推

進計画」を取り込んだ新しい行財政改革大綱を

今月末には策定することとされておりますの

で、景気回復の実感に乏しい地域の現状にも配

慮しつつ、県民に対する行政サービスの確保に

留意しながら、人口減少、少子高齢化、地方分

権、道州制等の問題を見据えた新しい宮崎づく

りに取り組んでいただくことを要望いたしま

す。

次に、総合政策本部所管の補正予算について

であります。

今回の補正は3,700万円余の増額補正であり、

補正後の予算額は15億7,600万円余となり、前年

度当初予算額に対して3.1％の減となっておりま

す。

このうち、新みやざき創造戦略展開事業につ

いてであります。

この事業は、新たな総合計画「新みやざき創

造計画」の中核をなす３つの戦略（新みやざき

創造戦略）に係る関連事業の企画、立案、調整

等を行い、戦略の効果的な推進を図るものであ

ります。このことについて委員より、「県内外

の有識者で構成する「戦略評価委員会」の委員

の選定に当たっては、客観性を確保するととも

に、戦略の中身が教育、医療、福祉など非常に

多岐にわたるため、各分野で専門的な評価が確

実に行われるよう十分留意してほしい」との要

望がありました。

次に、県民総ブレーン事業についてでありま

す。

このことについて、当局より説明があり、関

連して複数の委員より、「県民の意見・要望等

を的確に把握するため、知事におかれては、積

極的に県内各地域の実情把握に努めていただき

たい」との要望がありました。

次に、総務部所管の補正予算についてであり

ます。

今回の補正は１億6,300万円余の増額補正であ

り、補正後の予算額は1,271億8,800万円余、前

年度当初予算額に対して0.3％の減となっており

ます。

次に、不適正な事務処理に関する自主申告の

結果についてであります。

このことについて当局より、「県の全所属数

の15.8％に相当する46の所属で「預け」と言わ

れる不適正な事務処理が行われていたことが新

たに判明した。預け金の使途は多岐にわたって

いるが、現物確認や取引事業者からの聞き取り

等では、現在のところ、私的流用については確

認されていない」との説明がありました。

当委員会といたしましては、物品調達や金銭

の取り扱いに関する不適正な事務処理が発生し

たその背景・原因について明らかにするととも

に、再発防止の徹底を図り、一日も早い県政の

信頼回復に努めていただくよう要望いたしま

す。

次に、指定管理者制度導入施設の状況につい

てであります。

当局より、「県が指定管理者に支出する指定

管理料の平成18年度計は17億9,500万円余で、歳

入面も含めた県の実質的な財政負担は、従来の

管理委託制度に比べ、年間で約４億円低減され

た。平成18年度公の施設の管理運営について

は、特に大きな問題もなく、全体としておおむ

ね適正に行われたものと考えている」との説明

がありました。

次に、宮崎県職員倫理規程についてでありま

す。
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当委員会におきましては、知事より職員倫理

規程制定の基本的考え方を伺うとともに、質疑

を行ったところであります。まず、知事より、

「官製談合事件に引き続く今回の不適正な事務

処理の発覚により、県民の県政に対する信頼は

大きく失墜した。職員の意識を改革していくこ

とが再発防止の上でも最も重要なことと認識し

ており、そのために研修の充実等により、法令

遵守意識を高めていくとともに、職員に対して

その指針として、県職員の守るべきルールを示

すことが重要であると考えている」との説明が

あり、委員より、「規程にとらわれ過ぎて、本

来の仕事が円滑に遂行できなくなるのは本末転

倒であり、しゃくし定規な運用はしないでほし

い」との要望がありました。

次に、知事イラストの使用についてでありま

す。

このことにつきましても、知事よりその基本

的な考え方を伺い、質疑を行ったところであり

ます。知事より、「イラストは私自身の一身専

属の肖像権に関するものと考えている。イラス

トを使用した商品については、さまざまな場面

をとらえて品質の管理や安全・安心の確保を呼

びかけているところであるが、問題が発生した

場合は、法的措置も含めてしかるべき対応を

とってまいりたい」との説明がありました。

当委員会といたしましては、知事のイラスト

が悪意を持って使用された場合には、最終的に

県の物産品の評判を落としたり、県のブランド

力そのものが問われる事態が発生する可能性が

あるものと危惧するところであります。知事に

おかれては、そのことを十分認識された上で、

今後とも、各分野の企業、団体にも品質の管理

や安全・安心の確保等をさらに呼びかけていた

だきたく要望をいたします。

最後に、「総合政策及び行財政対策に関する

調査」につきましては、地方自治法第109条第６

項の規定により、閉会中の継続審査といたした

いので、議長においてその取り扱いをよろしく

お願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

○坂口博美議長 次は、生活福祉常任委員

会、21番十屋幸平委員長。

○十屋幸平議員〔登壇〕（拍手） 御報告いた

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外４件及び新規請願１件の計６件で

あります。慎重に審査をいたしました結果、お

手元に配付の議案・請願委員会審査結果表のと

おり、いずれも全会一致で決定をいたしまし

た。

なお、請願審査に当たり、請願内容が医療、

介護、福祉など広範囲にわたることから、願意

を十分把握するため、請願者である宮崎県地域

医療・福祉推進協議会を代表して宮崎県医師会

の濱砂重仁常任理事及び稲倉正孝常任理事を参

考人として招致いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、議案第１号「平成19年度宮崎県一般会

計補正予算（第１号）」についてであります。

今回の補正予算は、地域生活部所管で43

億7,200万円余の増額補正であり、補正後の一般

会計予算額は158億2,100万円余となり、前年度

当初予算額に対して3.1％の増額となっておりま

す。

このうち、県立芸術劇場大規模改修事業費に

ついてであります。

このことについて、委員より、「改修の必要
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性は理解できるが、改修については、県から指

定管理者への委託により実施されることから、

適正な方法、価格で契約がなされるか疑問であ

る」との質疑があり、当局より、「改修工事

は、休館日の設定を初め、芸術劇場の運営に影

響することから、指定管理者への委託としてい

る。改修に際しては、庁内に委員会を設置し、

価格の妥当性など総合的に検討していきたい」

との答弁がありました。

当委員会といたしましては、入札制度改革を

進めている中で、県民に疑義を持たれることが

ないよう透明性を確保し、十分な精査が行われ

る体制づくりがなされるよう、強く要望いたし

ます。

次に、福祉保健部所管の補正予算は、一般会

計45億7,100万円余の増額補正であり、補正後の

一般会計と特別会計を合わせた福祉保健部全体

の予算は754億100万円余となり、前年度当初予

算に対して1.4％の増額となっております。

このうち、災害時安心基金（仮称）設置事業

についてであります。

このことについて、委員より、「県境で災害

が発生した場合は、適用はどのようになるの

か」との質疑があり、当局より、「県内の市町

村で１カ所でも被災者生活再建支援法の適用が

あれば、同法の適用がない被災市町村も対象と

なる。しかし、県内で同法の適用がなければ、

隣県で適用があった災害であっても対象となら

ない」との答弁がありました。また、他の委員

より、「支援法の適用が県内、県外の違いだけ

で対象になる場合とならない場合があり、不公

平感がある。また、中山間地域では都市部に比

べ対象とならない可能性が高い。対象範囲の見

直しはできないか」との質疑があり、当局よ

り、「３年をめどに検討を考えていたが、意見

を踏まえ、早期に基金の運用状況や財政状況を

勘案し、市町村と協議しながら前向きに検討し

たい」との答弁がありました。

しかし、当委員会といたしましては、本事業

が全国に先駆けた制度となるよう、地域による

不公平感が出ないように対象範囲を見直すこと

を、強く要望いたします。

次に、みやざき障がい者安心プラン（宮崎県

障害者計画）についてであります。

これは、入所施設の入所者及び退院可能な精

神障がい者の地域生活への移行の促進や障がい

者の一般就労支援など、本県における障がい者

施策の推進を図るため、障害者基本法に基づき

策定されたものであります。このことについ

て、委員より、「入所者が仕事についても離職

する場合も出てくる。再度施設で受け入れられ

る体制は整っているのか」との質疑があり、当

局より、「障がい者の地域生活への移行や一般

就労支援について、地域と連携し、さまざまな

状況に応じた必要な体制整備や支援を行うこと

としており、場合によっては、再度施設へ戻る

ことも可能である」との答弁がありました。

当委員会といたしましては、障がい者が地域

生活への移行後も、必要な場合は施設から排除

されることとならないよう、一人一人のニーズ

に合ったきめ細やかな対応がなされるよう、強

く要望いたします。

次に、医療資源の集約化・重点化についてで

あります。

このことについて、委員より、「３次医療を

担う宮崎病院にはヘリポートが設置されていな

いことから、防災ヘリによる搬送は河川敷を活

用することになり、水害の際には使用できない

ことが予想される。今回の医療資源の集約化・

重点化の検討に当たり、具体的な搬送まで考慮
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されているのか」との質疑があり、当局より、

「ヘリによる搬送は検討の中に入っていない

が、新規事業の救急搬送体制充実事業により、

防災ヘリ「あおぞら」を活用した搬送体制やヘ

リポートの設置の可能性など調査する予定にし

ている」との答弁がありました。また、委員よ

り、「医師の偏在をすぐに解消することは難し

いと考えられることから、防災ヘリの活用な

ど、中山間地域においてもしっかりした医療が

受けられるよう、体制づくりをお願いしたい」

との要望がありました。

次に、株式会社「コムスン」への対応につい

てであります。

このことについて、当局より、「利用者や家

族の不安を払拭するため、市町村に対し適切な

対応をするよう通知するとともに、担当者会議

を開催し、コムスンの各事業所に対する指導の

徹底をお願いした。また、九州支社の副支社長

と本県の責任者に対し、誠実な対応や今後の事

業移行計画の提出について指導を行った」との

説明があり、委員より、「利用者へのサービス

の継続や従業員の雇用の確保についてトラブル

が起きることのないように、県においても十分

な対応をお願いしたい」との要望がありまし

た。

次に、「医療・福祉サービスに関する意見

書」についてであります。

これは、今回、当委員会に付託を受けた請願

第１号に基づくものであります。我が国が長寿

国となった背景には、すべての国民が公的医療

保険に加入し、国際的に見れば決して高くない

医療費水準で、公平・平等な医療制度が確立さ

れていたことが挙げられます。一方、国におい

ては医療保険制度改革を進めており、患者の一

部負担金の増加や長期療養病床の削減など、国

民にとっては厳しいものとなっていることか

ら、医療提供体制の再構築と国民皆保険制度の

堅持など、国民が安心して生活できる医療・福

祉体制が整備されるよう要望するものでありま

す。

以上、意見書の提出につきましては、全会一

致で決定したところでありますので、議長にお

いてよろしくお取り計らいをいただくようお願

いいたします。

最後に、「地域生活行政及び福祉保健行政の

推進に関する調査」につきましては、地方自治

法第109条第６項の規定により、閉会中の継続審

査といたしたいので、議長においてその取り扱

いをよろしくお願いいたします。

以上をもちまして、当委員会の報告を終わり

ます。（拍手）〔降壇〕

○坂口博美議長 次は、商工建設常任委員

会、20番横田照夫委員長。

○横田照夫議員〔登壇〕（拍手） 御報告いた

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外５件及び新規請願１件の計７件で

あります。慎重に審査をいたしました結果、お

手元に配付の議案・請願委員会審査結果表のと

おり決定をいたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、議案第１号「宮崎県一般会計補正予

算」及び議案第２号「宮崎県公共用地取得事業

特別会計補正予算」についてであります。

このうち、商工観光労働部所管の予算につい

ては、一般会計136億6,300万円余の増額補正で

あります。これにより、商工観光労働部所管の

当年度予算規模は、一般会計と特別会計を合わ

せて426億3,900万円余となり、前年度当初予算
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に対し５％の減額となっております。

その主な内容としては、限度額の引き上げな

ど、新たに制度の見直しを行った「企業立地促

進補助金」や、県民の発意による観光振興の取

り組みを支援することで、地域資源を生かした

県民主体の元気な観光地づくりを推進する「県

民総力による観光振興応援事業」等でありま

す。

この補正予算に関連して、知事ブランドにつ

いて委員より、「現在、知事のイラストをつけ

た県産品の売れ行きが好調だが、知事のイラス

トをつけた商品に粗悪品が流通すると、県産品

全体のイメージダウンにつながるおそれがあ

る。県としての対策を検討してほしい」との要

望がありました。また、別の複数の委員より、

「知事のイラストをつけた商品について、認証

制度の確立や品質の確認・保持の体制づくり

等、県において総合的に整理をしてほしい」と

の要望がありました。

次に、県土整備部所管の予算については、一

般会計が434億6,900万円余、特別会計が20

億7,600万円余の増額補正であり、合計455

億4,600万円余の増額補正であります。これによ

り、県土整備部所管の当年度予算規模は、一般

会計と特別会計を合わせて903億6,700万円余と

なり、前年度当初予算に対し9.9％の減額となっ

ております。

その主な内容としては、入札・契約制度改革

に伴い、公共工事の品質低下が懸念されること

から、施工体制監視チームを立ち上げ、適正な

品質の確保を図る「公共工事現場点検強化事

業」や、県と市町村が連携して、従来の洪水を

川からはんらんさせない対策に加え、はんらん

した場合でも被害を最小化させる対策の展開を

目的とする「浸水被害「減災対策」実施地域抽

出調査・検討事業」等であります。

この補正予算に関連して、入札・契約制度改

革について委員より、「入札・契約制度改革の

重要性は認識しているが、今回の制度改革によ

る影響も受け、県内建設業者の倒産件数は増加

傾向にあり、その経営は非常に厳しい状況にあ

る。雇用の確保や県内業者育成の観点からも、

県内建設業者に対するセーフティネットの構築

など、救済対策を検討してほしい」との要望が

ありました。また、別の委員より、「現在、最

低制限価格近辺での入札、落札が多数存在する

過当競争の状況にある。適正な入札が行われる

ためにも、予定価格公表のあり方を検討してほ

しい」との要望がありました。

当委員会といたしましても、県内建設業者倒

産件数の増加傾向について、強い憂慮を持って

おります。今後、入札・契約制度改革の推進に

当たっては、公共工事の品質確保や適正な入札

の執行等を担保しつつ、県内建設業者に対する

倒産対策や、過当競争への対策等を積極的に検

討することを強く要望するとともに、建設関連

業界から新分野に進出を希望する業者に対する

支援体制の充実など、関係各部横断的な県内建

設業者に対する支援体制づくりについても、強

く要望いたします。

次に、プレジャーボートの係留に対する県の

対応状況について、委員より質疑があり、当局

より、「関係課でプレジャーボートの対策連絡

会議を開き、今年３月、プレジャーボート対策

の基本方針を策定した。今後はこれに基づき取

り組んでいきたい」との答弁がありました。

次に、議案第18号「県道の路線認定につい

て」であります。

これは、現在整備中の東九州自動車道清武―

日南間に設置される清武南インターチェンジと
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国道269号を結ぶ路線について、県道として路線

認定をするため、議会の議決を求めるものであ

ります。

最後に、「商工観光振興対策及び土木行政の

推進に関する調査」につきましては、地方自治

法第109条第６項の規定により、閉会中の継続審

査といたしたいので、議長においてその取り扱

いをよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

○坂口博美議長 次は、環境農林水産常任委員

会、22番押川修一郎委員長。

○押川修一郎議員〔登壇〕（拍手） 御報告を

いたします。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外４件であります。慎重に審査いた

しました結果、お手元に配付の議案・請願委員

会審査結果表のとおり、いずれも全会一致で決

定をいたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、議案第１号「平成19年度宮崎県一般会

計補正予算」についてであります。

今回の補正は、環境森林部所管で113億2,217

万3,000円の増額補正であり、補正後の一般会計

予算額は239億416万1,000円となり、前年度当初

予算額に対して13％の減となっております。

この中で、浄化槽整備事業についてでありま

す。

このことについて、委員より、市町村設置型

の導入が進んでいないことについて質疑があ

り、当局から、「市町村設置型の個人負担は個

人設置型に比べ６分の１と少ないが、市町村の

事務量等の増加に加え、新たな借金をしたくな

いという市町村の事情がある」との答弁があり

ました。これに対し委員より、「浄化槽設置に

よる生活排水処理率を高めることが重要であ

り、水をきれいにするためにどのように事業を

進めていくかという視点から取り組むべきであ

る」との要望がありました。

次に、農政水産部所管の補正予算についてで

あります。今回の補正は、194億3,942万3,000円

の増額補正であり、補正後の一般会計予算額

は467億5,824万6,000円となり、前年度当初予算

額に対して3.4％の減となっております。

この中で、「みやざきブランド」安全・安心

総合推進体制整備事業についてであります。

このことについて委員より、「全国トップの

残留農薬等の検査を行う安全・安心総合推進セ

ンターの整備については高く評価している。宮

崎県農畜産物全体の安全性の確保に向けて、さ

らなる検査体制の充実強化に取り組んでもらい

たい」との要望がありました。また、このみや

ざきブランドにつきましては、宮崎ならではの

安全で品質の確かな特徴ある商品づくりを推進

するために、鮮度、糖度、安全性などの面で一

定基準以上を備えた農産物を商品ブランドとし

て認証しております。このことについて委員よ

り、「宮崎地鶏という名をつけた商品が首都圏

に多く出回っている現状を踏まえ、宮崎地鶏の

位置づけ等、みやざきブランドの品質を守って

いく姿勢も必要ではないか。みやざきブランド

に対する正しい理解を得られるよう努力すべき

である」との要望がありました。

次に、一般競争入札制度についてでありま

す。

公共三部のうち、環境森林部と農政水産部を

所管します当委員会においては、公共事業に関

する入札・契約制度に対する県の姿勢を問う意

見や要望が多く出されました。ここでは特に、
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２つの具体的な問題点を挙げさせていただきま

す。

まず、工事代金の前払い金についてでありま

す。

工事代金の前払い金は、通常、工事着工時の

資材調達費等に充てられることを目的に、請負

金額の４割以内で、発注者側である県から受注

者である業者に口座払いによる支払いがされて

おりますが、委員より、「前払い金が受注業者

から資材業者等に適正に支払われていないケー

スがある」との意見が出されました。このこと

について当局から、「前払い金は、資材調達な

どの関係書類がないと受注業者は口座から引き

出しができない制度となっているため、県では

確認を行っていない」との答弁がありました。

当委員会といたしましては、工事代金は県民

の貴重な税金であり、代金の適正な支払いにつ

いて、発注者としても一歩踏み込んだ指導監督

が必要と考えることから、当局の検討を要望す

るものであります。

次に、工事契約についてであります。

環境森林部及び農政水産部の平成18年度繰越

明許費について委員より、「繰り越し理由の中

には、発注者である県側の責任と考えられる理

由があるのではないか。また、その場合、現場

の安全管理費や現場代理人の人件費、重機のリ

ース代など、工期の延長に伴い発生した費用に

ついては、発注者が負担すべきではないか」と

の意見が出されました。加えて委員から、「こ

れからは、最低制限価格付近での契約がふえる

ことに伴い、発注者責任が厳しく問われること

になるので、工事契約における発注者、受注者

双方の責任範囲を明確にして、発注者責任の場

合には、契約金額の変更等適切に対応していく

べきである」との意見が出されました。これに

対して当局からは、「今後の工事契約のあり方

について、公共三部で検討する」との答弁があ

りました。建設業に従事しておられる方々から

すると、会社の経営はもとより、従業員やその

御家族の方々の生活まで左右する重大な問題で

あります。当委員会といたしましては、公共工

事の適正な執行について、強く要望いたしま

す。

次に、農政水産部では、今後新たに力を入れ

て売り出したいという園芸品目がありますの

で、御紹介いたします。

１つは、生産額日本一のスイートピーに次ぐ

宮崎の花として、ラナンキュラスの産地づくり

に力を入れておられます。ラナンキュラスは、

日本で最大の花卉取扱量を誇る東京都の大田市

場で最も人気が高い花に選ばれており、今後、

結婚式のブーケ等切り花用としての需要が見込

まれるとのことであります。２つ目は、夏秋イ

チゴであります。宮崎では冬から春というイメ

ージのイチゴですが、夏場のケーキ用に需要が

期待されています。いずれも、標高の高い地域

での栽培に向いているということです。椎葉

村、五ヶ瀬町など標高の高い地域での栽培が可

能で、中山間地域の産業振興にも寄与するので

はないかと、大いに期待いたしております。

最後に、「環境対策及び農林漁業振興対策に

関する調査」につきましては、地方自治法第109

条第６項の規定により、閉会中の継続審査とい

たしたいので、議長においてその取り扱いをよ

ろしくお願いいたします。

以上をもちまして、当委員会の報告を終わり

ます。（拍手）〔降壇〕

○坂口博美議長 次は、文教警察企業常任委員

会、15番太田清海委員長。

○太田清海議員〔登壇〕（拍手） 御報告いた
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します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外３件であります。慎重に審査をい

たしました結果、お手元に配付の議案・請願委

員会審査結果表のとおり決定いたしました。な

お、このうち、議案第３号については賛成多数

により、その他の議案については全会一致によ

り決定しております。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、議案第１号「平成19年度宮崎県一般会

計補正予算」についてであります。

今回の補正は、教育委員会所管で８億7,900万

円余の増額補正であり、補正後の一般会計予算

額は1,160億8,600万円余となり、前年度当初予

算額に対して0.2％の増となっております。

このうち、小学校における英語活動推進事業

についてであります。

このことについて、委員より、「国際化の進

む中で、小学校においても本格的に英語教育が

導入されようとしているが、指導に当たる現場

の教員の育成はどうするのか」との質疑があ

り、当局より、「英語の免許取得者が非常に少

ないことなどから、まず英語活動の指導者を養

成し、県内を10のブロックに分けて研修を行う

予定である。この事業により、児童が英語に親

しむことのできる環境を整備したいと考えてい

る」との答弁がありました。これに対して委員

より、「時流に合致した事業である。児童が英

語になれ親しみ、将来、実用的な英語を身につ

ける初期段階の施策として展開してほしい」と

の要望がありました。

次に、地域の特性を生かした多様な一貫教育

研究事業についてであります。

このことについて、委員より、「五ヶ瀬中等

教育学校を初め、さまざまな形態の一貫校が存

在するが、過疎地の小中学校の統廃合と同一視

される可能性もある中で、ともすると一貫校で

あればそれでよしとするようなイメージもあ

る。この研究事業の考え方についてもっと詳し

く説明してほしい」との質疑があり、当局よ

り、「この事業は、あくまでも教育課程を一貫

することに重点を置いており、現状の教育資源

を生かしながら、進学時のギャップ、規範意識

や学力の低下等の課題を解消するため、一貫教

育に関して実践的研究を行うものである」との

答弁がありました。これに対して、委員より、

「教育における地域または学校間の格差を解消

できるほどに事業効果を高めることができるの

か」との質疑があり、当局より、「教育課程や

指導方法についてのノウハウを一つの手引とし

て取りまとめ、一貫教育のメリットを県下全域

で享受できるよう積極的に取り組んでいきた

い」との答弁がありました。また、他の委員よ

り、「少子化の時代を迎え、地域並びに学校の

活力が低下することも予想されることから、県

教育委員会が先導的立場に立って、市町村教育

委員会に対して積極的に一貫教育を奨励してほ

しい」との要望がありました。

次に、発達障がいに対応した指導力向上事業

についてであります。

発達障がいは、小中学校等の通常学級に在籍

している児童生徒に関することが大半であるこ

とから、学校教育において喫緊の課題となって

いるが、このことについて広く教職員や保護者

への理解啓発を図るとともに、研修会等により

教職員の高い専門性を確保することを目的とす

るこの事業について、委員より、「発達障がい

に適切に対応するには、医学的知識も不可欠で

あり、多くの教職員に対して専門的な研修を行
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うことが重要である。この事業にどう取り組む

のか」との質疑があり、当局より、「すべての

教員に対して基本的な研修を実施するととも

に、特別支援教育に関する高度な専門知識を確

保するため、各学校の特別支援教育コーディネ

ーターに対して、指導や相談の方法等の技能を

ステップアップするための中級、上級レベルの

研修を実施することとしている」との答弁があ

りました。

次に、公安委員会所管の補正予算についてで

あります。

今回の補正は５億7,000万円余の増額補正であ

り、補正後の一般会計予算額は298億7,100万円

余となり、前年度当初予算額に対して1.2％の増

となっております。

このうち、地域の安全を守る街頭活動強化事

業についてであります。

このことについて、委員より、「現在の社会

情勢から考えて、問題等の発生した学校に対し

て派遣するスクールサポーターが１名で大丈夫

か」との質疑があり、当局より、「この制度に

より、警察、教育委員会、学校がこれまで以上

に密に連携をとることが可能となり、青少年の

非行防止、健全育成、被害防止に十分な効果が

期待できることから、その成果を見ながら今後

検討していきたい」との答弁がありました。

次に、議案第３号「平成19年度宮崎県公営企

業会計（電気事業）補正予算」についてであり

ます。

今回の補正は、新規事業として一般会計の災

害時安心基金（仮称）や、環境対策事業の財源

に対して低利の貸し付けを行う企業局「新みや

ざき創造計画」支援事業及び企業局新エネルギ

ー導入・啓発事業に要する経費を計上したこと

に伴うもので、その主なものは、資本的支出に

ついて３億7,700万円を増額補正するものであり

ます。

なお、本議案に対して委員から、企業局新エ

ネルギー導入・啓発事業に要する経費7,700万円

を減額する修正案が提出されましたが、賛成少

数により否決されました。当委員会といたしま

しては、企業局新エネルギー導入・啓発事業に

関して、地球環境に優しい新エネルギーの率先

導入と県民への普及啓発という大きな目的は理

解できるものの、経済的には採算に厳しい面が

あることから、事業実施に当たっては一般競争

入札を採用して経費の縮減に努力すること、ま

た、当該事業を含めた新エネルギーに関する施

策について最大限の効果が得られるよう、企業

局と県担当部局とが相互に連携をとりながら、

県民に対して広くＰＲすることを強く要望いた

します。

次に、財団法人宮崎県暴力追放センターの経

営状況についてであります。

当局から説明のあったこのことについて複数

の委員より、「基本財産を取り崩さないよう、

その運用に努力されている。今後も組織が永続

的に運営できるよう、活動の趣旨を県内企業等

へ強力にＰＲし、賛助会員等をふやす努力をし

ていただきたい」との要望がありました。

最後に、「教育及び警察行政の推進並びに公

営企業の経営に関する調査」につきましては、

地方自治法第109条第６項の規定により、閉会中

の継続審査といたしたいので、議長においてそ

の取り扱いをよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

○坂口博美議長 以上で、常任委員長の審査結

果報告は終わりました。

質疑の通告はありません。
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◎ 討 論

○坂口博美議長 これより討論に入ります。

討論についての発言時間は、１人10分以内と

いたします。

討論の通告がありますので、順次発言を許し

ます。まず、６番西村賢議員。

○西村 賢議員〔登壇〕（拍手） 愛みやざき

を代表し、議案第３号「平成19年度宮崎県公営

企業会計補正予算」に対し、反対の立場から討

論を行います。

予算案に反対と申し上げましても、「新みや

ざき創造計画」支援事業など県民福祉向上のた

めに必要な施策に対しましては賛成であり、宮

崎県の森林環境対策に明るい展望を見出せるも

のと期待しています。まずもって私個人として

も、環境問題への取り組みは政治を志した原点

でもあります。愛みやざき会派内でも、新エネ

ルギー導入や環境問題に対しまして積極的に勉

強会を行っており、環境対策推進に賛成の立場

であります。また、平成16年３月に策定されま

した「宮崎県新エネルギービジョン」の推進を

会派挙げて望んでおります。

さて、この議案は、御承知のとおり、企業局

新エネルギー導入・啓発事業として、企業局の

屋上等に50キロワットの発電装置を設置するた

めに7,000万円の予算を計上するものでありま

す。予算額の半分はＮＥＤＯ（新エネルギー産

業技術総合開発機構）からの補助金、いわゆる

国からの補助金であります。

委員会においては、企業局により今回導入さ

れる太陽光発電装置7,000万円の予算に対し、年

間100万円程度の電力を発電し、その装置の耐久

年数は20年であるという説明をいただきまし

た。この事業費の半分は国からの補助金という

ことでありますが、20年間で2,000万円分の節電

効果に7,000万円の予算を使うことになります。

また、故障や改修となったら別途費用がかかり

ます。この5,000万円分の差額を県民への太陽光

発電普及、啓発、それをＰＲ効果に盛り込み、

ＣＯ２削減のメリットとして換算するという説

明もいただきましたが、とてもこの5,000万円の

差額には納得し得ないものです。もちろん、県

が率先して新エネルギー対策や普及啓発を行わ

なければならないことは百も承知ですが、利益

が出なくても、ＰＲ効果、ＣＯ２対策などを費

用対効果の考慮に入れることも必要であると考

えております。

しかし、県は、平成16年より佐土原の農業試

験場に大型太陽光発電装置を既に設置し、現在

も稼働中です。現在、県下最大の太陽光発電装

置であり、九州内でも有数の施設であります。

平成17年度特別委員会報告書によりますと、こ

の佐土原の発電装置は、今回企業局に設置す

る50キロワットよりも６倍以上の329キロワット

の発電容量を誇ります。この施設に県は３

億8,662万円を投じ、年間約490万円分の電力を

発電しているとのこと、この発電機の耐久年数

も同じく20年であり、その間に約9,800万円分の

節電効果があるとありました。この場合も、20

年間に9,800万円の節電効果があるわけですが、

３億8,600万円も使い、その差２億8,800万円、

もちろん、こちらも故障や改修などをした場合

には別途費用がかかることだと思います。しか

し、この３億円弱の差額も、県が率先して太陽

光発電装置を導入した経緯から、恐らく当時、

太陽光発電のＰＲ、ＣＯ２対策、そして県民へ

の普及啓発活動を費用対効果として既に盛り込

み、導入が許されたのではないかと思います。

当時の県の導入目的にも、県民のクリーンエネ
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ルギー導入に向けた意識啓発に資するとありま

した。

今回の企業局の事業にしても、県民普及向け

の啓発事業であるとの説明がありましたが、県

が行ってこれだけ赤字が出るものを、民間が取

り組むわけがない、いや、取り組めるわけがな

いと思っております。何のためのＰＲである

か。だれに向けてのＰＲであるか。特に家庭用

の太陽光発電装置は、既に民間企業の営業努力

により県下でも普及し始めており、コストダウ

ンも進んでいる状況にあります。今さら県が予

算に含み、太陽光発電をＰＲする必要性がある

のか。また、いつまでが新しいエネルギーだと

されるのか、疑問に思います。

啓発事業としてのＰＲ効果を図るならば、県

下最大であり、九州最大級である佐土原の農業

試験場の有効活用をすべきではないでしょう

か。こちらで伺ったところ、県の農業試験場を

訪れた視察及び見学者数は平成18年度で7,129

名。しかし、これは全体の来場者であって、太

陽光発電装置を含め、個々の施設の見学者数で

はないということでした。これでは、太陽光発

電を県の施設に導入し、県民に有効にＰＲした

とは言えないのではないでしょうか。この施設

の有効性の検証、そして経過を見守ってからで

もいいと思います。新規の事業を行うには時期

尚早であると考えます。もちろんＣＯ２削減は

必要です。ただ、ＣＯ２削減に特化するなら

ば、ほかにも有効に予算は使われるべきであ

り、屋上緑化や積極的な間伐事業を進めたほう

が、森林はより活性化され、よりＣＯ２対策に

なるのではないかと考えます。

知事初め、執行部も常々、厳しい県の財政事

情を訴える一方で、このような多額の予算の使

われ方では県民がとても納得するとは思えませ

ん。さきの事業の見直しもせず、次の事業に進

む。これは、全国的に箱物行政として例えら

れ、非難を浴びている政策と何ら変わりがな

い。県民総力戦を掲げ、県民一人一人の結集を

呼びかけるこの時期に、大きな意識低下となり

かねません。

昨日の新聞には、財務省が発表した国の借

金、過去最高の834兆円に達したと報道されまし

た。今回の事業費の半分はＮＥＤＯよりの補助

金でありますが、この補助金も、もとは国民の

税金であります。国からの補助金であるからと

いって、何が何でも使えという時代ではないで

すし、それがまた許される時代ではありませ

ん。県民の代弁者として、現時点ではこの予算

案にとても賛成することはできません。

最後に、重ねて、この反対討論は決して新エ

ネルギー普及への反対ではなく、まして環境問

題軽視ではありません。県の資産の有効利用と

予算の使われ方に対しての考えをただしたく、

反対討論させていただきました。何とぞ御理解

を賜り、議員各位の真摯な対応を期待申し上げ

ます。ありがとうございました。（拍手）〔降

壇〕

○坂口博美議長 次は、48番野辺修光議員。

○野辺修光議員〔登壇〕（拍手） 私は、自由

民主党を代表いたしまして、議案第３号「平

成19年度宮崎県公営企業会計補正予算」に賛成

の立場から討論を行います。

我が宮崎県は、平均気温が高く、温暖な気候

に恵まれ、日照時間、快晴日数は全国でもトッ

プクラスになるなど、すぐれた自然条件を有し

ています。また、県民歌においても「青い空、

緑豊かに」と歌われ、さらに県旗にはシンボル

である緑と太陽があらわされております。な

お、先般策定されました「新みやざき創造計
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画」においても、地球温暖化防止に貢献する社

会づくりとして、二酸化炭素を初めとする温室

効果ガスの排出量の削減に向けて、県民、団

体、事業者、行政等が一体となった取り組みを

推進するとともに、太陽光発電などの新エネル

ギーの導入を促進するとされたところでありま

す。

議案第３号の企業局新エネルギー導入・啓発

事業は、企業局庁舎に7,000万円をかけて太陽光

発電施設を設置し、新エネルギーの県民への普

及啓発を行うことなどを内容とするものであり

ます。この事業費7,000万円の財源内訳について

は、国庫補助が２分の１の3,500万円、企業局の

負担が3,500万円であります。この施設の設置に

より年間100万円の電気料の削減が図られ、耐用

年数が20年とのことでありますので、その間の

削減累計額2,000万円を差し引きますと、累計で

は1,500万円、年間で75万円の不足となり、採算

性の面では不十分であります。

しかしながら、21世紀は環境の世紀と言われ

ており、地球環境の保護という面でＣＯ２の削

減効果が期待できるところであります。私ども

は、太陽光発電など新エネルギーについては、

エネルギーの安定的供給の確保、地球温暖化問

題への対応の観点から、資源制約が少なく地球

環境にも優しいことなど、その導入は極めて有

効であると考えております。国においても、

「新エネルギー利用等の促進に関する基本方

針」を閣議決定し、「特に国及び地方公共団体

の庁舎等関係施設においては、率先して新エネ

ルギーの導入に努めること」とされておりま

す。

また、新エネルギーとは、関係法によります

と、「既に技術的に実用段階に達しつつある

が、経済性の面で普及が十分でないものであ

る」と定義されております。仮に採算性のみで

導入の可否を判断することになれば、新エネル

ギーの普及は図れないのではないでしょうか。

今回当局から提案のあった太陽光発電システ

ムの導入は、採算面において不十分な面もあり

ますが、県が率先して二酸化炭素の削減など地

球温暖化防止に積極的に取り組まれることは極

めて重要であり、広く県民への普及啓発に資す

るものでもあります。また、企業局において

は、電気事業の健全な経営を図り、県の環境施

策や財政支援に努力が払われているところであ

り、我が党といたしましては、原案に賛成する

ものであります。

以上、補正予算に対する賛成討論とさせてい

ただきます。（拍手）〔降壇〕

○坂口博美議長 次は、13番前屋敷恵美議員。

○前屋敷恵美議員〔登壇〕 日本共産党の前屋

敷恵美でございます。

６月定例議会に提出されました議案について

討論を行います。

まず、議案第１号、第３号及び報告第２号に

ついて、反対の立場から討論を行います。

議案第１号「平成19年度一般会計補正予算

（第１号）」についてです。

今年度の当初予算が、経常経費を中心とした

いわゆる骨格予算として編成されただけに、今

回提案されました一般会計984億9,000万円の補

正予算は、具体的な施策の肉付け予算となって

おり、補正後の一般会計歳入歳出の予算規模

は、前年度比2.6％減の5,648億900万円で、６年

連続の緊縮財政となっています。しかも、補正

予算には224億3,000万円余の県債発行が充てら

れているだけに、9,000億円余の県債残高を抱え

た県財政の健全化は、避けては通れません。

今回の補正予算は、知事のマニフェストの具

平成19年６月27日(水)



- 321 -

体化も一定盛り込まれ、投資的経費の削減、入

札制度改革への着手など公共事業中心の財政運

営からの脱却が見られるものの、高速道路整備

への予算はふやしながら、生活道路関連予算は

削減です。また、企業誘致に関して、補助金の

最高限度額を50億円まで増額する制度の見直し

が提案をされ、補正予算で企業立地促進補助

金20億2,000万円が計上されていますが、企業立

地対策費は前年度比７億7,000万円もの増額予算

です。企業誘致が雇用拡大を図る方策とはい

え、余りにも巨額を積んでの誘致企業頼みに

偏っているのではないでしょうか。地元企業支

援との格差はもとより、県民生活支援という点

から見ても、今回提案されております被災住民

の生活再建基金は、県負担が今年度１億円、３

年かけて３億円を拠出するという程度です。

もっとふやして安心基金に足る内容に充実させ

るべきです。

今、県民の暮らしは、老年者控除の廃止や定

率減税の廃止に伴う住民税の昨年に続く大増税

が家計を直撃しています。特に老後の暮らしへ

の不安が広がっています。政府の言う景気回復

も、それが実感できない県民の暮らしや経済の

状況です。本当に、県民の暮らしをどう支えて

いく予算にすべきなのかが問われていると思い

ます。幾つかの問題点を申し述べましたが、県

民生活重視の予算に見直しを求めるものです。

次に、議案第３号「平成19年度宮崎県公営企

業会計（電気事業）補正予算（第１号）」につ

いてです。

同予算は、企業局の新規事業「新エネルギー

導入・啓発事業」に要する事業費7,700万円が提

案されています。地球環境に優しいクリーンな

新エネルギーの導入推進に向けて積極的な取り

組みを行い、県民への普及啓発に努めるとした

同事業の目的に、全く異論はありません。今、

問題の地球温暖化防止に向けても、太陽光発電

を初めとする自然エネルギーの開発・導入は、

大いに促進を図っていかなければならない課題

であると思いますし、私もその推進論者の一人

です。

しかし、今回提案されております事業内容

で、企業局庁舎に太陽光発電を設置して電気事

業を行うことが環境に寄与することはそのとお

りですが、今後、自前で賄うことになる電気料

が事業費を大きく下回ること、多額の費用を費

やす本事業が果たして有効と言えるのか、また

この時期必要なのかということです。今、財政

難が叫ばれている中で、事業の目的や理念はわ

かっても、採算性を無視して進めるやり方では

県民の理解は得られないと思います。むしろ

今、広く県民にクリーンエネルギーの普及啓発

を図るという点では、現在廃止されている個人

向けの太陽光発電装置に対する補助制度を確立

することなども方策であると思います。ぜひ事

業の見直し、再検討を求めるものです。

次に、報告第２号平成18年度一般会計補正予

算（第７号）の「専決処分の承認を求めること

について」です。

今回の補正予算は、10億7,120万8,000円を追

加し、予算総額を5,622億2,490万9,000円とする

予算専決であります。本来、予算を定めること

は議会の権限であって、予算の専決はごく限ら

れており、災害時の緊急な支出で議会を開けな

い場合や、地方交付税、国庫支出金の確定など

制度上やむを得ない場合であります。しかし、

今回、県民税や事業税など県税収入を８億7,000

万円追加しておりますが、本来、税収などにつ

いては的確な把握を行い予算化しておくべきで

あり、２月補正以降の増収については、決算で
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あらわし、翌年度の予算編成に生かすことが本

来のあり方であると思います。また、年度末に

新たな起債をしながら財政調整積立金に積み立

てるということも、健全な予算編成のあり方と

は言えません。今後の改善を求めたいと思いま

す。

最後に、請願第２号「トンネルじん肺根絶の

抜本的な対策を求める意見書の提出についての

請願」についてでです。

同請願に対する委員会審査の結果は継続であ

りますが、同請願は、国が発注した公共事業の

トンネル建設に従事してじん肺にかかった方々

が、もうこれ以上の患者は出さないでほしい

と、国にトンネルじん肺根絶の抜本的な対策を

求めるものです。既に県内の市町村議会におい

ては、そのほとんどで意見書採択が行われてい

ます。また、全国トンネルじん肺根絶訴訟にお

いて、先日国は、じん肺防止対策強化を盛り込

んだ合意書を、原告と取り交わしました。今

後、国がその履行責任を果たす上でも、宮崎県

議会から意見書を提出することは大きな意味を

持つものであり、その重要な役割を果たすと思

います。よって、請願者の意思を十分に受けと

め、同請願の採択を求めるものです。

以上、申し述べまして、議案に対する討論と

いたします。〔降壇〕

○坂口博美議長 次は、14番髙橋透議員。

○髙橋 透議員〔登壇〕（拍手） 社会民主党

宮崎県議団の髙橋透でございます。

会派を代表して、議案第３号「平成19年度宮

崎県公営企業会計（電気事業）補正予算

（案）」の、とりわけ企業局新エネルギー導入

・啓発事業に要する経費7,700万円に対し、賛成

の立場から討論を行います。

今日の環境を取り巻く世界的な情勢といたし

ましては、先日、第33回主要国首脳会議（Ｇ

８）がドイツで開催をされました。いわゆるハ

イリゲンダム・サミットでございます。このサ

ミットでは、気候変動が大きなテーマとなり、

「2050年までに世界全体の温室効果ガスの排出

量を少なくとも半減することなどを今後真剣に

検討する」ということで、Ｇ８各国の首脳の合

意が得られたところであります。

一方、我が国におきましては、太陽光発電の

分野で長く世界第１位を誇ってきました

が、2005年にドイツに抜かれ、第２位に転落し

ております。この原因は、行政による啓発普及

活動の伸び悩み等が考えられ、「このままで

は、日本の太陽光発電は世界からどんどんおく

れることになる」と、環境エネルギー政策研究

所が指摘をしております。また、日本世論調査

会が数年前に行った調査結果では、「今後、ど

のようなエネルギー源を重視するか」と複数回

答で聞いたところ、太陽光発電が79％、風力発

電が43％との回答を得ており、国民は環境に優

しいクリーンなエネルギーを望んでいることが

わかります。

さて、企業局新エネルギー導入・啓発事業

は、地球環境に優しい新エネルギーの率先導入

と県民への普及啓発が大きな目的であります。

現在、国において、新エネルギーは経済的には

採算性が非常に厳しいため、新エネルギー利用

等の促進に向けた法制度や助成制度等により、

地方公共団体等における新エネルギーの導入を

促進している状況にあります。

また、県におきましても、本年６月に策定さ

れた宮崎県総合計画「新みやざき創造計画」に

おいて、二酸化炭素を初めとする温室効果ガス

の排出量の削減に向けて、県民、行政等が一体

となった取り組みを推進するとともに、太陽光
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発電などの新エネルギーの導入を促進すると位

置づけられております。この計画を実現するた

めにも、今回、当該事業により、県庁舎など県

民の目に触れやすいところに太陽光発電や風力

発電等の新エネルギー設備を象徴的に設置する

ことは、県民への啓発普及の推進をより一層図

るものであり、むしろまことに時宜を得たもの

であります。

一方、コスト面についてですが、この事業に

より企業局庁舎に太陽光発電装置を設置した場

合、従来の電気料に換算すると年間に約100万円

削減されます。耐用年数を20年としたときの電

気料削減効果は2,000万円でございます。単純に

金銭面で費用対効果を考えますと、全体の事業

費は7,000万円ですから、そのうち国費3,500万

円と電気料削減効果2, 0 0 0万円を合わせて

も5,500万円となり、1,500万円が不足すること

になります。

しかし、費用対効果は、金銭的な直接効果の

みならず、事業の公益的な効果を含めたすべて

の効果とすべての費用を対比し、事業の効率性

を検証するものであります。この場合、費用対

効果の原則からすれば、二酸化炭素の削減など

の環境面での公益的な効果を計上し、効率性を

検証する必要もありますので、単純な金銭面の

比較だけでは十分な検証とは言えないものがあ

ります。

例えば、削減される二酸化炭素換算では、森

林吸収量に換算しますと、東京ドームの2.4個

分、11ヘクタールの森林が１年間に吸収する二

酸化炭素の量は約39.6トンに相当します。ま

た、原油換算した場合では年間79万円、20年間

で1,580万円相当が削減されますので、これらの

公益的な効果を検証し、費用対効果に反映させ

ると、県費投資分は相殺されることになりま

す。それでも国庫補助3,500万円の投資に対して

はペイされませんが、環境問題の実際の効果

は、50年あるいは100年後にあらわれてくるもの

であります。地球規模で真剣に考えなければな

らない環境問題を、一点だけを見て費用対効果

を判断していいものか、疑問があります。

今日、行政サービスにも、採算、効率、競争

が求められている現状にあります。私は、あら

ゆるすべての行政に金銭面だけでの費用対効果

を求めるのはいささか疑問があるところであ

り、公益的な効果を検討しながら、費用対効果

を検証すべきだと考えます。医師不足、経営赤

字に悩む本県の公立病院の現状を見たとき、果

たして地域医療が将来にわたりすべての県民に

保障できるのか、危惧されるところでありま

す。もちろん無条件で赤字経営がよいというこ

とではありません。命にかかわるものを競争原

理にさらしていいのかということであります。

医療、福祉が費用対効果ではかられていいかと

いうことです。未来を担う子供たちへの先行投

資とも言われる教育費についても、しかりであ

ります。

また、便利さと豊かさを求め、採算と効率、

競争を徹底してきた高度成長時代から今日まで

を見たとき、大量生産と大量消費、過剰な投資

と開発は、地球温暖化という環境破壊を生みま

した。環境破壊は人間の手によってあっという

間に進みましたが、破壊された環境をもとに戻

すためには莫大な時間とお金を要します。地球

の気温が上昇するという人類の生存にかかわる

地球規模の環境問題、いわゆる地球温暖化対策

は、今や全世界で取り組まなければならない喫

緊の課題です。地球温暖化が、気候変動や海面

水位の上昇、食料生産や人体の健康への悪影響

などさまざまな問題につながっていくことは、

平成19年６月27日(水)
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御承知のとおりです。

県の施策として地球温暖化防止に取り組むこ

とは当然のことであり、むしろ知事部局が、行

政の役目として県民に広くＰＲしなければなら

ないと考えます。今回の事業に県民の税金は

入っておりません。本来、知事部局で実施すべ

きものを企業局の企業努力による社会貢献と考

えていいのではないでしょうか。宮崎は「太陽

と緑の国」というキャッチフレーズを持ってい

ます。そのイメージアップのためにも、県民運

動としてこの太陽光発電の普及をもっと図るべ

きではないでしょうか。県庁本館の屋上にシン

ボル的に太陽光パネルを設置し、広く県民に普

及啓発を行ってはどうかと考えます。県内の多

くの園児や小学生が県庁を訪問しています。そ

の子供たちに、太陽の恵みによって発電できる

システムを見せることは、非常に大切ではない

でしょうか。自然エネルギーの啓発効果は大き

いと考えます。そのことが県民、団体、事業者

等への意識啓発及び地球温暖化対策の実践へと

取り組むことにつながっていくと確信をしま

す。環境対策は、医療、福祉、教育と同様に、

金銭的な費用対効果だけではかれない面がある

ことをいま一度強く申し上げ、賛成討論といた

します。以上であります。（拍手）〔降壇〕

○坂口博美議長 以上で討論は終わりました。

◎ 議案第３号採決

○坂口博美議長 これより採決に入ります。

まず、議案第３号についてお諮りをいたしま

す。

本案に対する委員長の審査結果報告は可決で

あります。委員長の報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○坂口博美議長 起立多数。よって、本案は委

員長の報告のとおり可決されました。

◎ 議案第１号及び報告第２号採決

○坂口博美議長 次に、議案第１号及び報告第

２号について、一括お諮りいたします。

両案に対する委員長の審査結果報告は可決ま

たは承認であります。委員長の報告のとおり決

することに賛成の議員の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○坂口博美議長 起立多数。よって、両案は委

員長の報告のとおり可決または承認されまし

た。

◎ 議案第２号及び第４号から第18号まで

並びに報告第１号採決

○坂口博美議長 次に、議案第２号及び第４号

から第18号まで並びに報告第１号の各号議案に

ついて、一括お諮りいたします。

各号議案に対する委員長の審査結果報告は可

決または承認であります。委員長の報告のとお

り決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○坂口博美議長 御異議なしと認めます。よっ

て、各号議案は委員長の報告のとおり可決また

は承認されました。

◎ 請願１件採決

○坂口博美議長 次に、請願第１号についてお

諮りいたします。

本請願に対する委員長の審査結果報告は採択

であります。委員長の報告のとおり決すること

に御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○坂口博美議長 御異議なしと認めます。よっ
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て、本請願は委員長の報告のとおり採択されま

した。

◎ 閉会中の継続審査及び継続調査案件採決

○坂口博美議長 次に、お手元に配付のとお

り、各常任委員長及び議会運営委員長より閉会

中の継続審査及び調査の申し出がありますの

で、これを議題といたします。〔巻末参照〕

まず、請願第２号についてお諮りいたしま

す。

本請願は、委員長の申し出のとおり閉会中の

継続審査とすることに賛成の議員の起立を求め

ます。

〔賛成者起立〕

○坂口博美議長 起立多数。よって、本請願

は、委員長の申し出のとおり閉会中の継続審査

とすることに決定いたしました。

次に、閉会中の継続調査については、各委員

長の申し出のとおり決することに御異議ありま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○坂口博美議長 御異議なしと認めます。よっ

て、各委員長の申し出のとおり閉会中の継続調

査とすることに決定いたしました。

◎ 議員発議案送付の通知

○坂口博美議長 次に、お手元に配付のとお

り、委員会より議案の送付を受けましたので、

事務局長に朗読いたさせます。

〔事務局長朗読〕

平成19年６月27日

宮崎県議会議長 坂口 博美 殿

提出者 議会運営委員長 濵砂 守

議員発議案の送付について

下記の議案を会議規則第16条第２項の規定に

より提出します。

記

議員発議案第１号

宮崎県議会情報公開条例の一部を改正する

条例

議員発議案第２号

教育予算の拡充を求める意見書

平成19年６月27日

宮崎県議会議長 坂口 博美 殿

提出者 生活福祉常任委員長 十屋 幸平

議員発議案の送付について

下記の議案を会議規則第16条第２項の規定に

より提出します。

記

議員発議案第３号

医療・福祉サービスに関する意見書

◎ 議員発議案第１号から第３号まで追加

上程、採決

○坂口博美議長 ただいま朗読いたしました議

員発議案第１号から第３号までの各号議案を日

程に追加し、議題とすることに御異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○坂口博美議長 御異議ありませんので、その

ように決定いたしました。

各号議案については、会議規則第39条第２項

及び第３項の規定により、説明、質疑及び委員

会の付託を省略して直ちに審議することに御異

議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○坂口博美議長 御異議ありませんので、その

ように決定いたしました。

平成19年６月27日(水)
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討論の通告はありません。

これより採決に入ります。

議員発議案第１号から第３号までの各号議案

について、一括お諮りいたします。

各号議案は、原案のとおり可決することに御

異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○坂口博美議長 御異議なしと認めます。よっ

て、各号議案は原案のとおり可決されました。

◎ 閉 会

○坂口博美議長 以上で、今期定例会の議事は

すべて終了いたしました。

これをもちまして、平成19年６月定例県議会

を閉会いたします。

午前11時24分閉会

平成19年６月27日(水)



資 料



平成１９年６月定例県議会日程

２０日間

月 日 曜 区 分 議 事 備 考

議会運営委員会 9:30開会
会議録署名議員指名
議会運営委員長審査結果報告６． ８ 金 本会議
会期決定
議案上程
知事提案理由説明

９ 土
（ 閉 庁 日 ）

１０ 日

一般質問通告締切 12:00１１ 月
（ 議 案 調 査 ）休 会

１２ 火

１３ 水 議会運営委員会 9:30

請願締切 12:00１４ 木 本会議 一 般 質 問

１５ 金

１６ 土
（ 閉 庁 日 ）

１７ 日

議員発議案締切 17:00１８ 月 一 般 質 問 （会派提出）
本会議

議会運営委員会 9:30
１９ 火

一 般 質 問
議案・請願委員会付託

２０ 水

常 任 委 員 会２１ 木 休 会

議員発議案締切 17:00
２２ 金 （会派提出を除く）

２３ 土
（ 閉 庁 日 ）

２４ 日

２５ 月 議会運営委員会特 別 委 員 会

休 会
（ 議 事 整 理 ）

２６ 火 特 別 委 員 会

議会運営委員会 9:30常任委員長審査結果報告、質疑
討論、採決２７ 水 本会議
閉会
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平成１９年６月定例県議会

一 般 質 問 時 間 割
６月１３日（水）

順序 会 派 質 問 者 質 問 時 間 備考

１ 社 会 民 主 党 鳥飼 謙二 １０：００～１１：００

２ 自 由 民 主 党 中村 幸一 １１：００～１２：００ 休憩

３ 自 由 民 主 党 福田 作弥 １３：００～１４：００

４ 自 由 民 主 党 丸山裕次郎 １４：００～１５：００ 休憩

５ 自 由 民 主 党 山下 博三 １５：１０～１６：１０

６月１４日（木）

順序 会 派 質 問 者 質 問 時 間 備考

６ 社 会 民 主 党 満行 潤一 １０：００～１１：００

７ 民 主 党 田口 雄二 １１：００～１２：００ 休憩

８ 公 明 党 新見 昌安 １３：００～１４：００

９ 自 由 民 主 党 井本 英雄 １４：００～１５：００ 休憩

１０ 愛 み や ざ き 武井 俊輔 １５：１０～１６：１０

６月１５日（金）

順序 会 派 質 問 者 質 問 時 間 備考

１１ 自 由 民 主 党 押川修一郎 １０：００～１１：００

１２ 日 本 共 産 党 前屋敷恵美 １１：００～１２：００ 休憩

１３ 愛 み や ざ き 図師 博規 １３：００～１４：００

１４ 民 主 党 井上紀代子 １４：００～１５：００

６月１８日（月）

順序 会 派 質 問 者 質 問 時 間 備考

１５ 自 由 民 主 党 十屋 幸平 １０：００～１１：００

１６ 自 由 民 主 党 黒木 正一 １１：００～１２：００ 休憩

１７ 自 由 民 主 党 松村 悟郎 １３：００～１４：００

１８ 自 由 民 主 党 原 正三 １４：００～１５：００

６月１９日（火）

順序 会 派 質 問 者 質 問 時 間 備考

１９ 公 明 党 河野 哲也 １０：００～１１：００

２０ 自 由 民 主 党 中野 一則 １１：００～１２：００ 休憩

２１ 社 会 民 主 党 外山 良治 １３：００～１４：００

２２ 自 由 民 主 党 水間 篤典 １４：００～１５：００

＊ １人当たりの質問時間３０分以内
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閉 会 中 の 継 続 審 査 ・ 調 査 申 出 一 覧

平成１９年６月定例会

委 員 会 名 事 件 理 由

総合政策及び行財政対策に関する調査 調査を要す総務政策常任委員会

るため

地域生活行政及び福祉保健行政の推進に関する調査 調査を要す生活福祉常任委員会

るため

請願第２号 トンネルじん肺根絶の抜本的な対策を

求める意見書の提出についての請願 慎重な審査

・調査を要商工建設常任委員会

するため

商工観光振興対策及び土木行政の推進に関する調査

環境対策及び農林漁業振興対策に関する調査 調査を要す環 境 農 林 水 産

るため常 任 委 員 会

教育及び警察行政の推進並びに公営企業の経営に関 調査を要す文 教 警 察 企 業

する調査 るため常 任 委 員 会

円滑な議会

次期県議会の会期日程及び議会運営に関する調査 運営を図る議 会 運 営 委 員 会

ため
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議 案 議 決 件 名 一 覧 表



議 案 番 号 件 名 議 決 月 日

知事提出議案第１号 平成19年度宮崎県一般会計補正予算（第１号） ６月27日・ 可 決

〃 第２号 平成19年度宮崎県公共用地取得事業特別会計補正予 〃

算（第１号）

〃 第３号 平成19年度宮崎県公営企業会計（電気事業）補正予 〃

算（第１号）

〃 第４号 平成19年度宮崎県立病院事業会計補正予算（第１ 〃

号）

〃 第５号 宮崎県警察本部の内部組織に関する条例の一部を改 〃

正する条例

〃 第６号 宮崎県税条例の一部を改正する条例 〃

〃 第７号 県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正 〃

する条例

〃 第８号 使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例 〃

〃 第９号 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 〃

〃 第10号 公の施設に関する条例の一部を改正する条例 〃

〃 第11号 宮崎県情報公開条例及び宮崎県個人情報保護条例の 〃

一部を改正する条例

〃 第12号 宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部 〃

を改正する条例

〃 第13号 「財政事情」の作成及び公表に関する条例の一部を 〃

改正する条例

〃 第14号 宮崎県における青少年の健全な育成に関する条例の 〃

一部を改正する条例

〃 第15号 国土交通省所管公共用財産管理条例の一部を改正す 〃

る条例

〃 第16号 工事請負契約の変更について 〃

〃 第17号 財産の取得について 〃

〃 第18号 県道の路線認定について 〃

〃 第19号 公安委員会委員の任命の同意について ６月19日・同 意

〃 第20号 人事委員会委員の選任の同意について 〃
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議 案 番 号 件 名 議 決 月 日

報 告 第１号 専決処分の承認を求めることについて ６月27日・承 認

〃 第２号 専決処分の承認を求めることについて 〃

議員発議案 第１号 宮崎県議会情報公開条例の一部を改正する条例 ６月27日・可 決

〃 第２号 教育予算の拡充を求める意見書 〃

〃 第３号 医療・福祉サービスに関する意見書 〃
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議員発議条例、意見書



宮 崎 県 議 会 情 報 公 開 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

宮 崎 県 議 会 情 報 公 開 条 例 （ 平 成 十 四 年 宮 崎 県 条 例 第 二 十 七 号 ） の 一 部 を 次 の

よ う に 改 正 す る 。

第 七 条 第 二 号 ウ 中 「 及 び 日 本 郵 政 公 社 」 を 削 る 。

附 則

こ の 条 例 は 、 平 成 十 九 年 十 月 一 日 か ら 施 行 す る 。
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教育予算の拡充を求める意見書

児童生徒の実態に応じきめ細やかな対応ができるようにするために「少人数

教育」を実施しているが、教育予算が十分確保できる自治体と財政的に厳しい

自治体とでは、学校施設なども含めて教育条件の地域間格差が拡がってしまう

ことは必至である。

2.7% OECD日本の教育予算は、ＧＤＰ比に占める教育費の割合(日本

)や教職員数（初等中等教育学校の 人当たりの教職員数 日本 人3.5% 1,000 82
平均 人）などに見られるように、ＯＥＣＤ諸国に比べて脆弱とOECD 107.4

言わざるを得ない。

教育は未来への先行投資であり、子どもたちがどこに生まれ育ったとしても

等しく良質な教育が受けられる必要がある。そのためには、教育予算を国全体

としてしっかり確保し、充実させる必要がある。

よって、国においては、義務制第８次・高校第７次教職員定数改善計画を早

期に実施するとともに、学校施設整備費、就学援助・奨学金など教育予算の充

実のため、地方交付税を含む国の予算を拡充し、教育の重要性を踏まえ、教育

に必要な財源の確保するよう強く要望する。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成１９年６月２７日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 河 野 洋 平 様

参 議 院 議 長 扇 千 景 様

内閣総理大臣 安 倍 晋 三 様

総 務 大 臣 菅 義 偉 様

財 務 大 臣 尾 身 幸 次 様

文部科学大臣 伊 吹 文 明 様
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医療・福祉サービスに関する意見書

、 、わが国が 世界一の長寿国となった背景には全ての国民が公的医療保険に加入し

国際的に見れば決して高くない医療費水準で、公平・平等な医療制度が存在したこ

とが挙げられる。

健康保険証さえ持っていれば、患者一部負担だけで 「誰でも、いつでも、どこで、

も」安心して適切な医療が受けられることは、健康、長寿を願う国民にとっては、

必要・不可欠な要求である。

しかしながら、現在の保健・医療・福祉政策をみると、政府は国家財政の赤字解

消を優先させた社会保障制度とりわけ医療保険制度改革を進めており、患者一部負

担金の増加、高齢者の長期療養病床の削減など、国民にとっては厳しいものとなっ

ている。

よって、国におかれては、医療提供体制の再構築と国民皆保険制度の堅持など国

民が安心して生活できる医療・福祉体制が整備されるよう強く要望する。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成１９年６月２７日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 河 野 洋 平 様

参 議 院 議 長 扇 千 景 様

内閣総理大臣 安 倍 晋 三 様

厚生労働大臣 柳 澤 伯 夫 様
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請 願 一 覧 表



総 括 表

請 願

委 員 会 計 備 考

新 規 継 続

総 務 政 策 － － －

生 活 福 祉 １ － １

商 工 建 設 １ － １

環 境農 林水 産 － － －

文 教警 察企 業 － － －

計 ２ － ２
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新 規 請 願

生活福祉常任委員会

請 願 番 号 請 願 第 １ 号 受理年月日 平成１９年６月１４日

請 願 者 宮崎市和知川原１丁目１０１番地

住所・氏名 宮崎県地域医療・福祉推進協議会

代表 秦 喜八郎

医療・福祉サービスについての請願

【請願趣旨】

わが国は、世界一の長寿国となりました。その背景には、国際

的に見れば決して高くない医療費で、国民皆保険制度、フリーア

請願の件名 クセス、現物給付を柱とした世界で最も公平・平等な医療制度が

存在したこと等が挙げられます。

現在の医療・福祉・介護政策をみると、政府は国家財政の赤字

解消を優先させた社会保障制度改革とりわけ医療保険制度改革を

進めています。

具体的には、長期療養のためのベッドを３８万床から１５万床

に削減することによる医療・介護難民の出現や医療費自己負担増

による格差社会の助長、さらに長年の医療費抑制策に伴い医師や

看護師等の不足など、医療の提供体制に様々な歪みや綻びが生じ

ています。

このようなことから医療・介護・福祉のサービスを提供する側

とそのサービスを受ける側の４２団体が「宮崎県地域医療・福祉

推進協議会」を設立して県民集会を開催し、

“国民のための医療の実現”

“医療崩壊を止めよう”

“患者自己負担増反対”

の三項目について、満場一致で意志の確認を行いました。

安全な医療・介護・福祉のもとで、子供を産み育て、健やかに

老後を過すことは国民にとって当然の願いです。

「誰もが、いつでも、どこでも」安心して適切なサービスが受

けられる社会の実現を目指し、県議会においても関係機関にはた

らきかけていただくよう強く要望します。

紹 介 議 員 米良 政美

外山 三博

摘 要
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新 規 請 願

商工建設常任委員会

請 願 番 号 請 願 第 ２ 号 受理年月日 平成１９年６月１４日

請 願 者 宮崎県宮崎市高岡町浦之名4645-2

住所・氏名 全国トンネルじん肺根絶訴訟原告団

宮崎原告団団長 本田 進二

トンネルじん肺根絶の抜本的な対策を求める意見書の提出につ

いての請願

【請願趣旨】

じん肺は、大量に粉じん（ほこり）を吸引することが原因とな

って発症する職業病です。最古にして最大の職業病といわれ、我

が国でも江戸時代から佐渡の金山などで「よろけ」などと呼ばれ

請願の件名 て恐れられてきました。

じん肺は、一度罹患すると肺が冒され、常にセキやタンに悩ま

され、気管支炎や結核・肺ガンなどを併発し、最期には呼吸困難

の苦しみの中、死に到る恐るべき病気です。

、 、 、現在においても トンネル建設工事や鉱山 石材の切り出し場

造船所、耐火煉瓦やガラス工場などの多数の現場からじん肺が多

く発生しています。

（ ） （ ）改正じん肺法が施行された1978 昭和53 年から2004 平成16

年までの27年間で、療養に専念する必要がある最重症のトンネル

じん肺患者は合計9049人（じん肺患者全体の約24％）にのぼって

おり、現在も多数の最重症患者が発生し続けています。

重大なことに、公共事業工事であるトンネル建設現場から、今

、 。もじん肺が発生し続けており 歯止めがかかっていない状況です

じん肺の発生責任は、第１に事業主にあります。同時に、トン

ネル建設は、日本経済の「高度成長」を促した国土建設の一環で

あり、公共事業です。その発注者として、また、建設業者の監督

官庁として、トンネルじん肺発生について国・政府の責任は重大

です。

トンネルじん肺の根絶を求めて、全国11地裁で審理が進められ

てきたトンネルじん肺根絶訴訟の中で、東京・熊本・仙台・徳島

・松山の五地裁において、国のじん肺発生責任を問う司法判断が

下されました。

そうした中、我々は国に対してトンネルじん肺問題根絶のため

に、下記の通り抜本的な対策を求めるものであります。

ついては宮崎県議会においても、以上の認識に立ち、トンネル

じん肺根絶の抜本的な対策を求める意見書を採択の上、関係機関

に働きかけて頂くよう、要請する次第です。

- 349 -



議 事 経 過
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月 日 曜 区 分 議 事 内 容

開 会

会議録署名議員指名（山下、長友両議員）

６月８日 金 本 会 議
議会運営委員長審査結果報告

会期決定

議案第１号～第18号並びに報告第１号、第２号上程

知事提案理由説明

６月９日 土

６月10日 日

６月11日 月
休 会 （議案調査）

６月12日 火

議案第19号、第20号追加上程

６月13日 水 議事提案理由説明

一般質問（鳥飼、中村、福田、丸山、山下各議員）

６月14日 木 一般質問（満行、田口、新見、井本、武井各議員）

６月15日 金 一般質問（押川、前屋敷、図師、井上各議員）

６月16日 土

６月17日 日

６月18日 月 一般質問（十屋、黒木正一、松村、 原各議員）

本 会 議
一般質問（河野哲也、中野一則、外山良治、水間各議員）

６月19日 火 議案第19号、第20号採決（同意）

議案・請願委員会付託

６月20日 水

６月21日 木 休 会 常任委員会

６月22日 金

６月23日 土

６月24日 日

６月25日 月 特別委員会

６月26日 火
休 会 （議事整理）

特別委員会
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月 日 曜 区 分 議 事 内 容

常任委員長審査結果報告

討論（議案第３号に反対）（西村議員）

討論（議案第３号に賛成）（野辺議員）

討論（議案第１号、第３号、報告第２号に反対）（前屋敷

議員）

討論（議案第３号に賛成）（髙橋議員）

採決（議案第３号）（可決）

６月27日 水 本 会 議 採決（議案第１号、報告第２号）（可決または承認）

採決（議案第２号、第４号～第18号、報告第１号）（可決

または承認）

採決（請願１件）（採択）

採決（継続審査・調査案件）（委員長の申し出のとおり決

定）

議員発議案送付の通知

議員発議案第１号～第３号追加上程、採決（可決）

閉 会



署 名

宮 崎 県 議 会 議 長 坂 口 博 美

宮 崎 県 議 会 副 議 長 中 村 幸 一

宮 崎 県 議 会 議 員 山 下 博 三

長 友 安 弘宮 崎 県 議 会 議 員


